
平成 27年度年次報告

課題番号：0101

（１）実施機関名：

情報通信研究機構

（２）研究課題（または観測項目）名：

先端リモートセンシング技術による地震及び火山の災害把握技術の開発

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（４）その他関連する建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　平成 25年度までの成果を引き継ぎ、航空機 SARによる地震及び火山の災害把握技術の発展的な開

発を行うとともに、データの公開の推進と災害時等には Pi-SAR2の必要な運用を行う。また、航空機

SAR以外のリモートセンサを活用する技術を開発する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　情報通信研究機構の第３期中期計画期間である平成 27年度までにおいては、以下の研究活動の実施

を計画している。平成 28年度以降については、次期中期計画の策定に合わせて検討を進める。

　平成 25年度までの成果を引き継ぎ、Pi-SAR2による地震・火山災害時の被害判読等の技術開発を進

めるほか、Pi-SARおよび Pi-SAR2のデータ検索システムの公開・運用を進めることにより、災害軽減

のための情報の高度化の研究に資する。また、実際の災害発生時には、Pi-SAR2の積極的な運用と迅

速なデータ配布・公開を行う。

　さらに、航空機 SAR以外の先進的リモートセンサを活用した地震及び火山災害のモニタリング技術

についても検討をすすめる。

（８）平成 27年度の成果の概要：
平成 22年度までに開発を行った 30cmの分解能を有する航空機搭載合成開口レーダ (Pi-SAR2)は、平

成 23年の東日本大震災を経て平成 25年度までに、データ取得後の処理の高速化、高度化と迅速なデー

タ提供に向けての研究開発を行ってきた。平成 27年度は平成 26年度までの成果を引き継ぎ、Pi-SAR2

による地震・火山災害時の被害判読等の技術開発を進めた。また、火山については、平常時の火山の

比較データ取得を目的として、Pi-SAR2による実験観測の中で可能な限りのデータ取得を進めること

しており、平成 27年 12月には、11火山の観測を実施した。これらのデータを含めて、Pi-SARおよ

び Pi-SAR2のデータ検索システムの公開・運用を進めた。



（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
1)米澤千夏,石塚直樹,梅原俊彦,”津波被災農地における耕作状況判別のための Pi-SAR2データの固有値

解析”,日本リモートセンシング学会平成27年度春季学術講演会,2015.5 (2T.Maruki,S.Sakai,K.Itoh,T.Aoki,J.Uemoto,S.Uratsuka,”Stereo

Radargrammetry Using Airborne SAR Images with Parameter Optimization,Asia-Pacific Conference on

Synthetic Aperture Radar(Singapole),pp258-263,2015.8.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 28年度は、情報通信研究機構の第 4期中長期計画に基づき、平成 27年度までの成果を引き継ぎ、

Pi-SAR2による地震・火山災害時の被害判読等の技術開発を進めるほか、Pi-SARおよび Pi-SAR2の

データ検索システムの公開・運用を進めることにより、災害軽減のための情報の高度化の研究に資する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
情報通信研究機構 　電磁波計測研究所

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：情報通信研究機構広報部

電話：042-327-5322

e-mail：publicity@nict.go.jp

URL：http://www.nict.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：浦塚清峰 　

所属：情報通信研究機構 　電磁波計測研究所



平成 27年度年次報告

課題番号：1001

（１）実施機関名：

北海道大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

地質および物質科学的データに基づく低頻度大規模火山現象およびその準備過程の研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ア. 史料の収集とデータベース化

ウ. 地質データ等の収集と整理

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

イ. 熱水系の卓越する火山

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　低頻度大規模火山現象としてカルデラ形成噴火と、大規模山体崩壊現象を研究対象とする。まず過

去に発生した大規模カルデラ形成噴火を対象として、主として地質学的手法により、先行する噴火の

有無を確認し、その時期と規模・様式・推移等について明らかにする。またカルデラ形成噴火につい

ても、噴火開始から終了までの推移を詳細に復元する。そして物質科学的手法により、マグマ供給系

の実体と時間変化を明らかにする。とくに、大規模噴火に至るまでのマグマ蓄積過程や周期性を定量

的に理解し、マグマプロセスやその変化について時間軸を明確にして議論する。そして先行噴火から

カルデラ形成噴火にかけてのマグマ供給系の生成・移動・蓄積という準備過程、そしてカルデラ形成

噴火過程について明らかにすることを目的とする。そのことによりカルデラ形成噴火における、観測

可能な前兆現象の種類と規模について議論できる材料を提供することを目指す。大規模山体崩壊現象

では、記録の残る国内の過去の山体崩壊事例について、前兆現象および崩壊の推移について再検討す

る。また火山活動とは関係なく大地震によって誘発される火山体崩壊事例も、それらの分布と発生頻

度について検討する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

〇カルデラ形成噴火：基礎的な火山地質学的研究が行われており、形成年代が比較的新しく、異なる

規模という観点から、VEI=7として姶良および支笏、VEI=6～7として鬼界および摩周を対象とする。



これらについて表層地質調査およびボーリング・トレンチにより、カルデラ噴火の推移について、特

に最初期の噴火に注目して、層序を確立する。さらにカルデラ形成噴火前の噴火活動について、特に

中小規模の噴火の有無を明らかにする。これらに加えて必要に応じて K-Arおよび炭素同位体による

年代測定も実施する。また海外の事例を文献、あるいは必要に応じて現地調査から再検討する。さら

に、規模は小さいが VEI=5クラスの国内の歴史時代の噴火事例についても先行・前兆現象を中心に検

討する。本研究で得られた高精度・高分解能の噴火層序に基づき、分析試料を採取する。噴出物は通

常の記載を経た後、XRFにより大量の試料について、高精度の主・微量成分組成を求める。さらにそ

の中から選んだ代表的試料について ICP-MSにより希土類元素などの微量成分、そして質量分析計に

より Sr、Ndおよび Pb同位体組成を求める。また U-Th放射非平衡のシステマテイクスの検討も行う。

また噴出物中の火山ガラスや鉱物組成を EPMAによって求め、FE-SEMにより鉱物の組成累帯構造を

検討する。これらにより大規模珪長質マグマ系の生成・噴火過程、特に噴火直前のプロセスを、時間

軸をもとに明らかにする。 　

〇大規模山体崩壊：研究対象は記録が豊富に残る磐梯山 1888年と雲仙眉山 1792年および十勝岳 1926

年である。この中で十勝岳は別課題でも主研究対象であるが、前兆現象の解析は本課題でも実施する。

これらの事例について古記録の再検討を行い、崩壊の前兆・先行現象の種類と発生時期、そして崩壊

現象の経緯を再検討する。これらは地形解析および現地調査で検証する。また火山噴火とは関係ない

が日本海東縁の古い火山体には大規模崩壊地形が多数認められ、これらは日本海東縁を震源とする地

震との関連が疑われる。これらは地形解析や現地調査により、崩壊地形の分布・規模を明らかにし、発

生頻度も検討を試みる。

　平成 26年度では、まず研究集会を行い現状認識と 5年間の研究計画について議論する。カルデラ火

山については表層地質調査と噴出物採取を行い、ボーリング地点やトレンチ地点の選定を行う。また

物質科学的解析を進める。山体崩壊については地形解析を行い、眉山については古記録調査を行う。平

成 27年度では、カルデラ火山については表層地質調査と噴出物採取を継続するとともに、トレンチ調
査（姶良および鬼界）とボーリング（姶良または鬼界）を実施する。噴出物の物質科学的解析は継続

し、特に同位体比分析も開始する。山体崩壊について地形解析を続け、眉山では古記録調査に加え現

地調査を実施し、磐梯山については古記録調査を開始する。平成 28年度では、カルデラ火山の表層地
質調査と噴出物採取は継続し、ボーリング地点の選定（各カルデラ）を行う。また北海道ではトレン

チを実施する。物質科学的解析は継続し、同位体比分析と鉱物の組成累帯構造解析を重点に行う。山

体崩壊では磐梯山・眉山の古記録調査のまとめと地質調査を実施し、日本海東縁の火山については地

質調査を実施する。また研究集会を開き研究進捗状況を確認する。平成 29年度は、カルデラ火山にお
いてボーリングおよびトレンチを実施する（対象は研究進捗状況で決定する）。噴出物の物質科学的解

析は継続し、同位体比分析と鉱物の組成累帯構造解析を重点に行う。山体崩壊について補充調査を行

う。平成 30年度は両方の課題について補充地質調査および噴出物解析を行う。研究集会を開催し研究
のとりまとめを行う。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　本年度は九州でのボーリング対象カルデラを鬼界カルデラに絞り、掘削対象（目的）と適地を検討

して、薩摩硫黄島でのボーリングを実施した。鬼界カルデラについてはカルデラ形成噴火（鬼界‐ア

カホヤ噴火）および先行噴火について調査を実施し、サンプルを採取して物質科学的な解析を開始し

た。北海道のカルデラ火山については、支笏カルデラのマグマ系の検討を続ける一方で、摩周カルデ

ラ形成噴火の野外調査を実施した。また大規模山体崩壊現象については、磐梯 1888年崩壊について古

記録収集と地質調査を実施した。火山活動と無関係な事例では、北海道奥尻島の神威山の崩壊につい

て調査を実施した。これらの成果概要について以下にまとめる。

１．鬼界カルデラ：鬼界‐アカホヤ噴火

１）カルデラ形成噴火推移に関する研究：薩摩硫黄島および薩摩半島において，アカホヤ噴火および関

連する堆積物の地質調査，物質科学的解析のための試料採取を行った．まず前年度から引き続き，ア



カホヤ噴火時のプリニー式噴火とクライマックスとの時間間隙に注目した調査を行った．薩摩硫黄島

ではその痕跡が従来わかりにくかったが，ドローンを用いて海蝕崖などアクセスが困難な場所の調査

も並行して行った結果，プリニー式噴火堆積物とクライマックス堆積物の間に明瞭な侵食面があるこ

と，これまで認識できていなかった火山灰層が見つかるなど新たな知見が得られた．

２）ボーリング調査：また，ボーリング調査地点の選定のために、竹島と薩摩硫黄島において候補地

を探索した。その結果、鬼界‐アカホヤ噴火については両島で良好な露出が存在し、露頭での観察と

試料採取が可能であることから、掘削対象を先行噴火である長浜溶岩に変更した。そして、その長浜

溶岩を噴出した噴火の推移および、その噴火の前後の活動の有無を検討することを目的とした。ボー

リング地点については、予算上の制約から現在の長浜溶岩表層からの掘削では溶岩下面に到達するこ

とは困難と考え、現在のカルデラ内部の薩摩硫黄島長浜港近くでボーリングを実施している。報告書

作成時点では、ボーリング孔壁の状態が悪く、掘削は予定の半分程度の深度となっている。

３）先行噴火に関する研究：長浜溶岩と鬼界‐アカホヤ噴火の噴火年代の差についてはこれまで明ら

かにはなっていなかった。そこで長浜溶岩に対比されると考えられている、アカホヤ噴火最初期の降

下軽石層の下位に存在するテフラについて火山ガラス組成および炭素年代を検討した。今回、模式地

において２層の珪長質テフラを確認し（図 1）、それぞれの火山ガラス組成を長浜溶岩の石基組成と比

較した結果、テフラと長浜溶岩は対比できた。さらにこれらのガラス組成は鬼界‐アカホヤ噴出物の

ガラス組成と同一であることも明らかになった。この結果、鬼界‐アカホヤ噴火に先行する噴火は２

回あったこと、そしてそのうちのいずれかが長浜溶岩の噴出に対比できることになる。またテフラ層

の上下の土壌の年代測定結果は鬼界‐アカホヤの噴出年代よりも 1000年以上の若い年代が得られた

（図１）。年代の絶対値については問題があるが、先行噴火がアカホヤ噴火の千年～数百年前に発生し

ていた可能性が指摘できる。現在、年代値について再測定を行っている。

４）長浜溶岩およびアカホヤ噴火噴出物の岩石学的研究：

長浜溶岩およびアカホヤ噴火の噴出物の岩石記載、全岩化学組成および斑晶鉱物の化学組成を求めた。

アカホヤ噴火ではステージ１では SiO2＝ 71～74％の流紋岩が、ステージ２では流紋岩に加えてデイ

サイト～安山岩質な噴出物も認められる。長浜溶岩は SiO2～72％の流紋岩であり、その全岩化学組成

はアカホヤ噴火の流紋岩と酷似するが、FeO／MgO比では長浜溶岩の方が高い点で区別できる（図

2）。これらの噴出物の斑晶鉱物は斜長石、単斜輝石、斜方輝石および Fe-Ti酸化物である。斜長石と

斜方輝石斑晶コアの組成は、長浜溶岩およびアカホヤ流紋岩では、平均組成が長浜溶岩の方がより Ca

および Feに乏しく、さらに組成分布がアカホヤ噴出物の方が広い点が異なっている。ステージ２のデ

イサイトや安山岩では Anに富んだ斜長石、そしてMgに富んだ斜方輝石が多く含まれるようになる。

これら斑晶鉱物の組成分布を考えると、Saito et al. (2001)の指摘のように、アカホヤ噴火ではマグマ

混合プロセスが起こっていると考えられる。

５）軽石見かけ密度から見たアカホヤ噴火ステージ１の噴火プロセス

　カルデラ噴火におけるマグマ溜まりの過剰圧や、火道-火口システムの構造変化を検討するために、

噴出物の結晶・発泡組織を解読することを試みた。本年度は、特にカルデラ噴火初期のプリニー式噴

火に焦点を当てた。まず堆積物を構成する粒子の粒径や色彩等により、全体を 7ユニットに分類した。

軽石の見かけ密度は、0.17～0.8g/cm3の範囲にあるが、多くのサンプルは 0.2～0.6 g/cm3に集中する。

見かけ密度を発泡度になおすと 70～90％となる。Maeno and Taniguchi (2007)では、プリニー式噴火

期の噴出物全体を A1-A4に大別した。本研究のユニット 1が A1、ユニット 2が A2、ユニット 3下部

が A3、ユニット 3上部が A4に対応する。Maeno and Taniguchi (2007)の Fig.5に示される等層厚線と

軽石サイズの等値線データによると A1に対し A4で噴出率が増大している。仮にこの期間、火道径が

一定であれば、火道でのマグマ上昇速度が増加したはずで、そこでは脱ガスが抑制され見かけ密度の

低いマグマが噴出されるようになるはずである。しかし実際には、ユニット 1とユニット 3中位では

違いは顕著ではない。Maeno and Taniguchi (2007)は、A3（ユニット 3-low）がプリニー式噴火期（ユ

ニット A）の中で最も石質岩片に富むことを記載しており、この時期に火道径に変化があった可能性

が指摘できた。



２．支笏カルデラ

　カルデラ形成噴火の推移を、地表踏査および別の研究プロジェクトで実施した複数のボーリングコ

アで検討した。その結果、支笏カルデラ形成噴火に先行する噴火活動は確認できず、1万年以上の静

穏期の後にカルデラ形成噴火が始まったと結論づけられた。本年度はカルデラ形成噴火の本質物につ

いて検討した。その結果、従来の研究で指摘されているように、斑晶に乏しい Aタイプ軽石（Aphyric

type）と斑晶に富む Pタイプ軽石（Porphyritic type）に大別できることを確認した。しかしながら Aタ

イプ軽石について詳細に検討した結果、全岩化学組成および鉱物化学組成から、Aタイプは高 SiO2流

紋岩質マグマと低 SiO2流紋岩質マグマが混合して生じたマグマと、それによりマフィックなマグマが

混合して生じたマグマからなる、2段階のマグマ混合を経ていることが明らかになった。Pタイプ軽石

は、これらの Aタイプ軽石とは混合の関係にはない（図 3）。

３．摩周カルデラ

7.5kaの大規模噴火の詳しい噴火推移を検討した。従来の噴火層序は、先行する降下火砕物（上位から

Ma-g～Ma-j）とそれを覆う火砕流堆積物Ma-fからなるとされている。今回火砕流堆積物であるMa-f

を、岩相の違いにより新たに 6層に細分した。この中のMa-f5は全体に灰色で、軽石のほかにデイサ

イト質の溶岩片を大量に含む火砕流堆積物で、下位層を著しく削り込みブロック状に取り込む産状も

認められる。このMa-f5は、給源から南方に 30 km以上、西方には標高 500 m以上の屈斜路カルデラ

壁を超えて 30 km以上離れた地点で発見できる。本層に含まれる中礫（径 32 mm）以下の粒子につい

て構成物や粒度分布を分析した結果、下部でより粗粒で溶岩片に富むことが分かった。これらの溶岩

片を定方位サンプリングし、段階熱消磁により古地磁気測定を行った結果、初生磁化方位は揃わず、溶

岩片が高温で定置した証拠は認められなかった。これらから、Ma-f5は溶岩からなる山体を破壊しな

がら発生した、指向性を持つ火砕流で、粒子のふるい分けが起こっていることや、高い障壁を超えて

分布していることから、大きな初速を持った高速型火砕流と推定できる。摩周火山のカルデラ噴火は、

これまで考えられてきたような、プリニー式から噴煙柱崩壊へと移行する単純な様式ではなく、複雑

な推移を経たと考えられる。

４．大規模山体崩壊

（１）磐梯山など

　磐梯山 1888噴火での山体崩壊について文書記録の収集と地質調査を行っている。記録としては、崩

壊直後の調査研究論文、福島県庁文書、そしてそれらを総括した論文，解説書を検討している。その

結果、爆発開始前の異常現象は 1週間前以降の鳴動・地震程度であったこと、山体崩壊は爆発開始 80

～90分後に発生したらしいことが明らかになっている。現地調査では岩屑なだれの堆積物の岩石学的

記載を行い、岩屑なだれ堆積岩塊の崩壊前の山体への復元を試みている

（２）日本海東縁の大規模山体崩壊現象

　本年度は南西北海道の奥尻島に神威山の山体崩壊について、その発生時期を明らかにする目的で現

地調査と炭素 14年代測定を行った（図 4）。神威山は後期鮮新世の陸上火山であり、山体の北西斜面が

1.2 X 2kmにわたり崩壊し、崩壊物は日本海に流入している。崩壊堆積物は海岸線では岩屑なだれ堆

積物の岩相を示し、ここでは神威山岩屑なだれと呼ぶ。下位には土石流堆積物があり、そこには多数

の生木を含む。生木からは約 960年前の年代値が得られた。岩屑なだれ堆積物の上位には、土壌を挟

んで北海道駒ヶ岳の 1640年噴火のテフラ層（Ko-d層）が存在する。Ko-d層については火山ガラスを

測定して同定を行った。Ko-d下位の土壌中には、奥尻島では広範囲で確認されている約 1000年前の

B-Tm火山灰は見出されなかった。この土壌のうち、神威岩屑なだれ堆積物直上部について炭素 14年

代測定を行った。その結果、約 390年前の年代が得られた（図 5）。この結果、神威岩屑なだれは 960

年前から 390年前に発生したと考えられる。これは岩屑なだれを B-Tmテフラが覆っていないことと

調和的である。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Hasegawa, T., Nakagawa, M., 2015, Large scale explosive eruptions of Akan volcano, eastern Hokkaido,



Japan: A geological and petrological case study for establishing tephro-stratigraphy and -chronology

around a caldera cluster. Quaternary International, DOI: 10.1016/j.quaint.2015.07.058

Nakada, S., Zaennudin, A., Maeno, F., Yoshimoto, M., and Hokanishi, N., 2016, Credibility of volcanic ash

thicknesses reported by the media and local residents following the 2014 eruption of Kelud volcano,

Indonesia. Jour. Disaster Research, vol. 11, no. 1, 53-59.

Razzhigaeva, N.G., Matsumoto, A., Nakagawa, M., 2015, Age, source and distribution of Holocene tephra

in the southern Kurile Islands: Evaluation of Holocene eruptive activities in the southern Kurile arc.

Quaternary International, DOI: 10.1016/j.quaint.2015.07.070

Takahashi, R. and Nakagawa, M., 2015, Evolution and eruption processes of a highly porphyritic silicic

magma system: Petrology of the historical eruptive stage of Hokkaido-Komagatake volcano, Japan.

Journal of Petrology, 56, 1089-1112.

塚原えりか・津久井雅志・古川登・小林哲夫，2015，1783年浅間山天明噴火で噴出した「火山硫黄

毛」．火山，60，483-486．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
それぞれの研究課題・対象についての平成 28年度の研究計画は以下のとおりである。

１．カルデラ火山の地質調査およびボーリング調査

　鬼界カルデラについてはボーリングの結果および地表踏査により、カルデラ形成噴火と先行噴火の

それぞれの噴火推移の再検討を行う。北海道については特に摩周火山噴出物について地表踏査を実施

する。平成 29年度実施予定のボーリング地点選定も重要な課題として、姶良カルデラおよび摩周カル

デラを有力候補として比較検討を行う。これらの調査では地表踏査に加えてトレンチ調査も実施する。

２．カルデラ火山の物質科学的検討

今年度は九州の鬼界、姶良、阿蘇カルデラ、そして北海道では支笏および屈斜路カルデラについて物

質科学的検討を実施する。これらのうち鬼界、支笏および屈斜路ではカルデラ形成噴火のマグマ供給

系の構造と噴火推移に伴うマグマ変化を明らかにすることを目的とし、鬼界や阿蘇など先行噴火が認

められる場合には、先行マグマ過程の解明にも重点をおく。これらでは鉱物の累帯構造の精密解析を

重点的に実施し、噴火先行過程の詳細を検討する。特に鬼界では石基の組織などから火道内でのマグ

マダイナミックスと,それに付随した諸現象（発泡,結晶化,脱ガス,（水冷）破砕）の特性・噴火ステー

ジによる変化を明らかにし ,噴火現象と関連づけて理解する。U-Th放射非平衡に基づくマグマプロセ

スへの時間軸の挿入は支笏および鬼界について実施する。

３．大規模山体崩壊

火山噴火に伴う事例では、磐梯山の検討を続け，これに加えて，雲仙眉山，北海道駒ヶ岳，渡島大島

の山体崩壊について文献調査と現地調査を行い，磐梯山と比較をする。非噴火性の事例では北海道中

部の増毛地域の事例について検討を開始する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
北海道大学大学院理学研究院 　中川光弘・栗谷 　豪・松本亜希子

秋田大学大学院工学資源学研究科 　大場 　司

東京大学地震研究所 　前野 　深・中田節也

東京工業大学理工学研究科 　横山哲也

京都大学総合人間学部 　金子克哉

鹿児島大学理工学研究科 　小林哲夫

他機関との共同研究の有無：有

山形大学理学部 　伴 　雅雄

茨城大学理学部 　長谷川健

千葉大学大学院理学研究科 　津久井雅志



神戸大学大学院理学研究科 　鈴木桂子

福岡大学理学部 　奥野 　充

熊本大学 　宮縁育夫（教育学部）・長谷中利昭（自然科学研究科）

産総研 　古川竜太

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：北海道大学大学院理学研究院

電話：011-716-2111

e-mail：mnakagawa@mail.sci.hokudai.ac.jp

URL：http://www.sci.hokudai.ac.jp/eps/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：中川光弘 　

所属：北海道大学大学院理学研究院



平成 27年度年次報告

課題番号：1002

（１）実施機関名：

北海道大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

北海道沖低頻度大規模地震の総合的理解とそのモニタリングへの基礎的研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

4. 研究を推進するための体制の整備

(6)国際共同研究・国際協力

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　北海道太平洋沖では 2011年東北地方太平洋沖巨大地震が発生する以前から太平洋沿岸で多くの津波

堆積物調査が実施され、過去に災害を発生させてきた歴史津波より巨大な津波を発生させた低頻度大

規模地震が 17世紀前半に発生していたことが明らかになってきた。さらに、17世紀前半に発生した

低頻度大規模地震の際に、2011年東北地方太平洋沖巨大地震と同じように海溝近傍のプレート境界で

20ｍ以上の非常に大きな滑りが発生していた事も明らかになっている。

　本研究課題では、北海道近傍で発生する低頻度大規模地震の発生様式を理解する調査研究を実施し、

さらにそれら大規模地震を発生させるプレート境界の発生場を理解するための観測研究を実施し、最

後にプレート境界状態のモニタリングのための手法開発のための基礎的研究を実施する。多くの研究

項目を横断した研究計画となっており、地質学データに基づく低頻度大規模地震の発生様式の解明か



ら研究成果をモニタリング手法の開発につなげるまで低頻度大規模地震の予測を現実に近づけるため

の総合的研究を実施することを目的とする。

　１）低頻度大規模地震の履歴・発生様式の解明

　17世紀前半以前の津波堆積物イベントに対し、多地点で面的津波堆積物調査を実施する。これまで

の調査結果も総合的に利用し、津波遡上数値計算を実施することで断層モデルを推定し、低頻度大規

模地震の発生様式の多様性を解明する。

　２）低頻度大規模地震の発生場の理解

　海底構造探査により海溝近傍の構造及び海底地形を明らかにし、大滑りの発生場を理解する。研究

成果は海溝近傍プレート境界の滑り予測のための情報を提供する。

　北海道太平洋沖の低頻度大規模地震の震源域で海底地震調査観測を実施し、プレート境界で発生し

た微小地震の観測波形を解析し、微小地震の応力降下量の面的分布を得る。その応力降下量分布と大

地震の大滑り域との関連を解明し、巨大地震の発生場を理解する。

　低頻度大規模地震の履歴や発生様式が解明されても、広範囲で長期にわたる巨大地震の影響が評価

できなければ、将来の低頻度大規模地震を予測することはできない。そこで、極東ロシアでの GPS地

殻変動観測および地震観測により、2011年東北地方太平洋沖地震後の広域応力蓄積過程を解明し、マ

ントル粘弾性の影響やプレート運動に与える影響を評価する。

　３）プレート境界状態のモニタリング手法開発

　低頻度大規模地震の履歴と発生様式の多様性が理解され、その発生場が理解できれば、それらの情

報を地震発生予測に用いるため、プレート境界の固着をモニタリングする手法を開発する必要がある。

現実には本研究課題は上記（１）、（２）の２つの課題の研究成果を受けて開発するものである。プレー

ト境界で発生する微小地震活動や微小地震の応力降下量分布の時間変化を捕らえることでプレート境

界の状態を把握し、モニタリングする手法を開発する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

●平成 26年度研究計画

（１）低頻度大規模地震の履歴・発生様式の解明

北海道太平洋沿岸の面的津波堆積物分布を得るための現地調査を実施する。

（２）低頻度大規模地震の発生場の理解

過去のプレート境界での微小地震の観測波形を用いて応力降下量の推定手法を確立する。ウラジヲス

トックを中心とした極東ロシアに GPS観測網を維持、強化し、2011年東北地方太平洋沖地震による

長期的な影響をモデル化への基礎研究を実施する。

（３）プレート境界状態のモニタリング手法開発

　微小地震の応力降下量や微小地震活動を用いたモニタリング手法開発の検討

●平成 27年度研究計画

（１）低頻度大規模地震の履歴・発生様式の解明

面的津波堆積物分布を得るための現地調査を継続する。過去の津波堆積物分析結果を津波遡上数値計

算によって再現することで低頻度大規模地震の震源過程推定を試みる。

（２）低頻度大規模地震の発生場の理解

北海道太平洋沖で自己浮上式海底地震計を用いた微小地震観測を実施し微小地震の応力降下量分布の

推定を試みる。極東ロシアでの GPS観測網を維持、強化し、2011年東北地方太平洋沖地震による長期

的な影響をモデル化への基礎研究を継続する。

（３）プレート境界状態のモニタリング手法開発

　微小地震の応力降下量や微小地震活動を用いたモニタリング手法開発の検討。

●平成 28年度研究計画

（１）低頻度大規模地震の履歴・発生様式の解明



面的津波堆積物分布を得るための現地調査を継続する。調査で得られた試料の粒度分析・珪藻分析・

火山灰認定等の分析を実施する。津波堆積物分析結果を津波遡上数値計算によって再現することで過

去の低頻度大規模地震の震源過程を推定する。

（２）低頻度大規模地震の発生場の理解

プレート境界での微小地震による観測地震波形を用いた応力降下量分布の推定を継続する。極東ロシ

アでの GPS観測網を維持、強化し、2011年東北地方太平洋沖地震による長期的な影響のモデル化を

実施する。

（３）プレート境界状態のモニタリング手法開発

　微小地震の応力降下量や微小地震活動を用いたモニタリング手法開発を行う。

●平成 29年度研究計画

（１）低頻度大規模地震の履歴・発生様式の解明

面的津波堆積物分布を得るための現地調査を継続。津波堆積物調査で得られた試料の分析を実施し、

津波堆積物分析結果から過去の低頻度大規模地震の震源過程推定を高度化。

（２）低頻度大規模地震の発生場の理解

北海道太平洋沖の千島海溝の海溝軸近傍で海溝軸に平行な側線で海底構造探査を実施し、低頻度大規

模地震の大滑り域の付加体構造やプレート境界近傍の構造を明らかにする。プレート境界での微小地

震による観測地震波形を用いた応力降下量分布の推定を継続する。極東ロシアでのGPS観測網を維持、

強化し、2011年東北地方太平洋沖地震による長期的な影響のモデル化を実施する。

（３）プレート境界状態のモニタリング手法開発

　微小地震の応力降下量や微小地震活動を用いたモニタリング手法開発を行う。

●平成 30年度研究計画

（１）低頻度大規模地震の履歴・発生様式の解明

面的津波堆積物分布を得るための現地調査を継続する。調査で得られた試料の分析を実施し、津波堆

積物分析結果を津波遡上数値計算によって再現することで過去の低頻度大規模地震の震源過程を推定

し低頻度大規模地震の多様性を解明する。

（２）低頻度大規模地震の発生場の理解

海底構造調査結果を分析し、2011年東北地方太平洋沖地震の大滑り域の構造との比較を行い、構造と

低頻度大規模地震の震源過程の多様性との関連を解明する。面的応力降下量分布を得、大地震の大滑

り域との関連を解明し、モニタリングにつなげる。極東ロシアでの GPS観測網を維持、強化し、2011

年東北地方太平洋沖地震による長期的な影響をモデル化し、北海道沖のプレート運動の挙動の把握に

適応する。

（３）プレート境界状態のモニタリング手法開発

　・微小地震の応力降下量や微小地震活動を用いたモニタリング手法開発を行う。

（８）平成 27年度の成果の概要：
● 　低頻度大規模地震の履歴・発生様式の解明

北海道太平洋沖の巨大地震の震源域を把握するためには、北方四島での津波堆積物調査が必要となる。

今年度は国後島の古釜布周辺、近布内、東沸の湿原でロシアの研究者と共同で津波堆積物の調査を実

施した。国後島の湿原には北海道の火山および国後島の火山に由来する火山灰層が多く残されており、

津波堆積物の年代推定や対比に有効であることがわかった。近布内で見つかった痕跡の一つは、現在

の海岸から数 10m離れた海抜 4-5mの海岸段丘の上に礫および砂層として残されており、近くの湿原

では連続した薄い砂層として 100m以上内陸まで追跡することができた（図１）。近布内周辺は 1994

年の北海道東方沖地震津波や 2011年の東北地震津波も島内で最も高かったことがわかっている。国後

島でも先史時代の津波のうち特に大きなものは地層に記録されている可能性が高いことが確認できた。

過去の巨大地震の中で 1611年慶長三陸津波地震が北海道沖で発生した可能性が指摘されていたため、

史料データにもとづき解析を実施し、暫定的な震源モデルを明治三陸津波地震の震源モデルを参考に



しながら推定した。そこ結果、明治三陸津波地震よりも南側のプレート境界も破壊している可能性が

高いことが分かった。

● 　低頻度大規模地震の発生場の理解

１）応力降下量分布を把握するために過去のプレート境界地震の理解

昨年度に続き，2004年にプレート境界固着域の下部で発生した２つの根室沖M7地震（11月 28日と

12月 6日）の破壊課程の特徴を強震動波形から解析した．Mw4.6の地震とM4.1の余震の観測波形を

経験的グリーン関数とし，2つのM7級地震の破壊過程の特徴を解析したところ，11月の地震の破壊

の指向性は見えないが、12月の地震は各観測点から得られる震源時間関数に指向性が確認され、北に

8.2km破壊したことが分かった。その結果は遠地の波形解析による先行研究結果と調和的である（図

2）。これらの地震は 2003年十勝沖地震の余効変動により誘発され、12月の地震では 1973年根室沖地

震の震源域の破壊には至らなかったため、北に破壊が伝播したと考えられる。

２）ロシア極東での GSNN観測による発生場の広域理解

ロシア極東域における GNSS観測を継続した．2011年東北地方太平洋沖地震の余効変動が継続して

いること，これまでの積算余効変動量がコサイスミックな変動量を上回りつつあることが確認された．

また，千島海溝南西域において日本とロシアの読み取り値を併合して震源の再決定を行った．

３）釧路沖における海底地下構造探査の実施

　平成 27年 9月に、釧路沖の釧路海底谷をはさんだ海域で地下構造探査を実施した。観測では、（株）

オフショア・オペレーション所有の「第七海工丸」を傭船し、東京大学地震研究所所有の 25リットル

のエアガン 3基とハイドロフォン・ストリーマーを使用して、北海道大学、東北大学、気象研究所の

海底地震計を計 12台設置した（図 3の緑丸）。エアガンは図 3の赤い測線上を 150m間隔で発振した。

台風 17号接近のため、設置する海底地震計の台数を当初の予定から大幅に減らしたが、エアガンを発

振できたのは長さ 36kmにとどまった。エアガン発振後、9番を除いて 11台の海底地震計を回収した。

４）根室沖での海底地震観測から得られた地震活動

　根室沖では、プレート境界型大地震の発生に伴う微小地震活動の時空間的な変動を捉えることを目

的として、文部科学省委託事業によって海洋研究開発機構が東北大学、北海道大学と共同で、1973年

根室半島沖地震（M7.4）の本震時にすべりの大きかった領域（アスペリティ）とその周辺に海底地震

計 10台を設置し、平成 20年 11月から平成 24年 5月まで自然地震観測を行った。平成 27年度は、平

成 24年 5月に回収されたデータを用いて震源決定を行った。2011年 7月 13日から 2012年 2月 29日

までの震央分布（図 4）では、本観測のこれ以前の観測期間と同様に、根室半島沖アスペリティでは

活動が静穏であり、地震は主に水深が 2000mより浅い陸寄りの海域で発生している。根室半島沖アス

ペリティの周辺では、2011年 11月 1日 5時 59分に、釧路沖の北緯 42.83度、東経 145.23度、深さ

47.7km（気象庁一元化震源では北緯 42.75度、東経 145.33度、深さ 47.1km）で、最大震度 3の地震が

発生し、その前震と余震活動が見られる。気象庁によるこの地震の CMT解は正断層型で、沈み込む

太平洋プレート内の地震と考えられる。

● 　プレート境界状態のモニタリング手法開発

微小地震活動の時間変化をモニタリングし，巨大地震の発生を検知する手法の開発を目指し，ISCの

地震カタログから 1964年 1月から 2012年 6月までに千島海溝沿いに発生した実体波マグニチュード

5.0以上，深さ 60km以浅の 地震を選択し，Zhuang et al. (2002)の方法でデクラスタリング処理した

後，ZMAPで地震活動の長期変化を解析した．その結果を図 5に示す．1963年択捉沖地震の震源域で

は，1964年以降 3.8個/年のペースで地震が定常的に発生していたが，1998年 5月から 2007年 2月ま

では地震がまったく発生しない状態が続いた．2007年 2月以降は地震活動が徐々に回復しつつあるが，

1998年以前のレートには戻っていない．地震活動がポアソン過程に従ってランダムに変動していると

仮定すると，このような静穏化が偶然発生する確率は,10−9程度と非常に小さい．したがって，この静

穏化は地震活動度の単なる揺らぎであるとは考えられない．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：



Ioki, K., and Y. Tanioka: Re-estimated fault model of the 17th century great earthquake off Hokkaido using
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Takahashi H., M. Ohzono, M. Ichiyaagi, Strain accumulation and slow slip event along Hokkaido-Sakhalin

seismic belt, Proceedings in Geodynamic processed and natural hazards, lessons from Neftegorsk,

Yuzhno-Sakhalinsk, Russia, 1, 56, 2015.

ГерасименкоМ.Д.,ШестаковН.В.,КоломиецА.Г.,Герасим

овГ.Н., ТакахасиН., СысоевД.В. Современныевертик
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процессамивзонесубдукции, Proceedings in Geodynamic processed and

natural hazards, lessons from Neftegorsk, Yuzhno-Sakhalinsk, Russia, 2, 56, 2015.

Ichiyanagi M., H. Takahashi, V. Mikhaylov, Y. Levin, Seismic activity in Southern Kuril trench by Japan-

Russia joint seismic data (2010－ 2012) , Proceedings in Geodynamic processed and natural hazards,

lessons from Neftegorsk, Yuzhno-Sakhalinsk, Russia, 1, 46, 2015.

Shigefuji M., Takai N., Sasatani Ts., Ichiyanagi M., Mikhailov V., Levin Yu., Characteristics of strong motion

records from the 2006-2007 great earthquake sequence in the Central Kurile Islands, Proceedings in

Geodynamic processed and natural hazards, lessons from Neftegorsk, Yuzhno-Sakhalinsk, Russia, 1,

52-55, 2015.

Василенко Н.Ф., А.С. Прытков, М. Касахара, Х. Такахаши

2, ОВРЕМЕННАЯ ГЕОДИНАМИКА СЕВЕРНОГО САХАЛИНА ДО

И ПОСЛЕ НЕФТЕГОРСКОГО ЗЕМЛЕТРЯСЕНИЯ 27(28) МАЯ 1995

Г. МW= 7.0, Proceedings in Geodynamic processed and natural hazards, lessons from Neftegorsk,

Yuzhno-Sakhalinsk, Russia, 1, 13-16, 2015.

福原紘太・谷岡勇市郎、史料に基づいた 1611年慶長三陸地震の津波波源の考察、日本地震学会秋季大

会、S17-P06、2015

（10）平成 28年度実施計画の概要：
（１）低頻度大規模地震の履歴・発生様式の解明

面的津波堆積物分布を得るための現地調査を継続する。調査で得られた試料の粒度分析・珪藻分析・

火山灰認定等の分析を実施する。津波堆積物分析結果を津波遡上数値計算によって再現することで過

去の低頻度大規模地震の震源過程を推定する。

（２）低頻度大規模地震の発生場の理解

これまでに得られたデータを用いて日高衝突帯からその海域延長部に到る P波および S波速度構造を

推定し発生場の理解につなげる。極東ロシアでの GPS観測網を維持、強化し、2011年東北地方太平洋

沖地震による長期的な影響のモデル化を実施する。

（３）プレート境界状態のモニタリング手法開発

　微小地震の応力降下量や微小地震活動を用いたモニタリング手法開発を行う。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
谷岡勇市郎・高橋浩晃・村井芳夫・勝俣啓・西村裕一・山田卓司・伊尾木圭衣

（北海道大学大学院理学研究院地震火山研究観測センター）

他機関との共同研究の有無：有

篠原雅尚・望月公廣（東京大学地震研究所）・日野亮太・東龍介（東北大学）

ロシアサハリン海洋地球物理研究所（3名）・ウラジオストックロシア極東大学（2名）

・ハバロフスク地球物理研究所（2名）

参加機関 　東京大学地震研究所、東北大学、ロシアサハリン海洋地球物理研究所

ウラジオストックロシア極東大学、ハバロフスク地球物理研究所



（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センター

電話：011-706-3591

e-mail：isv-web@mail.sci.hokudai.ac.jp

URL：http://www.sci.hokudai.ac.jp/grp/isv/isv-web/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：谷岡勇市郎 　

所属：北海道大学大学院理学研究院地震火山研究観測センター

図１ 　国後島近布内における，津波堆積物の候補．

段丘の上では円礫と砂，内陸の湿原では砂の層として識別された．



図２ 　2004年にプレート境界固着域下部で発生した 2つの根室沖M7地震の破壊過程の解析結果。
右）山中（2004）により解析されたすべり量分布に 12月の地震の指向性解析結果を重ねる。ほぼ北方向に破壊が
伝播したことを示す。左）12月の地震の指向性解析結果（上）と観測との残差の大きさを示す。茶色ほど残差が
少ない。青ほど残差が大きい。

図３ 　平成 27年 9月に実施した海底地下構造探査の海底地震計設置点（緑丸）とエアガンを発振した測線（赤線）。



図４ 　観測点分布（三角）と 2011年 7月 13日から 2012年 2月 29日までの震央分布．
灰色の領域は 1973年根室半島沖地震の破壊域（Yamanaka and Kikuchi, 2002）．

図５ 　択捉島付近の地震活動静穏化．

(a)赤丸：静穏化領域内の震央．□：1963年択捉沖地震で 0.5m以上滑った小断層 (Ioki and Tanioka, 2011)．コン
ターは 2006年中千島の地震の滑り分布（山中，2006）．★：1995年Mw7.9の地震．(b) (a)で示した赤丸震央の
M-T図．(c) (a)で示した赤丸震央の積算度数．陰影部：地震活動静穏化期間．



平成 27年度年次報告

課題番号：1003

（１）実施機関名：

北海道大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

多項目観測に基づく火山熱水系の構造の時空間変化の把握と異常現象の検知

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

イ. 熱水系の卓越する火山

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　熱水系の卓越した火山では，本格的なマグマ噴火の前に，水蒸気噴火や小規模なマグマ水蒸気噴火

が前駆することが多い．また，マグマ噴火に至らないまま一連の活動が終息してしまうことも少なく

ない．こうした水蒸気噴火や小規模マグマ水蒸気噴火は，マグマ噴火とは異なり，明瞭な先行現象に

乏しく予知の難易度が高いとされている．その一方で，この種の噴火は発生頻度がマグマ噴火よりも

高く，社会への影響は必ずしも小さくはない．現状では，水蒸気噴火や小規模なマグマ水蒸気噴火を

実用レベルで予知することは現実的ではなく，この種の噴火の準備過程に関連する先行現象の事例を

できるだけ多く集めて，現象の理解を深めるべき段階にある．この背景をふまえ，本研究課題では，熱

水系の卓越する火山として十勝岳・吾妻山・草津白根山・阿蘇山・口永良部島を比較研究の対象とし

て選定し，以下の１～４の目標を掲げて比較研究を実施する．

１．水蒸気噴火に先行する異常現象の検知能力を高めて観測事例を増やす．

２．比較研究を通じて現象の類似性や法則性を抽出することで，そのからくりの理解を深める．とり

わけ，これまで個々の事例研究に基づいて提案されてきた，火道浅部の「熱水だまり」あるいは「蒸

気だまり」等の概念モデルの実態を解明したい．

３．理解が進んだ部分については，観測データを火山活動の現況評価に役立てるための道筋を着ける

ことを目指す．



４．マグマ水蒸気噴火やマグマ噴火へと現象が発展する際，もしくは噴火が終息に向かう際に，観測

量にどのような変化が表れるかを整理し，噴火シナリオ高度化に貢献する．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　上記５火山では，マグマ活動を示唆する深部・広域の地盤変動に乏しく，噴気活動や地熱異常とそ

の消長が見られ，火口近傍に顕著な磁場変化や地盤変動が観測されるのが共通した特徴である．また，

微小地震の群発や低周波の火山性微動など，熱水系の関与を示唆する活動が見られる火山もある．こ

うした特徴的な現象を的確に定量化・モデル化するため，本研究課題では，活動火口域の周辺で，地

盤変動，地震，磁場のモニタリング観測を共通手法として用いる（a～c）．これに加えて，可能な範囲

で噴気・地熱放熱率，揮発性成分の時間推移を観測する（d, e）．また，過去の熱水系関与型噴火の地

質・物質科学的調査・分析（ f）により，噴火履歴および噴火推移に関する研究を行い，観測記録にも

とづく先行現象との関連を議論する．必要に応じて，既存の資料・観測データの参照や再解析も行う．

整備が必要な観測系は H26-27に設置作業を行う．

(a)地盤変動観測： 　熱水系の増減圧過程の時空間分布推定

　　・十勝岳・吾妻山・口永良部島に孔中傾斜計を新規に設置し，連続観測を実施

　　・草津白根山・阿蘇山では既存の観測設備を活用

(b)地震観測： 　熱水系が関与する地動特性の把握

　　・広帯域地震計観測に基づく泥噴出や水蒸気噴火などの噴出現象の定量モデル化

　　・地震波干渉法・RF解析による速度構造の推定と時間変化の検出（内陸課題との連携）

(c)電磁気観測： 　熱水系またはその近傍での蓄放熱およびその時間変化の推定

　　・５火山にテレメータ型プロトン磁力計を設置し，連続観測を実施

　　・磁場変化と放熱率変化の組み合わせによる火道浅部の熱輸送過程の推定

(d)放熱率観測： 　熱水系を通じた熱放出の定量的把握 　

　　※主として東工大の別課題にて実施し本課題と連携

　　・空中熱赤外観測による地表放熱率とその経時変化の推定

　　・噴気画像解析による噴気放熱率の推定

(e)揮発性成分観測： 　熱水系へのマグマ揮発性成分の供給に関する知見

　　・非噴火時の火山ガスの特性把握とその起源の推定

　　・熱水系から湧出する液相の特性把握

(f)地質調査と噴出物分析： 　熱水系由来噴火の履歴解明と監視観測への示唆

　　・十勝岳（H26-28） 　熱水系由来噴出物と熱水変質帯の地質調査と分析

　　・吾妻山（H26-30） 　カルデラ形成以後の噴火活動史の高分解能復元

　　・阿蘇山（H27-29） 　完新世テフラ層序調査と年代測定

　　・草津白根山（H26-30）※公募研究枠で実施・本課題と連携予定

（８）平成 27年度の成果の概要：
　本課題は，研究計画の開始当初，熱水系卓越型火山として 5火山（十勝岳・吾妻山・草津白根山・阿

蘇山・口永良部島）を主なターゲットとしていた．このうち，阿蘇山と口永良部島については，26年

度中に噴火が発生しマグマ性の活動に移行したため，27年度からは課題 1804（代表：京大理）にて実

施，本課題とは情報共有で連携することとなった．従って，今年度本課題の直接的な調査対象は十勝

岳・吾妻山・草津白根山である．これらの対象火山について，ここまでの進捗は上記（７）にほぼ一

致している．以下，27年度の実施内容と主な成果を列挙する．

(1)十勝岳の地震・傾斜・地磁気・熱・ガス観測（北大・東大・東工大）

　26年度に整備した広帯域地震計・孔中傾斜計・プロトン磁力計による常時観測を継続した．これま

で十勝岳では捉えられていなかった，火山性微動に伴うわずかな傾斜変動などの現象が検知できるよ

うになってきている．これらに加えて，SO2ガスの遠隔自動観測（望岳台観測点）を夏季限定で実施



した．望岳台上空で SO2が検出されたのは約 100日の測定のうち約 30日で，7月には 500 ppmmを超

えるカラム濃度，放出率で約 150 t/dが観測された．前年と比べて放出率が増大している．その他，簡

易型MultiGASによる噴気ガス（H2S, SO2, CO2）の臨時観測からは，高い SO2/H2S比が得られてお

り，遠望写真観測からも噴気量の増大が認められた．高周波微動振幅の増大，浅部の消磁を示唆する

磁場変化の加速なども観測されている．これらはすべて，2015年 5～8月に起こった 62-2火口南西外

縁部における局所的な地盤膨張や地熱異常域拡大と関連していると思われるが，各種現象の統一的な

モデル化や他火山との比較はまだ十分ではない．今年度は，上記の観測とは別に，国交省が実施した

低高度稠密空中磁気測量のデータを用いて，3次元磁化構造解析も行った．

(2)吾妻山の観測基盤整備と臨時観測（東北大・東大）

　大穴火口周辺の浄土平，兎平，酸ガ平の 3箇所に孔中傾斜計を設置しデータ収録を開始した（兎平

及び酸ガ平は別予算注）による）．また，テレメータ式プロトン磁力計を 2カ所に設置した．これら

は，水蒸気噴火の準備過程で起こる長周期地震や微動，熱供給の定量モデル化，および他火山との比

較研究への重要な足がかりである．吾妻山では 2014年 10月頃から 2015年 6月頃にかけて，地殻変

動，長周期微動，表層の噴気活動が活発化したが，磁場変動との対応などにはまだ未解明の点が残る．

本課題で整備された観測網によって，今後はこうした活動の消長がより詳細に捉えられるであろう．

　当初計画では予定していなかったが，別予算 注）の援助を受けて，熱水系・マグマ供給系を捉えるた

めの広帯域MT観測（大穴火口を含む 20 km四方の領域に 15点，解析中）および，土壌 CO2拡散放

出率分布の調査を実施した．浄土平付近では火山性の土壌 CO2フラックスはみられない一方で，北東

側の 3カ所に，強い H2S臭を伴う高 CO2放出率を示す地点があることがわかった．
注）文科省地球観測システム研究開発費補助金 (代表機関：東大震研)

(3)草津白根山の地磁気・熱観測（東工大）

　湯釜火口周辺のプロトン磁力計を 1カ所テレメータ式に置き換えた．全磁力の連続観測によって 2014

年 5月に捉えられた湯釜火口直下の消磁について，数値実験を行った．その結果，観測された消磁は，

地下浅部への高温流体のパルス的注入で再現できることがわかった．これは，火口地下のシーリング

ゾーンが一時的に破壊された可能性を示唆するもので，熱水系卓越型火山で非噴火時に起こる活動の

定量的理解に向けて一歩前進した．

　湯釜火口湖では，従来の水温連続観測を継続するとともに，新たな方式で水位観測システムを再構

築し，水温・水位変動の詳細を明らかにした．噴気地については，2015年 11月に夜間空中赤外観測

を実施して，前年よりも温度異常面積がやや拡大したことを示した．また，現地踏査により，2015年

春頃に形成されたと見られる小規模な噴気地を新たに見出した．本白根山においては，1 m深地中温

度観測を行い，周辺よりもやや温度の高い領域が帯状に広がっていることを初めて確認した．草津白

根山では，このように各種の熱観測を通じて，火山活動に伴う放熱率変化を高精度で捉える体制が実

現しつつある．さらに，今後の空中赤外観測における無人機の活用を念頭に実地試験を行った．ただ

し，現状では解決すべき技術的問題点も残っている．

(4)データ解析基盤の整備

　地震波干渉法解析については，気象庁の地動データを用いたルーチン処理を開始し，国内の多数の

火山について地震波速度変化と地殻変動との対応を調べた．また，処理結果を随時配信するWeb上の

システムを構築した．ここまでの解析により，吾妻山では 2014年 10月頃から 2015年半ばまでの期

間に見られた山体膨張に対応する地震波速度の低下が検出できた．一方，草津白根山や十勝岳につい

ては地盤変動に対応する明瞭な速度変化は抽出されなかった（東北大）．なお，北大にも同様の解析

サーバーを導入して，大学で取得しているデータも含めて解析できる環境を整えた．レシーバー関数

解析については，使用する遠地イベントの選定と阿蘇火山における解析処理を開始した．また，草津

白根山では，レシーバー関数解析に用いる広帯域地震計の安定運用のための作業を行った（京大・東

工大）．地磁気観測については，分担者間のデータ共有と比較研究を容易にするため，テレメータ式

磁力計のデータを自動収録・処理するシステム兼データサーバーを構築した（東北大）．また，草津

白根山については，KSVO，V-net，GEONETの GPSデータ解析を自動で行なうシステムを草津観測



所に構築し，他の火山との比較項目として加えることを可能にした（京大）．

(5)地質調査・物質分析（北大・秋田大・茨城大）

　本年度はいわゆる「水蒸気噴火」の成因についてレビューを行い体系化するとともに，粒度分析や

噴出物の解析手法の精緻化およびルーチン化を進めた．さらに十勝岳，吾妻山および栗駒山の地質調

査・サンプル採取を行い，そのうち，十勝岳，御嶽山 2014年，および栗駒 1944年噴出物の物質科学

的解析を進めた．栗駒山および御嶽山については，当初計画では対象火山としていなかったが，活動

の類似性の観点から，本課題での研究に取り入れたものである．

　十勝岳：十勝岳では約 5,000年前以降に，グラウンド火口地域ではマグマ噴火主体，そして南部の

ヌッカクシ火口地域では熱水活動主体の活動が並行して続いている．本年度はヌッカクシ火口域につ

いて地質調査および年代測定を行い，山体崩壊～大規模地すべり堆積物や水蒸気噴火に伴う降下堆積

物を確認した（図 3）．この地域では既に斉藤・他（1997）により 2,770 cal.BP以降，3層の水蒸気噴火

堆積物が認識され，最新のものが約 650 cal.BPと考えられていた．今回の我々の調査により，約 2,800

cal.BPの噴火では山体崩壊を伴ったこと（ヌッカクシ岩屑なだれ），それ以降に 6回の水蒸気噴火が

起こり，最新の堆積物は樽前 a火山灰層（西暦 1739年）よりも新しいことがわかった．2,800年前か

らのヌカックシ火口での水蒸気噴火活動は，グラウンド火口で現在まで続くマグマ噴火と同時並行で

起こっていることが確認できた．

　吾妻山と栗駒山：吾妻火山の核心部は火山活動活発化のため，今年度は現地踏査が事実上不可能で

あった．そこで，水蒸気爆発を主体にしつつもマグマ噴火も並行して認められ，かつカルクアルカリ

マグマの活動という点でも吾妻火山と類似性がある栗駒火山の最新期活動による水蒸気爆発堆積物を

類例と位置づけ，研究を遂行することとした．そして栗駒火山の数万年前以新の水蒸気爆発及びマグ

マ噴火堆積物を調査し，その細分と大まかな層序確立を行った．

(6)研究集会

　本課題と課題 1804（代表：京大理）との合同で，平成 27年 11月 18-19日に研究集会を開催した．

本課題の全分担機関が参加し，火山の熱水系に関するレビューと課題進捗状況の報告・情報交換を行っ

た．また，主催 2課題の分担者以外からも多数の参加者を得て，活発な議論が行われた．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Aizawa, K., Sumino, H., Uyeshima, M., Yamaya, Y., Hase, H., Takahashi, A.H., Takahashi, M., Kazahaya,

K., Ohno, M., Rung-Arunwan, T., Ogawa, Y., 2016, Gas pathways and remotely triggered earthquakes

beneath Mt. Fuji, Japan. Geology, 44, 127-130, doi: 10.1130/G37313.1.

橋本武志, 2015,火山地磁気効果と水蒸気噴火, 2015年 Conductivity Anomaly研究会論文集, 75-81.

松永康生・神田径・小山崇夫・小川康雄, 2015,草津白根山で観測された火山活動の活発化に伴う地磁

気変化について, 2015年 Conductivity Anomaly研究会論文集, 67-74.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　地震・測地・電磁気の観測系については，主要な項目の整備がほぼ完了したので，28年度は十勝岳・

吾妻山・草津白根山で着実にこれらを継続するとともに，火山間の比較を念頭にデータ解析を進める．

なお，気象庁による地磁気全磁力の常時監視観測が導入されることになった吾妻山では，今後は気象

庁からデータ提供を受ける体制に移行し，大学は気象庁と共同で反復測量を行い変動の面的分布を把

握する．熱観測については，リアルタイム湖面放熱量推定の確度向上と湖底噴出流体の時間変動解析

に取り組むとともに，有人機または無人機を用いた地表面温度分布観測を実施する．ガス観測につい

ては，各火山に応じた適切な自動観測の方法を模索しつつ，現状で可能な臨時観測を継続し，ガス組

成や放出率の経時変化を追跡する．

　地質調査については，今年度は入山規制のため十分な現地調査ができなかった吾妻山についても，火

山活動の状況に留意しつつ，ある程度の現地調査が可能となると期待している．十勝岳についてはテ

フラ層序がほぼ確立しているが，その確認のための現地調査を実施するとともに，崩壊域や火口の特



定を行う．また，ラマン分光分析装置を用いた鉱物同定方法や試料分析の最適化を更に検討し，噴出

物等の解析方法の精緻化を進める．特に十勝岳噴出物を例として，magmatic-hydrothermal eruption噴

出物,と hydrothermal eruption噴出物（浅所由来・深所由来）の違いについて,鉱物学と固体地球化学

的方法から検討する．また，適切な噴出物があれば gas eruption噴出物についても比較検討するため

に，適切な噴火および噴出物の探索を行う．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
北海道大学大学院理学研究院 　　　　橋本武志・青山 　裕・茂木 　透・中川光弘

東北大学大学院理学研究科 　　　　　西村太志・豊国源知・市來雅啓

東京工業大学火山流体研究センター 　野上健治・神田 　径・寺田暁彦・小川康雄

東京大学地震研究所 　　　　　　　　小山崇夫・青木陽介

東京大学大学院理学系研究科 　　　　森 　俊哉

京都大学大学院理学研究科 　　　　　大倉敬宏・宇津木充・横尾亮彦

京都大学防災研究所 　　　　　　　　中道治久・井口正人・味喜大介・山本圭吾・為栗 　健

九州大学大学院理学研究院 　　相沢広記

他機関との共同研究の有無：有

秋田大学国際資源学部国際資源学科 　大場 　司

茨城大学理学部理学科 　　　　　　　藤縄明彦

熊本大学教育学部 　　　　　　　　　宮縁育夫

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センター

電話：011-706-2892

e-mail：

URL：http://www.sci.hokudai.ac.jp/isv/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：橋本武志 　

所属：北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センター



平成 27年度年次報告

課題番号：1004

（１）実施機関名：

北海道大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

噴火履歴及び観測事例に基づく噴火事象系統樹の試作

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

イ. 熱水系の卓越する火山

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　これまでに噴火事象系統樹（噴火シナリオ）が作成されておらず、しかしながら火山活動が活発で

あり、噴火が発生した場合の社会的影響が大きいと考えられる火山を選択し、従来と同様に噴火履歴

に基づき、それに地球物理学的観測事例も加味した噴火事象系統樹を作成する。そして、試作結果は

社会に発信し、火山防災の基礎的情報として提供する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　対象火山は火山活動レベルが高くて、噴火履歴・噴火様式が個性的な、浅間山、十勝岳および阿蘇

山とする。それぞれの火山では噴火履歴および各噴火の推移に関する現在までの知見を収集・整理す

る。必要に応じて古記録の解読・解析を行う。近年の火山活動に関しては、地震学、測地学、電磁気

学、火山ガスおよび物質科学などの解析結果を整理して、先行現象と噴火現象に関する経験則を求め

る。また社会的要請が大きい富士山についても噴火事象系統樹の作成を試みるが、近代火山観測は富

士山の確実なマグマ活動および噴火活動を経験していない。そのため、上記 3火山のように、噴火事

象分岐において観測事例を加味するため必要なデータが、富士山ではない。そのため地質学的および

古記録解読による噴火履歴・推移データのみで噴火事象系統樹を作成することになり、これまで試作し

た火山とは状況が異なる。試作物は学会等で公表し、研究者あるいは防災担当者の意見を集める。場

合によってはそれらの意見をもとに、噴火事象系統樹を改定する。

　平成 26年度はこれまで試作した噴火事象系統樹・噴火シナリオについて総括し、そこで浮かび上

がった課題に基づき、本研究課題での噴火事象系統樹の作成方針を決定する。また浅間山について、



噴火履歴、各噴火の推移、物質科学的データおよび噴火観測デーなど現在までの知見を収集・整理す

る。必要に応じて追加の資料解析を行う。

　平成 27年度は浅間山について前年度の検討結果をもとに、噴火事象系統樹を試作する。新たに十勝

岳について、噴火履歴、各噴火の推移、物質科学的データおよび観測データなど現在までの知見を収

集・整理する。特に 1926年噴火では古記録の再解析を行う。

　平成 28年度は十勝岳について前年度の検討結果をもとに、噴火事象系統樹を試作する。新たに阿蘇

山について、噴火履歴、各噴火の推移、物質科学的データおよび観測データなど現在までの知見を収

集・整理する。

　平成 29年度は阿蘇山について前年度の検討結果をもとに、噴火事象系統樹を試作する。新たに富士

山について、噴火履歴および各噴火の推移に関する現在までの知見を収集・整理する。必要に応じて

古記録の再解析を行う。また富士山と類似した活動を行う火山を国内外から選び出し、その観測デー

タと噴火現象を参考にして、富士山の噴火現象を考察する。

　平成 30年度は富士山について前年度の検討結果をもとに噴火事象系統樹を試作する。試作物は学会

等で公表し、研究者あるいは防災担当者の意見を集める。一方で 5年間の活動を総括する。作成した

噴火事象系統樹を評価し、今後の課題を明らかにし、文書にまとめる。

　研究課題実施中には、他の研究課題とつねに連携を取り、それらの研究成果を取り入れる。また噴

火が発生した場合には、その火山において緊急的に噴火事象系統樹を試作・公表することも念頭に入

れる。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　昨年度末に蔵王火山の噴火事象系統樹を作成した。本年度は昨年度に引き続き、浅間山を対象火山

として事象系統樹作成を進め、暫定版を完成させた。一方で本年度は十勝岳についてシナリオ作成に

必要な、研究のレビューと補充調査を行い、年度末に関係者による研究集会を行う予定である。実施

内容と得られた成果の概要は以下のとおりである。

１．蔵王

　蔵王山は活動が約百万年間に及ぶ。その活動は休止期を境に 6期に分けられ、各々異なる特徴があ

る。よって噴火予測を行う場合は、現在に続く最新活動期（約 3.5万年前以降）を事例として検討す

るのが適切と考えた。

　最新期の活動履歴を基に、想定現象をまとめた（表１）。Aは前兆のみで終了、Bは水蒸気爆発の発

生、Cはマグマ（水蒸気）噴火、Dはマグマ（水蒸気）噴火から準プリニー式噴火に推移するもの、E

は山体を破壊する水蒸気噴火である。最新期の中で、A～Dは何回も認められているが、Eは１回のみ

である。また、B、Cは断続的に繰り返された場合が多い。さらに、Bから Cへと噴火が推移した例

も多い。図には各々の場合について、発生場所（噴出中心）、現象や規模、代表例を記した。

　想定現象を基に、噴火事情系統樹を図 1にまとめた。緑枠内、水色枠内、薄赤枠内に、前兆、水蒸

気噴火、マグマ噴火の各段階における噴火の規模や想定発生現象を示した。矢印は時間推移を示して

おり、履歴を基にその可能性の高低を判断して色分けして示した。図の右には各噴火推移の代表例と

発生実績概要も示した。

２．浅間

　浅間については平成 27年 2月に研究集会を行い、噴火史、古記録解析および地質学的調査に基づく

大規模噴火の推移、地球物理学的観測から見た活動の変遷、最近の噴火事例の比較などについて議論

を行った。その成果を受けて、コアメンバーにより噴火事象系統樹の検討を行っている。特に完新世

の活動をまとめると、過去 1万年間に 3回の活動期があること、そして活動期での噴火頻度・規模は

最近になって増大していることがわかった。そのことを念頭に、特に最近の 1000年間の噴火活動につ

いて、規模に基づいて噴火分類を行い、それぞれの分類単位での噴火様式・推移について共通点・相

違点を検討した。それらを基にしてコアメンバー（日大・東大・北大）で噴火事象系統樹の完成を目

指している。浅間火山の場合、大噴火についても古記録や地質調査がよく行われているので、その推



移を事象系統樹に盛り込むことを考えている。実際には中規模噴火までのシナリオとは別に、特に大

規模噴火について、特に事象系統樹をより詳しく想定した（図 2）。

３．十勝岳

　十勝武これまで注目されてこなかった、水蒸気噴火活動が長期にわたり継続しているヌッカクシ火

口域（安政火口）については、追加の現地調査を行い、噴火年代と噴出物の分布範囲を再検討した。こ

の調査は課題番号 1003「熱水系卓越火山に関する研究」との連携をはかりながら行った。その結果、

約 2800年前に山体崩壊を伴う比較的規模の大きい水蒸気噴火を起こし、その後に最低でも 6回の水蒸

気噴火を起こしたこと、その中の最新期のものは西暦 1739年より新しいことが分かった（図 3）。こ

れらの新規の調査結果も含めて、十勝岳については平成 28年 2月に研究集会を行い、噴火履歴、各噴

火の推移、物質科学的データおよび観測データなど現在までの知見を収集・整理する。特に 1926年噴

火では古記録の再解析を行う。そして研究の到達点と問題点を明らかにする。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
伴雅雄，及川輝樹，山崎誠子，2015，蔵王火山地質図．火山地質図，no. 18，産業技術総合研究所 　

地質調査総合センター．

伴雅雄，及川輝樹，山崎誠子，西勇樹，2015，活性化する蔵王山．月刊地理, 60, 50-59．

Shuto, K., Nohara-Imanaka, R., Sato, M., Takahashi, T., Takazawa, E., Kawabata, H., Takanashi, K., Ban,

M., Watanabe, N., Fujibayashi, N., 2015, Across-arc variations in geochemistry of Oligocene to Quater-

nary basalts from the NE Japan arc: Constraints on source composition, mantle melting and slab input

composition. Journal of Petrology, 56, 2257-2294.

Takahashi, R. and Nakagawa, M., 2015, Evolution and eruption processes of a highly porphyritic silicic

magma system: Petrology of the historical eruptive stage of Hokkaido-Komagatake volcano, Japan.

Journal of Petrology, 56, 1089-1112.

Takebe, Y. and Ban, M., 2015, Evolution of magma feeding system in Kumanodake agglutinate activity, Zao

volcano, northeastern Japan. Journal of Volcanology and Geothermal Research, 304, 62-74.

安井真也，2015，降下火砕堆積物からみた浅間前掛火山の大規模噴火 .火山.60, 211-240.

安井真也，高橋正樹，2015，浅間前掛火山山頂部と黒斑火山崩壊カルデラ壁に記録された火砕噴火に

よる安山岩質溶結火砕丘の形成. 火山，60, 109-123.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　年度初めまでには浅間山について噴火事象系統樹を試作・公表する．十勝岳については，28年度 2

月に予定されている研究集会の成果をもとに，噴火事象系統樹を試作する．新たに阿蘇山について噴

火履歴，各噴火の推移，物質科学的データおよび観測データなど現在までの知見を収集・整理する．そ

して年度後半には関係する機関および研究者による，シナリオ作成のための研究集会を開催し，研究

の到達点と問題点を議論する．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
北海道大学 　　中川光弘，橋本武志，大島弘光 　

　東京大学 　　　中田節也，森田裕一，武尾 　実，前野 　深

　東京工業大学 　野上健治

　京都大学 　　　鍵山恒臣，大倉敬宏，井口正人

他機関との共同研究の有無：有

日本大学 　安井真也，高橋正樹

静岡大学 　小山真人，石橋秀巳

熊本大学 　宮縁育夫

産総研 　高田 　亮，篠原宏志，星住英夫，石塚吉浩，下司信夫



　電中研 　三浦大助，上澤真平

　気象庁 　松森敏幸

　道総研地質研究所 　高橋 　良

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：北海道大学大学院理学研究院

電話：011-716-2111(代表)

e-mail：mnakagawa@mail.sci.hokudai.ac.jp

URL：http://www.sci.hokudai.ac.jp/eps/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：中川光弘 　

所属：北海道大学大学院理学研究院

表１．蔵王火山の最新活動期（35ka以降）の噴火活動履歴を基にした，火山活動想定現象



図 1．蔵王火山の噴火事象系統樹（平成 27年度版）



図 2．浅間火山の大噴火にいたる場合の噴火事象系統樹（平成 27年度暫定版）



図 3．十勝岳ヌッカクシ火口域でのテフラ摸式柱状図．
紺色の年代値が新たに求めたもの．赤星印で示す層が新たに認められ，7の堆積物については岩屑なだれ堆積物と
判断した．



平成 27年度年次報告

課題番号：1005

（１）実施機関名：

北海道大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

津波浸水域の即時予測手法開発のための研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　現在の津波予測は沿岸での津波のたかさを予測するもので、陸上の遡上した津波の浸水範囲や陸上

での津波高を予測するシステムになっていない。気象庁では様々な断層モデルから計算される沿岸で

の津波波高をデータベース化し津波の高さ予測を実施している。さらに、沖合で観測された津波波形

から沿岸での津波波高を予測する手法の開発も研究されてきた。上記のような手法の開発は、近い将

来数多く設置される沖合のケーブル式津波計や GPS波浪計による津波観測データを使用して津波予測

を実施する上で非常に重要になる。

　2011年東北地方太平洋沖地震で発生した大津波のように沿岸から 5‐6kmまで津波が浸水し被害を

起こす場合には、津波の正確な高さを予測するよりも、津波の浸水範囲を予測する事が災害を軽減す

る上では重要となる。しかし、陸上を遡上する津波を津波数値計算で精度良く再現するたには、ある

程度の計算時間が必要となり、地震発生時にリアルタイムに津波数値計算を実行していては、到達す

るまでに津波浸水範囲の予測を出す事は難しい。本研究課題は上記の問題を解決し、リアルタイムで

津波の浸水範囲を予測する手法を開発する。さらには、ケーブル式津波計データ等も使用し、津波の

浸水予測をリアルタイムで改善していく手法を開発する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

●平成 26年度



　2011年東北地方太平洋沖地震の津波浸水域をデータとしてそれを津波が到達する前に精度良く予測

することを目標として津波の浸水範囲予測手法を開発する。この手法の基礎は平成 25年度までに開発

されているものを使用するが、実際に発生した津波に対して、適用することで、データベースの量や、

海域の計算地点の分布等最適な津波浸水範囲をできる限り短い時間で予測するための基礎的研究を実

施する。

●平成 27年度

　平成 26年度の基礎的研究を継続する。さらに、気象研究所・東北大学・東京大学地震研究所・防災

科学技術研究所等で開発中の、海底津波計や GPS連続観測記録等を用いたリアルタイムで震源過程や

海面変動を推定する手法と連動して、各地域での津波の浸水範囲を予測する手法を開発する。それら

の有効性を評価する。

●平成 28年度

　平成 27年度までの研究開発を継続しながら、それまでに防災科学技術研究所での設置が完了してい

るケーブル式海底圧力計のデータを利用した津波浸水範囲予測手法の開発を行う。

●平成 29年度

　平成 28年度までの研究開発を継続しながら、対象域を北海道太平洋沿岸にも拡大し、沿岸主要地域

での津波浸水予測データベースを作成し、その有効性を確かめる。

●平成 30年度

　研究開発を行った全てのリアルタイム津波浸水域予測手法を統合し、さらにそれらの浸水範囲予測

情報を発信するための手法の開発も実施する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
ケーブル式津波観測網（S-Net）を利用した即時津波予測手法の開発

　防災科学技術研究所は日本海溝・千島海溝に沿って約 125の津波計（圧力計）と地震計がケーブル

式ネットワークシステム（S-Net）として設置中である．これらの津波計では津波発生域で直接津波を

観測できる．現在の津波数値計算は，観測された地震波形から，断層モデルを推定し，地殻変動を計

算し，それを初期値として津波数値計算を実行する．または，最近では，津波観測波形から，初期の

海面変動を推定し，それを初期値として津波数値計算を実施している（Tsushima et. al., 2012）．

しかし，震源域直上近傍に S-Netのように密な海底圧力観測網があれば，地震の震源過程や波源を推

定せずとも，直接観測波形データから津波数値計算を開始する新しい手法を開発することが重要と考

えられる．ここで問題となるのが，震源域直上の海底圧力計の場合，地震による海底地殻変動により

海底圧力計も隆起または沈降するため，実際の海底変動（津波初期波形）が記録できないことにある．

そこで，昨年度，本研究では，海底圧力計でも正確に観測できる波高の時間変化（ｈ（ｔ）―ｈ（ｔ＋

Δｔ））を初期値として津波数値計算を実施する手法を開発した．津波波源域での津波励起が終われ

ば，一般的な線形長波近似の差分法に戻して計算することで沿岸の津波計算につなげることができる．

本手法を用いて津波数値計算を実施すれば，津波の数値計算に地震の規模や地震の震源課程を推定す

る必要な無く，線形長波で近似できる波であれば観測波形を初期値として計算することができる．

本年度は，開発された即時津波数値計算手法を実際の S-Net程度の観測点間隔に適用して，どの程度

津波数値計算が可能であるかを明らかにした．東北地方の沖合で海溝型巨大地震（断層長さ 250km，

幅 150km，傾斜角 10度，すべり量 10ｍの低角逆断層型（Mw8.7））が発生したと仮定する．震源継続

時間は 80秒と仮定した．その断層モデルから海底地殻変動を計算し，それを初期波形として１分格子

間隔で通常の線形長波近似を用いた計算式の差分法で津波の伝播を計算する（図１左）．S-Netの観測

点は 30km間隔でケーブルに観測点が設置されている．また，ケーブル同士の間隔は約 50kmである．

まず，図１中に示す点（約 30km間隔）が観測点だと仮定し，そこでの計算波形を観測波形と考え，各

観測波形から 40秒間の変化量を観測値と考え，時間ステップ（40秒）ごとに，面的津波波高分布を推

定する．推定された面的津波波高分布から津波数値計算を実施する．さらに S-Netの観測点配置から

東西方向は 30km間隔だが南北方向は約 50km間隔（ケーブル同士の間隔）となるため，図１右に示す



観測点分布により同様の津波数値計算を実施した．図１には地震発生 10分後の津波波高分布を示す．

観測点間隔 30kmの場合も東西 30km＋南北 50kmの場合も短波長の津波により乱されてはいるが，お

およその津波の面的分布は再現できていることが分かる．図２に図１の黒抜き丸の地点での観測津波

波形を比較する．図２を比較してもやはり短波長の津波により乱されてはいるが，長周期の大きな津

波は再現できているのが分かる．つまり，S-Netの観測点配置でも十分，即時津波予測に使用できるこ

とが明らかになった．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Gusman, A.R., Y. Tanioka, Effectiveness of real-time near-field tsunami inundation forecsts for tsunami

evacuation in Kushiro city, Hokkaido, Japan, Chapter 11, V. Santiago-Fandino et al. (eds.) Post-Tsunami

Hazard, Advances in Natural and Technological Hazards Research 44, 157-177 (2015).

谷岡勇市郎，津波発生域で観測された津波波形を直接初期条件とする新しい津波数値計算手法―観測

波形から直接津波予測を行う手法の開発―，日本地球惑星連合大会（2015）

Tanioka, Y., A new technique for tsunami numerical simulation using tsunami observations in a source region

as an input, the 9th ACES Meeting, 2015

谷岡勇市郎，震源域近傍の海底津波計の観測記録から津波数値計算を開始する手法の開発，日本地震

学会秋季大会，S17-05 (2015)

Tanioka, Y., (Invited) A new approach for tsunami early warning using tsunami observations in a source

region, AGU Fall meeting, 2015.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 27年度までの研究開発を継続しながら，それまでに防災科学技術研究所での設置が完了している

ケーブル式海底圧力計のデータを利用した津波浸水範囲予測手法の開発を行う．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
谷岡勇市郎・西村裕一・伊尾木圭衣

（北海道大学大学院理学研究院地震火山研究観測センター）

他機関との共同研究の有無：有

佐竹健治・Aditya R. Gusman（東京大学地震研究所）・対馬弘晃（気象庁気象研究所）

参加機関 　東京大学地震研究所、気象庁気象研究所

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センター

電話：011-706-3591

e-mail：isv-web@mail.sci.hokudai.ac.jp

URL：http://www.sci.hokudai.ac.jp/grp/isv/isv-web/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：谷岡勇市郎 　

所属：北海道大学大学院理学研究院地震火山研究観測センター



図１ 　即時津波予測に向けた新しい津波数値計算手法の数値計算実験結果（10分後）．
左）断層モデルから計算された実際の津波数値計算結果，中）30km間隔の観測点配置の津波波形から予測された
津波波高分布，右）東西 30km間隔＋南北 50km間隔の観測点配置の津波波形から予測された津波波高分布．

図２ 　即時津波予測に向けた新しい津波数値計算手法の数値計算実験結果（図１の黒抜き丸で示された位置での

波形の比較）．

左）断層モデルから計算された実際の計算津波波形，中）30km間隔の観測点配置の津波波形から予測された計算
津波波形，右）東西 30km間隔＋南北 50km間隔の観測点配置の津波波形から予測された計算津波波形．



平成 27年度年次報告

課題番号：1006

（１）実施機関名：

北海道大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

地理空間情報の総合的活用による災害に対する社会的脆弱性克服のための基礎研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(5)社会との共通理解の醸成と災害教育

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　地理空間情報（G空間情報），GIS（地理情報システム），衛星測位（GPS，準天頂測位システムな

ど）に関して，防災・減災への統合的な活用方法を開発する。本研究では，この高精度避難ナビゲー

ションシステムを含む防災・減災のための情報システム構築と，その活用方法開発を目指す。

　上記で開発したシステムを援用し，地域開発と自然災害リスクとの関係を分析し，その結果から災

害に対する社会的脆弱性について，人文社会科学と自然科学の両方の立場から議論を行う。特に，こ

こでは地方レベル，市町村レベル，町内会レベルというように空間スケールごとに分析を行ない，各

スケールにおける開発と災害リスクの関係やリスク軽減のための課題などを明らかにする。

　上記の分析結果を受けて，防災・減災の対策を情報流通の面から検討する。特に，災害リスクを軽

減させるために，国，地方自治体，住民組織，住民個人の間で，どのような情報流通を行う必要があ

るか明らかにし，それによって「災害に対する社会的脆弱性（Vulnerability）」克服のための可能性を

探る。

　また、地域防災のための公開講座の開催、自治体防災担当者対象の講義の実施、自治体との相互協

力協定にもとづく防災教育・地域貢献の実施等により、最も効果的な研究成果の普及手法を探る。

（７）本課題の５か年計画の概要：

●平成 26年には，災害の人文社会学的研究に関する地理空間情報，GIS，衛星測位の統合的活用方法

の開発を行う。また、人口，土地利用など下記の分析に用いるデータ（特に地理空間情報を含むもの）

の収集を行う。

●平成 27年以降は，地域情報（土地利用および人口等）と被害想定に関する時系列的分析，避難施設

と避難圏域に関するデータの収集と分析，住民の避難行動に関するデータの収集と分析などを行う。

平成 27年度には，北海道全域を対象に，現在，北海道危機対策課が整備を続けている津波浸水想定

データを用いて，マクロな視点による津波被害分析を行う。その際には地域情報（土地利用および人

口など）を GISに取り込んで空間データベースを構築する。



●平成 28年度以降には，事例市町村を選定し，人口，土地利用，津波浸水想定だけではなく，避難施

設と避難圏域に関するデータの収集と分析を行う。その際には避難施設や避難ルートなど，住民避難

に関する地理空間情報も取り込み，空間データベースを構築する。この分析により，生活レベルのミ

クロな視点で，各自治体のもつ「災害に対する社会的脆弱性」に関する分析を行う。

●これらの結果を受けて平成 29年度以降は，町内会レベルもしくは個人レベルの避難に関する分析を

行なう。なお，最後に各スケールにおける開発と災害リスクの関係やリスク軽減のための課題などを

明らかにする。平成 29年度以降は，上記の分析と並行して，自治体・住民組織を対象とした災害関係

の情報流通に関する分析を行う。ここでは，防災・減災の対策を，各種避難警報やハザードマップな

どを要素とした情報の流通に関して検討する。特に，災害リスクを軽減させるために，国，地方自治

体，住民組織，住民個人の間で，どのような情報流通を行う必要があるか，自治体，住民などへの聞

き取りから明らかにする。また，この情報流通を加速させる手段について，自治体と協力し実証実験

を行う。以上の分析の成果を統合し，地域開発と災害に対する社会的脆弱性との関係を明らかにする。

なお，災害の危険生が高い地域で積雪寒冷地の地域性を考慮した研究を行うために，積雪のある冬季

と，積雪のない夏季の 2時期で調査を行う。

●全ての年度を通じて，地域防災のための公開講座の開催し、自治体防災担当者への講義を実施し、

北海道大学理学研究院とえりも町との相互協定を利用したえりも町での防災教育活動・地域貢献を実

施し、効果的な研究成果の普及手法を探る。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　平成 26年度から引き続き、災害の人文社会学的研究に関する地理空間情報、GIS、衛星測位の統合

的活用方法の開発を行った。平成 27年度には、特に衛星測位を利用した津波災害時避難の分析用シス

テムの構築を行った。

　また、平成 27年度には、新たに地域情報（土地利用および人口等）と被害想定に関する時系列的分

析、避難施設と避難圏域に関するデータの収集と分析、住民の避難行動に関するデータの収集と分析

などを行った。また、北海道全域を対象に、現在、北海道危機対策課が整備を続けている津波浸水想

定データを用いて、浸水域人口の推定を行い、市町村別の危険度についての分析を進めた。また、津

波浸水想定域人口の多い市町村に関しては、土地利用および人口などのマイクロジオデータを GISに

取り込んで空間データベースの構築を進めた。

　さらに、地域防災のための公開講座の開催等により、最も効果的な研究成果の普及手法の検討を

行った。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
橋本雄一（編），2016，「四訂版 　GISと地理空間情報―ArcGIS10.3.1とダウンロードデータの活用

―」，古今書院．橋本雄一（編），2015，「QGISの基本と防災活用」，古今書院．橋本雄一，2015，

積雪寒冷都市・札幌における人口の都心回帰，日野正輝・香川貴志（編）「変わりゆく日本の大都

市圏 　ポスト成長社会における都市のかたち」，ナカニシヤ出版，59-75．奥野祐介・橋本雄一，

2015，積雪寒冷地における疑似的津波避難に関する移動軌跡データ分析，GIS－理論と応用，23
（1），11-20．最上龍之介・橋本雄一，2015，積雪寒冷地における保育園の津波集団避難―北海道

釧路市における認可保育園を事例に―，地理学評論，88，571-590．仁平尊明・橋本雄一，2015，

「釧路市における自主防災組織の活動から見た津波避難の課題，地理学論集，90，1-14．奥野祐

介・塩崎大輔・橋本雄一，2015，GNSSを用いた津波集団避難実験と移動軌跡データ分析，地理

情報システム学会講演論文集，24，CD-ROM．川村壮・橋本雄一，2015，都市計画基礎調査を用

いた積雪寒冷地の港湾都市における津波災害リスクの空間分析，地理情報システム学会講演論文

集，24，CD-ROM．塩崎大輔・橋本雄一，2015，積雪寒冷地における ICT及び WebRTCを用い

た除排雪車位置情報共有システムの利活用，地理情報システム学会講演論文集，24，CD-ROM．

三好達也・橋本雄一，2015，国勢調査人口メッシュと消防署データを利用した地域分析，地理情



報システム学会講演論文集，24，CD-ROM．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　平成 28年度には、釧路市、函館市、苫小牧市など北海道の津波浸水想定域の人口が多い市町村を事

例とし、人口、土地利用、津波浸水想定だけではなく、避難施設と避難圏域に関するデータの収集と

分析を行う。その際には避難施設や避難ルートなど、住民避難に関する地理空間情報も取り込み、空

間データベースを構築する。このデータベースを用いて分析を行うことにより、生活レベルのミクロ

な視点で、各自治体のもつ「災害に対する社会的脆弱性」に関する考察を行う。なお、考察では積雪

期と非積雪期の環境の違いにも注目する。

　さらに、引き続き地域防災のための公開講座等を開催することにより、最も効果的な研究成果の普

及手法の検討を行う。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
谷岡勇市郎・村上亮・茂木透・大島弘光・高橋浩晃・勝俣啓・村井芳夫・橋本武史

西村裕一・青山裕・森済・山田卓司

（北海道大学大学院理学研究院地震火山研究観測センター）

橋本雄一（北海道大学大学院文学研究科）

他機関との共同研究の有無：有

参加機関 　北海道大学大学院文学研究科

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センター

電話：011-706-3591

e-mail：isv-web@mail.sci.hokudai.ac.jp

URL：http://www.sci.hokudai.ac.jp/grp/isv/isv-web/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：谷岡勇市郎 　

所属：北海道大学大学院理学研究院地震火山研究観測センター



平成 27年度年次報告

課題番号：1007

（１）実施機関名：

北海道大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

地殻変動等多項目観測データ全国リアルタイム流通一元化解析システムの開発

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

ウ. 観測・解析技術の開発

(4)研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　GNSS・地殻変動連続観測等の多項目観測データを全国にリアルタイム流通させるシステムを開発

し、データの流通・収集・管理・解析を一元的に行うほか、関連する技術研修を実施し人材育成を図る。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　GNSS・地殻変動連続観測等の多項目観測データ全国リアルタイム流通一元化解析を実施するため

に、流通データ規格の策定や、流通システム開発、解析システム開発に関する基礎的な研究や実証試

験を実施する。流通データを含めた各種データの一元的な管理にむけた環境整備を進める。人材育成

のため観測・機器技術研修を実施する。

　平成 26年度においては、流通管理規格、解析技術、観測・機器技術研修等WGによるデータ流通・

解析等の技術的検討と研修計画策定を開始する。

　平成 27年度においては、流通規格案を策定するほか、データ流通の技術的検討と解析システムの設

計概念をまとめる。観測・機器技術研修を実施する。



　平成 28年度においては、データ流通管理規格を決定し、データ流通の試験運用を開始するととも

に、データの収集・保管を実施する。解析システムの開発を開始しプロトタイプを作成に着手する。

　平成 29年度においては、データ流通試験運用で明らかになった問題点の改良を行うほか、データの

収集・保管を継続する。解析システムの開発を継続し試験運用開始を目指す。観測・機器技術研修を

実施する。

　平成 30年度においては、データ流通の本格運用への移行を目指すとともに、解析システムの改良を

実施する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　地殻変動連続観測等データの全国流通・公開を継続した．テキスト形式データのマージ機能を拡張

し 1Hz以上サンプリングに対応した．鹿児島大学南西島弧地震火山観測所・鹿児島大学郡元キャンパ

ス・箱根大涌谷観測点データの受信を開始した．また，国立天文台江刺観測点のセンサーキャリブレー

ションを実施した．

　GNSSデータの流通公開保存管理を行うシステムの基本設計を継続した．使用策定委員会を開催し，

システムのバックボーン，データの流通・格納に必要な各種フォーマット，およびメタデータの検討

を実施した．特に，データ生産者のプライオリティを管理できるようなシステムとして設計を行った．

具体的には，以下の機能について技術的な検討と仕様案の策定を継続した．ハードウエア仕様・観測

点諸元情報管理機能・観測データ管理機能・観測データフォーマット自動変換編集機能・データ品質

管理機能・関連データダウンロード機能・リアルタイムデータ受配信解析機能・自動解析機能・解析

結果表示機能・時系列データ解析支援機能・クリアリングサーバ連携機能．これらのうち，システム

開発を実施するハードウエアについては仕様を確定して機器の設置を行った．また，関係機能を開発

するために必要となるバックボーンシステムについても開発に着手した．国土地理院において，長期

的な GNSSデータ管理や関係フォーマットの考え方について意見交換を実施した．

　技術研修関係では，横穴式ひずみ・傾斜計設備について，機器管理メンテナンス等に関する技術の

伝承を目的としたメニューを用意することで検討を進めた．特に，実地での研修を行うことが重要で

あるとの観点から，適当な施設の確保を検討し，北海道大学の天塩中川観測点をその候補とした．こ

の観測点では移転が計画されており，来年度から設計業務を開始し，再来年度にトンネルの掘削と観

測機器設置が予定されている．このため，施設整備からセンサー設置まで実地研修をシームレスかつ

効果的に実施することが可能な平成 29年度に一括して実施技術研修を行うこととした．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Takahashi H., Proposal for robust monitoring of catastrophic tsunami using onshore strain and tilt geodetic

sensors, Jour. Disaster Res., 10, 770-776, 2015.

大久保慎人・太田雄策・高橋浩晃・山口照寛，地殻変動連続観測を利用する即時地震断層推定手法開

発に向けた取り組み，日本測地学会講演予稿集，131-132，2015．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
地殻変動連続観測等多項目データの全国流通・公開を引き続き実施する．GNSSデータ流通公開保存

管理解析システムの開発を継続する．また，GNSSシステムの試験運用を開始し，データの収集・保

管を試験的に実施する．データの公開のための流通管理規格を定めるとともに，必要な規約・協定の

締結に向けて関係機関との調整を進める．データ解析システムの設計を開始する．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センター高橋浩晃、山口照寛

他機関との共同研究の有無：有

北海道立総合研究機構地質・環境研究本部地質研究所（岡崎紀俊）



自然科学研究機構国立天文台水沢ＶＬＢＩ観測所（田村良明）

東北大学大学院理学研究科附属地震・噴火予知観測研究センター（三浦哲、太田雄策）

気象庁気象研究所（勝間田明男、小林昭夫、木村一洋）

東京大学地震研究所（加藤照之、新谷昌人）

神奈川県温泉地学研究所（里村幹夫、本多亮、原田昌武、道家涼介）

地震予知総合研究振興会東濃地震科学研究所（浅井康広）

名古屋大学大学院環境学研究科附属地震火山研究センター（鷺谷威、伊藤武男）

京都大学防災研究所附属地震予知研究センター（山崎健一、森井亙、加納靖之、西村卓也）

京都大学大学院理学研究科附属地球熱学研究施設（柴田智郎）

高知大学自然科学系理学部門（田部井隆雄、大久保慎人）

九州大学大学院理学研究院附属地震火山観測研究センター（松島健）

鹿児島大学理工学研究科地球環境科学専攻（中尾茂）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センター

電話：011-706-3591

e-mail：isv-web@mail.sci.hokudai.ac.jp

URL：http://www.sci.hokudai.ac.jp/isv/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：高橋浩晃 　

所属：北海道大学大学院理学研究院



平成 27年度年次報告

課題番号：1008

（１）実施機関名：

北海道大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

Lバンド航空機 SARによる革新的火山観測手法の開発

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（４）その他関連する建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　本研究では，近年の技術進展が目覚ましい航空機搭載型の Lバンド SARを火山観測に応用するた

め，宇宙航空研究開発機構と共同して，革新的な観測・解析手法の開発を目標とする

<振幅・偏波解析による定量的火山モニタリング >：

宇宙航空研究開発機構の航空機 SARシステムである PiSAR-L2の高解像度散乱振幅および偏波に関す

る時系列データの数値的較にもとづく火山活動関連情報の定量的抽出手法を開発する．

<リピートパス干渉法の実現へのチャレンジ >：

PiSAR-L2に装備済みの高精度 GPS-INS航路追跡装置を利用した，航空機リピートパス干渉による地

殻変動解析手法の開発をめざす．

<地殻変動モデル化手法の高度化>：

マグマ移動，火山性地震，地滑りなどが重畳する複雑な変動場を効果的にモデル化する手法を開発する

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本研究では，実際に桜島および霧島火山群において，Pi-SAR-L2による航空機 SAR観測を実施し，

取得したデータに基きながら，高度な火山観測手法の確立を目指す．以下に，実施年度ごとの研究計

画を示す．

　なお，研究期間中に他の火山が顕著な活動を示した場合は，関係機関と調整の上，それまでの達成

成果，予算執行状況等を勘案しながら，活動中の火山に観測対象を変更することも考慮する．

第 1年次（平成 26年度）

・Pi-SAR-Lおよび Pi-SAR-L2のアーカイブデータを利用した，定量的時系列解析手法開発のための予

備的検討

第 2年次（平成 27年度）

・JAXAが単独で実施する観測（予定地域：桜島・霧島），を利用したデータ解析



第 3年次（平成 28年度）

・JAXAによる前年次観測結果（予定地域：桜島・霧島）の高次解析

・モデル構築の試行

第 4年次（平成 29年度）

・第 2回目観測実施（桜島・霧島）およびデータ解析

・第 1回目および 2回目観測結果を使用した DInSAR解析の実施と改善点の洗い出し 　

第 5年次（平成 30年度）

・DInSAR解析手法の完成と解析結果取りまとめ

・地殻変動モデル構築手法の完成と解析結果取りまとめ

（８）平成 27年度の成果の概要：
１．干渉ソフトウェアの整備 　RINCの航空機 SARへの拡張

　本課題では，研究担当者の一人である防災科研小澤拓主任研究員が開発している RINCの（Radar

Interferometry Calculation Tools,最新バージョンは 0.36）を利用して，干渉解析を実施することにして

いる．今年度は，Pi-SAR-L2のデータを RINCの標準入力フォーマットに変換するフロントエンドプ

ログラムが完成し，研究担当者間で共有した．これにより，通常の衛星データの解析と同様の処理が

航空機 SARにおいても可能となった．

２．桜島地域の無地殻変動時の航空機 SAR干渉処理

　2014年の貫入イベント前の桜島のデータとして，2013/9/13および 2014/8/7に桜島付近の上空から

取得されたデータについて JAXAから提供を受けた．これらは南西から北東方向への飛行航路，また

は，その逆方向の飛行航路から観測した，それぞれのペアデータである．それらのデータの幾何学的

位置関係を地図上にプロットした図が図-1である．

　それぞれ対応するペアについて，RINC（Ver0.38）による干渉処理を実施した．北東から南西方向

への飛行ペアについては，干渉が成立しなかった．今回は，良好な干渉が得られた南西から北東方向

への飛行ペアによる解析を優先する（図-1，右側の青の四角で囲んだペア）．一般に SARの干渉性は，

飛行軌跡間の距離に大きく影響されるが，両方のペアとも航跡間距離は数ｍ以内であり，観測機搭載

の航法システムの高い性能と，操縦を担当したパイロットの卓越した技量が確認できた．なお，非干

渉ペアにおいて，コヒーレンスが保持されなかった原因については，今後も調査を継続する．

　RINCを用い，衛星データと同様の標準的な処理で，第一段階の干渉結果を得た（生干渉図と呼ぶ：

図 2A，但し，レーダー座標であることに注意）．この段階では，航路不一致による位相差（いわゆる

軌道縞），地上の地形に比例した位相差（地形縞），伝搬媒質中の水蒸気分布不均一性による位相差な

どが含まれている．航空機干渉 SARの場合には，軌道縞や地形縞の構造が，衛星データに比べて複雑

であり，これが，地殻変動解析への応用の阻害要因となっている．

　今回の干渉データのサンプルサイズは，飛行方向 992ピクセル×照射方向 886ピクセルである．生

干渉図を精査したところ，飛行方向の 2本のラインが位相の不連続境界になっていることが確認され

た（図 2Bの右側の矢印参照）．このような不連続性は通常の衛星データには含まれず，航空機 SAR

特有の性質である．

　今年度の第一目標は，軌道縞，地形縞を可能な限り取り除いて，できるだけフラットな位相分布デー

タを作成することであり，今回のデータに関しては，不連続ラインで区分される 3つの領域に，干渉

データを分割し，それぞれに，二次曲面のフィッティングおよび地形データのフィッティングを実施し，

位相変化の長周期トレンド成分と地形相関成分を除去し，最終的に結果を結合した．その結果を図 2B

に示す．長周期成分が除去された結果の位相の乱れは，かなり低減されており，大部分の領域で，+-

πラジアン（6?程度）に収まっていることが判る．2015年の貫入イベントの地殻変動を ALOS2で観

測した結果を図 3Bに示すが，この程度の変位振幅と空間的広がりの地殻変動であれば，pi-sar-l2観測

でも捕捉が可能であることが確認できた．

３．有限要素ソフトの実装



　桜島では，2014年 8月 15日に火山性地震の多発とともに貫入イベントが発生し，傾斜計，GNSSお

よび ALOS2の干渉結果から，地殻変動の発生も確認されている．桜島のような地形の起伏が大きい火

山で発生する地殻変動は，地形の影響を受けやすくその解析には起伏の考慮が必要である．特に，圧

力源や貫入岩脈の深度が浅い場合には，地形の影響がさらに大きくなることが知られている．現状で

は，このような解析を実践的に実施する有力な手段の一つとして，有限要素法が知られている．しか

し，一般に，商用のソフトウェアパッケージは導入および維持経費が高額であり，技術の普及性を考

えると，問題が大きい．一定程度の性能を確保しながら必要経費が低廉な有限要素計算パッケージと

して，salome-mecaを採用し，今回，サーバーに実装した．このソフトは，基本性能が高く，複雑な地

形を考慮することが可能でありながら，一般の利用のためソフトが公開されており，普遍的に入手が

可能なソフトの一つである．現在，十勝岳および御嶽山の地殻変動のモデル化をめざした解析のため

のチューニングを実施中である

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
１．地殻変動を含むペアの解析

　2014年 8月の貫入イベント後に，JAXAは桜島の Pi-SAR-L2観測を実施している．このデータの

提供を受け，既に，GPSや ALOS2等の他の観測によって存在が確認されている地殻変動の検出を試

みる．

２．不干渉ペアの原因究明

　今年度実施した，桜島の 2ペアのうち，片方のペアの干渉は不成功であった．軌道間距離は，十分

制限値以内であることは確認しており，強度画像の品質も特に問題が無かった．不干渉の原因を特定

するための解析をさらに継続する．

３．モデル化の高度化

　桜島のような火山は地形の起伏が大きく，地殻変動の解析には地形の考慮が必要である．この問題

に対処するためのモデル作成手法の検討をさらに進める．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
北海道大学（村上亮，古屋正人）

東京大学地震研究所（青木陽介）

京都大学防災研究所（高田陽一郎）

防災科学技術研究所（小澤拓）

他機関との共同研究の有無：有

宇宙航空研究開発機構 　代表者：島田政信

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センター

電話：011-706-3591

e-mail：isv-web@mail.sci.hokudai.ac.jp

URL：http://www.sci.hokudai.ac.jp/isv/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：村上 　亮 　

所属：北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センター



図 1 　pi-sar-l2の観測の範囲．
今回使用した，pi-sar-l2データの観測範囲を地図上で示す．右の四角で囲んだペアの干渉性が良好であったため，
このデータを高次処理した．



図 2 　A:生干渉結果，B:トレンド成分と地形相関成分を除去した結果
干渉結果をレーダー座標系で示す．Aの生干渉結果には，軌道縞，地形縞，水蒸気による位相偏差などが含まれ
ている．長周期トレンド成分と地形相関成分を取り除いた結果が Bで示す図である．ほぼ+-πラジアン（6cmに
相当）以内に位相が収まっている．図 2Bの右の矢印は，位相不連続境界を示す．図 2Bの白四角内の領域につい
て，2次関数の曲面フィッティングによるトレンド除去と地形相関成分除去処理を実施した．



図 3 　ALOS2との比較
Aは，図 2Bを通常の地図座標系（北が上）に変換し，桜島付近を切り出した位相分布図である．地殻変動がな
かった時期であるので，本来フラットであるべきであり，残存している位相は，誤差と考えられる．位相は，ほ

ぼ+-πで収まっている．Bは 2015年の貫入イベントに伴うALOS2観測結果である．pi-sar-l2で同じ領域を観測し
ても，同様の位相変化が得られると予想される．Aで示される程度に観測誤差が収まっていれば，今回の貫入イ
ベント程度の地殻変動は，認識可能と考えられる．



平成 27年度年次報告

課題番号：1009

（１）実施機関名：

北海道大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

準リアルタイム火山情報表示システムの開発

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(5)社会との共通理解の醸成と災害教育

（４）その他関連する建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　火山防災対策は噴火警報等を起点とした避難等の予防対策に始まり、噴火後は被災者救援や二次災

害防止等の応急対策に移り、活動が沈静に向かうにつれて避難解除、更に将来の噴火も見据えて復旧・

復興対策が進められる。これら一連の対策のなかで、噴火前兆期や噴火活動期に展開される対策は活

動推移に左右され、対応を誤ると被害を拡大させるが、その起点となる噴火予測や活動の推移予測の

技術は研究・開発途上にある。 　　　

　一方、国の IT化推進によって数々の観測情報が（準）リアルタイムに取得できるようになってきた。

これらは地方自治体における噴火前兆期や噴火活動期の減災対応において、未確立な予知技術を補完

する有用な情報になりえる。

　本課題では、火山情報などの防災情報とリンクするインターネットを通して入手可能な関係機関の

各種観測情報の準リアルタイムな収集と統合表示を通して、地方公共団体が現況を総合的に把握し、

的確な防災対応を行うための支援システムを構築する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　開発研究にあたってはシステムをハコモノ化させないために、情報の受け手として、国内初のハザー

ドマップを作成するなど火山防災において先導的な役割を果たしてきた道内火山周辺の自治体を協力

機関に加え、共同して実用的なシステムを目指す。

　平成 26年から平成 28年までの前半３年間は、開発システムを協力自治体に展開し、協力自治体の

意見を反映しつつ、事務机の PCでも稼働するマルチプラットホームで、関係機関のインターネット

上のサーバーに負荷をかけない二次サーバー機能を有したシステムにまで機能拡張を進める。

　後半の平成 29年から平成 30年までの２年間は、システムに潜む不具合等を修正しつつ、運用上の

課題と解決策、更に実用化への方策について検討する。

（８）平成 27年度の成果の概要：



　今年度に配布予定であったプログラムにウインドウが崩れるという不具合が発覚した．その現れ方

は PCパワーや OSによって異なり、原因の特定と修正に時間を費やした．原因は不適切なスレッドの

実装にあり、その修正はプログラム全体に及んだ．

　この修正に際し、まず不要なプログラムコードや冗長なコードの削除と整理を行った．同時に要望の

多いリアルタイム地震波形表示のプログラムと、そのためのサーバープログラムの開発を進めた．ま

た８月に開かれた研究課題懇談会で指摘を受けた GUIについても改良したほか、印刷機能や取得・表

示する情報を追加した．

　修正・改良を行った新バージョンで取得・表示できる情報を図１にまとめた．また火山に関係した

情報の表示画面を図２の（B）と（C）に示した．両表示画面中、新たに実装されたものは、地震波形

データと長周期データのリアルタイム表示パネル、動作試験中であった V-NET波形画像と噴火に関す

る観測報を図化した噴火時系列の表示パネル、及び噴火警戒レベル表などが表示できる掲示板パネル

である．

　地震波形・長周期データのリアルタイムな取得・表示では、殆どの自治体のネットワークはファイ

ヤーウオールで保護され、データの送・受信に使えるポートは、HTTPで標準的に使われている 80番

(あるいは 8080番)に限られた．このため映像や音楽の配信で使われているHTTP/1.1で規定されたチャ

ンク転送方式による配信を試みた．しかし複数のクライアントとのハンドシェイクやセキュリティ対

策によってサーバープログラムが巨大化し、不具合の修正や保守に費やす労力が大きくなることが予

測された．このためサーバーで１チャンネルごとに切り出した最新の１分ファイルをダウンロードし、

表示する方式に切り替えた．この際、ダウンロードした 1分ファイルに含まれるデータを１秒ごとに

順に表示し、記事的にリアルタイム性をもたせた．この方式では生データをハードディスクに保存で

きるために時間を遡った波形表示がサーバーに負荷をかけずに行える利点がある．その反面、生デー

タが流出するという欠点があり、配信先の管理が必要になる．

　GUIの大きな改良点は起動時に表示されるオープニングダイアログ (図２ A)の実装と選択メニュー

の表示パネルへの追加である（図２ D）．これらは研究課題懇談会の指摘を反映した一つの試みであ

る。オープンダイアログにはパネル配置の雛形アイコン及びパネル配置や表示情報の変更履歴を示す

アイコンを配置し、ディスプレイサイズや目的に適したパネル配置を選択できるようにしている．ま

た表示パネルの選択メニューでは、パネルの削除と追加および表示する情報の選択が行なえる．この

二つの機能に、取得・表示する情報ごとに用意されている観測点や地域の選択ダイアログ（図２D）を

合わせると、旧バージョンでは煩雑であった表示情報の追加や変更が簡単・容易に行ことができる．

　この他、情報ごとの検索・表示ウインドウ（図２ E、F）に印刷機能を追加した．但し、印刷はプリ

ンターに依存するため、出力が乱れることや印刷できないこともある．また、住民や旅行者を対象に

導入した掲示板には平文テキスト、jpegなどの画像ファイルや pdfファイルを表示することができる

が、使用したライフラリーの不具合により文字化けしたり、表示できないこともある．

　現在、協力機関である北海道ほか１市９町のシステムについては、この修正・改良プログラムへの

移行作業を進めている．また倶多楽火山を有する登別市および白老町に、このプログラムを実装した

システムを設置するための作業を行っている．更に、地元自治体と防災情報官庁である管区気象台・

地方気象台が観測データレベルで情報共有した際の防災対応に及ぼす効果を把握するために管内に活

火山を有する函館、室蘭、旭川および釧路地方気象台にシステムの導入を進めている．

　今年度の主な活用事例としては、旧バージョンではあるが、2015年７月 28日に噴火警戒レベルが

２に引き上げられた雌阿寒岳の登山道入口にある旅館ロビーに置かれたシステムが宿泊者、旅行者や

登山者への情報元となったことが挙げられる．また、高校の地学の授業でも使われたほか、壮瞥町が

主宰した子供防災キャンプでは情報提供システムとして模擬避難所の一角に設置された．協力自治体

に関しては、庁舎から火山を望むことのできない自治体では「チラ見」による火山の状況確認に使わ

れているが、他の自治体ではシステムの電源を落としたところもあった．これは、地方自治体の担当

者が危惧したように、代わり映えしない火山カメラ画像と火山情報や気象関連の情報しか取得・表示

できないことが要因の一つと考えられ、リアルタイム地震波形の表示できる新バージョンの使われ方



に注目したい．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　致命的な不具合が顕在化したために実施できなかったサーバー機能を有したシステムに向けてプロ

グラム開発を進める．GUIについても研究課題懇談会の指摘に沿って、情報ウインドウのポップアッ

プ表示を試みる．また修正・改良したプログラムに関する協力自治体からの不具合の報告やシステム

に対する提案に対応するほか、活用実績を集約する．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
大島弘光（地震火山研究観測センター有珠火山観測所）

他機関との共同研究の有無：有

気象庁地震火山部小泉岳司

(独)防災科学技術研究所地震防災研究ユニット 　棚田 　俊収

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地震火山研究観測センター有珠火山観測所

電話：0142-66-4011

e-mail：oshima@uvo.sci.hokudai.ac.jp

URL：http://uvo4.sci.hokudai.ac.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：大島弘光 　

所属：北海道大学大学理学研究院地震火山研究観測センター有珠火山観測所

図１．今年度にバージョンアップしたプログラムで取得・表示可能な情報（○）と、取得を予定 (△)および検討
（？）している情報.



図 2．パネルとウインドウのスナップショット．(A)オープニングダイアログ、(B)火山関連の情報表示パネル配置
１ (左上：噴火警報等、左下：V-NET波形、右上：火山カメラ、右下：噴火時系列)、（C）火山関連の情報表示パネ
ル配置 2(左上：噴火警報等、左中：火山カメラ、左下：掲示板、右上：ブランク、右中：リアルタイム地震波形、
右下：リアルタイム長周期データ)、(D)情報の選択メニューと観測点・地域等の選択ダイアログ、（E）地震波形
および長周期データの表示・検索ウインドウ、(F)噴火時系列の表示・検索ウインドウ



平成 27年度年次報告

課題番号：1101

（１）実施機関名：

弘前大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

地殻流体と地震活動の関係及び過去地震の災害誘因の解明

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　内陸地震の発生機構の理解のためには、地震発生域の構造やそこでの地震活動の特徴把握が重要で

あるが、最近は特に地震発生と地殻流体の関係が注目されている。そこで本課題では、2011年東北地

方太平洋沖地震の誘発地震発生域での精密な震源と震源メカニズム解の分布を求め、地震活動の移動

現象と地殻流体との関係を明らかにする。また、流体の存在が確実である火山周辺において、火山深

部・浅部低周波地震及び高周波地震の観測と解析を通して、低周波地震発生機構、地殻応力場や地震

活動との関わりを明らかにし、地震火山相互作用の解明に資する。さらに、2011年東北地方太平洋沖

地震及びその余効変動による応力場の擾乱が地震・火山活動に及ぼした影響についても調べる。

　建議では、工学、人文・社会科学分野と連携し、歴史学的な観点も加えて、防災や減災につながる成

果を挙げることが求められている。そこで、17・18世紀にM7級地震が頻発した青森県の日本海沿岸

と内陸地域を対象に、分野横断型の研究を実施する。自然地震及び微動観測データ、及び歴史資料に

基づき、強震動が地形・地盤及び建造物の脆弱性とどう結び付いて災害を出現させたかを検討し、地

震・火山災害の特性を社会環境の時代的変化に留意して理解する。また、地殻流体に関する知見も加

え、地震テクトニクス的背景が共通する他地域での検証と比較し、災害誘因の解明を目指す。

（７）本課題の５か年計画の概要：



(a)地殻流体と地震火山相互作用に関する研究

　東北地方北部の誘発地震発生域では、震源を精密に決定して震源移動を明らかにする。低周波地震

発生域や、流体の存在が確実である火山周辺においては、波形相関を用いるなどして地震活動を詳細

に把握する。また、これらの領域で、震源メカニズム解、地震波速度、地震波散乱強度、及び S波偏

向異方性の分布を求める。低周波地震に関しては、アレイ観測により低周波地震の後続波の起源を明

らかにし、波形インバージョン等により発生機構の推定を行う。（平成 26～28年度）

　低周波地震発生域での場の特徴把握を基に、低周波地震の発生を地殻活動全体像の中で理解する。

また、誘発地震、低周波地震、火山周辺の地震の震源分布や地震波散乱強度の時間変化を詳細に調べ、

東北地方太平洋沖地震発生に伴う地殻の応答、流体の存在と移動、火山が存在することによる構造不

均質のそれぞれが地震発生に及ぼす影響と、地震火山相互作用について検討する。（平成 29・30年度）

(b)過去の地震の災害事例の検証

　青森県内の地震波速度構造・地震動距離減衰・地盤特性を自然地震観測及び微動探査により把握す

る。また、青森県の日本海沿岸と内陸で発生した歴史地震の研究を行い、社会環境の時代的変化に留

意しつつ被害分布を再検討する。（平成 26～28年度）

　28年度までに行った地震動距離減衰、地盤特性、及び被害分布の検討を基に、歴史地震の断層モデ

ルの見直しが必要かどうかを検討する。また、歴史地震の分布や断層モデルを、(a)の地殻流体や (b)

の地下構造に関する知見、及び同じ日本海東縁部で発生した 2004年中越地震・2007年中越沖地震の

地震テクトニクス的背景を通して解釈し、災害誘因について検討する。（平成 29・30年度）

（８）平成 27年度の成果の概要：
(a)地殻流体と地震火山相互作用に関する研究
以下は計画 (7)に基づいて実施した。

(a-1)誘発地震の後続波の波形の時間変化

　秋田県内における誘発地震発生域の森吉山周辺地域においては、地震波の後続波の back-projection

解析から、散乱体が森吉山の北西約 5 km、深さ 13 km付近に存在するという結果を得ている。散乱体

が流体であれば波形が時間変化する可能性があることから、26年度には、震源が同一と考えられる地

震の後続波の波形の時間変化を 1点の定常観測点について調べた。その結果、後続波の出現時刻と継

続時間の変動があることがわかったので、27年度にもこの調査を継続して実施した。その結果、後続

波の波形の時間変化は、緩やかな場合と比較的急激な（～10日以内）場合があることが判明したが、

それらと震源位置の時間変化は明瞭に対応しているようには見えない。これは散乱源側で散乱特性の

変化変化が生じていることを示唆する。また、後続波が２つの波群から構成されている場合があるが、

両者の波形の相関は良くないことから、同じ成因で２つができているとは言えないこともわかった。

(a-2)誘発地震発生域の異方性

　森吉山地域ではさらに、臨時地震観測データを用いた S波スプリッティング解析から、地殻内異方

性について調べた。震源域直上の観測点（HR.MRY）では速い S波の振動方向φは北西－南東方向を

向き、速い S波と遅い S波の到達時刻差δ tは 0.01秒程度である（図の (b)）。それに対して、震源域

よりも北側に位置する観測点（HR.MAS1）では、φはほぼ南北、δ tはほぼ 0秒である（図の (a)）。

震源域よりも 10 km程度西南西に位置する定常観測点（N.ANIH）でのφとδ tは震源域よりも北側に

位置する観測点とほぼ同じである。このことは、地震波が震源域を下から上に通過する過程で異方性

の影響を受けていることを明瞭に示している。震源域直上の観測点でのδ tは 0.01秒程度で大きくは

ないが、図の (a)や (c)の分布とは明確に異なることから、有意な観測結果と考えられる。ただし、震

源域直上の観測点でのφはメカニズム解の P軸方位よりはむしろ T軸方位と調和的である。

(a-3)下北半島地域の応力場

　2011年東北地方太平洋沖地震後、東北地方内陸の応力場とその時間変化に注目が集まっている。東

北地方北部の下北半島地域の応力場が周辺地域とは異なっている可能性があるが，周囲を海に囲まれ

ていることと観測点密度が高くないことから，メカニズム解を決定できる地震は限られていた。しか



し、公益財団法人地震予知総合研究振興会による高密度地震観測網AS-netが稼働するようになったこ

とから、そのデータを利用して、2014年と 2015年に発生した地震のメカニズム解を決定した。その

結果、津軽海峡に近い領域での P軸方位は南北を向く傾向があることがわかった。下北半島地域にお

いても S波スプリッティング解析を行い、速い S波の振動方向は下北半島南部では東西を向くが、津

軽海峡付近では南北方向へと回転する傾向が見られた。これは P軸方位の分布と調和的である。

(a-4)深部低周波地震活動の時空間変化と波形の多様性

　地殻流体と地震火山相互作用を考える上で、深部低周波地震は重要な研究対象である。27年度は、

気象庁一元化処理震源を用いての深部低周波地震の震源の時空間変化と、深部低周波地震の波形の多

様性の把握を行った。東北地方太平洋沖地震後の誘発地震活動には流体の寄与が考えられているが、

東北地方太平洋沖地震の発生により、下部地殻から最上部マントルへの流体供給に顕著な変化があっ

たとは考えにくい。ただし、火山活動が活発化した蔵王山では、火山性地震や微動に先行して深部低

周波地震発生が活発した時期に、深部から浅部への流体供給が行われた可能性はある。波形の検討は

岩木山地域を対象に行った。深部低周波地震の波形の相関係数は震源が近くても一般に高くない。こ

れは、震源での波動放射特性が震源位置によって異なり、また、時間的にも変動していることを示唆

する。しかし、後続波の後半部分の波形は経路の構造の影響の方が支配的になると考えられる。

(b)過去の地震の災害事例の検証
　これについては計画 (7)には挙げていないが、災害事例に関わる検討である。

　日本では気象庁により津波警報システムが整備されているが、それ以外の警報システム、特に警報

を出す対象地点周辺のデータを利用してリアルタイムに警報を出すシステムを考えることは有意義で

ある。2011年東北地方太平洋沖地震について、地殻変動の沈下量と津波高さに強い線形性があるとの

先行研究がある。しかしこの研究におけるデータは十分ではないので、より多くのデータを用いて、水

平変動も含めた地殻変動と津波高さとの関係を調査した。検討の結果、沈下量と津波高さの関係には

線形性が見られたが、例外となる地点も少なくない。その例外は水平変動量を利用すると少なくなっ

た。2003年十勝沖地震についても調べると、地殻変動量と津波高さの関係は地震に固有であるように

見える。従って、ある地震から得られた関係を用いて、一般的な法則として津波高さを推定すること

は困難と考えられる。地殻変動量と津波高さの関係は数値計算でも確認できるので、これは今後の検

討対象となる。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
川村大貴, 2016,下北半島とその周辺で発生した地震のメカニズム解の時空間分布,弘前大学理工学部

地球環境学科卒業論文.

小菅正裕, 2016,秋田県森吉山の誘発地震の波形の時間変化 (2),日本地震学会秋季大会.

野呂康平, 2016,東北日本で発生した深部低周波地震の震源の時空間分布と波形の多様性,弘前大学大

学院理工学研究科修士論文.

炭田 　航, 2016,地殻変動量と津波高さの関係についての検討,弘前大学理工学部地球環境学科卒業論文.

小山内大樹, 2016,東北北部の地殻内異方性の時空間変化,弘前大学理工学部地球環境学科卒業論文.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
(a)地殻流体と地震火山相互作用に関する研究
　森吉山地域の誘発地震の波形の時間変化については、震源域付近の臨時観測点のデータも含めてよ

り長期間の解析を行い、波形の時間変化が、震源位置、散乱体位置、経路での地震波速度のいずれの

変化によるのかを明らかにする。S波スプリッティングについても、より多点で長期間の解析を行い、

異方性が生じている場所の特定と時間変動を検討する。さらに、誘発地震の震源メカニズムを決定し、

波形変化、異方性、応力場を総合的に解釈できるようにする。下北半島地域においては震源メカニズ

ム解の決定と S波スプリッティング解析を引き続き行い、北東北地域における応力場について検討す

る。低周波地震に関しては森吉山地域のアレイ観測データの解析を行い、低周波地震の後続波の起源



を推定し、低周波地震と浅部の地震活動の関係を調べる。また、波形の多様性については岩木山地域

以外での検討を進める。

(b)過去の地震の災害事例の検証
　下北半島地域での微動探査による地盤構造推定を継続して行い、S波速度構造の推定精度を向上さ

せる。また、D90や S波散乱構造から地震発生層や不均質層の厚さの空間変化を推定し、青森県の日

本海沿岸と内陸で発生した歴史地震の被害分布と対比する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
小菅正裕・渡邉和俊・有賀義明・片岡俊一・津村浩三（以上弘前大学理工学研究科）

白石睦弥（弘前大学地域社会研究科）

他機関との共同研究の有無：有

・８ (a)については東北大学（松澤暢・岡田知己）、秋田大学（坂中伸也）との共同研究。

・８ (b)については東京大学地震研究所（西山昭仁・佐竹健治）との共同研究。

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：弘前大学理工学研究科

電話：172-39-3652

e-mail：mkos@cc.hirosaki-u.ac.jp

URL：http://hrsryu.geo.hirosaki-u.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：小菅正裕 　

所属：弘前大学理工学研究科



図 1．森吉山地域における S波スプリッティング解析。
(a)～(c)は、速い S波と遅い S波の到達時刻差と、速い S波の振動方向φの頻度分布。平面図は解析に用いた地震
の震央（丸印）と、震源と観測点の中点にプロットしたφの分布（棒）。丸と棒の色は深さを表す。(c)の観測点は
平面図の範囲外（西南西）に位置する。



平成 27年度年次報告

課題番号：1201

（１）実施機関名：

東北大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

スラブ内地震の発生メカニズムの解明

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

イ. 海洋プレート内部の地震

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

ウ. 内陸地震と火山噴火

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

首都直下地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　本課題では、稍深発地震の地震波解析、含水試料による高温・高圧実験および数値シミュレーショ

ンによる沈み込み帯の温度モデリングを行う。得られた結果を包括的に比較・検討することで脱水脆

性仮説の検証を行い、スラブ内地震の発生メカニズムを解明する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　スラブ内地震の地震波解析によって震源域付近の詳細な地震波不均質構造および震源パラメータの

推定を行い、スラブ内地震の地震像を明らかにする。また、高温・高圧条件下での室内実験による含水

鉱物の脱水に伴う脆性変形過程を調べることにより、脱水脆性仮説を包括的に検証する。さらに、数

値シミュレーションによる沈み込み帯の温度構造モデリングを行い、計算された温度構造と高温・高

圧実験結果に基づき含水鉱物の分布と脱水反応の進行場所を推定する。各サブテーマの具体的な計画

は以下の通りである。

地震波観測



本課題では、太平洋スラブ内の深さ 200kmまでの地震を対象に地震波形解析を行い、相対震源決定に

よる高精度震源決定および震源パラメータの推定を行う。得られた結果は、他の沈み込み帯で得られ

ている観測結果と比較・検討し、スラブ内地震に共通してみられる特徴を抽出する。また、東北地方

沖合に設置された OBSで観測される後続波（トラップ波・変換波など）の走時や周波数成分の解析に

より、スラブ地殻の詳細な P波，S波速度構造を推定する。得られた P波、S波速度モデルから、流体

の存在に敏感なパラメータである Vp/Vs比の空間分布を推定する。さらに、関東下のフィリピン海プ

レートの詳細な地震波速度・減衰構造の推定を行い、スラブマントル内の地震の分布と不均質構造と

の関係を検討するし、首都直下におけるスラブ内地震の発生ポテンシャルの評価に資する情報を提供

する。

室内実験

稍深発地震を再現できる温度・圧力条件を発生することのできるマルチアンビル型プレスもしくは

キューブ型プレスを用いて、蛇紋岩、角閃岩などの含水鉱物の安定領域内、相境界付近、安定領域外

にて変形実験を行い、脱水反応と変形組織を比較する。多チャンネル AE計測により、脱水に伴うAE

信号の震源決定を行い、脱水及びスラブ内条件下での震源過程を調べる。また 6ch程度の多チャンネ

ル AE計測システムを構築し、石英ビーズなどを用いて、校正実験を行うことで、実験中の AE信号が

試料内部に決定されることを確認する。様々な変形条件下で変形および脱水反応を起こした場合の AE

信号を測定し、震源決定を行う。その際には、昇温および加圧レートを調整し、脱水反応の速度を調

整することで AE信号の間隔や強度の違いなどを比較する。回収した試料は電子顕微鏡を用いて、変

形組織の観察を行う。特に、剪断変形組織（割れ目の幅や変位量）と脱水反応生成物の分布と量（広

範囲に不連続的かつ均質に分布するか、連結し局所的な分布をするか？）に注目し、変形条件との比

較を行う。AE計測から推定される震源位置や震源パラメータと脱水鉱物分布及び剪断変形組織の比較

から AE信号の発生源を明らかにし、含水鉱物の脱水反応及び変形の測定により高温・高圧条件下に

おける震源形成過程を明らかにする。

温度モデリング

本課題では、これまでほとんど行われてない 3次元的な温度モデリングを行い、より現実的な温度構

造を推定する。モデル化の際には、プレートの三次元形状や地殻熱流量、沈み込む海洋プレートの年

代の地域変化や深海掘削で得られた鉱物組成や含水鉱物の分布などを制約条件とする。

（８）平成 27年度の成果の概要：
地震波観測

　日高山脈西部の観測点で観測される後続波の観測走時を用いて、北海道東部下に沈み込む海洋性地

殻の地震波速度を推定した。その結果、深さ 50-100 kmの P波速度は 6.5-7.5 km/s、S波速度は 3.6-4.2

km/s、Vp/Vsは 1.80程度であった。特に深さ 80 km以浅では地殻を構成する含水鉱物から期待され

る値よりも遅い P波・S波速度が推定された。これらの速度低下は、地殻内部に含水鉱物とともに 1

vol%程度の流体の水が存在することで説明できる。また、深さ 80-100 kmでは P波・S波速度の増加

が観測された。この深さ範囲では、地殻内の地震活動が活発であることから、これらの速度増加は含

水鉱物の脱水を伴う相転移の進行とともに、脱水により生じた水が地殻内の地震発生に寄与している

ことを示唆している。

　2003年 3月 1日～2014年 3月 30日（東北地方太平洋沖地震後６ヶ月の期間を除く）の期間に発生

した東北地方の太平洋沿岸下におけるプレート境界周辺の地震の震源を再決定し、地震活動の詳細を

検討した。その結果、スラブ内地震の発生数はプレート境界面の下 4 km付近から増加し、 7 km付近

で最大となることが明らかとなった。この結果は、太平洋スラブ内のモホ面付近に相当する深さ 50-60

km付近においては地震活動が活発であり、逆に海洋性地殻上部では地震の発生が少ないことを示して

いる。また、東北地方太平洋沖地震後に海洋性モホ面下で地震活動が活発になった地域があることも

明らかになった。

　2011年東北沖地震の震源近傍のスラブ内部で 2011年 7月 10日に発生した横ずれ型地震（Mw7.0）



について、震源域直上に設置された海底圧力計の記録を用いて震源断層モデルを推定した（図１）。そ

の結果、共役な 2枚の断層が同時に横ずれ破壊を起こしたと仮定しても観測波形を説明することが可

能であり、このことから海溝軸陸側斜面下において東北沖地震に伴う応力の平衡域の深さの変化はさ

ほど大きくないことが示唆される。

室内実験

　蛇紋岩など様々な含水鉱物で脱水時の力学的な不安定化が確認されてきたが、実験室条件下で比較

的簡単に脆性延性遷移および脱水相転移を達成しうる石膏を用いた摩擦実験により、含水鉱物の脱水

化学過程の摩擦挙動やレオロジー特性を調べた。石膏の模擬断層ガウジは脱水条件付近と考えられる

200 MPa、 110℃以上では固着すべりの挙動が衰え、歪弱化挙動を示した。脱水後の硬石膏は脱水前

の焼石膏よりも強度が大きいため、脱水相転移後の強度低下は、透水性の低い物質中（斑レイ岩のピ

ストン）で発生した異常間隙水圧によるものと考えられ、脱水プロセスと周囲の水理特性がスラブ内

地震の分布などの発生様式を左右している可能性を示唆している。これらを踏まえて、含水鉱物の脱

水分解や高圧相転移実験に関する国内外の最新の研究成果を精査し、来年度以降の実験内容を再検討

した。

温度モデリング

　数値シミュレーションを用いて北海道・東北地方下の 3次元温度構造を定量化した（図２）。３次元

的なマントル対流を考慮してモデル推定した結果、東北地方の温度構造は、2次元モデルの結果と大

差ないが、千島・日本海溝会合部の深部延長および北海道ではスラブの斜め沈み込みによる 3次元的

なマントル対流の影響のために 2次元モデルでは推定されない温度構造であることがわかった。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Kubota, T., R. Hino, D. Inazu, Y. Ito, and T. Iinuma, 2015, Complicated rupture process of the Mw 7.0

intraslab strike-slip earthquake in the Tohoku region on 10 July 2011 revealed by near-field pressure

records, Geophys. Res. Lett., 42, 9733-9739, doi: 10.1002/2015GL066101.

Matsukage, K. N., Y. Nishihara, F. Noritake, K. Kawamura, N. Ttsujino, M. Sakurai, J. Nakajima, A.

Hasegawa, and E. Takahashi, 2015, Elastic wave velocity anomalies of anorthite in subducting plate: In

situ experiments, Am. Mineral., 100, 1856-1865.

Nakajima, J. and G.A. Abers, Subduction Zone: Seismicity and Arc Magmatism, in Encyclopedia of Com-

plexity and Systems Science, Springer, in press.

Saita, H., J. Nakajima, T. Shiina, and J-I. Kimura, 2015, Slab-derived fluids, fore-arc hydration, and sub-arc

magmatism beneath Kyushu, Japan, Geophys. Res., Lett., 42, 1685-1693.

佐々木勇人・武藤潤・長濱裕幸, 2015,摩擦不安定生に対する脱水効果－石膏を用いたアナログ実験的

研究－, 2015年地球惑星科学連合大会, S-CG60.

Wada, I., J. He, A. Hasegawa, and J. Nakajima, 2015, Mantle wedge flow pattern and thermal structure in

northeast Japan: Effects of oblique subduction and 3-D slab geometry, Earth Planet. Sri. Lets., 426,

76-88.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
地震波観測

　北海道東部の太平洋スラブ内地震の震源再決定を行い、先行研究で指摘されている三重深発地震面

の微細構造を明らかにする。東北地方下の太平洋スラブ内の P波減衰構造を推定し、スラブ内地震と

の関係を検討する。

室内実験

　高圧実験で高圧相転移・脱水に伴う生成物の組織と力学挙動を調べ、沈み込むスラブの力学特性を

明らかにする。

温度モデリング



　３次元マントル対流モデルから計算された温度構造を用いて水の分布を推定し、温度と水の分布が

地震活動域およびマグマ生成域とどのように関連しているか理解を深める。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東北大学（大谷栄治、松澤暢、日野亮太、鈴木昭夫、矢部康男、武藤潤、東龍介）

他機関との共同研究の有無：有

ミネソタ大学（和田育子）

東京工業大学（中島淳一）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東北大学大学院理学研究科

電話：022-225-1950

e-mail：zisin-yoti-aob@grp.tohoku.ac.jp

URL：http://www.aob.gp.tohoku.ac.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：東龍介 　

所属：大学院理学研究科附属地震・噴火予知研究観測センター

図１．2011年 7月のスラブ内横ずれ地震（Mw 7.0）について、共役な断層が同時に破壊した仮定のもとグリッド
サーチ法により推定された断層モデル（Kubota et al., 2015）。 (a)得られたモデルから計算される津波の初期波高
分布。青色が沈降域、赤色が隆起域を表す。(b)測線 A-A’ 、および (c)測線 B-B’における鉛直断面図。赤および
緑色の線が推定された断層の位置を表す。茶色の線は測線 A-A’に沿った 1枚の断層のみの破壊を仮定した際に得
られる断層モデル。2011年東北沖地震以前に推定された応力場の模式図（古賀ほか、2012）を図 bに示す。(d)グ
リッドサーチにより得られた断層モデルの上位 100解の断層パラメタのヒストグラム。断層モデルの推定の不確
定さを表す。(e)上位 100モデルにおける、断層の長さと幅の比。



図２．東北～北海道下の温度構造シミュレーション（Wada et al., 2015）。左：モデル領域（青枠内）および、右図
の温度構造鉛直断面の位置（赤線）。右：北海道下、千島－日本海溝会合部深部延長、東北地方下の温度構造。青

いコンターは３次元マントル対流を考慮したモデル。赤いコンター（実線および点線）はマントル対流を考慮し

ないモデル。



平成 27年度年次報告

課題番号：1202

（１）実施機関名：

東北大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

蔵王山周辺の総合観測

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(5)火山現象のモデル化

イ. 熱水系の卓越する火山

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　蔵王山周辺域において、稠密な地震及び電磁気観測、制御震源による地震波速度構造探査等を実施

し、火山体直下の詳細な地震波速度構造や減衰構造、比抵抗構造等を推定することにより地殻深部か

ら火山体浅部における流体分布を明らかにする。また、傾斜観測、GNSS観測、InSAR解析、重力観

測などにより、火山体変形の時空間的特徴を明らかにするとともに、火山性微動の解析などを通じて

火山性流体系の時間発展を検出する。休止期から活動期に入ったと考えられる同火山の活動の推移を

精確にモニターすることを通じてマグマ溜まりや火道などの物理的特性、また、その周辺の応力・ひ

ずみの時空間分布を明らかにする。

　有史以来の蔵王山の活動は、御釜火口における水蒸気爆発を主たる活動としているが、火口域近傍

まで観光客が容易に近づけることから、小規模な水蒸気爆発であっても被害が発生する可能性も高い。

また冬季の積雪も多いことから、過去にも融雪雪崩などの災害も引き起こしている。火山流体系の状

態を把握するとともに、その情報を行政・地元防災機関と共有し、有効な防災・減災対策に結びつけ

ることを目指す。



（７）本課題の５か年計画の概要：

　制御震源による地下構造探査実験（平成 27年度実施予定）や自然地震の観測により、山体及び周辺

域のマグマ供給系の構造を推定し、震源決定精度の向上などに資する基礎データの拡充を図るととも

に、火山体構造と山体及び周辺域で発生する地震や火山性微動（深部低周波微動・浅部低周波微動・

長周期地震）との関連を明らかにする。また、マグマ供給系近傍のメカニズム解（応力場）分布、地

震波干渉法（常時微動トモグラフィ法）、プレート境界地震や火山性地震の中に含まれる相似地震を利

用した実体波による解析を実施し、微動等の火山活動に関わるマグマ等の流体の圧力変化や移動等に

伴う構造や場の変化の有無に関する検討を行う。

　蔵王山は水蒸気爆発を活動の主体としており、火山浅部の熱水系を明らかにするため、AMT探査に

よる電気伝導度構造推定と全磁力観測を行う。一般に熱水系が卓越し水蒸気爆発を起こす火山では爆

発前の深部・広域の地盤変動に乏しい傾向がある。電気伝導度構造と全磁力観測を組み合わせること

で浅部での熱水だまりの形態や容量と熱変動の時間変化を把握することは災害予測と噴火準備過程把

握する上で重要な判断材料となる。測地観測では、平成 25年度に蔵王山馬の背に設置予定の傾斜観測

を継続し、御釜火口において水蒸気爆発等の火山噴火が発生した際に、その活動に伴う山体変形の基

礎的なデータを得る。また、簡単な圧力源モデルを用いて、噴火発生源の定量化を行う。また、GNSS

観測、InSAR解析、重力観測などにより、より広域の火山体変形の時空間的特徴を明らかにする。

　このようにして得られる結果から、火口流体系の構造および流体移動モデルを構築するとともに、

それらの情報を気象庁や地元防災機関などとの共有を行う。また、諏訪瀬島や阿蘇山における先行研

究のように噴火前兆現象として数分前からの地盤変動が観測される可能性があるため、このような観

測結果を即時的かつ有効な防災・減災対策に結びつける方策を各機関と検討する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
地震観測：蔵王山直下浅部において長周期地震が引き続き断続的に発生しており、その活動度は、深部

低周波地震の活動と時間遅れをともなって相関している可能性があることを示した (図１)。このよう

な活動は、火山深部から浅部への熱あるいは流体の移動を反映したものとも考えられる。一方で、こ

れまでに発生した長周期地震の卓越周期に明瞭な時間変化は見られず、浅部熱水系において顕著な温

度あるいは物性的な変化はないと解釈できる。

　今年度は、全国の大学と合同で人工地震構造探査を実施した。本探査は、屈折波解析による火山体

速度構造の推定及びファン・シューティング解析による熱水分布の推定といった火山活動の理解に必

要な基礎データ取得を目的としたものである（図２）。初期解析の結果から、蔵王山中央部において基

盤層の深さが数百m程度であること、火口湖御釜から噴気活動域にかけての領域直下に高減衰域が存

在することなどが判明した。今後さらに詳細に地下構造を明らかにすることで、火山性地震の震源決

定や火山活動推移予測等の信頼性向上を図り、火山災害軽減に資することが期待できる。

　稠密地震観測網のデータを用いてトモグラフィー解析を行った結果を図 4に示す。2011年以降に

発生している深さ約５ kmより浅い地震（青楕円中の点）は、10km以深に分布する地震波低速度域

（Vp/Vs < 1.7）の上に位置する。この低速度域及びその周囲の深さ 20～30km(Vp/Vs > 1.75)には深

部低周波地震（赤楕円中の点）が分布している。

GNSS観測：蔵王山周辺の GEONET観測点に加え、本課題遂行のために設置した GNSS観測点で得

られたデータを精密単独測位法で解析し、山体変形のモニタリングを実施している。2011年東北地方

太平洋沖地震の余効変動の影響を関数近似により除去した結果、2015年 1月から 5月までの地殻変動

において、御釜北東を中心とする放射状の水平変動及び隆起傾向が見られる（図 5）。球状圧力源を仮

定すると深さ約 5km、体積変化量は約 3× 106m3と推定された。2015年 4月 13日から 6月 16日まで

の期間は、火山性地震が多発したため噴火警報（火口周辺危険）が発表されていたが、この時期は上

記の山体膨張傾向が観測された期間に含まれる。なお、同年 6月以降のデータでは上記の傾向は見ら

れなかった。

地球電磁気観測：2014年 6月及び 10月に実施した繰り返し全磁力観測で得られたデータを用いてグ



リッドサーチにより単双極子モデルを推定した。その結果、消磁源が振り子沢付近の深さ約 1 km付近

に求められた。推定されたモデルに基づく計算によると、御釜を南北に挟む 2点に設置している連続

観測点が、全磁力変化のノーダルライン上にあることが分かった。実際に御釜北側の距離約 300mに

設置した観測点の全磁力連続データには顕著な変動が見られない。

重力観測：2015年 7月に蔵王山周辺 12点でハイブリッド重力観測を実施した。2014年の観測結果を

基準とする 1年間の重力変動を図 6に示す。御釜を中心に測定精度 10μGalを超える重力減少が認め

られた。

噴気温度・その他の観測：丸山沢噴気地熱地帯では、9月 3日の調査で噴気温度が最高で 99.2℃であ

ることが確認された。2014年の最高温度が 93℃前後であったことと比べると有意に高いが、2012、

2013年には 100℃を越える噴気があったため、必ずしも活発化を示すとは判断できない。10月 28日

の調査では、ごく小規模な土砂噴出の痕跡が確認されたが、9月 9日から 11日にかけての豪雨で土石

流が発生し、埋没した複数の噴気が一ヶ所に集中することで起こった可能性も考えられる。二箇所の

噴気地点の温度の連続観測記録を見ると、ともに 90℃ほどで推移しているが、1月頃と 5月から 7月

にかけて、2℃ほどの低下が起きていた。前者は微動発生、後者は地震活動の活発時期に一致するが、

関連性は不明である。噴気量は全体として増えつつあるように見える（図 7）。

　1939年、1966年の火山活動活発化で高温・高濃度の温泉湧出が起こった、濁川と振子沢の合流部

付近（旧新関温泉）では、9月 3日の調査で、複数個所からの温泉の再湧出が確認された。そのうち一

箇所で測定された温度、ph、電気伝導度を 9月 3日と 10月 28日で比べると、32.1℃→ 34.1℃、2.3

→ 2.0、0.126 S/m→ 0.789 S/mと変化し、温度と溶存物質濃度がともに上昇していることを示唆して

いる。1967年 10月の測定値（77℃、0.3、5 S/m以上：志田，1968）に比べると低いが、過去の活動

と同様の経緯を辿りつつある可能性が考えられる。

　御釜およびカモシカ温泉周辺域（丸山沢ほか）において、地表調査、水質調査（温度、pH、溶存成

分、ヨウ素 129他）を行った。御釜については、水深の測深を実施した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
・観測網を維持し火山性流体移動プロセスのモデル等に必要なデータの蓄積を進めるとともに、人工

地震構造探査のデータ解析をさらに進め、火山体構造・熱水系の詳細を明らかにする。

・推定された単双極子モデルでは、データ適合が不十分であり改善が必要である。より複雑な形状と

して回転楕円体モデルによる熱消磁解析を進めるとともに、熱消磁源を含む領域において繰り返し測

量や空中磁気測量等の観測の拡充を行い、次の噴火の火口位置推定の精度を高めことにより災害軽減

に貢献する。

・GNSS観測を継続し、地形効果を考慮した逆解析により圧力源モデルを改良する。また、蔵王山周

辺においてハイブリッド重力観測を継続する。

・御釜及び丸山沢噴気地熱地帯において、温度観測、湧水採取とその化学組成分析等、目視での活動

度評価を、旧新関温泉では湧出箇所の増減確認、温度・ph・電気伝導度の測定と湧水採取を行う。こ

れらに加え、新たに丸山沢噴気地熱地帯でのタイムラプス写真撮影と、御釜湖底での温度連続観測を

計画している。また、火山監視ロボット等を使ったリモートでの観測方法も合わせて検討したい。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
三浦哲，西村太志，山本希，岡田知己，太田雄策，

内田直希，市來雅啓，土屋範芳，後藤章夫

他機関との共同研究の有無：有

東京大学地震研究所：大久保修平，今西祐一，田中愛幸

東京工業大学：小川康雄，神田径，中島淳一



（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東北大学大学院理学研究科地震・噴火予知研究観測センター

電話：022-225-1950

e-mail：zisin-yoti-aob@grp.tohoku.ac.jp

URL：http://www.aob.gp.tohoku.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：三浦哲 　

所属：東北大学大学院理学研究科地震・噴火予知研究観測センター

図 1．蔵王山における長周期地震・深部低周波地震の活動推移

図 2．蔵王山人工地震構造探査の発破・測線配置

図 3．蔵王山人工地震構造探査の東西測線観測波形例



図 4．トモグラフィー解析による蔵王山直下の地震波速度構造

図 5． 2015年 1月～5月までの 5ヶ月間の変位分布．黒の矢印及び縦棒が観測値を示す．赤丸は，非線型逆解析に
より推定された球状圧力源の位置を示す．深さと体積変化量は，それぞれ 5.5 km，2.8× 106m3と推定された．白
の矢印及び縦棒は推定された球状圧力源による計算値を示す．

図 6．2014～2015年の 1年間の重力変動．図中の赤星印は絶対重力点（1点），菱形は相対重力点（11点）を示す．

図 7. 丸山沢噴気地熱地帯周辺の地表調査写真．



図 8．蔵王山火口湖（御釜）の水温，pH，電気伝導度の深さプロファイル



平成 27年度年次報告

課題番号：1203

（１）実施機関名：

東北大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

地殻応答による断層への応力載荷過程の解明と予測

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　本研究では、観測から求められている東北日本弧の弾性・非弾性構造を、実験的アプローチと連携

してより物性的不均質にまで踏み込んで明らかにし、その中で進行する変形過程を観測・シミュレー

ションの両面から明らかにすることで、内陸地震断層域への応力載荷プロセスの理解を深める。

　2011年東北地方太平洋沖地震の後、大きな余効変動が捉えられており、これは余効滑りと粘性緩和

の両方の影響が入っている。この粘性緩和の影響を分離して推定できれば、粘性係数の分布が推定で

き、地震波トモグラフィの結果とあわせてレオロジー構造を構築することができる。このレオロジー

構造を用いてシミュレーションすることにより、どこにどのように応力・歪が集中するのかを推定し、

これと実際の地震活動・測地データと比較することにより、モデルの検証・改良を行うことができる。

低粘性の領域が推定された場合、その原因としては、温度・流体量・岩石組成等の違いが考えられる。



電磁気学的知見と地質学的知見も総合することによって得られた不均質構造の生成原因の推定も行う

ことができると期待される。

　本課題では、上記のような観点から、2011年東北地方太平洋沖地震後の余効変動・余震活動を調べ、

さらに詳細な地震波速度・比抵抗の３次元構造を推定し、これらを比較することにより、東北日本弧

のレオロジー構造を構築し、数値シミュレーションによってモデルの検証・改良を行う。さらに地殻

流体と地震活動の移動との関係を明らかにする。

　得られた構造に基づきシミュレーションによって推定された応力・歪の時空間変化と、地震・火山

活動の時空間変化との比較を通じて、今後の内陸地震や火山噴火の発生ポテンシャルの評価に資する

ことを本研究の目的とする。

（７）本課題の５か年計画の概要：

地震観測

・2011年東北地方太平洋沖地震の余震・誘発地震活動を把握するために設置された臨時・地震観測点

およびそれ以外の臨時観測点を再編成して地震観測を継続（H26～30年度）。

・いわき地域～猪苗代湖南部（H26～27年度）と猪苗代湖南部～新潟県三条市（H28～29年度）の測

線において、それぞれ 60点の臨時地震リニアアレイ観測を実施。

・これらの結果に基づき東北日本弧の上部地殻～最上部マントルにかけての地震波速度・減衰・異方

性構造、詳細な震源分布を推定（H26～30年度）。

・微小地震クラスター内の震源移動の検出、繰り返し地震のコーダ波解析、波形干渉法解析等を通し

て、地殻流体に関わる地震発生場の時間変化の検出を試行（H26～30年度）。

・応力テンソルインバージョンにより、応力の時空間変化を推定（H26～30年度）。

測地観測

・2011年東北地方太平洋沖地震の余効変動を把握するために設置された臨時GNSS観測点およびそれ

以外の臨時観測点を再編成して GNSS観測を継続（H26～30年度）。

・東北地方と北海道太平洋岸において、ハイブリッド重力観測を実施（H26～30年度）。

・以上の測地観測から、変形場や応力場の時空間発展を詳細に解明（H26～30年度）。

電磁気観測

・いわき誘発地震域～中越地震震源域に至る領域で、広帯域ＭＴ法観測を実施するためのサイトサー

ベイを実施（H26年度）したのち、MT法観測を順次実施（H27～29年度）。

・既存のデータと上記の観測結果により東北地方の広域の３次元比抵抗構造を推定（H26～30年度）。

レオロジーモデリング

・粘性構造推定のため、岩石変形機構を明らかにする実験的研究を実施（H26～30年度）。

・内陸の粘弾塑性応答のシミュレーションコードを開発（H26～27年度）。

・地震学・測地学・電磁気学的知見と物質科学的知見や素過程の実験的研究を融合することにより、岩

質・温度・流体量等の分布を推定し、地殻・マントルのレオロジーモデルを構築（H28～29年度）。

・プレート境界面上の滑りの時空間変化を境界条件として与え、上記のレオロジーモデルを用いた、余

効変動の数値シミュレーションを実施し、実際の歪分布や応力テンソルインバージョンの結果と比較

することにより、モデルを改良（H29～30年度）。

・北茨城/いわき地方の地震活動の時空間発展が説明可能な震源域スケールでのレオロジー構造を推定

し、いわき内陸地震の発生過程を説明するモデルを構築（H30年度）。

・東北地方太平洋沖地震発生時及び発生後の活断層や活火山の周辺の歪・応力変化をシミュレーショ

ンによって再現し、さらに、その外挿として、今後の歪・応力分布を推定することにより、内陸地震

や火山噴火の発生ポテンシャルを検討（H30年度）。

（８）平成 27年度の成果の概要：
地震観測



　2011年東北地方太平洋沖地震（以下「東北沖地震」と呼ぶ）の後に地震活動・火山活動の活発化が

観測された宮城・福島県境付近の地殻内地震波速度構造を推定した（図１）。地殻上部において、長

町・利府線断層帯～福島盆地西縁断層帯の上盤側（北西側）は低速度域となっているが、宮城・福島県

境付近では高速度となっている。このことは福島盆地西縁断層帯の非連続性を示唆しているが、この

断層で大地震が発生した場合には、この高速度域が大すべり域となる可能性を示している。一方、地

殻中下部においては、宮城県の火山（蔵王・船形）と福島県の火山（吾妻・安達太良・磐梯）の下に

低速度域が分布する。この低速度域は宮城県側と福島県側に分かれて広く分布し、浅部に行くにした

がってそれぞれの火山に向かって分岐していき、長町・利府線断層帯と福島盆地西縁断層帯の境目で

高速度となっているように見える。このことは両断層帯がここで切れていることの原因となっている

可能性が考えられる。東北沖地震後に地震活動が見られている、宮城県中部や山形・福島県境付近で

は震源域およびその深部に地震波速度低速度域が存在しており、それらの地震活動への地殻流体の関

与を示唆している。

　2011年（平成 23年）4月 11日に発生した福島県浜通り地震の震源域での稠密地震観測網（約 60点

から構成）の維持を継続するとともに、2011年 7月から 2014年 6月までに発生した地震の震源再決

定を行った。連続波形記録から自動震源処理により地震を検出し、初期震源を決定した。その後、近

接イベント間の相対走時差データを自動読み取り値と波形相関法から抽出し、両者を用いて DD法に

より震源再決定を実施した。その結果、約 208,000個の高精度な震源が決定された（図２）。地震は大

小様々なクラスターに分かれて分布し、多くの場合、傾斜角約 45度の面状分布を呈する。断層の長さ

は、最短なものが約 500m、一方、最長は約 10 ?にも及び、桁で変化する。本震源域の中央部付近で

は、1枚の薄い断層面が良く発達しているが、北部や南部では、共役構造や折れ曲がり構造が多数見

られ、領域によって断層の分布が複雑に変わる。このように、本震源域では小断層と大断層の両者が

動くことで歪みを解放していると考えられる。

　福島県浜通り地震の震源域のいわき市から猪苗代湖にかけての 50点の観測点で地震観測を継続し，

データを取得した。そのデータの一部を用いてレシーバ関数解析を行い，この地域のモホ面の形状を

把握することができた。また，来年度以降に，猪苗代湖から新潟平野にかけての観測点の移設を予定

しており，その候補地の調査と許認可作業を進めた。

　

測地観測

　東北沖地震発生直後 9時間の GNSSデータのキネマティック精密単独測位を行って歪分布を調べた。

得られた座標値時系列について主成分分析を行った結果、第１、３、４成分が余効変動を反映してい

ると判断されたため、同成分のみを用いて計算した面積歪と主歪を図３ aに示す。岩手県太平洋側の

大きな伸張歪は本震直後の余効滑りの影響と考えられるが、それ以外にも脊梁山地沿いや日本海側に

も伸張歪が局在しており、Nakajima et al.(2001)による深さ 10 kmの P波低速度域との対応が見られ

る。さらに余効滑りの影響が支配的と考えられる第 1成分を除き、第３、４成分のみで計算した面積

歪分布を図３ bに示す。Ozawa and Fujita (2013)は、火山周辺域において地震時に局所的な沈降域を見

出し、それが火山直下の低弾性率媒質によるとした。沈降域の極大域と図中の短波長の膨張歪分布が

相補的な位置関係にあることが明らかとなった。

　2015年 5～6月に、東北全域及び北海道の太平洋岸の約 60点でハイブリッド重力観測を実施した。

1年間の重力変動を 2013～2014年と、2014～2015年の２つの期間について図４で示す。図中の赤四

角は絶対重力点（10点）、黒丸は相対重力点（約 50点）、赤の等値線は、Iinuma et al.(2012)による東

北沖地震時のすべり量（10, 30, 50, 70m）コンターを表す。測定精度 10マイクロガルを越える重力減

少が、牡鹿半島先端で認められる。ただし、2014～2015年の 1年間で減少域は大きく縮小し、それを

埋めるように重力増加域が徐々に進出しつつある。増加傾向は、関東地方の絶対重力観測点（筑波山、

東京）でも見られている。実際、2011年 4月以降 2014年 5月までの 3年間、8～20マイクロガルの有

意な重力減少が続いていたのが、2015年 5月には変化が下げ止まり乃至増加に転じつつある。これら

は、粘弾性効果が徐々に顕著になりつつあることを示していると考えられる。



電磁気観測

　岩手,秋田南部と山形,宮城全域における長周期MT観測により、最上部マントルから下部地殻の大

枠を捉え、特に下部地殻の低比抵抗異常が顕著な宮城県北部地震、岩手宮城内陸地震付近では詳細な

3次元地殻比抵抗構造を推定した。最上部マントルでは奥羽脊梁下に低比抵抗体が南北に縦断してい

たものが、下部地殻で分岐し月山付近と鳴子・宮城県北部付近に枝分かれする低比抵抗体が見られた

（図５）。これらは流体の分布を示していると推察され、地殻内応力分布に影響を与えていると考えら

れる。地殻構造探査では、1962, 2003年宮城県北部震源域において昨年度の 12点から 54観測点に大

幅にデータを増強した。その結果、深度 5km以深で 1962震源域に向かう西下がりの低比抵抗異常が

検出され,その延長上の高比抵抗域で余震が発生していることがわかった。2003年宮城県北部震源域

周辺にも孤立した低比抵抗体を検出した。岩手宮城内陸地震 (M 7.2)震源域周辺では 110観測点のMT

データを解析し、余震は高比抵抗の領域で多く発生していることが分かった。高比抵抗領域が脆性領

域と対応しているためであると考えられる.低比抵抗領域はこの地域に存在するカルデラ分布とよく対

応する.特に,栗駒山下の火山性流体と考えられる低比抵抗領域から震源域に向かって伸びている低比

抵抗領域が見つかり、余震もこの低比抵抗領域を避けるように発生している.この流体が地震発生をト

リガーしたものと考えられる.Iinuma et al, (2009)による本震のコサイスミック滑り域は高比抵抗領域

と一致しており,ドライなアスペリティーと考えられる.ポストサイスミック滑りの分布は,流体が存在

すると考えられる低比抵抗領域と、流体が存在しないと思われる高比抵抗領域のそれぞれに分布して

いた.Iinuma et al, (2009)ではポストサイスミック滑りは、流体によって引き起こされる場合と、応力

場の変化によって引き起こされる場合があることが指摘されており、低比抵抗領域と高比抵抗領域で

のポストサイスミック滑りの原因は、流体によるものと応力場変化によるものをそれぞれ反映してい

るのかもしれない。

　新潟県阿賀野市から福島県鮫川村に至る約 150kmの測線上の 15点で、2015年 11月の 1か月間広帯

域MT観測を実施した。特に会津地方を中心に分布する原因不明の広域的なノイズなどにより、1～数

十秒に至る帯域での応答関数のばらつきが大きく、品質が十分でない。霧島硫黄山で実施している広

帯域MT連続観測データによるファーリモート解析を実施する等、応答関数推定の改善を図っている。

　森吉山を通る秋田県を東西に横切る断面での広帯域MTおよび AMTデータをコンパイルし ,第 3の

島弧横断測線での 2次元ジョイント比抵抗構造解析を行った.東北沖地震後に活発化した森吉山直下の

微小地震クラスターは深さ 15 km迄に存在し、その真下 15 km～30 kmに明瞭な低比抵抗体が確認で

きる。地震観測でも示唆されている地殻深部に存在する流体が東北沖地震以後、上部地殻内のそれほ

ど流体の多くなかった領域に流入したことにより上部地殻のやや高比抵抗域で発生していることが本

測線でも示唆された。

レオロジーモデリング

　Iinuma et al. (2015)による余効変動観測データのうち、東北沖地震本震すべりの最大域を通る測線

近傍のデータについて、2次元 FEMで粘弾性緩和解析を行った。海底の西向きの水平変位を粘弾性緩

和で説明し、さらに陸域の東向き変位を過大評価しないという拘束条件のもと、2次元 FEMで、観測

を説明するようなレオロジーモデルを構築した（図６）。鳴子カルデラ付近に東西幅 10 km、上端深さ

10 kmの領域に粘性 3x1018 Pas程度の低粘性領域を仮定とすると、この付近で観測されている局所的

な沈降を再現できる。低粘性領域の形状は、鳴子周辺の稠密地震観測（Okada et al., 2014）や MT観

測（Ogawa et al., 2014）から見られる鳴子火山直下に垂直に存在する速度・比抵抗異常帯の形状とも

一致し、鳴子火山の火道に存在するマグマなどの低粘性物質を見ている可能性がある。これらを含む

レオロジーモデルで粘弾性緩和による地表変位を計算し、インバージョンにより余効すべりを推定し

た。本震のすべり域では逆断層のすべりが生じていないことが推定され、一方、その深部延長で 0.5m

程度の余効すべりが発生していることが示されており、小繰り返し地震による余効すべり分布の推定

結果（Uchida and Matsuzawa, 2013）とも調和的に見える。全体的に残差が小さいため、局所的な不均

質や岩石レオロジーに基づくような粘性の深さ依存性などを入れることで水平・垂直変動を矛盾なく

説明できると考えられる。



　東北地方火山フロント周辺では、東北沖地震後の余効変動において、図 7ｃに示す短縮歪が生じて

いる（Miura et al., 2014)。このような歪異常を、不均質な粘性構造を考慮した有限要素法によるモデ

ル化により再現を試みた。すべり分布は初期の余効すべりも考慮して、図 7aに示すように広域に与

え、1年後から 2年後における面積歪の計算を行った（図 7b)。火山地帯で地殻深部における粘性係数

が小さくなっている領域に対応して、歪異常が生じている。本結果は、Miura et al. (2014)により観測

されている結果と調和的である。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Aizawa, K., H. Sumino, M. Uyeshima, Y. Yamaya, H. Hase, H. Takahashi, M. Takahashi, K. Kazahaya,

M. Ohno, T. Rung-Arunwan, and Y. Ogawa, 2016, Gas pathways and remotely triggered earthquakes

beneath Mount Fuji, Japan, Geology, doi:10.1130/G37313.1.

Delorey, A.A., K. Chao, K. Obara, and P.A. Johnson, 2015, Cascading elastic perturbation in Japan due

to the 2012 Mw 8.6 Indian Ocean earthquake, Science Advances, Vol. 1, no. 9, e1500468, doi:

10.1126/sciadv.1500468.

平田雄一朗, 2015,キネマティック GNSSデータによる 2011年東北地方太平洋沖地震直後の余効変動

に関する研究,東北大学修士論文, 146pp.

Ichiki, M., Y. Ogawa, T. Kaida, T. Koyama, M. Uyeshima, T. Demachi, S. Hirahara, Y. Honkura, W. Kanda,

T. Kono, M. Matsushima, T. Nakayama, S. Suzuki, and H. Toh, 2015, Electrical image of subduction

zone beneath northeastern Japan, J. Geophys. Res. Solid Earth, 120, doi:10.1002/2015JB012028.

岡田知己・山本希・市來雅啓・三浦哲・松澤暢・長谷川昭・吉田圭佑・東北地方太平洋沖地震合同余

震観測グループ，2015，東北地方中南部の地震波速度構造と地震活動，2015年日本地震学会秋季

大会，S06-12．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
地震観測

　秋田県と山形県・福島県に設置した科研費新学術領域「地殻ダイナミクス」による臨時地震観測点，

および 2011年福島県浜通り地震の震源域における稠密地震観測網を維持し，これまでの臨時観測デー

タと用いて、地震活動の時空間発展や震源域内の不均質構造・応力場等の推定を行う。いわき市から

猪苗代湖にかけて設置した 50点の観測点の、猪苗代湖から新潟平野にかけてへの移設を始める。

測地観測

　臨時 GNSS観測を継続し、東北沖地震の余効変動に対する応答を詳細に把握する。東北全域及び北

海道の太平洋岸の約 60点でハイブリッド重力観測を継続し、３次元粘弾性モデリングにより、重力変

動の結果の説明を試みる。

電磁気観測

　秋田-岩手と宮城-山形の測線については南北に幅を持った 3次元比抵抗構造モデルを提出する。新

潟から福島にかけての測線では平成 27年度に観測したデータの解析を継続する。また平成 27年に実

施した測線の北側で平成 27年度と同規模の 15点からなる観測を実施し、2測線のデータから初期的

な 3次元構造を推定する。得られた構造と地震学的構造との相関を調べることから、地下の流体分布

推定の精密化を図る。

レオロジーモデリング

　不均質レオロジーの効果を解明するため、観測量（地震波減衰、電気伝導度など）や沈み込み帯モ

デリング結果を組み込んだ不均質レオロジーモデルを構築し、観測量との比較を行う。また、不均質

レオロジーを考慮し、バックスリップを与えることで東北沖地震前のおよそ 100年間にわたる変形過

程（歪、上下動）をモデル化する。観測事実と比較することで、固着域や固着率を推定する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：



東北大学：岡田知己・太田雄策・三浦哲・市來雅啓・矢部康男・内田直希・松澤暢・高木涼太・武藤

潤・趙大鵬・豊国源知・山本希・遠田晋次・他計約 20名。

他機関との共同研究の有無：有

東京大学地震研究所：岩崎貴哉・平田直・小原一成・上嶋誠・飯高隆・酒井慎一・平賀岳彦・蔵下英

司・五十嵐俊博・福田淳一・小河勉・大久保修平・今西祐一・田中愛幸・他計約 20名。

・地震観測は北海道大学（勝俣啓・高橋浩晃）、弘前大学（小菅正裕・渡邉和俊）、名古屋大学（山

中佳子・加藤愛太郎）、京都大学防災研究所（片尾浩、・飯尾能久）、九州大学（松島健・松本聡）、

鹿児島大学（宮町宏樹・後藤和彦）,防災科学技術研究所（武田哲也・浅野陽一）をはじめとした全

国連携の共同研究。

・GPS観測も山形大学（大園真子）をはじめとした全国連携の共同研究。

・重力観測は北海道大学（大島弘光）との共同研究。

・電磁気観測は秋田大学（坂中伸也）・東京工業大学（小川康雄）との共同研究。

・シミュレーションについては、建築研究所（芝崎文一郎）との共同研究。
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図１．地震波トモグラフィによって推定された宮城・福島県境付近の地殻内 S波速度構造．



図２．臨時観測のデータと DD法によって推定された 2011年福島県浜通り地震震源域付近の震源分布．



図３．東北沖地震発生直後 9時間の歪分布（平田，2015）。 (a)余効変動を反映していると考えられる第１、３、
４成分のみを用いて計算した面積歪と主歪の分布。 (b)余効滑りの影響が支配的と考えられる第 1成分を除き、第
３、４成分のみで計算した面積歪分布。



図４．ハイブリッド重力観測によって推定された 1年間の重力変動。
左図：2013年 5/6月-2014年 5/6月。右図：2014年 5/6月-2015年 5/6月。



図５．MT観測によって推定された東北地方の地殻・上部マントルの比抵抗構造。



図６．本研究で推定した二次元粘弾性構造モデル。

(a)最適モデル。(b)火山直下の低粘性領域が狭いモデル（東西の低粘性領域幅 10km）。(c)火山直下の低粘性領域
が広いモデル（低粘性領域幅 30 km）。(a)の白枠は (b)、(c)の領域を示す。

図７．東北沖地震後の内陸の歪異常のモデル化。

(a)仮定した断層すべり分布。深さ 0-30kmでは 40m、30-50kmでは 40ｍから 0mに線形に減少させている。ここ
では地震時すべりのみならず余効すべりも考慮して広域にすべりを与えている。(b)モデルによって計算された、
本震から１年後から 2年後にかけての面積歪。(c)観測された、2012年の面積歪（Miura et al., 2014）。



平成 27年度年次報告

課題番号：1204

（１）実施機関名：

東北大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震断層すべり物理モデルの構築

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(4)地震現象のモデル化

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　地震は、断層にかかっている応力が脆性破壊強度を上回った時に発生する。このような破壊現象で

ある地震の発生を予測するためには、不均質性に起因する応力集中や流体等に起因する破壊強度の低

下の状況を正確に理解しておかなければならない。本課題では、このような観点から、断層面や地殻

微細構造の不均質性および流体の存在が地震の発生や規模、破壊過程の複雑性に及ぼす物理化学的影

響について、野外観察、構造探査、自然地震観測、誘発地震観測、実験、シミュレーション等から明

らかにすることを目的とする。

（７）本課題の５か年計画の概要：

地震観測

　東北地方の臨時観測網の再編成を行い（H26年度）、観測を継続する。ただし、観測点の移設・継続

は、「地殻応答による断層への応力載荷過程の解明と予測」の課題にて実施することにより、経費の節

減と観測データの有効利用を図る。地震活動域の拡大速度が流体の拡散で説明できるかどうかを検証

し、また、メカニズム解データなどから得られる応力場の時空間変化から、背景となる絶対応力場と

間隙流体圧の時空間変化を推定する（H26～30年度）。さらに、震源域の構造を詳細に推定するととも

に、地震波干渉法や相似地震等を利用して、流体の移動に関わる構造の変化の検出を試みる（H26～

30年度）。



電磁気観測

　過去に行われた電磁気観測のデータを解析することにより、臨時地震観測網によって詳細な震源分

布が得られている地域での三次元比抵抗構造を推定し、地震活動域における比抵抗構造の特徴を抽出

する（H26～30年度）

岩石の変形特性に及ぼす高間激水・フュガシティの効果

　内圧式岩石―水反応実験装置を用いて、地震発生帯の環境下での断層面の透水性と反応性を明らか

にし、すべり挙動実験とフィールド観察を通じて検証を進める。特に、高間隙水圧下での破壊のパター

ンと透水特性との関係を明らかにし、地震発生帯での透水特性を調べる（H26～29年度）。また、固体

圧変形試験機を用いて、地殻－上部マントル条件での岩石の流動強度に及ぼす水の効果を明らかにす

る（H26～29年度）。封圧を変化させることで、水のフュガシティを変化させ塑性流動強度に及ぼす水

の効果を定量化する（H27～30年度）。

CT観察による地殻流体の実態の把握
　深部地殻・最上部マントルからもたらされた捕獲岩中に間隙流体が存在していた空隙の形態を探る

ために、捕獲岩のＸ線ＣＴ撮影と画像解析を進める。減圧時に生じるクラックを正確かつ効率的に分

離するための画像処理方法の改良を行い、流体の体積分率（空隙率）・連結度・形状を定量化する（H26

～27年度）。さらに、得られた結果を用いて、地下での弾性波速度と電気比抵抗を計算する（H27年

度）。Ｘ線ＣＴ撮影を行った試料の研磨断面を作成し、電子線後方散乱回折法（EBSD）によって結晶

定向配列を定量的に測定し、岩石の変形と流体分布との関係を明らかにする（H28～29年度）。流体の

連結度に敏感な電気比抵抗分布と応力場とを比較し、実験から得られた岩石の変形と流体分布との関

係がマクロスケールに影響しているかどうかを検証する（H29～30年度）。

地震発生帯における地殻流体の熱力学情報の精密化と実フィールドでの検証

　地震発生帯の温度圧力環境における岩石－水反応の熱力学データベースの改良と地熱流体の状態方

程式の精密化、岩石－水反応に大きな影響を及ぼす誘電率に関する岩石実験とその定式化を行い、そ

れらを組込んだ水－岩石相互作用シミュレータを作成する（H26～29年度）。これを用いて水－岩石相

互作用による間隙水圧の上昇をシミュレートし、その結果と実フィールドでの地質学的観測結果との

整合性についての検討を進める（H27～30年度）。

地熱流体と内陸地熱誘発地震

　地熱地帯の注水井を模した装置を用いて、地下の岩石中の流体の移動と破壊を同時に計測すること

により、地熱地帯における誘発地震発生のモデル化を行う（H26～30年度）。さらに、実際の地熱地帯

において地震観測データを用いて、注水状況と地震活動の時空間変化について比較検討する（H26～

30年度）

断層面の不均質性と内陸地震の多様性の起源

　断層長さの広いスケール領域でエネルギー解放率と各階層のジョグの破壊エネルギーは等しいと期

待されるが、この様な破壊エネルギーの実測値はほとんどないことから、これらを充実化させるため

の実験を行う（H26～29年度）。また断層運動は散逸系なので断層帯の不均質性は進化することになる

ため、様々なスケールの観察を通じて、この断層の不均質性の進化の過程と内陸地震の多様性の起源

についてモデルを構築する（H27～30年度）。

地震断層すべり物理モデルの構築

　観測から得られた結果から、断層や地震活動域と流体の存在域との位置関係関係を把握し、実験結

果に基づき、岩石の非弾性変形に起因する断層への応力集中機構をモデル化する。また、CTスキャン

から得られた流体の流路の情報と水－岩石相互作用シミュレータにより高間隙水圧の生成をモデル化

し、地熱地帯の誘発地震に関する実験・観測からそのモデルの妥当性を検証する。さらに、断層面の

不均質性や強度について、進化の過程と流体の影響という観点からモデル化し、地震発生と流体との

関係や地震の多様性の根本原因を解明することを目指す（H29～30年度）。

（８）平成 27年度の成果の概要：



地震観測

　常時微動トモグラフィ法により、鳴子火山・鬼首カルデラ付近の S波浅部構造を推定した（図１；

Tamura and Okada, 2016）。推定された地震波速度低速度域およびその周囲には地震活動や地震波反射

面（図中太線）が分布しており、マグマから分離した高圧流体により、形成されたシルが地震波反射

面として見られるとともに、地震活動を促進している可能性が考えられる。

電磁気観測

　分子動力学（MD）シミュレーションによって、塩水（NaCl aq）の高温高圧高濃度での電気伝導度

の定量的な振る舞いを明らかにした（図 2；Sakuma and Ichiki, 2016b）。実験データが存在しない高温

高圧下での塩水の電気伝導度が MDシミュレーションから求められたことにより、地殻の地震発生域

や断層帯の電気伝導度構造と今回のMDシミュレーション結果を比較することで、断層帯や地震発生

域にどの程度の流体が存在するかを定量的に議論する足掛かりとなると期待される。

岩石の変形特性に及ぼす高間激水・フュガシティの効果

　昨年度に引き続き、メルトを含まない斜長石（合成アノーサイト：灰長石、地震研 　平賀・小泉氏か

らの提供）多結晶体を使用し、含水条件下での変形実験を行った。昨年度のせん断変形実験では、強

度の低下とともに著しい歪局所化が認められたので、今年からは幾何学的に簡単な軸圧縮実験を行っ

た。高密度合成多結晶体をディスク状に整形し、水を試料重さに対して、0.5wt％滴下して実験を行っ

た。強度を左右する（構成則は次スライド）水のフュガシティは圧力（と温度）の関数であるため、封

圧 0.8-1.1GPa,温度 900℃,歪速度 10−5 s−1で実験を行った。応力－歪曲線（図３ a）から、dry試料

（赤点線）に比べて、wet試料（青線）は顕著な弱化を示す。また同一試料でひずみ速度を変えた実験

（Wet 1GPaの最も軸歪量の多い実験）では、同一条件にも関わらず変形量または変形時間が多いほど

強度が低下した。一定歪速度（10−5 s−1)では、ばらつきが大きいが、強度は封圧（フュガシティ）と

共に下がるように見える（図３ b）。ここでは与えた 0.5wt％の水により実験条件で試料中が水で飽和

していると仮定して、水のフュガシティを計算している。本試料の変形機構は拡散クリープ・転位ク

リープのどちらが卓越するかはまだ不明だが、どちらであっても構成則（黒実線）は本実験条件では

圧力硬化を予測する。一方、実験結果はいずれの構成則より低い強度を示す。また同一条件でも変形

量（時間）の増加とともに強度が低下することも観察された。

　図３ bで見られた封圧（フュガシティ）‐強度の関係は、構成則における封圧項とフュガシティ項の

関係によって決まる。封圧項は圧力の増加とともに、物質が熱活性で移動しにくくなることを示し、

フュガシティ項はフュガシティの増加とともに物質が移動しやすくなることを示す。おそらくこの 2

項のバランスで、封圧‐強度の関係は決まるが、本実験条件では、フュガシティが理想気体の圧力よ

り大きく逸脱し増加する。ちなみに既存のガス圧試験機を使った実験では、フュガシティがそれほど

大きくないため、レオロジー的にはあまり効かない領域を見ていると考えられる。本実験では封圧の

増加とともに強度が下がること（図 3b）から、構成則のフュガシティ項による軟化が封圧項による硬

化を上回っている可能性を示唆する。

　また一方で同一歪速度条件での比較では、実験時間とともに強度が低下することも見られた。これ

らは異なる封圧での結果も含むが、一定封圧で行われた結果からも、全く同一条件であっても実験時

間（変形量）が増加するにつれ強度が低下する可能性が示唆される。水と塑性強度の関係は、水が鉱

物中に拡散することで、塑性変形を左右する点欠陥の濃度が増加し、塑性変形が促進すると考えられ

ている（例えば、Mei and Kohlstedt, 2000や Karato and Jung, 2003など）が、本結果は、実験条件下に

おいて、斜長石中への水の拡散は平衡状態に至っていない可能性を示唆する。つまり高圧下では斜長

石多結晶体中に水はもっと溶け込む可能性がある。

CT観察による地殻流体の実態の把握
　弾性波速度から東北日本の下部地殻の流体量を見積もるためには、基準となる無水での正確な速度

が必要となる。そこで、一の目潟産の苦鉄質捕獲岩（下部地殻由来）１０９個を岩型分類し、全岩型か

ら２８試料を選択して構成鉱物比を決定した。岩石学的に推定される地温勾配に沿って、0.4, 0.6, 0.8

GPaでの Vp, Vsを Hacker and Abers (2004)に基づき計算した結果を示す。岩型により、Vpで 0.25-0.3



　km/s, Vsで 0.4 km/s程度の幅を持つ（図４）。一方、弾性波速度は、主に輝石と角閃石の量比、つ

まり輝石と水またはメルトが反応して角閃石を生じる反応の程度により支配されており、広域での系

統的変化がなければ、トモグラフィの空間分解能では、岩型による弾性波速度のバラツキは平均化さ

れ、不確定性は小さくなる（＜～0.2 km/s）と推察される。

地震発生帯における地殻流体の熱力学情報の精密化と実フィールドでの検証

　岩石中の炭質物の空中反射率（Ra）に基づく断層温度計を開発した。この温度計では温度 (T)は T

(℃) = 5800 Ra - 93で求められる（図５ a）。この温度計は、数秒～数百秒間の被熱に対応可能で、炭質

物の熟成の程度や被熱の T-t経路に依存せず、最高被熱温度のみに依存する。Sakaguchi et al.（2011）

により報告された IODP NanTro SEIZEのコア中のメガスプレー断層とプレート境界断層の炭質物にこ

の温度計を適用した結果、これらの断層ではそれぞれ 350℃と 310℃の温度に到達したことが示され

た（図５ b）。また、久礼メランジュ中のシュードタキライト近傍の炭質物への適用により、シュード

タキライトメルトの注入は１秒以下の短時間であったと推定された。

　チリ北部 Atacama断層系 Bolfin断層南端の、方解石と石英で充填された裂かとその周りの熱水変質

の解析により、裂か先端の進展方向は北北西であり、その裂か中を浸透した流体の移動方向の側方成

分もまた同方向であったことを明らかにした。変質鉱物組成と流体包有物の解析から、裂か中を浸透

した流体は CaCl2を主とする塩水であり、その温度は 330℃程度で流体圧は 69 MPa程度と見積られ

た。この条件で浸透流体が 340℃から 330℃に温度低下した場合に、裂かを方解石と石英で充填する

ために必要な流体量をシミュレートした結果、1 Lの裂かスペースの充填には 86 kgの流体が必要であ

ることが示された。従って、Bolfin断層中軸部に向けて、膨大な量の流体が移動したことになる。

地熱流体と内陸地熱誘発地震

　東北地方のカルデラ分布と地震震源情報ならびに重力探査データをコンパイルし、カルデラ内部で

の流体移動を意味していると考えられる震源の移動をとらえた。一方，重力データからカルデラ内の

隆起帯と陥没帯を識別でき、これと地震震源データおよび MT探査データとをカップリングすること

により、内陸地震の発生箇所とカルデラ内地形および、メルト上昇域、流体の移動経路との関係を明

らかにすることができた。

断層面の不均質性と内陸地震の多様性の起源

　封圧下での断層成長実験（Otsuki and Dilov, 2005）によれば、断層帯の形態は階層的に自己相似で、

自己相似性を保って進化する。すなわち、図６のように、１、２、３・・・と成長し（小進化）、つい

には元の１と相似だが階層ランクがひとつ上の４に至る（大進化）。

　断層トレースとすべり分布が良く調べられている世界の純粋な横ずれ地表地震断層 21個の形態は、

図６のいずれかに対応付けられることがわかった。しかも、どこに対応付けられるかは断層の長さに

は全く無関係である。このことは、自然の断層帯も階層的な自己相似性を保って進化していることの

証拠である。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Burenjargal, U., A. Okamoto, N. Tsuchiya, M. Uno, K. Horie, and T. Hokada, 2016, Contrasting geochem-

ical signatures of Devonian and Permian granitoids from the Tseel terrane, SW Mongolia, J. Geosci.,

accepted.

Higashino, F., T. Kawakami, N. Tsuchiya, M. Satish-Kumar, M. Ishikawa, G.H. Grantham, S. Sakata, K.

Hirata and T. Hirata, 2015, Geochemical behavior of zirconium during Cl-rich fluid or melt infiltration

under upper amphibolite facies metamorphism - A case study from Brattnipene, Sor Rondane Montains,

East Antarctica, J. Mineral. Petrol. Sci., 110, 166 -178, doi:10.2465/jmps.150220.

Ishibashi, T., N. Watanabe, N. Hirano, A. Okamoto and N. Tsuchiya, 2015, Beyond-laboratory-scale predic-

tion for channeling flows through subsurface rock fractures with heterogeneous aperture distributions re-

vealed by laboratory evaluation, J. Geophys. Res.: Solid Earth, 120, 106 -124, doi:10.1002/2014JB011555.

Oyanagi, R., A. Okamoto, N. Hirano, and N. Tsuchiya, 2015, Competitive hydration and dehydration at



olivine?quartz boundary revealed by hydrothermal experiments: Implications for silica metasomatism

at the crust?mantle boundary, Earth Planet. Sci. Lett., 425, 44-55, doi:10.1016/j.epsl.2015.05.046.

Sakuma, H., and M. Ichiki, 2016a, Density and isothermal compressibility of supercitirical H2O-NaCl fluid:

molecular dynamics study from 673 to 200 K, 0.2 to 2 GPa, and 0 to 22 wt% NaCl concentrations,

Geofluids, 16, 89-102, doi:10.1111/gfl.12138.

Sakuma, H., and M. Ichiki, 2016b, Electrical conductivity of NaCl-H2O fluid in the crust, J. Geophys. Res.

Solid Earth, 121, doi:10.1002/2015JB012219.

Tamura, J., and T. Okada, 2016, Ambient noise tomography in the Naruko/Onikobe volcanic area, NE Japan:

implications for geofluids and seismic activity, Earth Planets Space, 68:5, doi:10.1186/s40623-016-

0380-x.

土屋範芳，2015，大深度地熱貯留層,配管技術, 57 , 11 -15．

Tsuchiya, N., R. Yamada, and M. Uno, 2016, Supercritical geothermal reservoir revealed by granite-porphyry

system, Geothermics, accepted.

Yamasakia, S., A. Takeda, T. Watanabe, K. Tagami, S. Uchida, H. Takata, Y. Maejima, N. Kihou and N.

Tsuchiya, 2015, Bromine and iodine in Japanese soils determined with polarizing energy dispersive X-

ray fluorescence spectrometry, Soil Sci. Plant Nutr., 61, 751 -760, doi:10.1080/00380768.2015.1054773.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
地震観測

　新学術領域科研費「地殻ダイナミクス」展開した臨時地震観測点によるデータを加えて，東北地方

太平洋沖地震後に地震活動が活発化した領域において、震源・応力・地震波速度の時空間分布をさら

に詳細に調べる。

電磁気観測

　臨時地震観測網によって詳細な震源分布が得られている地域での三次元比抵抗構造をさらに詳細に

推定し、地震活動域における比抵抗構造の特徴を抽出する。

岩石の変形特性に及ぼす高間激水・フュガシティの効果

　封圧（フュガシティ）と強度、拡散時間の関係を包括的に調べ、下部地殻レオロジーに対する水の

効果をパラメータ化していく。

CT観察による地殻流体の実態の把握
　東北日本の下部地殻に関する知見は、一の目潟捕獲岩の長年にわたる研究によるところが大きく、

火山性島弧断面の模式地ともなっている。H27年度に一の目潟の下部地殻捕獲岩から初めてジルコン

を発見し、国立科学博物館の谷健一郎博士との共同研究により年代測定を行っており、H28年度はこ

れをさらに進める。これにより、捕獲岩の起源と捕獲岩が示す状況が何を意味するのかがより明確に

できると期待される。

地震発生帯における地殻流体の熱力学情報の精密化と実フィールドでの検証

　H27年度に開発した炭質物断層温度計を用いて、過去の地震性断層の摩擦発熱を解析する。H2O-NaCl

系流体の高温高圧における見かけの誘電率解析のための実験・分析を行い、誘電率の温度・圧力・塩

濃度依存性を明らかにする。

地熱流体と内陸地熱誘発地震

東北地方のカルデラについて、地震震源データ、重力データ、MTデータ、温泉分布データ（同位体デー

タを含む）、地温勾配データなどをより詳細に集積して、GIS上でコンパイルを進めて、内陸地震と流

体の関係についてより詳細に検討を進める。

断層面の不均質性と内陸地震の多様性の起源

　Otsuki (2007)による表面破壊エネルギーのサイズ依存性と、断層帯の階層的自己相似性に由来する

断層長と平均すべり量との非線形関係を統合することを試みる。



（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
岡田知己・松澤暢・市來雅啓・矢部康男・山本希・高木涼太・土屋範芳・武藤潤・大槻憲四郎・中村

美千彦・奥村聡・佐々木理・他計 15名程度。

他機関との共同研究の有無：有

地震観測は北海道大学（勝俣啓・高橋浩晃）、弘前大学（小菅正裕・渡邉和俊）、名古屋大学（山中

佳子）、京都大学防災研究所（片尾浩・飯尾能久）、九州大学（松島健・松本聡）、鹿児島大学（宮町

宏樹・後藤和彦）をはじめとした全国連携の共同研究。

電磁気観測は秋田大学（坂中伸也）・東京工業大学（小川康雄）との共同研究。

流体の分布・挙動については広島大学（星野健一）との共同研究。

データ解析については東京工業大学（中島淳一）との共同研究。

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東北大学大学院理学研究科

電話：022-225-1950

e-mail：zisin-yoti-aob@grp.tohoku.ac.jp

URL：http://www.aob.gp.tohoku.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：松澤暢 　

所属：東北大学大学院理学研究科附属地震・噴火予知研究観測センター

図１．常時微動トモグラフィによって推定された鳴子火山・鬼首カルデラ付近の S波速度構造（Tamura and Okada,
2016）。
黒線は Hori et al. (2004)による S波反射面を表す。



図２．分子動力学（MD）シミュレーションによって推定された、塩水の高温高圧高濃度での電気伝導度（Sakuma
and Ichiki, 2016b）。
シンボルと誤差棒はそれぞれ MDシミュレーションによって得られた電気伝導度の平均と標準偏差を表す。この
シミュレーションで得られた電気伝導度を経験式でフィッティングした結果と、Bannard（1975）による実験結果
に基づく値を、破線と実線でそれぞれ示す。

図３．固体圧試験機を用いた下部地殻構成鉱物の含水軸圧縮実験の結果。

試料としてメルトなしアノーサイト多結晶体を用い、Wet条件では試料に対して 0.5 wt%の水を付加した。(a)応
力-歪曲線。(b)フュガシティ（封圧）と強度（差応力）の関係。黒実線は、Rybacki et al. (2006；ガス圧試験機を用
いた実験)による wetアノーサイトの変形実験から得られた構成則を用いて計算した強度－フュガシティ（封圧）
の予測線を示す。図 3bの 1st→ 3rdのデータは、図３ aのWet, 1.0 GPaの 1st－ 3rdの変形に対応する。



図４．無水岩石の地震波速度の推定。

(a)用いた地温勾配モデル。深さ 6kmまでは日本で観測された地温勾配の平均値（Tanaka et al. 1999）を使用し、
それ以深は 20℃/kmの勾配を仮定している。Kushiro (1987)で提案された岩石学的な地温勾配は温度幅を持って
おり、ここでは黄色の領域として参考までに示す。(b) Hacker and Abers (2004)を用いて推定された無水の岩石の
弾性波速度。斜長石は Ca端成分、黒雲母は Mg端成分、輝石は Mg端成分（En, Di）として計算し、アパタイト
は計算に含めていない。色は鉱物組成による岩の分類を示す（B=Py+Amph.Plg; C: Amph+Plg; D: Amph+Plg+Ap;
E: Amph+Plg+Ap+Zr）。

図５．岩石中の炭質物の空中反射率（Ra）に基づく断層温度計とその適用例。
(a)加熱温度と生成炭質物の空中反射率（Ra）の関係。黒塗りシンボルのデータから推定された回帰直線を実線で
示す。(b) Sakaguchi et al.（2011）により報告された IODP NanTro SEIZEのコア中のメガスプレー断層 (A)とプ
レート境界断層 (B)でのボーリングコアの Raの分布。



図６．断層帯の階層的自己相似性。

地震断層の名称の色は断層の長さを表す。



平成 27年度年次報告

課題番号：1205

（１）実施機関名：

東北大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

岩石組織に基づく火道浅部プロセスの推定手法の開発

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

１．浅部火道条件における珪長質メルトの結晶化カイネティクスを明らかにし、新燃岳 2011年噴火を

例に、マグマの浅部滞留時間と噴火様式の分岐点の関係を明らかにする。

２．軽石・火山灰中の火山ガラスの結晶度の分析時間を短縮する技術開発を行い、活動中の火山の火

道浅部におけるマグマの状態を物質科学的に推測する（岩石学的モニタリング）手法を考案する。

３．浅部火道条件における、安山岩質メルトフォームの表面張力による組織緩和と圧密のメカニズム

を実験的に明らかにし、ガス過剰圧の蓄積過程を明らかにする。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26年度においては、項目 1について、2011年新燃岳噴火噴出物の記載的研究を実施する。噴

火様式（サブプリニー式軽石、ブルカノ式軽石・本質石質岩片）ごと、石基結晶の鉱物種ごとに、結

晶サイズ分布（CSD）を調べる。噴火様式の違いに着目したナノライトの CSDデータはこれまでに報

告例がない。

　平成 27年度においては、項目 1について、噴火事例についての岩石記載的研究についての成果をま

とめるとともに、過冷却メルトの結晶化実験を実施する。また項目 3について、メルトフォームの組織

緩和実験を行う。火道浅部を再現した低圧高温実験を行うことにより、CSDと結晶化時間などの関係

を、定量的に把握することができる。再現実験については予備実験を行っており技術的な問題はない。

　平成 28年度においては、平成 27年度の計画を継続し、それぞれの実験について、温度・結晶化時

間・水蒸気圧・メルト組成などの条件を変えた対照実験を追加する。これにより、幅広い噴火事例に



応用が可能とする。メルトフォームの組織緩和実験については、組織緩和の程度と、ガス浸透率の関

係を調べるとともに、緩和速度とブルカノ式噴火の発生頻度との関係について検討を行い、実際の爆

発的噴火における火道浅部条件を推定できるようにする。

　平成 29年度においては、項目 2の研究として、噴火活動時に、噴出物に含まれる結晶量を短時間で

簡便に測定するため、マイクロライト・ナノライトを含む試料の可視分光あるいはＸ線回折分析を行

う。平成 28年度までに得られた実験をもとに、項目 1、3について、実験的研究によって得られた成

果をまとめる。

　平成 30年度においては、最終年度は、5年間を総括し、本課題から提案する、火道浅部での噴火様

式の分岐条件を「２（４）事象系統樹の高度化による火山噴火予測」にフィードバックするとともに、

今後の課題を総括し、文書にまとめる。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　目標１について，霧島火山新燃岳 2011年噴火噴出物の研究において，火道浅部での噴火様式の相違

に対応して，サブミクロンサイズの石基結晶（ナノライト）の結晶化条件が異なることを H26年度に

見出したが，このような微細な結晶は鉱物学的な記載がほとんどなく，詳しい固溶体組成や結晶系は

未解明のままであった．そこで，今年度は，まず高空間分解能での化学組成の半定量分析手法を確立

し，また透過型電子顕微鏡により空間群を決定した．その結果， Fe-Ti酸化物ナノライトの鉱物の鉱

物相は磁鉄鉱，と輝石ナノライトはピジョン輝石・普通輝石・サブカルシック普通輝石と決定できた．

これにより，ナノライトの結晶作用の物理化学条件がより明確に特徴づけられるようになった（無尽

ほか， 2015年 JpGU）．

　また記載的な研究と平行して，火道浅部を再現した低圧高温下での過冷却メルトの結晶化実験を開

始した（河村ほか，2015年日本火山学会秋季大会）．出発物質として、マイクロライトがほとんど晶

出していない安山岩質の桜島大正軽石を用い，シリカガラスチューブ法により，温度 1000℃，水蒸

気圧 0～ 6 MPa，時間 3 min～168 hでの実験を行った．その結果，斜長石、単斜輝石、斜方輝石、磁

鉄鉱ナノライトの晶出を再現できた．斜長石において，結晶形態の多様性が顕著に見られ、平板状、

中空状、H状、紐状、樹枝状、放射状等の形態が確認できた．またわずか 6 MPaの水蒸気圧の違いで，

結晶形態や結晶化度に有意な差が生ずることが見出され，火道浅部条件でのマグマの状態の indicator

となる可能性が示された．

　目標２について，噴出物中に見られるこのようなナノライトの違いを，時間がかかる結晶サイズ分

布（CSD）測定を行わずに，より簡便に検出するため，火砕物の帯磁率の利用を検討した（菅谷ほか，

2015年日本火山学会秋季大会）．これにより，火山噴火の物質科学的な準リアルタイム予測に帯磁率

を用いることができる可能性が示された．

　目標３について，メルトフォームの組織緩和実験とそのブルカノ式噴火機構への応用に関する下記

(9)の論文が出版された．本論文では，安山岩質発泡マグマの加熱実験を行い，表面張力によるガス浸

透性の変化過程を明らかにした（図１）．実験の結果，形状緩和は数分という短時間で進行し，微視的

には気泡の連結性が低下して低浸透性な構造をとるとともに，巨視的には，そのような緩和ユニット

の隙間に脱ガス通路が形成された．本研究で得られた発泡組織の進化から，ブルカノ式噴火の火道内

増圧過程は次のように進行すると考えられる．はじめ，火道を上昇してきた直後の発泡マグマは流動

変形の効果で高浸透性を持つと考えられる．マグマは流動を停止すると，数分のタイムスケールで表

面張力によって微小領域で圧密しつつ，圧密ユニット間に脱ガス通路を形成する．その後，重力によ

る圧密で脱ガス通路は数十分～数時間で塞がり，マグマが急激に低浸透性になること（蓋の形成）で

火道内増圧が開始し，ブルカノ式爆発に至ると考えられる．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Otsuki, S., M. Nakamura, S. Okumura,and O. Sasaki (2015), Interfacial tension-driven relaxation of magma

foam: An experimental study, J. Geophys. Res. Solid Earth, 120, 7403-7424, doi:10.1002/2015JB012391.



（10）平成 28年度実施計画の概要：
　平成 28年度は，石基ナノライトの高倍率観察と，低水蒸気圧下での石基結晶化実験に基づく，火道

浅部プロセスのモデル化を進める．結晶化実験では，温度・結晶化時間・水蒸気圧などの条件を変え

た対照実験を追加し，幅広い噴火事例に応用を可能とする．また帯磁率による迅速な石基結晶度評価

法の開発を進める．帯磁率の，火山ごと，噴火ごとの相違，噴火様式による相違やマグマ噴出の時期

による変化など，全体像を掴む．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東北大学大学院理学研究科地学専攻 　中村美千彦、奥村聡

他機関との共同研究の有無：有

山形大学理学部地球環境学科 　吉村俊平

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東北大学大学院理学研究科地学専攻

電話：022-795-6673

e-mail：zisin-yoti-aob@grp.tohoku.ac.jp

URL：http://www.es.tohoku.ac.jp/JP/index.html
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安山岩質軽石の出発物質 (a)と，水蒸気圧 0.077 MPa, 1000℃で２時間加熱後の実験産物 (b)の X線 CTスライス
像．出発物質の不均質により複数の緩和ユニットが形成され，その隙間に３次元的に連結した脱ガス通路が形成

される (c)．スケール：1 mm.
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課題番号：1206

（１）実施機関名：

東北大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震活動の時空間パターンと断層および地震サイクルとの関係

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ウ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

ウ. 内陸地震と火山噴火

(4)地震現象のモデル化

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(1)地震発生長期評価手法の高度化

(3)先行現象に基づく地震活動予測

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　本研究課題では、気象庁一元化震源カタログなどの既存震源データの時空間解析を最新の統計学的

手法によって解析・評価し、最近の大地震や既知の断層活動履歴データと結びつけることによって、断

層の地震サイクル中の地震活動の時空間変化に共通する特徴を検出する。これによって、プレート境

界および活断層周辺の現地震活動が地震サイクル中のどの時間的位置付けにあるのかを明らかにし、

歴史地震・古地震・地質調査以外の手法によって大地震の長期的切迫度をはかる評価法を開発する。特

に、時空間解析にあたっては、震源再決定や波形相互相関テンプレート法などの最新の知見・技術を

導入し、一元化震源データ以上の高精度・均質データの整備を平行しておこなう。主断層面（on-fault）

とオフフォルトの震源区分とその特性にまで言及できるような検討を目指す。さらに、断層周辺での

余震活動や火山活動とそれにともなう群発地震活動、地震の誘発作用、地震活動の静穏化などの時空

間統計解析を通じて、断層周辺の地殻応力状態を推定し、地震発生確率の中短期変動を求める。

（７）本課題の５か年計画の概要：



５か年の研究目標に到達するために、以下の４つの小課題にわけて研究を実施する。各内容の実施期

間は複数年にわたるため【】内に明示した。

１．地震活動と活断層データの対比：歴史地震との対応や活動履歴データの信用度が高い活断層を中

心に、最新活動からの経過年（経過率）を求め、活断層沿いの最近の地震活動の時空間的特徴を抽出

する。そのために、地理情報システム（GIS）に地形・地質、活断層情報、地殻変動データ、震源デー

タを統合し、活断層の 3次元位置・形態と震源分布を詳細に可視化する。小課題 2で実施する震源再

決定データ等も活用し、全体の地震活動の活発度やサイズ分布（b値）等だけではなく、断層沿いの集

中度といった空間クラスターの特性抽出とその定量化を行う。【平成 26年度～平成 30年度】また、最

近約 100年間に発生した地殻内地震に関しては、地表地震断層・推定震源断層と余震の空間的関連性

ならびにその時間的減衰過程を明らかにし、広義の余震継続時間を含めた地震サイクル初期の特徴を

とりまとめる。【平成 28年度～平成 30年度】

２．地震カタログの整備：過去約 5年間に検知された気象庁一元化処理震源と走時データを基準にし

て、気象庁イベントの地震波形から相対走時差データを作成し、震源の再決定を実施する。これによ

り、列島スケールにわたる高精度な震源分布を推定する。【平成 26年度～平成 30年度】また、気象庁

一元化処理震源をテンプレート地震とし、その波形と連続波形データとの相互相関解析を施すことで、

新たに地震カタログを構築し、本震前後の地震活動度の変化を明らかにする。【平成 26年度～平成 30

年度】

３．余震活動詳細解析：高密度な機動観測で取得された連続波形データに対して、近年開発された自

動地震検出処理と震源決定処理を施し、できるだけ多数の余震の震源情報を抽出する。その後、震源

決定精度の高いイベントの高精度な相対走時差データを作成することにより、相対震源決定をおこな

う。これにより、相対精度数百 m以内の精緻化された余震活動の震源カタログを作成する。同時に、

P波初動極性の自動読み取り結果を用いて、微小地震の発震機構解を取得する。さらに、P波から S波

のコーダ波を含む波形に対して波形相互相関処理を行うことで、相似地震の検出も実施する。これら

の推定された詳細な震源分布と発震機構解・相似地震を比較検討することで、震源断層の微細構造や

摩擦特性を明らかにする。【平成 26年度～平成 30年度】

４．静穏化検出と地殻変動：研究課題「電磁気的地震先行現象の観測と統計評価による他種の先行現

象との比較」によって作成される地震活動静穏化マップを活用し、静穏化範囲と断層の位置とを比較

する。また、GPS等による地殻変動との関連性を調べ、断層深部滑りなどによる微小な応力変化との

関連性を探る。地震活動静穏化と地殻変動との同期現象を全国一律に検証する。そのなかで、同期現

象が大地震に結びついた事例の割合から、異常現象が地震前兆である確率利得を算出し、地震確率予

報の高度化につなげる。【平成 28年度～平成 30年度】異なる震源メカニズムを持つ地震および誘発地

震に関係した経験分布を統計学的に再構築し、常時地震活動、地震クラスタリングコンポーネントと

全体地震の中で静穏化の有無を検出する。これらの研究から、地震サイクル後半での静穏化メカニズ

ムの解明と破壊直前の標準モデルの構築を目指す。【平成 26年度～平成 30年度】

（８）平成 27年度の成果の概要：
１．地震活動と活断層データの対比、地震活動による地震サイクルの解明

　2014年長野県北部地震は兵庫県南部地震後に初めて発生した主要活断層沿いの地震であったが、固

有地震モデルによる評価よりも顕著に小さいものであった（M6.7, Mw6.2）。同地震では神城断層の約

３分の１の区間（9km）が動き、地表での最大上下変位量は 90cmであった（Okada et al., 2015: 石村ほ

か，2015，図１ a）。この理由を探るため、変動地形の再判読、航空レーザ計測による差分解析、ボー

リング・トレンチ調査研究を実施してきた（一部は文部科学省重点調査による）。その結果、神城断層

での１つ前の地震は、わずか 300年前の 1714年小谷地震である可能性が高まった（図１ b）。当初考え

られていた 1500年前後の活動間隔よりも極端に短い。また、糸静線の他の断層の古地震データを見直

したところ、活動間隔や破壊長の大きなゆらぎがあることがわかった。本課題の主要目標である「地

震活動による地震サイクルの解明」のためには、地震規模や活動間隔の非一様性や地震サイクルの有



無や定義などを、あらためて検討する必要がある。

　断層の摩擦特性と挙動、前震・余震活動などを明らかにするため、南アフリカ大深度金鉱山で地震

観測を行っている。今年度は、2007年 12月に Mponeng金鉱山内で発生した Mw2.2の地震の震源域

で、その震源断層面上で明瞭な前震活動を捉えることに成功した。地震発生の６ヵ月前から、いくつ

かのクラスターとして極小地震（AE）活動が観測されており、一部のクラスターの活動が本震発生直

前に加速的に活発化したことがわかった（図２）。また、Cooke4鉱山で実施した微小地震観測では、

M-4級のきわめて小さな繰り返し地震が多数見出された。円形クラックモデルを適用して評価した破

壊サイズは直径５ cm程度ときわめて小さいが、それらの位置は良く重なっている。これらの極小繰

り返し地震は、プレート境界で発生している小繰り返し地震と同様に、周囲の非地震性すべりによっ

てアスペリティが載荷され、繰り返し破壊される現象と考えられる。ただしプレート境界で観察され

るスケーリング則（Nadeau and Johnson, 1998）に比べて、単位クリープ量に比較して発生回数が非常

に多いという特徴がある（図３）。内陸活断層等で同様の現象が起こっていれば、このようなきわめて

ゆっくりとしたクリープを短時間で検知できる可能性があり、活断層のモニタリングに展開できる。

２．地震カタログの整備と余震活動詳細解析

　活発な群発地震活動や余震活動中には、大量の地震が同時に発生するため、複数の地震の波形が同

時刻に重なって観測点に到達する。そのため、地震活動を正確に把握するためには、テンプレート地震

の波形を用いて連続波形記録から類似のイベントを検出する手法（Matched filter technique）が有効で

ある。今年度もこの手法を用いて既存の地震カタログの整備・拡充を行った。成果事例の１つとして、

2014年 4月チリ北部 Iquique地震（M8.1）の前震活動があげられる。同地震では、2008年から 2014

年までの波形データと USGS地震カタログを用いて本震発生までの地震活動解析を実施した。その結

果、本震発生の約 270日前から、地震活動度、繰り返し地震から推定される非地震性滑り量、ETASモ

デル（Epidemic Type Aftershock Sequence model, Ogata, JASA, 1988)の常時地震活動が間欠的に増加し

始め、その増分も時間ととともに大きくなり本震発生に至ったことが明らかとなった（図４）。また、

震源移動現象の発生頻度も本震発生に向かって増加する傾向が見られた。地震性すべりに加えて非地

震性すべりもプレート境界面上で進行し、本震破壊領域の端で固着が間欠的に緩み破壊域への応力集

中が生じたことで本震の発生が促進されたと考えられる。

　一方、地震予測を行うにあたっては結果を客観的に評価することが不可欠であるが、アルゴリズム

や予測の経験が発展途上であるため、確率の数値予測を出すことが難しく、多くが警告型の予測（二

値予測）となる。本課題では、これらの警告型予測を評価する手法として、あらたにギャンブルスコ

ア法を開発し、その有用性をとりまとめた（庄・尾形，2015）。また、ETASモデルの、推定モデルに

よる予測データと元のデータを比較し、その外れ度合いをみる残渣解析に重み付け尤度関数を採用し、

時空間に適用した。これによって、日本列島の地震活動の特徴的変化を見出した（Zhuang, J., 2015，図

５）。ETASモデルについては、GUIにより直感的に操作しながら解析できるソフトウエア XETASを

開発した（Tsuruoka and Ogata, 2015）。

３．静穏化検出と地殻変動

　巨大地震前の地震活動変化を調べるために、ISCの地震カタログから 1964年 1月から 2012年 6月

までに千島海溝、日本海溝および琉球海溝沿いに発生した実体波マグニチュード 5.0以上、深さ 60km

以浅の地震を選択し、Zhuang et al. (2002)の方法でデクラスタリング処理した後、ZMAPで地震活動

の長期変化を解析した（勝俣，投稿準備中）。その結果、10年以上継続する長期静穏化が 11回観測さ

れ、その内 3回は地震モーメント Mo=3.0× 10**21Nm (Mw=8.25)以上の巨大地震に先行する変化で

あった。特に、2011年東北地方太平洋沖地震では、2002年頃開始した長期的 SSE (Yokota and Koketsu,

2015)と静穏化領域がほぼ同じ場所であることから、両者が密接に関連していると考えられる（図６）。

　一方、静穏化検出のためには、余震・群発地震を含めた標準的地震活動の精密化が重要である。そ

のために、応力変化と摩擦構成則に基づく地震活動モデル（Dieterich, 1994，以下、Dieterichモデル）

を、ETASモデルのように「全ての地震が余震を引き起こす」という仮定を取り入れられるように改良

した（ Iwata, 2016）。Dieterichモデルにおいて、各地震によるΔ CFFは Mにのみ依存すると仮定し、



実際の 2つの余震系列（2004年新潟県中越地震および 1995年兵庫県南部地震の余震活動）へ適用し

た。例えば、本震発生時からの累積発生数で見ると、従来からよく用いられている本震のみによるΔ

CFFを取り入れたモデル（図７の緑線）に比べて、改良Dieterichモデル（赤線）の方が、現実の余震

活動（紫線）に大きく近づいており、フィッティングが改善された。地震活動度（発生レート）で見

ても、同様の改善が見られた。さらに、モデルの良し悪しを示す AICに基づく統計的なモデル比較で

も、AICが小さくなり、明らかに「改良」の効果が有意となった。しかしながら、未だ ETASモデル

には及ばず、さらなる改善が必要である。現在、この改良 Dieterichモデルと ETASモデルを混合した

地震活動モデルの開発を進めている。

　真の地震活動の静穏化を検出し、地震発生の物理を理解するためには、地震活動の応力応答を調べ

る必要がある。石辺ほかは、2004年スマトラ沖地震・2010年チリ地震・2011年東北沖地震にともな

う常時地震・余震のメカニズム節面へのクーロン応力変化（Δ CFF）を計算し、それらの時系列変化

を調べた（図８）。その結果、３地震ともΔ CFFが正の割合が本震後に増加していること、ならびに

本震前にはほぼ 0barであったΔ CFFの中央値が、本震後には正の値を示し、時間経過と共に徐々に減

衰する傾向にあることを見出した。ただし、減衰速度は地震毎に特徴があり、スマトラ沖・チリ地震

が１～２年程度でもとに戻ったのに対し、東北沖地震では５年以上高い状態が継続している。
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（10）平成 28年度実施計画の概要：
　活断層沿いの最近の地震活動の時空間的特徴を抽出するために、地理情報システム（GIS）への地

形・地質、活断層情報、地殻変動データ、震源データを統合作業を進める。その際に、活動間隔や破

壊域のゆらぎに関する文献レビューを実施し、古地震パラメータの抽出の注意点を整理する。同時に

実施する震源再決定データ等も活用し、空間クラスターの特性抽出とその定量化を行う。一方で、実

断層の摩擦特性と地震活動との関係を明らかにするため、南アフリカ金鉱山で実施している観測と解

析を引き続き実施する。本年度は２ヶ月分のデータを用いて極小繰り返し地震の探索を行ったが、平

成 28年度は解析期間を 14ヶ月分に延ばす。２ヶ月の場合と同じペースで繰り返し地震が発生してい

れば、数十回もの繰り返しが観察できる。プレート境界では解明しがたい多数の繰り返し中における

活動間隔や破壊域の変動（破壊パッチの移動や出現、消失など）が観察できる可能性がある。



　地震カタログの整備については、気象庁一元化処理震源と走時データを基準にして、気象庁イベン

トの地震波形から相対走時差データを作成し、震源の再決定作業を進める。また、気象庁一元化処理

震源によるテンプレート地震波形と連続波形データとの相互相関解析を施し、新たな地震カタログを

構築する。

　余震活動の詳細解析を引き続き進める。特に、2014年長野県北部地震の稠密余震観測網（約 150点）

のデータ解析を実施し、できるだけ多数の震源情報を抽出する。その後に相対震源決定を行い、相対

精度数百m以内の精緻化された余震活動の震源カタログを作成する。

　地震活動の静穏化については、2011年東北沖地震など日本列島周辺の巨大地震前の静穏化について

統計解析を引き続き行い、地震サイクル後半での静穏化メカニズムの解明と破壊直前の標準モデルの

構築を目指す。加えて、地震活動を準リアルタイムにモニタリングするシステムの構築に向けたコー

ドの開発ならびに検証を行う。また、静穏化検出のための余震・群発地震などの標準的地震活動の精

密化を行うため、引き続き摩擦構成則と ETASの混合モデルの実データへの適用と改良を進める。さ

らに、ETASモデルについても、本震と余震のメカニズム解の関係解明に資するため、メカニズム解

を考慮したバージョンの開発に取り組む。
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図１

(a) 2014年長野県北部の地震の地震断層（青線，Okada et al., 2015）と糸魚川－静岡構造線活断層帯北部の神城断
層と松本盆地東縁断層（赤線,鈴木ほか，2010）。糸静線北部全域の活動によりMw=7.5地震が想定されていたが、
2014年地震では、神城断層の一部しか活動しなかった。(b) 2014年地震に先行する地震イベント層準とイベント
層準直下の砂礫層より出土した江戸時代頃の皿の破片。1714年小谷地震が神城断層の１つ前の活動と推定される。

図２

南アフリカ金鉱山の Mw2.2地震前に発生した前震活動（Yabe et al., 2015）。(a)平面図。中央太丸は本震の震央。
ピンクはダイク。(b)本震断層面に投影した前震活動と余震（灰色）。前震活動はラベルを付したいくつかのクラス
ターに分かれる。 (c)クラスター F2での前震活動の推移。本震の約 10日前から活動が活発化した。



図３

南アフリカ Cooke4金鉱山の地下１ kmで観測された極微小繰り返し地震（Naoi et al。, 2015）。(a) 12個の繰り返
し地震の震源を断層面に投影。円のサイズは応力降下量 16MPaを仮定して求めた破壊サイズに対応する。(b)い
くつかの繰り返し地震の波形。同じ震源からの繰り返し地震の波形をそれぞれ規格化して重ねた。

図４

2014年チリ北部で発生したイキキ地震（M8.1）に先行する地震活動と非地震性すべりの加速（Kato et al., in review）。
(a)同地震の震央とメカニズム解、すべり量分布、テンプレート地震。(b)地震活動の時空間プロット。赤星は繰り
返し地震、青丸はその他の地震を示す。(c) 2008年からの地震の累積曲線。(d)繰り返し地震から推定される非地
震すべりの積算量。



図５

重み付き最尤推定による ETASパラメータの空間分布（Zhuang, 2015)。(a)Ａ値、(b)α値、(c) q値、(d)γ値。

図６

2011年東北地方太平洋沖地震 (M9.0)前の地震活動の長期静穏化（勝俣，投稿準備中）。(a)赤丸：静穏化領域内の
震央。■：東北沖地震の本震の震央。コンター：本震の滑り量（10m毎）(Yokota et al., 2011)。(b)赤丸：静穏化領
域内の震央。コンター：2002年頃開始した長期的 SSE（10cm毎）(Yokoto and Koketsu, 2015)。★：1987年 2～4
月に発生したM6.5以上の地震。(c) (a)の赤丸震央のM-T図。(d) (a)の赤丸震央の積算度数。



図７

摩擦構成則に基づく地震活動モデルの改良（ Iwata, 2016）。(a) 2004年新潟県中越地震の余震積算曲線、(b)同地震
の余震減衰の大森ダイアグラム、(c) 1995年兵庫県南部地震の余震積算曲線、(d)同地震の余震減衰の大森ダイア
グラム重み付き最尤推定による ETASパラメータの空間分布。最下段の表は、各モデル・余震系列に対する AIC
の値。

図８

３つの海溝型巨大地震（2004年スマトラ沖地震・2010年チリマウレ地震・2011年東北沖地震）において、(a)-(c)
メカニズム解節面に解いたクーロン応力変化（Δ CFF）の時系列と (d)-(f)Δ CFF中央値の時系列（石辺ほか，投
稿準備中）。すべての巨大地震でΔ CFF正の割合が本震後に増加した。



平成 27年度年次報告

課題番号：1207

（１）実施機関名：

東北大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震に先行する大気中ラドン濃度変動に関する観測

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(3)先行現象に基づく地震活動予測

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

イ. 海洋プレート内部の地震

ウ. 内陸地震と火山噴火

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

ウ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　大学及び研究機関の放射線管理施設のモニタリングネットワークによって，広域な大気中ラドン濃

度変動をモニタリングすることができる．そこで，本研究では放射線管理施設が有する排気モニター

を用いて，全国で大気中ラドン濃度の測定を行い，巨大地震前の地殻変動を大気中ラドン濃度変動か

らモニタリングすることを目的とする．広域での地殻変動モニタリングを行うために，全国規模の放

射線管理施設のモニタリングネットワークの構築や観測データの解析に基づいた研究を行う．収集し

たデータの解析により大地震に先行するラドンガス放出と地殻変動の関連を明らかにし，地震・火山

噴火の発生ポテンシャルの評価に資することを本研究の目的とする．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　現在１９施設の全国医薬系放射線管理施設が参画しており，これらの機関との共同研究においてデー

タ解析を進める．また更に地殻変動モニタリングに使用出来る放射線施設に協力を求めることで，全国



をくまなくカバーすることの出来る全国放射線管理施設ネットワークの拡大を目指す．得られたデー

タを用いて，大気中ラドン濃度のデータを広範囲・長期間に収集・分析し，地震・火山噴火・ゆっく

りすべり・地殻ひずみなどの活動と比較する．平成２６年度は，これまでに得られている放射管理施

設の大気中ラドン濃度変動データの解析を進める.また新たに全国の放射線管理施設で長期間の大気中

ラドン濃度計測データを持つ協力機関を探し，ネットワーク拡大を行う．平成２７年度以降は，引き

続きデータ解析および協力施設からの収集を進めるとともに，地殻変動との比較を行い，大地震に先

行するラドンガス放出と地殻変動の関連を明らかにしていく．

（８）平成 27年度の成果の概要：
1)全国規模での放射線管理施設のモニタリングネットワークの構築や測定データの解析

　平成 26年度までに 25施設の全国医薬系放射線管理施設が参画しており，これらの機関との共同研

究においてデータ解析を進めた．また更に地殻変動モニタリングに使用出来る放射線施設に協力を求

めることで，全国をくまなくカバーすることの出来る全国放射線管理施設ネットワークの拡大を目指

し，得られたデータを用いて，大気中ラドン濃度のデータを広範囲・長期間にわたり収集・分析し，気

象要因による変動と地震活動と比較した．今年度は，これまでに得られている放射線管理施設の大気

中ラドン濃度変動データの解析を進める．札幌医科大学，福島県立医科大学，獨協医科大学，東北薬

科大学，慶応大学医学部，東京大学医科学研究所，自然科学研究機構，和歌山県立医科大学，神戸薬

科大学などの 25事業所の計測データを解析した．学会や論文等で，解析データの公表が可能になった

際に，協力事業所名を公表する．また新たに全国の放射線管理施設で長期間の大気中ラドン濃度計測

データを持つ協力機関を探し，ネットワーク拡大を行っている．

2）汎用モニタと高感度モニタの測定比較

　汎用モニタと高感度モニタにより同時に空気中のラドン濃度を測定し，比較検討した．高感度モニ

タ（Aloka排気モニタ及び PMT-TEL）と汎用モニタ（AlphaGUARD）によるラドン濃度測定結果の経

時変化を解析した結果，高感度モニタの 2機種は値がほぼ一致し，測定値として有効なデータが得ら

れると判定した．しかし，汎用モニタの値のばらつきが大きく，汎用モニタを用いて，大気レベル（15

Bqm−3）における変動をとらえることは困難と思われ，室内レベル（25 Bqm−3）であれば，4時間平

均することにより，測定値として有効なデータが得られることが明らかとなった（南ほか，2016）．

3)日本における大気中ラドン濃度の平年変動について

　大気中ラドン濃度および気象要素（気温・風速・放射収支量・雨量）の解析から，毎年 1月から 12

月の各月の平均ラドン濃度日変動は，日中に低く夜間に高くなる傾向を示した．日中において風速は

強く放射収支量は正の値となり，また夜間においては日中とは反対に，風速は弱く放射収支量は負の

値となった．このことは，大気安定性が大気混合層・安定成層の形成・消失に伴い変動していること

を示している．したがって，ラドン濃度の日変動は，大気構造の変化に伴う大気安定性の変動に起因

していると考えられる．

　アジアモンスーンの影響を強く受けて大気中ラドン濃度は変動しており，大気中ラドン濃度の年変

動は露点（気団変動と関係）と逆相関になるとの指摘がある．そこで，Hayashi et al. (2015)では，大

気中ラドン濃度変動の正弦回帰と年露点変動データの正弦回帰の比較から，大気中ラドン濃度の年変

動は露点と逆相関になることを明らかにした．

　地震に関連した大気中ラドン濃度の異常変動は，国内の放射線管理施設で測定された毎時排気監視

データから観測される．大気中ラドン濃度は，気象要素に影響をうけることから，その正常なパター

ンを理解することによって，地震に関連する大気中ラドン濃度の異常変動の抽出が可能になると期待

される．5箇所の放射線管理施設（札幌医科大学，福島県立医科大学，東京大学医科学研究所，自然科

学研究機構・岡崎，和歌山県立医科大学）での大気中ラドン濃度の日最小値データを用いて，正弦関

数がデータ回帰に適合できることを示した．また，大気中のラドン変動が大気乱流とアジアモンスー

ンのオンショア・オフショアパターンの変動に大きく影響される地域を同定した．さらに，これまで

に公表した 5都道県の大気中ラドン濃度変動のデータセットに対して正弦曲線を回帰することによっ



て，これらのサイトの平年濃度変動パターンを見積もることができた（図 1）．さらに，都道府県の全

サイトを含むこれまでの公表データセットに正弦曲線を回帰することによって，日本全国 47都道府県

のうち，72％に相当する都道府県のデータセットが正弦曲線回帰の要件を満たしていることを明らか

にした．大気中ラドン濃度の日最小値のデータは平年変動パターンを利用することにより，これらの

県が，地震に関連した大気中ラドン濃度の異常変動を得るのに適した地域であることを明らかにした

（Kobayashi et al., 2015）．

4)夜間大気安定度の指標としてのラドン：理論的アプローチ

　大気中ラドンは，大気が安定する夜間に濃度が増加する．これに着目し，ラドンの収支に関するボッ

クスモデルのボックス高（ラドンの増加量と地表におけるラドンフラックスから求められる量）は，単

一高度観測における夜間大気安定度の指標として使用されている．しかし，ラドン濃度は気象条件に

より変化しうるが，ボックス高と乱流拡散係数などの気象条件との間の定量的な関係は，まだ十分に

確立されていなかった．そこで，これらのパラメータを関連付けるため，下層大気の熱交換プロセス

に基づいて，単純なモデルを構築した．以下に示す通り，本モデルは，静的安定性および機械的混合

の影響が考慮されている．さらに，本モデルは放射フラックスの発散を無視し，地理的に均質なラド

ンフラックスを前提としているため，沿岸から十分に離れた観測サイトにおいて低風で移流の影響が

十分小さい時にモデルが適用できる．

　以上の条件のもと構築したモデルは，大気安定度の指標となるボックス高が，顕熱フラックスと日

没後の温位低下量を含む地表面近傍の気象要素から決定されることを示す．さらに，ボックス高は，乱

流拡散の強度にも関係している．我々は，単一高度観測におけるラドン観測が夜間大気安定度をモニ

タリングするのに有用であることを示した（Omori and Nagahama, 2016）．この成果は，地殻変動に

起因するラドン濃度変化とは異なる大気中ラドン濃度の日変化を説明する．さらに，上記に示した気

象要素を測定してボックス高を求めることにより，ボックスモデルを適用して地表におけるラドンフ

ラックスを推定することができる．ラドンフラックスは，地殻と大気を結び付ける重要なパラメータ

である．そのため，本モデルは，地殻変動に起因する大気中ラドン濃度変化のメカニズムを解明する

有効な手段となりうる．

5）部分空間法によるラドン濃度の変化検知

　これまでに報告してきたラドン濃度変動解析法（Kawada et al., 2007，Nonlin. Processes Geophys., 14,

123-130; Omori et al., 2007, Nat. Hazards Earth Syst. Sci., 7, 629-635; Omori et al., 2009, Radiat. Meas.,

44, 1045-1050，および平成 24年度－平成 26年度年次報告）では，大気中ラドン濃度変動の解析法は，

汎用モニタ（AlphaGUARD）による大気中ラドン濃度測定値を用いた累積和による変化検知（平成 24

年度年次報告，Kawada et al., 2007; Omori et al., 2007, 2009）や高感度モニタ（Aloka排気モニタ及び

PMT-TEL）による正常時の大気中ラドン濃度の変動からの残差を用いた異常検知（平成 25年度－平

成 26年度年次報告; Kobayashi et al., 2015）を行ってきた．しかし，これら解析では，各時刻の観測値

は，正常状態，異常状態のそれぞれにおいて，統計的に独立と想定されていた．そのため，個別の観

測値の異常値を束ねて変化度にするという操作が必要で，その変化度を検出するためには，観測値の

分布についてあらかじめ明示的な知識（たとえば，気象要因など）を持っていることが必要であった．

これらの方法は，データ回収後に観測値の分布を解析することで，異常や変化の検知を行うものであ

るため，モニタリング時の異常や変化の検知には不向きなものであった．そこで，直近の観測データ

より構成される部分時系列に対して，異常部位を検知する部分空間法（ Ide and Inoue, 2005）を行った．

以下では，部分空間法を用いた札幌医科大学・福島県立医科大学での大気中ラドン濃度変動の変化検

知に関して報告し，これまで行ってきた季節変動・経年変動を仮定した解析との比較を紹介する．

5－ 1）札幌医科大学における大気中ラドン濃度を用いた部分空間法による変化検知

　図 2は，(a)部分空間法により推定された異常度，(b)電離電流測定値と平滑化電離電流値，(c)ラド

ン濃度の残差を示す．赤線 1と 5はそれぞれ，十勝沖地震（2003年 9月 26日，Mw 8.0）と東北地方

太平洋沖地震（2011年 3月 11日, Mw 9.0）の発生時刻を示す．なお，異常値は，電離電流測定値より

部分空間法を用いて計算したものを表す．異常度 4x10−4 以上を異常イベントとすると，観測データ



(b)からモデルを仮定せず計算した異常度 (a)が，経年変動と季節変動を仮定し計算したラドン濃度残

差変動 (c)の異常変動付近で，高い異常値を示している．

5－ 2）福島県立医科大学における大気中ラドン濃度を用いた部分空間法による変化検知

　図 3は，(a)部分空間法により推定された異常度，(b)電離電流測定値と平滑化電離電流値，(c)ラド

ン濃度の残差を示す．赤線 2～5は，それぞれ，茨城県沖地震（2008年 5月 8日，Mw 6.8），福島県

沖地震（2008年 7月 19日，Mw 6.9），福島県沖地震（2010年 3月 14日，Mw 6.5），東北地方太平洋

沖地震（2011年 3月 11日, Mw 9.0）の発生時刻を示す．なお，異常値は，電離電流測定値より部分空

間法を用いて計算したものを表す．異常度 4x10−4以上を異常イベントとすると，電離電流測定値より

計算された異常度 (a)がラドン濃度残差 (c)にみられる異常変動の様子を検知している可能性を示して

いる．なお 2005年のラドン濃度残差値には明確な異常変動は認められないが，部分空間法による異常

度のグラフには異常変化も認められたため，今後この異常変動の検証が必要である．

　従来の解析手法の通りに，経年変動と季節変動を仮定して推定した大気中ラドン濃度の異常変動に

対応する時期に部分空間法によって異常イベントが抽出されたことは，この時期に大気中ラドン濃度

の変動に寄与する気象要因以外の環境変化があったことが分かる．異なる時系列データから部分空間

法により得られる異常値の時系列を比較することにより，データの背後に存在するシステムの関係を

推定することもできる．今回検証した部分空間法による異常検知は上述したとおり，時系列データの

モデルを仮定せずにデータ中に異常変動が含まれるか否かを判定する手法である．また，ある時刻の

異常値の計算には，直近のデータより構成される部分時系列のみ使うので，異常検知モニタリングと

しても応用できることが期待される．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Kobayashi, Y., Yasuoka, Y., Omori, Y., Nagahama, H., Sanada, T., Muto, J., Suzuki, T., Homma,Y., Ihara,

H., Kubota, K., Mukai, T. (2015) Annual variation in the atmospheric radon concentration in Japan.

Journal of Environmental Radioactivity, 146, 110-118.

Hayashi, K., Yasuoka, Y., Nagahama, H., Muto,J., Ishikawa, T., Omori, Y., Suzuki, T., Homma,Y., Mukai,T.

(2015) Normal seasonal variations for atmospheric radon concentration: A sinusoidal model. Journal of

Environmental Radioactivity, 139, 149-153.

Omori, Y., Nagahama, H. (2016) Radon as an indicator of nocturnal atmospheric stability: A simplified

theoretical approach. Boundary-Layer Meteorology, 158, 351-359.

南のどか, 田中綾, 安岡由美, 長濱裕幸, 武藤潤, 飯本武志, 大森康孝, 床次眞司, 向高弘 (2016) Alpha-

GUARDを用いた空気中ラドン濃度測定の検討. 日本薬学会第 136年会，2016年 3月 28日.

南のどか，小林由布香，安岡由美，大森康孝，長濱裕幸，武藤潤，真田哲也，鈴木俊幸，本間好，井

原勇人，久保田和人，向高弘 (2015)日本における大気中ラドン濃度の平年変動について. 日本保

健物理学会第 48回研究発表会，2015年 7月 2日．

岩田大地,長濱裕幸,武藤潤,安岡由美,三浦哲,太田雄策 (2015)地殻変動に起因する大気中ラドン濃

度変動. 日本地球惑星科学連合 2015年大会，2015年 5月 27日．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 27年度は，これまでに得られている放射線管理施設の大気中ラドン濃度変動データの解析を進め

た．また新たに全国の放射線管理施設で長期間の大気中ラドン濃度計測データを持つ協力機関を探し，

ネットワーク拡大を行った．平成 28年度以降は，引き続きデータ解析および協力施設からの収集を進

めるとともに，地殻変動との比較を行い，大地震に先行するラドンガス放出と地殻変動の関連を明ら

かにしていく．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
武藤 　潤



他機関との共同研究の有無：有

神戸薬科大学 　安岡由美

福島県立医科大学：本間好・鈴木俊幸

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東北大学大学院理学研究科

電話：022-225-1950

e-mail：zisin-yoti-aob@grp.tohoku.ac.jp

URL：http://www.aob.gp.tohoku.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：長濱裕幸 　

所属：東北大学大学院理学研究科地学専攻



図 1．各サンプリングサイトにおける大気中ラドン濃度の残差変化 (Kobayashi et al., 2015)．
a)福島県立医科大学（FMU），東京大学医科学研究所（ IMSUT），和歌山県立医科大学（WMU），札幌医科大学
（SMU），自然科学研究機構・岡崎（NINS）での大気中ラドン濃度の残差値変動の比較．黒線・赤線は，変動デー
タ．黄緑色・緑色・青色・灰色・紫色は正弦回帰曲線, b) 5つのサイトの平年変動, c)各サイトにおける年変動の正
弦回帰曲線.



図 2. 札幌医科大学で測定された大気中ラドン濃度を用いた部分空間法による変化検知．
(a)異常度，(b)電離電流測定値（黒点）と平滑化電離電流値（赤線），(c)ラドン濃度の残差．赤線 1と 5はそれ
ぞれ，十勝沖地震（2003年 9月 26日，Mw 8.0）と東北地方太平洋沖地震（2011年 3月 11日, Mw 9.0）の発生時
刻を示す．



図 3. 福島県立医科大学で測定された大気中ラドン濃度を用いた部分空間法による変化検知.
(a)異常度，(b)電離電流測定値（黒点）と平滑化電離電流値（赤線），(c)ラドン濃度の残差．赤線 2～5は，それ
ぞれ，茨城県沖地震（2008年 5月 8日，Mw 6.8），福島県沖地震（2008年 7月 19日，Mw 6.9），福島県沖地震
（2010年 3月 14日，Mw 6.5），東北地方太平洋沖地震（2011年 3月 11日, Mw 9.0）の発生時刻を示す．



平成 27年度年次報告

課題番号：1208

（１）実施機関名：

東北大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

観測事例及び理論予測に基づく噴火事象系統樹の分岐条件の検討

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

イ. 熱水系の卓越する火山

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　逐次変化する火山活動に対応した予測は、火山噴火予知連絡会などによる専門家会合を開き、地球

物理学的観測や物質科学的分析による結果を総合的・多面的に理解することによってなされてきた。

今後、より迅速な対応をとれるように、このような専門家による判断をより客観化・一般化すること

により、科学的知見として将来に蓄積する必要がある。本研究では、リアルタイムで得られる各種の

観測データと火山活動や噴火現象の分岐との関係を具体的に記述し、噴火事象系統樹をより高度なも

のに発展させることを目的に、現在の火山学的知見および本研究計画により明らかとなる法則をまと

め、噴火事象の分岐判断の基準の作成を進める。具体的には、以下の目標を掲げる。

１．現在の火山学的知見をもとに、火山噴火現象を類型化し、災害や火山・噴火活動にとって重要な

事象の分岐点を網羅的に調べる。

２．事象の分岐点について、過去の観測データによる経験、理論・実験的な予測等にもとづき、事象

分岐の判断方法をまとめる。

３．まとめられた分岐判断の方法をもとに、類型化された火山や火山噴火現象ごとに適切な観測項目・

体制を明らかにする。

このような判断基準の作成はこれまで試みられていない。5年間でプロトタイプを作成することを目

指す。



（７）本課題の５か年計画の概要：

　上記目標にある 3項目をほぼ番号順に進める。活発な火山活動を示す火山（桜島等）や防災上重要

な火山（富士山等）については、それぞれの火山における噴火シナリオの分岐判断条件を検討する。

　平成 26年度においては、主に項目１について実施するとともに、項目２に着手する。マグマの特性

やテクトニクス的な背景、これまで提案されている噴火事象系統樹を参考にしながら、火山活動およ

び噴火活動の事象分岐点を網羅的に調べる。さらに、災害軽減の観点から、とくに重要な事象分岐点

を抽出する。重要な事象分岐点について、地震学、測地学、電磁気学、火山ガス・噴出物分析学など

の、現在までの火山学的知見をもとに、先行現象と噴火現象に関する経験則や理論的な予見の調査を

開始する。

　平成 27年度においては、項目２を継続し、事象分岐の判断基準の表を試作する。経験則には、観測

事例数、適用範囲、再現性などを、理論的な予測法については、観測による検証、条件などをもとに

して、いくつかのランクを設定し、分岐条件の判断基準の確からしさを加えることを検討する。

　平成 28年度においては、外部資金等を利用し、国内外の火山研究者とセミナーを開催し、国内外の

火山の事例の比較研究を行う。これをもとに平成 27年度に作成した事象分岐の判断基準の問題点を明

らかにし、分岐条件の判断基準の再作成を行う。

　平成 29年度には、まとめられた事象分岐の判断基準をもとに、現在の火山観測体制での利用可能性

を検討する。また、必要な観測体制や研究の方向性をまとめる。

　平成 30年度には、5年間を総括し、本課題から提案する事象分岐の判断基準と今後の課題を総括し、

文書にまとめる。

　研究課題実施中には、他の研究課題とつねに連携を取り、それらの研究成果を取り入れるだけでな

く、特に重要な研究内容を提言する。また、事象分岐の判断基準のもととなる論文、観測報告等を電

子媒体等によりまとめ、常に検証・再構築できるようにする。

（８）平成 27年度の成果の概要：
本年度は、平成 26年度に引き続き、項目２「事象の分岐点について、過去の観測データによる経験、

理論・実験的な予測等にもとづき、事象分岐の判断方法をまとめる。」を継続した。昨年度に対象とし

た，雲仙岳，モンセラート島（スーフリエール・ヒルズ），シナブン火山，伊豆大島，三宅島，霧島

山新燃岳に加え、最近国内で噴火した御嶽山や口永良部島、また、雌阿寒岳、ストロンボリ火山、エ

トナ山などについて、調査した。地震・地殻変動観測，電磁気学的観測，火山ガス観測の結果を過去

の文献等（論文，報告書など）をもとに，噴火事象・観測量の時系列を作成し，電子ファイルとして

まとめた．それらを検討した結果、以下の特徴が認められた。

１．爆発的噴火発生前の数ヶ月前から火山ガスに変化がある。

エトナ山、ストロンボリ火山。CO2/SO2比や CO2フラックスが 2倍程度増加。

ピナツボ山 　水蒸気爆発の発生後 1ヶ月の間に SO2量が増加しプリニー式噴火発生。

２．全磁力は、数年以上前に低下が発現される例（雌阿寒岳、口永良部島）もある一方、変化のない

例もある。噴火発生時やその後に変化する例も少なくない（エトナ山、セントへレンズ山）。

３．小規模な水蒸気爆発の発生直前に、急激な山体膨張や微動振幅の増大が起きる（口永良部島、御

嶽山）。また、定常的な山頂爆発活動から山腹割れ目の発生や大規模噴火に分岐する直前に、微動振幅

の増大が発現する（ストロンボリ火山）。

４．水蒸気爆発の発生の数週間から数年、あるいはそれ以上の中長期的時間スケールで、火山性地震

活動の活発化が認められる（雌阿寒岳、御嶽山、口之永良部島）

昨年度の成果（１．マグマ噴火開始前に中期的な全磁力等の異常、２．水蒸気爆発からマグマ爆発へ

の分岐前に、山体膨張，地震活動の火山性ガスの活発化、３．火砕流発生（ドーム崩落）前に、山体

膨張，地震活動の活発化、４．山頂噴火から山腹噴火への分岐前に地震活動の活発化，急激な山体変

形）と調和的な結果が得られ、このような観測量のモニタリングが分岐判断に有効であることが確か

められた。一方で、観測項目によっては、噴火直前に変化が起きない例もあることもわかった。



また、重要な分岐現象と噴火予測の判断基準を考えるために、これまで国内外で作成されてきた噴火

のイベント・ツリーをレビューした。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
中田節也，2015，火山爆発指数 (VEI)から見た噴火の規則性，火山，60, 143-150．中田節也，2016，

噴火シナリオと確率論的予測，火山，61,（印刷中）．西村太志・高木朗充，2015，火山性地震の

発生時系列と噴火発生－近年の日本の事例から－，日本火山学会秋季大会 2015年，富山市．?

（10）平成 28年度実施計画の概要：
引き続き、噴火事象・観測量の時系列を作成する対象火山を，海外の活火山を含めて増やし，データ

ベース化を進め、分岐前の観測量の特長をより一般的に捉える．同時に，火山関係の研究課題の成果

を取り入れ、各火山の時系列の特徴を明らかにし、噴火前の観測量との対比を行い、活動度の評価を

試みる。これらをもとに，分岐前に現れる観測量について，事例数や適用範囲，再現性などとともに，

実験・理論的な背景について整理する．また、国内外の火山研究者とセミナー等を通じ、火山活動評

価指標や分岐判断に関する知見について検討を進める。

?

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東北大学 　　　　　　西村太志、中村美千彦

他機関との共同研究の有無：有

北海道大学 　　　　　中川光弘、橋本武志 　

東京大学 　　　　　　中田節也、森田裕一

東京工業大学 　　　　野上健治

京都大学 　　　　　　鍵山恒臣、井口正人

九州大学 　　　　　　清水 　洋

気象庁 　　　　　　　松森敏幸

気象研究所 　　　　　高木朗充

産業総合研究所 　　　篠原 　宏志

防災科学技術研究所 　藤田英輔

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東北大学大学院理学研究科地球物理学専攻

電話：022-796-6531

e-mail：zisin-yoti-aob@grp.tohoku.ac.jp

URL：http://www.aob.gp.tohoku.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：西村太志 　

所属：東北大学大学院理学研究科地球物理学専攻
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課題番号：1209

（１）実施機関名：

東北大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

トランジェント現象リアルタイムモニタリングのための複合測地データ利用の高度化

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　本研究課題では、(1)海陸の複数測地データを用いてプレート境界及びその周辺で発生する巨大地震

の規模及びその広がりを即時 (イベント発生後 3分以内)に把握し、それに基づく津波の高精度予測の

ための技術開発、(2)数日以下の時定数を持つゆっくりとしたプレート境界上の滑り現象を GNSSデー

タから自動検知するための解析技術の高度化及び地殻変動自動検知のためのアルゴリズム開発、(3)火

山活動の活発化に伴う地殻変動を検出し変動源の推定をリアルタイムで自動的に行う解析システムの

開発、の 3点を実施する。これらは準実時間でプレート境界や火山周辺における様々な時間帯域の現

象を迅速に把握する上での基盤技術であり、巨大地震発生後の津波即時予測や、プレート境界での滑

りシミュレーションに取り入れるためのデータ逐次同化システムへの応用、火山活動の推移予測等を

行う上で極めて重要である。これらの技術開発により、プレート境界で発生する津波や火山噴火によ

る被害等の軽減及びプレート境界型地震の短期予測に資するデータの提供を目指し、防災・減災なら

びに地震・火山噴火予測に貢献する。

（７）本課題の５か年計画の概要：



　本計画は、(1)複数の測地データ (GPS、地殻変動連続観測、海底水圧計等)を使用して、プレート境

界及びその周辺で発生する巨大地震の地震規模を即時に推定し、高精度津波予測に活用するための技

術開発、(2) GPS、GLONASS、Galileo等を含めた複数GNSS衛星を用いて、数日以下の時間帯域にお

けるゆっくりとした地殻変動を準実時間で捉えるための解析手法の高度化、(3)火山活動の変化に伴っ

て観測される山体変形を準実時間で確実に把握しその変動源の時空間変化を推定できる解析技術の高

度化、の 3つの技術開発項目で構成される。

　(1)に関しては、これまでに開発を進めてきたリアルタイム GPSデータに基づいて巨大地震に伴う

地殻変動を自動検知・推定するアルゴリズム (RAPiD)を GPS以外の GNSS衛星及び地殻変動連続観

測データでも利用できるように拡張し、得られる観測量から断層面での不均質滑りを即時推定するア

ルゴリズムを開発して、それらに基づく高精度な津波予測システムの開発を進める。年次進行として

は、平成 26、 27、 28年度にかけて GNSSデータと地殻変動連続観測データのノイズ特性に配慮した

地殻変動検知アルゴリズムを開発し、平成 29、30年においてリアルタイム観測データを用いたアルゴ

リズムの精度検証を行う。

　(2)に関しては、GPS、GLONASS、Galileo等を含めた複数 GNSS衛星を用いて、数日以下の時間

帯域におけるゆっくりとした地殻変動を準実時間で捉えるための解析手法の高度化を行う。数日以下

の時間帯域では対流圏遅延の補正、マルチパスによる擾乱等の軽減等がノイズレベル軽減に重要であ

る。それらを対流圏の数値予報モデル、Sidereal filter等を用いて準実時間で軽減しつつ、高品位の座標

時系列を得るための技術開発を 5カ年通じて進める。また平成 28年度以降、それら時系列から地殻変

動を自動検出するアルゴリズムをこれまでに開発した RAPiDアルゴリズムを拡張する形で開発する。

　(3)については、山体変形の検出技術は (2)と共通部分も多いが、山体変形の原因となる増減圧源に

ついては先験的情報も乏しいため、格子点状にモーメントソースを配置し、GNSS観測データ等から

地殻変動源モデルの時空間変化を精度良く推定する手法を開発する。なお、火山体変形を抽出する際

には、現在もなお継続している東北地方太平洋沖地震に伴う余効地殻変動の影響を取り除く必要があ

るため、海陸測地観測による余効変動に関する研究課題と連携して計画を実行する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
平成 27年度は主として３つの研究開発項目を実施した．１つ目がキネマティック精密単独測位法にお

ける最適対流圏遅延パラメータ決定に関する研究であり，２つ目が精密可動台を用いたリアルタイム・

キネマティックGNSS解析の包括的精度評価である．また，3つ目が火山活動の変化に伴って観測され

る山体変形を準実時間で確実に把握するための予備的な解析についてである．以下に各項目について，

詳細を述べる．

(1)キネマティック精密単独測位法 (キネマティック PPP)における最適対流圏遅延パラメータ決定に関

する研究

GNSSデータを用いて 1日以下の地殻変動場を捉える手段の一つとしてキネマティックGNSS解析が存

在するが，その精度は，日毎の座標値などを推定するスタティック解析と比較して低い．これは GNSS

解析において，対流圏遅延に起因する未知パラメータと座標値との分離が原理的に困難であるためで

ある．こうした背景のもと，本年はキネマティックGNSS解析の一解析手法であるキネマティック精密

単独測位 (キネマティック PPP)における対流圏遅延に起因する誤差を低減するための研究開発を実施

した．具体的にはキネマティック PPP解析の高精度化のために，対流圏遅延に関する未知パラメータ

の推定時に使用するハイパーパラメータ (解析時に必要とするカルマンフィルタのプロセスノイズ)の

値を客観的に決定する方法の検討と，その精度評価を行った．具体的には座標時系列の擾乱がもっと

も小さくなる (標準偏差がもっとも小さくなる)天頂湿潤大気遅延量とその勾配量を観測点毎にグリッ

ドサーチで探索した．解析の際には，平成 26年度にその有用性を確認した全球数値気象モデルに基づ

く大気遅延量の先験情報を用いたキネマティックGNSS解析手法を適用した．さらに全GEONET観測

点に共通する最適プロセスノイズパラメータの組み合わせを，得られる時系列の標準偏差が最小とな

る頻度がもっとも多い組み合わせとした．このようにして得られた最適なプロセスノイズパラメータ



と，通常のキネマティック PPP解析で用いられているプロセスノイズパラメータのそれぞれで東北地

方全域においてキネマティック PPP解析を行い，両者の時系列の標準偏差を比較した．その結果，水

平成分の標準偏差で 5.2～6.9%,上下成分の標準偏差で 20.8%，時系列のノイズレベルが低減すること

が確認できた．これは最適ハイパーパラメータ探索がキネマティック PPP解析の高精度化に大きなイ

ンパクトを与えうることを示す重要な結果である．

(2)精密可動台を用いたリアルタイム・キネマティック GNSS解析の包括的精度評価

平成 26年度に開発した精密可動台のプロトタイプ機を用いたリアルタイム・キネマティックGNSS時系

列の精度評価を行った．具体的にはあらかじめ 10Hzサンプリングで与えた動きを GNSSアンテナに与

え，それをリアルタイムで解析し，与えた動きをどの程度再現できるかについて評価を行った．GNSS

データの解析では JAXAが提供するMADOCA暦を用いたリアルタイム PPP (RTKLIB ver. 2.4.2)と，

理想的な解析環境である 10mの短基線における基線解析の２種類を行った．その結果，比較的短い時

間スケール (10分以下程度)において，10m基線では可動台に与えた動きを標準偏差で 2.0mmの精度

で説明可能であるのに対し，リアルタイム PPP解析でも 10mm以下の精度で与えた動きを再現できる

ことが分かった．一方で 10m基線では見られない長周期成分の残差が確認され，そうした残差が標準

偏差の違いとして現れていることが確認された (図 1).

(3)火山活動の変化に伴って観測される山体変形を準実時間で確実に把握するための予備的な解析

目標とする火山活動の変化に伴って観測される山体変形の準実時間での把握のために， GNSS解析時

における各 GPS衛星および GPS観測点におけるノイズレベルを調査した．具体的には桜島火山にお

ける京都大学防災研究所および東北大学における観測点データを用いて，噴火等のイベントが起きて

いない状態における各 GNSS衛星と観測点間の視線方向における位相残差を計算した．こうした位相

残差の値は，仮に火山が噴火し，水蒸気や火山灰を放出した場合は大きくなり，目的とする火山性の

地殻変動の捕捉に影響が出る可能性があり，その定常的な値を知ることは，そのノイズレベルを知る

意味で重要である．その結果，各観測点と全GPS衛星間の位相残差の平均値は約 1.5cm程度となった．

平成 28年度以降，こうした火山性地殻変動の検出と，位相残差等にどのような相関があるのかについ

て検討を進める．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
平田雄一朗 , 2016,キネマティックGNSSデータによる 2011年東北地方太平洋沖地震直後の余効変動

に関する研究,東北大学修士論文, pp. 146.

Ohta, Y. and M. Iguchi, 2015, Advective diffusion of volcanic plume captured by dense GNSS network

around Sakurajima volcano: a case study of the vulcanian eruption on July 24, 2012, Earth, Planets and

Space, 67(1), 157, doi:10.1186/s40623-015-0324-x.

太田雄策，リアルタイム・キネマティック GNSSデータ解析の高度化およびそれにもとづく巨大地震

の震源断層即時推定手法に関する研究，測地学会誌，(受理済，印刷中)

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 27年度に引き続き，数日から１日以下程度の時定数を持つ地殻変動場を精密に捉えるためのGNSS

解析の高精度化に係る研究開発を主として進める．特に平成 27年度に明らかにした対流圏遅延に関

する未知パラメータの推定時に使用するハイパーパラメータの最適値の探索とその影響評価を網羅的

に進める．また精密可動台を用いた可動試験をより長時間データに対して適用し，精度評価を進める．

また，こうした結果にもとづいて地殻変動を自動検知・推定するアルゴリズム (RAPiD)の高精度化を

進める．さらに火山活動の変化に伴って観測される山体変形を準実時間で確実に把握し，その変動源

の時空間変化を推定する技術開発を継続する．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
太田雄策、三浦哲、日野亮太



他機関との共同研究の有無：有

北海道大学：高橋浩晃

気象研究所：対馬弘晃

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東北大学大学院理学研究科

電話：022-225-1950

e-mail：zisin-yoti-aob@grp.tohoku.ac.jp

URL：http://www.aob.gp.tohoku.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：太田雄策 　

所属：東北大学大学院理学研究科地震・噴火予知研究観測センター

図 1
精密可動台を用いたキネマティック GNSS時系列の精度評価結果．(a)に可動台に与えた動きを，(b)にリアルタイ
ム PPP解析結果を，(c)に 10mの短基線解析結果をそれぞれ示す．(d), (e)にそれぞれ与えた動きとの残差時系列
を示す．



平成 27年度年次報告

課題番号：1210

（１）実施機関名：

東北大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

海溝軸近傍で観測可能な海底地殻変動観測技術の開発

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

大きな津波を伴う海溝型の低頻度超巨大地震の発生過程において、海溝軸近傍の固着状態が非常に重

要な役割を果たしていることが明らかにされつつある。東北地方太平洋沖地震後に整備された大学と

海上保安庁の海底GPSによる地殻変動観測点網は、この事実を重視し、従来の観測点よりも海溝に近

い大深度海域に重点的に展開されている。しかし、特に日本海溝における海溝軸直上付近での観測は、

水深の倍程度の長い距離の測距の技術的困難さや、観測点を構成する海底局間の距離が、もはや剛体

とは見なせない大きさになる原理的な限界から、未着手のまま残されている。これに対し海底間音響

測距観測は、海底間同士の音響測距であるため距離的にも音響ノイズ的にも有利であり、また、海底

の歪そのものを計るため、剛体的振る舞いが保障されない場所での観測に適することから、実現の可

能性が高いと判断できる。一方、海底圧力観測では、海溝軸直近での観測を開始したものの、超深海

対応の圧力センサーの大きなドリフトの低減、あるいは解析による除去などの課題が残る。本研究課

題では、超深海用に開発された海底間音響測距装置と海底圧力計での実海域での観測を繰り返して、

機器と解析方法の改良に関する知見を蓄積し、実用技術として確立することにより、低頻度超巨大地

震の発生メカニズムの解明や想定される津波の規模の推定に役立つ、海溝軸近傍の固着状態のモニタ

リング観測実現に資することを目的とする。



（７）本課題の５か年計画の概要：

上記の超深海型の圧力計および海底間音響測距装置には、試験観測の結果をフィードバックさせなが

ら機器と解析方法の改良を重ねていく必要がある。これらをおよそ１年サイクルで繰り返していくこ

とにより、超深海での海底地殻変動観測技術を確立する。別予算で措置した超深海型の海底圧力計、

海底間音響測距装置をプロトタイプとして使用し、各年度の機器の改良も別予算で実施する。その試

験観測時に必要な消耗品としての電池の一部を本研究課題の予算でまかない、全体として年１回の観

測機会を確保し、技術確立までの過程を強化する。平成 26－ 27年度は、観測機器の基本性能の確認

および改良部分の洗い出しを行う。具体的には、超深海型の圧力計センサーのドリフトの性質の把握

を行い、海底間音響測距装置に関しては測距限界距離および温度計測による長距離の音速補正の知見

を得る。平成 28－ 29年度は、過年度で得た知見をもとに必要な装置の同志の設置配置を変え、圧力

計では海洋の影響を取り除いた相対上下変位検出の精度評価、海底間音響測距では精度を確保できる

距離で、かつ海溝をまたぐ位置へ、潜航艇の利用も想定しつつ設置し、データを得る。平成 30年度に

は、それまでのデータをもとに最終的な改良、設置方法を提案し、実測により技術の確立を実証する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
東北地方太平洋沖地震の最大すべり域付近の日本海溝において，2013年の先行観測に引き続き，2014

年から 2015年にかけて，海溝軸を跨ぐ形での 210日間の２回目の海底間音響測距観測を行い，先行研

究の結果と比較した．また，新規に開発した機器を用いて，ほぼ同じ箇所で 2015年 9月より３回目の

観測を再開した（図１）．先行観測では，海溝軸を挟んでの明瞭な短縮は見られなかった．一方，２

回目の観測では，10 kmの基線 (ADM1-3)では前回同様短縮は見られなかったが（図２ b），7 kmの

基線 (ADM1-2)に 210日で 2cm程度の「伸長」が見られる結果となった（図２ a）．収束境界である

ことから，実際に伸長していた可能性は低く，その原因を，設置した機器が局所的な地形の傾斜など

による 2-3cmずり落ち，あるいは音速補正のための温度計が ADM2には装備されておらず，ADM1-3

の外挿で対処したことの補正精度の低下，と解釈した．いずれにしても，プレート収束速度に見合う

短縮は見られないという結論を得た．一方で，音速補正についての補助情報を与える海洋物理学的な

場として，温度擾乱と底層流（機器の姿勢から推定）には明確な相関は無い一方，底層流は海溝軸を

挟んで同じ側ではほぼ同期するというデータが得られた（図３ a,b）．また，音響測距自体は，10km

の超長基線でも，観測期間全体を通して安定して通信が行われ，機器の基本性能は十分期待するレベ

ルに達したことを実証できた．想定される誤差要因を低減するため，2015年 9月から再開した３回目

の観測では，脚部の形態を自在手継による一脚型から，剛体の三脚タイプに変更し（図４），安定性

を確保するとともに，データの冗長性を確保するために設置機器数を３台から５台に増やし（図５），

全機器に温度計を取り付けた．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
日野亮太・山本龍典・長田幸仁・木戸元之・鈴木秀市・太田雄策・久保田達矢・富田史章, 2015,日本海

溝を挟んだ音響測距観測：長期・長基線・多点観測にむけて,日本測地学会第 124回講演会,福岡.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
再開した３回目の観測は，２年という長期観測のため，28年度内でのデータ回収は無い．そのため，

２回目の観測データの再解析をして誤差要因について更に詰めるとともに，海底間音響測距特有の問

題点に関する広い知見を得るために，他の海域を含む音響測距観測データについても，追加観測およ

びデータの再解析をすすめる．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
木戸元之・日野亮太・太田雄策・東龍介・本荘千枝・川田佳史（東北大学）

他機関との共同研究の有無：有



伊藤喜宏（京都大学）

JAMSTEC（飯沼卓史）

ミネソタ大学（和田育子）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東北大学大学院理学研究科

電話：022-225-1950

e-mail：zisin-yoti-aob@grp.tohoku.ac.jp

URL：http://www.aob.gp.tohoku.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：木戸元之 　

所属：東北大学 　災害科学国際研究所

図１

海溝軸を跨ぐ２回目の観測点配置図．設置水深 7000-7300m．

図２

２回目の観測（210日間）の見かけ基線変化．(a) ADM1-2,基線長 7km．(b) ADM1-3，基線長 10km．２色あるの
は，対の機器がそれぞれ主局となった時の測距を示す．波線はプレート運動モデルによる年間 8cmの短縮に対応
する．



図３

２回目の観測時に計測された (a)水温と (b)機器の傾き．温度は ADM1と ADM3でのみ計測．傾きに関しては，海
溝海側の ADM2と ADM3は同期して揺れているが，海溝陸側の ADM1は，それらと同期していない．また，温
度変化との同期も明瞭ではない．

図４

２回目と３回目の観測で，それぞれ使用した機器の外観．２回目は底層流に逆らわずに自由に傾けるよう一脚の

下端に自在継手を装備．３回めは底層流に対して不動となるよう，脚の下端を３点支持とした．

図５

３回目の観測で設置した５台の機器の配置図（黄色）．最長基線は 9kmで，海溝軸部にも１点設けた．２年間の
観測後回収予定．白は 2回目の設置点．



平成 27年度年次報告

課題番号：1401

（１）実施機関名：

東京大学理学系研究科

（２）研究課題（または観測項目）名：

地殻流体の連続化学観測にもとづいた地殻の状態評価システムの開発

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(3)先行現象に基づく地震活動予測

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

本研究では、地下水に含まれる溶存イオンや溶存ガスの濃度・存在比・同位体比を連続的に分析する

システムの高度化と実装を行う。物理的・化学的な地殻の内部状態に関して情報を得るために、その

変動パターンを説明する試みを行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

平成 26年度：

　関東・東海地域にある温泉や鉱泉のひとつに、試作中の同位体比測定装置を試験導入する。温泉分

析表に基づく候補地の絞り込みを行ったのち、いくつかの温泉で実際に採水分析を実施し、実施地の

選定を行う。測定装置の実装においては、測定そのものだけでなく付帯する制御技術・生成技術の高

度化を目指し、実験室環境での動作テストを実施する。

平成 27年度：

　選定した観測地での採水分析を定期的に行う。また、測定装置の小型化や耐久性を向上させる。イ

オン分析装置やラドン測定装置などを含めた装置群の集積化を行い、選定した候補地へ導入してテス

ト分析を開始する。

平成 28、29年度：

　選定した観測地での採水分析を定期的に行う。集積化した装置の耐久性を確認し、野外における連

続運転に関連して発生する問題点を解決する。観測データの変動成分について情報を蓄積すると共に、

測地学的データや地震学的データとの関連について検討する。

平成 30年度：

　これまでの内容を継続・総合し、システムのさらなる改良を検討する。最終的には他の研究者や行

政機関が導入運用できるようなシステムを提案する。得られた観測データや時間変動パターンはホー

ムページ上で公開する。



（８）平成 27年度の成果の概要：
地下水溶存ガスのうちヘリウム濃度を高精度で分析するために、第二安定領域で動作する四重極質量

分析計の駆動電源を製作し、動作の調整を行った。分析結果の精度を向上させるために、分析管内の

残留ガスを除去するシステムの開発を行った。地下水に溶存するガスを効率的かつ大気の混入がない

ように準連続的に抽出する装置を完成させた。溶存ガス中の大気補正された He-Ar-N2三成分比の連

続観測が、マントル・地殻・大気の混合挙動を監視する指標になる可能性を見いだした。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Kuo T. and Tsunomori F. (2014) Estimation of fracture porosity using radon as a tracer. Journal of Petroleum

Science and Engineering, 122, 700-704

（10）平成 28年度実施計画の概要：
第二安定領域で動作する四重極質量分析計の改良を行うとともに、分析管内の残留ガスを除去するシ

ステムの導入を行い、実験室内でのテストおよび跡津川観測点での実測テストを行う。ここでは、ヘリ

ウム同位体比だけでなく、He-Ar-N2三成分比の連続分析を行い、ホームページ上にデータを公開する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
担当者：東京大学大学院理学系研究科 　角森史昭・田中秀実、参加人数：2人

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学大学院理学系研究科

電話：03-5841-4624

e-mail：fumi@eqchem.s.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：角森史昭 　

所属：東京大学大学院理学系研究科



平成 27年度年次報告

課題番号：1402

（１）実施機関名：

東京大学理学系研究科

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震発生場の階層性を考慮した地震活動予測

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ウ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

イ. 海洋プレート内部の地震

ウ. 内陸地震と火山噴火

(4)地震現象のモデル化

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

4. 研究を推進するための体制の整備

(4)研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

地震発生場には様々な長さスケールの不均質構造が含まれている。その理解は地震の予測可能性を判

断するうえで重要だが、現実的なプレート境界において、階層性をどのように定量化するか自明では

ない。地震の階層性と関係ある現象として、プレート境界で発生する繰り返し地震や「ゆっくり地震」

（深部微動、スロースリップ）を観測することが可能である。世界の様々な地域で、普通の地震やゆっ

くり地震活動の特徴を抽出し、その他の地球科学的情報を総合することで、階層性の地域性を抽出し、

それらをもとに階層性を定量化する。さらに定量化された階層性を確率予測に導入するためのモデル

を検討する。

（７）本課題の５か年計画の概要：



　巨大地震破壊プロセス、定常地震活動、繰り返し地震活動、ゆっくり地震活動の解析結果をもとに、

地震発生地域ごとの地震の階層性の統計的性質を明らかにする。個々の地震の性質（地震エネルギー、

継続時間など）のスケール法則と、対象領域で見られる地震活動パラメター（Gutenberg-Richter則の

b値、ETASパラメター）、ゆっくり地震の時間空間的統計性質、さらには海底地形や重力データの分

析によって、まずは階層性を定性的に把握する。既存の地震破壊プロセスの解析結果、地震活動カタ

ログや過去に推定したゆっくり地震のカタログを最大限活用する。H27年度より 3年間、博士研究員

を採用し、これらの作業を主に担当させる。

　上記分析によって得られた定性的な性質を地震発生場の階層性として定量化する方法を開発する。

まずは日本周辺の沈み込み帯を対象とする。すでに東北沖ではすべり分布、過去の地震活動や b値の

解析結果に基づいて不均質パッチモデルが提案されている（ Ide and Aochi, 2013）。同様の手法で北海

道沖、南海沈み込み帯などで不均質パッチモデルを構築し、これらのモデルの不均質性を既存の確率

論的地震活動予測モデル（ETAS等）に取り入れる方法を開発する。その際、ゆっくり地震の発生によ

る応力変化という要素を予測モデルに取り入れることを目指す。この開発は H27年度からはじめ研究

期間内にプロトタイプ完成を目指す。プロトタイプが完成した場合、世界のいくつかの地域を対象に

確率論的地震活動予測の試験を実施する。

　本研究計画では、将来の地震、火山の研究者養成を重視している。階層性抽出のために用いる基礎

情報、地震破壊プロセスの解析や震源決定は地震学における基本的問題であり、研究者を目指す学生

の演習として良いテーマである。研究代表者は新規採用する特任研究員とともに、大学院生、学部生

への演習的指導を行う。

年度ごとの作業内容：

H26階層性の定性的把握、既存カタログ等の情報収集

H27階層性の定性的把握、確率的地震活動予測モデル開発

H28階層性の定性的把握、確率的地震活動予測モデル開発

H29階層性の定量的把握、確率的地震活動予測モデル開発もしくは試験

H30階層性の定量的把握、確率的地震活動予測モデル開発もしくは試験、研究総括

（８）平成 27年度の成果の概要：
東北沖の地震の特徴的発生様式を支配している繰り返し地震について、地震波エネルギーのを推定、

その時間空間的な変動を定量化した。まず地震波エネルギーを安定的に推定するための手法を開発し、

2011年東北沖地震を含む約 10年の地震データに適用した。過去の研究で指摘されていたような地震

エネルギーの深さ依存性やサイズ依存性を再確認したうえで、これまで議論されていなかった地震の

発生間隔と地震波エネルギーの関係について精査した。すると発生間隔と地震波エネルギーには弱い

正の相関が存在し、これは時刻の対数関数として断層の強度が回復するというモデルと調和的である

ことが判明した。地震の階層性が時間と共に回復していく様子をエネルギーを基準にして観察できる

可能性を示唆する。この内容について現在出版準備中である。また沈み込み帯の地震活動の a値に関

連した定常地震発生率について、これまで考えられていなかったプレートの形状の効果を検討した。

定常地震発生率は 1次的にはプレートの相対運動速度に依存するが、さらにプレートが大きく屈曲し

ていると大きくなることが判明した。これは沈み込み前後のプレート内部への水の輸送過程と関係し

ているとみられる。この成果は Geophysical Research Letters誌で出版した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Nishikawa, T., and S. Ide, Background seismicity rate at subduction zones linked to slab-bending-related

hydration, Geophysical Research Letters, 42, 7081-7089, doi:10.1002/2015GL064578, 2015/09.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
引き続き東北沖の地震のエネルギー研究を進めるとともに。群発地震活動から地震の階層性について



の情報を引き出す手法を開発し、日本周辺の地震活動に適用する。摩擦法則の不均質性と地震の階層

性との対応についてシミュレーションを行い、階層性のある場での地震活動を予測するためのモデル

開発へとつなげる。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
井出哲（東京大学大学院理学系研究科）

他機関との共同研究の有無：有

フランス BRGM青地秀雄

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学大学院理学系研究科地球惑星科学専攻

電話：03-5841-4281

e-mail：

URL：http://www.eps.s.u-tokyo.ac.jp/index.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：井出哲 　

所属：東京大学大学院理学系研究科地球惑星科学専攻



平成 27年度年次報告

課題番号：1403

（１）実施機関名：

東京大学理学系研究科

（２）研究課題（または観測項目）名：

噴火推移モニタリングのための火山ガス観測装置の開発

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

イ. 熱水系の卓越する火山

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　火山噴火予測においては、噴火が開始したのち、噴火活動がどのように推移していくかを予測する

ことも非常に重要な課題であり、活動の活発化や静穏化を見極めることは、防災・減災計画を検討し

て行くうえで不可欠である。火山ガス放出率、特に二酸化硫黄放出率は、地下にあるマグマの量や挙

動を反映して変動するパラメータであり、その増減の推移を監視し、他の観測データと合わせて評価

することは噴火活動の推移の理解に多大な貢献が可能である。一方、噴火に対応して、二酸化硫黄放

出率を観測できる観測者の数は限られており、噴火開始後に、高い頻度で噴火推移をモニタリングし

続けることができないのが現状である。このような状態を打開するため、噴火発生に対応して、迅速

に観測態勢を立ち上げられるようなモニタリングシステムの開発や火山ガス測定の経験がなくてもガ

ス放出率測定を容易にできるような観測装置の開発をすることで、噴火後の火山活動推移の火山ガス

モニタリングを可能にすることが目標である。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本研究計画では、低価格 CCDカメラを使用した二酸化硫黄可視化モニタリング装置、ポータブルな

ガス放出率自動測定装置および簡易型トラバース測定装置の開発、そして、これらの装置のフィール

ドテストおよび噴火可能性のある火山周辺での事前調査が主な内容となる。各年度の概要は以下のと

おりである。



平成２６年度：二酸化硫黄可視化モニタリング装置と簡易型トラバース測定装置の設計・開発をおこ

ない試作機のテストを実施する。

平成２７年度：上記２装置の開発を継続する。浅間山火山、桜島火山、阿蘇火山などでテスト観測を

実施する。後半からは、ポータブルガス放出率自動測定装置の設計・開発に入る。

平成２８年度、平成２９年度：ポータブルガス放出率自動測定装置の開発を継続するとともに、これ

まで開発した装置のフィールドテストを実施しつつ、装置の問題点などを修正して行く。1-2ヶ月単位

で、複数の火山で試験測定を行うとともに、噴火が生じた際の装置設置場所などの事前調査をいくつ

かの火山で実施する。

平成３０年度：平成２８、２９年度の内容を継続するとともに、一般ユーザーでも設置から稼動まで

行えるように最終的な改良やマニュアルを作成する。

※なお、5ヵ年中に噴火が発生した場合、その時点でできるだけの対応をする。

（８）平成 27年度の成果の概要：
昨年度設計・開発した簡易型トラバース測定装置は 2014年 11月末以降、口永良部島火山の二酸化硫

黄放出率モニタリングに屋久島―口永良部島間のフェリーで使用されてきた。当初は、フェリーの出

航時に、開発した簡易型装置の電源を投入の上、船員の方に装置のボックスを甲板に設置してもらっ

ていた。測定終了後には、船員の方に装置の撤収、スマートフォンで装置からデータ回収、クラウド

サーバーへのデータ転送を行ってもらっていた。上記のような作業を減らすため、簡易装置のボック

ス内に 3Gルーターを入れることで、観測終了時に観測データを３ G回線を使って自動的にクラウド

サーバーへアップロードするように測定用ソフトウェアを改良した。その後、さらに測定の簡易化を

進め、甲板に集光光学系を常設し、紫外分光器、GPS、制御用の小型 PC（Raspberry Pi Model B+）、３

Gルーターなどを操舵室内に設置し、光ファイバを船外から船内に引き入れることで、測定のたびの

設置・撤収を省略できるようにした。現在は、操舵室でスイッチを入れるだけで自動的に観測・デー

タ転送までを行うシステムとなっている。口永良部島でのフェリーを用いた測定は 2015年 5月 29日

の噴火後、フェリーの運休により中断していたが、2015年 12月のフェリー運航開始とともに再開さ

れている。また、5月 29日の噴火後のフェリー運休以降、漁船で二酸化硫黄フラックス測定ができる

よう、フェリー観測で初期に使用していた簡易測定装置の改良を行った。

昨年度に引き続き、簡易測定装置をベースにさらに軽量化した装置を御嶽山での UAV観測に搭載して

使用した。2015年 6月時点で二酸化硫黄放出率が 7 t/d以下まで減衰していることを示した。また、6

月下旬から 7月上旬には海上保安庁の測量船が西之島での調査の際に、船上から簡易測定装置を用い

て西之島の二酸化硫黄放出率観測を実施した。

二酸化硫黄可視化モニタリング装置に関しては、天体観測などに使用される小型の CCDカメラを使用

した装置を設計し、プロトタイプを作成した。今後フィールドテストを実施し、改良を行っていくこ

とになる。また、ポータブルなガス放出率測定装置に関しては、３ Gルーターを使用した連続測定な

どの問題と想定よりも消費電力の削減が必要と考えられたため、上記の簡易測定装置で使用していた

システムよりさらなる省電力化に取り組んだ。Intel社のシングルボードコンピュータ Edisonをベース

にし、３ G回線を有する OpenBlocks IoT BX1とこれまで使用してきた紫外分光器で測定できること

を確認した。どの程度の省電力化が行われたかは今後確認し、これをベースに装置のプロトタイプを

作成することになる。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
簡易型トラバース測定装置に関しては、口永良部島の火山ガス測定を、この装置の実用化の例として

継続する。また、現在の測定用ソフトウェアは、紫外スペクトルの自動測定とデータの転送のみに特

化しており、スペクトル解析は行っていない。必要な場合には現場で二酸化硫黄の状況を確認できる



ように測定用ソフトウェアにスペクトル解析モードを組み込む予定である。

二酸化硫黄可視化モニタリング装置に関しては、現在のプロトタイプのフィールドテストを実施する

とともに、問題点を明確にし、センサー及び光学系の最適化をハードウェアの面で実施するとともに、

自動測定に向けたソフトウェアの作成に着手する。ポータブルなガス放出率自動測定装置に関しては、

平成 27年度に選定したシステムをもとにプロトタイプを作成し、年度末までには、フィールドテスト

を実施する予定である。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東京大学大学院理学系研究科 　　森 　俊哉、 　角森史昭

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学大学院理学系研究科地殻化学実験施設

電話：03-5841-4649

e-mail：mori@eqchem.s.u-tokyo.ac.jp

URL：http://www.eqchem.s.u-tokyo.ac.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：森俊哉 　

所属：東京大学大学院理学系研究科地殻化学実験施設



平成 27年度年次報告

課題番号：1501

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震・火山災害の関連史資料に基づく低頻度大規模災害の調査

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ア. 史料の収集とデータベース化

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

イ. 考古データの収集・集成と分析

ウ. 地質データ等の収集と整理

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　本研究の目的は、文献史料データ・考古データ・地質データなどを用いて、過去に発生した大規模

地震・津波や火山噴火とそれによる災害の実態を分析し、近代的な調査・観測データとの比較・検討

から低頻度大規模災害の実態を解明することである。

　本研究では、北海道大学大学院理学研究院が中心となり、津波堆積物の報告書などを調査し、津波

堆積物に関する内容について時系列順・地域別に収集・整理してデータベースを構築する。津波堆積物

に関する地質データのうち、近代的な調査・観測データとの比較・検討が可能な事例については、評

価方法を検討して調査・観測データとの統合を目指す。

　文献史料データ及び考古データを全国的・通時代的に収集・整理する研究、並びに地域を限定して

様々なデータを精査する研究は、それぞれ別件の研究課題において計画されている。そこで本研究で



は、それらの研究課題によって得られた地震・津波・火山噴火などに関する位置情報について緯度・経

度へ変換し、地質（津波堆積物）データと文献史料データ・考古データとの統合的分析が可能なデー

タベース及び地理情報システムを構築する。

　また、本研究では、文献史料データ及び考古データ・地質データを総合的に分析して、近代以前に

発生した 1703年の元禄地震や 1707年の宝永富士山噴火などの大規模地震や火山噴火について多角的

に分析する手法を確立する。その準備作業として、既刊地震史料集の史料本文について、確実な史料

や良質な刊本に基づいて校訂（原史料・原本による本文の訂正）を行う。校訂作業を経た信頼性の高

い史料を用いて、大規模な地震・津波・火山噴火で被害の生じた場所を特定し、個々の被害程度など

を推定する。この史料本文の校訂作業に際しては東京大学史料編纂所の協力を得る。

　更に、上記のような近代以前の地震・津波などに関する文献史料・考古・地質データを用いて、先

史時代・歴史時代における地震の被害分布図・震度分布図、津波高分布図、津波浸水（到達）図、火

山災害地図などを作成する。これに加えて、強震動予測や津波シミュレーションなどの手法を用いて、

過去に発生した大規模地震・津波の実態を分析し、低頻度大規模地震に関する強震動・津波の発生予

測などの検討に資することを目指す。

（７）本課題の５か年計画の概要：

［平成 26年度］

　既刊の津波堆積物の報告書などを調査し、津波堆積物に関する内容を収集・整理してデータベース

を構築する。また、近代以前の大規模な地震・火山噴火災害関連史料について、信頼性の高い史料の

原本調査と校訂作業を実施する。特に、関東地方での事例を対象とする。

［平成 27年度］

　津波堆積物の報告書などを調査してデータベースを構築し、近代以前の大規模な地震・火山噴火災

害関連史料について、継続して校訂作業を実施する。また、本研究における地質データや校訂済み地

震史料データ、別件の研究課題における考古データや文献史料データなどを用いて、先史時代・歴史

時代に発生した大規模地震・津波・火山災害を統合的に分析可能なデータベース及び地理情報システ

ムの試作版を構築する。これに基づいて、歴史時代に関東地方で発生した大規模地震・津波・火山噴

火について実態の解明を試みる。

［平成 28・29年度］

　津波堆積物の報告書などを調査してデータベースを構築し、近代以前の大規模な地震・火山噴火災

害関連史料について、継続して校訂作業を実施する。また、文献史料・考古・地質データの統合的な

分析を可能とするデータベース及び地理情報システムの構築を行う。

［平成 30年度］

　津波堆積物の報告書などを調査してデータベースを構築し、近代以前の大規模な地震・火山噴火災

害関連史料について、継続して校訂作業を実施する。また、文献史料・考古・地質データの統合的な

分析を可能とするデータベース及び地理情報システムを構築して、先史時代・歴史時代に関東地方以

外で発生した大規模地震・津波・火山災害の実態を解明する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
●津波堆積物のデータベース化に向けての準備作業

　津波堆積物のデータベース化は，東北大学のプロジェクト研究にメンバーとして参加し，主に北海道

の既存資料について整理を進めている．平成 27年度はデータ入力とチェックが終了し，既存文献につ

いて津波堆積物の認定項目に基づく評価も実施した．成果の一部は本年度中に公表される予定である．

　ロシアの沿海州および北方領土で，歴史津波と先史時代の津波痕跡について，ロシアの研究者と共

同で調査を実施した．古津波については，沿海州と日本海，北方領土と北海道東部のそれぞれで得ら

れた痕跡を対比させる必要がある．そのための広域火山灰（B-Tmなど）の分布調査と同定方法の確

立，歴史時代も含めた年代決定精度の向上に向けた研究も進めている．



　古地震に伴う地殻変動の痕跡として貴重な海岸の隆起地形と生物痕跡については，保存と化石化に

関する知見を得る必要がある．そこで，平成 27年 4月 24日に北海道の羅臼町幌萌海岸で発生した地

すべりに伴う海岸隆起を対象に現地調査を実施した．隆起量は隆起前には海底にあったと推測された

礫に付着している海草類から隆起前の水深を推定し，隆起後の標高と足し合わせることで求めた．隆

起域は秋の台風で約半分が浸食されて消滅していることも確認した．調査は平成 28年度以降も継続し

て行う予定である．

●史料に基づく地理情報システムの試作版の作成

　前近代に発生した低頻度大規模災害については，近代的な観測機器によるデータが存在しない．そ

のため，そのような災害の調査・研究を行う際には，歴史学で使用されているのと同様の史料を用い

て，個々の記述内容から災害の実像を検討する必要がある．その際には，現存する数多くの史料の中

から記述内容の信憑性が高い史料を選定し，それに基づいて被害の実態やその発生場所を検討しなけ

ればならない．

　平成 27年度は，江戸時代に関東地方で発生した被害地震である安政二年（1855）の安政江戸地震を

事例として，江戸やその周辺地域での被害記録ではなく，遠地での有感記録を基にして地理情報シス

テムの試作版を作成した．本研究において使用したのは既刊地震史料集に所収されている史料であり，

地震発生当日の十月二日夜に被災地から離れた遠地で記録された史料を選び出し，その中から「夜四

ツ時」や「亥刻」と記されている信憑性の高い日記史料のみを選定した．こうして厳選された史料に

ある遠地での有感記事に基づいて有感場所ごとに震度を推定した．また，有感記事が記された当時の

場所について，他の史料や当時の絵図，日本史における研究成果などに基づいて現在地を調査・検討

し，その緯度・経度を導き出した．

　このようにして得られた史料の有感記述とそれに基づく推定震度，史料が記された場所とそれに基

づく現在地の緯度・経度を組み合わせて，安政江戸地震の遠地での有感記録について地理情報システ

ムの試作版を作成した．今後は，この地理情報システムから作成した遠地での有感地震の震度分布図

を用いて検討を重ね，安政江戸地震の震源像の解明に取り組む計画である．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Ganzey, L. A., Razjigaeva, N. G., Nishimura, Y., Grebennikova, T. A., Kaistrenko, V. M., Gorbunov., A. O.,

Arslanov, K. A., Chernov, S. B., and Naumov, Y. A., 2015, Deposits of Historical and Paleotsunamis on

the Coast of Eastern Primorye. Russian Journal of Pacific Geology, 9, 64-79.

西村裕一・岩崎藍子，2016，羅臼町幌萌海岸の地すべり（2015年 4月 24日）に伴う海岸隆起の産状

と隆起量，北海道地区自然災害科学資料センター報告，印刷中．

Satake, K., A. Nishiyama, J. Muragishi, 2015, Historical earthquake studies and document database in Japan,

26th IUGG General Assembly 2015, IUGG-1945 (Solicited, Oral), Prague, Czech Republic, Prague

Congress Centre, June 22-July 2, 2015.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　津波堆積物の報告書などに基づくデータベースの整備に向けて，データの収集・分類を進める．ま

た，近代以前の大規模な地震・火山噴火災害関連史料について継続して校訂作業を実施し，地理情報

システムの新たな試作版を構築する．さらに，文献史料・考古・地質データを統合的したデータベー

スおよび地理情報システムの試作版を構築し，先史時代・歴史時代に発生した大規模地震・津波・火

山災害の総合的な調査・研究を目指す．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東京大学地震研究所 　佐竹健治・西山昭仁

他機関との共同研究の有無：有

東京大学史料編纂所 　佐藤孝之・他 5名



北海道大学大学院理学研究院 　西村裕一

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：佐竹健治 　

所属：東京大学地震研究所



平成 27年度年次報告

課題番号：1502

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

揮発性成分定量による活火山爆発力ポテンシャル評価とマグマ溜まり深度の再決定

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　本研究では，噴火確率の高い火山や，大規模災害を引き起こす可能性のある火山の火山噴出物につ

いて，顕微赤外反射法を用いて，効率良く多数の試料の揮発性成分量定量分析を実施し，火山噴火研

究の基礎資料を作成する．

マグマ中の揮発性成分量（特に水の量）は，個々の火山の「爆発力ポテンシャル」として重要であるば

かりでなく，熱力学平衡をとおしてマグマおかれた温度圧力条件の評価にも大きな影響を与える．こ

のため，過去の噴火のマグマプロセスを物質科学的に評価するためには，マグマの含水量の決定が不

可欠である．しかし，これまでは測定自体の難易度が高かったため，研究対象になった火山噴火が限

られており，非常に少ない含水量データしか蓄積されていない．また，分析可能な大きさ試料に限ら

れていたため，分析試料のバイアスによる含水量評価の偏向の恐れもあった．本研究では，多数の試

料の分析によって，これまで欠けていたデータの提供を行う．加えて，マグマ溜まり深度の再決定を

行う．従来の物質科学的研究によるマグマ溜まり深度の見積もりは含水量データの不足によって 1kb

　(4km) 　程度の不確定性があったが，多数の揮発性成分量のデータを加えることによって，これを

従来の半分以下（1～2km）で再決定することを目指す．

本研究によって，目的とする火山の爆発ポテンシャルや深度等のマグマ溜まりの状態の時間変化につ

いての知見を積み上げることができれば，その火山の噴火シナリオの作成等の研究にも貢献すること

ができよう．



（７）本課題の５か年計画の概要：

　研究の根幹となる顕微赤外反射法については，すでに基礎的部分の開発が終了している．この方法

を実際の火山噴出物に応用して，火山噴火についての基礎試料として噴火前のマグマ中の揮発性成分

量を決定する計画である．この方法ならば，20～30ミクロンサイズの斑晶ガラス包有物試料について，

比較的容易に実用的な精度で水の定量分析することができる．毎年 200個以上の班晶メルト包有物を

分析し（5年間で 1000個），地質基礎データの整備に貢献する計画である．

より具体的には，以下の 2項目についての研究を実施する．

　（１）マグマ噴火の頻度の高い火山を対象として，多数の揮発性成分データを収集し，データベー

ス化する．また，他の岩石鉱物学的情報とあわせて，マグマ溜まり深度の再決定を行う．一つの噴火

あたり 40～50試料のデータを得られれば，その噴火のマグマの特徴をかなり正確に把握可能であろ

う．一つの火山あたり連続する数回の噴火試料を分析すれば，マグマ溜まり環境の時間変化を捉えら

れる可能性がある．そこで，現在から過去にさかのぼって 4～5回の連続する噴火の噴出物を分析対象

とする．対象とする火山としては，富士山，伊豆大島，三宅島，浅間山を予定している．

　（２）大規模災害を引き起こす可能性のある火山を対象にして，過去に発生した大規模噴火とそれ

に先行する複数の小規模噴火時の試料解析から，大規模噴火に到るまでのマグマ溜まりにおける揮発

性成分量変化と不均質の程度を読み出す．対象とする大規模噴火としては姶良カルデラ噴火を予定し

ている．

研究は，各年度に 2～3火山を対象としてとりあげ，１火山について 2～3年かけて，化学分析とデー

タ解析をおこなう．平成２６年度においては，富士山と姶良カルデラ噴火についての研究に着手する．

（８）平成 27年度の成果の概要：
　首都圏に大きな被害をもたらす可能性がある富士火山について，最近の噴火の火山噴出物の化学組

成と組織の分析を行った．富士火山の最新の噴火である宝永噴火 (AD1707）では噴火活動の初期に白

色パミスの噴出があったが，これをもたらした珪長質マグマ溜まりは噴火前には圧力 110-150MPa (深

度 4-6kmに相当)，温度 800℃程度，含水量 4wt%程度で，極めて水の飽和に近い状態に置かれていた

（図１）．磁鉄鉱斑晶リムの Tiの拡散プロファイル解析（図２）から，深部に由来する高温の玄武岩質

マグマが噴火開始の数日前程度にこの珪長質マグマと接触することによって，珪長質マグマ溜まりで

発泡が始まり，噴火に到ったものと思われる．また，宝永 IIと呼ばれるステージで活動した安山岩質

マグマは，珪長質マグマと沈積した結晶と玄武岩質マグマの三者の混合によって生成可能であり，珪

長質マグマ溜まりとは独立した安山岩質マグマ溜り，あるいは化学成層したマグマ溜りが富士山直下

に存在したことを仮定する必要がないことも示された．

　マグマ供給系の時間変化を調べるため，最近 3000年間の 18枚のテフラについて鉱物の化学組成を

行った．全岩化学組成の変化に対応するような明確な時間変化は見いだされていないが，ほとんどの

噴火で斜長石斑晶組成がバイモーダルを示すとともに，かんらん石斑晶に逆累帯が観察され，金子・

他（2014,火山）が全岩化学組成の検討から提唱したように，ほぼ普遍的に 2種類のマグマが混合して

噴火していることが，鉱物の化学組成の観点からも裏付けられた（図３）．このことは，富士山直下に

やや分化したマグマを溜めやすい領域が存在することを強く示唆している．飯田（2007, Ph.D. thesis）

によって示された貞観噴火 (AD864）のマグマの滞留深度（2.5-6.5km）と今回の宝永噴火の珪長質マ

グマ溜り深度を合わせて考えると，山頂から南東側にかけての深さ数 kmの深度に，分化したマグマ

を溜めやすい構造が広がっていることになる．このことは，将来の噴火においても，深部の低速度層

領域から上昇するマグマがこの領域を通過する際には，何らかの明確な変化を捉えられる可能性があ

ることを示している．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
安田 　敦・吉本充宏・藤井敏嗣, 2015,姶良火砕噴火のマグマ溜まり深度，火山，60, 381-397.

安田 　敦・金子隆之・嶋野岳人・吉本充宏・藤井敏嗣, 2015,斑晶とメルト包有物の組成および組織か



ら推定する富士山宝永噴火の珪長質マグマ溜まりでのマグマプロセス,火山学会秋季大会予稿集,

163.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　前年度に引き続き，富士火山噴出物について，斑晶ガラス包有物が分析可能サイズに満たない場合

や，斑晶ガラス包有物そのものがほとんど含まれない試料についても，マグマの含水量を決定するた

めに，鉱物と液組成の平衡を用いた熱力学含水量計の適用を試みる．その際，含水量が実測できた試

料を使って熱力学含水量計を適用する手法の検証を行い，分析精度を高める．

　１，２年次と同様の手法で伊豆大島の最近数百年間の噴火噴出物について分析を行い，マグマ溜り

の含水量とマグマ溜り深度がどのように変化しているかを調べる．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東京大学地震研究所 　安田 　敦

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：安田 　敦 　

所属：東京大学地震研究所

図１ 　Ho-I斑晶中のメルトインクルージョンの含水量ヒストグラムと斜長石斑晶写真
含水量は顕微 FT-IR反射法で測定．写真の斜長石斑晶は過剰な気泡を持ち，メルトインクルージョンの捕獲が発
泡と同時期であったことを示している．



図２． 　磁鉄鉱リムにおける Tiの拡散プロファイル

図３． 　新富士期の幾つかの大規模噴火における斑晶（かんらん石，斜長石）の組成頻度図



平成 27年度年次報告

課題番号：1503

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

日本海溝・相模トラフプレート境界で起こる多様なすべり現象の包括的モデル構築

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

イ. 海洋プレート内部の地震

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(1)地震発生長期評価手法の高度化

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　東北地方太平洋沖地震発生の前後を中心とした地震・地殻変動観測データの見直しからは、日本海

溝沈み込み帯においても、非地震性すべりのすべりレートに時空間的なゆらぎがあることが明らかと

なってきた。また、東北沖地震で大きな地震時すべりを示した範囲内に、地震発生以前では M7.5程

度の地震を繰り返す領域やその後の余効すべりのすべり域が混在していて、プレート境界断層面上の

同じ場所が東北沖地震の発生前と発生時とで異なるすべり特性を示した可能性がある。こうした、プ

レート間すべりがもつ多様性をモデル化することは、沈み込みプレート境界における地震発生機構に



関する理解の刷新に必要不可欠であるばかりでなく、この領域における地震サイクルをモデル化する

ことによって大地震発生の長期予測の信頼性を高めることに資する。

　本研究では、プレート境界においては余効すべりと固着の回復とが競合して進行していると考えら

れる東北沖地震の震源域とその周辺において、海域を中心とした測地・地震高密度観測を実施し、地

震活動・余効変動とその中で発生する多様なすべり現象の詳細を明らかにするとともに、プレート境

界付近の構造を明らかにする。また、観測から得られた構造モデルを制約条件としてプレート境界の

状態を再現した摩擦実験から、多様なすべり現象がおこる条件・要因を明らかにし、摩擦構成則の定

式化を行う。さらに実験により得られた摩擦構成則に基づいて数値モデリングを行い、日本海溝の沈

み込みプレート境界で起こるすべり現象の多様性を統一的に説明し得るモデルの構築を試みる。こう

した観測・実験・モデル研究の成果を統合して、この領域のプレート境界でおこるすべりの時空間発

展に関して、より現実的な予測の実現をめざす。

　東北沖地震の破壊領域の南側に隣接する房総半島沖においては、スロースリップ現象が数年程度の

短い間隔で繰り返し発生している。そこで、上記の日本海溝における海底観測や陸上観測（別課題に

て提案）と連携して、この領域で発生するスロースリップの観測を行い、海陸の観測で繰り返し発生

するスロースリップの発生を規定する物理モデルの構築を試みる。構築されたモデルに基づいて、さ

らに次のサイクルで発生するスロースリップの発生時期や規模を予測する実験に発展させる。通常の

地震に比べて繰り返し間隔が短いスロースリップは、このような予測実験に格好な対象である。

（７）本課題の５か年計画の概要：

本研究計画は、海域観測研究と実験・モデリング研究から構成される。以下に各々の計画を示す。

海域観測研究

　東北沖地震震源域の周辺および房総半島沖において、自己浮上式の海底精密水圧計および海底地震

計（広帯域地震計を含む）による観測を実施する。これら観測測器による観測期間は 2年間とし、そ

の設置と回収を平成 26～30年の間、隔年繰り返し行うことにより、約 5年間の連続した観測体制を維

持する。これに加え、GPS音響結合方式海底地殻変動観測を実施するほか、整備が進められている海

底ケーブル方式の日本海溝地震・津波観測網による観測とも連携して、なるべく広域かつ高密度な観

測が行えるように配慮する。東北地方太平洋沖地震震源域周辺の観測からは、余効変動と固着回復過

程とその中で発生するプレート境界ならびに太平洋プレート内で発生する多様なすべり現象の規模お

よび頻度の時空間的な分布を明らかし、房総半島沖スロースリップ現象などの大規模なイベントにつ

いてはすべり量の時空間発展の推定を行う。これとともに、地震観測データを用いて、各イベントの

発生領域を特徴付ける地下構造を明らかにする。海底観測測器の観測期間の長期化により、繰り返し

観測による准モニタリング的な観測が海域においても実施できるようになった。本研究計画では、積

極的に機動観測測器によるモニタリング観測を行うことにより、これまで陸上観測網では捕捉するこ

とが困難であった、海域下のプレート境界で発生するすべりイベントの空間分布とともに、その時間

変化の解明をめざすことが特徴である。対象域が、巨大地震発生直後の東北沖、あるいは繰り返し間

隔が短いスリースリップ現象がみられる房総半島沖であり、5年間という短い期間でも、プレート間

すべりの多様性やその時空間変動を観測によって捉えることが可能であると期待できる。

実験・モデリング研究

　平成 26年度は、深海掘削で得られた遠洋性泥質・珪質堆積物およびそれらを模した物質を試料とし

て、日本海溝沈み込みプレート境界浅部 (0～10 km)の深度に相当する温度・有効圧力下で透水・破壊・

摩擦実験を行う。透水実験結果から、熱加圧 (thermal pressurization)の発生可能性を評価する。破壊実

験はプレートの沈み込み速度相当の短縮速度で行い、破壊速度の実験条件に対する依存性からスロー

スリップの発生条件を絞り込む。摩擦実験は、プレート沈み込み速度から地震時のすべり速度までの

変位速度下で行う。さらに、これらの実験結果に基づいたモデリングにより、プレート境界断層の地

震発生域上限付近の挙動を明らかにする。

　次の 3年間は、平成 26年度と同じ堆積物・模擬物質に加え、沈み込みプレート境界原位置の温度・



圧力相当で変成作用を受けたと考えられる変成岩、およびプレート境界断層上盤側のウェッジマント

ル中に存在すると想定される蛇紋岩を試料として、日本海溝沈み込みプレート境界中深部 (10～60 km)

の深度に相当する温度と、試験機で達成可能な範囲の圧力および間隙水圧条件下で、透水・破壊・摩

擦実験を行う。実験条件は観測により得られた構造モデルに基づいて絞り込みを行う。また、実験に

より得られた摩擦特性や水理学的特性を用いたモデル化を進め、東北地方太平洋沖地震が発生したメ

カニズムや地震発生域におけるプレート境界断層の多様なすべりを明らかにする。さらに、観測結果

を反映させてモデルの改善を図る。

　平成 30年度は、変成岩および蛇紋岩試料を使用して、日本海溝沈み込みプレート境界深部 (60～80

km)の深度に相当する温度と試験機で達成可能な範囲の圧力および間隙水圧条件下で、透水・破壊・

摩擦実験を行う。また、これらの実験結果に基づいたモデリングによりプレート境界の地震発生域下

限付近の断層の挙動を明らかにするとともに、東北地方太平洋沖地震の余効すべりや固着過程を再現

し、観測結果と比較することでモデルの改善を図る。さらに、隣接地域のすべりや地震発生の再現を

試みる。

（８）平成 27年度の成果の概要：
海域観測研究

　海域観測研究では，2013年に長期観測型海底地震計を用いて，岩手県・宮城県沖において，約 1年

間のモニタリング観測を実施したことや 2014年度から 2018年度まで，科学研究費補助金（特別推進

研究）「深海調査で迫るプレート境界浅部すべりの謎～その過去・現在」が採択されたことなどから，

これらの観測と密接に連携して，モニタリング観測を実施することとした．また，海域観測には，利用

可能な研究航海をできるだけ利用して，海底地震計・水圧計の設置回収作業を行うこととした．これ

らの方針に基づいて，本研究計画では，長期観測型海底地震計を中心に使用して，海底観測を実施す

る．また，東北沖地震震源域のモニタリング観測については，科研費の観測とも連携することとした．

　本年度は，昨年度回収された東北沖地震の震源域北部における長期観測型海底地震計データの解析

を行った．この観測は，東北沖地震発生約 3年後の日本海海溝より震源域の地震活動を把握すること

を目的としている．現在暫定的な震源決定結果（図 1）が得られており，地震活動の時空間的な変化が

求められる．2014年度から，開始した 1Hzセンサー搭載の長期観測型海底地震計による宮城県沖にお

けるモニタリング観測では，2015年 5月と 10月に回収および再設置を行い，観測を継続した．また，

2015年 5月には，岩手県及び青森県沖の日本海溝陸側斜面に，海底地震計の設置を行い，長期海底地

震観測を行っている．

　2014年 10月には，科研費による観測として，宮城県沖の海溝付近に海底地震計アレイが設置され

た．本研究は，このアレイ観測とも連携して実施しており，2015年 5月に海底地震計アレイを回収す

るともに，観測を継続するために，アレイの中心位置に長期観測型海底地震計を設置して，観測を継

続した．2015年 10月には，長期観測型海底地震計の回収作業を行い，海底地震計アレイを再設置し

て，アレイ観測を再開している．さらに，2014年に回収した海底地震計アレイデータの解析を開始し

た．AoA1-3の 3つのアレイそれぞれについて，アレイに入射する波のコヒーレンスを評価して到来方

向の推定を試みたところ，地震の発生時にはそれぞれのアレイでコヒーレントな波の検出ができるこ

とを確認した (図 2)．到来方向を示す相関係数のピークについては AoA2の結果が最も安定性が高く，

気象庁カタログとの比較においても整合的であった一方，AoA1と AoA3については必ずしも安定な

結果が得られていない．この原因にはそれぞれのアレイ近傍での局所的な不均質構造の影響の他，実

際に設置されたアレイの幾何形状の差が考えられる (図 3)．一般にアレイ内の観測点間隔にばらつき

を持たせることでアレイ応答の方向依存性は改善されるが，自由落下によって正確な位置座標に設置

することは困難なため，今後はアレイごとの観測点数を増やすことも視野に入れる必要がある．観測

期間全体において AoA1-3すべてで同時に捉えられたシグナルの数はおよそ 2500で，近地・遠地の地

震性のものや構造探査による外的な要因を含む (図 4)．JMAカタログにおけるM3.0以上の近地の地

震のおよそ 60%をカバーする一方，2015年 2月 17日に発生した M6.9の地震の余震には取り逃しが



多かった．これはバックグラウンドのノイズレベルの増加が原因であると考えられ，アレイの検出能

力のさらなる検証を進めている．

　東北沖地震震源域北限付近である北緯 39度付近の日本海溝陸側斜面下では，東北沖地震発生前に

は，微小地震活動度の境界があることが知られており，1996年と 2001年に，海底地震計とエアガン

を用いた構造探査実験が行われている．その結果，微小地震活動が活発な領域では，プレート境界か

らの地震波反射強度が弱く，非活発な領域では反射強度が強いという結果が得られている（Fujie et al.
,2002，Mochizuki et al., 2005）．東北沖地震の発生を受けて，プレート境界の特性変化を抽出する目的

で，2013年に，以前の構造探査実験と同一地点に海底地震計を設置し，同一測線において，エアガン

発震を行った．さらに，2014年には，さらに海側の領域において，同じく海底地震計とエアガンを用

いる構造探査実験を行った（図５）．データは引き続き解析中であるが，東北沖地震前後において，ほ

ぼ同じ記録断面を得ることができており，速度構造に大きな変化がないことが推定される．一方，プ

レート境界からの反射波からは，プレート境界の特性変化が示唆される結果となった．

　房総沖スロースリップ領域において，海底精密水圧計の設置・回収と位置決めを行った．一部の観

測点では，時間の制約から位置決めを行わなかった．回収した海底精密水圧計のデータについて解析

した結果，水圧計による海底の上下変動は，深さに換算して約 1cmの精度で観測できることが示され

た．2013年 12月から 2014年 1月の房総沖スロースリップの発生前後のデータの比較から，観測点で

はスロースリップによる有意な変動はないようにみられた（図 6）．

実験・モデリング研究

日本海溝に沈み込む太平洋プレート表層部の想定試料を粉砕したガウジ試料を使用して、IODP日本海

溝緊急掘削により掘削されたプレート境界断層深度（海底下約 820 m）の圧力（密度検層から推定）・

間隙水圧（静水圧を仮定）・温度条件（実測値）において、軸方向の変位速度 1μm/sおよび 10μm/s

で三軸摩擦実験を行った結果、以下のことが明らかとなった。定常摩擦係数μ ssは粘土鉱物総量およ

びスメクタイト含有量の増加に伴って系統的に低下する傾向が認められ、変位速度 1μm/sでは粘土

鉱物を含まないチャートで約 0.77、粘土鉱物総量を 27.3wt%、スメクタイトを 13.3wt%含む玄武岩で

約 0.67、粘土鉱物総量を 54.8wt%、スメクタイトを 32.6wt%含む半遠洋性粘土で約 0.40、粘土鉱物総

量を 88.7wt%、スメクタイトを 63.2wt%含む遠洋性粘土で約 0.11であった（図 7）。1μ m/sから 10

μm/sへの変位速度増加に伴い、μ ssは玄武岩試料では約 0.67でほぼ同じであるのに対し、チャート

試料では約 0.77から約 0.62へと小さくなり、一方、半遠洋性粘土試料では約 0.40から約 0.42へ、遠

洋性粘土試料では約 0.11から約 0.17へと大きくなった（図 1）。このように、日本海溝プレート境界

断層浅部の実験条件では、チャートは摩擦強度が大きく速度弱化の挙動を示し、玄武岩は摩擦強度が

比較的大きいが変位速度にあまり依存しない挙動を示し、半遠洋性粘土は摩擦強度が比較的小さく速

度強化の挙動を示し、遠洋性粘土は摩擦強度が著しく小さく顕著な速度強化の挙動を示す。従って日

本海溝に太平洋プレートが沈み込む場合、摩擦強度の最も小さい遠洋性粘土層にプレート境界断層が

形成されやすい。遠洋性粘土層に形成されたプレート境界断層は強度が小さく、地震発生に至るよう

な断層運動は起こらないが、チャート層や玄武岩層中に形成されたプレート境界断層は強度が大きく、

浅部でも地震発生に至るような断層運動が起こる可能性がある。

　沈み込みプレート境界に多量に存在するスメクタイトと石英を様々な割合で混合した模擬物質を用

いて、含水条件で変位速度 30μ m/s～1.3 m/sの摩擦実験を行い、各変位速度におけるスメクタイト

量比が摩擦挙動に与える影響を調べた結果、中速域（～150μ m/s）においてスメクタイトの量比を

20%から 50%に増やすと、μ ssが 0.6から 0.1へと徐々に減少することが明らかとなった（図 8）。一

方、高速域（1.3m/s）ではスメクタイトの量比にかかわりなくμ ssは 0.2以下の小さな値を示した（図

8）。中速域でスメクタイト量比の増加に伴いμ ssが小さくなるのは、剪断圧密に伴う間隙水圧の上昇

に起因すると考えられる。この結果は、日本海溝ではスメクタイトが 40%以上の遠洋性堆積物が沈み

込むため、低速でも摩擦強度が小さく地震時に大きな応力降下をもたらさないのに対し、スメクタイ

トが比較的少ない（<40%）半遠洋性堆積物が沈み込む南海トラフでは、大きな応力降下が発生する

可能性を示唆している（図 8）。



　水飽和したスメクタイト（Na型モンモリロナイト）ガウジを用いて、温度 25～150 °C、間隙水圧

10 MPa、有効垂直応力 10～70 MPa、軸変位速度 0.03～3μ m/sの条件下で摩擦実験を行い、μ ssと

その変位速度依存性（a-b値）の温度・圧力依存性を調べた。その結果、μ ssは全ての条件下におい

て著しく低いことが明らかとなった（μ ss = 0.06～0.12）。a-b値は、低温条件（<60°C）下では有効

法線応力に対する明瞭な負の依存性が認められたが、高温条件（>90°C）下では有効法線応力に依存

しなくなり、わずかに速度強化（a-b < 0.001）の挙動を示した（図 9）。この結果は、スメクタイトに

富むデコルマ帯の摩擦特性が深度によって顕著に変化することを意味する。

　2011年東北地方太平洋沖地震の観測データと物理モデルを用いて、前震、前震余効滑り、本震初期

破壊過程の、一連のすべり破壊過程を再現する動的・準動的モデルのプロトタイプを作成し、余効滑

り領域に動的破壊が進展する様子を定性的に再現した（図 10）。

　また、東北沖における海洋プレートのリソスフェア－アセノスフェア境界における低粘性領域と島

弧内陸における不均質レオロジーを考慮した有限要素法により、日本海溝周辺における粘弾性緩和過

程による変形過程のモデル構築を行った。
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（10）平成 28年度実施計画の概要：
海域観測研究



・回収された東北沖地震の震源域北部における長期観測型海底地震計データの解析を引き続き実施し，

東北沖地震発生後の地震活動の把握を行う．宮城県沖におけるモニタリング観測は，回収および設置

作業を行い，観測を継続する．また岩手県及び青森県沖の設置した海底地震計の設置回収作業を行い，

解析を開始する．さらに，宮城県沖の海溝付近における海底地震計アレイ観測を実施すると共に，デー

タ解析を行う．

・東北沖地震震源域北端付近の構造探査実験の解析を引き続き行う．これにより，プレート境界付近

の不均質構造を求める．

・房総半島沖に設置してある海底精密水圧計の回収と再設置を行う．データ解析では，精度の向上方

法を模索する．

実験・モデリング研究

・太平洋プレート表層部想定試料について，プレート境界断層のより深部 (5～10 km)相当の温度・有

効圧力条件下で摩擦実験を行い，摩擦強度とその変位速度依存性を調べ，浅部条件の結果と比較する．

・関東周辺に沈み込む伊豆マリアナ弧を構成する岩石の摩擦特性を実験的に調べる．

・層間カチオンの異なるスメクタイトガウジを用いた熱水条件の摩擦実験を行う．

・動的・準動的モデリングに仮定する摩擦パラメタの空間分布をチューニングし，現実に観測された

破壊過程をより忠実に再現できるようにモデルの改良を行う．

・観測結果を説明する東北沖地震後の海域における地殻変動のモデル化及びスロースリップのモデル

化を行う．
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木戸元之・太田雄策・飯沼卓史（東北大学）・村井芳夫（北海道大学）・佐藤利典（千葉大学）・伊藤

喜宏（京都大学）・八木原寛（鹿児島大学）

実験・モデリング班：金川久一（千葉大学）・矢部康男・武藤 　潤（東北大学）・平内健一（静岡大

学）・廣瀬丈洋・谷川 　亘（海洋研究開発機構）・芝崎文一郎（建築研究所）・安藤亮輔（産業技術総

合研究所）

他機関との共同研究の有無：有

北海道大学・東北大学・千葉大学・静岡大学・京都大学・鹿児島大学・海洋研究開発機構・建築研

究所・産業技術総合研究所（上記参加者による共同研究）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：篠原雅尚 　

所属：東京大学地震研究所 　観測開発基盤センター



図 1．
海底地震計観測網による 2013年 9月から 2014年 9月までの岩手県沖日本海溝陸側斜面における暫定的な震央分
布．灰色の四角は研究対象域を示す．色は震源の深さを表す．また，灰色は 2011年東北地方太平洋沖地震の海底
地震計による震央．

図２．

2015年 2月 17日にアレイの北 200kmで発生した M4.5の地震の到来方向解析結果の例．(a)上：AoA1における
速度波形，相関係数，到来方向 (アジマス)，見かけ速度の時間変化．下：相関が最大値をとる時間におけるスロー
ネス空間での相関係数の分布．矢印は相関のピークが示す波の到来方向．(b)AoA2の解析結果．(c)AoA3の解析
結果．



図３．

(a)上：AoA1アレイのアレイ形状 (▲：中心の広帯域海底地震計，●長期型 1Hz海底地震計)．下：2Hzの波に対す
るスローネス空間における各アレイのアレイ応答関数．(b)AoA2アレイのアレイ形状とアレイ応答関数．(c)AoA3
アレイのアレイ形状とアレイ応答関数．

図４．

全 AoAアレイで同時検出されたシグナル数 (赤線)と気象庁カタログにおけるM3.0以上の近地地震の発生数 (青
線)の時間変化．



図５．

2001年と 2013年に行った構造探査実験のデータ．同位置に設置された海底地震計について，2001年と 2013年の
記録を比較している．



図６．

房総沖海底精密水圧計観測．(a)観測点配置と房総沖スロースリップすべり領域，(b) 2013/12～2014/01の KAP3の
水深と水温，(c) 2013/11～2014/04のデータ処理後の上下変動（KAP3-BOSO2)．スロースリップ前後で大きな段
差は見られない．

図７．

太平洋プレート表層部想定試料ガウジの日本海溝プレート境界断層浅部条件（封圧 81MPa，間隙水圧 76MPa，温
度 27.5°C），軸方向変位速度（Vaxial）1μm/sおよび 10μm/sにおける定常摩擦係数（μ ss）の，スメクタイ

ト含有量および粘土鉱物総量に対する変化．玄武岩は紀伊半島沖（ IODP掘削地点 C0012）フィリピン海プレート
海底下 611.5mの試料，チャートは美濃帯犬山地域の試料，半遠洋性粘土および遠洋性粘土は三陸沖（DSDP掘削
地点 436）の海底下それぞれ 349.7mおよび 367.3mの試料．



図８．

様々な変位速度における，スメクタイト含有量と定常摩擦係数μ ssの関係．日本海溝にはスメクタイトに富む遠

洋性堆積物が沈み込み，南海トラフにはスメクタイト量比が少ない半遠洋性堆積物が沈み込む．実験データは，地

震時の応力降下が日本海溝では比較的小さく，南海トラフでは大きくなることを示唆している．

図９．

水飽和した Na型モンモリロナイトガウジの a-b値と有効法線応力（σ n
eff）の関係．



図 10．
動的破壊伝播シミュレーションで再現した 2011年東北沖地震の初期の破壊過程．剪断応力変化（上）と滑り速度
（下）をスナップショットで示す．白矢印は平均的な破壊伝播方向．



平成 27年度年次報告

課題番号：1504

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

内陸地震発生の理解と予測に向けて

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

4. 研究を推進するための体制の整備

(1)推進体制の整備

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　これまでに内陸地震の研究は，各機関によって，それぞれの地域の特徴を活かした観測フィールド

において研究課題が提出され，実施されてきた。しかしながら，内陸地震の発生は，現象を支配する

共通の物理メカニズムが存在すると考えられる。そのため，本研究では，それぞれのフィールドで得

られた研究成果をもとに知見を合わせる中で内陸地震発生の現象の根幹を支配している物理を明らか

にし，内陸地震の発生予測の進展を目指す。また，これまでの研究では，多くの研究課題の最終結果

が現象の理解にとどまってしまうことが見られた。その反省をうけて，本課題では“日本列島広域統

合コミュニティモデルの構築”を一つの柱として設定するとともに，各柱の中で予測に向けた研究観

測を実施し，得られた結果を積極的に長期予測にどう生かせるかを明確にする。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　内陸地震研究を 4本の柱 (○地殻応答による断層への応力載荷過程の解明と予測，○内陸地震発生の

物理モデルの構築，○日本列島広域統合コミュニティモデルの構築，○地震・火山噴火発生場の解明



と地震火山相互作用の解明)で構成し，本計画の組織の中に上記関連課題の実施グループの責任者を中

心に構成される研究推進委員会を組織する。本計画では，研究推進委員会を中心として，それぞれの

研究課題間の連携を図り，成果の取り纏めと関連する分野に対する成果の活用を図るとともに，予測

に向けた研究のかじ取りを行う。

(a) 　研究成果の取り纏めと予測に向けた研究の推進

上記の 4本の柱の研究の推進を図るとともに，それらの連携による内陸地震の発生メカニズムに対す

る定量的モデルの構築を目指す。広域統合モデル構築の成果と観測研究の成果に基づき，島弧内の広

域変形，地殻・断層スケールの弾性/非弾性不均質構造，内陸地震域への応力蓄積・集中プロセスの定

量的理解を深め，得られた研究成果の取り纏めと，予測に向けた研究推進のための検討を行う。

(b) 　研究推進委員会や研究連絡会の開催

各課題の責任者によって構成される研究推進委員会を定期的に開催し，各研究課題や関連する研究課

題の連携およびこれらの研究の効果的な推進を図る。

平成 26年

　・関連する課題責任者による研究推進委員会を年 2回程度開催し，各研究課題によって得られた研

究成果をもとに内陸地震の現象を理解するとともに，予測に向けた今後の研究方針を検討する。

　・東北地方太平洋沖地震の地震時や余効変動に伴う地殻活動の把握を行うとともに，互いの観測計

画の確認と研究の方向性に関しての議論と検討を行う。

平成 27年

　・関連する課題責任者による研究推進委員会を年 2回程度開催し，各研究課題によって得られた研

究成果をもとに内陸地震の現象を理解するとともに，予測に向けた今後の研究方針を検討する。

　・地殻流体と内陸地震との関係についての理解を深める。 　　

　・実験によるデータと地殻活動の観測データの比較検討から，地殻およびマントルの粘性・弾性・塑

性についての理解を深める。

平成 28年

　・関連する課題責任者による研究推進委員会を年 2回程度開催し，各研究課題によって得られた研

究成果をもとに内陸地震の現象を理解するとともに，予測に向けた今後の研究方針を検討する。

　・さまざまな研究課題の成果をもとに，日本列島広域統合コミュニティモデルの構築に向けての議

論をおこない，モデルを構築する。

・互いの観測・研究計画の確認と研究の方向性に関しての議論と検討を行う。

平成 29年

　・関連する課題責任者による研究推進委員会を年 2回程度開催し，各研究課題によって得られた研

究成果をもとに内陸地震の現象を理解するとともに，予測に向けた今後の研究方針を検討する。

　・日本列島広域統合コミュニティモデルによるシミュレーション結果と東北地方太平洋沖地震の地

震時や余効変動に伴う地殻活動との比較検討を行い，コミュニティモデルの高度化を行う。

平成 30年

　・関連する課題責任者による研究推進委員会を年 2回程度開催し，各研究課題によって得られた研究

成果をもとに内陸地震の現象を理解し総括を行うとともに，予測に向けた今後の研究方針を検討する。

　・これまでのデータと解析結果をもとに、内陸地震の物理モデルの構築をおこなう。

　・観測データとの比較検討より日本列島広域統合コミュニティモデルの改良を行う。

　・関連する課題研究関係者による研究成果の総括と，長期地震活動予測についての総括を行いハザー

ド予測貢献に関しての可能性の議論を行う。

（８）平成 27年度の成果の概要：
内陸地震発生の理解と予測を目指し，内陸地震断層の理解とモデル化，東北地方太平洋沖地震の効果

による地殻応答，コミニュティモデルの構築やモデルを用いたシミュレーション等の研究が関連する

各課題において行なわれた。



　○ 　内陸地震断層の理解とモデル化，

　内陸地震発生に関して重要なパラメータの一つである地殻内流体の存在と内陸地震発生に関しての

研究がすすめられ，岩石の変形特性に及ぼす高間隙水・フュガシティの効果など実験による理解も進

んだ。また，CT観察による地殻流体の実態の把握など地殻の流体量を見積もる研究も進められた。野

島断層では，注水実験解析やアクロス連続運転による野島断層近傍の地震波伝播特性の測定などの研

究もおこなわれた。

　2000年鳥取県西部地震域での稠密地震観測データを用いた、震源断層周辺で発生した余震約 4000

イベントの発震機構解及びその震源位置の推定が行なわれ，本震時に破壊された断層面とその周辺で

発生する発震機構解のタイプは多様であることが分かり，今後さらなる調査が必要であることが分かっ

た。さらに，近畿地方広域での地殻構造のモデル化や御嶽山の地震活動や地下構造の推定，また，間

隙流体圧場の推定等を目指し広域応力場の推定が行われ，流体と地震火山現象の関連の解明が重要で

あることが確認された。

○ 　東北地方太平洋沖地震の効果による地殻応答，

2011年東北地方太平洋沖地震の後に地震活動・火山活動の活発化が観測された宮城・福島県境付近の

地殻内地震波速度構造の推定や 2011年 4月 11日に発生した福島県浜通り地震の震源域での稠密地震

観測網による膨大な震源データの解析等が行われ，速度構造と震源域の関係の理解が進んだ。また，測

地観測による歪分布の調査や重力観測や電磁気観測等，様々な物理パラメータの調査観測が進められ

ている。こうして，東北地方太平洋沖地震の効果による地殻応答に関しては理解と研究が進んでいる。

○ 　コミニュティモデルの構築やモデルを用いたシミュレーション等の研究

構造探査等や地震波トモグラフィーの結果，震源分布をもとにプレート境界の推定が行なわれた。特

に海溝から陸域にかけては，既往成果をコンパイルし，プレート上面の位置の推定が行なわれ，レオ

ロジーモデルの構築を目指した岩石の実験等も進められた。このように，レオロジーモデリングに関

しても研究が進んだ。

○ 　地震発生の場と火山の作用

地震発生ポテンシャルの評価に向けて、非弾性変形に寄与する地震活動によるひずみの見積もりを行

い GNSSによるひずみレートとの比較が行われた。また，阿蘇火山では，2014年 11月に約 20年ぶり

となるマグマ性噴火が発生し，以前に観測された地殻変動データから同火山の噴火ポテンシャルの評

価が行われた。秋田県森吉山での誘発地震の後続波の波形の時間変化や深部低周波地震の時空間変化

と波形の多様性等の研究もおこなわれ，地殻流体と地震火山相互作用に関しての理解も進んだ。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
・関連する課題責任者による研究推進委員会を年 2回程度開催し，各研究課題によって得られた研究

成果をもとに内陸地震の現象を理解するとともに，予測に向けた今後の研究方針を検討する。

・さまざまな研究課題の成果をもとに，日本列島広域統合コミュニティモデルの構築に向けての議論

をおこない，モデルを構築する。

・互いの観測・研究計画の確認と研究の方向性に関しての議論と検討を行う。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東京大学地震研究所（岩崎貴哉，平田直，佐藤比呂志，小原一成，上嶋誠，飯高隆，酒井慎一，蔵

下英司，石山達也，五十嵐俊博，福田 　淳一，小河勉）

他機関との共同研究の有無：有

北海道大学・弘前大学・東北大学・茨城大学・千葉大学・東海大学・名古屋大学・京都大学防災研

究所・金沢大学・九州大学・鹿児島大学・防災科学研究所



（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：飯高 　隆 　

所属：東京大学地震研究所・地震火山噴火予知研究推進センター



平成 27年度年次報告

課題番号：1505

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

日本列島基本構造モデルの構築

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　東北地方太平洋沖地震は，日本列島の沈み込みシステムに大規模な影響を与えており，この巨大地

震によって引き起こされるプレート境界及び島弧内陸域の地殻活動を定量的に明らかにしていくこと

は，喫緊の重要な課題となっている．近年，詳細な地震観測網の整備や解析方法の進展，大規模な制

御震源による地殻構造探査によって，日本列島の沈み込みシステムの基本構造についての知見は著し

く増加した．しかしながら，これらの情報が組織的・統一的に集約され統合的な共通モデルが構築さ

れているわけではない．日本列島の基本構造についてのコミュニティ・モデルの構築とそれらの更新

は，日本列島の地殻活動予測にとって本質的に重要であり，現状の活動を把握し，今後の観測を合理

的に進めていくためも欠かせないものである．東北太平洋沖地震に関して言えば，プレート境界をこ

れまでの研究成果から可能な限り正確に定義し，その面上での運動（地震時滑り及び余効滑り）によ

る島弧域の弾性的/粘性的変位・歪・応力を計算し，現在進行中の地殻活動との比較によってプレート

境界及び島弧域のモデルの妥当性を検証し，地殻活動の背景となる物理的メカニズムの理解につなが

るであろう．また，島弧域の広域応力の蓄積過程がある程度定量化できれば，島弧内の構造モデルを

より精緻化し，更に列島内に分布する断層をモデル化することによって内陸地震活動の理解にも大き

く貢献することができる．

　本課題は，こうしたコミュニティ・モデルを構築し，これらを共有し，更新していくことにより，地

殻活動予測，巨大地震発生にいたるプロセスの定量的な理解など，火山噴火予測を含む多様な地殻活



動についての定量的な理解を深めようとするものである．日本列島は，千島弧・東北本弧・西南日本

弧・琉球弧・伊豆小笠原弧から成り，各々の島弧下で進行しているプレート沈み込みが複雑な相互作

用を及ぼしあっている．従って，これらの領域を広範に覆う領域でのモデル化が必要である．特に東

北地方太平洋沖地震後の地殻変動・地震活動現象等を支配する歪み・応力状態の定量的評価に必要な

項目を含むものとし，ジオダイナミクス・被害地震の発生評価などを考慮し，統合モデルは以下の 6

要素を表現するものとなる．

(1)地形, 　(2)沈み込みプレート境界，(3)モホ面，地殻内脆性/延性境界 (eg. D90)，(4)震源断層の形

状，(5)リソスフェアー・アセノスフェアー境界，(6)日本列島下のマントルおよび地殻のレオロジー

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本提案は，既往の成果を可能な限り収集・整理し，(6)で挙げた 6つの要素についてのデジタルモデ

ル（gridデータ）を構築していくものである．従って，研究というより地道な実作業という色彩が濃

い．本研究で対象とする要素の中の地形及びプレート境界についてモデル化がかなりの程度進んでお

り，5ヶ年計画の初期の段階で整備する．また，モホ面・脆性/延性境界，震源断層については，現在

も調査・研究が進行しており，その成果を随時取り込みながら，5ヶ年かけて実施する．また，リソス

フェアー・アセノスフェアー境界，日本列島下のマントルおよび地殻のレオロジーについては，境界

の位置や物性値そのものについても不明な点も多く残されている．これらについては，その直接的 (実

験的)/間接的な推定方法の開発も含め，研究的要素が強い．5ヶ年計画の前半では関係研究者による集

会を通じて最新の知見を集約し，後半で実験/実作業を行うこととしたい．表 1に 5ヶ年計画の概要を

示し，モデル化の手順の要約する．

(1)地形・海溝軸モデルの構築 　(H26年度)：対象域における地形データを統合する．更にモデルとし

ての海溝軸を定義する．(H26年度).

(2)プレート境界モデルの構築 　(H26-27年度)：これまでの制御震源探査・tomography解析・高精度

震源分布に基づき，Pacific Plate及び Philippine Sea Plate境界を定義する．

(3)日本列島及びその周辺の震源断層モデルの構築 　(H26-30)：これまでの制御震源構造探査・変動地

形的調査等に基づき，震源断層の位置・形状のモデル化を図る

(4)日本列島下のモホ面及び脆性・延性域境界モデルの構築 　(H27-30)．これまでの制御震源探査・

tomography解析・高精度震源分布に基づき，日本列島下のモホ面及び脆性・延性域境界モデルの構築

のモデル化を図る．

(5)リソスフェア・アセノスフェア境界の構築 (H26-30)：広域・深部 tomography・これまでの地殻変

動シミュレーションの結果を踏まえ，日本列島周辺のリソスフェア・アセノスフェア境界及びその粘

性的構造を推定する．

(6)日本列島下の岩石モデル・レオロジーモデルの構築 (H26-H30)：これまでの制御震源探査・tomography

解析から得られた地震波速度構造・比抵抗構造を組み合わせ，まず島弧スケールにおける岩石モデル

を構築する．構成岩石の推定は，室内での高温・高圧下での弾性波速度の測定結果との比較によって

行う．高温変形試験を行い,岩石の粘性についての基礎資料を直接的に得る．日本列島下の温度構造に

ついての知見を加え, 　レオロジー構造を推定する．

　尚，ここで想定しているモデルでは，観測されている細かい形状変化などが，報告されている場合

は，それらを反映したものとし，数値計算に必要なスムージングなどについては，初期モデルでは実

施しない，いわば観測寄りの統合モデルを想定する．

（８）平成 27年度の成果の概要：
近年，詳細な地震観測網の整備による高精度震源分布や大規模な制御震源による地殻構造探査や to-

mography，RF解析等によって，日本列島の沈み込みシステムの基本構造についての知見が著しく増

加した．しかしながら，これらの情報が組織的・統一的に集約され統合的な共通モデルが構築されて

いるわけではない．日本列島の基本構造に対するコミュニティ・モデルの構築とそれらの更新は，日



本列島の活動予測にとって本質的に重要であり，現状を把握し，今後の観測を合理的に進めていくた

めも欠かせないものである．本研究は，既往の成果を可能な限り収集・整理し，下記の 6つの要素に

ついての基本構造デジタルモデル（gridデータ）を構築していくものである．

(1)地形・海溝軸モデルの構築 　

(2)プレート境界モデルの構築 　

(3)日本列島及びその周辺の震源断層モデルの構築

(4)日本列島下のモホ面及び脆性・延性域境界モデルの構築

(5)リソスフェア・アセノスフェア境界の構築

(6)日本列島下の岩石モデル・レオロジーモデルの構築

1. 地形・海溝軸モデルの構築

　国土地理院，水路部の地形・水深データを合わせて，日本列島及びその周辺海域の 500m メッシュ

の topography data (範囲：N12 °-54 °，E118 °-164 °,図 1)を確定し，このデータから千島-日本-伊豆

小笠原海溝及び相模トラフ，駿河トラフ-南海トラフ-琉球海溝の位置と水深モデルを作成・確定した．

これが，以下のモデリングの基礎となるべきデータである．

2.プレート境界モデル

2.0モデル構築用 program群の開発

　プレート境界面モデル構築に必要な program群の開発・修正を行った．具体的には，自然地震震源

分布からのプレート境界面近似，3次元 gird data構築に必要な program群を構築した．

2.1自然地震を用いた広域プレート境界モデル

　上記のモデル範囲において，気象庁一元化震源・USGS・ISCの震源データをもとに，広域的プレー

ト境界を定義した．まず，各海溝軸に対して異なった角度で交わる 800-1000kmの長さの測線を設定し

(太平洋プレートで 5314，フィリピン海プレートで 2539)，各測線下の震源分布断面からプレート形状

を spline函数によって fittingした (図 2)．次に，fittingされたプレート境界形状から，プレートの等深

度点分布を求め，更にそれを spline補間して 5-50km間隔の等深度線を連続函数として定義した．こ

の等深度線データを 3次元的に補間することによって，太平洋プレートとフィリピン海プレートの 3

次元形状を gridデータとして構築した．

2.2海溝軸から陸側斜面下におけるプレート境界モデル

　日本列島周辺においては，様々な地球物理的観測・解析が行われており，上記の広域モデルより高

精度のプレート境界位置が求められている．そこで，の結果が必要である．そこで，当該範囲におけ

る構造探査・tomography解析等の既往成果 (59論文)をコンパイルし，プレート上面の位置（緯度・経

度・深さ）のデータを作成した．これらのデータは，日本列島周辺においては，広域モデルに比べて

より短波長のプレート形状変化を与えるものである．そこで，この短波長変化を広域モデルに重畳す

る形でより高精度のプレートモデルを構築中である．日本周辺の太平洋プレート浅部 (20-50km)につ

いては，制御震源データから得られるプレート位置は，広域モデルにおけるプレート位置より系統的

に浅い傾向にある．この差は，前者が構造境界を表しているのに対し，後者は力学的境界を表してい

る可能性がある．

フィリピン海プレートについても，同様の構築が進行中である．図5は，弘瀬によるモデル (http://www.mri-

jma.go.jp/Dep/sv/2ken/fhirose/ja/PlateData.html)を，今回作成した広域モデルに重畳したものである．

3. 日本列島及びその周辺の震源断層モデルの構築

日本列島及びその周辺域のMoho面形状及び脆性・延性境界形状モデル構築のため，tomography解析

及び RF解析に関する既往論文成果 5編に対して gridデータを作成し，手法による結果の差違を調べ

るとともに共通の特徴抽出等に関する検討を開始した．また，北陸・関東地域の地下構造データを基

に，震源断層モデルを構築した．

4. リソスフェア・アセノスフェア境界の構築

日本海におけるリソスフェア・アセノスフェア境界（LAB）モデルをめざした情報収集を引き続き実

施した．2001年から 2003年にかけて，日本海大和海盆で実施された広帯域海底地震計による長期地



震観測では，深部構造が求められている．また，2013年から，文部科学省委託研究により，同じく大

和海盆で，LABを求めるための長期広帯域海底地震観測が実施されている．本年度は，2014年に大和

海盆に設置した長期観測型海底地震計の回収作業が実施された．また，海底地震計の再設置が行われ，

大和海盆における観測が継続されている．これまでに回収した海底地震計記録から，大和海盆の深部

構造を求める解析が実施中である．

5. 日本列島下の岩石モデル・レオロジーモデルの構築

日本列島下の岩石モデルの構築を目的として，H27年度は特に，西南日本列島下の地殻構成岩石に関

する初期モデルを検討した．九州北部の高島と黒瀬には苦鉄質・超苦鉄質捕獲岩が産出しており，こ

れらの岩石の弾性波速度は地下構造を推定する上で有効なデータである．例えば，高島産はんれい岩

（シリカ 48wt%）と黒瀬産はんれい岩（シリカ 48wt%）の弾性波速度は，20℃・1.0GPaではそれぞれ

7.2km/sと 7.4km/s，400℃・1.0GPaで 7.1km/sと 7.2km/sである．黒瀬産かんらん岩（シリカ 43wt%）

の弾性波速度は，20℃・1.0GPaでは 8.0km/sである．これらの岩石は高島と九州北部のモホ近傍から

噴出した岩石と考えられるが，九州北部の深さ 30kmの地震波トモグラフィーは，low-Vpで特徴付け

られており，高島と黒瀬の苦鉄質捕獲岩の弾性波速度と調和的ではない．また，この低速度域は深さ

40kmの最上部マントルまで続いている．下部地殻から最上部マントルまで low-Vpで特徴付けられる

領域は北九州から中国山地までスポット上に連続して分布しており，これらの low-Vp領域には，相

対的にシリカに富む岩石が下部地殻から最上部マントルに分布していることを反映していると解釈さ

れる．

6. 研究集会

このような総合的モデル構築には，関連分野での最先端の研究成果の融合が不可欠である．今後のモ

デリングを，全国の研究者の協力のもとで進めて行くために，11月 25日に日本列島基本構造モデル

構築についての小集会を開催し，その時点で作成されていた plate構造を紹介し，その問題点等につい

て，議論を行った．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
今年度で基本的なデータ作成が終了するプレート構造モデルについては，補間手法等処理 programの

一層の向上を行い，広く公開するための準備を行う．また，モデリングの中心をプレート境界から島

弧に移し，島弧内構造モデルの構築を本格的に実施する．即ち，今年度収集したMoho面及びコンラッ

ド面形状の他に新たなる成果を取り入れ，島弧下の 3次元的構造モデルの策定を目指す．また，中国・

九州地域の地殻内震源断層モデルの構築を行う．日本列島下の岩石モデル・レオロジーモデルの構築

においては，まず実験および計算から地下深部由来の捕獲岩の弾性波速度を得，次に地殻構造との対

比を行う．今年度に引き続き，西南日本の地殻構成岩石モデルを検討する．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
佐藤 　比呂志・岩崎 　貴哉・石山 　達也・篠原 　雅尚

他機関との共同研究の有無：有

参加人数：20名．

参加機関：防災科学技術研究所・国土地理院・海上保安庁・海洋研究開発機構・岩手大学・東北大

学・新潟大学・愛知教育大学・中部大学・京都大学．

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp



URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：岩崎貴哉・佐藤比呂志 　

所属：東京大学地震研究所

図 1. モデル範囲と広域プレートモデル構築に用いた震源分布．



図 2. 太平洋プレート境界構築に用いた 5314本の profileと地震断面の例．

図 3. 震源分布から推定した太平洋プレートの等深度線．



図 4. モデル領域における太平洋プレート形状の鯨観図．



図 5. 弘瀬によるモデル (http://www.mri-jma.go.jp/Dep/sv/2ken/fhirose/ja/PlateData.html)を取り入れた，モデル領域
におけるフィリピン海プレート平面図．



平成 27年度年次報告

課題番号：1506

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

小型絶対重力計を用いた火山監視技術の開発

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　マグマ噴火を主体とする火山において、その活動を予測するためにはマグマの動きを監視する技術

が不可欠である。重力観測はマグマ移動に伴う密度変化に感度をもち、GPSなど地表変位の観測と相

補的に地下深部の情報を引き出すことができる。これまで絶対重力計と相対重力計を組み合わせたハ

イブリッド重力観測により、火山活動に伴う重力変化が観測されているが、本課題では小型絶対重力

計を用いて火口の近傍で精度の高い重力観測を行い、マグマ活動を監視する技術を開発する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」で開発された小型プロトタイプ絶対重力計を用い

た試験観測による実用性の向上と並行して、装置のさらなる小型化と火口近傍での観測技術開発をす

すめる。重力以外の観測とも組み合わせ、５年程度の期間で絶対重力による火山監視技術を開発する。

平成２６年度においては、小型プロトタイプによる試験観測、および光源の小型化を行う。

平成２７年度においては、小型光源の組み込み、および小型落下機構の導入を行う。

平成２８年度においては、新型プロトタイプ（小型光源・落下機構）による試験観測、および山体設

置法の研究を行う。

平成２９年度においては、新型プロトタイプの火山体における試験観測、およびデータ通信試験を行う。



平成３０年度においては、火口近傍での観測実証試験（１年程度）を行う。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」において、マグマなど火山流体の移動を重力変化

によって検知するための小型絶対重力計を開発した。計測の誤差となる地面振動を補正するための組

み込み加速度計や計測に使用する落体の回転を抑えるサイレントドロップ法により、開発した絶対重

力計プロトタイプ TAG-1は市販品の 70%程度のサイズとなった。火山地帯を含む複数の観測点で性能

評価を行った結果、既存の絶対重力計と同等の 1uGal以内の精度を確認した。一方、絶対値について

は過去の測定結果と比べて 20uGal程度の低下が認められた。その間、ＧＰＳデータによると地殻変動

は顕著でなかったため、測定結果は装置の系統誤差による可能性があった。

　本年度は、TAG-1の落下装置を微小距離投げ上げ装置に替え、桜島（有村観測坑道局舎・国土交通

省九州地方整備局大隅河川国道事務所）において試験観測を実施した（図１）。微小距離投げ上げ装置

（図２）は落体を約 3mm投げ上げ、その往復運動を TAG-1のレーザー干渉計で計測することにより重

力加速度を求める。単純な一方向の落下方式に比べ、対称的な往復運動を計測することにより残留気

体抵抗や光速度の有限性に伴う系統誤差を打ち消すことができる。一方、投げ上げ時の反作用によっ

て生じる地面振動の系統誤差があるため、落体とともにカウンターバランスを同時に解放し反作用を

打ち消す機構が組み込まれている。観測は 2015年 11月～12月にかけて行われ、その間火山活動は低

調であったが、装置は安定に動作し、地球潮汐が検出できる精度であることが確認できた。また、い

くつかの地震が TAG-1の組み込み加速度計で検出され、所期の動作が確認できた。

　このように、基本的な動作・性能が確認されており、実用性を高めた新型プロトタイプの開発をメー

カーと共同で進めている。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
新谷昌人, 光ファイバーネットワークを利用した地震・津波・地殻変動の面的な計測技術に関する研

究,東北大学電気通信研究所研究活動報告, 21, 252-254, 2015.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　比較観測などを行い、計測された重力値の系統誤差の評価を継続する。また、新型プロトタイプ（小

型光源・落下機構）による試験観測を実施し、性能および実用性を評価する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
新谷昌人、高森昭光

他機関との共同研究の有無：有

国立天文台 　田村良明、東北大学 　中沢正隆ほか２名、京都大学 　福田洋一ほか３名、極地研 　土

井浩一郎、産総研 　名和一成

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：新谷昌人 　

所属：東京大学地震研究所



図１ 　微小距離投げ上げ装置を用いた絶対重力観測（桜島・有村観測坑道局舎・国土交通省九州地方整備局大隅

河川国道事務所）



図２ 　微小距離投げ上げ装置



平成 27年度年次報告

課題番号：1507

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

次世代プレート境界地震発生モデル構築のための実験的・理論的研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(4)地震現象のモデル化

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

イ. 海洋プレート内部の地震

ウ. 内陸地震と火山噴火

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　2011年の東北地方太平洋沖M9地震は、アスペリティと認定されていなかった領域で大きな地震性

滑りが生じたものであり、地震発生予測シミュレーションにおいて有望とされてきた、摩擦特性の固

定的な空間分布によってプレート境界断層が固着域（アスペリティ）と準定常的クリープ域に棲み分

けられているという単純なアスペリティモデルが巨大地震には適用できないことが明白となった。実

際、2011年M9の破壊域内部でのスロースリップが観測されている。また、スロースリップは、南海

トラフ巨大地震の破壊域と予想されている部分の深部と浅部でもみつかっている。このような事実は、

プレート境界の摩擦において時間・空間スケールによって異なった物理プロセスが働くことを示唆し

ている。プレート境界での物理的条件や、物性に関してさまざまな仮定をおいてこのような観察を説

明する仮説は既に提出されているが、仮定の妥当性を観測データだけから判断することは困難である。

本課題では、室内実験・物理理論・数値シミュレーションの 3つのアプローチを組みあわせて、複雑

で多様なプレート境界の滑り現象に関する観測と矛盾しないと同時に、プレート境界の条件での物理



化学素過程として妥当なプレート境界の断層モデルを構築することを目標とする。その成果は次世代

の予測シミュレーションにおいて設定されるべき物理モデルの指針となるであろう。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　室内実験、理論研究、数値シミュレーションは、連携を保ちつつ独立に進める。

A.室内実験。

A1：プレート境界では、陸側プレートと海側プレートの岩盤が、未固結堆積物の層を介して接触して

いると考えられる。室内実験において、粉体層内に形成される剪断集中帯より十分厚い粉体層がある

場合に、高速滑りによる動的な弱化によらなくても非常に長い距離にわたる滑り弱化がおこるケース

が報告されている。これは、巨大地震の発生に必要な、大きなネルギーの長期にわたる蓄積を可能に

するメカニズムであり、非常に長い滑り距離のとれる回転式剪断試験機を用いて、このような現象が

おこる条件を探る。

A2：プレート境界の熱水条件下では、未固結堆積物は徐々に固結し、それにともなって、力学・水理

特性も変化してゆくと考えられる。この様子を解明するために熱水条件下で粉体の固結実験を行う。

A3：スロースリップは、プレート境界の剪断のメカニズムが、温度・圧力・変形速度によって、脆性

的なものから延性的なものに遷移することと関係している可能性がある。本課題ではアナログ物質を

用いた脆性-延性の遷移の実験等を参考に物理的に妥当な形の構成則を開発する。また、より高温高圧

の実験を達成することで、実際の岩石における脆性-延性遷移のデータを取得する。

A4：間隙圧の強度に対する影響は、脆性域では、「有効圧＝拘束圧－間隙圧」なる有効圧力の法則と

してよく確立されている。しかし、プレート境界深部に存在すると考えられる蛇紋岩等では、延性変

形の効果によって大きなずれが生じることが考えられるため、高温高圧実験による拘束をめざす。

B. 理論的研究においては、微視的素過程から摩擦構成則を構築し、実験室データを断層に適用する

めに必要となるスケーリング則を調べる。そのために、断層スケールでの地質学的不均一性及び断層

面の不規則形状をモデル化し、モデルの最小スケールにおいて摩擦則を与えて、より大きなスケール

での平均的な挙動を調べる。また、温度計を設置した自然断層において地震の発生を待ち、滑り域が

10-100m程度のサイズの地震時の摩擦発熱量から地震時動摩擦の絶対値を推定する観測を継続する。

計画の後半では、最小スケールで与える構成則に時間依存性をもたせて、理論の拡張をおこなう。

C.断層滑りシミュレーションでは、複数の変形メカニズムを滑りモデルにとりこむために摩擦構成則

の拡張を行ない、階層性を含めた構成則パラメータの不均質分布が地震発生パターンに与える影響や、

滑り速度や温度等で卓越する変形メカニズムが交替することの影響を明らかにする。素過程としては、

高速滑りによる動的弱化等、本課題での実験以外から知られているものも含めて、様々な素過程の競

合・共存を検討する。滑りによる発熱や断層周辺岩石の破砕と間隙流体の非線形相互作用に関しては、

ゆっくりとした流体移動から高速な断層滑りまでの一見多様に見える動的地震破壊を体系的に理解す

ることをめざす。また、不均質媒質中の地震破壊伝播計算手法の開発を行い、断層周辺の不均質構造

と地震断層破壊との力学的相互作用を取り入れた定量的モデルを構築する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
プレート境界の強度

　白亜紀に沈み込み境界の 500℃程度の深度で剪断変形を受けた海洋地殻の珪質堆積物である三波川

帯の変成チャートの石英結晶方位を精密にマッピングし、Shimizu (2008)の理論を改良して導出した界

面エネルギー効果を含む再結晶粒径差応力計を適用して差応力が 30～60 MPaと推定された (図 1)。こ

の値は、粒径の温度依存性が考慮されていない差応力計による推定値よりは明らかに高いが、wet石

英の転位クリープから算出される応力値とへ調和的であり (Shimizu & Ueda, 2015a,b)、同じく珪質堆

積物が支配的である東北地方の沈み込み帯深部に対する Shimizu(2014)の見積りを支持する。他方、温

度の高い西南日本の沈み込み帯では、蛇紋岩などの含水鉱物の役割が重要になると考えられる (清水,

2015,連合大会)。蛇紋岩の脆性-延性挙動を解明するため、固体圧変形実験装置の制御装置を改良して



低速域の試験を可能にした。さらに応力精度を高めるために、改良アセンブリと金属試験片による予

備実験を行なった。

　一方で、沈み込み境界浅部では、堆積泥の化学的膠結作用を考慮することが必要である。そこで、

アナログ物質として普通ポルトランドセメントを硬化させた円柱試料の三軸圧縮試験を行ったところ、

30-400MPaという広い封圧範囲にわたって延性変形中の強度が一致しており、大理石や石灰岩などの

軟岩の試験でみられる、延性変形しつつも強度が封圧に正の依存性をもつ広い中間領域が存在しない。

また、BEI-SEMでの観察でも、試料の大部分を占めるセメント水和物の分子構造変化を示唆する画

像明度の変化があり、低い応力でも変形がほぼ全面的に結晶塑性によって賄われることが示唆される

(Sakai et al., 2016;酒井ら,印刷中)。

　天然断層の動摩擦強度の直接計測のために南アフリカ鉱山でおこなっている断層温度の観測につい

ては、データ取得を継続している。

速度状態摩擦 (RSF)則の物理
　地震現象のモデルに広く用いられているRSF型の構成則は、様々な原因で変化する真実接触面積割合

rに反比例する接触部剪断応力τ cに応じた速度の滑りが生じる流動則とみることができる (Nakatani,

2001)。RSF則には様々な亜種があるが、それは、rの変化を与える発展則のバリエーションであり、構

成則自体はみな同じである。透明なアクリル材を用いて接触面積を光学的に計測しながら摩擦試験を

行い、滑り速度がτ cの一価関数になっているかを検証した。図 2は、定常滑りのあと載荷ピストンを

静止させ (a)、300秒の準静的ヒーリング期間の後 (b)、再び載荷して静摩擦 (e)をへて定常滑り (g)に

至る実験の結果である。この実験中の滑り速度 Vとτ cの関係を図 3に示すが、明らかに一価関数で

ない。再載荷の初期、すなわち滑り弱化が最も卓越する時期にτ cのわりに高い滑り速度が生じ (c)、

ピーク応力 (e)に達するより前 (d)に一価関数に戻っている。再載荷の初期は地震準備過程において最

も大事な局面であるが、実は、代表的な発展則の一つである aging則がうまく働かない部分でもある。

従来の V(τ c)型の構成則のもとでは、再載荷の初期に非常に急峻な接触面積の低下がおこると考える

しかなく、その方向での発展則の改良が試みられてきた (e.g., Perrin et al., 1995; Nagata et al., 2012)が、

図 3は、実は構成則側に大きな間違いがあったことを直接に示している。実際、実測された接触面積

は再載荷の初期においてもほぼ線形なエージング則に沿う滑り弱化を示しているだけである (図 2)。そ

こで構成則の修正を試みた。この実験で音響透過によって計測された接触剛性 kは基本的には接触面

積 rに比例しているが、よくみると再載荷の初期には rのわりに kが低くなる (図 2インセット)。そ

こで、q:=k/rという量を定義し、接触部の単位面積あたりの強度、すなわち接触の品質を反映する指

標であると考えて構成則のパラメタを qに依存させることで、Vがτ cの非一価関数となるように構

成則を改造した。qが低下すると、接触部の強度が下り、かつより延性的になると仮定 (図 3インセッ

ト)した場合のみ、実験データに近いヒステリシスが得られた (図 3,黒い点)。

　以上の実験からのアプローチとは独立に、摩擦界面での原子論的過程の考察から RSF則を純理論的

に導出し、法則に含まれる経験的パラメターの理論式を得た (Hatano, 2015, IMF)。いくつかは先行研

究と整合的であるが、特筆すべきは長さ定数と状態変数の微視的表現を初めて得たことである。これ

らは各アスペリティのサイズおよび接触時間に関する指数重み平均として与えられる。前者によって、

面のトポグラフィ情報から長さ定数を求めることができ、摩擦法則に関するスケール依存性を系統的

に説明できるようになった。後者からは、発展法則を系統的に導出することが可能になった。例とし

て aging lawと slip lawを導出し、成立のための必要条件を明らかにした。

RSF則に基く釜石沖繰り返し地震の予測実験
　釜石沖のプレート境界では，2011年東北地方太平洋沖地が発生する前は M4.9程度の地震が比較的

規則的に発生していたが、東北沖地震後、発生間隔が短くなり、また、マグニチュードが一時的に大

きくなってM6クラスの地震も発生した。このような推移は条件付き安定である大パッチの中に不安

定な小パッチが存在するモデルなどで説明できると推察される (Uchida et al., 2014)。そこで、測地観

測から求められた釜石沖地震震源域での余効すべり履歴 (Fukuda et al., 2013)を入力として RSF則を用

いたシミュレーションを行い、このシナリオを再現した (Yoshida et al., 2015)。計算された地震の発生



時はある程度観測と一致していた。また、摩擦則によっては、小パッチを仮定しなくても大パッチの

一部だけが破壊して同様の現象が起こりうることもわかった。

　さらに、吉田・他 (2015,連合大会)では、RSFモデルによる (事後)予測実験を行った。摩擦則とし

ては、従来の摩擦則に比べ実験データをよく再現できるNagata則を用いた。摩擦パラメータをある範

囲内で変化させた多くのシミュレーション (一例を図 4に示す)を並行して走らせ、予測しようとする

地震の一つ前までの地震の発生時をある程度再現できた複数個のシミュレーションによる予測発生時

刻の平均を予測値とした。M9後発生した 11回の繰り返し地震のうち最近の 5つの発生時を 40-50日

の誤差で予測できた。図 5は M9の約 4年後に発生した 11番目の地震の予測結果である。

巨視的な滑りイベントの発生規準に関する新しい理論

　地震や SSEは断層上でまとまった滑り領域が拡大/伝播していくイベント的現象であり、断層面上で

のローカルな摩擦則と、滑りの空間分布が周囲岩盤中に作りだす弾性応力分布との兼ね合いでその発

生や停止が計算できる。滑り域のすぐ外側の剪断応力は、滑り域内での食い違い変位によって一時的

に上昇させられるから、これらのイベントを起こすのに必要な断層へ巨視的な載荷力は、静摩擦強度

以下でよいことは長く理解されている (e.g.,大中・松浦, 2002)。静摩擦から動摩擦への滑り弱化に近い

ものであれば、滑り域先端のエネルギーバランスを考えることで、発生するイベントは、弾性波速度

に近い高速で拡大する地震イベントと、その直前の準静的震源核だけであると考えられるが、SSEの

発見以降、動摩擦が低速領域では速度弱化、高速領域では速度強化である場合には、弾性波速度より

ずっと低い速度で伝播し低速滑りの段階で終了する SSEのような滑りイベントが発生することが理論

的にも知られるようになった (Shibazaki & Shimamoto, 2007; Rubin, 2011)。ここでは、逆に低速域で速

度強化、高速域で速度弱化になる摩擦則の場合の巨視的イベントの発生条件を数値実験と線形安定性

解析で調べた (Suzuki and Matsukawa, 2015, ITC)。断層端を定応力で荷重しつづけた場合、その荷重が

ある臨界値よりも高ければ、高速で伝播し続ける地震相当のイベントが発生するが、載荷が低い場合

には、減速しながら伝播し自発的に停止するイベントが発生し、後者のイベントの滑り量と寿命は載

荷レベルとともに増加することを見いだした。ここで仮定したような摩擦が現実の断層面で存在する

かは全く未知であるが、ローカルな静止摩擦を全くもたない系でも、地震イベント発生の規準となる

巨視的な応力レベルが存在し、また、それ以下の場合に、応力レベルに応じた precursor的イベントが

生じるという点で、非常に興味深い振舞いである。

数値計算法の理論的基礎づけ

　近年、地表面や二層媒質境界面など不連続面で区切られた不均質媒質を考慮した断層破壊計算手法

の定式化が提案され実現している。今年度は、これらの破壊計算法定式化の理論的基礎となる「全無

限グリーン関数を用いた任意の有限領域の変形場の表現」の数学的根拠を示した (日下部・亀, 2015)。

この変形場の表現は、提案されている断層破壊計算法が、媒質境界の任意の形状に対して有効である

ことを保証する。

　また、摩擦発熱による間隙水圧の上昇は、巨大地震の成長を決定づける可能性が数値計算で示され

る (e.g.,Noda & Lapusta, 2013)など重要性が認識されているが、関係するパラメタが多く、評価が難し

い。この問題を解析的なアプローチで系統的に整理した論文 (鈴木, 2015)を出版した。

地震発生層底部での大きなプレスリップの可能性の検討

　プレート境界型の地震の前数日といった直前期間に大きな地殻変動がおこったと推察されるケース

があり (e.g.,梅田・板場, 2013, 2014)、それがプレスリップによるなら、地殻変動のパターンから地震

時滑り域の深部延長でおこったと推定される (Roeloffs, 2006)。例えば Linde and Sacks (2002)は、1946

年昭和南海地震に関して深部に 2 m程度のプレスリップを推定している。Kato (2003)は、深いところ

ほど低いカットオッフ滑り速度Vcで摩擦が速度弱化から速度強化に転じると仮定することで、サイク

ル中数回の SSEと、1 m近い深部での本震直前プレスリップが生じることを示している。今年度は、

高時間分解能で準動的地震サイクルシミュレーションを行い、プレスリップを観察した。摩擦則とし

ては aging則を用い、Vcをとりいれる場合は、深さ 20-35kmで Vcが 10 m/sから 10E-9 m/sへ漸減す

る遷移域を設定した。比較のために行った Vcなしのケースでは同じ領域で A-Bを負値から正値へ漸



増させた。モデルは傾角 30度の二次元断層である。臨界滑り距離 Lは、6 mmと 9 mmの二つの場合

を試した。深さ 20 km以浅 (便宜上、脆性域と呼ぶ)には一定の負の A-B値を設定し、その値は地震の

繰り返しが約 130年程度になるように決めた。図 6に結果を示す。プレスリップは、地震前 1年間の

滑りのうちプレート速度を超えた分として定義した。Vcなし，L = 6 mm (case1)では、たしかに小さ

なプレスリップしか生じない (Kato & Hirasawa, 1999)が、L = 9 mmでは Vcなし (case3)でも Dip方向

20kmくらいの範囲で平均 1 m近い相当大きなプレスリップが生じる (図 6)。これは aging則での臨界

核サイズの理論値 (Ampuero & Rubin, 2008)と合致しており特別なことではない。case3のプレスリッ

プ域は、脆性域深部だけでなく遷移域浅部までも含むが、それでもプレスリップ主要部での平均サイ

スミックカップリング率χは 7割近く、また、プレスリップのモーメント成長曲線 (図 7)でも本震に

むかって一本調子で加速する典型的な脆性破壊の様相を示している。

　一方で L = 6 mmで Vcを仮定した case2のプレスリップ域は遷移領域内に限られ (図 6)、この部分

のχは 0.17である。このプレスリップは地震の約 1日前に深さ 28km程度ではじまり、各深さでの Vc

で速度を頭うちされつつ地震数秒前に浅部での脆性核形成がはじまるまで遷移域内をアップディップ

方向へ伝播する大きな SSEイベントによるものである。地震の約１日前から Vcなしの case1を大き

く上回るモーメント解放をおこしており、地震数秒前までは、Vcなし L = 9 mmの case3と同程度の

モーメント解放率を維持している (図 7)。最後に、L = 9 mmで Vcのある case4では、遷移域と脆性

域深部にまたがる、さらに大きなプレスリップが生じている (図 6)。図 7をみると、このケースでは

2日前から 17時間前までの間に大きなスローイベントが生じている。このイベントの前半では、深さ

22kmから 27kmへ Vcによる頭打ちを受けつつダウンディップ方向へ伝播する大きな SSEがおこり、

続いてモーメント解放が一旦減速するが、このイベントで浅部に加わったステップ的な大きな応力増

加が浅部の遅れ破壊としての震源核形成を促進し (20km->15kmにかけて滑り域が急速に広がった,図

6)、1日ほどで地震に至った。結果として、地震 1日前から非常にアラーミングな状態が出現したわけ

だが、L = 6 mmでこの現象がおこらず、 L = 9 mmでおこったことの理由が理解できておらず、必然

性のある現象なのかはわからない。なお、この case4におけるプレスリップ域の脆性域部分の大きさ

は、Vcなしの case3よりむしろせまく、case2と同じくプレスリップはχの低い領域で起きている。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Hatano, T., 2015a, Atomistic origin of rate and state friction law, International Meeting on Friction -from

atomic to geophysical scales-.

Hatano, T., 2015b, Friction laws from dimensional-analysis point of view. Geophys. J. Int., 202, 2159-2162.

Hatano, T., C. Narteau, and P. Shebalin, 2015, Common dependence on stress for the statistics of granular

avalanches and earthquakes, Scientific Reports, 5, 12280.

日下部哲也・亀伸樹, 2015a,表現定理とグリーン関数ー全無限グリーン関数による有限領域の弾性変

形場の表現ー,地震 (2), 68, 83-89

日下部哲也・亀伸樹, 2015b,表現定理とグリーン関数（１）ー全無限グリーン関数による有限領域の

弾性変形場の表現ー,日本地震学会秋季大会

桑野修・中谷正生・波多野恭弘・阪口秀, 2015, Friction of granular layer at seismic slip rates - Effect of

wall disturbances,日本地球惑星科学連合大会

Sakai, Y., M. Nakatani, A. Takeuchi, Y.Omorai and T. Kishi, 2016, Mechanical behavior of cement paste and

alterations of hydrates under high-pressure triaxial testing, J. Advanced Concrete Technology, 14, 1-12

酒井雄也・中谷正生・竹内昭洋・岸利治,印刷中,高圧条件下におけるセメントペーストの挙動と変形

機構の検討,セメント・コンクリート論文集, 69

鈴木岳人, 2015a,熱・流体・空隙生成相互作用系に現れる動的地震滑り過程の多様性（研究紹介）,表

面科学, 36, 230-235

Suzuki, T., 2015b (招待講演), Systematic Understanding of the Friction Behavior in terms of the Interaction

among Heat, Fluid Pressure and Dilatancy in Natural Fault, International Meeting on Friction -from



atomic to geophysical scales-

Suzuki, T. and H. Matsukawa, 2015, Rupture Velocity and Slip Profile of Precursors Preceding the Macro-

scopic Sliding with Velocity-Dependent Friction Law, International Tribology Conference

清水以知子, 2015(招待講演),沈み込み帯における蛇紋岩の脆性－延性転移：間隙水圧の役割,日本地

球惑星科学連合大会

Shimizu, I. and Ueda, T., 2015a, Grain size evolution in dynamic recrystallization of quartz: Influence of

grain boundary energy, Geotectonic Research, 97, Special Issue DRT 2015, 160

Shimizu, I. and Ueda, T., 2015b, Stress states in subduction zones: Extrapolation of flow laws and piezomet-

ric relations of quartz to high-P/low-T metamorphic conditions. AGU Fall Meeting

Van, P., N. Mitsui, T. Hatano, 2015, Non-equilibrium thermodynamical framework forrate- and state-dependent

friction. Periodica Polytechnica Civil Engineering 59, 583-589

Yoshida, S., N. Kato, and J. Fukuda, 2015, Numerical simulation of the Kamaishi repeating earthquake

sequence: Change in magnitude due to the 2011 Tohoku-oki earthquake, Tectonophysics, 651, 44-57

（10）平成 28年度実施計画の概要：
脆性・塑性遷移領域におけるプレート境界構成則のために、既存試験機による実験を継続し、高温高

圧下の蛇紋岩に対する有効圧法則を検証する。また、石英再結晶粒径による沈み込み帯の差応力の解

析を低温部（～300℃）に拡張する。摩擦の物理的理解については、実験データ・理論の双方からの

検討をさらに進める。大きなプレスリップの可能性についての評価は、地殻変動量を計算するととも

に、slip則の場合も含めて理解を深化させる。数値計算法の開発については、不均質媒質中での破壊

計算法を面内変形問題に拡張する。巨視的滑りの規準については、対象とできる微視的摩擦則の範囲

を拡げる。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東京大学地震研究所中谷正生・亀伸樹・波多野恭弘・吉田真吾・大谷真紀子

他機関との共同研究の有無：有

東京大学大学院理学系研究科清水以知子

青山学院大学鈴木岳人

海洋研究開発機構桑野修・野田博之

東邦大学上原真一

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：中谷正生 　

所属：東京大学地震研究所



図 1. 石英レオロジーから計算した東北沖プレート境界深部延長の差応力（ピンク）と、改良された再結晶粒径差
応力計による三波川変成帯ガーネット帯の差応力推定値。青丸：結晶内部核生成モデル。白丸理論：粒界核生成

モデル。緑：Holyoke & Kronenberg (2010)による差応力計。

図 2.アクリルを用いたヒーリング-再滑り実験。横軸は滑り変位。法線応力は 2.5MPa。インセットは音響的に測っ
た接触剛性率 kと光学的に測った接触面積 rの関係。時間順にマークした a-gは図 3および本文と対応。



図 3. 図 2の実験から得られた V(τ c)(上方、左軸)と q(τ c)(下方,右軸)。実験経過がたどれるよう、巨視的剪断
応力τで色をつけた (昇順に青,緑,赤)。黒い点は、従来の構成則のパラメタを qに依存させる (インセット)よう
修正した構成則で求めた V(τ c; q)。時間順にマークした a-gは図 2および本文と対応。

図 4. 2011年東北地方太平洋沖地震後の釜石沖繰り返し地震の地震サイクルシミュレーションの例。上段)地震時
滑り分布。下段)マグニチュードの時系列。右図は本震後の部分を拡大して示したもの。



図 5. 2011年東北地方太平洋沖地震後 11回目の釜石沖繰り返し地震の発生時刻予測実験。小パッチの摩擦パラメー
タ B-Aを様々に変えた多数のシミュレーションによる発生時をプロットした。横線は実際の発生時を示す。ハッチ
されている結果は 10番目までの地震の再現性が最もよかった 5例とその次によかった 5例である。左図は小パッ
チ内の臨界すべり距離 Lを 2.1mm、右図は 4.9mmと仮定したモデル群。

図 6. (1)-(4)各ケースの地震発生 1年前から 5年後までの積算すべり量。0.1 m/s以上で滑っている場所がある期間
を地震とする。地震発生前 1年間にすべった部分 (プレスリップ)を「地震前」、地震中のすべり部分を「地震中」、
地震後 5年間のすべり部分を「地震後」とした。また、各プレスリップ域のχも記す。(4)については、地震発生
tf 年前・大きなスローイベント発生前後各時間 1-3(図 7)におけるプレスリップの発展の様子も示した。



図 7. (a)地震発生１年前および (b)３日前を基準とした、図 6各ケースの全断層積算すべり量。横軸は地震発生ま
での時間 tf であり、モーメントが成長する様子を表す。(b)の星印は動的破壊開始時であるが、tf を対数表示した
(a)図には含まれない。時刻 1-3(約 2日-17時間前)は、case4で生じた大きな深部 SSEの初期-終期の目安。



平成 27年度年次報告

課題番号：1508

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

地球物理・地球化学統合多項目観測および比較研究によるマグマ噴火を主体とする火山の定量化と

モデル化

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

イ. 熱水系の卓越する火山

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　本研究では、国内外の火山の比較研究を行う．１）浅間山の研究に基づきマグマ供給系の深部から

浅部に渡る詳細なモデルを提案し、他のマグマ噴火を主体とする国内外の火山で提案されているマグ

マ供給系モデルとの比較を行う。２）伊豆大島のデータから応力変化と地震発生の関係を表すモデル

を提案し、地震学の分野での先行研究と比較し、火山に適用できるモデルの確立を目指す。３）諏訪

之瀬島では火口近傍観測で観測された噴火直前の加速度的な傾斜変化が、火道内マグマ上昇モデルに

より説明されている。諏訪瀬島において傾斜計を含む火口近傍多項目観測網を強化してモデルの精密

化を図るとともに、国内外の火山における観測データおよびモデルと比較する。

　これらの比較研究を通じて、マグマ噴火を主体とする火山に共通する要素を抽出し、モデルの高度

化を進める。これまでの噴火事象の分岐判断は経験的要素が強かったが、モデルの高度化により、分

岐判断に物理的な根拠を与えることができる。それにより、噴火事象系統樹は経験則の段階から科学

的理解を基礎に置いた予測手法へ進化し、経験則に近い現状に比べて予測精度が大きく向上する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題は実施機関及び共同研究機関の運営費交付金に支えられる計画である。



平成 26年度：浅間山、諏訪瀬島において観測網の高度化を開始する。また、伊豆大島においてはガス

観測準備のため、1000m孔からのケーブル引上げを行う。桜島において空中時期観測および火口近傍

への観測装置設置を行う。

平成 27年度：浅間山、諏訪瀬島においては高度化された観測を継続する。伊豆大島においてはガス観

測機器の開発を進めるとともに、地震・地殻変動観測網の高度化を進める。樽前山で空中時期観測を

行う。比較研究のための海外火山調査を行う。

平成 28年度：浅間山、諏訪瀬島、伊豆大島においては高度化された観測を継続する。伊豆大島におい

てはガス観測機器の開発も継続する。桜島において空中時期観測および火口近傍への観測装置設置を

行う。観測対象火山においてモデルを構築し、国内外火山との比較を進める。

平成 29年度：浅間山、諏訪瀬島、伊豆大島においては高度化された観測を継続する。伊豆大島におい

てはガス観測機器の運用テストも行う。樽前山において空中時期観測を行う。比較研究のため、海外

調査を行う。観測対象火山においてモデルを構築し、国内外火山との比較を進める。

平成 30年度：浅間山、諏訪瀬島、伊豆大島での観測を継続するとともに、比較研究に基づくモデル

の高度化を進める。桜島において空中時期観測および火口近傍への観測装置設置を行う。海外調査を

行い、観測対象火山と国内外火山とでモデルの比較をさらに進め、噴火事象系統樹の分岐判断へ応用

する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
マグマ噴火主体火山観測の高度化：

　浅間山では 2015年 6月の小規模噴火に関して得られた火口近傍の各種データの比較を行った。

　諏訪之瀬島においては、観測機器の更新準備を進めた。

　口永良部島で噴火が発生したため、地震観測・空中磁気観測・画像撮影等を実施した。4月と 9月

の 2回の観測の結果、火山活動の低下が明瞭に捉えられた。

　平成 28年度に予定していた桜島における空中磁気観測および火口近傍への観測装置設置を前倒しで

実施した。

　火山活動のモニタリング手法として、地震波干渉法を国内 20火山に適用した。気象庁の 2012年か

ら 2015年の連続データを解析した結果、2012年から 2015年の伊豆大島の地震波速度変化と島内の

GNSS観測点による面積ひずみと良い相関が得られることが明らかとなった（図１）。

磁気観測：

　霧島新燃岳 2011年噴火以降、無人ヘリコプターを用いた空中磁気測量を繰り返すことにより新燃岳

の全磁力時間変化の検出をおこなっており、これまでに特に火口内溶岩の冷却に伴う帯磁パターンの

全磁力変化を検出することに成功した。今年度は 5度目となる測定を 11月に実施し、全磁力変化を見

積もると、これまで通り順当に冷却していることがわかった。新燃岳火口直下では、火山活動は収束

しているものと示唆される（図２）。

　口永良部島で今年度 2015年 4月と 9月の 2度、無人ヘリコプターを用いた空中磁気測量を実施し

た。口永良部島では 2015年 5月にマグマ水蒸気噴火が起こっており、その前後での変化を見ることに

なる重要な測定となった。データから見積もられた磁化強度は平均 1.8A/mであり、標準的な安山岩の

値を示した。4月と 9月との全磁力変化に着目すると、新岳火口直下では磁化が弱まり、その周辺では

磁化が強まっていることがわかった。このことは新岳火口直下の物質が 5月の噴火で噴出し、その一

部が火口周辺に堆積して磁化を獲得したものと考えられる。

　浅間山火口の北方およそ 300mの位置にプロトン全磁力計を設置し、2015年 6月より連続観測を開

始した。測定は１分サンプリング（冬季は 5分サンプリング）で行い、測定されたデータは FOMA携

帯電話網を用いて１日分が東京に伝送される。現地の事前調査で磁気勾配の小さな場所を選定したこ

ともあり、年周変化の小さい非常に安定したデータが取得できている。今のところ火山性の磁場変動

は検出されていない。なお、昨年の微小噴火に伴うような変化も観測されなかった。

火山ガス観測：



　浅間山山頂部では、これまでの調査により前掛山火口内東側のみで二酸化炭素の土壌拡散放出が見

られる。その放出は釜山火口の東側火口リムと前掛火口東側火口リムを沿うように長楕円のリング状

に分布している。これまでの調査は、地震活動や火山ガス放出量が少ない静穏期におこなってきたが、

火山ガス放出量が相対的に高い 2015年 10月に前掛山火口内東側を中心に土壌フラックスの調査を実

施した。静穏期のフラックスと比べると、釜山火口リムでは同等か逆に減少している傾向が見られた

が、前掛火口の東側リム上では拡散放出量が大幅に増大していることが明らかとなり、前掛火口のリ

ムの拡散放出の方が浅間山の活動を反映している可能性が示唆される（図３）。

　伊豆大島山頂部でも、スペインのグループと共同で二酸化炭素の土壌拡散放出分布の調査を行い、

山頂内部の放出分布の状況を明らかにした。

火山の比較研究：

　米国のセントへレンズ山において１９８０年噴火の噴出物に関する火山調査を実施し、２０１１年

の新燃岳噴火との比較を行った（図４）。

　ストロンボリ火山噴火の発生機構として考えられている火道内スラグ流モデルにより生じる山体変

形を理論的に求め、その特徴を明らかにした。ストロンボリ火山の傾斜データは、モデルから期待さ

れる特徴と異なることから、スラグ流とは異なる火道内増圧過程を考える必要があることがわかった。

以上のように、概ね計画に合致した成果が得られている。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Kawaguchi, R. and T. Nishimura, 2015, Numerical investigation of temporal changes in volcanic deformation

caused by a gas slug ascent in the conduit, J. Volcanol. Geotherm. Res., 302, 1-10.

Morita, M., T. Mori, R. Kazahaya and H. Tsuji, 2016, Diffuse carbon dioxide emissions from hidden subsur-

face structures at Asama volcano, Japan. Bull. Volcanol. (in press)

（10）平成 28年度実施計画の概要：
マグマ噴火主体火山観測の高度化：

各火山での高度観測を継続する。諏訪之瀬島においては地殻変動観測点の整備を行う。

磁気観測：

各火山での定常磁気観測を継続するとともに、空中磁気測量も実施する。

火山ガス観測：

赤外分光放射計を用いた火山ガス化学組成の遠隔測定を浅間山を中心に火山ガス噴煙を上げる火山で

実施する。また、伊豆大島での土壌拡散放出分布の調査を繰り返すとともに、土壌ガス中二酸化炭素

の炭素同位体比の測定も検討する。また、伊豆大島で二酸化炭素土壌拡散放出の連続測定に着手する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
武尾実、森田裕一、大湊隆雄、上嶋誠、市原美恵、及川純、金子隆之、青木陽介、小山崇夫（以上

　地震研究所）、橋本武志（北大）、本多嘉明（千葉大）、井口正人、中道治久、為栗健（以上 　京

大防災研）、西村太志、三浦哲（以上 　東北大）、野上健治（東工大）、松本聡、寅丸敦志（以上 　

九大）、森俊哉（東大院理）、八木原寛（鹿児島大）

他機関との共同研究の有無：有

浅間山：森俊哉（東大院理）

伊豆大島：松本聡（九大）、野上健治（東工大）、三浦哲（東北大）

諏訪瀬島：井口正人、中道治久、為栗健（以上 　京大防災研）、西村太志（東北大）、八木原寛（鹿

児島大）

樽前山：橋本武志（北大）、本多嘉明（千葉大）

桜島：井口正人、中道治久、為栗健（京大防災研）、本多嘉明（千葉大）

モデル化：寅丸敦志（九大）



（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：大湊隆雄 　

所属：東京大学地震研究所

図１ 　雑微動の地震波干渉法解析（伊豆大島）

気象庁観測点データによる干渉法解析の速度変化量（全観測点ペアの平均値）の中長期変化と GNSSデータに基
づく面歪みに高い相関がある。



図２ 　霧島新燃岳における繰り返し空中磁気測量

(a)霧島新燃岳における空中磁気測量の飛行経路。経路の色分けは全磁力値を表す。
(b)推定される火口内溶岩磁化強度の時間変化（＋が 5回の測定データから推定された火口内溶岩の磁化強度）。時
間の 1/2乗の曲線（緑破線）によく乗ることがわかる。



図３ 　浅間山山頂部の CO2拡散放出
2015年 10月 29日の CO2拡散フラックスのデータをMorita et al. (in press)の静穏期の分布図に加筆してプロット
した。



図４ 　セントヘレンズ火山周辺の噴火堆積物調査

1980年のプリニー式噴火による噴火堆積物の露頭調査および文献との対比。
(a)サンプル地点 (b)堆積物の対応関係



平成 27年度年次報告

課題番号：1509

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

プレート境界すべり現象モニタリングに基づくプレート間カップリングの解明

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

ウ. 観測・解析技術の開発

(3)関連研究分野との連携の強化

(6)国際共同研究・国際協力

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

首都直下地震



（６）本課題の５か年の到達目標：

プレート間カップリングの多様性と相互作用を詳細に把握し，そのメカニズムを明らかにすることは，

巨大地震と他のプレート境界現象との相互作用の解明に資するとともに，プレート境界に対する理解

を深めることで巨大地震の発生予測の高度化に貢献する．そのため，スロースリップイベントや深部

低周波微動を含むスロー地震等の多様な滑り現象を高精度に把握し，それらの現象の時空間発展等の

活動様式，とくに現象間の相互作用を明らかにするとともに，これらの多様なプレート間カップリン

グを規定する構造的要因を明らかする．また，相互作用によって発生する現象の誘発メカニズムを理

解し，シミュレーションによって現象の再現を試み，巨大地震との関わり合いに関する知見を得る．特

に，2016年に発生が予想される豊後水道の長期的スロースリップイベント (SSE)とそれに誘発される

様々な滑り現象などについて，多項目のモニタリングを集中することにより，相互作用を含めた一連

の現象のメカニズムを解明する．

（７）本課題の５か年計画の概要：

本研究計画は，以下のモニタリング，構造探査・シミュレーションから構成される．

１．モニタリング精度向上とプレート境界すべり現象解明

1(1)豊後水道における隣接すべり現象間の相互作用の解明
　豊後水道で 2016年（平成 28年度）に発生が予想される長期的 SSEとそれによって誘発される多様

なスロー地震群を正確に把握し，その時空間発展に基づいて相互作用を解明するため，豊後水道の周

辺陸域に広帯域地震観測点，島嶼部に GPS観測点，海域に海底地震計・圧力計を設置し，長期的 SSE

の滑りパラメタや浅部超低周波地震の検出精度を向上させる．また地震波干渉法による地下構造の時

間変化の抽出を試みるとともに，重力・電磁気観測の結果と比較し，すべりの時間発展と流体との相

互作用を明らかにする．

［GPS観測］
（平成 26年度）

　豊後水道周辺島嶼部の数か所に機動的 GPS観測点を設置し，国土地理院 GEONETのデータを加え

て長期的 SSEのすべり分布の時空間発展を推定するためのモニタリング体制を構築する．

（平成 27～30年度）

　機動的 GPS 観測点によるモニタリングを継続し，長期的 SSEが発生した場合には，国土地理院

GEONETのデータを加えてすべり分布の時空間発展を推定する．

［陸域地震観測］

（平成 26年度）

　浅部・深部超低周波地震等を把握するための機動的広帯域地震観測点や，地震波干渉法による長期

的 SSE震源域周辺の速度変化把握のための機動的短周期地震観測点の選定を行なう．

（平成 27～30年度）

　機動的広帯域地震観測点を設置し，既存のデータ流通網を活用して防災科研にもデータ転送し，超

低周波地震・深部低周波微動について従来の処理システムを活用したモニタリング体制を構築する．そ

れに基づいて，長期的 SSEの発生に伴う浅部超低周波地震や深部低周波微動・超低周波地震の検出を

進める．また、地震波干渉法によるモニタリングを行なうとともに，過去データ解析を進める．

［海域観測］

（平成 26～30年度）

海域に海底地震計や圧力計を数台設置して観測を実施し，海域観測機器を交換してモニタリングを継

続するとともに，長期的 SSE発生前の定常的活動及び長期的 SSEに伴う地殻変動や超低周波地震を検

出するためのデータ処理を行なう．

　機動的 GPS・広帯域・短周期地震観測点については，長期的 SSE終了後もその影響を見極めるため

のモニタリングを継続する．長期的 SSEが発生した場合には，海陸のデータを融合して各スロー地震

の発生源の時空間発展を正確に推定し，現象間の相互作用を明らかにする．また，1(5)によって得ら



れた重力変化や比抵抗変化，及び地震波干渉法による地下速度構造変化との比較から，すべりの時間

発展と流体との相互作用を明らかにするとともに，シミュレーションモデルの構築に資するデータを

提供する．

1(2)東海地域における長期的・短期的 SSEの時空間変化の 推定手法の高度化とプレート間すべりの
解明

　東海地域は数年に及ぶ長期的 SSEと一週間程度の短期的 SSEが発生する場であり，これらの発生領

域の特性を解明することが重要である．このため，東海地域に展開している大学連合による GPS観測

を維持・強化し，周期的に発生する短期的 SSEを把握して滑りパラメタを高精度に推定し，当該地域

における滑り収支を把握するとともに，長期的 SSEの発生も期待されるため，発生した場合にはその

滑りパラメタの高精度推定を行う．

（平成 26年度）

　伊勢湾付近を中心として機動的 GPS観測点を数か所設置し，既存の大学連合による GPS観測点及

び国土地理院 GEONETのデータを加えて，東海長期的 SSEや微動に伴って生じる短期的 SSEのモニ

タリング体制を構築するとともに，短期的 SSEを自動的に検出する手法の開発を進める．

（平成 27～30年度）

　モニタリングを継続するとともに，周期的に発生する短期的 SSEについて自動検出結果との比較に

基づき，システムの改良を継続的に行う．長期的 SSEが発生した場合にはその滑りパラメタの高精度

推定を行う．前期の研究に基づき，短期的 SSEと長期的 SSEの特性を比較し，場の物理特性の違い等

を解明する．

1(3)房総 SSEと群発地震活動との相互作用の解明
　房総半島に展開している機動的 GPS・地震観測網や定常観測網を維持し，房総沖でこれまでも繰り

返し発生している SSEとそれによってトリガーされる小繰り返し地震を含む群発地震活動をモニタリ

ングし，発生した場合にはその時空間発展に基づきこれらの相互作用を解明する．

［GPS観測］
（平成 26～30年度）

　房総半島沿岸の機動的 GPS観測点の維持を行なうとともに定常状態を把握し，房総 SSEが発生し

た場合には，そのすべりの時間発展を正確に推定する．

［地震観測］

（平成 26～28年度）

　委託研究で維持されている房総半島内のMeSO-net（大大特）の地震観測データを活用し，既存の地

震観測データを含めて定常的な地震活動の把握を行なう．

（平成 29～30年度）

　MeSO-net観測点を維持するとともに，房総沖 SSEが発生した場合にはそれに伴う群発地震活動の

高精度震源決定を行ない，SSEすべり域との時空間的関係を明らかにする．

　小繰り返し地震解析から準静的すべりのすべり量を推定し，測地学的推定結果との比較を行う．

1(4)西南日本スロー地震活動様式の解明
（平成 26～30年度）

　深部低周波微動等のスロー地震カタログを用いて、セグメント構造・周期性・移動性・トリガリング

などのスロー地震活動様式の特徴を抽出し，巨大地震活動様式との類似性・相違性を明らかにし，活

動予測モデルを構築する．

1(5)重力・電磁気観測に基づくすべりの時間発展と流体との相互作用の解明
　南海トラフ等の長期的 SSEの生じている地域において重力観測及び電磁気観測を実施し，摩擦構成

則に関連する間隙流体圧の変動パターンを質量変化及び比抵抗変化を通じて捉えることにより，すべ

りの時間発展と流体との相互作用を明らかにする．

[重力観測]
（平成 26～30年度）



　東海・四国・宮崎・房総等の SSE発生域において年１回程度の絶対重力観測を行う．平成 29年度に

豊後水道で絶対重力観測を連続観測に切り替え，SSEによる重力変化の常時監視を行う．平成 30年度

に SSEによる重力変化データを GPS，地震，電磁気データと統合し，流体とすべりとの相互作用をモ

デリングする．

[電磁気観測]
（平成 26年度）

　1994-1995年，2000-2001年にわたって観測を実施した四国西部におけるネットワークMT法観測

データをコンパイルし，四国西部広域深部３次元比抵抗構造を推定する．得られた構造に対して比抵

抗構造の変化が予想される領域に対する地上電磁場観測点の感度を調べ，平成 27年度からのモニター

的観測の最適な観測点配置を検討するとともに，ネットワークMT・磁場観測点の選定，土地交渉等

を行う．

（平成 27年度）

　前年度に選定したネットワークMT・磁場観測点において，それぞれ長基線地電位差観測・磁場 3成

分観測を開始する．さらに，観測データの 1次的解析（電磁場，磁場磁場間応答関数推定）を実施し，

得られた応答関数が平成 26年度で検討した感度を勘案して著しくデータの質が劣る観測点に関して

は，観測の中止，ないしは移転を行う．

（平成 28～30年度）

　電磁場モニター観測を継続し，豊後水道長期的 SSEを含む応答関数変化の検出を試みるとともに，

平成 26年度における感度検定のために用いた従来のネットワークMT法データに，本研究で得られる

ネットワークMT法データをあわせて 3次元構造解析を行う．

　得られた応答関数の変化について，3次元構造解析に基づいた感度行列から，応答関数変化を担う

比抵抗変化領域と比抵抗変化値の決定を試みる．地震波速度構造の変化や，重力値変化から推定され

た密度構造変化をあわせ，SSEに流体移動の関与があったかどうかを定量的に検証し，SSEの時空間

発展メカニズムを考察する．

1(6)海域観測に基づくスロースリップと誘発現象との相互作用の解明
　既に沈み込み帯浅部において SSEまたは低周波微動・超低周波地震が検出されている領域直上で，

海底圧力計による上下変動観測をトラフ軸付近で実施し，浅部の SSE活動を詳細に調べて，それによ

り誘発される多様な地震活動を既設のケーブル式地震計記録などから検出する．さらに，観測された

SSEの時空間発展と誘発される地震活動の時空間的特徴を比較し，SSEによる誘発現象の物理プロセ

スを調べる．得られた知見に基づき，SSEにより誘発される地震活動の予測，特に発生時期に関する

予測に向けた研究を行う．

（平成 26～28年度）

　熊野灘や室戸沖の海底ケーブル式観測網の周辺に海底圧力計を設置し既存の観測データと併せて，

特に沈み込み帯浅部で発生する SSEとそれに誘発される地震やスロー地震の活動を把握する．

（平成 29～30年度）

　前年度からの観測を継続する. 熊野灘や室戸沖周辺で観測された SSEと誘発される地震・スロー地

震活動の時空間的特徴から，SSEによる周囲への応力の載荷速度の変化と誘発される地震・スロー地

震活動との関係を明らかにする．また，東北日本や他地域で観測された SSEとそれに誘発される現象

も含めて，SSEとそれにより誘発される地震・スロー地震活動の予測モデルを構築する．

1(7)余効すべりの物理モデルの構築と摩擦特性の推定
　速度・状態依存摩擦構成則に従う余効すべりと地震時・地震後のすべりによるマントルの粘弾性緩

和の双方を考慮したプレート境界地震の余効変動の物理モデルを構築する．このモデルを 2011年東北

沖地震等のプレート境界地震後の GNSSデータに適用し，余効すべり発生領域の摩擦特性とマントル

のレオロジーを推定する．また，観測された余効変動に対する余効すべり及び粘弾性緩和の寄与を分

離することを試みる．

（平成 26～30年度）



　弾性媒質を仮定して速度・状態依存摩擦構成則に従う余効すべりの物理モデルを構築する．このモ

デルを用いて，地震時のすべり分布や摩擦パラメータの分布が余効すべりに与える影響を調べる．こ

のモデルを基に，地震時・地震後のすべりによるマントルの粘弾性緩和を取り入れたモデルを構築す

る．弾性・粘弾性モデルを用いて，東北沖地震等のプレート境界地震後の GPSデータを再現できるよ

うな余効すべり域の摩擦特性とマントルのレオロジーを推定する．

２．プレート境界すべり現象メカニズム解明のための地下構造異常の抽出とスロー地震・巨大地震の

相互作用シミュレーション

　想定東南海地震・南海地震震源域の境界域の深部延長上を含む紀伊半島中央部や深部低周波微動活動

が明瞭な北東部において，プレートの沈み込む方向に線状稠密アレイを展開し，地震波トモグラフィー

解析・地震波干渉法解析・反射法解析等を実施することで巨大地震破壊域の広がりや様々な滑り現象を

規定するプレートやマントルウエッジにおける構造不均質を抽出する．また，過去に実施された自然

地震の稠密観測データの再解析に基づき，スロー地震の滑り特性の違いに対応する構造変化，深部ス

ロー地震域セグメント境界・上端・活動様式の深さ依存性を規定する構造の抽出を行う．また，ここ

で得られた地下構造異常に関する情報に基づいて摩擦パラメタを設定してシミュレーションを行ない，

１で得られた様々なプレート間すべり現象の発生様式や相互作用を説明するように，スロー地震活動

様式を再現することを試みる．また，スロー地震と巨大地震の同時シミュレーションに基づき，巨大

地震発生前後におけるスロー地震活動の長期的・短期的変化を抽出し，巨大地震の切迫度評価や発生

予測に資する知見を得る．

2(1)プレート境界すべり現象メカニズム解明のための地下構造異常の抽出
（平成 26年度）

紀伊半島で取得されている既存地震観測データの再解析を実施し，深部低周波微動の活動度が異なる

紀伊半島北東部と中央部における地下構造の特徴を明らかにするのに最適な地震観測測線位置の検討

を行う．既存地震観測データの再解析は，平成 29年度に渡って実施し，微動発生域を含むプレートや

マントルウエッジの詳細な構造を明らかにする．

（平成 27年度）

　紀伊半島北東部の深部低周波微動が明瞭な領域を通る滋賀県甲賀市から三重県南伊勢町至る「甲賀‐

南伊勢測線」（測線長 　約 90 km）で稠密自然地震観測を実施する．測線上の 60か所に観測点を設置

し，6か月間の連続観測を行う．

（平成 28年度）

　「甲賀‐南伊勢測線」沿いで既に取得されている制御震源探査データと平成 27年度に取得した自然

地震観測データとの統合解析を実施し，深部低周波微動発生域を含むフィリピン海プレートやマント

ルウエッジの詳細な構造を明らかにする．

（平成 29年度）

　紀伊半島中央部の低周波微動の活動が不明瞭な領域を通る測線（串本-橋本測線，測線長 　約 90km）

に 60か所の観測点を設置し，6か月間の自然地震観測を行う．また，測線下の詳細な P波速度構造を

得る為に，測線上の 3か所で発破を実施する．発破を実施する際には，既存研究で明らかになってい

る地殻深部の明瞭な反射面の，プレートの沈み込む方向における深度変化を明らかにする為に，450

台のオフラインレコーダを設置する．

（平成 30年度）

　平成 29年度に取得した「串本-橋本測線」の制御震源・自然地震データの統合解析を実施すると共

に「甲賀‐南伊勢測線」・「串本-橋本測線」と紀伊半島で既に取得されている観測データとの統合解析

を実施することで，巨大地震破壊域の広がりを規定するプレートやマントルウエッジの地下構造異常

を抽出し，地下構造異常が微動活動度に及ぼす影響を明らかにする．

2(2) 　スロー地震・巨大地震の相互作用シミュレーション
（平成 26～30年度）



　深部低周波微動の分布や地下構造研究結果を考慮して長期的及び短期的 SSE発生域における摩擦パ

ラメータ (a-b)や有効法線応力を設定し，カットオフ速度を考慮したすべり速度・状態依存摩擦則を用

いたシミュレーションを実施し，観測される SSEを再現するようにパラメータを調節しつつ SSE発生

のモデル化を進めるとともに，巨大地震発生前後におけるスロー地震活動の発生間隔等の発生様式に

おける長期的・短期的変化を抽出する．また，豊後水道長期的 SSEに伴って発生する誘発現象につい

ても，パラメータ調節によって観測された現象を再現可能なモデル化を進め，2016年に発生すると予

想される長期的 SSEの観測結果に基づいて，モデルの検証・改訂を行なう．

（８）平成 27年度の成果の概要：
　平成 27年度は、年次計画に基づいた機動的調査観測を実施したとともに、房総半島や豊後水道に

おけるスロー地震をモニタリングし、発生状況の把握を行なった。また、既存観測データを用いたス

ロー地震活動様式の特徴把握を行なった。

１．モニタリング精度向上とプレート境界すべり現象解明

1(1)豊後水道における隣接すべり現象間の相互作用の解明
［GPS観測］
　豊後水道周辺および島嶼部の 6か所に機動的 GPS観測点を設置し、国土地理院 GEONETのデータ

を加えて長期的 SSEのすべり分布の時空間発展を推定するためのモニタリング体制を構築した。

　昨年度設置した 5箇所に加え、今年度は愛媛県伊方町三崎中学校に連続観測点を設置した。また携

帯電話端末を取り付けたモバイルルータを設置することで、外部から毎日定期的にデータを収録でき

るようにした。

　豊後水道の中間付近にある水ノ子島の観測点は、厳しい電力事情のためテレメータ装置を設置する

ことができず、定期的に現地を訪問してデータ回収するオフライン方式となっており、今年度も 2回

渡島し、無事データを回収できた。

　回収されたデータは周囲の GEONET観測点や海上保安庁のデータと一緒に精密単独測位法 GIPSY-

OASIS 6.2を用いて解析した (図 1、図 2)。

　今回解析した 5ヵ所のデータの精度は、水平成分・上下成分ともに周囲の GEONET観測点と遜色な

い安定性をもっていることがわかった。2014年 11月以降は、フィリピン海プレートの沈み込みにと

もなう通常の地殻変動変位のみ観測されており、この期間では長期的 SSE変動は発生していないと推

定される。

［陸域地震観測］

　豊後水道における深部低周波微動活動は、2014年に入ってから通常レートよりも高くなり、国土地

理院 GNSS観測でも 2014年夏ごろから僅かな変位が捉えられ、微小な SSEが発生したことが明らか

にされた。それ以降、2015年に入ってからは微動活動及び GNSSに変化は見られないが、6月に浅部

超低周波地震が活発化した。また、2014年度に観測点選定を行っていた、愛媛県宇和島市内及び高知

県四万十市内の 2か所について広帯域地震計を設置し、6月に発生した浅部超低周波地震活動の一部

を記録することができた。

　豊後水道域から四国西部における過去の微動活動を調査したところ、微動域上端側の領域において、

2003年及び 2010年に発生した豊後水道長期的スロースリップイベント（SSE）に伴う微動活動の活

発化が、非常にゆっくりした速度（約 25 km/年）で豊後水道から内陸方向に伝播したことが明らかに

なった。さらに、国土地理院GNSS観測データを解析したところ、1946年南海地震の破壊域と微動域

とのギャップの領域で、2003年と 2010年の豊後水道 SSE以降の２～３年間に微小な長期的 SSEが発

生し、しかも上述の微動活動変化と同様に、SSEのすべり領域が西から東にゆっくり移動した (図 3)。

したがって、この SSEがその深部側に位置する微動活動に影響を及ぼしたものと考えられる。ただし、

これまで明らかになった２回の小規模 SSEの時空間発展の様子は異なり、さらに 1997年の豊後水道

長期的 SSEの後には同様の小規模 SSEが認められないことから、その発生様式は単純ではないことが

明らかになった。



［海域観測］

　平成 27年度は、昨年度に豊後水道南方の長期的 SSEすべり域南端付近（図 4）に再設置した高精度

絶対圧力計を搭載した長期観測型広帯域海底地震計での観測を継続し、2016年 1月に海洋エンジニア

リング株式会社所属の第三開洋丸にて回収した。回収した地震計・圧力計のデータから、観測期間中

の 2015年 5月から 7月にかけてプレート境界浅部で活発化した浅部低周波微動と超低周波地震の活動

を捉えることができた（図 5）。今年度は、観測を豊後水道の長期的 SSEと同期して発生が期待される

プレート境界浅部の想定 SSE領域に集中させる方針として、同地点での再設置は行わず、豊後水道南

方のプレート境界浅部領域に海底圧力計アレイを構築した。なお、観測は、平成 25年度に開始した文

部科学省委託研究「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」と連携して行われている。

1(2)東海地域における長期的・短期的 SSEの時空間変化の 推定手法の高度化とプレート間すべりの
解明

　年次計画に基づき、昨年度から実施していた観測点の増強と受信機/アンテナの更新が完了し、今年度

は静岡県内 55点、愛知県内 5点の計 60点で観測を継続している。昨年度の成果発表に引き続き、今年

度は 2009年駿河湾地震（Mw6.3）を考慮に入れたひずみ変化を算出し、他の結果とともに IUGG2015

において成果を発表した（Kato et al., 2015）。

　2013年頃からはじまったと言われる長期スローイベントに関して、時間発展インバージョンを用い

た解析を実施した。本研究は、今次の研究計画に記載されている「長期的 SSEが発生した場合にはそ

の滑りパラメータの高精度推定を行う。前期の研究に基づき、短期的 SSEと長期的 SSEの特性を比較

し、場の物理特性の違い等を解明する。」に対応する研究である。

　今年度は GEONETデータのみを用い、東海地方及び周辺の 226点の 2008年 1月 1日から 2015年

4月 30日までのデータを用いた。まず、GIPSY-OASIS IIソフトウェアを用いて日座標値を推定した。

続いて、2011年 3月 11日東北地方太平洋沖地震の余効変動の影響を除去することを試みた。このた

め、データを地震前と後の期間に分け、地震前のデータに直線と季節変動を最小二乗法を用いてあて

はめ、推定された直線的ドリフトを解析期間全体にあてはめて除去した。続いて、地震後の余効変動

を除去するため、時系列に関数を当てはめて除去することを試みた。当てはめる関数としては対数関

数と指数関数を用い、スローイベント等の影響の小さい地域の観測点を選んで時定数等のパラメータ

を最小二乗推定によって求めた。推定したパラメータを用いた関数と直線及び季節変動を加えたもの

を、地震直後から、長期スローイベントが始まる前とされる 2012年末までのデータにあてはめ、2015

年 4月末まで外挿した。この結果を元データから差し引いてインバージョン解析の入力データを得た。

　インバージョン解析には、Fukuda et al. (2008)によって開発された改良型の時間発展インバージョン

手法を用いた。この結果、2013年 7月頃より 2015年 4月末までにすべり量が最大で 6cm程度の長期

スローイベントが進行しつつあることが検出された。発生個所は前回の 2000～2005年と同じかやや

南側に推定された（図 6）。また、モーメント解放速度をプロットしたところ、速度が大きい期間（エ

ピソード）が 6回検出された。これは短期スローイベントが発生している期間に対応するものと考え

られる（図 7）。なお、この図には長期スローイベントも含まれているはずであるが、短期のエピソー

ド期間を除くと、他の期間には有意なモーメント解放が行われておらず、長期スローイベントは 6回

の短期スローイベントと同時に発生していることが示唆される（Sakaue, 2015）。

1(3)房総 SSEと群発地震活動との相互作用の解明
［GPS観測］
　房総半島沖で繰り返し発生してきたスロースリップイベント（SSE）の破壊過程の多様性を明らかに

するために、1996、2002、2007、2011、2013-2014年の SSEにおけるすべりの時空間発展を GNSS時

系列データを用いて推定した。2013-2014年の SSEの解析には、本課題で運用している GNSS連続観

測網と国土地理院GEONETのデータを併せて用い、その他の SSEの解析には GEONETのデータのみ

を用いた。これらのGNSS時系列データに対してインバージョン解析を行い、フィリピン海プレート上

面におけるすべりとすべり速度の時空間変化を 1日毎に推定した。昨年度報告したように、2013-2014

年の SSEでは、初期段階ですべりが非常にゆっくりと加速し、その後比較的速いすべりに移行したが、



他の SSEではそのようなゆっくりとした加速は見られず、すべりは急激に加速したことが分かった（図

8）。図 8は各 SSEの初期のすべりの伝播方向に平行な直線上におけるすべり速度の時間変化を示して

いるが、すべりの伝播方向、伝播速度、時間発展は、イベント毎に異なることが分かる。以上の結果

は、房総 SSEの破壊過程はイベント毎に大きく異なることを示す。房総 SSEは群発地震活動を伴う

が、すべりの伝播と地震活動の間には時空間的に強い相関が見られた（図 8）。

［地震観測］

　房総沖で繰り返し発生しているスロースリップ域で発生する地震活動をモニタリングした。今年度

はスロースリップに関連すると思われる、顕著な群発地震活動、相似地震活動は見られなかった。こ

のことは、昨年度発見した 2011年 3月のスロースリップイベント発生後、2011年 11月、2013年 12

月～2014年 1月と、スロースリップの発生間隔が少しずつ延びている傾向が現在も継続していること

を示している。

1(4)西南日本スロー地震活動様式の解明
　従来からの深部低周波微動検出手法とは異なり、ノイズレベル以上の振幅を有するひとまとまりの

微動活動を微動シーケンスとして先に抽出し、その後に微動源と輻射エネルギーを推定する新たな手

法を開発し、西南日本における微動活動の再評価を行なった。その結果、四国西部から豊後水道の領

域では、従来に比べて大きな微動エネルギーの輻射が認められた。また、微動シーケンスの累積継続

時間及びエネルギーレートの空間分布は概ね一致し、帯状の微動域に沿って活動度の高い領域と低い

領域とに大別される。深部超低周波地震の分布と比較すると、特にエネルギーレートの分布とよく一

致しており、微動パッチ強度とサイズとの関係を議論する上で大変興味深い。

　一方、西南日本の微動発生域において、これまで遠地地震表面波によって誘発された微動を調べた

ところ、誘発微動の発生回数は、自然発生的な微動活動に概ね比例することがわかった。また、さら

に、沈み込みプレート境界以外の場所を含めて全国的に遠地地震による誘発微動の検索を行い、内陸

活断層に対応する場所でも微動が検出された (図 9)。これらの誘発微動の振幅は、遠地表面波による

動的応力変化におおよそ比例する。プレート境界とそれ以外の領域を含めて同様の結果が得られたこ

とは、プレート境界以外で検出された誘発微動の場所でも自然発生的な微動が起きている可能性を示

すものである。

1(5)重力・電磁気観測に基づくすべりの時間発展と流体との相互作用の解明
[重力観測]
　昨年度に引き続き、スロースリップや微動に伴う流体移動の検出を目的とした重力観測を実施して

いる。今年度は、２月に絶対・相対重力観測を東海の２点（菊川・豊橋）及び豊後水道の１点（足摺

岬）で実施した。図 10にこれまでに取得された重力データを示す。また、石垣島での超伝導重力計に

よる連続観測も継続している。昨年度から開始した、重力観測データの解釈を補佐するための石垣島・

西表島のスロースリップ域における全磁力の観測は現在も継続中であり、４月頃のスロースリップ期

間中の磁場変動を捉えることができた。なお、宮崎については観測機器修理のため重力観測は実施せ

ず、代わりに石垣島・西表島に１月から３成分磁力計を増設した。現在、比較的な良好な条件での磁

場データが蓄積しつつある。微動やスロースリップのモデリングについて２編の論文で発表した (Yabe

et al., 2015; Tanaka et al., 2015)。

[電磁気観測]
　2015年 6月 11日より、愛媛県内の２観測点（窪野観測点と菊川観測点、図 11参照）でオフライン

の磁場３成分観測を開始した。9月と 12月にデータを回収したところ、ノイズの少ない非常に良好な

データが取得できていることが確認できた。平行して、NTT関連会社とネットワークMT観測開始に

向けて準備を進めたが、様々な手続きや交渉のために予想外に準備が難航し、観測開始は 2016年 3月

になる予定である。図 11には、観測開始予定の 17交換所エリアと 57電極点の分布もあわせて示して

いる。

　昨年度に引き続き 1999年-2000年にかけて実施していた、NTTメタリック通信回線網を用いたネッ

トワークMT観測の長基線地電位差観測データの再編集と磁場参照データのコンパイルを行い、その



当時の広域深部比抵抗構造を求めるための準備を行った。また、ネットワークMT法で得られた広域

深部比抵抗構造から、岩石実験の情報を参照してメルトや水の分布を推定する手法を開発し、九州で

得られていた比抵抗構造に同法の適用を試みた。

1(6)海域観測に基づくスロースリップと誘発現象との相互作用の解明
　スロースリップに伴う上下地殻変動を観測する目的で、２台の海底圧力計の設置回収作業を熊野灘

で実施した。設置点は、海底ケーブル式観測網 (DONET)の海底圧力計よりも沖側で、一台は陸側斜

面、もう一台は沈み込むフィリピン海プレート上とした。平成 26年度に設置した機材の１台について

は、自己浮上方式で回収を行うことができなかった。残りの１台については回収することができた。

1(7)余効すべりの物理モデルの構築と摩擦特性の推定
　摩擦構成則に基づく余効すべりの物理モデルの構築を継続した。昨年度は媒質として弾性体を用い

ていたが、今年度は地震時のすべり及び余効すべりによる粘弾性応力緩和を考慮するために、弾性体

の表層を持つ半無限粘弾性体をモデルに導入した。また断層面は、昨年は平面断層を仮定していたが、

今年度は dipが深さによって変化するような曲面断層を導入した。モデルでは、断層面上に固着域を設

定し、それ以外の部分でのすべり速度と応力の時間発展は速度強化の摩擦構成則に従うと仮定した。地

震時のすべり分布から断層面上における地震時の応力変化を計算し、これに基づいて初期条件を与え、

その後の余効すべりの時間発展を計算するものとした。粘弾性緩和による断層面上での応力変化及び

地表での変位は Pollitz (2014)の手法によって計算する。この手法では二次元的な粘弾性構造や Burgers

レオロジーを扱うことができ、本研究でもこれらを考慮する。このようにして構築したモデルの性質

を調査するために、粘性率や摩擦パラメータ等を変化させて試験的なモデル計算を行った。

２．プレート境界すべり現象メカニズム解明のための地下構造異常の抽出とスロー地震・巨大地震の

相互作用シミュレーション

2(1)プレート境界すべり現象メカニズム解明のための地下構造異常の抽出
　紀伊半島北東部の深部低周波微動活動が明瞭な領域を通る滋賀県甲賀市から三重県南伊勢町至る「甲

賀‐南伊勢測線」（測線長 　約 90 km）上の 90か所（観測点間隔：約 1km）に臨時地震観測点を設置

し、稠密自然地震観測を実施した（図 12）。観測は 2015年 5月 26日から 2015年 12月 8日まで実施

し、各観測点では、固有周波数１ Hzの地震計によって上下動及び水平動の 3成分観測を行った。気象

庁一元化震源カタログによると、観測期間中には、図 12に示す範囲で 690個の地震の震源が決定され

ている。また、深部低周波地震の発生も報告されている。観測で得た連続記録から、これら地震の震

源時刻に従って、イベント毎へのデータ編集を実施した。観測波形の一例を図 13に示す。明瞭な初動

及び後続波が確認できる信号対雑音比の良好な観測データが取得できた。

2(2) 　スロー地震・巨大地震の相互作用シミュレーション
　日向灘から足摺岬沖のプレート境界浅部領域においては、低周波微動や超低周波地震の解析から、

SSEが発生しそのすべり域が伝播していることが示唆されている。カットオフ速度を考慮したすべり

速度・状態依存摩擦則を、沈み込むフィリピン海プレートの形状を考慮したモデルに適用し、浅部に

ついてもカットオフ速度がやや低く、有効法線応力が低い領域を設定し、数値シミュレーションを行っ

た。この数値計算結果においては、深部の SSEおよび豊後水道の長期的 SSEの発生だけでなく、浅部

の長期的 SSEの発生と伝播を再現することができた。ただし、豊後水道の長期的 SSEとの同期発生に

ついては、再現が十分でないため、観測結果を考慮しつつ、適切なモデル化のためのチューニングを

引き続き行なう必要がある。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Chao, K. and K. Obara, 2016, Triggered tectonic tremor in various types of fault systems of Japan following

the 2012 Mw8.6 Sumatra earthquake, J. Geophys. Res. Solid Earth, 121, doi:10.1002/2015JB012566.

Ghosh, A., E. Uesca-P� rez, E. Brodsky, and Y. Ito, 2015, Very low frequency earthquakes (VLFEs) in

Cascadia migrate with tremor, Geophys. Res. Lett., 42, 3228?3232. doi: 10.1002/2015GL063286.

Hata, M. and M. Uyeshima, 2015, Temperature and melt fraction distributions in a mantle wedge de-



termined from the electrical conductivity structure: Application to one non-volcanic and two vol-

canic regions in the Kyushu subduction zone, Japan, Geophys. Res. Lett. 42(8), 2709-2717, DOI:

10.1002/2015GL063308.

Ikari, M. J., Y. Ito, K. Ujiie, and A. J. Kopf, 2015, Spectrum of slip behaviour in Tohoku fault zone samples

at plate tectonic slip rates, Nature Geoscience, 8, 870-874, doi10.1038/ngeo2547.

Ito, Y., and M. J. Ikari, 2015, Velocity- and slip-dependent weakening in simulated fault gouge: Implications

for multi-mode fault slip, Geophys. Res. Lett., 42, 9247-9254, doi:10.1002/2015GL065829.

Ito, Y., R. Hiino, S. Suzuki, and Y. Kaneda, 2015, Episodic tremor and slip near the Japan Trench prior to

the 2011 Tohoku?Oki earthquake, Geophys. Res. Lett.,42, 1725-1731, doi:10.1002/2014GL062986.

Kato, T., A. Fujita, M. Satomura, R. Ikuta, Y. Harada, G. El-Fiky, 2015, Analysis of detailed crustal strains

due to the dense GNSS array in the Tokai region, central Japan, 26th IUGG General Assembly 2015,

Prague (Czech Republic), June 22 - July 2, 2015, IUGG-3284.
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Tanaka Y., S. Yabe and S. Ide, 2015, An estimate of fluctuating plate subduction velocities caused by tidal
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Cascadia subduction zones, J. Geophys. Res. Solid Earth, 120, 7587-7605, doi:10.1002/2015JB012250.

山下裕亮・篠原雅尚・山田知朗・中東和夫・塩原肇・望月公廣・前田拓人・小原一成，2015，日向灘

における海底地震・圧力計を用いたプレート境界浅部スロー地震の長期モニタリング，日本地球

惑星科学連合 2015年大会予稿集，SCG62-P06.

Yamashita, Y., M. Shinohara, T. Yamada, K. Nakahigashi, H. Shiobara, K. Mochizuki, T. Maeda, K.Obara,

2015, Long-term ocean bottom monitoring for shallow slow earthquakes in the Hyuga-nada, western

part of the Nankai Trough, Abstract presented at the 26th IUGG 2015 General Assembly, S01ap-291.
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における海底地震計・圧力計を用いたプレート境界浅部スロー地震の長期モニタリング（2），日

本地震学会 2015年秋季大会予稿集，S09-P15.
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Long-term Ocean Bottom Monitoring for Shallow Slow Earthquakes in the Hyuga-nada, Nankai Sub-

duction Zone, Abstract presented at the 2015 AGU Fall Meeting, T51D-2924.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
１．モニタリング精度向上とプレート境界すべり現象解明

1(1)豊後水道における隣接すべり現象間の相互作用の解明
［GPS観測］
　周期的には今年度もしくは、来年度に長期的ＳＳＥの発生が予測されるため、さらに機動的GPS観

測点の設置を検討する。既設の観測点によるモニタリングを継続し、長期的 SSEが発生した場合には、

国土地理院 GEONETのデータを加えてすべり分布の時空間発展を推定する。

［陸域地震観測］

　機動的広帯域地震計３点の設置が完了し、既設の広帯域・高感度地震観測点のデータを合わせて、超

低周波地震活動のモニタリングを継続するとともに、長的 SSEが発生した場合には、それに伴って発

生することが予想される超低周波地震等のスロー地震の解析を進める。

［海域観測］



　豊後水道南方のプレート境界浅部に設置した広帯域海底地震・圧力計を用いた観測を継続する。平

成 28年度中に回収・再設置作業を行い、引き続き長期の広帯域海底地震・圧力観測を実施する予定で

ある。また、平成 27年度に回収した広帯域海底地震・圧力計の解析を実施する。

1(2)東海地域における長期的・短期的 SSEの時空間変化の 推定手法の高度化とプレート間すべりの
解明

　１．静岡・愛知に設置されているGNSS観測網の観測に基づく地殻変動のモニタリングを継続する。

　２．長期的 SSEが継続することが期待されるため、この滑りのパラメータの高精度推定を行う．特

に、短期的 SSEと長期的 SSEが同時に発生しているとの予察成果が得られていることから、これらの

関係性について調査をすすめる。

1(3)房総 SSEと群発地震活動との相互作用の解明
［GPS観測］
　1996、2002、2007、2011、2013-2014年の SSEの破壊過程についての調査を継続するとともに、SSE

が発生していない期間におけるすべり速度の時間変化について調べる。

［地震観測］

　委託研究で維持されている房総半島内のMeSO-net（大大特）の地震観測データを活用し、既存の地

震観測データを含めて定常的な地震活動の把握を行う。

1(4)西南日本スロー地震活動様式の解明
　これまでの深部低周波微動カタログには、微動活発時に波形が複雑となり検出されにくいという問

題点が存在するため、輻射エネルギーをより正確に推定するという観点から微動活動様式の再評価を

行ない、時空間分布などの全体像を明らかにするとともに、微動域のセグメント構造、周期性、移動

性、トリガリングなどの微動活動様式の特徴抽出を進める。

1(5)重力・電磁気観測に基づくすべりの時間発展と流体との相互作用の解明
[重力観測]
　南海トラフに沿ったプレート境界域での絶対・相対重力観測を実施する。石垣島の超伝導重力観測

と磁場観測を継続する。スロースリップ時のデータを蓄積するとともに、観測データの誤差低減手法

に取り組む。スロースリップに及ぼす流体の効果を引き続きモデリングする。

[電磁気観測]
　四国西部にて３成分磁場観測と長基線地電位差観測を継続し、スロースリップ時のデータを蓄積す

る。また、長基線地電位差と磁場水平成分間のネットワークMT応答関数を求め、広域深部比抵抗構

造を推定する。

1(6)海域観測に基づくスロースリップと誘発現象との相互作用の解明
　平成 27年度に設置した２台の海底圧力計の回収および新たに２台の海底圧力計の設置作業を行う。

昨年度と同様に回収される２台の海底圧力記録と熊野灘の DONETの海底圧力計との併合処理し、ス

ロースリップに伴う海底上下変動の検出を目指す。また、海底圧力変化と観測網周辺の地震活動との

比較を行い、スロースリップと地震発生の関係を調べる。

1(7)余効すべりの物理モデルの構築と摩擦特性の推定
　モデルの性質を理解するために試験的なモデル計算を継続する。その後、東北沖を模した粘弾性構

造とプレート境界面を構築し、東北地方太平洋沖地震の余効すべりのモデルを構築する。

２．プレート境界すべり現象メカニズム解明のための地下構造異常の抽出とスロー地震・巨大地震の

相互作用シミュレーション

2(1)プレート境界すべり現象メカニズム解明のための地下構造異常の抽出
　「甲賀‐南伊勢測線」沿いで既に取得されている制御震源探査データと平成 27年度に取得した自然

地震観測データとの統合解析を実施し、深部低周波微動発生域を含むフィリピン海プレートやマント

ルウエッジの詳細な構造を明らかにする。

2(2) 　スロー地震・巨大地震の相互作用シミュレーション



　各種スロー地震間及び巨大地震との相互作用を明らかにするため、今後発生が予想される豊後水道

の長期的 SSEや浅部超低周波地震の観測結果、または深部スロー地震の観測結果などを引き続きモデ

リングパラメタのチューニングを進め、シミュレーションを継続する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
小原一成・岩崎貴哉・酒井慎一・前田拓人・竹尾明子・篠原雅尚・望月公廣・山田知朗・田中愛幸・

今西祐一・大久保修平・上嶋誠・加藤照之・福田淳一・五十嵐俊博・酒井慎一・飯高隆・蔵下英司・

加藤尚之（東大地震研）

他機関との共同研究の有無：有

松島健（九大），田部井隆雄・村上英記（高知大），西村卓也・伊藤喜宏（京大防災研），廣瀬仁（神

戸大），日野亮太・三浦哲・高木涼太（東北大），津村紀子（千葉大），伊藤武男・加藤愛太郎（名古

屋大），生田領野（静岡大），原田靖・長尾年恭（東海大），浅野陽一・松澤孝紀・木村尚紀・武田

哲也・汐見勝彦（防災科研），芝崎文一郎（建築研），木下正高・荒木英一郎（海洋研究開発機構）・

塩崎一郎（鳥取大学）
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（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：小原一成 　

所属：東京大学地震研究所



図 1. 　豊後水道およびその GPS観測点で記録された地殻変動。
楕円が 90%の信頼区間を示す。赤色のベクトル点が、今回新設した GPS観測点での結果示す。GEONET三隅を固
定した。

図 2. 　求められた日々の座標値のグラフ。
本研究課題によって設置された GPS観測点のほかに、GEONET宿毛で解析結果も示す。



図 3. 　四国西部の「ギャップ」で発生した小規模な長期的スロースリップイベントと深部低周波微動活動の変化。
(左上）2004～2006年の間に推定された長期的 SSEの断層モデル。S1、S2、S3はそれぞれ、2004年 4月、2004
年 10月、2005年 4月から 1年間の GNSSデータを用いて得られた結果である。図中の色付きのドットは深部低
周波微動の分布であり、A～Gは下図の微動活動変化の各領域を示す。
（右上）2011～2013年の間に推定された長期的 SSEの断層モデル。S4、S5、S6、S7はそれぞれ、2011年 4月、
2011年 10月、2012年 4月、2012年 10月から 1年間の GNSSデータを用いて得られた結果である。
（下）2001年 1月から 2014年 8月までの深部低周波微動活動変化。A～Gは左上図に示したそれぞれの色付き領
域に対応し、それぞれの積算微動発生数から直線トレンドを差し引いてある。

図 4. 　回収した広帯域海底地震計（赤四角）と、観測期間中に気象庁により決定された地震の震央分布（灰丸）。
灰色のコンターは 1968年日向灘地震の 50cm毎のすべり分布（八木・他, 1998）と 1946年南海地震の 2m毎のす
べり分布（Sagiya and Thatcher, 1999）、緑・青・赤のコンターは 1997年・2003年・2009年豊後水道長期的 SSE
の 10cm毎のすべり分布（国土地理院、 2014）、赤丸は深部低周波微動の震源（Obara, 2010）を示す。



図 5. 　（上図）広帯域海底地震計で捉えられた、豊後水道南方の日向灘プレート境界浅部で発生した浅部超低周
波地震の波形例とランニングスペクトルの例。波形のうち、黒は 2-4Hz、赤は 10-20秒のバンドパスフィルターを
かけた波形。（下図）陸上の F-net広帯域地震計（上から東北南部～南西諸島の主に太平洋側の観測点）の同時刻
における記録。波形は 10～50秒のバンドパスフィルターをかけている。陸上観測網で確認できる浅部超低周波地
震のシグナルが海底地震計でも確認できる。

図 6. 　2013年 1月 1日～2015年 4月 30日の期間に推定されたプレート境界面上の積算滑り量分布。



図 7. 　モデル領域のモーメント解放速度の時間変化と深部低周波微動の日毎の回数（Obara et al., 2010）。
速度の急変が推定誤差の１σ（破線で表示）を超えた期間を Episodeとして判定。6回の Episodeが検出されて
いる。

図 8. 　(a)-(e) 1996、2002、2007、2011、2013-2014年の房総 SSEにおけるすべり速度の時空間変化。
カラーは (f)に示した直線上におけるすべり速度の時間変化を示す。横軸は各直線の西端（または北西・南西端）
から東（または南東・北東）方向に測った距離を表す。紫色の丸は震央を (f)の各直線上に投影したものを表す。



図 9. 　2012年 4月 11日に発生したスマトラ地震によって誘発された深部低周波微動。
色付きの大きな丸が今回検出された誘発微動で、白抜きの小さな丸は以前の研究で検出されている誘発微動であ

る。各波形はそれぞれの地域における表面波トランスバース成分記録及び水平動成分の 2-8 Hzのバンドパスフィ
ルター記録で、時刻ゼロがスマトラ地震の発震時を示す。小さい黄色の丸印は 2003年から 2012年までの西南日
本に発生した深部低周波微動、緑色の丸は宮崎直下の小規模微動、橙色の星印は浅部超低周波地震である。



図 10. 　重力測定結果。
御前崎（国土地理院地殻活動観測乗）、菊川・豊橋（名古屋大学地殻変動観測所）におけるこれまでの時系列を示

す。縦軸の単位はマイクロガル（１マイクロガル＝１０億分の１ G）。豊橋では２０００年東海スロースリップ収
束期（２００４－２００６）に急激な重力の減少が見られる。

図 11. 　2016年 3月に設置を予定している NTTメタリック通信回線網を用いたネットワークMT観測点配置。
図中の赤二重丸は交換局の位置を示し、そこにデータ収録装置を設置する。小黄色で示した各地点に電極を埋設

し、メタリック通信回線を用いて交換局エリア内の電極間の地電位差変化を記録する。一方で、ピンクのブロック

で示した２地点に磁力計を設置し、2015年 6月 11日より３成分磁場観測を実施している。磁場水平成分に対する
長基線地電位差変動の周波数応答関数を推定することにより、地域の広域深部構造を推定する。



図 12. 　臨時地震観測点配置図。
○印は、観測期間中の気象庁一元化処理による震源を示し、その大きさがマグニチュード、色は震源の深さを表

す。青色十印は、観測期間中の気象庁一元化処理による低周波地震の震央を示す。黄色星印は、観測波形記録（図

13）の震央を示す。

図 13. 　観測波形例（上下動成分）。
(震源時：2015/6/22 23:18:2.41，Latitude: 34.766 °N Longitude: 136.08366 °E 7.06 km deep, MJMA =1.0) 。横軸
は震央距離、縦軸の時間は原点が震源時に対応する。振幅はトーレスごとに最大振幅値で規格化して示してある。

波形記録にはフィルター処理を施していない。



平成 27年度年次報告

課題番号：1510

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

相似地震再来特性の理解に基づく地殻活動モニタリング手法の構築

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

イ. 海洋プレート内部の地震

ウ. 内陸地震と火山噴火

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ウ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

ウ. 観測・解析技術の開発

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

本研究計画では、ほぼ同一場所で発生する相似地震を用いて、沈み込みプレート境界における固着状

態の時間・空間的変化をモニタする手法を改良・高精度化するとともに、プレート間相似地震以外の地



震や微動によるすべりモニタリングの可能性を検討し、地殻活動および地震発生過程の理解を進める。

また、地震の再来を、地震の震源位置、発震機構解、波形の類似性等から総合的に検証するシステム

を開発し、日本列島および世界で発生した小・中規模相似地震カタログの構築を行う。さらに、相似

地震に見られる再来間隔および規模の揺らぎの原因を、観測データの解析および数値シミュレーショ

ンによって明らかにする。異なる規模の地震を比較検討することにより、発生状況の類似性や相違を

明確にし、大地震の発生・予測モデルの構築に役立てる。

（７）本課題の５か年計画の概要：

(a)相似地震カタログの構築

　平成 26年度から 5ヶ年を通して、日本全国の定常地震観測網で観測された地震波形データを蓄積し、

前計画までに各機関で構築された小規模相似地震抽出システムを継続運用する。また、伊豆・小笠原

海溝等島嶼部において地震観測を実施し、観測体制を強化する。地震観測網内およびその周辺で発生

した地震については、地震の震源再決定、発震機構解の推定および地震のコーナー周波数の推定等を

行い、同一場所での地震の再来を確認する基礎資料を作成する。

　さらに、日本周辺および世界のプレート境界域で発生した、微小地震から中規模地震までの相似地

震カタログを自動構築するシステムを新たに開発する。平成 26年度は、データや解析結果等、入出力

ファイルの共通化に向けた仕様を策定する。平成 27年度は、相似地震抽出法の改良方針を決定し、プ

ログラムの基本部分を開発してテスト運用を行う。平成 28年度は、結果の共有化およびモニタリング

システムへの容易な移行を進めるため、地震の震源位置、発震機構解、波形の類似性等のデータベー

スを構築し、各種データを相互にリンクするシステムを追加開発する。平成 29年度は、開発したシス

テムの実運用を開始し、相似地震カタログの準リアルタイム構築を実施する。また、GPUを用いた高

速解析システムの開発を行う。平成 30年度は、ホームページを作成し、新たに作成されたカタログに

関する情報を発信する。

(b)断層面固着状態の推定

　平成 26年度から 5ヶ年を通して、日本列島下に沈み込むプレート境界における固着状態のモニタリ

ングを行う。特に、東北地方太平洋沖地震発生前の固着状況変化および地震後の余効変動に着目した

解析や、この地震でその重要性が認識されたプレート境界浅部での固着状態の把握を、相似地震によ

る解析の特徴を生かして進める。南西諸島地域の固着状態の推定は、東北日本地域との類似性や違い

を意識しながら進める。

また、断層面固着状態の時間・空間変化をモニタする手法を高精度化する。平成 26年度は、前計画ま

でに各機関で構築したモニタリング手法を適用する。また、各手法を比較検討し、改善点を調査する。

平成 27年度は、測地データから推定されるすべりの情報と比較し、さらには統合して解析する手法の

開発を行う。平成 28年度は、プレート境界周辺で発生する低周波地震・微動等、他の地震活動と比較

を行い、相似地震すべりモニタリングの適用範囲を把握し、他の地震活動によるすべりモニタリング

への応用可能性を検討する。また、プレート境界地震を含む周辺の地震の応力降下量の推定や、変換

波振幅の時空間変動のモニタリングを通して、プレート境界の固着状態の時間・空間的変化を推定す

る手法を開発する。平成 29年度は、地殻内やスラブ内で発生する地震のすべりが推定可能か検証を行

う。平成 30年度は、モニタ結果を自動的にアップデートするシステムを構築する。

(c)地震再来特性の解明

　以下に掲げる相似地震活動予測、観測データ解析および数値シミュレーション解析を 5ヶ年にわたり

実施することにより、相似地震に見られる再来間隔・規模の揺らぎの原因を明らかにする。特に、相

似地震の階層性が生じる原因の解明を目指す。また、東北地方太平洋沖地震発生後に多数見られた新

たな相似地震群の発生および消滅、既存相似地震群の波形相似性が低下した原因について検討する。

観測データからは、釜石沖や東北地方太平洋沖地震震源域等において詳細な震源メカニズムを多数推

定し、地震の再来間隔との関係を調べ、近隣でのすべりや応力変化による影響を検討する。また、小

地震の地震サイクルが大地震サイクルと共通の特徴を持つかどうか、規模の異なる繰り返し地震の性



質を比較検討する。さらに、統計モデルより相似地震活動の予測を行う。予測性能を統計的に評価し、

予測手法の改良を図っていく。観測された地震の再来特性を速度－状態依存摩擦法則に基づく数値シ

ミュレーションにより再現し、相似地震発生域で想定される摩擦特性を検討する。特に、巨大地震発

生後の応力不均質性による影響、地震発生深さへの依存性、プレート形状の影響等に着目した解析を

行う。また、様々な摩擦特性における地震間のすべりの時空間変化を調査し、断層面固着状態の時間

変化の推定精度向上を図る。

（８）平成 27年度の成果の概要：
(a)相似地震カタログの構築

　日本列島および世界で発生した、小・中規模相似地震カタログの構築するシステムの開発を目指し、

1989年 9月以降に日本の基盤地震観測網で観測された地震波形を用いて、日本列島周辺および世界で

発生した中規模相似地震活動の検出を行った。その結果、プレート境界型地震が発生する多くの地域

で相似地震が多数検出された。また、本解析結果から、現在行っている相似地震カタログ作成プログ

ラムの検出限界を検討し、新たに構築するシステムにおける抽出法の改良方針を検討した。さらに、

入力・出力するデータや解析結果等のファイル仕様について検討を重ねた。

　伊豆・小笠原島弧における地震観測の空白地域となっている伊豆鳥島での地震観測の強化を目指し

た。伊豆鳥島は北の青ヶ島から 230 km、南の小笠原父島から 420 km離れた無人島であり、アクセス

や電源、通信手段の入手が非常に難しい。2002年より上下動地震計によるトリガー観測が行われてい

たが、衛星携帯電話の変更により 2014年 3月から従来の方法での接続ができなっていた。平成 26年

度に開発した新しい衛星電話で送るシステムを 2015年 9月に伊豆鳥島に設置し、地震および傾斜変動

の連続観測を開始した (図１、図２)。

(b)断層面固着状態の推定

　北海道～関東地方の沖合のプレート境界断層の広い範囲で、周期的なスロースリップが発生してい

ることを相似地震および地殻変動データから発見した (図３、図４)。このスロースリップは、地域に

よって異なり、1～6年の発生間隔を持つ場所が多かった (図５)。また、その発生に同期してその地域

でのM５以上の規模の大きな地震の活動が活発化しており、東北地方太平洋沖地震が発生した時期に

も、三陸沖ではスリップが発生していた (図５)。周期的なスロースリップが発生しているときに大地

震が起こりやすくなる傾向を活用すれば、それを地震・地殻変動観測で検知することによって、大地

震発生時期の予測の高度化に貢献できる可能性がある。

　Brownian Passage Time (BPT)分布更新過程から拡張した時空間更新過程モデル (Nomura et al., 2014

)を用いて、2011年東北地方太平洋沖地震までに観測された相似地震カタログからプレート境界上の

準静的滑りの時空間的変化を推定した (図６)。特に、滑り速度変化を表現する３次元スプライン関数

に対して、局所的な不連続性と集中性を節点配置に取り入れたことにより、解析期間中の大地震によ

る余効滑り等の様子がより詳細に捉えられるようになった。東北太平洋沖では短期的な滑り加速が度々

発生しており、本震マグニチュードに比べて余効滑りの規模が比較的大きいもの、マグニチュード 6

以上の地震を伴わない群発的活動など、発生パターンの違いも表れている。

　日本列島および世界で発生した小・中規模相似地震活動を用いて、その空間分布・時間変化の特徴

および、各プレート境界におけるすべりの特徴を調べた (図７)。その結果、スマトラ、日本、千島列

島で発生したプレート境界型巨大地震発生後、その余震発生域では相似地震の再来間隔が短くなって

おり、余効すべりの発生が示唆された。一方、その影響がない地域・期間では、数年～十数年の再来

間隔を持つ相似地震活動が見られた。多くの領域では、プレート間の相対速度と同じかより小さいす

べり速度が推定された一方、背弧拡大域では、プレートの沈み込みから想定される速度よりも速いす

べり速度が推定された。相似地震を広い領域で抽出し、活用することにより、世界各地のプレート間

固着状態がモニタリング可能となることが期待される。

　チリ北部の沈み込み帯域における繰り返し地震の解析を実施し、2014年 4月に発生した Iquique地

震 (M8.1)発生までの非地震性滑りの時空間発展を推定した。その結果、本震発生の約 270日前から、



非地震性滑りが間欠的に増加し始め、その増分も時間ととともに大きくなり、本震発生に至ったこと

が明らかとなった。前震による地震性すべりに加えて非地震性すべりもプレート境界面上で同時に進

行することで、本震破壊領域の端で固着が間欠的に緩み、破壊域への応力集中が生じることで本震の

発生が促進されたと考えられる。

(c)地震再来特性の解明

　日本海溝沿いに発生する相似地震について、繰り返し回数が少ないときの発生確率予測の精度検証

のため、2008年の確率予測実験で使用した地震カタログを使い、４つの統計モデル (BPT分布モデル、

ベイズ統計対数正規分布モデル、小標本論対数正規分布モデルおよび指数分布モデル)で発生確率を計

算し、観測結果から求めた平均対数尤度の成績を異なる統計モデルや繰り返し回数で比較した。なお、

BPT分布モデルのパラメータには、平均発生間隔は、当該系列の平均値を使用し、変動係数αは、地

震数 5個で求めた変動係数値の中央値 (α＝ 0.367)を用いた。ベイズ統計対数正規分布モデルの逆ガ

ンマ事前分布のパラメータは、φ＝ 0.25とζ＝ 0.44を使用した。結果はベイズ統計対数正規分布モ

デルや小標本論対数正規分布モデルよりも BPT分布モデルの成績は劣り、繰り返し回数 3回以下では

BPT分布の成績は、予測確率 0.5の成績 (-0.693)よりも悪い (図８)。

　相似地震の発生予測に使用した小標本論対数正規分布モデルは、予測確率が小さい方へ偏る傾向が

あった。乱数実験でも同様な傾向が認められたので、モデルの改良・修正を試みた。統計学から定ま

る t-分布の自由度を１または２増やすと、予測成績がいくぶん向上する。また、予測確率に応じて、確

率値のかさ上げを行うと、平均対数尤度が-0.586から-0.573へ増大し、成績がかなり向上した (図９)。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Hu, Y., R. Burgmann, N. Uchida, P. Banerjee, and J. T. Freymueller, 2016, Stress-driven relaxation of hetero-

geneous upper mantle and time-dependent afterslip following the 2011 Tohoku earthquake, J. Geophys.

Res., 121, doi:10.1002/ 2015JB012508.

Igarashi, T., 2015, Inter-plate aseismic slip on the subducting plate boundaries estimated from repeating

earthquakes, American Geophysical Union Fall Meeting, S53A-2749.

Kato, A., 2015, Slow slip transients and large earthquakes, The International Statistical Seismology (StatSei)

workshop 9.

Mavrommatis, A., P. Segall, N. Uchida, and K. Johnson, 2015, Long-term acceleration of aseismic slip

preceding the Mw 9 Tohoku-oki earthquake: Constraints from repeating earthquakes, Geophys. Res.

Lett., 42, 9717-9725, doi:10.1002/2015GL066069.

野村俊一, 2015,活断層で繰り返される地震の点過程モデルとその長期確率予測,統計数理, 63, 1, 83-104.

Uchida, N., T. Iinuma, R. M. Nadeau, R. B� rgmann, and R. Hino, 2016, Periodic slow slip triggers megath-

rust zone earthquakes in northeastern Japan, Science, 351(6272), 488-492, doi:10.1126/science.aad3108.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
(a)相似地震カタログの構築

　日本全国の定常地震観測網で観測された地震波形データを蓄積し、各機関で構築された小規模相似

地震抽出システムを継続運用する。さらに、日本周辺および世界のプレート境界域で発生した小・中

規模地震の相似地震カタログを自動構築するシステムを構築し、その主要部分の運用を開始する。伊

豆・小笠原海溝等島嶼部においては、平成 27年度に伊豆鳥島に設置した新しい衛星携帯電話を用いた

テレメータ観測装置を用いて、本格的な地震観測を開始する。また現在現地収録している地震データ

を回収して、相似地震カタログの構築に資する。

(b)断層面固着状態の推定

　推定手法の改善を図りながら沈み込むプレート境界における固着状態のモニタリングを引き続き行

う。日本周辺の繰り返し地震の活動について、特に西南日本の活動に重点をおき、その活動の時空間

変化の特徴を調べる。平成 27年度の成果であるプレート沈み込み帯の準静的滑り分布の推定手法を用



いて、米国カリフォルニア州サンアンドレアス断層をはじめとした東北太平洋沖以外の地域における

相似地震カタログを解析し、滑り速度の特徴的な変化および周辺域を含む大地震との関連性を探る。

断層面固着状態の時間・空間変化をモニタする手法を高精度化するため、他の地震活動によるすべり

モニタリングへの応用可能性を検討し、プレート境界の固着状態の時間・空間変化を推定する手法を

開発する。

(c)地震再来特性の解明

　東北地方太平洋沖地震をはじめとする大規模な余効すべり現象について、観測データ解析および数

値シミュレーション解析を実施することにより、相似地震に見られる再来間隔・規模の揺らぎの原因、

特に、相似地震の階層性が生じる原因の解明を目指す。また、統計モデルにより相似地震活動の予測

を行う。予測性能を統計的に評価し、予測手法の改良を図っていく。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東京大学地震研究所（五十嵐俊博、加藤尚之）

他機関との共同研究の有無：有

東北大学大学院理学研究科（内田直希、松澤暢）、九州大学大学院理学研究院（松島健）、鹿児島大学

大学院理工学研究科（後藤和彦、八木原寛）、弘前大学大学院理工学研究科（小菅正裕）、名古屋大

学大学院環境学研究科（加藤愛太郎）、京都大学防災研究所（山下裕亮）、防災科学技術研究所（木

村尚紀、松原誠）、海洋研究開発機構（有吉慶介）

統計数理研究所（尾形良彦）、東京工業大学（野村俊一）、首都大学東京（大久保寛）、UCBerkeley

（Roland Burgmann）、気象研究所（研究連携：田中昌之、勝間田明男、岡田正実）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：五十嵐俊博 　

所属：東京大学地震研究所



図１ 　伊豆鳥島に設置した、新開発の衛星携帯電話利用のデマンド型テレメータ地震観測装置

図２ 　新装置で記録され、衛星電話経由で回収した地震波形

伊豆鳥島近海で発生したプレート境界部の地震 (2016年 1月 12日)。



図３ 　研究に用いた観測データおよび結果と大地震の発生との関係についての模式図

プレート境界で発生する相似地震を用いて、周期的にプレート境界のすべり速度が変化していることを見出した。

また、陸上の GPSデータからも、同様の地面の短縮速度の時間変化を捉えられ、沖合での周期的なスロースリッ
プの存在を証明した。このような周期的スロースリップは、大規模な地震を起こす固着域に周期的な力の変化を

もたらすことで、地震発生数を変調させていると考えられる。

図４ 　相似地震データから推定した三陸沖東部 (上)および西部 (下)でのプレート境界でのすべり速度 (スロース
リップの速度)
2つの領域の場所は図５に示す。赤線はすべり速度に当てはめた周期関数。それぞれの図上部の星は、マグニチュー
ド 5以上の地震の活動を示し、緑はそのうち、周期関数の位相が正 (すべり速度が速い時期)に発生したものを示す。



図５ 　相似地震から推定されたプレート境界でのスロースリップの周期およびその強さの分布

丸は、GPSデータにより推定された沈み込み方向の地面の短縮速度の周期を示す。赤い線は、宮城県から茨城県
の沖合にわたる東北地方大太平洋沖地震 (東北沖地震)のすべり域および他の大地震のすべり域を示す。短縮速度
は、沖合のスロースリップにより変動すると考えられ、実際、相似地震から得られた沖合のスロースリップの周

期と陸上の GPSから推定された周期はおおよそ対応している。



図６ 　相似地震から推定された 1993年から 2011年東北地方太平洋沖地震前までの滑り速度の時間推移
黒点は相似地震を、青星は相似地震群を余震に持つマグニチュード 6以上の本震を示している。青星の本震発生
時点でスプライン関数を局所的に分断しており、本震前と本震後の滑り速度の変化を分けて推定している。

図７ 　相似地震から推定された 1989年 9月から 2015年 10月までの間の平均すべり速度分布



図８ 　繰り返し回数別で見た、４統計モデルの予測成績 (平均対数尤度)
予測および観測のデータは、2008年の確率予測実験の地震カタログを使用。BPT-pin、LN-Bayes、LN-SST、Exp-pin
は、BPT分布モデル、ベイズ統計対数正規分布モデル、小標本論対数正規分布モデル、指数分布モデルである。こ
の図では上に位置する統計モデルが優れており、BPT分布モデルの成績は劣る。

図９ 　確率値のかさ上げ後の予測確率と観測との比較

黄色：予測回数、緑：予測確率の合計。赤：該当地震が発生した事例数。



平成 27年度年次報告

課題番号：1511

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震活動に基づく地震発生予測検証実験

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ウ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(3)先行現象に基づく地震活動予測

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

日本における地震発生予測検証実験を通して，標準あるいは基準となる地震活動予測モデルを開発する．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　国際プロジェクトである Collaboratory for the Study for Earthquake Predictability (CSEP)と国際連携

をはかり，日本においての地震発生予測検証実験を運用し，日本標準あるいは基準となるような地震活

動に基づく地震発生予測モデルの開発を行う．検証実験のための地震カタログ等についてコンプリー

トネスマグニチュードなどの性能評価を行う．また，地震カタログ生成などのシミュレーション手法

等のプロトタイプを開発する．この研究に関する研究集会等を企画する．

　評価に必要な基盤ソフトウェアを，CSEPのテストセンターから入手し，アップデートを実施する．

地震発生予測検証実験の結果を，論文あるいはパスワードプロテクトされたWebページにて，関連の

研究者に公開する．

（８）平成 27年度の成果の概要：
　CSEPに基づく 3テストクラス，4テスト領域の合計１２のカテゴリーの地震活動予測検証実験を進

めるとともに，2015年 7月 23日から 24日にかけて，統計数理研究所において，CSEP-Japanに関す

る研究集会を開催し，海外からの発表５を含むトータル 20の研究発表に関して活発な議論を行った．

　地震活動予測検証実験の予測結果から，東北地方太平洋沖地震後の 3ヶ月テストクラス・関東テス

ト領域については，地震活動予測モデルを地震数の予測と空間分布の予測に分割して予測することに

よりモデルのパフォーマンスが向上することが明らかとなった．地震数については，図１に示すよう

に大森・宇津則を適用するのみで，オリジナルのモデルよりも大森・宇津則を適用した場合のほうが

より実際の地震発生数に近づいていることがわかる．定量的な評価は実施していないが，すべてのテ

スト領域において，3ヶ月テストクラスでは，東北地方太平洋沖地震後については，地震数を分離した

予測によりモデルの向上が期待できることがわかった．



　また，AllJapan テスト領域，1 日テストクラスにおいて，2014 年 11 月の長野県北部地震につい

てはテスト領域を地震発生領域近傍に絞った予測の評価の試みを実施した．各モデル（ERS, ETAS,

HISTETAS5PA, HISTETAS5PA1205, ETES）の予測の特徴が示されており（図２），個々の地震活動を

詳細に検討することの重要性も明らかとなった．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Naoshi Hirata, Hiroshi Tsuruoka, Danijel Schorlemmer, Five-year Japanese earthquake predictability ex-

periment with multiple runs since 2009 including the 2011 Tohoku-oki earthquake, Abstract of the 9th

International Workshop on Statistical Seismology (StatSei9) in Potsdam.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
CSEPに基づく地震発生予測検証実験を継続して進めるとともに，地震発生予測検証実験に関する研究

集会を開催する．テストクラス (1日，3ヶ月，1年，3年)とテスト領域 (AllJapan，Mainland，Kanto)

の 12の組み合わせの結果を総合的にまとめる作業を試みる.

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
担当者：鶴岡弘・平田直（東京大学地震研究所）

他機関との共同研究の有無：有

常磐大学（岩田貴樹）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：鶴岡 　弘 　

所属：東京大学地震研究所地震火山情報センター



図１．3ヶ月関東テスト領域における地震数の予測．
黒（観測），赤（大森・宇津則による），青（モデルオリジナル）

図２．2014年 11月長野県北部地震の 1日予測結果．



平成 27年度年次報告

課題番号：1512

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震活動パラメターと地震発生場の応力の間に成り立つ定量的関係式

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ウ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(1)地震発生長期評価手法の高度化

(2)モニタリングによる地震活動予測

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

(3)先行現象に基づく地震活動予測

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　地震活動パラメター群の時空変化を地震発生場の物理量の変化と結びつける定量的な関係式を、室

内実験・数値シミュレーションによって確立する。とくに、応力の絶対値およびその時空ダイナミク

スと、地震活動の特性を数理的に結びつける。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　地震発生場の物理量の直接測定はごく浅部を除き不可能であるため、実際の地震活動を地震発生場

の物理過程から理解すること容易ではない。したがって本課題においては、地震活動と極めて類似し

た振る舞いを示すいくつかの物理モデルを用いて、地震活動を動力学の観点から理解することを目指

す。室内実験で確立・解明された関係式は、実際の地震活動データを用いてその妥当性を検証する。

扱う物理モデルは主に以下の 3つである：I.粉体の準静的変形実験、II.粘弾性体シートやアクリル樹

脂を使った摩擦実験、III.バネブロックモデルの数値実験。これらの実験に加えて、理論物理的研究も

並行して進める。

H26年度

　実験システムの準備と構築を行う。粉体中の音波放出（AE）検出システムおよびデータ処理システ

ム構築、およびアクリル樹脂を使った摩擦面可視化システムを準備する。

バネブロックモデル数値実験においては、離散化の度合いが破壊核形成過程のダイナミクスに及ぼす

影響を調べる。

H27－ 28年度



　粉体変形実験における AEデータ収録。

アクリル樹脂摩擦実験において垂直応力の不均一性を導入し、すべりの停止ダイナミクスを観察する。

バネブロックモデル数値実験において離散化の度合いが系の固有地震に及ぼす影響を調べる。

H29年度

　粉体実験における AEの統計性について整理し、応力絶対値と AE統計パラメターの関係性を解明

する。

アクリル樹脂摩擦実験において垂直応力の不均一性が地震サイクルに及ぼす影響を調べる。

バネブロックモデル数値実験において、摩擦法則を低速でより正しいと思われるものに変更し、統計

パラメターや破壊核形成過程への影響を調べる。

H30年度

　前年度までに得られた定量的成果を、実際の地震活動データなどと比較し、室内実験の妥当性やス

ケーリングを解明する。

なお、本課題は主として科学研究補助金の事業に基づいた計画である。

（８）平成 27年度の成果の概要：
I.粉体の準静的変形実験

　前年度から取り組んでいる「粉体の AE（Acoustic Emission）バーストのイベント発生統計則」につ

いての解析の継続と発展的研究を行った。AEバーストの統計については、今年度は特にイベント発

生順序に特に注目する Natural timeの手法を用いた解析を行った。Natural timeは大きな地震の発生に

系がどの程度近づいているか（どの程度臨界状態に近いか）を定量化する可能性のある手法と言われ

ており、本研究ではその手法を、粉体の室内実験で得られた AEイベント系列データに適用すること

を試みた。その結果、系の臨界性の指標となる Natural timeの分散（臨界状態では 0.07という特別な

値をとるとされている）は、粉体 AEイベントの場合は実験条件に依存して様々な値を取り得ること

が分かった。これは、粉体 AEイベントが示す地震現象と類似のべき分布性が常に系の臨界性のみで

実現されているわけではないことを示唆する。一方、二つの連続する AEイベントの振幅差の統計が、

q-ガウス特性を持つこともデータより明らかになった。この統計的性質は自己組織化臨界現象のモデ

ルで特徴的に見られるものであり、粉体の AEイベントが何らかの自己組織的過程によりベキ分布特

性を示していることを示唆する。自然界で起こる実際の地震の統計則と実験による粉体 AEイベント

の統計則は、実験条件を適切に調整することにより類似する場合があるが、逆に常に同様の性質を持

つわけではなく、比較の際には慎重に実験条件等を検討する必要があることが分かった。

II.粘弾性体シートやアクリル樹脂を使った摩擦実験

　前年度において構築した実験システムを用いて、地震サイクルにおける局所的・大域的な垂直応力

の不均一性の影響を調べた。試料表面には、鋳型を用いて形状・配置・密度・高さなどが精密に制御さ

れた多数のアスペリティ（突起）を配置し、かつ断層面に沿って傾き角を与えることで、スティック－

スリップ挙動の観察を試みた。実験結果の一例を図 1に示す。この実験では、図 1(左)のように、片面

のアスペリティは周期的に配置し、もう片面のアスペリティについて、半分は周期的、もう半分はラ

ンダムに配置し、2つの傾き角の条件で実験を行った。すると、図 1(右)のすべり距離－摩擦力曲線の

ように、最大摩擦力や最大摩擦力到達後に現れるすべり挙動（負の傾きの部分）が大きく変化してい

くことがわかった。また、ある条件（“引張”）では、初回のスリップ（すべり距離 =約 5mm）の際

に摩擦面全体をすべったのに対し、4回目のスリップ（約 20mm）では、途中ですべりが停止する様子

が観察された。

III.バネブロックモデルの数値実験

26年度に引き続き、速度状態依存摩擦則に従う１次元バネ－ブロックモデルに対する数値シミュレー

ションにより地震先行現象としての破壊核形成過程の物理を精査し、最終的に論文として公表した。

準静的な初期フェーズから非可逆的な加速フェーズ、そして本震に対応する高速破壊フェーズに至る

までのダイナミクスを、数値的および解析的手法により精査した。特に 27年度は、逓減摂動法による



解析計算の結果と数値シミュレーションの結果の詳細な比較検討を行い、高速破壊に入るまでの時間

領域について良い一致を得るとともに、空間離散性と地震先行過程の関係に関する J. Riceの批判以来

の問題を解決した。また 26年度から継続して、速度状態依存摩擦則に従う１次元バネ－ブロックモデ

ルが示す余効すべりやスロー地震等の「スロースリップ」現象の数値シミュレーションを行い、10月

の地震学会（於神戸ポートアイランド）で口頭発表した。速度状態依存摩擦則を特徴づける a,bパラ

メータの大小で、高速破壊、余効すべりを伴う高速破壊、スロー地震の領域に分かれることを見出し

た（図 2）。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Temporal analysis of acoustic emission from a plunged granular bed D. Tsuji and H. Katsuragi, Phys. Rev.

E, Vol. 92 (2015), 042201:1-10. DOI: http://dx.doi.org/10.1103/PhysRevE.92.042201

T. Yamaguchi, Y. Himeno and Y. Sawae, Collective behavior of multiple asperities in sliding friction between

polymer gels, Proceedings of International Tribology Conference Tokyo (2015).

T. Yamaguchi, Y. Himeno, Y. Sawae, Stick-slip motions of polymer gels having multiple artificial asperities,

Proceedings of Malaysian International Tribology Conference 2015, 78-79 (2015).

Y. Ueda, S. Morimoto, S. Kakui, T. Yamamoto and H. Kawamura, European Physical Journal B 88, 235-(1-

24) (2015).

（10）平成 28年度実施計画の概要：
I.粉体の準静的変形実験

　平成 28年度は粉体層中の準静的摩擦挙動の研究を主に実施する。平成 26年度に行った予備実験デー

タの解析を推し進め、更に新たな実験によるデータ取得やモデルの考察等にも着手する。

　前年度までに行った「粉体層中に埋め込んだ針金の引き抜き実験」のデータ取得および解析を引き

続き行う。データの解析法に改善を加え、より明確に低速滑り時の粉体摩擦を計測する手法を確立す

る。これまでの予備的結果より粉体における摩擦特性が系の幾何学に強く依存する可能性が示唆され

ており、その依存性をより明確化する実験の実施も目指す。同時に単純なモデルによる考察も進め、実

験結果の物理的説明に取り組む。粉体における摩擦特性は断層面での滑り特性を解明する上でも重要

な情報となり得るが、本実験で得られる低速滑りは、無次元数による表示を通して考察することによ

り、地下深くの高圧状態と相似的な状態となっている可能性がある。このような無次元数表示による

結果の地球科学的意義付けについても同時に考察を進める。また、粉体層に振動等の擾乱を加え、摩

擦挙動の応答を観測する実験についても可能であれば行う。粉体の摩擦特性が周囲の振動等によりど

のように変化するかは「Acoustic fluidization」と呼ばれる効果でモデル化することが出来るが、この過

程は地震等の震動により他の断層の動きが誘起されてより大規模な地震が発生するというようなケー

スを考える上では、重要な過程となる可能がある。以上のように、天然の地震活動等の性質を議論す

る上でも重要な基礎知見となり得、同時に摩擦の物理特性の基礎解明としても重要となる課題に取り

組むことにより、地震発生等の物理の基礎に関連する知見を深めることを目指す。

II.粘弾性体シートやアクリル樹脂を使った摩擦実験

　これまでの室内実験によって、モデル断層における局所的・大域的な応力場の不均一性が地震サイ

クル挙動に大きな影響を与えることを明らかにした。平成 28年度は、それらを踏まえ、以下のテーマ

を掲げて研究を行なう。

1)すべりイベント発生条件の特徴付けに関する研究

2)巨大イベントの際の弾性波放出挙動および地震動に関する研究

１）では、すべりイベント直前の物理的状態（応力分布、アスペリティ接触状態など）を力の測定や

その場可視化によって取得し、その後のイベント発生過程との対応を詳細に調べることによって、さ

まざまな規模のすべりイベントの発生条件がどのように特徴付けられるかを検討する。また、２）の

テーマにおいては、巨大すべりイベントに焦点を当てる。巨大イベントが発生するときのすべり挙動



を高速度カメラで撮影し、動的すべり過程および断層周辺の媒質変位を詳細に解析することによって、

室内実験における巨大地震発生と周辺の地震動との関係を理解する。

III.バネブロックモデルの数値実験

速度状態依存摩擦則に従う一様均一な１次元バネ－ブロックモデルについては、その前駆（破壊核形

成）過程、本震の統計的性質、ゆっくり滑り等に関して一定の理解が得られたので、この知見を基に、

28年度は、空間的な不均一性が地震イベントにどのような影響を与えるかについての系統的な研究に

重点を置きたい。まずは 1次元モデルで、かつ速度状態依存摩擦則で地震不安定性を担う役割を果た

している、いわゆる bパラメータを不均一に設定した（例えば系の左右の半分で大小を課す）モデル

の性質を、均一系と比較しながら調べる予定である。予備的計算の結果によると、bが小さい部分と

大きい部分では大きく地震イベントの性格が大きく異なる異方性が見えており、28年度はその詳細を

明らかにしたい。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
波多野恭弘、光藤哲也

他機関との共同研究の有無：有

桂木洋光（名古屋大環境学研究科）、川村光（大阪大理学研究科）、山口哲生（九州大学工学研究院）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：波多野恭弘 　

所属：東京大学地震研究所

図 1
（左）実験装置概略。（右）すべり距離 vs摩擦力。



図 2
バネブロックモデルにおける摩擦パラメターと破壊伝播速度の関係。



平成 27年度年次報告

課題番号：1513

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

歴史時代に発生した地震・火山などの災害に関する多角的な研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ア. 史料の収集とデータベース化

イ. 考古データの収集・集成と分析

ウ. 地質データ等の収集と整理

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　歴史資料などに基づき、歴史時代に発生した地震・津波・火山災害などに関して、当時の人々の対

応や教訓などを検討する。現代とは異なる社会状況の下で発生した災害時における対応や教訓、復興

過程などから、今後の防災・減災施策、復興施策などの検討に資する材料の提示を目的とする。また、

地震・津波・火山噴火に起因する災害だけではなく、気象災害や火災など半ば人為的な災害について

も検討の対象とし、日本列島における自然災害史の全体像の提示を目指す。

（７）本課題の５か年計画の概要：

［平成 26・27年度］

歴史資料などに基づいて、歴史時代に発生した地震・津波・火山災害などについて、当時の人々の対

応や教訓、復興過程などについて検討する。特に、首都直下地震の発生が懸念される関東地方の歴史

災害を対象として研究を実施する。

［平成 28・29年度］



歴史資料などに基づいて、歴史時代に発生した地震・津波・火山災害などについて、当時の人々の対

応や教訓、復興過程などについて検討する。特に、南海トラフ沿いでの海溝型巨大地震の発生が懸念

される東海・南海地方の歴史災害を対象として研究を実施する。

［平成 30年度］

これまでの研究成果に、新たにデータベース化された史料・考古・地質データを加えて、関東地方や

南海トラフで発生した地震・津波・火山噴火などの歴史災害について再検討する。これらの再検討か

ら、自然災害における地震・津波・火山災害の特徴を解明し、今後の防災・減災施策、復興施策など

の検討に資する材料の提示を目指す。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　本年度は，江戸時代に関東地方で発生した安政二年（1855）の安政江戸地震における日光東照宮で

の地震対応について検討した．栃木県日光市山内に位置する日光東照宮は，江戸幕府の初代将軍徳川

家康を東照大権現として祀る神社であり，当時の幕府にとって宗教上の重要施設であった．日光東照

宮には社家御番所で記された『御番所日記』が伝存しており，その内容は日々の天気や東照宮の様子

だけに止まらず，年中行事や祭礼，社殿の修築や造営など多岐におよんでいる．『御番所日記』は日記

史料であるためにその記述内容の信憑性は高く，貞享二年（1685）から明治三年（1870）までの 186

年分が現存している．

　『御番所日記』には，十月二日夜に発生した安政江戸地震における日光東照宮での被害や対応が記

されている．この地震に際して日光東照宮での被害は軽微であり，石柵や石燈籠が少し破損した程度

で，東照宮の本社の建物は無事であった．また，本社の背後の山上に位置する奥社では，門や石柵で

破損が生じて，石垣から石が落下しており，本社よりも奥社での被害の方が少し大きかった．

　このような東照宮の奥社での被害について，同月十日には人足を用いて地震で破損した石柵を木材

で補強し，倒れかかっている石を片付けている．翌十一月二十五日には地震で破損した奥社の石柵で

修理が開始されており，十二月十七日には日光奉行が視察していることから，この頃までに修理は完

了していたと考える．

　安政江戸地震と 152年前の元禄地震（1703年）における日光東照宮での被害や対応を比較すると，

双方とも被害程度は軽微であり，被害に対する直接的な対応はあまり見受けられない．また，元禄地

震の際には，江戸から地震見舞いの使者が日光東照宮へ派遣されていたが，安政江戸地震の際には使

者の派遣はなかった．なお，双方に共通する地震対応としては，江戸の幕府からの命令によって実施

された天下安穏の祈祷が挙げられる．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
西山昭仁, 2015,『御番所日記』にみる日光東照宮での地震対応,災害・復興と資料, 6, 19-25.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　歴史資料などに基づき，歴史時代に発生した地震・津波・火山災害などの自然災害について，当時

の人々の対応や教訓，復興過程などについて検討する．特に，東海・南海地方の歴史災害について研

究を実施する．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東京大学地震研究所 　佐竹健治・西山昭仁

他機関との共同研究の有無：有

東京大学史料編纂所 　佐藤孝之・他 5名

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所



電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：佐竹健治 　

所属：東京大学地震研究所



平成 27年度年次報告

課題番号：1514

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

首都圏に被害を及ぼす地震の解明およびその被害の実像

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

イ. 海洋プレート内部の地震

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

首都直下地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　首都圏地震観測網（MeSO-net）による観測を継続し、これらの観測点で得られた地震データを用い

て、首都圏直下の速度構造や減衰構造に関する解析を進める。プレートの詳細な構造と地震活動との

関係を解明し、将来発生が予想される首都直下地震の地震像を明らかにする。歴史地震の震度分布を

理解するために、MeSO-netで得られた観測値とモデル構造で計算した値とで比較することで、首都圏

の地盤の揺れの特性を解明する。MeSO-netで得られた観測値を利用して、災害の素因となる地域ごと

の揺れの特徴を明らかにする。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題は、文部科学省委託研究「都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト（平成

24年～28年、代表：平田直）」のデータや成果を利用して、研究を進める。

　平成 26～27年度は、MeSO-netで得られた観測データを用いて、首都圏直下の速度構造および減衰

構造を詳細に求め、その構造で地震波の伝播をシミュレートする。MeSO-net観測点の直上で測った

データをまとめて、地下の地震計と地表の地震計を比較し、伝達関数を求める手法を調査する。

　平成 28～29年度は、地下の地震計と地表の地震計の観測波形を比較して、伝達関数を求める。地震

計の観測波形とモデル構造によるシミュレート波形を比較し、モデル構造を高度化する。

　平成 30年度は、伝達関数を利用して、首都圏直下で発生する地震に対して想定される揺れの分布を

明らかにする。

（８）平成 27年度の成果の概要：



今年度は、MeSO-netで得られた観測データを既存観測点のデータと併せて、解析・処理を行った。そ

れらのデータは、震源決定法・地震波トモグラフィー法等の手法を用いた震源分布や地震波速度と非弾

性常数の三次元的分布等の解析を進め、予察的な関東地方のプレート構造を求めた。また、MeSO-net

の内の３観測点では、地表にも地震計を設置して、地下と同時に連続観測を続けている。この観測デー

タの中からいくつかの有感地震時のデータを選び、伝達関数を求めた。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
なし

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 28年度も、MeSO-netによる観測を継続し、そこで得られた観測データを用いて、首都圏直下

の速度構造および減衰構造を詳細に求める。その構造を用いて、地震波の伝播をシミュレートする。

MeSO-net観測点の直上で測ったデータをまとめて、地下の地震計の記録と地表の地震計の記録を比較

し、顕著な地震波が観測されていない期間のデータを用いて伝達関数を求める手法を調査する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
酒井慎一、中川茂樹、平田直（東京大学地震研究所）

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：酒井慎一 　

所属：東京大学地震研究所



平成 27年度年次報告

課題番号：1515

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

堆積平野・堆積盆地における地震災害発生機構の解明

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

(6)国際共同研究・国際協力

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　地震災害に関する災害発生機構を重点的に解明する。特に、強震動が増幅され、人口密度が高い場

合が多い堆積平野・堆積盆地などを対象にして、地震災害の素因と誘因の関係や災害発生機構を多面

的に分析し、災害を制御する要件を明らかにする。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26～28年度においては、地震災害誘因の分析と、地震災害発生機構の解明に向けた地下構造モ

デルの構築を行う。具体的には、地震動などの地震災害誘因の分析のため、国内外の堆積平野・堆積

盆地における強震記録データベースを増強し、堆積平野・堆積盆地における地震動の増幅などの自然

素因への作用を定量化する。また、地震災害誘因の事前評価と即時推定に資する地下構造モデルを構

築する。

　平成 29～30年度においては、地震災害誘因の自然素因への作用の解明と、地下構造モデル化手法

の国際展開を行う。堆積平野・堆積盆地における地震災害発生機構の解明には、強震記録を用いた地



下構造モデルの検証とチューニングの反復改良が不可欠であるため、災害誘因の自然素因への作用の

分析に使用する強震記録を逐次更新追加し、参画機関で共有すると共に、本研究計画におけるデータ

ベースの相互研究推進に資する。また、堆積平野・堆積盆地における地下構造モデル化手法の国際展

開を試み、国外の堆積平野・堆積盆地における適用妥当性を実地検証する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　平成 27年度は、地震動などの地震災害誘因の分析に向けて、堆積平野・堆積盆地における地震災害

発生機構の研究を継続した。国内の堆積平野・堆積盆地に関しては、新たな強震記録データベースとし

て、SMAC型強震計記録の画像データを追加した。国外の堆積盆地に関しては、ネパール・カトマン

ズ盆地において岩盤サイト 1点，盆地内サイト 3点で連続観測を実施している強震観測点で 2015年 4

月 25日に発生したゴルカ地震で本震 (Takai et al., 2016)を含め記録が得られた (Shigefuji et al., 2015)。

カトマンズ盆地の岩盤サイトでの本震の記録はこの１点のみである。盆地内のサイトを含め、本震で

観測された最大加速度は既往の距離減衰式と比較して小さく、一方の長周期成分に関しては、盆地内

の各サイトで明瞭な図１に示すサイト特性が認められた。また、地震災害誘因の事前評価と即時推定

に資する地下構造モデルを構築に向けて、地震動の増幅等の自然素因への作用効果が高い南海トラフ

海域および首都圏を対象として、数値シミュレーションおよび地震波干渉法による地震動特性の定量

化を継続した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Takai, N., M. Shigefuji, S. Rajaure, S. Bijukchhen, M. Ichiyanagi, M. R. Dhital, and T. Sasatani, Strong

ground motion in the Kathmandu Valley during the 2015 Gorkha, Nepal, earthquake. Earth Planets

Space, 68:10, doi:10.1186/s40623-016-0383-7, 2016.

Viens, L., H. H. Miyake, and K. Koketsu, Long-period ground motion simulation of a subduction earthquake

using the offshore-onshore ambient seismic field, Geophys. Res. Lett., 42, 5282-5289, 2015.

Shigefuji, M., N. Takai, T. Sasatani, S. Bijukchhen, M. Ichiyanagi, S. Rajaure, and M. R. Dhital, Aftershock

records in the Kathmandu Valley of the 2015 Gorkha, Nepal, earthquake, 2015 AGU Fall Meeting,

Abstract SS43D-2837, 2015.

Takai, N., M. Shigefuji, S. Rajaure, S. Bijukchhen, M. Ichiyanagi, M. R. Dhital, and T. Sasatani, Near fault

strong ground motion records in the Kathmandu Valley during the 2015 Gorkha Nepal earthquake, 2015

AGU Fall Meeting, Abstract S43D-2839, 2015.

三宅弘恵・宮川幸治・郭雨佳・Loic Viens・近藤利明・纐纈一起,糸魚川－静岡構造線断層帯における

臨時連続強震観測,日本地震学会講演予稿集 2015年度秋季大会,神戸, S16-P14, 2015.

三宅弘恵・小林広明・司宏俊・宮川幸治・纐纈一起, 2014年長野県北部の地震の強震動生成メカニズ

ム,日本地球惑星科学連合 2015年大会,千葉, SCG65-09, 2015.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　平成 28年度は、引き続き国内外の堆積平野・堆積盆地における強震記録データベースを増強すると

共に、堆積平野・堆積盆地における地震動の増幅などの自然素因への作用を定量化する。さらに、地

震災害誘因の事前評価と即時推定に資する地下構造モデルを構築する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
三宅弘恵・纐纈一起・古村孝志・ほか

他機関との共同研究の有無：有

東京大学大学院情報学環・北海道大学・信州大学・福井大学・広島大学・高知大学・独立行政法人

建築研究所・ほか



（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：三宅弘恵 　

所属：東京大学地震研究所

図１：2015年ネパール・ゴルカ地震時のカトマンズ盆地のサイト特性 (Takai et al., 2016)
上段：岩盤サイト KTPと他の盆地内の観測点の 2015年ゴルカ地震の本震の加速度記録に基づく速度フーリエスペ
クトル（KATNP観測点は USGSによる記録）。下段：岩盤サイト KTPを分母としたスペクトル比。上下動では大
きなサイトによる増幅が見られないが、水平動においては、0.2～1 Hzにおいて各サイトで明瞭な増幅が見られる。



平成 27年度年次報告

課題番号：1516

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

広帯域・高解像度強震動シミュレーションに基づく大地震の強震動評価の高度化

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　大地震の複雑な断層破壊過程と、不均質な地下構造を適切に組み込んだ地震波伝播シミュレーショ

ンを実施し、過去の被害地震の強震動と津波被害発生要因を検証して、将来の想定地震の強震動・長

周期地震動と津波の事前予測を行う。K-NET、KiK-net等の高密度地震観測網データを解析し、強震動

と長周期地震動の生成過程の理解を深める。高速スパコンを用いた高精度シミュレーションを実施し

て、観測データの再現とモデルの検証を行う。短周期～長周期地震動の高精度評価に向けて、シミュ

レーションモデルの高度化・精緻化をはかり、地震ハザード評価手法の改良を進める。本研究では、工

学研究者と社会科学研究者との協働により、現代社会が有する多様な構造物の被害と社会影響に踏み

込んだリスク評価へとつなげる。以上の目的解決に向けて、a)強震動および長周期地震動による地震

災害発生要因の研究、b)強震動および長周期地震動予測の高度化に向けた研究、c)将来の大地震の被

害事前予測の研究、の３つを進める。

（７）本課題の５か年計画の概要：

(a)強震動および長周期地震動による地震災害発生要因の研究

　東北地方太平洋沖地震の国内外の強震計記録を再解析し、１ Gを超える強い加速度を作り出した短

周期地震動、超高層ビル等に影響を与える周期数秒程度のやや長周期地震動、および超大型石油備蓄

タンクや将来の長大構造物に影響を与える可能性のある長周期地震動（周期 10～20秒以上）につい



て、それぞれの周期帯毎の震源放射特性、伝播特性、各地の地盤増幅特性を明らかにする【H26・27

年度】。特に、関東平野での高密度観測データ（K-NET・KiK-net、首都圏強震総合ネット SK-net、首

都直下地震観測網MeSO-net等)を統合的に処理し、平野の３次元地下構造と短周期地震動～長周期地

震動の伝播特性を詳細に把握する【H28・29年度】。

　M9クラスの長巨大地震による長周期地震動の特性を明らかにするために、超巨大地震特有の断層

運動として期待される、浅部プレート境界の大滑りと、深部プレート境界のゆっくり滑りが、長周期

地震動の生成に与える影響を、シミュレーションに基づき評価する。ここでは、震源の静的特性（深

さ・メカニズム等）と動的特性（滑り速度、応力降下量など）の二つの震源パラメータの効果につい

ても検討する【26 -30年度】。東北地方太平洋沖地震において、関東平野や大阪平野などで、やや長周

期の生成が地震規模に比べ小さかった原因を明確化するとともに、日本海溝～千島海溝および相模ト

ラフ～南海トラフ沿いでのM9地震シナリオに対する長周期地震動の生成特性について検討する【26・

27年度】。

　震源モデルのパラメータ設定の不確定性や、地震時の断層運動の再現性（不確実性）に伴う、強震

動予測の不確定性を、各種震源パラメータを用いたシミュレーションを多数行ない、強震動予測の不

確定性とそのバラツキの幅を調査する。具体的には、１）断層破壊方向に生まれる放射指向性（ディ

レクティビティ）効果が地震波放射指向性と周波数特性に与える影響、２）断層破壊過程の不均質性・

揺らぎによるディレクティビティの抑制効果、３）断層破壊の時間差発生による強震動レベルと揺れ

の継続時間の増長の問題等に着目した検討を行う【H26-28年度】。地震動評価のバラツキに対する、

建物被害・人的影響のバラツキを評価し、予測誤差の拡大（または縮小）の可能性を検討する。バラ

ツキのある強震動予測に対して、被害と社会影響の側から見た巨大地震の「最悪地震シナリオ」とは

何か明確化する【H27-29年度】。

b)強震動および長周期地震動予測の高度化に向けた研究

　短周期～長周期の広帯域強震動予測の高度化に向け、地表・海底地形と、堆積層・地殻・マントル

内の短波長不均質構造（多層構造で表現できない物性値の揺らぎ）を適切にモデル化し、数Hz以上の

高周波数地震動の散乱を適切に評価することのできる高分解能シミュレーション法を整備する【H26・

27年度】。短波長不均質構造により地震波散乱が強い減衰を起こす過程、散乱による地震動の継続時

間の増長の問題、地震動の空間変動と局所的な増幅（フォーカシング現象）の発生可能性について検

討する。こうした、地下構造探査による直接推定が困難な短波長不均質構造の存在が、強震動の予測

の不確定性に与える影響を定量的に評価する【H27-29年度】。

　震度に強く寄与する短周期地震動の高精度評価の実現に向け、表層地盤（数メートル以浅）におけ

る地震動の増幅特性を、全国の K-NET・ KiK-net強震観測データ、および自治体震度計データを用い

て評価する【H26年度】。地盤応答の非線形性応答を考慮し、強震時（震度５弱～）のサイト増幅特性

の変化も調べる。得られたサイト増幅特性を用いて、緊急地震速報の震度予測への適用可能性・有効

性を、過去地震の強震記録を用いて検討する【H26-29年度】。

　広帯域強震動シミュレーションの実現に向け、高精度かつ安定な吸収境界条件を整備する。複雑な

地表地形（空気／固体境界）と海底地形（海水／固体）を差分法（FDM）の直交格子に実装するため

に、適切な境界条件を整備する。地表付近の強い不均質性構造を組み込むことができる、マルチグリッ

ド FDM（または、境界適合格子 FDM）を開発する【H26-29年度】。

c)将来の大地震の被害事前予測の研究

　巨大地震による強震動、地殻変動、津波の複合災害の予測に向けて、地震動シミュレーションから

得られた海底隆起・沈降の時空間的変動を適切に活用した、津波高・浸水シミュレーションを実施す

る【H26-29年度】。また、大地震の断層運動に伴う内陸の地殻応力の動的・静的変化（ただし、地殻

は弾性変形を仮定）を評価して、大地震に伴う火山噴火や内陸地震の活発化、誘発地震の発生に与え

る影響を、関連項目の研究グループとの協働により検討する【H27-30年度】。

　複数の地震シナリオに対する各地の強震動を迅速に評価するための仕組みとして、日本海溝、相模・

南海トラフ沿いの小断層（10km*10km）毎に、各地の揺れ（グリーン関数）を計算して、地震動デー



タベースを構築する。そして、任意の地震シナリオに対する強震動をグリーン関数の重ねあわせによ

り合成する強震動合成システムを開発する【H26-28年度】。グリーン関数データベースは、震源イン

バージョンや地震波形解析のための基礎データとして公開する。これを用いて、大地震発生後すみや

かに震源モデルを推定し、観測データのない地点を含む全国各地の強震動を面的に推定する手法を、

関連項目の研究グループと共同で開発する【H28-30年度】。

（８）平成 27年度の成果の概要：
1. 小笠原西方沖深発地震の波動伝播と震源の深さ
　2015年５月 30日に太平洋スラブ深部で発生した小笠原諸島西方沖の地震は、深さ（h=682 km）も

規模（Mj8.1，Mw7.8）も深発地震としては最大級のものであった。この地震により、47都道府県が有

感となり、特に関東～東北～北海道にかけての太平洋岸では、最大震度５強の強い揺れを伴う「異常

震域」が見られた。気象庁により求められた震源の深さは、この周辺で起きる深発地震の等深度面よ

り 50 km程度深い、太平洋スラブの下面付近となった。日本列島から遠く離れた地震のため、深さ決

定精度には誤差が大きい可能性も残され、実際にはスラブ内で起きた地震か、スラブ外の上部／下部

マントル境界付近で起きた地震かについて議論が分かれている。本研究では、観測された地震波形の

特徴からこの問題を検討した。

　深発地震が起きると、スラブの走行に沿って震度の大きな地域が広がる「異常震域」が必ず見られ

るが、小笠原西方沖地震の震度分布は、過去の太平洋スラブの深発地震（鳥島近海や、紀伊半島沖の深

さ 400km前後の深発地震など）で良く見られた東北～北海道に延びたものではなく、比較的同心円状

に近いものであった。K-NET, KiK-net強震観測データを用いて加速度の距離減衰を調べたところ、前

弧側（太平洋側）観測点で記録された加速度は予測式（Si & Midorikawa, 1999）の最大２倍程度の範

囲に収まっており、背孤側（日本海側）観測点と比べても揺れの差が小さいことがわかった。同じ特

徴は、本地震の余震でも確認できた。これは、震央がほぼ等しく、スラブ内で起きた別の地震（2010

年 11月３０日、Mw6.7、h=494 km）での前弧側観測点の加速度が、地震動予測式より 10倍以上大き

いことと対照的である。

　前弧側の F-net観測点での地震波形を調べると、震源距離 1000 km以上の遠地において、見かけ速

度の速い（６.5 km/s程度）低周波数（<0.5 Hz）の S波の先行と、大振幅かつ高周波数（>1 Hz）の S

波後続層（4.5 km/程度）の二つの分離が見られた。こうした特徴は、深さ 500 km以深の地震のみに

見られ、先駆波は減衰が大きな（Qsが小さい）上部マントル深部を通って遠地観測点に到達したため

と解釈できる。

　以上、確認された小笠原西方沖地震の地震波形の特徴から震源の位置（深さ）を確認するために、３

次元差分法に基づく地震波伝播シミュレーションを実施した。計算では、日本列島を覆う 2176 km*1472

km*800 kmの領域を 0.25 kmの格子間隔で離散化し、最大周波数 3.2 Hzの地震波伝播を計算した。太

平洋プレートの上面深さは Slab1.0モデルにより与え、スラブ下面を 100 km下に設定した。地殻・マ

ントルの速度は ak135モデルに基づき設定し、スラブ内の P波・S波速度は周囲のマントルより 5%増

加させた。減衰（Qp/Qs）構造は、Anderson & Given (1982)の ABModelに基づき設定し、スラブ内に

は High-Q値（Qp=2000, Qs=1000）を与えた。なお、計算は理化学研究所の「京」コンピュータを用

いて行った。求められた地動速度分布は、K-NET, KiK-net強震観測網で記録された速度分布と良く整

合し、関東～東北に広がる「緩やかな」異常震域を良く再現した。また、前弧側観測点で記録された、

低周波数先駆波と高周波数 S波の後続相は、それぞれ Low-Qマントルと High-Qスラブを伝わり到達

した波であることも確認できた。いっぽう、震源を太平洋スラブの中に置いた場合には、異常震域が

広域に表れ、関東～東北の地動が観測の２倍以上大きくなるなど観測との一致が悪いほか、先に述べ

た S波形の特性が再現できなかった。以上より、本地震はスラブ外（スラブ下面）で起きた地震であ

る可能性が高いことが裏付けられた。

2. 南海トラフ地震の長周期地震動シミュレーション
　2011年東北地方太平洋沖地震において日本各地で観測された長周期地震動の強度は、固有周期６秒



の速度応答で最大 80 cm/s程度であり、過去のM8級地震（2003年十勝沖地震、1944年東南海地震な

ど）のものと同程度であった（Furumura, 2015）。地震の規模（Mw9.0）に比べて長周期地震動の生成

が弱かった原因として、１）太平洋プレートの沈み込みが急角（30-45度）のため、地震動を放射する

場所が比較的深く、表面波の励起が弱いこと、２）日本海溝が剥離型の沈み込み帯であるために、南

海トラフのように低速度の堆積層（付加体）型が発達せず、表面波の増幅や海溝軸に沿った表面波の

ガイド効果が起きにくいこと、３）関東平野においては、非対称の盆地構造において、基盤の傾斜が

緩い北東側（福島～宮城方向）から入射する表面波の増幅が小さい、という３つの原因が考えられて

いる（古村、2015）。

　これに対して、南海トラフ沿いの地震では、緩やかに沈み込むフィリピン海プレートと厚い付加体

での表面波の強い増幅と陸地に向けたガイド効果、そして関東平野の急峻な基盤面変化での表面波の

強い増幅が考えられ、長周期地震動が強く生成しやすいことが考えられる。本研究では、南海トラフ沿

いの地震で生まれる長周期地震動の特性と、東北地方太平洋沖地震との比較から明らかにすることを

目的として、東北地方太平洋沖地震の震源モデル（Lee et al., 2012）を南海トラフ沿いに置いた、「仮

想M9巨大地震」の長周期地震動評価を行った。

　文科省の長周期地震動評価モデル（JIVSM）による堆積層、地殻・マントル、及びプレートモデル

を設定し、周波数 0.5 Hz以下（周期２秒以下）の地震波伝播を差分法により計算した。仮想震源モデ

ルを、駿河湾～足摺岬の沖合の、フィリピン海プレート上面に置き、各小断層から地震波を放射させ

た。計算の結果、二つの地震からの震源距離がほぼ等しい都心地点（K-NET新宿観測点）において、

周期６～10秒の速度応答において、東北地方太平洋沖地震時の２倍程度の大きな長周期地震動が起き

ることが確認できた。また、南海トラフからの震源距が短い大阪（KiK-net此花観測点）地点では、東

北地方太平洋沖地震の５倍程度以上の大きな長周期地震動が発生する可能性が心配される。

　南海トラフ沿いの地震では、トラフ沿いに広がる震源域に沿って陸地が続くために、震源（破壊開

始点）と破壊伝播方向の違いにより、各地の長周期地震動の強度が大きく変動する可能性が高い。波

長が長い（数十 km）長周期地震動では、破壊伝方向に地震波の重ね合わせと増幅（Directivity効果）

が起きるが、実際の断層運動には不均質性（破壊伝播速度や滑り量の空間変動）が強いことが考えら

れ、断層面上から順に放射されるインコヒーレントな地震波の重ね合わせでは、Directivity効果が小

さい可能性もある。

　本研究では、南海トラフ地震の震源モデルの破壊伝播速度に変動（ゆらぎ）を考えることで、破壊

伝播方向への長周期地震波の Directivity効果と各地の長周期地震動のレベルの変化を調べた。内閣府

（2003）による 1707年宝永地震の震源モデルを対して、破壊開始点（震央）が西端（日向灘沖）、中央

（潮岬沖）、東端（駿河湾）の３のシナリオに対して長周期地震動を計算し、断層破壊速度に揺らぎが

ある場合／ない場合での比較を行った。

　断層破壊速度が一様（Vr=2.7 km/s）な場合には、破壊進行方向にコヒーレントな長周期地震波が集

まる Directivity効果が大きく、長周期地震動の増幅が大きく、たとえば震源が南海トラフの西端にあ

り、断層破壊が関東方向に進行する場合と、これと逆に東側の震源を起点に関東から遠ざかる方向に

進行する場合では、都心の地震波速度応答スペクトルで見て 10倍以上の差が生じることがわかった。

これに対して、現実的な断層破壊伝播を考え、標準偏差５％のランダムな速度変化を与えたところ、

Directivity効果が弱まり、速度応答レベルの変動が 2倍程度にまで狭まることが確認できた。実際の長

周期地震動生成過程では、地下構造の不均質性や地形による地震波の散乱効果も大きいことから、大

地震のシナリオの多様性（震央、断層破壊の動的特性）に伴う長周期地震動の想定のバラツキは、さら

に小さくなる可能性があり、現実的な地震動評価に向けて、不均質構造を適切にモデル化したシミュ

レーション手法の高度化が必要である。

3. 高周波数地震動の散乱・伝播に寄与する短波長不均質構造の成因と分布
　高周波数（ f>1-2 Hz）地震波は、地殻・マントル内の短波長（相関距離が数百 m～数 km以下）の

不均質構造（物性速度の揺らぎ）の影響を受けて強い散乱を起こし、長いコーダ波を形成する。特に、

スラブ内に発達する互層状態の不均質構造（ラミナ構造）では、高周波数地震動がラミナの間で強い



前方散乱を起こした結果、スラブ内に閉じ込められるように遠地まで弱まらずに伝わる結果、強い震

度域（異常震域）を作り出すことが知られている（Furumura and Kennett, 2005）。従って、スラブ内地

震の高周波数地震動の予測には、スラブの不均質構造の特性とその起源を調べることが重要である。

　本研究では、沈み込むスラブ内の不均質構造がいつ・どこで生まれたかを調べるために、北太平洋

の海嶺～海溝にかけての海域を伝わる高周波数地震波（Po/So波）の伝播特性を、海底地震計の波形

解析を用いて評価した。Po/So波はスラブ内地震と同様に、海洋リソスフェアにおける強い前方散乱

に加え、海水における S-P変換と P波のトラップにより長い P波/S波コーダを持つことが特徴的であ

る。太平洋上のいろいろな伝播経路に沿って Po/So波の地域性を調べると、プレート年代の古い北西

側（日本側）では Po/So波が強く、海嶺に近くプレート年代が新しい東側（北・南アメリカ側）では

弱い傾向が確認できた（Kennett and Furumura, 2014）。すなわち、年代が古い厚いプレートほど高周波

数地震動の散乱が強いことが考えられる。

　２次元差分法シミュレーションから、リソスフェアが薄い海嶺では、So波の距離減衰が大きく紡錘

形を持つ波群に崩れるが、海洋リソスフェアの厚さに比例して Po/So波の長いコーダが強く生成する

ようになることがわかった。一方、断裂帯のような狭い範囲に見られる構造異常は、散乱波の伝播に

ほとんど影響しないことも確認できた（Kennett, Furumura, Zhao, 2015）。スラブ内の短波長不均質構

造は、海洋プレートが海嶺で生成される過程で既に形作られており、プレート移動に伴って、プレー

ト下面に不均質なアセノスフェアが付加 (underplating)することで、不均質層の厚さがプレート年代と

ともに増すことが考えられる。また、不均質性の強度分布は一様ではなく、リソスフェア下面付近で

強く、浅部では弱いことが考えられる（Kennett and Furumura, 2016）。

4. 南西諸島における減衰構造のトモグラフィ推定
　日本列島を対象とした３次元地震波減衰構造の推定はが、近年盛んに行われている。しかし、九州

南端から台湾北東にかけて位置する南西諸島において、減衰構造の研究はこれまでほとんど行われて

こなかった。この地域における減衰構造の推定は、地下構造の理解と将来的な大地震の発生と被害を

予測する上で重要である。そこで、本研究では南西諸島を対象として、地震波の減衰トモグラフィを

実施した。解析に用いたデータは、公開されている防災科学技術研究所、気象庁、鹿児島大学の地震

観測網の波形記録（期間 2004/06～2014/05，3.0 ? Mj ? 6.0，イベント総数 4,500個）であり、周波数

3.0～30.0 Hzの帯域を対象にデータ解析を行った。解析では、南西諸島を３つの地域 (先島諸島、沖縄

本島周辺、奄美諸島)に分割し、それぞれの地域について（周波数依存の無い）Qp、 Qsのトモグラ

フィを行い，その結果を繋ぐことで南西諸島全体の Qp、Qsの分布（暫定結果）を得た。その結果、暫

定結果ではあるが、以下の特徴が確認できた：(1)沈み込むスラブ内は低減衰、(2)マントルウェッジに

高減衰領域、(3)前弧側の地殻内に高減衰領域、(4)沖縄トラフ内部に高減衰領域、(5)火山フロントに

高減衰領域が存在。ここで、特徴 (3)は、付加体や石灰岩の存在が要因として考えられる。また、特徴

(5)はスラブ上面から活火山に向かって上昇する高温物質の可能性を示唆していると考えられる。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Kennett, BLN and T. Furumura, Multi-scale seismic heterogeneity in the continental lithosphere, Geochem-

istry, Geophysics, Geosystems, accepted, 2016.

Takemura, S., T. Furumuram and T. Maeda, Scattering of high-frequency seismic waves caused by irregular

surface topography and small-scale velocity inhomogeneity, Geophys. J. Int., 201, 459-474, 2015.

Chen, K., T. Furumura, and J. Rubinstein, Near-surface vs. fault zone damage following the 1999 Chi-Chi

earthquake: Observation and simulation of repeating earthquakes, J. Geophys. Res., 140, 4, 2426-2445,

2015.

Shito, A., D. Suetsugu and T. Furumura, Evolution of the oceanic lithosphere inferred from Po/So waves

traveling in the Philippine Sea Plate, J. Geophys. Res., 120, 7, 5238-5247, 2015.

Kennett, B.L.N, and T. Furumura, Toward the reconciliation of seismological and petrological perspectives

on oceanic lithosphere heterogeneity, Geochemistry, Geophysics, Geosystems, 16, 9, 3125-3141, 2015.



（10）平成 28年度実施計画の概要：
（１）関東平野での長周期地震動増幅強度の方位性と、堆積層の水平不均質構造（基盤構造）と表面

波の増幅特性の観点から、地震観測データ解析と地震波伝播の差分法シミュレーションに評価し、南

海トラフ地震等の巨大地震による長周期地震動の予測の高度化に繋げる。

（２）地殻・マントルに存在する長波長～短波長の不均質構造の分布と、これが長周期～短周期地震

動の伝播と散乱に与える効果を評価する。地殻・マントルのマルチスケール不均質構造モデルを構築

し、広帯域の地震動シミュレーションの実現をはかる。

（３）関東平野の３次元地下構造（堆積層構造）を考慮して、関東周辺で起きる地震の理論波形（グ

リーン関数）を計算してデータベース化する。これを GRID-MT（Tsuruoka et.al, 2008）リアルタイム

モーメントテンソルインバージョンに適用し、周期 10～20秒程度の短周期地震波形を用いて震源要素

を推定するシステムに更新する。

（４） 　H27年度は、南西諸島を３つの地域 (先島諸島、沖縄本島周辺、奄美諸島)に分割して、予備

的な地震波減衰トモグラフィを実施したが、予備調査結果を受け、H28年度は南西諸島全体のシーム

レスな減衰トモグラフィを実施する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
古村孝志・他（参加人数６名程度）

他機関との共同研究の有無：有

東大情報学環、東大生産技術研究所、岡山大学理学部ほか

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：古村孝志 　

所属：東京大学地震研究所



図１．2015年小笠原諸島西方沖の地震による異常震域と地震波伝播特性
(a)震源が浅い地震（h＝ 494 km; 2010年 11月 30日）、(b)小笠原諸島西方沖の地震（h=682 km）。F-net加速度波
形記録と、K-NET、KiK-net加速度記録の距離減衰特性。Si and Midorikawa (1999)の地震動予測式（黒線）とそ
の倍半分（点線）を示す。

図２ 　2015年小笠原諸島西方沖の地震の異常震域の数値シミュレーションと観測との比較
(a)最大地動分布と F-net広帯域記録 Radial成分。(b)震源を太平洋スラブの下面に置いた場合の計算結果、(c)震
源をスラブ内に置いた場合。



図３東北地方太平洋沖地震による長周期地震動

(a)2011年東北地方太平洋沖地震（M9）と、(b) 2003年十勝沖地震（M8.0）の長周期地震動による速度応答分布
（固有周期＝６秒、減衰定数＝５％）の比較。

図４ 　仮想南海トラフM9地震による長周期地震動の評価
（A）東京地点、（B）大阪地点。それぞれ（a） 2011東北地方太平洋沖地震の震源モデル（Lee et al., 2013）を用
いた長周期地震動のシミュレーション波形、(b)同じ震源を南海トラフに置いた場合の予測波形。



図５ 　海洋 Po/So波の伝播特性の地域性
(a)緑～薄緑線は Po/So波が明瞭に見られる伝播経路、オレンジ～赤線は Po/So波の減衰が大きく明瞭に見られな
い伝播経路を表す。背景はプレートの年代を表す。(b)ハワイと北米の西海岸の中間に位置する H2O海底ケーブル
地震観測点、(c)H2O観測点で記録された、ハワイ付近の地震による Po/So波の例。

図６ 　減衰トモグラフィの結果（暫定）

上部地殻 (深さ 5 km)における Qs。黒線は琉球海溝、赤い破線はフィリピン海プレートの上面の等深度線を表す。
青い破線で囲った領域は沖縄トラフを表す。黒点と赤三角は地震の震央と活火山を表す。赤線、緑線、ピンク色の

線で囲った領域は、火山、沖縄トラフ、前弧側における高減衰領域を表す。



平成 27年度年次報告

課題番号：1517

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震動・津波誘因の長期予測情報コミュニケーション

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

4. 研究を推進するための体制の整備

(3)関連研究分野との連携の強化

(5)社会との共通理解の醸成と災害教育

(6)国際共同研究・国際協力

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　地震動誘因や津波誘因の不確実な長期予測情報が，災害軽減に有効に役立つためのコミュニケーショ

ン手法を確立することにより，長期予測情報の高度化に貢献する．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26～28年度には，サーベイ調査や海外調査などを行って，我が国におけるコミュニケーション

手法の問題点を明らかにする．その上で平成 29 30年度に人文・社会科学分野の方法論などを援用し

ながら問題点の解決策を検討し，新たなコミュニケーション手法を確立する．

（８）平成 27年度の成果の概要：
26年度に実施した，地震予測を行う専門家が評価の不確実性を述べることによって住民の地震リスク

認知や専門家に対する信頼がどのように変化するかという問題に関する，社会調査の結果の分析を開

始した．また，原発事故と長期予測の関連性に関する調査を行い，事故時の津波高さは，それ以前に

出されていたすべての長期予測を超える，いわゆる想定外のものであったことを発見した．そのほか，

科学コミュニケーション発祥の地であるイギリスや，大きな被害地震があったネパール等に対して，現

地調査や今後の地震への影響評価等を行った．



（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Koketsu, K. and S. Oki. Il processo dell’Aquila: l’incertezza dello studio dei disastri e le responsabilita degli

scienziati, in ”Terremoti, communicazione, diritto”, FrancoAngeli, 63-86, 2015.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
地震予測を行う専門家が評価の不確実性を述べることによって住民の地震リスク認知や専門家に対す

る信頼がどのように変化するかという問題に関する，社会調査の結果の分析を引き続き行う．また，ネ

パールや台湾等で，現地調査や今後の地震への影響評価等を行う予定である．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東京大学地震研究所・災害科学系研究部門

他機関との共同研究の有無：有

慶應義塾大学，同志社大学，東京都市大学，東北大学，土木研究所など．

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：纐纈一起 　

所属：東京大学地震研究所



平成 27年度年次報告

課題番号：1518

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

データ流通網の高度化

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　全国の陸域および海域に展開された地震・地殻変動・火山等の各種観測網から得られる大容量・多

項目のデータを、リアルタイムで効率的に流通させるためのシステムを構築・運用・高度化し、全国

の観測研究をデータ流通基盤として支える。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題で取り扱うデータ流通網は、基本的に実施機関および共同研究機関の運営費交付金によって

運用・維持されるものである。５ヶ年を通して、高速広域ネットワークを利用した観測データ流通網

JDXnetの安定的な運用と機能の高度化を行う。その中で特に以下を進める。

(1)災害時に強いデータ収集・中継システムの構築。

(2)超大容量・多項目データ流通のための効率的な通信方式の開発。

(3)観測メタデータの効率的なハンドリングシステムの開発。

(4)データ蓄積機能を包含するデータ流通システムの開発。

(5)接続機関の拡大。

（８）平成 27年度の成果の概要：



平成 27年度を通して観測データ流通網 JDXnetを特段の障害なく安定的に運用した.その結果，全国に

展開された地震・地殻変動・火山等の各種観測網から得られる大容量・多項目のデータをリアルタイム

で効率的に流通させ,全国の観測研究をデータ流通基盤として支えた.これに加え，災害時に強いデー

タ収集・中継システムの構築については，2013 年 2 月から運用開始した東西 2か所の SINET4デー

タセンタ内データ中継拠点の利用観測点数が平成 27年度中に 3点増加して 88点に達した．観測メタ

データの効率的なハンドリングシステムの開発についてはチャネル情報管理システム CIMSの運用を

継続し，地震波形データ等利用系システムの更新に伴い，データベース項目の追加と機能拡張を実施

した．データ蓄積機能を包含するデータ流通システムの開発については，容量 1.3ペタバイトの大規

模波形データ解析システムを地震研究所にて運用し，利用に関するルール作りを実施した.このほか，

JDXnetに関する情報交換やさらなる利用促進のため，毎年 3月に「データ流通ワークショップ」を東

大地震研究所において開催している.

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Kiyoshi Takano, Taku Urabe, Hiroshi Tsuruoka, Shigeki Nakagawa, Japan Data Exchange Network JDXnet

and Cloud-type Data Relay Server for Earthquake Observation Data, AGU Fall Meeting 2015,S33D-

2807

勝俣啓,2015,千島海溝沿い巨大地震に先行した地震活動の長期静穏化, JPGU2015,SSS32-01，酒井慎

一、蔵下英司、小原一成、岩崎貴哉、高橋浩晃、松本聡、神薗めぐみ、岡田知己,2015, 2014

年長野県北部の地震の複雑な断層, JPGU2015, SCG57-15.

Uchida, N., T. Iinuma, R. M. Nadeau, R. B� rgmann, and R. Hino, Periodic slow slip triggers megathrust

zone earthquakes in northeastern Japan, Science, 351(6272), 488-492, doi:10.1126/science.aad3108,

2016

Hiroaki Takahashi, 2015,Proposal for Robust Monitoring of Catastrophic Tsunami Using Onshore Strain and

Tilt Geodetic Sensors, Jounal of Disaster Research vol.10 No.sp, 2015, pp770-771.

Katsumata, K., M. Kosuga, H. Katao, T. Yamada, A. Kato and the Research Group for the Joint Seismic

Observations at the Nobi Area, 2015, Focal mechanisms and stress field in the Nobi fault area, central

Japan, Earth, Planets and Space, 67:99, doi:10.1186/s40623-015-0275-2.

一柳昌義,高橋浩晃,山口照寛,岡田和見, 　大園真子、岡崎紀俊, 2015年に発生した阿寒湖付近の地震

(MJMA5.0), 2016,北海道大学地球物理学研究報告, 79, pp1-8.

Kimura, T., H. Murakami, and T. Matsumoto, 2015, Systematic monitoring of instrumentation health in high-

density broadband seismic networks, Earth, Planets and Space, 67:55, do:10.1186/s40623-015-0226-y.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
? 　引き続き観測データ流通網 JDXnetの安定的な運用と機能の高度化を行う.その中で特に以下を進

める．?(1)災害時に強いデータ収集・中継システムの構築．(2)超大容量・多項目データ流通のための

効率的な通信方式の開発．(3)観測メタデータの効率的なハンドリングシステムの開発．(4)データ蓄

積機能を包含するデータ流通システムの開発．?(5)接続機関の拡大．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
鷹野澄・鶴岡弘・中川茂樹・大湊隆雄・平田直

他機関との共同研究の有無：有

地震、地殻変動等、火山の各観測データの流通協定に参加する各機関 (*)とそのデータ流通システ

ム担当者が共同研究に参加する。

(*)北大・弘前大・東北大・東大・東工大・名大・京大・高知大・九大・鹿児島大・防災科研・気象

庁・JAMSTEC・産総研・国土地理院・地震予知総合研究振興会・国立天文台・北海道・青森県・東

京都・神奈川県・静岡県。



（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：鶴岡弘 　

所属：東京大学地震研究所地震火山情報センター



平成 27年度年次報告

課題番号：1519

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

研究成果共有システムの構築

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（４）その他関連する建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　本計画で得られる速度構造モデルやソフトウェアを含む研究成果をデータベース化し，それらを容

易に共有できる仕組みを構築する．また，基礎データを自動解析し，解析結果を自動的にアップデー

トできるシステムを構築する．

（７）本課題の５か年計画の概要：

1. 研究成果を容易に共有できる仕組みの構築

　クラウドサービス等を利用し，Webサーバ等に情報共有・成果共有の仕組みを構築する．震源過程

解析結果の可視化ツールを開発する．

2. 速度構造モデル共有に向けてのフォーマット等の作成

　コミュニティーのなかで標準あるいは基準となるような速度構造モデルを目標に作成する．

3.応用解析のための基礎データを作成するプログラムの開発

　東京大学地震研究所の並列計算機システム (EIC)上で動作可能な並列化されたプログラム群を開発

する．

（８）平成 27年度の成果の概要：
　昨年度においては，クラウドサービス等の利用を検討したが，運用コストやシステム構築の柔軟性

などを考慮し，地震研究所内に evrrss.eri.u-tokyo.ac.jpの立ち上げを実施した（図１）．研究成果共有シ

ステムの基本機能として，WebDAVプロトコル利用によるファイル共有をWebサーバ上に構築した．

通常のデータ送信サービスは，大容量のファイルを送信可能であるが，保存期間に制限等が多い．一



方，本ホストによるファイル共有においては，保存期間の制限がないので，部会等におけるデータや

資料等の共有に有効である．

　昨年度において引き続き，東京大学地震研究所地震火山情報センターで管理・運用している地震予

知・噴火予知のための並列計算機システム上で動作するアプリケーションの開発を行った．昨年度に開

発を行った GUIを用いた ETAS解析ツールの機能強化を実施した．機能強化点としては，（１）地震活

動の予測と観測との比較（２）地震活動度が高い期間の空間領域把握（３）地震活動変化点解析（４）

ETASパラメータの誤差がある（図２）．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Hiroshi Tsuruoka and Yoshihiko Ogata , 2015, Development of Seismicity Analysis software: TSEIS -

ETAS module implementation -, Abstract of the 9th International Workshop on Statistical Seismology

(StatSei9) in Potsdam.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
研究成果共有システムの稼働ホスト (evrrss.eri)の機能拡張や共有データの選定・公開を進める．また，

EICで動作可能なプログラム群の並列化等の開発を引き続き実施する．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
担当者：鶴岡弘・中川茂樹（東京大学地震研究所）

他機関との共同研究の有無：有

山中佳子（名古屋大）・大見士朗（京都大学防災研）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：鶴岡 　弘 　

所属：東京大学地震研究所地震火山情報センター



図１．研究成果共有サーバのトップページ

図２．地震活動解析ソフトウェア XETASの実行画面．



平成 27年度年次報告

課題番号：1520

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

衛星赤外画像による噴火推移の観測と類型化に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

4. 研究を推進するための体制の整備

(6)国際共同研究・国際協力

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　噴火推移の体系的分析は，噴火事象系統樹の全体像―多様性・タイプ等―の把握に密接に関係する

と共に，推移の違いを生む原因を探る上でも重要な鍵となるが，これまで基盤となる適当なデータセッ

トがなく困難であった．衛星を用いた広域観測により噴火推移データの効率的収集ができ，これらを

基にすることにより噴火推移の系統的な整理・検討が可能となる．本計画は，この衛星赤外画像データ

に基づく噴火推移解析を，次世代衛星データの導入と複合的解析方法の開発の両面から高度化し，そ

の多様性の把握と類型化に関する研究を進めることを目的とする．このような研究が進めば，リアル

タイム観測の変化から類型を推定し，イベント発生に先行して現れる特徴的な変化パターン－例えば

単純には，爆発的噴火に先行して現れる熱異常の低下等－を捉えることにより，噴火推移の予測に繋

げられる可能性もある．

　噴火は，極論すればマグマや高温ガスが地表に噴出する現象と見做すことができ，この熱が地上に

もたらす温度変化やその空間的拡がりに関係する情報を高頻度型衛星赤外画像で観測することにより，

間接的にマグマやガスの放出状況とその時間変化パターンを捉えることができる．他方，静止衛星に

よる超高頻度観測により爆発的噴火の発生に関係する噴煙の発生状況等に関する詳しい情報を得るこ

とができる．両者を組合せることにより，マグマやガス放出状況の時間変化に対して，どの様なタイ

プ・規模の爆発的噴火がどのようなタイミングで発生しているのか―あるいはしていないのか―等を



比較分析し，噴火推移の特徴を抽出することが可能となる．これをベースに，独自の複数指標による

パラレルタイムラインチャートによる複合的解析手法の開発と高度化を進め，噴火推移のデータベー

ス化と類型化を行う．観測の結果はリアルタイムで公開し，観測網が乏しい東アジアの基盤的観測の

一翼を担えるようにする．

　計画期間内の平成 27-28年度に我が国の２つの新衛星―GCOM-C1と次世代「ひまわり」―の運用

が開始される予定であり，これらを現在の衛星観測システムに導入することにより，観測能力の各段

の向上を図る．GCOM-C1は JAXAの気候変動観測衛星で，新センサー SGLIが搭載されており，分解

能が現在主力のMODISの 1kmら 250mに向上する．SGLIデータを観測システムに組込むことで，リ

アルタイムで火口位置や噴出物分布域等を知ることが可能となる．同時に，Webベースのシミュレー

ションツール（溶岩流，火砕流等）を開発し，SGLIの観測結果と同サイトに置くことで，現地－東

アジア各地を含む－で，噴火状況に応じて災害域の予測を，直接かつ即時できるようにする．次世代

「ひまわり」も赤外バンドが分解能 2km，観測頻度 10分毎となり，噴煙や爆発的噴火の発生状況等に

関する観測精度が格段に向上する．さらに，ALOS-2等に小型赤外カメラ（CIRC等）が搭載され，こ

れらの火山観測への応用について JAXA/EORCと共同で検討を進める．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　衛星赤外画像による東アジア活火山リアルタイム観測・情報発信システムを引き続き運用し，噴火

データの収集と解析を進めると共に，観測システムの高度化を図る．

　研究は以下のように進める．平成 26-27年度: 新衛星 GCOM-C1/SGLI，次世代「ひまわり」画像解

析ルーチンを開発し，システムへの組み込みを実施する．これにより，リアルタイムで細かな噴火情

報の収集が可能となる．得られたデータはアーカイブシステムに蓄積する.また，衛星搭載赤外カメラ

の利用検討を行う．平成 28年度: 性質の異なる複数のインデックス－熱異常の強さや規模，噴煙の状

況－をパラレルタイムラインチャートとしてプロットし，時間変化パターンや相互関係から噴火推移

を多元的に推定する方法の開発を進める．平成 29-30年度: Webベースの火砕流・溶岩流のシミュレー

ションツールを作成しシステムに組込む．また，アーカイブを含め噴火データをパラレルタイムライ

ンチャート等により解析すると共に，噴火推移の類型化研究を進める．結果は関連データと併せデー

タベース化し，Web上で公開する．国内噴火等観測データが豊富な事例を使って，マグマシステムと

の関係など推移の違いを生む原因の検討を行う．なお，噴火が発生した場合はデータ収集のため，必

要に応じて現地調査を実施する．

（８）平成 27年度の成果の概要：
　本年度は，「ひまわり 8号の AHI (Advanced Himawari Imager)画像を利用したリアルタイム観測シス

テムのプロトタイプの開発」および「複数衛星データによるインドネシア，ラング火山 2015年噴火推

移の解析」の２つに取組んだ．

１．「ひまわり 8号の AHI (Advanced Himawari Imager)画像を利用したリアルタイム観測システムのプ

ロトタイプの開発」

　2014年 11月にひわまり 8号が打ち上げられ，翌年 7月よりその AHI画像の公開が始まった．AHI

には 1.6um，2.3um，3.9um，11um，12um等火山の赤外観測によく利用される波長域のチャンネルが

搭載されている．これらの画像の分解能は 2?と，先代のMTSATの 4?から大きく改善されている．こ

のため，噴煙の観測だけではなく，噴火規模によっては熱異常の観測にも適用できる．また，観測頻

度についても 10分毎と大幅な向上が図られており，従来にない超高頻度で噴火推移観測を行うことが

可能となる．ひまわり 8号は高度 3万 6千 km，東経 140.7度の赤道上の静止軌道にあり，火山を高高

度かつ常に同じ位置から観測をすることができ，火口内熱源等の観測に有利である．火山の噴火推移

は短時間でダイナミックに変化する現象を含むことがあり，ひまわり 8号 AHIによる超高頻度赤外観

測を実現することで，これまでにない現象の発見や観測方法の開発に結び付られる可能性がある．

　本年はひわまり 8号 AHI画像を 10分毎に処理し，東アジア 148活火山のデータをリアルタイム観



測するシステムのプロトタイプの開発を進めた．AHIデータは，通信情報機構（NICT）の NICTサイ

エンスクラウドから 10分毎にダウンロードし，逐次処理を行っている．処理ルーチンでは，輝度補正，

幾何補正を行った後，1.6um，2.3um，3.9um，11um，12umの画像について，対象とする火山を中心と

する 101画素× 101画素の領域を切り出し保存する．同時に，この各火山の画像から火口付近で最高

値を示す画素を抽出し，その輝度温度の時間変化を示すチャートを作成する．これらの画像，チャー

トをリアルタイム，アーカイブを含め，Webベースで閲覧，取り出しができる機能を付加した．

２．「複数衛星データによるインドネシア，ラング火山 2015年噴火推移の解析」

　我 は々リアルタイム観測システムを，衛星の世代交代や新規衛星の投入に対応して従来の「MODIS」＋

「ひまわり 6号，7号/MTSAT」によるシステムから，「GCOM-C/SGLI」＋「ひまわり 8号/AHI」を中

心とするシステムへと移行を進めている．また，噴火推移の解析については後者に「高分解能画像」を

加え，空間分解能 50?，時間分解能 10分レベルでの観測の実現とその解析方法の高度化に取り組んで

いる．2015年 6月インドネシアのラウン火山で比較的大きな噴火が発生した（2015年夏期噴火と仮

称）．これを例として，「ひまわり 8号/AHI」＋「高分解能画像」＋「VIIRS(GCOM-C/SGLIの代替)」

を用いた推移解析の可能性の検討を行った．VIIRS，SGLI画像は，中分解能（250m，380m），中観測

頻度（1-2日毎）で，高分解能画像（空間分解能 50?）と AHIの超高頻度画像（10分毎）の間のギャッ

プを埋めることができ，本システムでは主に溶岩流の拡大状況のモニタリング等に利用することを想

定している．

　ラウン火山はインドネシア，ジャワ島の東端部に位置する標高 3332mの大型成層火山で，山頂部に

直径約 2?のカルデラがある．本火山は有史以来 50回を超える噴火がある等，インドネシアで最も活

発な火山の一つとされている．2015年夏期噴火に先行して，2014年から 2015年 1月にかけて小規模

な活動があった．ラウン火山のカルデラは地形的に三宅島の 2000年カルデラに酷似しており，今後の

三宅島の活動の特徴を探る上でも重要と考えられる．

　本解析では高分解能画像として，Landsat-8 /OLI，SPOT6/7，WorldView-1/2/3，GeoEye-1等を利用し

た．後者２つはパンクロマティックバンドの分解能が 50?程度と極めて高く，航空機による空中写真と

同等の分解能をもつ．ラウン火山のカルデラ底の直径は 1500mで，噴火前の画像では中心やや東側に

基部直径 600m，比高 50mの火砕丘が認められる．この火砕丘には直径 500mの火口があり，2014-15

年の活動による溶岩が，この北側から北北西に向かって流れて出ている（噴出は 1月と推定される）．

2015年夏期噴火は 同年 6月下旬に始まり，まず地形的に低いカルデラ底南西部に溶岩が流れ込んだ

（6月 25日 Landsat-8/OLI）．溶岩流の流入域は次第に東から北側へと移り，7月 8日の画像（SPOT6)

では，カルデラ底の 2/3程度の領域が溶岩に被覆されているのが確認される．溶岩の噴出と並行して

火砕丘も高さを増した．この後，地形的に高い東側にも溶岩が流入すると同時に，溶岩層全体の厚さ

が増し，部分的に露出していた 2015年 1月溶岩も完全に新しい溶岩中に埋没した．8月 6日の画像で

は，弓状の皺をもつ溶岩が，新しい溶岩の上を北側に広がると同時に，東側にも回り込み，カルデラ

底東部も埋め尽くしたことが確認される．この後，活動は急速に低下し， 8月 23日には噴煙も含め活

動はほとんど見られなくなった．また，8月 12日と 23日の間に，火砕丘の北側が陥没したことが確

認される．これはマグマのドレインバックによると考えられる．ラウン火山 2015年夏期噴火は，現地

情報及びこれらの画像解析から，ストロンボリ式噴泉を伴う溶岩流噴出中心の活動であったと考えら

れる．SRTMの地形データとの比較から，総噴出量は 5.3× 107 m3，平均噴出率は 9.5× 105 m3/day

と概算できる（平均層厚 30m）．この噴出量は西之島の 1/3程度であるが，平均噴出率は 5倍近くに

及ぶ．この噴火で発生した溶岩は基本的には simple flowに近く，compound flowは周辺部に限られる．

このことは溶岩の粘性に加え，高い噴出率に関係があるのかもしれない．

　ひまわり8号AHI画像については，6月1日から 8月31日までの 3か月間，10分毎の画像（1.6um,2.3um,

3.9um, 11um, 12um）約 12,000シーンの解析を行った．解析は各チャンネルで山頂部周辺で最高の輝

度温度を示す画素を抽出し，その時間変化を検討した．まず，夜間データを利用して３ヶ月間の長期

的変動を見た．この結果，活動は活動低下期を挟んで２つの活動パルス，Pulse1，Pulse2に分けられ

ることがわかった．Pulse1は 6月 20日から 8月 1日， Pulse2は 8月 1日から 8月 7日まで続く．10



分ごとの AHIデータから，Pluse1の活動は 6月 20日の 4時 30分（UTC）頃始まったと推定される．

また，Pulse2の始まりを示す急激な熱異常レベルの上昇は，8月 1日の 21時 10分頃始まったが，そ

れに 4～5時間先行して小さな熱異常のイベント（噴気活動の活発化？）が認められる．これは再活発

化の予兆として重要と考えられる．Pulse1，Pulse2を通じて活動は変動が少なく一定レベルの熱異常

が長期に渡って続いている．これはマグマが連続的に一定の割合でコンスタントに噴出していること

を示すと考えられる．このような特徴はストロンボリ式噴火を伴う溶岩流噴出を中心とした活動に特

有の性質かもしれない．

GCOM-C／ SGLIの打ち上げは 2016年末の予定であり，現在はまだその画像を利用することはでき

ない．そのため代替として分解能が近い NPOESS VIRRSのデータを利用して，その機能と役割の確

認を進めた．ここでは，カルデラ底で溶岩の被覆域が拡大している期間にについて，VIIRS画像で確

認を行った（本年度は 11umの画像のみ処理）．この結果，カルデラ底で発生した熱異常域が毎日少し

ずつ拡大して行く様子を実際に捉えることができ，その有効性を確認することができた．SGLIの分解

能は 250mと VIIRSの 380mに比べて高く，この利用によりより詳しい状況の観察が可能になると期

待される．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　H28年度は，ひまわり 8号/AHI画像のシステムの改良を進め，現在のプロトタイプを基に観測結果

の一般公開用のシステムを構築する．また，2016年 12月頃 GCOM-Cが打ち上げが予定されており，

この後の SGLIの calibration/validationの期間に，JAXA/EORCと共同でデータ転送ルーチンのチェッ

クを行う．同時に，SGLIのシステムの運用に向けた改良とサーバシステムの運用準備を進める．一方

で，ラング火山に加え，東アジア域内の他の噴火事例についても，「ひまわり 8号/AHI」＋「高分解能

画像」＋「GCOM-C/SGLI」を用いた推移解析重ねると共に，本研究で考案した複数衛星データによ

る解析アプローチの高度化を進める．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
担当者：東京大学地震研究所 　金子隆之

分担者： 　〃 　　　　　　　　安田 　敦

他機関との共同研究の有無：有

JAXA/EORC（GCOM-C/SGLI，ALOS-2/CIRCデータの利用について）

ロンドン大学キングスカレッジ（データ解析について）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：金子隆之 　

所属：東京大学地震研究所
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課題番号：1521

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

海底での地震・地殻変動観測に向けた観測技術の高度化

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

(3)先行現象に基づく地震活動予測

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　地震予知の基礎的観測研究を行う上で、海洋プレートの沈み込み帯でのプレート境界地震及びスロー

スリップイベントが繰り返し発生している場の直上である海底での、地震・地殻変動観測は重要であ

る。陸域と同等な観測をこの海底で実現させるという基本的観点から、これまでにも長期高密度な機

動的地震観測、機動的強震観測、機動的で長期の広帯域地震観測、新方式のケーブルシステムによる

定常的地震観測、などをこの 10数年で実現させてきた。海域での地震・地殻変動観測をより高度化さ

せるため、陸上と同等な広帯域地震観測を海域で機動的に行う技術開発、超深海域での機動的地震観

測の実用化、海底面での機動的な水圧 (上下変動)観測と傾斜観測の面的展開技術の実用化、および定

常的な海域観測網の高度化、などを今後の技術開発の課題として取り組む。

　これらの観測技術開発を進展させることで、研究基盤の整備を目指す。その結果として、海域での

地震・測地観測の高度化を図り、プレート境界の地震発生帯その場でのモニタリングを可能とさせて、

今後の地震発生の予測へ貢献する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本研究課題では、明確な年度計画は設定せず、後述の開発項目のうち予算的裏付けと試験観測が可

能となったものを順次進めて行く。その理由として、これらの機器開発の予算はその大部分を科学研



究費や運営費交付金 (地震研内のセンター経費・所長裁量経費など )で賄っていること、及び試験観測

には研究船利用 (潜水艇も含む)が必要であり、その実行には不確定要素が多いためである。

　機動的観測での主たる開発項目は、

・次世代型広帯域海底地震計の自律展開設置・自己浮上回収方式への機能高度化、

・超深海域で長期 (広帯域)地震観測の実用化、

・面的展開が可能な海底面での傾斜観測の実用化、

・長期安定した精密水圧観測への観測手法と次世代圧力センサーの開発、

とする。一方、定常的観測としては、

・高信頼性を保ちつつ、対費用効果をあげるケーブルシステムと海底孔内観測システムの統合的開発、

・研究の進展に伴い観測を高度化できる、また、大規模展開に適したケーブルシステムの開発、

・機動的観測を視野に入れたケーブルシステムの開発、

・GPS/A等の地殻変動観測への拡張、

を開発項目とする。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　機動的観測での開発に関しては、(a)海底面での広帯域地震・傾斜同時観測、および (b)次世代型広

帯域海底地震計の自律動作への機能高度化、を進めた。(a)は 2013～2014年の房総沖での試験観測に

より、スロースリップイベントを捉えることに成功したが、傾斜計測の長期安定性および環境温度と

の関連性には確認すべき点が残っていた。これらを評価するため、2015年 7月に前回と同じ房総沖の

地点 (水深 1200m)に、加えて 9月には宮城沖日本海溝陸側斜面の地点 (水深 5400m)において各 1台の

BBOBST-NXを設置し、2年間の試験観測を開始した (図 1)。後者は特別推進研究 (代表:日野亮太)の観

測研究の一環である。これら 2台には環境温度を計測するための自記型水中温度計を取り付けている。

(b)については、このテーマでの科研費 (基盤A)が採択されたことで、今年度から開発研究を本格的に

開始した。現在は無人潜水艇 (ROV)で運用している BBOBS-NX（BBOBST-NX）の設置時の展開作業

と回収作業を、図 2に示すように自律動作させる必要がある。そのための制御を司る 2段動作の機械

式トランスポンダー装置を開発中である。この装置の基本構造は、2013年に設置した新型超深海用海

底地震計 (NUDOBS)の開発時に製作したものと同じであり、今年度内には完成する見込みである。ま

た、この数年間に自由落下投入した BBOBS-NXの着底時の傾斜が、使用している広帯域地震センサー

の正常動作許容範囲 (± 8度)を越える問題が約半数で発生した。これまでは ROVによって展開作業

時に傾斜を補正していたが、自律動作させるには許容範囲内の傾斜で着底するような対策が必要であ

る。その前に知る必要があるのは、この傾斜がどの時点・事由で発生しているのか確認出来ていない

ことで、着底直前の落下姿勢もしくは海底面への貫入時に受ける抵抗の不均質などのどれなのか、と

いうことである。これを観察するため、(a)の BBOBST-NX投入時に一時的に取り付け、ROVでの展

開作業時に回収可能なビデオカメラと加速度ロガーを開発し、9月の設置時に観察を実施した (図 3)。

自由落下での降下速度が毎分 92mと速いため、傾斜発生の過程を画像から確認するのは困難であった

が、傾斜変化の経過は加速度ロガーにより無事に記録された。図 4は貫入前後 1分間の BBOBST-NX

全体 (センサー部と記録部は一体化中)の傾斜変化 (水平 2軸)で、降下中は± 10度以上の幅で周期的

に揺れていること、海底面へ貫入直前の傾斜が着底後に保存されているように見えること、が分かる。

NUDOBSの試験観測時 (2012年)にも着底までの傾斜変化記録を得ているが、降下中の傾斜変化幅は

± 2度程度で周期も長かった。まだ 1観察例しか無いが、全体構造の形状や重心位置を見直すことで、

降下中の傾斜変化幅を低減し、着底時の傾斜を広帯域地震センサーの許容範囲内に収められる可能性

があると考えている。加えて、この傾斜発生への対策とも関連するが、最近開発された水晶発振方式

加速度センサーの長周期帯域での性能評価を、広帯域地震センサーとの陸上での比較試験観測により

現在実施している。無方位のジオフォンと組み合わせることで、小型化が必須な超深海用 (広帯域)海

底地震計などへの適用を検討している。

　定常的な海域観測網の高度化については、東京大学地震研究所により、1996年に岩手県釜石沖に設



置され、平成 23年東北地方太平洋沖地震の津波により被災し、観測が中断していた三陸沖海底光ケー

ブル式地震津波観測システムの復旧を、引き続き行った。この一環として、対象領域での観測継続のた

めに、新規開発したケーブルシステムの敷設を実施した。新規に開発したケーブルシステムは、イン

ターネット技術を用いた通信回線の冗長化による観測の信頼性の向上、最新半導体技術を用いた観測

装置の小型化などが特徴である。今回設置した新規開発システムは、観測ノード 3台が、一本のケー

ブルで接続されており、ケーブルの一端を既設システムの陸上局に陸揚げした。海底ケーブルの全長

は 105kmである。観測ノードは 30 kmまたは 40kmの間隔に接続されている。観測ノード 3台のうち、

陸側に近い 2台（YOB1、YOB2）は、地震計と水圧計を搭載している。先端の 1台は、地震計と PoE

I/Fを搭載している（YOB3）。設置の際には、デジタル出力型水圧計を取り付けた（図 5）。観測点配置

は、既設システムおよび日本海溝地震津波観測網の観測点位置を考慮して、決定した。設置は、通信

用海底ケーブル設置に用いられている海底ケーブル敷設船を利用した。ケーブル敷設船は、まず、釜

石市の陸上局に、海底ケーブルの一端を直接陸揚げした後、沖に向かって、ケーブルを敷設した（図

6）。設置完了後から、陸上局へのデータ伝送を開始した。陸上局から VPN回線により、リアルタイム

のデータ伝送を行っている。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
H. Shiobara, M. Shinohara, H. Sugioka and A. Ito, NX-2G : autonomous BBOBS-NX for a highly mobile

broadband seismic and tilt observation at the seafloor, MTS/IEEE OCEANS’15, National Harbor, MD,

USA, Oct. 22, 2015, 931.

塩原肇・篠原雅尚・杉岡裕子・伊藤亜妃、自律動作の高性能広帯域海底地震計開発計画:NX2G、日本

地震学会 2015年度秋季大会、神戸市、神戸国際会議場、2015年 10月 26日、S02-07.

篠原雅尚・山田知朗・酒井慎一・塩原肇・金沢敏彦、ICTを用いた新規開発光海底ケーブル式地震津

波観測システムの三陸沖への設置、海洋調査技術学会第 27回研究成果発表会、東京（日本）、11

月 12日、3、2015.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　機動的観測での開発に関しては、科研費 (基盤 A)で行う BBOBS-NXの自律動作方式への機能高度

化を中心として進める。図 2に示した 3つの状態を制御する機構を完成させると共に、設置時の降下

姿勢を安定化する全体構造を検討し、実海域での動作の実証試験を計画している。また、超深海用海

底地震計の実現に向けたセンサーとレコーダーなどの開発も併行して進める。また、今年度 2地点で

開始した BBOBST-NXによる 2年間の長期観測で ROVによる回収を平成 29年度に行うための利用機

会確保に向け、関連する研究者と共に検討・申請を行う。

　定常的な海域観測網の高度化については、復旧した既設の三陸沖海底光ケーブル式地震津波観測シ

ステムおよび新規に設置した新規開発観測システムの両方を用いた併行観測を継続し、システムの保

守および、観測システム、特に陸上部の改良を実施する。また、新規開発システムについては、得ら

れたデータを用いた観測システムの評価も実施する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
塩原肇・篠原雅尚・望月公廣・山田知朗・一瀬建日

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：



（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：塩原 　肇 　

所属：東京大学 　地震研究所 　海半球観測研究センター

図 1 　海底面での広帯域地震・傾斜変動同時観測の機器設置位置
(左)2015年 7月の「なつしま・ハイパードルフィン」航海で、KAP3地点に新型海底広帯域地震・傾斜計 (BBOBST-
NX)を設置し、2年間の観測を開始した。(右)2015年 9月の「かいれい・かいこうMk-IV」航海では、AOA40地
点に BBOBST-NXを設置すると共に、着底時の傾斜発生の原因調査を実施した。

図 2 　自律動作方式の次期 BBOBS-NXの動作概念図
現在の BBOBST-NXでは、自由落下による投入後に、無人潜水艇によって、センサー部上から記録部を展開する
作業を行った後に観測状態へと入り、回収作業も無人潜水艇で行っている。自律動作方式にするためには、着底・

観測・回収の 3つの状態を制御する 2段階の遷移動作を必要とする。なお、観測中にセンサー部と他の部分との
機械的結合 (部品および海底経由)が弱ければ観測記録への影響を生じないことを、2012年の試験観測で確認して
いる。



図 3 　BBOBST-NXに取り付けたビデオカメラと加速度ロガー
BBOBS-NXの着底時に傾斜する原因・時点を観察するため、小型・自記型のビデオカメラと加速度ロガーを独自
に開発した。9月の BBOBST-NX設置前の写真を示す。ビデオカメラには小型のアクションカメラ、LEDとリチ
ウム 1次電池を内蔵し、5時間程度の連続撮影が可能である。

図 4 　海底面へ貫入する前後 1分間の BBOBST-NX全体の傾斜変化
加速度ロガーの記録 (フルスケール± 16g、400Hzサンプリング)から得た、BBOBST-NXの降下中から着底直後
まで 1分間の水平 2軸傾斜変化 (青と緑のグラフ)の記録。降下中の± 10度を超える約 3秒周期の傾斜変化は、海
面での投入直後からほぼ一定であった。着底後の傾斜は、海底への貫入直前の姿勢 (傾斜)を保存しているように
見られる。なお、着底時の最大加速度は 2.2g程度であった。



図 5 　設置したシステムの観測ノード
通信システムで用いられる中継器の耐圧容器を用いた。PoE I/F搭載型観測ノードは、水中ロボットが、水中脱着
コネクタを取り扱えるように、海底での姿勢を安定させるフレームが、耐圧容器の外側に取り付けられる。

図 6 　設置した更新システムのルート図
日本海溝地震津波観測網 (紫色)と既存システム (黒線)の観測点配置を考慮して、新規開発ケーブル観測システム
(赤線)を設置した。新規開発ケーブル観測システムの陸上局は、既設システムの陸上局と共用である。



平成 27年度年次報告

課題番号：1522

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

光技術を利用した大深度ボアホール用地震地殻変動観測装置の開発

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　断層すべりや応力場など地殻内で起こっている現象を観測結果に基づき定量的に理解するためには、

地下深部や断層近傍における観測手法の確立が不可欠である。地下深部の高温環境においても動作し、

地殻活動にともなう地動変位を正確にとらえることのできる方法として、「地震及び火山噴火予知のた

めの観測研究計画」では光技術を利用した広帯域地震計・傾斜計の開発を行った。この技術を高度化

し、ボアホール内での試験観測を通じて、大深度における地殻活動の観測技術を確立し、地震の予測

を行うための基礎観測データを提供する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」で開発された地震計・傾斜計に歪計・温度計を加

え、５年程度の期間で光ベースの大深度ボアホール用地震地殻変動観測装置の開発を行う。

平成２６年度においては、現状の高温対応地震計・傾斜計をボアホール型に改良する。

平成２７年度においては、ボアホール型地震計・傾斜計の高温試験および試験観測を実施する。

平成２８年度においては、さらに光ファイバー式温度計・歪計を組み込む。

平成２９年度においては、上記を統合し、光ベースの大深度ボアホール用観測装置を試作する。

平成３０年度においては、既存の大深度ボアホールを利用し、観測を実施する（１年程度）。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」において、レーザー技術を利用した広帯域地震計

および傾斜計が開発された。変位センサーとしてレーザー干渉計を用いたものを製作し、所期の高い

検出性能を確認した。また、レーザー干渉計の高温試験を実施し、少なくとも 290℃までの高温環境

下で使用可能であることがわかった。



　前年度の高温用水平動地震計の 200℃環境での温度試験の結果を受けて、今年度は高温での安定動

作および高精度化を目指し、レーザー干渉計部分のさらなる高温での試験を実施した（図１）。レー

ザー干渉計の光学素子を保持するバネ材として、「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」での

試験ではベリリウム銅を用いており 290℃付近で熱変形が発生し干渉縞が消失したが、高温用バネ材

であるインコネルに替えて同様の試験を行った（図２）。その結果、試験装置の高温限界である 340℃

においても干渉縞が確認できた（図３）。また、インコネルの熱変形もみられなかった。300℃以上の

高温環境で干渉計を構成できる見込みが得られ、またこの結果からインコネルは高温用地震計や傾斜

計のヒンジ材としても使用できると考えられる。次年度に実際に装置に組み込み温度試験を実施する

予定である。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
新谷昌人,共同プロジェクト研究「光ファイバーネットワークを利用した地震・津波・地殻変動の面的

な計測技術に関する研究」,東北大学電気通信研究所研究活動報告, 21, 252-254, 2015.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　平成 28年度においては、高温ボアホール型地震計・傾斜計の開発を継続し、温度計・歪計とともに

試験観測を実施する予定である。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
新谷昌人、高森昭光

他機関との共同研究の有無：有

海洋研究開発機構 　荒木英一郎ほか１名、宇宙科学研究所 　白石浩章ほか１名、東北大学 　中沢正

隆ほか２名

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：新谷昌人 　

所属：東京大学地震研究所



図１ 　レーザー干渉計の高温試験装置

　レーザー光源部分が手前の円筒容器内に、奥の真空槽内に高温部・干渉計が収納され、光ファイバーを通じて

光源・干渉信号が導入・導出される

図２ 　高温用に改良したレーザー干渉計

　光学素子を保持するバネ材としてインコネルを用いた



図３ 　光学素子の保持材としてインコネルを使用したレーザー干渉計の高温試験の結果

　温度変化に伴う軸ずれによる干渉振幅の変化が認められるが、試験装置の高温限界である 340℃まで干渉縞が
確認できる



平成 27年度年次報告

課題番号：1523

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

素粒子ミューオンを用いた火山透視技術の可用化プロジェクト

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　低雑音型ミューオン検出器として、すでに実績が上がっているカロリメータ方式の装置の可用性を

以下の項目を開発することで、大幅に向上させる。（１）装置のモジュール化、マニュアル化、（２）

自動解析ハードウェアの開発、（３）取得したデータの自動解析ソフトウェアおよびイメージャーの開

発。“ユーザー”から”プロバイダ ”へのフィードバックを促し、火山学者が必要とするミューオン

検出器を実用化する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　1年目においてはミュオグラフィ自動解析アルゴリズム、自動画像生成アルゴリズムを完成させる。

2年目においてはミュオグラフィ自動解析、自動画像生成ソフトウェアを完成させる。3年目において

は活動的火山におけるミュオグラフィ長期観測点へのカロリメータ方式の導入・観測開始を行う。4年

目においては火山学者によるミュオグラフィ測定装置の運用開始及び、開発者へのフィードバック。ソ

フトウェアの改良を行う。5年目においては４年目までの運用実績をもとに、最適化を行い火山学者



による観測を実現し、ミュオグラフィ装置の実用化を実現するとともに、ミュオグラフデータベース

を構築する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
下記の項目において、ミュオグラフィ自動解析、自動画像生成ソフトウェアを完成させた。（１）ミュ

オン飛跡が記録された時刻、検出器内においてミュオンが通過したＸＹ座標を CSV形式のファイル

フォーマットで自動的に出力する、ミュオン飛跡情報出力ソフトウェア。（２）トラッキング（ミュオ

ン飛跡の決定）に必要な検出器および反応点数を入力することで、飛跡の直線性判定を行い、あらか

じめ定義された方位角φ、仰角θのビン幅の角度空間に、ヒストグラム（ミュオグラム）を自動的に

生成するソフトウェア。ミュオグラムを Gnu-Plotなどのグラフ作成ツールに入力することで画像が生

成される。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
T. Kusagaya and H. K. M. Tanaka, Development of the very long-range cosmic-ray muon radiographic imag-

ing technique to explore the internal structure of an erupting volcano, Shinmoe-dake, Japan, Geosci.

Instrum. Method. Data Syst., 4, 215-226, 2015.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 28年度は、活動的火山におけるミュオグラフィ長期観測点へのカロリメータ方式の導入・観測を

行い、27年度までに作成したミュオグラフィ自動解析、自動画像生成ソフトウェアの実証試験を行う。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東京大学（地震研究所）

他機関との共同研究の有無：有

高エネルギー加速器研究機構（素粒子原子核研究所）

北海道大学（院理・地震火山研究観測センター）

名古屋大学（院理・物理学専攻）

産業技術総合研究所（活断層・火山研究部門）

京都大学（防災研究所）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：田中宏幸 　

所属：東京大学地震研究所



図１.ミュオグラム自動生成ソフトウェア
外部から与えるトリガー条件から自動的に生成されるミュオンの反応点データ（Tracking Data）から、初期条件を
入力することにより、自動的に飛跡解析を行い、外部から指定する、方位角、仰角のビン幅で示されたミュオグラ

ム（ミュオンカウントのヒストグラム）を生成する。



平成 27年度年次報告

課題番号：1524

（１）実施機関名：

東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

日・米・NZ国際協力によるスロースリップでのプレート境界面断層滑りメカニズムの解明

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(6)国際共同研究・国際協力

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

(4)地震現象のモデル化

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　地震活動やスロースリップなど，プレート境界における多様な滑り運動を詳細に把握し，プレート

境界の形状や物性などの構造的要因との関係を明らかにすることは，地震発生メカニズムや断層破壊

過程の理解に重要な貢献をなす．ニュージーランド北島では陸上地震観測網に加えて，近年GPS観測

網が整備され，東海岸沖合いのヒクランギ沈み込み帯における通常の地震活動に加え，プレート間固

着強度分布や，スロースリップの発生が明らかとなってきた．特に本研究の対象地域であるヒクラン



ギ沈み込み帯北部では，～2年周期でスロースリップが発生しており，過去にはM7級津波地震による

被害も受けている．太平洋プレートの沈み込みが浅いため，地震波構造調査によって海山の沈み込み

など詳細なプレート境界周辺の形状や反射強度が得られており，断層すべり運動とプレート境界の構

造的要因との関係について議論を行う上で，世界的に最適な場所である．

　海底下深度掘削によって実際にプレート境界面周辺物質までを取得し，沈み込みに伴う脱水反応過程

や水の流路，およびその低周波イベントとの関係を明らかにすることを目的とした国際共同研究を計

画している．国際共同研究の枠組みの中で，日本の得意とする地震・海底地殻変動観測を，日・ニュー

ジーランド・米の共同で多点展開することによって行い，ヒクランギ沈み込み帯で発生するスロース

リップ，およびそれに伴う多様な地震活動の推移を詳細に把握する．ここで得られた結果と地震波構

造断面と比較することによって，多様な断層滑り現象とプレート境界面周辺の構造的要因との関係を

解明する．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　ヒクランギ沈み込み帯では，～2年周期でスロースリップが発生しているが，このうち～6年に一度

程度の周期で大規模なイベントが起こっている．海底地震計や海底圧力計を用いて，海域においてこ

のスロースリップおよびそれに付随する地震活動をとらえ，プレート境界の性質と運動の関係につい

て解明を目指す．そのために我々は，日・米合わせて 10台の海底地震・圧力計，5台の海底地震計お

よび 17台の海底圧力計を用いて，大規模なスロースリップの滑り過程の全体像をとらえることを目的

とした観測を，2014年 5月から 1年間に渡り行うことを計画している．この観測で得られたデータに

ついて，日・NZ・米の共同で多面的な解析をし，議論・検証を行う．この 3カ国共同観測後にも，複

数回のスロースリップを観測することを目的として，本研究計画による海域観測を続け，プレート境

界運動の詳細を把握する．

（平成 26年度）

・日・ニュージーランド・米共同による海底地震観測および海底圧力計を用いた海底上下変動観測を

開始する．

・東京大学地震研究所では，2012年 4月から 2013年 3月までの期間，同海域で 4台の海底地震計を

用いたパイロット観測を行った．観測期間中に観測網の南方で発生した比較的大きなスロースリップ

について，その滑り過程を国際共同研究者が解析中である．スロースリップと地震活動との関係を把

握するために，海底地震観測記録の解析を進める．

・2013年 3月に設置した東北大学の海底圧力計 4台の回収を行う．観測期間中の 2013年 7月に，少

～中規模のスロースリップが発生した．このイベントにおけるプレート境界滑り分布について，解析

を始める．

（平成 27年度）

・日・ニュージーランド・米による海底多点観測網の回収を行い，解析を開始する．

・東北大学の海底圧力計については，回収後再設置を行い，引き続き観測を行う．

・これまでに得られた海底地震計，および海底圧力計の記録の解析を進める．

（平成 28～29年度）

・東北大学の海底圧力計の回収・再設置を行い，引き続き観測を行う．

・海底地震計のデータと陸上観測網のデータを合わせて解析し，地震活動やスロースリップに付随す

る低周波イベントの同定，および震源の決定を行う．

・震源決定の精度を上げるため，海域下の地震波速度構造モデルの改善を行う．

・震源メカニズムの決定を行う．

（平成 30年度）

・東北大学の海底圧力計の回収を行う．

・精度よく決定された地震や低周波イベントの震源および震源メカニズムと地震波反射断面との比較

を行い，構造的要因との関係について検討を行う．



・日・ニュージーランド・米共同研究者によるワークショップを行い，結果のとりまとめに向けた検討

を行う．

（８）平成 27年度の成果の概要：
2014年 5月 10日から 19日にかけて，ニュージーランドの共同研究機関であるNIWA（National Institute

of Water and Atmospheric Ressearch）の研究船 R/V Tangaroaを用いて，日・NZ・米 3か国共同の研究

航海を行い，本計画で予定していた通り，ニュージーランド北島 Gisborne沖合のヒクランギ沈み込み

帯に，海底地球物理観測機器を設置した（図 1）．その内訳は，東京大学地震研究所の海底地震計（1

Hz計）5台，海底圧力計 3台，東北大学の海底圧力計 4台，海洋研究開発機構の海底電位差計 3台，

ラモント・ドハティー研究所の広帯域海底地震計 10台，海底圧力計 5台，およびテキサス大学の海底

圧力計 5台の総計 35台（海底地震計 15台，海底圧力計 27台，海底電位差計 3台）である．1年強の

海底での観測の後，2015年 6月 20日から 30日にかけて，スクリップス海洋研究所（アメリカ）の研

究船 R/V Roger Revelleを用いた RR1509航海において，2014年 5月に設置した 35台の海底観測機器

の回収を行った．海底電位差計１台を除き，それ以外の 34台の回収に成功した．これらの回収した観

測機器の記録について，直ちに一次評価を行った．その結果，海底圧力計 4台についてはセンサーの

稼働状況に問題があり，記録の取得に失敗した（図 2中，黒丸観測点）．またラモント・ドハティー研

究所の海底地震・圧力計では，地震計に装備されている時計のデータに問題があることが判明し，現

在その修正を行っているところである．したがって回収後には，主として海底圧力計の記録について

解析を進めてきた．

一方，本航海の期間中には，来年度までの継続観測として海底圧力計 4台を再設置するとともに，新

たに GPS／音響測距結合方式による海底地殻変動観測を開始した（図 3）．

2000年ころよりNZ北島におけるGPS観測網が整備され，それによって Gisborne沖合において約 2年

の決まった周期でスロースリップが発生していることが分かっている．本観測期間中の 2014年 9月か

ら 10月にかけて，これまでに観測されている中で 2番目に大きい規模のスロースリップが発生し（図

2右上図），本海域観測網はこのスロースリップの観測に成功した．現在も詳しい解析を進めている

ところであるが，暫定的な結果を見ると，スロースリップの滑り領域はほぼ観測網の海側全域を覆う

ように発生しており，また一部，北東側に飛んだ場所で滑りが起こっている．この境界部分には，こ

れまでに行われている人工震源地震波構造調査で，海山が沈み込んでいることが明らかとなっており

（図 4），プレート境界の構造がスロースリップにおけるプレート境界面上の滑り運動に影響を与えて

いる可能性があることがわかった．昨年度までに我々が 2012年から 2013年に行った海域地震観測か

ら本海域周辺における地震活動分布を得ており（図 4），それと比較すると，本海域下での地震活動は

まさしくプレート境界面の凹凸形状に従った分布を示していることが明らかとなっている．これらの

結果と地震波反射断面から推測されるプレート境界面の形状や物性との比較検討を進めることによっ

て，境界面上の滑り運動の物理モデル構築に貢献できると期待される．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
特になし

（10）平成 28年度実施計画の概要：
2016年6月にニュージーランドの共同研究機関であるNIWA（National Institute of Water and Atmospheric

Ressearch）の研究船R/V Tangaroaを用いて，2015年 6月に設置した海底圧力計 4台の回収を行う．さ

らに，新たに開始した GPS／音響測距結合方式による海底地殻変動観測も継続して行う．

2014年 5月から 2015年 6月にかけて観測された海底地震計のデータ解析については，日・NZ・米 3か

国共同研究機関で解析を進め，地震活動の推移，スロースリップに伴う地震活動の検出，また地震波

異方性速度の変化の検出などを行う．スロースリップに伴うと考えられる低周波微動についても，そ

の検出を試みる．



ニュージーランドの共同研究機関である GNS Scienceおよび Victoria Univeresityの研究者が，2016年

9月から 3～4か月の予定で東京大学地震研究所に滞在する．滞在期間中には，これまでに本海域で行っ

てきた観測について，その解析の途中結果をもちより，今後の解析方針などについて議論を行う．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
望月公廣・篠原雅尚・山田知朗・塩原肇・小原一成

他機関との共同研究の有無：有

伊藤喜宏（京都大学防災研究所）、日野亮太・木戸元之（東北大学災害科学国際研究所）

Stuart Henrys・Stephen Bannister・Bill Fry・Charles Williams（GNS Science, NZ）Phil Barnes（NIWA,

NZ）

Laura Wallace（UTIG, USA）

Susan Schwartz（UCSC, USA）

Spahr Webb（LDEO, USA）

Anne Sheehan（University of Colorado at Boulder, USA）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学地震研究所

電話：03-5841-5712

e-mail：yotikikaku@eri.u-tokyo.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：望月 　公廣 　

所属：東京大学地震研究所 　地震予知研究センター



図 1 　日・NZ・米共同海域観測（HOBITSS）の観測網
平成 26 年 5 月 10 日～19 日にかけて，NZの研究機関である NIWA(National Institute of Water and Atmospheric
Research)の観測船 R/V Tangaroaを使用して行った研究航海で設置した観測機器の観測点．本航海では東京大学
地震研究所の海底地震計 5台，海底圧力計 3台，東北大学の海底圧力計 4台，海洋研究開発機構の海底電位差計
3台，ラモント・ドハティー研究所の海底地震計 10台，海底圧力計 5台，およびテキサス大学の海底圧力計 5台
を設置した．これらの機器は平成 27年 6月 20日から 30日まで，スクリップス海洋研究所（アメリカ）の観測船
R/V Roger Revelleを用いて回収した．



図 2 　NZ北島沖合ヒクランギ沈み込み帯におけるテクトニックセッティングと，本観測研究による海域地球物理
観測網．

図中，丸印が海底圧力計観測点を示す．黒丸の観測点は，圧力センサーの稼働状況に問題があった観測点を表し，

また緑色の観測点は陸域に近いため，現在のデータ解析には使用していない．右上図は，陸上 GPS観測網のギズ
ボーン（GISB）観測点における東西成分（東向きの動きを正）の時系列を現す．緑色で示した部分は，本海域周
辺で 2014年 9月から 10月にかけて発生したスロースリップの動きを示す．



図 3 　本年度新たに設置した海底圧力計および GPS／音響測距結合方式海底地殻変動観測点
KU15-XXおよび TX15-1は本年度再設置した海底圧力計観測点，SGPS-1は本年度より新たに開始した GPS／音
響測距結合方式海底地殻変動観測点を示す．



図 4 　プレート境界面の構造と地震活動分布
水色，オレンジで示された領域は，地震波反射断面から，プレート境界面上に水が豊富にあると推定される場所

を示す．黒丸は 2012年 4月から 2013年 5月まで行った海域地震観測で得られた，プレート境界面周辺の地震の
震央を表す．地震は水が豊富にあると考えられるプレート境界面状の領域の縁辺に集中的に発生していることが

分かる．



平成 27年度年次報告

課題番号：1601

（１）実施機関名：

東京工業大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

水蒸気爆発場の物理・化学状態の把握と火山流体の挙動

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

イ. 熱水系の卓越する火山

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　水蒸気爆発は、地下浅所に形成された火山ガス溜まりがガス圧に抗しきれなくなった時に発生する

ものであり，マグマの直接的な関与は必ずしも必要ではない。水蒸気爆発の準備領域では、熱水変質

した難透水性の蓋と、その直下に蒸気の卓越した気液二相が共存する熱水流体溜りが存在することが

明らかになりつつある。この熱水流体溜りの気相は噴気ガスとして、液相は温泉水や火口湖水として

火山体から常時放出されている。熱水流体溜りを構成する変質岩石は、火山体を構成する岩石が噴気

ガスや酸性熱水との反応によって生成し、その変質プロセスは物理的・化学的条件に大きく依存する。

また、その形状は電磁気観測によってモニターできることから、水蒸気爆発の予測の高度化のために

は、爆発場を形成する活動火口下浅部の物理・化学状態の変動を火山性流体の挙動とリンクさせて捉

えることが不可欠である。本研究では、火山ガスや湖水・温泉水の地球化学的観測と地震・地殻変動

観測による力学的状態や地磁気観測に火口湖の水温や水位の精密観測を加えて、熱的状態を総合的に

解釈し、草津白根山での活動火口下浅部の物理・化学状態の変動を捉えることを目指す。本課題は、

課題番号 1003「多項目観測に基づく火山熱水系の構造の時空間変化の把握と異常現象の検知（代表機

関：北海道大学）」と関連しており、1003で対象となる火山（十勝岳，吾妻山，阿蘇および口永良部

島）についても、本課題 1602と同様に地球化学的観測、地磁気観測及び熱観測等を実施する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

本研究では、研究期間の 5年間にわたり、草津白根山湯釜火口周辺に整備された活動火口観測システ

ム 　による微小地震、GPS及び傾斜変動の連続観測および火山ガス、湖水・温泉水などの化学組成な

どの繰り返し観測を実施する

　平成 26年度においては、草津・湯釜火口湖の水温データを取得し、既存のボーリングコアの変質部

分の二次生成鉱物組成について記載する。



　平成 27年度においては、草津・湯釜火口湖の水位データの分解能を向上させ、

変質部分の化学組成分析を実施する。

　平成 28年度においては、三次元地下比抵抗構造解析を行い、活動火口周辺の詳細な三次元地下構造

モデルを構築する。

　平成 29年度においては、空中赤外観測を実施して地表面放熱量を測定し、平成 24年度からの増減

を明らかにする。得られた地球化学・地球電磁気データから熱水系全体の物質・熱収支の推定を行う。

　平成 30年度には火山性流体の挙動と火山体浅部で発生する諸現象との関係性を解明する。十勝岳な

どでも空中赤外観測や噴煙画像解析・等を行い、各火山からの地表面放熱量を計測する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
大規模な熱水系が発達し，水蒸気爆発発生場である草津白根山では，2014年 3月から湯釜火口周辺域

て?膨張性の地盤変動や噴気ガスの大幅な組成変化，小規模なか?ら湯釜地下て?の熱消磁とみられる変

化か?観測されるなと?，高温の火山性流体の供給か?示唆されている。湯釜の水温は通年て?気温より

も高く,湯釜に対して供給されている熱は現在も高いままて?推移している。また，全磁力観測の結果

は，湯釜地下は熱的に釣り合っている状態が継続している事を示している。湯釜火口湖水の化学成分,

特にフッ化物イオンと塩化物イオン濃度の顕著な上昇が膨張か?始まった頃から現在まて?継続してお

り，より高温の火山ガスが関与している火山性流体の供給が現在も継続していることを示唆する。水

蒸気爆発はマク?マの直接的関与か?無く，火山カ?スや熱水に起因する現象て?ある。従って，水蒸気

爆発の予知には，火山性流体そのものの物質科学的モニタリンク?か?重要て?ある。火山熱水系では，

岩石?酸性熱水の反応が常時起こっており，それによって熱水系を構成する岩石と熱水がそれぞれ組成

変化を起こす。岩石の酸性変質作用に対する陰イオン組成の変化を検討する為に，フッ化物イオンを

加えた塩酸?硫酸の混酸溶液と岩石の反応実験を行った。その結果，長石由来の成分の溶脱は水素イオ

ン濃度に依存し，フッ化物イオン濃度の影響がほぼなかったのに対して，フッ化物イオン濃度が高く

なると輝石由来の FeとMgの溶脱が促進されることが明らかになった。この結果は，輝石の分解が水

素イオン濃度のみならずフッ化物イオン濃度によって促進されることを意味する。この結果は，火山

性流体の水素イオン濃度だけではなく，フッ化物イオンが陽イオン成分の溶脱の促進に深く関わって

いることを示している。現在の草津白根山の活動に関わる熱水の組成変化を考慮すると，熱水系を構

成する岩石の変質が一層進行していると考えられ，今後の湯釜湖水の陽イオン濃度に変化が現れる可

能性が高いと推察される。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東京工業大学 　野上健治

東京工業大学 　小川康雄

東京工業大学 　神田 　径

東京工業大学 　寺田暁彦

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京工業大学火山流体研究センター

電話：0279-88-7715

e-mail：knogami@ksvo.titech.ac.jp

URL：http://www.ksvo.titech.ac.jp/



（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：野上健治 　

所属：東京工業大学火山流体研究センター



平成 27年度年次報告

課題番号：1602

（１）実施機関名：

東京工業大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

海底火山活動の評価手法開発に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

イ. 熱水系の卓越する火山

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　海底火山は、その周囲が大量の海水に囲まれていることから、大規模な熱水活動を伴うことが特徴

であり、陸上の火山活動とは全く異なった様相を呈する。これらの火山で噴火が起これば、海上・航

空交通に多大な影響を与えるだけでなく、場合によっては領土・領海、ひいては EEZにまで影響が及

ぶため、その監視観測や火山活動の評価は我が国の国益に関わる、きわめて重要なミッションである

が、それに資するべき試料の採取装置や分析方法には課題が多く残されている。

　本研究課題は、海底火山活動の即時評価に資することを目的とし、危険を伴う海底火山の観測装置

の開発に関する研究を行う。同時に、熱水と海水との反応による組成変化の実験を行い、薩摩硫黄島

など、天然の熱水系で作成した観測装置を使用して観測を行う。更に、2011年から大規模な海底火山

活動が始まっているカナリア諸島エルイエロ島で繰り返し観測を行う。これ以外に予知計画期間中に

海底火山噴火が発生した場合には、その観測も実施し、研究成果の一部とする。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26年度においては、海底火山活動のときに熱水と海水との反応によって発生する変色海水の再

現実験を行う。

　平成 27年度においては、海域火山での反応生成物の調査観測及び分析を行う。

　平成 28年度においては、海域火山での調査観測・分析を繰り返し、必要に応じて実験を行う。

　平成 29年度においては、海域火山での調査観測・分析を繰り返し、必要に応じて実験を行う。

　平成 30年度においては、成果のとりまとめを行う。

（８）平成 27年度の成果の概要：
海底火山活動に伴って発生する変色域の規模や色調なと?海面上に現れる異変は海域火山活動の把握の

ために非常に重要なシク?ナルて?ある。その組成は海底火山から湧出する熱水の組成を反映している

ことか?解っており，今年度は非常に活発なマグマ噴火を続けている西之島の周囲で海水試料を採取し，

海水の組成分析を行った。その結果, 　すべての海水試料で pHは通常の海水よりも酸性側にシフトし

ていた。陰イオン成分では，塩化物イオン濃度が通常の海水よりも低いのに対して，フッ化物イオン

や硫酸イオンは僅かに高い。この結果から，濃厚な弱アルカリ性溶液である海水はそれ自体に緩衝能



があるにもかかわらずその pHを酸性側に下げており，西之島の周辺の海水は火山ガスもしくは酸性

熱水の影響を非常に強く受けていることが判った。熱水中には含まれているけれども海水中には僅か

に含まれるか，殆ど含まれない成分であるフッ化物イオン濃度が海底火山活動にともなう熱水活動を

捉えるには適していると言える。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東京工業大学火山流体研究センター 　野上健治

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京工業大学火山流体研究センター

電話：0279-88-7715

e-mail：knogami@ksvo.titech.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：野上健治 　

所属：東京工業大学火山流体研究センター



平成 27年度年次報告

課題番号：1701

（１）実施機関名：

名古屋大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

古文書解読による南海トラフ巨大歴史地震像の解明

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ア. 史料の収集とデータベース化

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(1)地震発生長期評価手法の高度化

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　本研究では古文書を読み解き，南海トラフ巨大歴史地震の地震活動，地殻変動，津波，人的・建物

的被害状況などを地震毎に面的に整理し，情報量が多く地球物理的データも存在する昭和の南海，東

南海地震と比較することによって，南海トラフでの巨大地震を明らかにすることを目的とする．古文

書の解釈は人によってかなり異なることから，すでに解読がなされているものも含めて再検討し，南

海トラフで発生する巨大地震の特徴を明らかにする．まだ翻刻されていない史料もたくさんあること

から南海トラフ巨大地震に関する古文書調査，翻刻も並行して行う．近年，防災・減災のために自治

体等でも古文書史料の重要性が言われていることから，収集した情報について地域防災に役立てやす

いようなフレンドリーなデータベース化を目指す．

（７）本課題の５か年計画の概要：



　本研究では地震史料から得られる情報と昭和東南海，南海地震の被害状況などを直接比較し，過去

の地震がどういう地震であったか，次に起きた場合各地でどのような災害を想定する必要があるかに

ついて理学，工学，文学の研究者で協力しながら検討を行う．地震史料については過去に集められた

史料に新たに史料を追加し，これらの史料から地震活動，地盤沈下，津波，人的被害，建物被害の情

報を抽出し，地震毎に面的分布を求める．昭和の地震についてはこれまでに出されている資料を整理，

再調査を行い，これまで以上に詳細な被害分布，震度分布を求める．これと過去の地震の特徴を比較

することにより，それぞれの地震の相違点を明確化し，それぞれの地震像を検討する．

[年度毎の実施事項]：

平成 26年度：史料収集および翻刻を行う．またすでに翻刻された史料の整理，郷土史（神社等の被害，

碑など）の調査，神社明細帳の調査，古地図の収集を行う．

平成 27年度：引き続き調査，整理を行う．また古文書情報地点場所の推定を行う．

平成 28年度：引き続き調査，整理を行う．整理された史料から南海トラフ巨大地震の特徴を抽出する．

翻刻史料データベースの検討を行う．

平成 29年度：引き続き調査，整理を行う．南海トラフ巨大地震および誘発地震の特徴を面的に検討す

る．翻刻史料データベースの構築を行う．

平成 30年度：引き続き調査，整理を行う．これまでに得られた史料から南海トラフ歴史巨大地震の地

震像の推定を行う．

（８）平成 27年度の成果の概要：
今年度も昨年度に引き続き名古屋大学所蔵の高木家文書の修復（寛政 6年～寛政 7年，文政 3年，弘

化 5年，嘉永元年）を行った．徳川林政史研究所，蓬左文庫や個人所蔵の新たな史料収集を行い，新し

く見つかった史料については順次翻刻を行っている．徳川林政史研究所所蔵の尾張徳川文書を丁寧に

調べて見ると，これまで安政地震に関する史料とされていた 2冊以外に表題の年号をつけ間違ったと

思われる 2冊の史料が見つかり，それらを順番に並べることで尾張全体の被害の状況が初めて明らか

になった．高木家文書をはじめとする名古屋大所蔵の文書で新たに見つかった地震関係の文書を翻刻

した上で，名古屋大学図書館春季特別展「古文書にみる地震災害」として 2016年 2月に一般公開し，

展示した文書の写真，翻刻，展示に載っていた地震に関する解説を図録として配布した．神社明細帳

については高知県の 4000あまりの神社について調査を完了した．神社として残るのは津波等で全部が

流された場合や土砂崩れで神社が潰れた場合などに限ること，高知では圧倒的に宝永の地震での災害

が多く，安政に関する記述はほとんどなかったことが明らかになった．

今回の調査で，安政東海地震の被害を克明に記載している資料が個人宅から発見された．それと尾張

徳川家文書と比較してみると，家が潰れて御救金をもらっているのは難渋者のみで，資産家は御救金

をもらっていないこと，添家の被害は公的な史料では対象外となっていることなどがわかってきた．こ

のことから公的な史料から見積もられる被害は全被害を集計した史料ではないことが明らかになった．

データベースについては，これまで「新収日本地震史料」および「日本の歴史地震史料」に関しての検

索システムを構築してきたが，今年度はこれに「日本地震史料」「増訂大日本地震史料」をデータベー

スに追加し，これらも合わせて検索できるようにした．現在このシステムは以下のサイトで公開され

ている．

http://www.seis.nagoya-u.ac.jp/HistEQ/

　さらに震央がある程度確定されている地震については地図から検索できるように eコミマップを使っ

たシステムを構築した．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
石川寛，山中佳子，他，名古屋大学付属図書館 2016年春季特別展図録，P66, 2016.

（10）平成 28年度実施計画の概要：



H27年度に引き続き史料調査，収集，および翻刻を行う．高木家文書についても必要な年代の史料が

あれば修復を行う．神社明細帳，地方史の調査についても三重県，静岡県，徳島県などについても調

査を行う．高知県については市町村毎の調査が進んだことから収集した史料について地図ベースで整

理を行う予定である．データベースについては地図を用いた検索システムについては，H27年度にと

りあえず基本的なところを作成したので，H28年度ではそれをバージョンアップしていく予定である．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
山中佳子，溝口常俊（名古屋大学大学院環境学研究科）

石川寛，羽賀祥二（名古屋大学文学部）

武村雅之，都築充雄，福和伸夫，虎谷健司（名古屋大学減災連携研究センター）

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：名古屋大学大学院環境学研究科地震火山研究センター

電話：052-789-3046

e-mail：sanchu@seis.nagoya-u.ac.jp

URL：http://www.seis.nagoya-u.ac.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：山中佳子 　

所属：名古屋大学大学院環境学研究科地震火山研究センター



「安政元寅年 　地震ニ付村々倒家人別書上帳」（徳川林政史研究所所蔵・尾張徳川家文書）



尾張藩の資料による安政地震の被害と救済状況



平成 27年度年次報告

課題番号：1702

（１）実施機関名：

名古屋大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

地表地震断層および活断層の地表形状・変位量データにもとづく直下型大地震の規模・頻度予測手

法の高度化 　－ LiDAR等の高解像度 DEMを用いた検討

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(1)地震発生長期評価手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　本課題は、活断層の平均変位速度分布と地震時のすべり量分布を比較し、地震発生繰り返しのばら

つきを評価して、固有地震のみではなく、実態に即した複雑性を有する断層発生モデルを検討する。中

越地震などのようなひとまわり小さな地震活動や、断層トレースが並走する場合の断層挙動、あるい

は複数の断層の連動・非連動など、従来の固有地震説で説明できない複雑性を考慮した活動モデルの

構築が必要である。そのためには航空レーザー測量（LiDAR）等の最新の地形計測技術を用いた詳細

な変位地形分布調査と、課題検証のための戦略的なトレンチ調査が必要である。なお、LiDARのデー

タ整備が全国的に進み、活断層研究に利用できる環境が整っている。

　活断層による地震発生予測の高度化を実現することで、内陸地震の地震発生機構の物理モデル確立

に必要な活動間隔および規模のゆらぎに関する基礎データを提供する。また、防災・減災にとって内陸

地震が引き起こす災害誘因の高精度予測は想定外災害をなくすことに貢献するほか、歴史地震が人々

の暮らしに与えた影響についても視野にいれることで災害研究として歴史地震の全体像解明に貢献し

うる。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26年度～28年度は航空写真判読との比較などから LiDARデータを用いた実体視判読手法の評

価をおこないながら、地表地震断層が現れたことがある根尾谷断層を中心に重点的に調査する。具体

的には地震断層の詳細地震断層地図の作成、高密度変位量分布図の作成、および活断層の累積変位量

分布の解明をまずおこなう。特に平成 27～28年度は二回前の地震時の活動トレースと変位量分布の解



明を目的とし、トレース毎の活動履歴が解明できるような戦略的なトレンチ掘削調査、ボーリング調

査を実施する。

　平成 29年度以降は、根尾谷断層で補完的調査をする一方で、歴史地震を発生させた活断層や前回の

地震時の変位量が見積もりやすい活断層を中心に、活断層の累積変位量分布および地震時の変位量分

布の解明を目的とする戦略的なトレンチ掘削調査、ボーリング調査を実施する。その間に地表地震断

層が出現した場合はその断層調査も実施し、活断層から発生する地震のゆらぎと変位地形の特徴にせ

まり、活断層地形のタイプわけを目指す。

（８）平成 27年度の成果の概要：
１）UAVなど最新測量技術を用いた神城地震断層の稠密変位量分布の測定
　平成 26年 11月に発生した長野県北部の地震（別称長野県神城断層地震）は地震調査研究推進本部

（地震本部）が選んだ 110の「主要活断層」で発生し、地震断層が出現した初めての地震である。しか

し、この地震は地震本部が予測した地震よりも明らかに「ひとまわり小さい地震」であり、活断層評

価に再考を促すものであった。

本年度、我々はこの地震断層を活断層と地震断層の対応関係を明らかにする糸口ととらえ重点的な調

査を以下の通り行った。

1. 活断層の変位地形から算出した平均変位速度分布（鈴木ほか、2010）と UAVをはじめとする最新

測量技術を用いた 2014年神城断層地震の地表地震断層の稠密変位量分布との比較を試みた（図１）。

神城断層地震の地表地震断層の変位量分布は図１の通りだが、変位量は北部の塩島 (90cm) や大出

（104cm）で大きく、南へ行くと小さくなる。加えて、変形帯の幅も南へ行くと広くなる傾向が認めら

れる。ただし白馬～飯森（ちょうど中間部分）の平野部では、明瞭な地表地震断層を確認できず、変位

量分布には反映されていない。一方、平均変位速度分布では、白馬～神城間における分布の極大は白

馬～飯森付近であり、今回の地表地震断層が不明瞭な区間と一致するため、単純に傾向が一致するか

どうかを比較することができなかった。2014年地表地震断層の変位量が最大となった北部末端では、

L1面から推定される平均変位速度の分布傾向は中部に比べて小さく、北方へのズレ量の減少傾向を示

しており、2014年地震の変位量分布とは一致しない。しかしより若く地震経験回数が少ない L２面や

L3面の平均変位速度分布を個別にみると、北部末端でその値が大きくなる傾向があり、2014年地震

の変位量分布と一致する。したがって最近発生した何回かの地震は、2014年地震同様に塩島や大出付

近の変位量が大きく、今回の地震と同様な破壊が北方へ連続する傾向を示す地震であった可能性があ

る。一方 2014年神城断層地震で地表地震断層の南端となった神城付近の平均変位速度の分布傾向は、

2014年地震と同様にその値が神城の南へ向かって一旦減少する傾向が見られる。このことは断層自体

はより南へ連続するが、2014年地震の南側終端となった神城周辺が、セグメント境界となる可能性を

示唆している。しかし地表地震断層の変位量分布と比較して変動地形からの変位量データの測定箇所

は少ないため、現段階ではこれ以上の議論は難しく、より稠密な変動地形学的な変位量分布図の作成

を検討するべきである。

2. 地震前後の LiDar測量データがあることから、Lidar測量から作成された１ｍ DEM（数値標高モデ

ル）を用い、１ｍ DEMにおける絶対位置の標高の差分をとることで地変を検出し客観的な地表地震

断層の抽出を試み非常に明瞭な地変をとらえることに成功した（図２）。地変は地表踏査や UAVを用

いた測量結果の地震断層とほぼ同じ位置に見出されたことで、地震断層の位置の抽出に関して、その

有用性が示されただけでなく、蕨平地区などにおいて地震後の地表踏査では発見できなかった地表地

震断層を発見することにも成功した。また、短波長の地変を広範囲でとらえることが出来ることから、

測量や地表踏査では判断がつきにくかったやや広範囲にわたるマスムーブメントの全体像をとらえる

ことが可能となった。その結果、蕨平以南の姫川右岸の地表踏査では地震断層なのかマスムーブメン

トなのか区別がつきにくかった地変を、一部に誘発されたマスムーブメントによる変形があるものの

地震断層としての変形である可能性が強いと判断することが可能となった。

変位量に関しては、パルス的なノイズが多いので、特定の測線で変位量を測量することは困難である



が、地表断面図から変形パターンの傾向を読み取ることは容易である。その結果、下盤側の変形や長

波長の変形を検出するなど、従来は分からなかった変形パターンを多数見出すことに成功した。

このように、変位量の比較的小さな地震断層の発見にこの手法が極めて有用であることを見出すこと

ができた。

２）神城地震断層の活動履歴調査（図３）

1. 地震前後の Lidarデータの解析によって発見された蕨平の地変について、地形調査を行った。この

付近は米軍写真で確認すると水田または河床であり、調査時には管理があまりされていない下草が生

い茂る杉林となっていた。今回、下草および低木をすべて刈り取り伐採しこの低位の面を Lc面と命

名し、Lc1面、Lc2面に細分化した。鈴木ほか (2015)で地震断層の可能性を指摘された北北東―南南

西走向の低崖の確認を行った。その結果、Lc2面に東側隆起で比高 0.3－ 0.4mの低崖を見出した。次

に Lc1面でトレンチ調査を行った。この目的は１：断層の有無を確認すること、２：最新イベントが

2014年であること、３：離水時期がひとつ前の地震より古ければ段丘礫層に 2回分の変位が期待され

ることからひとつ前の活動時期を明らかにすることであった。トレンチ掘削の結果、東傾斜を有する

明瞭な断層と関連する変形構造が確認され、最上部の水田土壌とその下位の砂層、および段丘構成礫

層にほぼ同じ量の変位が認められた。この砂層には炭化物が少なからず含まれており、そのうちの 1

試料の C14年代は AD1660年以降-現世と測定されたため、2014年に先立つ地震はこの C14年代以前

であることがわかった。

2. 地震前後の Lidarデータの解析によって発見された蕨平の地変について、地形調査を行った。米軍

写真をもとに大きく 5段に分類し、上位から順に La面・Lb1面・Lb2面・Lc1面・Lc2面と命名した。

その結果、Lc１面や Lc2面に東側隆起で比高 0.3－ 0.5mの低崖を見出したほか、この低崖の延長部

で Lb2面・Lb1面・La面上にそれぞれ比高約 1.1m、1.6m、1.5mの低崖を確認した。これらの低崖直

上の杉の木は軒並み西側に傾いており、2014年の活動による低断層崖の成長によって倒れたものと推

察できる。変位の累積性も確認され、地下の断層が繰り返し活動してきたことを示唆している。加え

て、それぞれの段丘面を区切る段丘崖は左横ずれ変位を受けていると考えられ、Lc1面/Lc2面段丘崖

や Lb2面/Lc1面段丘崖などで約 1.0m、Lb1面/Lb2面段丘崖で約 5.0m、La面/Lb1面段丘崖で約 7.5m

の左横ずれの変位が認められ、この地域では左横ずれ成分が卓越することがわかった。段丘の形成年

代からイベントを推定するために La面で 2カ所（隆起側および低下側）、Lb1面で 1カ所（隆起側）、

Lb2面で 2カ所（隆起側および低下側）のピットを掘削し、これらの段丘の離水年代を明らかにするた

めの C14試料を採取した。その結果、La面の年代は 2055―1900Cal．BP以前、Lb1面の年代は 1695

―1535Cal.BP、Lb2面の年代は 1530―1355Cal.BPであった。その結果、この断層は、AD420年以降

少なくとも 2回以上の活動があり、AD255年以降 AD595年以前までにも少なくとも 1回の活動があ

ることが認められる。この平均活動間隔は 586-880年であり、比較的短い間隔で地表地震断層が出現

する地震があることが明らかになった。また、この間の平均変位速度を求めると、上下成分が 0.8ｍ/

千年、左横ずれ成分が 3.5m/千年程度と見積もられた。

３）都市部における地形面の長波長変形の抽出（図４）

DEMを用いた長波長の変位地形の抽出として、砺波平野を対象に検討を行った。砺波平野西縁には、

石動断層、法林寺断層、砺波平野の東縁の南部には高清水断層が知られている（活断層研究会編、1991

など）。数値標高モデルを用いたステレオ画像により、高岡市街地を横切る変動地形や法林寺断層の北

延長の変動地形（岩武背斜）が新たに見出され、詳しく記載された（後藤ほか、2015）。いずれも平

野部を横切る長波長の変形であり、空中写真や地形図などの地形資料からは抽出困難な変動地形であ

る。この地域には地下構造探査が行われており（石油公団、1982；1983）、これらの探査記録は上記の

変動地形と調和的であり、DEMから作成したステレオ画像によって読み解かれる長波長な変動地形が

地下に伏在する活断層の地形表現であることが支持された。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
廣内大助・松多信尚・杉戸信彦・熊原康博・石黒聡士・金田平太郎・後藤秀昭・楮原京子・中田 　高・



鈴木康弘・渡辺満久・澤 　祥・宮内崇裕・2014年神城断層地震変動地形調査グループ*，2015，糸

魚川－静岡構造線北部に出現した 2014年長野県北部の地震（神城断層地震）の地表地震断層，活

断層研究，43，149-162．

杉戸信彦・谷口 　薫・松多信尚・澤 　祥・田力正好・野澤竜二郎・皆黒 　剛，2015，白馬村北城新田

および大出における神城断層の平均変位速度と活動時期の検討，活断層研究，43，109-118．

後藤秀昭，2015，海陸を統合した広域ステレオ地形画像を用いた変動地形学的研究－関東平野南部と

南西諸島中部周辺を事例に－．広島大学大学院文学研究科論集特輯号，75，87p．

Goto，H．，2016，Extensive Area Map of Topographic Anaglyphs Covering Inland and Seafloor from De-
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（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 27年度は神城地表地震断層の出現により、この地表地震断層の解明を重点的に行った。本年度は

「LiDARや UAVなどの最新技術を活用し、変動地形学的に認められる活断層の位置・形状・累積変位

量分布やそのもう一回前の地震で現れたであろう変位の量分布を比較・検討し、地震―地表地震断層

―活断層地形の関係を再構築する」という本研究の当初の目的に立ち返り、（１）引き続き、トレース

ごとの活動履歴が解明できるような戦略的なトレンチ掘削調査を神城断層において実施。（２）根尾

谷断層系における詳細な DEMデータを用いた様々な変位地形の検出。（３）地震断層である根尾谷断

層・温見断層における微小変位地形と活動履歴の関連を地形・地質調査から解明。（４）阿寺断層・跡

津川断層などの横ずれ変位地形の稠密抽出。を行う。
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図１ 　神城断層地震の地表地震断層の変位量分布と変位速度分布との関係



図２ 　神城断層地震前後の DEMデータの差分から推定される地表地震断層



図３ 　白馬村蕨平における神城地震断層と地形分類



図４ 　砺波平野の地形分類図（上図）とアナグリフ（下図）



平成 27年度年次報告

課題番号：1703

（１）実施機関名：

名古屋大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

南海トラフ域における巨大地震断層域の力学ナ儼粗胆�稜聴

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

(4)地震現象のモデル化

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(1)地震発生長期評価手法の高度化

(2)モニタリングによる地震活動予測

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

ウ. 観測・解析技術の開発

(3)関連研究分野との連携の強化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震



（６）本課題の５か年の到達目標：

　南海トラフ域を対象として，地震発生予測の基本となる海溝型巨大地震の理解のために本質的に不

可欠な（Ａ）プレート境界面の力学的特性の時空間変化の把握と，（Ｂ）海底地形やプレート形状も含

めた巨大地震断層形状の把握をめざす．そのため，測地学的データなどからプレート間固着の時空間

分布を把握し，そのプレート間固着の多様な振る舞いからプレート境界面上の力学特性を明らかにす

る．陸上のデータのみでなく，GPS/音響方式による海底地殻変動モニタリングを熊野灘沖の南海トラ

フ軸近傍の２ヵ所で実施し、プレート境界浅部におけるプレート間固着の現状把握をめざす。またこ

れまでに設置した ACROSS震源の運転を継続するとともに、プレート境界面で変換された地震波や，

トラップされた波の解析によるアプローチを試み，合わせてプレート境界の力学特性の時間変化検出

をめざす。

　格段に詳細な海底地形データ等を新たに取得し、従来の地形データとあわせて，海底活断層の位置

形状や活動履歴等を詳しく調べる。歴史地震の発生源や将来の巨大地震の断層モデルに関し、地震学

的・測地学的視点とは異なる変動地形学的観点からの方法論を提示するとともに、巨大地震断層面と

海底地形との関連を検討する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本研究課題では，（Ａ）プレート境界面の力学的特性の時空間変化の把握と、（Ｂ）巨大地震の断層形

状の把握のために以下の６項目の研究を実施する：

１）過去の測地データの活用

　平成２６年度～平成２８年度において過去の測地学的データの整理・解析を行い、長期～中期のプ

レート固着の時空間分布を推定する。その後モデルの高度化とプレート境界の力学特性を推定する。

２）陸上での GPS観測

　平成２６年度～平成２９年度で GPS観測点の整備及びデータ蓄積を行い，GEONETと統合解析を

行い，プレート間カップリングや地殻の歪みを推定する。

３）海底地殻変動観測

　期間中継続して，南海トラフ沿いに既に設置している観測点での測定を 1回／年以上の頻度で行い，

地殻変動データを蓄積するとともに解析を逐次行う。以前の測定期間も通した観測を総合することに

より，高精度の変位速度ベクトルを獲得する。

４）ACROSSによる解析

　期間を通して ACROSS震源の連続運転を継続する。並行して過去のデータも統合しながら，震源と

周辺の観測点間での各種到達波の走時や反射波振幅の時間変化を監視する。課題の期間中に項目２）

等などからスロースリップが検出された場合には，それに伴う力学特性の変化の推定を試みる。

５）プレート境界面トラップ波・変換波解析

　平成２６年度にデータ整理を行い，その後の年度で解析を行う。特にプレート境界面の形状や境界

面周囲の力学的特性を明らかにすることを目指す。

６）プレート境界周辺海底活断層の変動地形学的・古地震学的調査

　平成２６年度～平成２７年度は調査地を選定し，海底地形詳細調査を実施する。

　平成２８年度以降は，それまでの成果に基づき、海底地形詳細調査と堆積物調査等を実施するとと

もに，変動地形学的・古地震学的データの解析を行う。

　期間終盤では，上記の項目の成果を統合しプレート境界の力学特性を把握するとともに，南海トラ

フ沿いにおける統一的モデルの構築を目指す．また海底活断層が引き起こす津波のシミュレーション

などもおこなう。

（８）平成 27年度の成果の概要：
本研究課題では，平成２７年度についても（Ａ）プレート境界面の力学的特性の時空間変化の把握と、

（Ｂ）巨大地震の断層形状の把握のために以下の６項目の研究を実施した：



１）過去の測地データの活用

　　日本列島周辺領域において，3次元スラブ形状，深さ依存の粘性率，地形，3次元地震波速度構造

に基づく弾性パラメータの不均質を考慮した有限要素メッシュを構築し（図 1），昭和の南海・東南海

地震の粘弾性応答の時空間変化について検討した．本研究では，1）INHOMOモデル（全てを考慮し

たモデル）2）VISCO UNI（粘性率一定モデル）3）LAYERモデルの 3種類の有限要素メッシュを作

成した．

　各モデルでの粘弾性応答の計算を実施し，特に瀬戸内海地域において，INHOMOモデルの地震直後

の約 20年間程度では急速な速度変化があるのに対して，VISCO UNIモデルでは，顕著な時間変化が

見られなかった．また，LAYERモデルでは潮位記録とは逆のセンスの上下変動を示した（図 2）．

　モデル計算と潮位記録を比較するためには，地震直後の潮位記録が無い期間の変動量を各モデルで

推定した上で残差を比較する必要がある．その結果，IN HOMOモデルと VISCO UNIモデルの間に有

為な残差の違いは得られなかった．また， LAYERモデルではそもそもの変動パターンが潮位記録と

整合性がないため，LAYERモデルを用いた，粘弾性応答の研究を再考する必要があると考えられる．

２）陸上での GPS観測

　中部地方において，GEONET観測点を補完するように場所を選択し新規の連続GNSS観測点を 2013

年に 1箇所，2014年に 5箇所，2015年に 1箇所の計 7箇所を設置し運用しており，さらに現在，4箇

所の新規 GNSS観測を来年度の初めに設置を予定している（図 3）．

　これらの観測網により，低周波深部微動に伴うと考えられる地殻変動が観測されている．一例とし

て三重県北部に位置する toin観測点において，2014年の 8月末から 9月初めの数日にかけて約 5mm

の南方向への変位が観測された（図 4）．この直後の 9月 3日には愛知県において低周波微動が活発に

なっていることが確認されていることと，南方向の変位であることから，低周波微動に伴う地殻変動

である可能性が高い．現在は，中部地方の複数の GEONET観測点を用いて， Bernese 5.2にて同時解

析を行っているが，F3解との整合性がない．そのため，今後は F3解を強い拘束条件として解析する

ことで，F3解と整合性のある解析を実施する予定である．

３）海底地殻変動観測

　熊野灘に設置した３つの観測点（KMN，KMC，KMS）において，１～３回の観測を行った．合計

の観測回数は，KMNが 18回，KMCが 9回，KMSが 22回となった．どの観測点においても，変位

速度ベクトルはアムールプレートに対して西北西方向に年間 3～4cmである（図５）．

南海トラフ軸近傍の観測点では，黒潮による海中音速の傾斜構造が存在し，海底局位置にバイアスが

生じる．海底地殻変動観測では，海底局周りの円周航路上を観測船が周回して音響測距を行う．このと

き，海底局位置が正しく求められていれば，波線が音速の速い領域と遅い領域を通る差によって，海

底局位置を決定するときに同時推定する推定音速の時系列は円周航路 1周に相当した周期の sinカーブ

をもつはずである．この点に着目し，傾斜構造が存在する海域で観測したデータの解析について，逆

問題を解いて海底局位置を求める際に走時の残差 2乗和と推定音速変化率の滑らかさの重み付けに用

いるハイパーパラメタの制約方法を新たに確立した．新たな制約は，航路 1周に相当した周期で推定

音速のパワースペクトル密度が最大となるハイパーパラメタを用いるというものである．この方法を

黒潮強流域，反流域での実データに適用したところ，主に海中音速の傾斜方向に一致する南北成分の

バイアスが大きく低減した．最も傾斜が大きい海域では，海底局位置の時系列における南北成分の回

帰直線からの RMSが 1/46になり，傾斜構造を有する海域での海底地殻変動観測の高精度化の目処が

付いた．図５には，この制約を適用して解析した TCAおよび TOAでの変位速度ベクトルを示した．

４）ACROSSによる解析

　本年度も、岐阜県土岐市・愛知県豊橋市・静岡県森町に設置してある震源装置の稼働を継続した。

ただし、森町の震源装置についてはベアリングの破損によって停止しており、本年度中に修理を完了

する予定である。土岐市および豊橋市のＡＣＲＯＳＳ震源については、一年を通じてほぼ連続的に運

転を行う事ができた。土岐市の震源については、震源を設置してあると右脳鉱山の閉山措置が行われ

たことに伴い、地下坑道からの地下水くみ上げが停止された。そのため地下水位が徐々に上昇し、そ



の変動が ACROSS震源装置と近傍（水平距離 90m、上下距離 190m）の地震計との間の伝達関数変化

に影響をあたえている。Ｓ波速度が走時にして 4ミリ秒遅れ、地震波速度にして 2.4%の変化に対応す

る。この影響は遠地の地震計との間の伝達関数にも表れているため、補正が必要となる。

　

５）プレート境界面トラップ波・変換波解析

　西南日本下に沈み込むフィリピン海プレートの複雑な形状を把握するため，紀伊半島と中部地方南

部において 2007年 8月から 2015年 3月までに発生したM3.5以上，深さ 26～67 ?の地震 54個を用い

て，低速度の海洋性地殻に捕捉されたトラップ波を解析した．特に，愛知県直下で発生した地震に見

られるトラップ波について琵琶湖周辺を通過する複数の波線を調べたところ，波線が南下するにつれ

てトラップ波が観測できる震央距離の範囲が短くなることが分かった（図３）．この結果は，沈み込む

海洋性地殻と陸側の地殻が琵琶湖周辺で面的に接触しており，かつ琵琶湖下では南に向かうほどフィ

リピン海プレートの西方向への沈み込み角度が高角になることを意味する．波動伝播数値シミュレー

ションを行ったところ，琵琶湖周辺下のフィリピン海プレートの上面深度を Hirose et al. (2008)よりも

約 1 km深く設定した方がトラップ波が観測される震央距離の範囲をよく説明できることが分かった．

６）プレート境界周辺海底活断層の変動地形学的・古地震学的調査

　本年度は、前年度に熊野灘において取得した詳細な海底地形データに基づいて、海底活断層の分布

等に関する検討を行った。その結果を図７に示す。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　平成２８年度も引き続き以下の６項目の研究を実施する：

１）過去の測地データの活用

２）陸上での GPS観測

３）海底地殻変動観測

４）ACROSSによる解析

５）プレート境界面トラップ波・変換波解析

６）プレート境界周辺海底活断層の変動地形学的・古地震学的調査

特に、１）と５）との関連性についての考察を進めるとともに、２）６）の連携を進める。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
山岡耕春・鷺谷威・古本宗充・鈴木康弘・田所敬一・橋本千尋・伊藤武男（7名）

他機関との共同研究の有無：有

静岡大学（生田領野），地震研究所（渡辺俊樹），気象研究所（勝間田明男，他１），岡山大学（松

多信尚，他１）広島大学（後藤秀昭、他１），高知大学（徳山英一），東洋大学（渡辺満久），法政

大学（杉戸信彦），東海大学（坂本泉），海上保安庁（泉 　紀明），国立環境研究所（石黒聡士）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：名古屋大学大学院環境学研究科附属地震火山研究センター

電話：052-789-3046

e-mail：

URL：http://www.seis.nagoya-u.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：山岡 　耕春 　
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図１

本研究で作成した有限要素モデル．



図２

瀬戸内海の検潮記録と各モデルでの粘弾性応答の比較（検潮記録にはバイアスがあるので，IN HOMOモデルに最
適化した例）．



図３

中部地方の GNSS観測点分布．赤：GEONET観測点，N印：設置済 GNSS観測点，黄色：来年度設置予定，灰色
は検討中・交渉中

図４

toin観測点における地殻変動時系列．1段目：南北成分，2段目：東西成分，3段目：上下成分



図５

平成 27年度までのデータに基づく海底地殻変動観測結果．アムールプレートに対する変位速度ベクトルを示す．
陸上の変位速度ベクトルは国土地理院 GEONETによる．

図６

2013年 4月 20日に愛知県下 49kmで発生したM3.9の地震のペーストアップ．左から N80 °W，N90°W，N100
°W方向．TPで示したトラップ波が観測できる震央距離の範囲が角度と共に短くなっている．



図７取得した海底地形データ

（左）調査海域

（右）海域 Bの傾斜区分図（上は従来の DEM、下は今回の 1mメッシュDEMに基づく）



平成 27年度年次報告

課題番号：1704

（１）実施機関名：

名古屋大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震・津波被害に対する地域社会の脆弱性測定に基づくボトムアップ型コミュニティ防災・減災に

関する文理融合的研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

（４）その他関連する建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　「脆弱性」という概念は、ボトムアップ型コミュニティ防災・減災を考えるための基本的フレーム

にとって中心的な位置を占める。しかし、「脆弱性」をどう捉えるかに関しては、様々な立場がある。

本課題の到達目標は、「脆弱性」概念に関して、概念的整理を行うとともに、東日本大震災の被災地の

状況を参照しながら内容を明確化し、最終的に尺度として洗練させることである。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　初年度（2014年度）においては、地震・津波被災地、具体的には東日本大震災の被災地に関して、

避難行動等においてコミュニティがどのような防災・減災力を発揮したか/しなかったかを検証し、脆

弱性とコミュニティ防災・減災力に関する作業仮説を構築する。

　2015年度～2017年度においては、南海トラフ巨大地震で被害が想定される中小都市、沿岸漁村、大

都市の 3つの空間的・社会的特性の異なる地点を選定し、作業仮説の検証を行う。

　最終年度（2018年度）においては、脆弱性尺度をより洗練させ、ボトムアップのコミュニティ防災・

減災を考えるための基礎的なフレームの構築に貢献する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　2015年度においても前年度と同様、以下の 2つ角度からアプローチした

1. 東日本大震災の被災地を調査対象とする脆弱性

　ー高橋グループ : 空間の形態に現れる脆弱性

　ー黒田由彦: 防災意識・避難行動に現れる脆弱性

2. 南海トラフ巨大地震の被災想定地域における脆弱性とボトムアップ型コミュニティ防災に向けた課題

　ー黒田由彦・室井研二: 名古屋市南区におけるコミュニティ防災の現状と課題



　当初の計画では、平成 26年度中に平成 27年度以降の南海トラフ巨大地震被災予想地における調査

の作業仮説を構築することになっていたが、東日本大震災の被災地における脆弱性に関してまだまだ

探求すべき点が残っているという認識に基づき、平成 26年度に引き続き、1. 東日本大震災の被災地を

調査対象とする脆弱性、および 2. 南海トラフ巨大地震の被災想定地域における脆弱性とボトムアップ

型コミュニティ防災に向けた課題の２つの角度からアプローチした。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
黒田由彦，「『ポスト 3.11の地域社会』の成果と課題」『地域社会学会年報』第 27集.

田中重好・高橋誠・黒田達朗編，『連続研究会・新しい防災の考え方を求めて（シリーズ 2）』名古屋大

学大学院環境学研究科発行.

地域防災力診断マニュアル研究会編，『地域防災力向上のための自治体向けアンケート調査報告書（速

報版）』名古屋大学大学院環境学研究科／特定非営利活動法人環境防災総合政策研究機構発行．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　南海トラフ巨大地震で被害が想定される中小都市、沿岸漁村、大都市の 3つの空間的・社会的特性

の異なる地点を選定し、それぞれの地域社会のどこに脆弱性があるかに関して作業仮説を構築し、そ

の検証を行う。同時に、それら脆弱性を軽減しうる可能性のあるコミュニティ防災対策を想定し、現

実の動きと照応させることによって、それぞれのコミュニティ防災において今後喫緊となる課題の析

出を行う。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
黒田由彦（名古屋大学環境学研究科）

高橋誠（名古屋大学環境学研究科）

田中重好（名古屋大学環境学研究科）

黒田達朗（名古屋大学環境学研究科）

室井研二（名古屋大学環境学研究科）

鈴木康弘（名古屋大学減災連携研究センター）

堀和明（名古屋大学環境学研究科）

山岡耕春（名古屋大学環境学研究科・地震火山研究センター）

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：名古屋大学大学院環境学研究科附属地震火山研究センター

電話：052-789-3034

e-mail：

URL：http://www.seis.nagoya-u.ac.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：黒田由彦 　

所属：名古屋大学大学院環境学研究科



図 1 　釜石市・気仙沼市・南三陸町・山元町における全壊率と死亡率の相関



図２ 　ハザードと脆弱性に関する新しい考え方の図式



平成 27年度年次報告

課題番号：1705

（１）実施機関名：

名古屋大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

精密制御震源システムの標準化と、ボアホール・海域への設置に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

ウ. 内陸地震と火山噴火

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　上記の研究成果の概要において利用したアクロス震源装置の仕様を基本的に見直した第二世代のア

クロス震源装置をすでに製作した。本研究では、［１］第二世代アクロス震源の性能検証に加え、［２］

海底掘削孔内震源の開発を行う。

　第二世代アクロス震源装置は、様々な発生力の要求に対応できる柔軟性、故障への対応等メンテナ

ンス性、地盤への設置の迅速性の３点を向上させることをめざしている。本課題ではこの３点につい

ての性能向上の検証を行い、最終的には比較的低い運用コスト（科研費の基盤Ｂ程度）で誰にでも利

用できることをめざす。また海底掘削孔内に設置するための震源については、５か年中に陸上のボア

ホール内で運用できる震源装置の開発をめざす。

（７）本課題の５か年計画の概要：

〇平成 26年度：［１］第二世代震源装置については、前年度（平成２５年度）中に試験運転実施場所

を確定し、平成２６年度に設置工事を行う。また本体および周囲に加速度計を設置し、本体の振動お



よび地盤との相互作用を解析する。［２］海底掘削孔内震源の開発については、前年度までに作成して

いたプロトタイプの動作試験を引き続き行う。

〇平成 27年度：［１］第二世代震源装置については、長期連続運転試験を行い、耐久性について検証

する。［２］海底掘削孔内震源については、平成２６年度は、プロトタイプを改良し、ボアホールに設

置する１つ手前の装置を製作する。直径の大型化および長さを１ｍ程度に長くすることにより、おも

り落下による発生力を大きくする。

〇平成 28年度：［１］第二世代震源装置については、長期連続運転試験を継続するとともに、耐久性

の課題であるベアリングを確認し、場合によってはベアリングの設計変更を行う。［２］海底掘削孔内

震源については、前年度の大型化装置の動作実験を行い問題点を洗い出すとともに改良を行う。

〇平成 29年度：［１］第二世代震源装置については、長期連続運転試験を継続する。この年度以降は、

実際の観測に用いることも想定する。［２］海底掘削孔内震源については、孔内に設置するための設

計・製作を行う。

〇平成 30年度：［１］第二世代震源装置については、長期連続運転試験を継続する。［２］海底掘削孔

内震源の開発については、前年度までの試験結果を基に、孔内に設置して動作試験を実施する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
本年度は、第２世代震源装置について、２０１５年１２月９日より長期連続運転試験を開始した。中

心周波数前年度と同様に 10.0015Hzで±５Ｈｚとして、連続運転を行った。

　ところが、震源装置から約１メートルの場所に設置した加速度計の振幅が、１２月１１日午後から

次第に大きくなり、同時に高調波成分が増大し始めた。その後、１２月１２日に震源が停止した。原

因は、震源装置本体ではなく、基礎周辺地盤の破壊（剪断すべり）であることが判明した。そのため、

基礎周辺地盤に石英砂を充填し、破壊亀裂面に砂が入り込んで自動的に補修できるように補修作業を

行った。現在、補修前と補修後の振動記録の解析中である。

　また改定掘削孔内震源については、長期連続試験のための機材を調達し、準備を行っているところ

である。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Ikeda, T., Tsuji, T., Watanabe, T., Yamaoka, K., Development of surface-wave monitoring system for leaked

CO2 using a continuous and controlled seismic source. International J. Green Gas Control. 45, 94-105,

2016.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成２８年度は、第２世代震源については、基礎地盤に負荷がかからない程度の力に制限をし、長期

の連続稼働試験を継続する。海底掘削孔震源については、あらためて長期稼働試験を実施する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
名古屋大学環境学研究科 　山岡耕春、前田裕太

名古屋大学全学技術センター

他機関との共同研究の有無：有

海洋研究開発機構（荒木英一郎）・東京大学地震研究所（渡辺俊樹）・静岡大学理学部（生田領野）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：名古屋大学大学院環境学研究科附属地震火山研究センター

電話：052-789-3046

e-mail：

URL：http://www.seis.nagoya-u.ac.jp/



（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：山岡 　耕春 　

所属：名古屋大学大学院環境学研究科附属地震火山研究センター



平成 27年度年次報告

課題番号：1706

（１）実施機関名：

名古屋大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

火山災害情報およびその伝達方法のあり方

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(5)社会との共通理解の醸成と災害教育

（４）その他関連する建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

4. 研究を推進するための体制の整備

(4)研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　御嶽山は、1979年の中規模な噴火をはじめ、1991年、2007年にもごく小規模ながら噴火活動があ

り、”噴火活動を続けている”火山である。また、2014年の 9月 11日からは地震活動がやや活発化し

ていた。ところが、これらの情報が一般向けに充分に浸透しておらず、2014年 9月 27日の噴火に多

くの観光客等が巻き込まれた。情報が浸透していなかった一因は、情報の受け手側（今回の噴火では

観光客等）にとって有用な形で伝わっていなかったことにある。特に、半月前の地震活動の活発化の

情報を手にしていた我々は、この情報が一般に行き渡っておらず、災害を拡大させたという事実から

目を背けてはならない。そこで、本研究課題では、地域住民、観光客といった情報の受け手や、自治

体職員等の情報伝達の担い手にとって有用な災害情報の内容や伝達方法のあり方について検討・提案

を試みる。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本研究課題では、災害情報の受け手の視点に立って以下の項目を実施する：

１）火山災害情報のあり方についてのアンケート

　御嶽山の岐阜県側（高山市）・長野県側（大滝村等）において、住民を対象にアンケートを実施する。

質問内容は、低頻度の自然災害である火山災害の発生リスクに対する意識（他の自然災害との比較を

含む）、各情報源から出される情報への信頼度、有用な情報源等とする。また、近年噴火した新燃岳周

辺住民に対しても同様のアンケートを実施する。3地域における一連のアンケートを 3ヶ年で実施し、

情報の受け手にとって有用と感じる災害情報について、同一火山における火山との物理的距離や距離

感の違い、異なる火山間での回答の違いを整理し、最終年度に火山災害情報およびその伝達方法のあ

り方を提案する。



２）地域向けワークショップ

　アンケートを実施した各地域において、アンケートの集計・分析が終わった時点でその結果をふま

えたワークショップを実施し、火山災害そのものや、災害情報の活用方法等を主として一般住民に伝

える。火山においては山岳ガイドが観光客等への災害情報伝達の重要な担い手になりうると考え、こ

れらの方々にも参加を促す。

３）受け手に有用な情報発信の試行

　上記１）および２）の結果をふまえて、最終年度に受け手に有用な火山災害情報およびその伝達方

法のあり方を提案するとともに、火山災害情報の発信を試行する。特に、観光客等の情報の受け手側

が情報源にアクセスせずとも必要な情報が得られるよう、アナログ情報発信手段である情報ボードの

試作を検討する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　火山災害情報のあり方についての住民向けアンケートを御嶽山の岐阜県側に位置する下呂市小坂地

区（旧小坂町）の全 1258世帯を対象に行った。質問内容は、火山噴火に対するリスク認識、災害情報

の伝達、火山防災対策の 3点について確認する構成とした。アンケートは自治会を通じて平成 26年 11

月に配布し、翌 1月に回収した。回収率は 66％であった。平成 27年度は、この結果整理を行った。

　御嶽山における噴火のリスク認識については、噴火を経験している人の中では噴火に対するリスク

認識が高い一方、噴火を経験していない人は噴火に対する意識が高いわけではない。また、他の災害

と比べても噴火に対するリスク認識はそれほど高くないことが明らかになった。災害情報の伝達につ

いては、「噴火に至らない可能性があっても詳細な観測情報などが提供されるとよいと思う」との回答

が 75％あり、多くの人が噴火に至ることが確実ではなくとも観測データの変化に関する情報提供を求

めている事が明らかになった。情報の出所の信頼度については、気象庁・市役所から提供される情報

の信頼度が高い傾向にあった。火山防災対策については、災害情報の拡充，登山者の安全確保に対す

るニーズが高かった。防災教育、特に住民を対象とした防災学習や避難訓練に対しては意識が低いこ

とも示された。この意識の低さは、火山からの距離感が遠いことに起因すると考えられる。

　本アンケート結果の地元への還元のため、平成 27年 11月 29日に下呂市小坂「きこりセンター」で

説明会を行った。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　火山災害情報のあり方を検討するためには、場所の違い（火山との距離・距離感の違い、異なる火

山）、噴火からの時間の違いをふまえる必要がある。そこで、平成 28年度は、小坂よりも御嶽山に対

する距離感が近い長野県木曽町で同様のアンケートを実施する計画である。また、異なる火山との違

いを見るため、箱根町でもアンケートを実施するため、現地の動向を調査する予定である。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
名古屋大学大学院環境学研究科地震火山研究センター 　田所敬一

名古屋大学減災連携研究センター 　阪本真由美

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：名古屋大学大学院環境学研究科地震火山研究センター

電話：052-789-3046

e-mail：

URL：



（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：田所敬一 　

所属：名古屋大学大学院環境学研究科地震火山研究センター



平成 27年度年次報告

課題番号：1801

（１）実施機関名：

京都大学理学研究科

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震サイクルシミュレーションの高度化

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(4)地震現象のモデル化

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　速度状態依存の摩擦（RSF）則に基づく地震サイクルシミュレーションにより、過去の地震発生履

歴の再現がなされ、地震発生予測に繋げようとする研究が進んできた。しかしながら、現行の地震サ

イクルシミュレーションの多くは、主として計算上の制約から、

　　　　1)媒質の簡単化：均質半無限弾性媒質を仮定

　　　　2)動的破壊過程の簡単化：準動的地震サイクルシミュレーション

といった現実とは異なる簡単化が行われている。本研究では、こういった簡単化に 　対する地震サイ

クルシミュレーションの高度化に関して以下の研究課題を扱う。

　本研究課題は２次元モデルを用いる基礎的研究であり、1)と 2)を扱う。これには商用有限要素法ソ

フトウェア ABAQUSを用いる。工学分野では広く用いられてきた商用ソフトウェアであるが、最近で

は ABAQUSは理学的な不均質粘弾性媒質中での地殻変動研究にも用いられるようになっている。し

かし、ABAQUSの特徴である接触解析機能は、ほとんど用いられていない。

　本課題ではこの接触解析機能を用いた RSF則に基づく、地震サイクルシミュレーションモデルを構築

する。1)の媒質の問題について、まず重力場における、沈み込むプレートおよび地殻・マントルウェッ

ジでの不均質粘弾性構造を考慮した２次元地震サイクルモデルを構築する。これにより、不均質弾性・

粘弾性媒質が地震サイクルに及ぼす影響を評価する。また、２次元断面としては、2011年東北地方太

平洋沖地震を含む断面とし、特に島弧地殻・マントルウェッジ内に不均質粘弾性構造を導入し、東北



地方太平洋沖地震サイクルそのものおよびサイクル中における島弧変動に及ぼす影響を調べる。これ

らのモデルは陰解法による ABAQUS standardを用いて開発する。

　なお、これまでの地震サイクルシミュレーションでは、すべり応答関数を用いた境界要素法による

ものが主流であった。ここでは、以下の動的サイクルへの発展性を考えて、有限要素法による領域解

法を試みる点が新規性に富む。また、プレートを一定速度で沈み込ませ、プレート境界をマスタース

レーブ法による接触問題として扱い、プレート境界でのすべり発展および上盤側の粘弾性応答を見積

もる点が大きな特徴である。ただ、予備的シミュレーションでは、プレートを一定速度で沈み込ませ

る方法では、一定角度で沈み込むプレートしか扱えず、また安定した接触解析を行う点で問題があり、

プレート境界深部例えば 150km以深でプレート収束速度に対応するすべり速度を与えて、それより以

浅を接触解析とする解法への変更を考えている。

　上記モデルは、準動的地震サイクルモデルである。ところが最近、平面断層ではあるが、2)の動的

破壊過程を含むシミュレーションでは、準動的地震サイクルシミュレーションとは大きく異なる結果

が報告され、地震サイクルにおける動的破壊過程の重要性が指摘されている。難しい問題となろうが、

2)の問題すなわち波動放射を含む動的破壊過程を、上記不均質モデルに組み込んだ、動的地震サイク

ルシミュレーションに挑む。この動的破壊過程には、陽解法の ABAQUS explicitに切り替えてシミュ

レーションを行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　H26年度においては、ABAQUS粘弾性地震サイクル１次モデル（簡単な不均質構造で接触解析に

重点をおいて開発）を構築する。

　　　　・重力の与え方の検討

　　　　・沈み込むプレートの屈曲を扱うプレート相対運動の与え方の検討

　H27年度においては、ABAQUS粘弾性地震サイクル２次モデル（実際の海底地形や弾性・粘弾性構

造）を構築し、動的破壊過程組み込みの検討を行う。

　H28年度においては、動的破壊過程を含む、ABAQUS２次元不均質粘弾性東北日本地震サイクル

モデルを構築する。また論文化に着手する。

　H29年度においては、論文を出版する。ABQUSモジュールのマニュアルを作成する。

　H30年度においては、ABAQUS地震サイクルモデルのまとめを行う。

（８）平成 27年度の成果の概要：
１）ABAQUS地震サイクルシミュレーションコードの開発：

　商用ソフトウェア ABAQUSを用いて 2次元粘弾性地震サイクルシミュレーションコードの作成を目

指して，これまで，重力の与え方に伴うモデルの検討，沈み込むプレートの屈曲を扱うプレート相対運

動の与え方の検討を行ったが依然安定した解が得られていない．今年度は，境界要素法で用いられる

臨界核形成サイズを考慮した詳細メッシュを作成して検討した．しかし依然として安定した解がえら

ら無いため，更に法線応力を詳しく調べたところ，ABAQUSで用いているマスタ・スレーブ法ではプ

レート境界上の節点がすべりに応じてプレートの法線方向にも変位するため，初期条件の段階で初期

法線応力もプレート形状の変形により大きく変動するためすべりが不安定になることが分かった．従っ

て，現状では，ABAQUSにはこれを修正する機能がなく開発は難しいということが分かった．５ヵ年

計画の H27年度計画では動的過程まで含める検討を行うとあるが，難しく変更している．

１-1）詳細メッシュモデル

　従来モデル（図 1-1上図）から速度状態依存摩擦則に従うプレート境界の境界要素を更に 500mに

なるように細かくしてモデル（図１-1下図）を作成し，プレート境界要素は，マスターとスレーブ要

素を用い，接触解析を行う．それでも安定した解が得られないため，問題点を調べるため，また計算

を早くするため，繰り返し間隔が１０年程度となるように摩擦パラメータを設定して検討した．図 1-

２は，メッシュサイズを変えた時の，地震サイクル中の深さ 40km付近の節点の積算すべり量比較し



たものである．粗いメッシュ（赤線）に比べ細かいメッシュ（青線）では，ややすべりが滑らかになっ

ており，改善が見られるが依然不安定なすべりを示している．また，1次要素ではなく２次要素も検討

したが問題点の解決には至っていない．

1-２）接触圧（法線応力）の検討

　自重による初期応力状態として，プレート境界における接触圧（法線応力）を調べたところ，図 1-3

のようになった．非常に大きな短波長の凹凸があるモデルとなっているのが分かる．そこで，通常の

境界要素法地震サイクルシミュレーションで用いられている間隙流体の加圧を考慮した，例えば Kato

and Yoshida(2011)(図 1-4上図)の有効法線応力になるように，荷重を調整し，解析を実施した．摩擦

パラメータも彼らにならい，また状態変数の発展則を slip lawから Composite lawに変更した．その結

果，図 1-4下図を得たが，プレートの傾斜によりせん断応力が働きやはり境界での節点が動き，凹凸

のあるものになる．この状態で地震サイクルシミュレーションを実行したがやはり安定した解は得ら

れていない．

　マスター・スレーブノード法は接触問題を扱うのに優れている方法で，摩擦を含む接触問題で工学

的には ABAQUSがよく用いられている．自重をかけた時の状態を平衡状態として，応力をクリアし

その状態からの差分を扱う機能が現在のところ実装されていない．従って，現状では ABAQUSを用い

て安定した地震サイクル計算を行うのは困難であるという結論に達した．

以降２）－４）は年次計画にない新たな取り組みである。

２）スペクトル要素法（SEM）による 2次元動的・準動的地震サイクルシミュレーションコードの開発

　

次の課題として，動的破壊シミュレーションコード SEM2DPACK (Ampuero，2002)を元に，地震間に

おける準動的過程を実現するようにコードを改良し，速度状態依存摩擦則に従う動的・準動的地震サ

イクルシミュレーションコードの開発を行なっている．これまで，傾斜断層での動的破壊，全無限媒

質および半無限垂直断層での動的破壊過程を含む地震サイクルシミュレーションコードを開発してき

た．今年度は沈み込み帯への適用を考え，傾斜断層モデル (図 2-1)での地震サイクルシミュレーンに

取り組んだ．

速度状態依存摩擦則（摩擦パラメータ分布：図 2-2）に従い，断層面面上の相対的すべり（スリップ）

やすべり速度は計算しているが，少なくも２回繰り返す収束計算を行っている．これまで全無限や半

無限でも垂直断層を扱ってきたので，断層両側での速度分配を１：１としてきたが，傾斜断層の場合

地表面の影響では分配が異なる．そこで上盤側と下盤側でつりあいの式を解き（これは断層法線方向

には変位の不連続は無く連続であるが変位そのものはありその計算を行うために既に実装済み），断

層面上盤・下盤側での断層に沿った方向の変位を計算し，分配して，収束計算を行った．しかしなが

ら，現在のところ，最初の初期条件のためすべり速度が不安定になる早い段階で，地表面近傍ですべ

り速度の加速が現れ (図 2-3)，準動的と動的計算を繰り返す状態が出現している．アルゴリズムの問題

か地表のメッシュの問題かもう少し簡単な問題などを用いて多角的に検討する必要がある．

３）法線応力変化を考慮した地震サイクルシミュレーション 　―海山による効果―

東北地方太平洋沖地震の破壊開始点近傍でホルストーグラーベン構造が観測されている（Kodaira et al.，

2012），また震源域に存在する沈み込む海山の影響で海溝近傍での大きな地震すべりをもたらした可

能性が，動的破壊シミュレーションから示唆されている (Duan2012; Fukuyama and Hok， 2013)．動的

破壊シミュレーションでは，動的破壊過程は正しくシミュレーションできているが，破壊前の初期条

件を設定する必要があり，その設定が，必ずしも地震サイクル中に蓄積された応力状態を設定できて

いるとは限らない．

そこで，こういった沈み込むプレート境界の起伏の影響が地震サイクルにどのように影響するのか，法

線応力の変化を考慮した地震サイクルシミュレーションについて報告する（Ohtani，2015）．図 3-1の

ように，a-b<0となる円形の速度弱化領域（アスペリティ）内に 2種類の形状（球・台形モデル）で海

山を模し（凸部高さを hs，円の半径を rsとする），凸部境界でのすべりに起因する法線応力変化を考慮

した地震サイクルを実行した．凸部のないフラットな場合をモデル１，球モデルで rs=25km，hs=2km



をモデル 2，rs=16.6km，hs=2kmをモデル３，台形モデルで rs=28km，hs=2kmをモデル４と呼ぶ．各

モデルについて，地震サイクルシミュレーションを行なった．

各モデルに対して，図 3-1右図の位置 1-6に対する，サイクル中ですべり速度および積算すべり量の時

間変化を，図 3-2に示す．モデル１－４の地震の再来間隔は，それぞれ 96.24， 93.75， 86.53， 77.71

年と異なる．また，地震サイクル中の地震発生直前と直後のすべり速度と初期応力からの法線応力の

変動分布を図 3-３に示す．フラットモデル１では法線応力変化は少ないが，モデル２－４では凸部の

エッジ部に大きな法線応力変化が現れる．アスペリティ内で地震すべりが発生するとすべり域深部を

除き法線応力が上昇する．一方地震間ではアスペリティは固着し，法線応力は逆に浅部で下がり深部

で上昇する．フラットモデル 1でははっきりとこのパターンが現れるが，モデル２－４では凸部のま

わりでやや複雑になる．図 3-3に見られるように，凸部内の浅部と深部では地震サイクルを通じて法

線応力が逆のセンスで変動する．地震発生により凸部内浅部では法線応力が上がり，深部では下がる

が，地震後の地震間では逆になる．形状の違いによる法線応力変化について，モデル２と３は同じ球

モデルであるが，３の方が曲率が大きいため，法線応力変化が大きい．台形モデル４では上部と下部

のエッジ部分に集中的に変動が現れる．法線応力が下がると摩擦が下がり弱部となり破壊し易くなる

が，上がると強部となり破壊のバリア部となる．全てのモデルで法線応力の低下した部分で非地震性

すべりが発生し，地震すべりに発展する．モデル１－４の順に法線応力低下が増し，強度が下がり破

壊しやすくなり，その結果繰り返し間隔が 96.24， 93.75， 86.53， 77.71年と短くなる．

海山のような凸部があると破壊のバリアになるという考えがあるが，上記のように凸部内部の浅部と

深部で法線応力が逆の振る舞いを示し，単純ではないことが分かる．上記のモデルは凸部が沈み込むこ

とにより圧縮変形を受ける効果は含んでいないが，地震サイクル程度の時間間隔ではこのシミュレー

ションで生じた現象が起こりうると考えられる．このように，海山のような幾何学的形状だけでは必

ずしもバリアにならない．海山がバリアになりうるとすれば，凸部が沈み込むことによる圧縮変形，お

よび海山による浮力や間隙流体圧の減少といった要因を考える必要があろう．

４）固着すべり振動子の周期外力への応答

ゆっくり地震（SSE）や繰り返し地震，および地震活動には卓越した活動周期が存在すると報告され

ている．地震サイクルシミュレーションの高度化の一つとして，こういった地球・海洋潮汐などの周

期的外力および単独の繰り返し間隔を持つアスペリティの相互作用より生じる同期現象として，地震

サイクル計算に組み込むことを考える必要がある．

非線形科学分野で発展してきた同期理論の応用を考えて，まず序論として，地震発生を模した 1自由

度のバネ・スライダーからなる固着すべり振動子への周期的外力の応答を調べた．底面に速度状態依

存摩擦則に従う摩擦力が働くブロックにバネを付けローディング速度 Vplで引っ張る系に周期的外力

が加わる状態 (図 4-1)を考える．まず，摩擦条件とバネ定数を調整して，固着すべり振動子（固着と

すべりを繰り返し，すべりの繰り返し間隔が To（自然周期）となる系を設定する．そこに図 4-1のよ

うに振幅 Eで周期 Teとなる外力を加える．例として，To=112年，サイクル中の応力降下（6MPa）の

生じる固着すべり振動子に，1/10Eの振幅で，Teを 1年刻みで To－ 110年から To+125年の変化させ

て周期的外力を加えて，系の応答すなわち繰り返し間隔 Tcを調べた．図 4-2に横軸に Te-To，縦軸に

Tc-Toの平均（丸印）とその分散をΔ Tc（バー）をプロットしている．Tc:Teが m:n（m,nは互いに素

の整数）となるように系の周期がシフトして同期する現象（この場合分散がゼロとある），m:n同期現

象が生じている．この同期は 1/00Eの大きさを振幅を持つ外力でもで生じる．このことから，地球・

海洋潮汐が引き起こす応力レベルは数ｋ Pa程度なので，数 10～100ｋ Pa程度の応力変化を伴う SSE

では同期現象が生じる可能性がある．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
国際学会における発表 Shimizu， H.， Y. Kaneko and K. Hirahara， 2D Fully Dynamic SEM Earthquake

Cycle Simulation for In-Plane Shear Fault，IUGG General Assembly，IUGG-4807，Prague，Czech，

2015.



国内学会・シンポジウム等における発表清水宏幸・Kaneko Yoshihiro・平原和朗，スペクトル要素法を

用いた動的効果を含む 2次元 in-plane地震サイクルシミュレーション手法の開発，日本地球惑星

科学連合 2015年大会，SSS30-02， 2015. 平原和朗，固着すべり振動子の周期外力への応答－悪

魔の階段－，日本地震学会 2015年秋季大会，S08-33，2015.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
SEM2次元動的・準動的地震サイクルコードの開発を継続する．また周期的外力への応答を考慮した

地震サイクルシミュレーション法の開発を行なう．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
京都大学大学院理学研究科：平原和朗・宮崎真一

他機関との共同研究の有無：有

京都大学防災研究所：西村卓也

東京大学地震研究所：亀 　伸樹

東北大学大学院理学研究科附属地震・噴火予知研究観測センター：太田雄策

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学大学院理学研究科

電話：075-753-3946

e-mail：hrahara@kugi,kyoto-u.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：平原和朗 　

所属：京都大学大学院理学研究科



図 1-1
上図：2次元 ABQUSメッシュ図（従来モデル）１上部地殻，７太平洋スラブ：弾性，他の領域は粘弾性．プレー
ト境界では，速度状態依存摩擦則に従う摩擦が働き，深さ 5-45kmで速度弱化，0-5kmおよび 45-100kmで速度強
化摩擦特性を与えている．

　　　下図：速度状態依存の摩擦則に従うプレート境界要素を 500mにした詳細モデル



図 1-2
メッシュサイズを変えたときの，深さ 40km付近の節点における積算すべり量の比較

図 1-3
自重による初期接触圧（法線応力）分布



図 1-4
Kato and Yoshida(2011)による有効法線分布（上図）と自重を調節して再現した接触圧分布（下図）

図 2-1
Kato and Yoshida(2011)による有効法線分布（上図）と自重を調節して再現した接触圧分布（下図）



図 2-2
Kato and Yoshida(2011)を参考にして作成した速度状態依存摩擦パラメータ a，b，Lおよび初期有効法線応力σ o
他 　(Shimizu，2015)



図 2-3
上図：最初の準動的段階の x方向の変位速度分布
赤は正，青は負の向きの速度，最大値は 0.5Vpl． 　
下図：シミュレーション開始後約 2.5年後における x方向の変位速度分布
　　　準動的・動的計算を繰り返し，海溝から発生する振動が見られる



図 3-1
左図：プレート境界形状の表現．(a)フラットなプレート境界，(b)球状の一部で模した海山，（ｃ）台形の形で模
した海山 　((b)，(c)で凸部高さ hs，円の半径 rs) 　
　右図：摩擦パラメータ a-bの分布と初期法線応力の深度分布．１－６の番号のついた色の付いた丸印は，図 3-2
に示す地震サイクル中のすべり速度と積算すべり量を計算した位置を示す．



図 3-2
各モデルに対する図 3-1右図の 1-6の場所におけるすべり速度と積算すべりり量の時間変化 　(Ohatani，2015)



図 3-3
各モデルに対する図 3-1右図の 1-6の場所におけるすべり速度と積算すべりり量の時間変化 　(Ohatani，2015)



図 4-1
底面に速度状態依存摩擦則（RSF）が働くバネーブロックを速度 Vplで引っ張る系に振幅 E，周期 Teの外力を加
える．

図 4-2
自然周期 To(=112年)となる固着すべり振動子の周期（Te）を持つ外力を加えた時の計算された繰り返し間隔（Tc）
の平均と分散．分散のない Tcは Tc:Te=m:nとなる m:n同期を示す．



平成 27年度年次報告

課題番号：1802

（１）実施機関名：

京都大学理学研究科

（２）研究課題（または観測項目）名：

水蒸気噴火後の火山活動推移予測のための総合的研究－御嶽・口永良部・阿蘇－

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　各火山において地震観測、測地観測、地磁気観測、火山ガス測定を実施し、水蒸気噴火後の過程で

発生するさまざまな現象を捉える。そして、これらの観測結果を比較することにより、水蒸気噴火後

の活動推移予測の精度を高める。また、水蒸気噴火に至る過程で発生した事象から共通するものを抽

出し、水蒸気噴火準備過程のモデルを構築するための基礎材料とする。

　阿蘇火山では噴火中でも比較的安全に火口に接近可能であるという地の利を生かし、火口極近傍で

の電磁気観測や地震観測を実施し、他の火山における遠方での観測手法の有効性を検証するためのテ

ストフィールドとしても活用する。また、同火山は他の二火山に比して水蒸気噴火の頻度が高いこと

から、火口周辺での地質調査により歴史時代を中心とした噴火発生履歴を明らかにすることで、水蒸

気噴火発生場の時間変化を考察し、他二火山の活動度評価に資する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

御嶽火山

2014年御嶽山の噴火では約 1ヶ月前から地震活動の活発化が見られ、南西山麓の約 20kmの水準路線

では、噴火時期を含む 2007年 4月―2014年 10月の期間に最大 14?の山頂方向の沈降する地殻変動が

観測された。これらの変動を精査するとともに、南西山麓における水準測量や GPS観測により上下変

動および水平変動を長期にわたり観測する。また、定常観測点における地震観測、傾斜観測を実施す

る。一方、有人機ヘリによる御嶽山の空中磁気測量を実施し、火山体浅部の熱状態の変化による磁気

構造変化を抽出する。また無人機を用いた多成分ガス濃度観測により火山性流体中へのマグマの関与

の度合いの時間変化を調べる。

口永良部島火山



2014年の噴火に至る前兆過程で発生した地震，地盤変動，磁力変化，地熱変化などの変化を精査し，

前兆過程を細分化し，特に，噴気活動が強くなった 2008年以降の地震活動と地盤変動の特性変化の抽

出を行なう。また、今後のマグマ性噴火への移行に先行する地盤変動、二酸化硫黄放出量の変化、全

磁力変化などをとらえるための観測を実施し、深部から浅部へのマグマ移動の検出を試みる．

阿蘇火山

中岳火口での全磁力観測点をテレメータ化し、地磁気変化検出能力の向上をはかり、マグマ移動の検

出を試みる。また、TDM法に基づくACTIVEシステムを用い、高時間分解能の比抵抗モニタリングを

行う。一方、ACTIVEの観測に合わせ、火口の西部および北部における短周期地震アレイあるいは火

口近傍域における稠密広帯域地震観測を行いアレイ解析による微動の発生源推定をおこなうほか、散

乱波解析などによりクラックなどの火道システムにおける浅部地震波速度構造の時間的・空間的変化

を抽出する。また、DOASなどを用いた火山ガス観測も随時おこなう。また、中岳周辺域においてテ

フラ層序に関する調査を行ない、歴史時代を中心とした完新世の水蒸気噴火発生履歴を解明する。

年次進行を以下に示す。

H26年度

・リアルタイム空振観測網の構築、ACTIVEソース、レシーバー点の設置（阿蘇）

H27年度

・水準測量（全路線）、GPS観測（全基線）、地震波形データ整備および波形解析、比抵抗調査データ

の再解析、空中磁気測量、ガス調査（御嶽）

・空振アレイ整備、磁力計整備、ACTIVE観測、稠密広帯域地震観測、ガス観測、テフラサンプリン

グと年代測定（阿蘇）

・水準測量（全路線）、GPS観測（全基線）、地震波形データ整備および波形解析、二酸化硫黄放出量

測定（口永良部島）

H28年度

・水準観測（主要路線）、GPS観測（全基線）、地震波形解析、空中磁気測量（御嶽）

・ACTIVE観測、地震アレイ観測、テフラサンプリングと年代測定（阿蘇）

・水準測量（全路線）、GPS観測（全基線）、地震波形データ整備および波形解析、傾斜計設置、二酸

化硫黄放出量測定（口永良部島）

H29年度

・水準観測（全路線）、GPS観測（全基線）、地震波形データ整備および波形解析（御嶽）

・ACTIVE観測、稠密広帯域地震観測、ガス観測、テフラサンプリングと年代測定（阿蘇）

・水準測量（全路線）、GPS観測（全基線）、地震波形データ整備および波形解析、傾斜計観測、二酸

化硫黄放出量測定（口永良部島）

H30年度

・水準観測（主要路線）、GPS観測（全基線）、地震波形解析（御嶽）

・ACTIVE観測、稠密広帯域地震観測、ガス観測（阿蘇）

・水準測量（全路線）、GPS観測（全基線）、地震波形データ整備および波形解析、傾斜計観測、二酸

化硫黄放出量測定（口永良部島）

（８）平成 27年度の成果の概要：
　2015年 5月 29日に口永良部島の新岳火口において火山噴火が発生し，我が国の火山において初め

ての特別警報（噴火警戒レベ 5）が発表され，島外への避難が行われた．また，阿蘇火山では 2015年

9月 14日に爆発的な水蒸気噴火が発生し，我が国の火山において初めての噴火速報が発表された．一

方御嶽山では，目立った火山活動は無く，平成 27年 6月 26日に噴火警戒レベルが 3から 2に引き下

げられた．以下に各火山における成果の概要を述べる．

御嶽山



　2014年噴火後の 10月 15日～17日に測量した御嶽山東山麓の水準路線を 2015年 4月 21日～24日に

再測した．この時の測量は屋敷野路線（16?），御岳ロープウエイ路線（8?）および木曽温泉路線（7?）

である（図 1a）．噴火後の半年間における上下変動として，御嶽山山頂南東側約 20?の上松を不動点

として，御岳ロープウエイ路線・屋敷野路線で約 4?の隆起が検出された（図 1b）．2014年噴火をはさ

む 2009-2014年の測量結果が屋敷野路線・木曽温泉路線において約 10?の沈降であるのに対し，噴火

後半年間では概してわずかな山頂方向の隆起となり，今後の活動推移を予測する上で重要な結果が得

られた．

また，2006年―2014年の水準測量データを用い，2014年噴火に至る噴火準備過程の解明を試みた．そ

の結果，2006年以降は山頂方向の隆起を示す変動パターンであることが明らかとなった（図 2）．こ

の隆起は 2007年の小噴火後も沈降に転ずることはなく，2009年まで継続している．短い区間の測量

ではあるが，2013年の測量結果からもこの隆起が 2013年まで継続していたことが示唆される．そし

て，2014年噴火をはさむ 2009-2014年の測量では，山頂方向の沈降が検出された．

　沈降の期間（2009-2014）と隆起の期間（2006-2009）において，それぞれ圧力源モデルを推定した．

2014年噴火をはさむ沈降の期間の圧力源モデルとして，収縮する山頂直下の浅いシル状のクラックが

推定された．また噴火前の隆起の期間のモデルとして，山頂直下の浅いシル状クラックと，その下の

深いダイク状クラックの開口が推定された．上下変動の時間変化と圧力源モデルから，以下のような

火山活動の推移が示唆される．2006年に山頂直下へのマグマ貫入が発生し山頂直下の浅いシルと深い

ダイク状のクラックが開口し，2007年噴火が発生した．しかし 2007年噴火後もマグマ供給は継続し

2014年噴火が発生した．2014年噴火後，浅いシル状のクラックは収縮に転じた．

　地震活動については，御嶽山 2014年噴火を挟む 2014年 8月 31日～9月 30日に山頂域で発生した

地震について double difference法による震源再決定を行い，南北に伸びた震源分布（図 3）と噴火直前

10分間の震源移動を見出した．これらの地震との matched filter解析により更に多くの地震を検出し，

火山構造性地震の活動ピークが 9月 11日であったこと，これに 4日ほど遅れて低周波地震活動が活発

化したこと，9月 16日頃にかけて b値が上昇したことを明らかにした（図 4）．また，噴火開始の 25

秒前に発生した超長周期地震の波形インバージョン解析を行い，火口直下の深さ 600 mにおける南北

走向クラック解を得た．この走向は震源分布と整合的であり，既存弱面を用いた水蒸気上昇に伴う微

小亀裂の開閉イベントの一つと解釈した．

　GNSS観測については 2014年 9月の水蒸気噴火以降，名古屋大学の観測点強化を行った．図 5(a)

は，2016年 2月現在でのオンラインの GNSS観測点（名大：緑色，東濃：黄色，GEONET:青色）を

示しており，チャオスキー場（ciao），飯森高原駅 (iimr)，東大木曽天文台 (ksao)，御嶽休暇村（ontk）

で観測を行っている．これらの観測点では１ cmを超えるような顕著な地殻変動時系列の変化は見ら

れない（図 5(b)）．一方，今年度はオフライン観測として 3箇所の連続 GNSS観測（マイヤスキー場，

三浦，松原スポーツ公園）を開始した．また，2015年 7月には 7箇所のキャンペーン GNSS観測を約

1週間実施した．

御嶽山では 2013年 12月に国土交通省多治見砂防国道事務所が行っている火山の砂防調査の一環とし

て，GREATEM法による空中探査が行われた．この探査により深度 1km位までの 1次元比抵抗構造が

求められている．その結果によると，今回の噴火地直下の数百ｍの深さに層状の低比抵抗層が見られ

た．この層を帯水層と考えれば，そこの水が深部からの熱で高温になり，水蒸気爆発を引き起こす原

因となった可能性が考えられる．

　また，噴火後の地下温度状況の時間的変化を把握することを目的に，有人ヘリコプターを用いた繰

り返し空中磁気観測を計画した．しかし，同火山の噴火警戒レベルが 2以上に維持され，当該地域が

飛行規制領域に設定されていたため調査を実施することが出来なかった．また，口永良部では有効だっ

た小型無人ヘリも御嶽山の標高では使用不可能であった．こうした事態を受け，今年度の事業実施内

容をドローン搭載用の小型磁場観測システムの構築に変更した．

　今回の御嶽火山の場合と同様，噴火直後には安全性の観点から有人の空中観測を行う事は殆どの場

合不可能である．そのような状況下で小型無人機（ドローン）を用いた空中磁気観測が可能となれば，



噴火直後の活動域地下の温度状態を明らかにすることが可能となり，噴火活動評価・予測などに対し

極めて重要な情報を提供できる．そこで今年度，ドローンに搭載可能な小型且つ軽量な磁力計測シス

テムの開発を行う事とし，現在までに Bartington社製Mag566磁場三成分センサを用いた計測システ

ムを構築した．また計 4回のテスト観測から本システムがスタティックな磁気異常を観測するための

精度を持つことが保証された．さらに実フィールドでのテスト観測として 2016年 3月に阿蘇火山の米

塚で試験飛行を行う予定である．

口永良部島火山

　2015年 5月 29日噴火前の諸観測
火山ガス
　2014年 8月 3日の噴火直後の二酸化硫黄放出量は 300トン/日に増加した（図 6）．放出量はそれ以

降も徐々に増加し , 2014年 11月末に急激に増え，1000～3000トン/日の状態が続いた．このレベルの

二酸化硫黄放出量はマグマ性噴火が発生している桜島や阿蘇山と同等の噴出率である．その後この放

出量は 2015年 5月に，二酸化硫黄放出量は 300～700トン/日に減少し，明らかに 2014年 12月以降と

は異なる状況を示した．この減少は火道上端部の閉塞に対応していた可能性がある．

地盤変動
　2014年 11月末の二酸化硫黄放出量の増加と同期して屋久島と口永良部島の間の GNSS観測による

基線長の短縮が始まった（国土地理院，気象庁の連続観測）．また，2015年 3月の島内山麓における

GNSSキャンペーン観測では，新岳を中心とする放射状の変位ベクトルが得られており，屋久島と口

永良部島の間の基線長の短縮は口永良部島の新岳を中心とする膨張と解釈できる．また，2015年 3月

に行った新岳西山麓の水準測量では，2014年 8月に比べ火口側隆起の上下変動が検出されたことも口

永良部島の山体の隆起・膨張を裏付ける．2014年以前の地盤変動は新岳山頂において極めて大きいが，

山麓には顕著な変動はなかった．山麓において地盤変動が検出されたのは，1996年に地盤変動観測を

開始して初めてのことであった．

地震活動
地盤変動と同期して，徐々に火山性地震発生回数も増加し，2015年 1月 24日には，最初の有感地震

（震度 1）が新岳西山麓の深さ 5kmで発生した．そして，5月 19日ごろからは新岳火口近傍の地震計

に観測されるような極微小地震が増加し，5月 23日には新岳西山腹浅部を震源とする有感地震（震度

3，M2.3）が発生した．5月 23日の地震は 1月 24日の地震と同様に新岳西山麓に震央をもつが，震源

深さが 1kmと浅くなっている．

　5月 23日の有感地震発生以降も地震活動は高い状態が続き，火山構造性地震の多発から低周波地震

やモノクロマティック地震への地震活動の推移が見られた．

以上のように，2015年 5月 29日の噴火は，2014年 8月 3日の噴火以降に，火山ガス放出量の増加，

地盤変動，火山性地震活動の活発化などが段階的に進行する中で発生した．

　噴火後の火山活動推移予測のための観測

京都大学防災研究所では，1996年に水準測量路線を島の西山麓に設置し，測量を繰り返してきたが，

2015年 7月 29日および 30日に，この路線の北部において水準測量の繰返し観測を実施した（路線南

部については立ち入り禁止のため測量不可）．その結果，2015年 3月 4日・5日～7月 29日・30日の

期間には明瞭な地盤上下変動がなく，2014年以降に起こった新岳方向の地盤隆起は保持されている状

態であることが明らかになった．

　5月 29日の噴火後の二酸化硫黄放出率の推移をとらえるため，トラバース測定を繰り返し実施し

た．簡易型トラバース装置を漁船に取り付け，口永良部島の周囲を航行してもらうことで，トラバー

ス測定を実施した．5月 29日噴火の直後は，4000トン/日と非常に高い放出率を示していた．噴火後

1週間～1か月は 800～1700トン/日のレベルで推移したが，噴火後 50日以降は 500トン/日のレベル

に低下，さらに 8月末現在では 200トン/日レベルになっている．二酸化硫黄放出率は，噴火後着実に

減少しており，2014年 8月 3日噴火前のレベル（数十トン/日）には戻っていないものの，8月 3日噴

火直後のレベルまで下がっており，現在の状況は，2014年 12月から 2015年 5月の噴火前の火山ガス



放出状況とは大きく異なる．

　さらに，東京大学地震研究所は，小型の無人ヘリを用いて新岳火口周辺に地震計を設置した．4月

にも同様の計画で設置したが，5月 29日の噴火で全点が被災した状態であった．完全なリアルタイム

ではないものの，携帯電話によりデータが 10分以内に取得できるので検知力の上がった火山性地震観

測により，火山活動の即時的評価が向上した．

　5月 29日の噴火後，それよりもやや小さい規模の噴火が 6月 18日に発生したものの火山活動にはさ

らに大規模な噴火に発展する兆候はない．GNSS観測や水準測量による地盤変動に大きな変化はなく，

有感となるような火山構造性地震は発生していない．現在の火山活動状況を 2014年 12月から 2015年

5月 29日の噴火が発生する直前 1週間の状況と比較すると地盤変動はほぼ停止，火山ガスの放出量は

著しく減少した状態にある．また，火山性地震の活動度は明らかに低い．噴火警戒レベルが 5に上げ

られた直後の状態と比較すると，火山性地震は時々多発するものの，地盤変動と火山ガス放出量には

変化がない．地盤変動がないことは 5月 29日以前に貫入したマグマの大半は依然として火山体内にあ

ることを意味するが，それがすぐに噴火に結び付く段階にない．6月 18日の噴火の 1日前から火山性

地震が多発しており，火山性地震観測は有効な火山活動状況の評価材料になりうる． 6月 18日の噴火

では火砕流の痕跡は認められず，爆発地震記録は弾道岩塊を伴うブルカノ式噴火に近い．1931年以降

の一連の噴火活動期の終わりに近い 1933年 12月に発生した七釜集落の災害は弾道岩塊によるもので

ある．

　火山性地震は発生し続けているもののその活動状態は 2015年 5月噴火の直後よりも低く，地盤変動

は停止，火山ガスの放出量は減少した状態にあり，さらに大規模な噴火に発展する兆候はないと考え

られる．

阿蘇火山

噴出物調査
　阿蘇火山中岳における 2015年 9月 14日の爆発的噴火について，噴出物に関する現地調査を実施し

た．この噴火に伴う噴出物は，噴出形態から弾道堆積物，火砕密度流堆積物，降下火砕物の 3つに分

けられた．弾道放出された噴石は火口中心から 500 m程度の範囲に散在していた．噴石の中で最大の

ものは長径 1.6 mであったが，大部分は径 10 cm以下のものであった．火砕密度流堆積物は火口周辺

の約 2.3km2の範囲に広がっていたが，最大層厚は 10 cm以下と薄く，礫成分をほとんど含まない砂質

のものであった．層厚分布から火砕密度流堆積物の量は 5.7万トン程度と概算された．降下火砕物は

砂～シルト質の淘汰の良い堆積物であり，現地では火口西方 8 km付近まで明瞭に認められた．降下火

砕物の量は約 2.7万トンであり，火砕密度流堆積物と合わせると，この噴火による総噴出物量は 8.4万

トン程度と見積もることができた．

電磁気
　2015年 9月及び 10月に発生したマグマ水蒸気噴火の噴石により地磁気連続観測点のいくつかがダ

メージを受けた．しかし，火口の北側の N1，西側の C1および南西のW1（N1および W1は衛星およ

び携帯テレメータ，C1は現地収録）で計測を継続しており，火口の地下を中心とした地磁気変化を捉

えられる観測体制を維持している．2015年 9月，10月のマグマ水蒸気噴火に先行した顕著な地磁気変

化は捉えられなかった．これは 2014年 11月のマグマ噴火開始前の地磁気変化とは大きく異なるもの

であり火口直下浅部の状態が噴火形式に影響を及ぼしている可能性もあり，今後の精査が必要であろ

う．2015年 10月の噴火以降，それまで続いていた緩やかな消磁（地下温度上昇）のセンスが，僅か

に帯磁（地下温度低下）のセンスに変わっているように見える（図 7）．10月の噴火以降，火口底に

湯だまりが一部復活したことから少なくとも浅部において地下水が火口の中心まで浸透し温度が低下

していることが示唆される．

また今年度，地磁気観測データの解析手法の改良に取り組んだ．従来は，火口近傍のプロトン観測点と，

火口から約 7km離れた火山研究センターのプロトン磁力計のデータとの単純差により火山活動起因の

トレンド的な地磁気変化を抽出していた．より高精度なトレンド抽出のために Fujii and Kanda (2008)

の方法を応用した解析方法を用い，この方法を 2014年 11月の噴火前後のデータに適用した（図 8）．



またその結果から等価磁気源解析を行い，磁場変化源（＝熱源）の位置の時間的推移を明らかにした．

今後この結果とその他の観測・解析結果を総合することで，この期間におけるマグマ移動についての

重要な情報がもたらされることが期待される．

　ACTIVEによる繰り返し観測については，2015年 4月，及び 8月に繰り返し観測を行った．この

結果から得られたレスポンス曲線（地下の比抵抗分布についての情報を持つデータ 1次処理結果）は，

昨年度の 2015年 2月に行われた観測結果と殆ど変わらなかった（図 9）．前述のようにこの時期の磁

場変動の振幅は緩やかであり，大きな地下の温度状態の変化は認められない．ACTIVE観測の結果は，

こうした事と対応するものであると考えられる．また今年度，ACTIVE観測より得られるデータを用

いた火口地下比抵抗の時間変化を推定するためのソフトウェア開発をも行った．これにより 3次元的

なフォワード計算を行う事が可能になった．

熱観測・空振観測
　中岳第一火口内放熱量の繰り返し観測結果から，2015年 5月に発生した 50万m3の火口底陥没現象

を契機に，火口南壁への熱供給経路の閉塞過程が進行し始めたことが示唆された．2014年 11月から

のマグマ噴火活動中にも変化の認められなかった南壁での熱活動は（放熱量 1-2MW），陥没現象を契

機に，その後の半年間で 0.2 MWにまで縮退した．空振観測結果から，陥没現象の開始は 141火孔へ

の土砂流入およびこれによる噴出現象で始まり，現象開始から３分ほど経過すると，火口底南側全体

での崩壊現象へと進展し，これは 5分ほどで完了したことが推定された．

地震・地殻変動
　阿蘇山火口周辺の広帯域地震観測網および短周期地震計アレイの維持を引き続き行い，火山活動に

伴う各種の火山性微動の観測を行った．この結果，阿蘇山で断続的に観測されている長周期微動の卓

越周期が，地表活動の活発化に従って明瞭に変化することを明らかにした (図 10)．このような時間変

化は，2014年 11月および 2015年 9月の噴火にやや先行して見られ，1994年の広帯域地震計による観

測開始以来では，最大規模の変化であった．また，同時に微動の発生回数や振幅も増大していた．こ

れは浅部火道中の流体の温度・物性が活動に伴い変化し，火道壁における固液２相弾性カップリング

による境界波の伝播特性が変化したためと解釈出来る．このことは，水蒸気噴火・マグマ水蒸気噴火

を引き起こす浅部流体のモニタリングを地震学的手法により連続的に行うことが出来，火山災害誘因

の把握に有効である可能性を示す．また，長周期微動の周期の変化は，草千里下のマグマ溜まりをは

さむGPS基線の変化と対応しており，マグマ溜まりの増圧により，火道へ流れ込む流体の温度・物性

の変化が引き起こされていることが示唆される．
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刷中.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　御嶽山では，屋敷野路線（16?），木曽温泉路線（7?），御岳ロープウエイ路線（8?）と，2015年 4

月に新設した御岳ロープウエイ路線 3.1?，屋敷野路線 1.7?の延長部分の再測量を 2016年 4月に行う

予定である．2014年噴火をはさむ 2009-2014年の水準測量結果が屋敷野路線・木曽温泉路線において

約 10?の収縮であるのに対し，噴火後半年間では概してわずかな山頂方向の隆起を示す結果となって

いる．2015年 4月～2016年 4月の変動を明らかにすることにより，2014年水蒸気噴火後のマグマの

蓄積過程を議論する．

　GNSS観測については，今年度オフライン観測を行っている 3箇所の連続 GNSS観測点のうちマイ

ヤスキー場，松原スポーツ公園について，携帯電話の通信回線を用いたオンライン化を予定している．

また今年度行ったキャンペーン観測を繰り返し行う予定である．

　現在の磁場観測システムでは，繰り返し空中磁気観測から火山活動起因の僅少な磁場変化を捉える

には測定精度が不足している．そこで平成 28年度は，磁場センサの姿勢制御方法及びデータ補正方法

の検討・改良を行い，磁場観測システムの実用化を目指す．

　口永良部島火山では，2014年および 2015年の噴火により被災し中断している地震観測および全磁

力観測の再開を目指すと共に，ボアホール型傾斜計による地盤変動観測を開始する．また，二酸化硫

黄放出率のトラバース測定，GNSS観測，水準測量を継続する．

　阿蘇火山では，来年度においても電磁気学的な観測を継続して行う．また火山活動状況の変化によ

らず継続してデータ取得可能な体制の構築を行う．特に ACTIVEについて連続観測体制を構築し，テ

レメータによるデータ取得可能な体制の構築する．得られたデータの 3次元インバージョンが可能な

コードの開発を行う．．磁場データ解析においては，今回用いた方法には解析期間中に比較的大きな変

化が生じていなければ正しくトレンド抽出が行えないという問題があり，今年度手法の改良を行いこ

の問題を解決する事を目指す．

　また，地震の観測網を維持し火山性流体移動プロセスのモデル等に必要なデータの蓄積を進めると

ともに，長周期地震の物理プロセスに関する理論的研究を進めモデルの精緻化を進め，水蒸気噴火後

の浅部熱水系の挙動を明らかにする．また，1990年代の水蒸気噴火活動後の広帯域地震観測記録との

比較を進め，今後の活動推移の予測を行う．

　そして，2015年 9月 14日噴出物の顕微鏡観察や化学分析など物質科学的な解析を進め，噴火推移

等について検討する．
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図 1a
御嶽山における水準測量路線



図 1b
2014年 10月ー 2015年 4月の上下変動



図 2
2004年以降の観測毎の上下変動図



図 3
再決定された地震分布

(a)震央分布 　▲は山頂，黄色の●は噴火前の地震，青色の●は噴火後の地震、星印は低周波地震を示す．白色に
塗りつぶされた領域は火孔列（国土地理院）を示す．(b) 　西南西－東北東方向の深さ断面
?



図 4
山体直下の地震の時空間発展図

(a)北北西－南南東方向に投影した地震の時空間発展．縦軸に距離 (km)，横軸に日付を示す．★は低周波地震を示
す．○の大きさはマグニチュードによってスケールされている．波線で噴火時刻を示す．(b)地震の深さ変化． (c)
地震の積算個数の時間変化．青線と赤線が火山構造性地震と低周波地震に対応．(d)地震のマグニチュードの時間
変化．



図 5
（a）オンラインの GNSS観測点マップ．緑色：名大，黄色：東濃地震科学研究所，青色：GEONET．（b）それぞ
れの観測点での地殻変動時系列を示している．基準点は上松（950274）観測点



図 6
2014年 8月噴火から 2015年 5月噴火までの火山活動のまとめ。上段:地震回数および地盤変動。2014年 8月 3日
以前の日別地震回数は京都大学，それ以降は気象庁。斜距離は国土地理院の屋久島永田と気象庁口永良部島七釜

観測点の GNSS観測による斜距離。下段：東大・京大及び気象庁による二酸化硫黄放出量。



図 7
2013年 1月～2015年 12月までの地磁気変化（第一火口西の C1観測点）

図 8
新たな解析手法から求められた中岳火口周辺の地磁気変化



図 9
ACTIVE観測から得られたレスポンス関数（火口西の観測点 A01）



図 10
下から、阿蘇火山における長周期微動の発生回数、平均振幅、基本モードの周期。一番上が GPS基線長変化 (2013
年 9月 1日から 2015年 10月 31日まで）



平成 27年度年次報告

課題番号：1803

（１）実施機関名：

京都大学理学研究科

（２）研究課題（または観測項目）名：

実観測データに基づく断層面の摩擦パラメータと地殻活動の状態推定のためのデータ同化手法の構築

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(4)地震現象のモデル化

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　大地震の発生予測へとつながる地震サイクルシミュレーションを行うにあたっては、摩擦構成則に

現れる摩擦パラメータをどのように設定するかが重要である。観測データから摩擦パラメータを推定

する手法としてはいくつか候補が考えられるが、データ同化の理論やアルゴリズムの実際の問題への

適用可能性は，データとモデルの特性に強く依存する。そこで、複数のデータ同化アルゴリズムを用

い、設定された物理モデルに対する各アルゴリズムの特性や適用上の問題点を調査するとともに、そ

の結果に基づいてアルゴリズムの改良を行う。

　第１の課題として、豊後水道や八重山地域のように繰り返し発生してきたスロースリップを対象に、

速度・状態依存摩擦構成則に基づいて断層面上の摩擦パラメータおよびすべりの履歴を推定する手法

を確立する。基礎となる手法としてアジョイント法とアンサンブルカルマンフィルタ・粒子フィルタ

（特殊な例として SISを含む）という２つのやや性質の異なるアプローチをとり，それぞれの手法の長

所・短所を調査する。それに基づき、摩擦パラメータやすべりの履歴を推定する上で最適と考えられ

る手法を構築する。また、数値シミュレーションの分野で利用されている階層型行列（H-matrix）を

データ同化にも適用し、計算の高速化を図る。 　

　第２の課題は、余効すべり域の摩擦パラメータ推定の問題である。余効すべりを扱う上では、観測

データに含まれる複数のプロセスから余効すべりの成分のみを抽出し、摩擦パラメータの推定に用い

ることが肝要である。そこで本課題では、速度・状態依存摩擦構成則に従う余効すべりと、地震時の

すべり及び余効すべりによる上部マントルの粘弾性応力緩和の双方を取り入れたプレート境界地震の

余効変動の物理モデルを構築し、GPSデータを用いてプレート境界の余効すべり域における摩擦パラ

メータや初期条件、上部マントルの粘性率を推定するためのデータ同化手法を開発する。複数のアル

ゴリズムを用いた結果に基づいてアルゴリズムの改良を行い、GPSデータを同化し、余効すべり領域

の摩擦パラメータと上部マントルの粘性率を推定する。



　摩擦パラメータの妥当な値を決めるためには、推定の信頼性や空間分解能を一層高めることが不可

欠である。そこで本課題の第３の課題として、地震活動をデータとした摩擦パラメータ推定を行う。解

析の枠組みとしては、Dieterich(1994)による摩擦構成則に基づく地震活動度モデルを用い、実際の地

震活動度に合うよう摩擦パラメータの推定を行う。計算アルゴリズムとしては、マルコフ連鎖モンテ

カルロ法が、まず考えられるが、主に計算時間の面でのコストが高い。プレート境界のように、地震

サイクルシミュレーションの精度向上に寄与出来るような広い領域を扱うには限界があるため、特に

この点を考慮した解析手法の確立を目指す。例えば、「ラプラス近似」など、統計科学で用いられる近

似手法の適用を検討し、効率的なアルゴリズムの開発を行う。そして、比較的小さな解析領域を対象

とした、人工的に生成したデータに基づく数値実験（いわゆる「双子実験」）から始め、地震サイクル

シミュレーション等から得られる結果との整合性を踏まえつつ、実データへの適用を行う。その状況

に応じ、パラメトリックモデルの導入なども検討し、最終的には、例えば、2011年東北地方太平洋沖

地震の余震データを解析することで、三陸沖全体のような広い領域での解析を行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

（平成 26～28年度）

　スロースリップおよび余効すべりの課題では、粒子フィルタ、アンサンブルカルマンフィルタ、マル

コフ連鎖モンテカルロ法等の複数のデータ同化アルゴリズムの計算コードを作成する。初めに、これ

らのアルゴリズムを摩擦パラメータの空間分布が低解像度の比較的小規模なモデルに適用して数値実

験を行い、アルゴリズムの特性や適用上の問題点を明らかにする。また、初期条件と摩擦パラメータ

を同時に推定する方法を数値実験により検討する。この結果を基にパラメータ推定が効率的に行える

ようにアルゴリズムの改良を行い、改良されたアルゴリズムを実データに適用する。

　地震活動データ同化の課題では、計算コストの軽減化、特に計算速度の短縮に重点を置いたアルゴ

リズム開発、比較的小さな領域を対象とした数値実験、例えば、2005年宮城県沖地震の余震データを

用いるなどした、小領域における実データ解析を行う。

（平成 29～30年度）

　スロースリップおよび余効すべりの問題では、摩擦パラメータ空間分布が複雑になり、モデルが比

較的大規模になった場合の同化アルゴリズムの性能を数値実験により検討する。これらの結果を基に、

比較的大規模なモデルにも適用できるように同化アルゴリズムを改良する。改良されたアルゴリズム

を実データに対して適用する。

　地震活動データ同化の課題では、広い領域を扱うためのアルゴリズム拡張と、それに関連する数値実

験、そして、2011年東北地方太平洋沖地震の余震データなど、広い領域に対する実データ解析を行う。

（８）平成 27年度の成果の概要：
１．余効すべりに基づく摩擦パラメータの推定手法の実データへの適用

　アジョイント法により速度・状態依存摩擦法則に基づく断層すべりのシミュレーションモデルの摩

擦パラメータを推定する手法の開発および実データへの適用を行った。昨年度までに開発した推定手

法では、摩擦パラメータが空間的に一様であると仮定されていた（Kano et al. 2013）。本年度は、摩擦

パラメータが空間的に不均質である場合にも適用可能な手法に拡張し、2003年十勝沖地震後に GNSS

で推定された地震後 15日間の余効すべり速度に適用した。はじめに、推定の対象となる余効すべり

発生域を 60-100km四方程度の 9つの領域に分割し、各小領域内では摩擦パラメータが一様である断

層モデル（coarse-mesh model）を仮定した。このモデルに開発した手法を適用したところ、空間分割

の恣意性に伴う不自然なすべり速度分布が推定された。そこで、摩擦パラメータが一様となる領域を

30km四方に分割した新たな断層モデル（fine-mesh model）を構築した。この領域サイズは GNSSデー

タに基づくプレート境界面のすべり速度の空間分解能と同程度と考えられる。新たな断層モデルに対

して推定した摩擦パラメータの空間分布を図１に示す。さらに得られた、摩擦パラメータの空間分布

を用いて、その後 15日間の余効すべりの時空間発展を予測した。予測された時空間発展を、実際に観



測データから推定されたすべり速度と比較すると、同化しない場合に比べて予測精度が向上すること

が分かった（図２）。また、fine-mesh modelを用いた場合のすべり速度の予測が、coarse-mesh model

を用いた場合に比べて大幅に改善されていることが分かった。

２．余効すべりに基づく摩擦パラメータと初期条件の同時推定手法の開発

　逐次データ同化により速度・状態依存摩擦法則に基づく断層すべりのシミュレーションモデルの摩

擦パラメータと初期条件（シミュレーションの変数）を同時推定する手法の開発を昨年度に引き続き

行った。昨年度は 1自由度モデルの摩擦パラメータと初期条件を推定する手法を開発したが、今年度

はこれを拡張し、三次元モデルに対する推定手法を確立することを目的として研究を実施した。この

目的のために、まず、速度・状態依存摩擦法則に基づく断層すべりの三次元シミュレーションコード

を作成した。次に、三次元モデルに対する摩擦パラメータ・初期条件推定手法の特性や問題点を明ら

かにするために、模擬観測データを用いた数値実験を行った。推定手法としては、昨年度の研究から

適切であると考えられるアンサンブルカルマンフィルタ/スムーザ（EnKF）を用いた。数値実験では、

シミュレーションで計算された余効すべりから地表観測点での変位時系列を計算し、これに観測ノイ

ズを加えたものを擬似観測データとした。このデータに EnKFを適用し、すべり速度・状態変数の時

間変化と 3つの摩擦パラメータを同時推定した。アンサンブルメンバーの初期値をランダムに与えた

場合など、初期値と真値の差が大きい場合、EnKFのシミュレーションの部分ですべり速度が極端に

大きくなり、計算が不安定になることが分かった。一方、真値に小さな擾乱を与えてアンサンブルメ

ンバーの初期値を作成した場合など、初期値と真値の差が小さい場合は安定して EnKFを実行するこ

とができた（図３）。この結果は、初期アンサンブルの作成方法についての検討が必要であることを

示す。EnKFを実行できた場合、すべり速度・状態変数の確率分布の平均値は真値を良く再現してい

たが、摩擦パラメータの確率分布は真値と離れて推定された。この結果は摩擦パラメータとすべり速

度・状態変数の間にトレードオフがあることを示唆しており、今後検討が必要である。

３．スロースリップイベントに対する摩擦パラメータと物理変数の同時推定手法の開発

　前項で用いたアンサンブルカルマンフィルタによる同化手法をスロースリップイベント（SSE）に

対して適用することを念頭においた数値実験を実施した。まず図４に示したモデル設定で、あらかじ

め決めた摩擦パラメータの真値を用いて三次元のシミュレーションを行った。これを「真の結果」と

呼ぶ。得られた結果から、断層面上のすべり速度、地表面のすべり速度を求め、これらを観測値とし

てデータ同化を実施した。サンプル数は以下のすべての実験において 60個としている。

　まず観測値として断層面のすべり速度を用い、観測点が断層面に一様にあるとして実験を行った（実

験１）。摩擦パラメータは状態ベクトルに含め、ランダムウォークに従い確率論的に時間発展させた。

データを同化して更新された状態から次の予測ステップに移ると、前項と同様に数値発散することが

ある。これを避けるため、予測分布の平均からの距離によってシステムノイズの振幅を小さくすると

いう工夫を行ったところ、数値発散の問題はかなり抑えられた。その結果、図５のように、３回目の

SSE発生中に摩擦パラメータが真の値に近づき、４回目の SSE以降もイベント中は真の値に近い推定

値が得られた。また、イベント発生中のすべり速度と状態変数も真の結果とよく一致した。その一方、

イベント終了後は直後に摩擦パラメータ Aの分散がやや大きくなることも確認された。次に、断層面

上の観測点を、SSE発生域の中心を通り、走向方向に 4kmごとに直線状に観測点がある場合に対して

同様の実験を行ったところ（実験２）、実験１とほぼ同じ結果が得られた。

　そこで次に地表面に、断層直上の範囲で観測点を配置し、そこでの変位速度を観測値として実験を

行った（実験３）。その結果、実験１と同様の結果を得るためには 8km× 10kmごとに合計 100点が

必要で、かつ、その観測網で３回以上の SSEを観測することが必要であることが分かった。この結果

から、豊後水道で発生している長期的 SSEに適用できる可能性が示唆された。

４．地震活動データに対するデータ同化手法適用の試み：時変分散を考慮したケーススタディ

　本研究課題における計画の１つに、地震活動をデータとした摩擦パラメータ推定がある。その推定

において、将来的に粒子フィルタなどによるデータ同化を行なう可能性を見据え、前段階として、逐

次データ同化による、地震検知能力の時間変化推定を行った。また、この解析の試みは、ある地震カ



タログにおいて、地震が完全に記録されているマグニチュード（いわゆる completeness magnitude）の

推定の精密化にもなるため、地震活動データを用いた解析に寄与する。

　推定の概要は以下の通りである。まず、Ogata & Katsura [1993, GJI]によって提案された、観測さ

れた全ての地震のマグニチュード（M）が従う確率分布を考える。この確率分布は Gutenberg-Richter

(GR)則に対応する指数分布に、Mを変数とする地震の検知率関数を掛け合わせたものである。検知率

関数には、地震検知率が 50%となるMに対応するパラメータμが含まれており、このパラメータの値

の大小により、地震検知能力の良し悪しを定量的に表現することが出来る。そして、μの時間変化を、

いわゆるベイズ平滑化で推定する。即ち、時間変化が滑らかになる拘束を掛けつつ、与えられたデー

タに合うようなものを推定結果とする。

　ところで、通常のベイズ平滑化においては、滑らかさの拘束の重み（以下、w）を時間一定と仮定

して扱う（具体的な解析例は Iwata[2008, 2013, GJI]など）。しかし、求めたいパラメータ（ここでは

μ）の時間変化が、局所的に急激なものであった場合などは、この仮定が妥当とは言えない。そこで、

wにも時間変化を許し、その時間変化が滑らかになる拘束を掛ける、「時変分散モデル」による解析を

行う。合わせて、「wが時間一定」とした従来手法による解析も行い、それらの結果の比較を行った。

　ここでは、余震データに相当する人工地震カタログを用いた数値実験を行った。余震活動は大森・

宇津公式に従うと仮定し、GR則と合わせて、地震（余震）活動の発生時系列と各々の地震のMを生

成する。μの時間変化μ (t)は、Ogata & Katsura [2006, GRL]に基づき適当なものを仮定し、これと検

知率関数における別のパラメータσとから計算した、各Mにおける検知率に応じてランダムに地震

を取り除いて（実際の地震カタログにおける欠測に相当）人工地震カタログを作成する。なお、解析

期間は t = 0から 10とした。

　300例の人工地震カタログを作成し、上に述べたように「wが時間一定」（Model 1）と「wが時間変

化」（Model 2、時変分散モデル）の両方を適用し、μ (t)の推定を行った。アルゴリズムには粒子フィ

ルタを用いた。

　図６上段にμ (t)の推定結果を、図６下段に推定されたμ (t)と、人工カタログ生成時に仮定したμ

(t)（即ち、「正解」）との差を示す。Model 1においては、解析期間全般に渡って、μ (t)の推定に偏り

が生じている（下段の緑の実線が 0より大きな値を取り続けている）のに対し、Model 2では t = 2以

降、ほぼ仮定した値に収束しており（下段の緑の実線が、ほぼ 0）より正しい推定が行われているこ

とが示される。また、尤度に基づくモデル比較（図７）においても、300例中 295例においてModel 2

の方の尤度が大きく（よく）なっており、このことからも、時変分散モデルに基づく推定が有効であ

ることが分かる。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Kano, M., S. Miyazaki, Y. Ishikawa, Y. Hiyoshi, K. Ito, and K. Hirahara, 2015, Real data assimilation for

optimization of frictional parameters and prediction of afterslip in the 2003 Tokachi-oki earthquake

inferred from slip velocity by an adjoint method, Geophysical Journal International, 203, 646-663, doi:

10.1093/gji/ggv289.

岩田貴樹・金尾政紀, 2015,南極・昭和基地における遠地地震の検知能力の年周変化‐気温による影響

を考慮した統計的解析‐,月刊地球, 37(9), 400-406.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
１．余効すべりに基づく摩擦パラメータの推定手法の実データへの適用

　パラメータの推定精度や物理的考察、また地表変位データを直接同化した場合の推定結果について

検討を行う。

２．余効すべりに基づく摩擦パラメータと初期条件の同時推定手法の開発

　アンサンブルカルマンフィルタを安定して実行できるような初期アンサンブルの作成方法について

検討する。その後、三次元モデルに対する数値実験を継続し、手法の特性や問題点を調査する。



３．スロースリップイベントに対する摩擦パラメータと初期条件の同時推定手法の開発

　数値発散をしないようなシステムノイズの与え方に関して引き続き検討を続けるとともに、摩擦パ

ラメータ分布の空間分布の推定手法に関して検討を開始する。

４．地震活動データに対するデータ同化手法適用の試み

　時変分散を考慮した解析手法を元に、地震活動から余効変動を推定する手法の開発・シミュレーショ

ンデータへの適用を行う。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
京都大学大学院理学研究科：宮崎真一・平原和朗

他機関との共同研究の有無：有

京都大学防災研究所：西村卓也

東京大学地震研究所：福田淳一・長尾大道

海洋研究開発機構：堀高峰・日吉善久

常磐大学コミュニティ振興学部：岩田貴樹

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学大学院理学研究科

電話：075-753-3911

e-mail：miyazaki.shinichi.2m@kyoto-u.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：宮崎真一 　

所属：京都大学大学院理学研究科

図１

アジョイント法によって推定された十勝沖地震余効すべり域の摩擦パラメータ分布。(a) A-B、(b) A、(c) L。白抜
き部分は地震発生域のため、推定していない。



図２

観測値に対する残差二乗和。赤丸は同化しない場合、青丸は粗い摩擦パラメータの空間分布を与えた場合、緑丸

は細かい摩擦パラメータ分布を与えた場合。細かい分布の方がモデルの自由度が高く、観測値をよく再現する結

果が得られている。

図３

擬似観測データと速度・状態依存摩擦法則に基づくシミュレーションモデルに基づき、アンサンブルカルマンフィ

ルタ/スムーザで推定された (a)すべり速度と (b)状態変数の確率分布の平均値。図に示された時刻は、地震からの
経過時間を表す。中央の円形部分に地震時にすべり分布を与え、周囲で発生した余効すべりから擬似観測データ

を作成した。



図４

実施した数値実験のモデル設定。断層面の中央に半径 29kmの条件付き不安定領域を設定し、そこから 4kmを
遷移層、さらにその外を安定領域とした。断層面は 2km四方の合計 2000個のセルに分割した。この断層面で、
12.5cm/yrの沈み込みを与え、すべりは dip slipのみとして数値実験を行った。



図５

断層面上ですべり速度を直接観測した場合のデータ同化の結果。上の図は物理変数（すべり速度と状態変数）の、

下の図は摩擦パラメータの時間発展を示している。この結果から、３回目の SSE発生中に摩擦パラメータは真値
に近づき、それに応じて物理変数も真の結果とよく合っている。３回目の SSE以降は、SSE直後に Aの分散が少
し大きくなるものの、真の結果をよく再現していることがわかる。



図６

(a)「wが時間一定」（Model 1）、 (b)「wが時間変化」（Model 2、時変分散モデル）とした場合それぞれに対する
μ (t)の推定結果。（上段）生成した人工地震カタログ 300例各々に対するμ (t)の推定結果（黒線）と、その平均
（緑の実線）と標準偏差（緑の点線）。赤線は人工地震カタログ生成時に仮定したμ (t)。（下段）上段に示したμ (t)
の推定値の平均（実線）および標準偏差（標準偏差）と、人工地震カタログ生成時に仮定したμ (t)との差の時間
変化。

図７

人工地震カタログ 300例各々について、「wが時間変化」（Model 2）とした場合の対数尤度（ ln L2）から、「wが
時間一定」（Model 1）とした場合の対数尤度（ ln L1）を引いたもの。この値が正であれば、Model 2の方が「よい
モデル」と示唆される。



平成 27年度年次報告

課題番号：1901

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

史料の収集・翻刻・解析による過去の大地震および自然災害の調査

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ア. 史料の収集とデータベース化

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(1)地震発生長期評価手法の高度化

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

4. 研究を推進するための体制の整備

(3)関連研究分野との連携の強化

(4)研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　地震史料の収集、翻刻、解析により、過去の地震および関連する現象についての情報を得る。特に

南海トラフの巨大地震にともなう上下地殻変動の解明、および、地震の本震・余震の分離や震源域の

確定、地震にともなう災害（強震動、地盤沈下、地すべり、洪水など）の理解を目指す。地震が一定

の期間を置いて繰り返す性質があることから、過去の履歴をより詳細にとらえることで防災・減災に

貢献する。また、史料には地震そのものだけでなく、これによる被害状況やそれへの対応などの情報

も含まれており、研究計画のことばを借りれば「災害誘因」「災害素因」を合わせた情報を得ることに

より、地域の防災・減災に貢献できると考えている。



（７）本課題の５か年計画の概要：

　史料の収集および現地調査、史料の解読をおこない、得られたデータをもとに過去の地震の解析を

実施する。斜面崩壊や洪水などの災害、地変など付随する諸現象にも着目する。対象は、史料の収集

状況にも依存するが、たとえば南海トラフの巨大地震、内陸の大地震（特に斜面崩壊をともなったも

の。たとえば、慶長伏見地震、寛文近江若狭、弘化善光寺地震、安政伊賀上野地震、寛政雲仙噴火、天

明浅間噴火）などである。

　あわせて、歴史学の専門家の協力を得て、合宿形式等の研究会（翻刻を主とした史料解析の実践）を

開催するなどして、地震学のバックグラウンドをもちながら史料の解読もできる人材を育成する。

　以上の研究については、5年間継続して実施するが、平成 26年度～27年度は内陸地震、平成 28年

度～30年度は南海トラフの巨大地震について調査・解析をおこなうこととする。合宿形式の研究会に

ついては毎年実施する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　内陸地震を中心に、南海トラフの巨大地震についても、史料の収集および現地調査と史料の解読を

おこない、得られたデータをもとに過去の地震の解析を実施した。具体的には、元禄十六年関東地震

弘化四年善光寺地震、嘉永七年伊賀上野地震、安政二年江戸地震、寛政四年雲仙噴火、天明三年浅間

噴火、安政三年江戸台風について史料の翻刻を実施した。翻刻の成果の一部はウェブで公開している

（http://kozisin.rcep.dpri.kyoto-u.ac.jp/）。

　弘瀬・中西（2015, 2016）は、「蕨岡家文書」にある「嘉永七甲寅年大地震記録」の原本コピーによ

り、安政南海地震時の愛媛県愛南町での地震動の推移、地震に伴って発生したその他の自然現象と被

害を詳しく検討した。

　坂崎ほか（2015）は、安政三年江戸台風について、「安政風聞集」などに基づく進路の推定をおこ

なった。

　歴史学の専門家の協力を得て、古地震に関する合宿形式の研究会（翻刻を主とした史料解析の実践）

を 2回実施した。この研究会の内容は、翻刻を主とした史料解析の実践および歴史学に関する話題の

講演である。翻刻にあたっては歴史学の専門家の指導および史料の背景の説明を受けた。また講演で

は、古文書解読の背景となる知識を得た。この研究会は、地震学のバックグラウンドをもちながら史

料の解読もできる人材の育成の端緒となっただけでなく、歴史学、人文情報学、地理学、地質学、気

象学、地震学といった幅広い分野の研究者および学生、大学職員、一般市民の交流の場ともなった。

以下にこれまで解読した、あるいは解読中の史料について、名前、対象とする地震等をしるす。

・「信越震漲録」、弘化四年善光寺地震

・「弘化四丁未大地震御届書写」、弘化四年善光寺地震

・「信州大地震前後天災之記事」、弘化四年善光寺地震

・「見聞書写」、天明三年浅間山噴火

・「浅間の記」、天明三年浅間山噴火

・「浅間山焼候ニ付松平讃岐守見分候者届出ニ書付」、天明三年浅間山噴火

・「浅間山焼大変記」、天明三年浅間山噴火

・「浅間山焼一件」、天明三年浅間山噴火

・「信州浅間山土砂降り所々書上并はなし」、天明三年浅間山噴火

・「浅間山焼之図」、天明三年浅間山噴火

・「信州大地震聞書」、弘化四年善光寺地震

・「弘化四未年三月信濃国大地震ニ付同国在陣御代官届書写」、弘化四年善光寺地震

・「丁未震災録」、弘化四年善光寺地震

・「安政見聞録」、安政二年江戸地震

・「安政風聞集」、安政三年江戸台風

・「安政見聞誌」、安政二年江戸地震



・「安政東南海地震に関する書状」、嘉永七年東南海地震

・「元録地震記」、元禄十六年関東地震

・「肥前國島原領普賢山大変記」、寛政四年雲仙噴火

・「嘉永七甲寅四月京都大火諸国大地震控」、嘉永七年伊賀上野地震

・「嘉永七寅年六月十四日上方筋大地震ニ付、定飛脚問屋島屋佐右エ門、京屋弥兵衛より申出候書付

写」、嘉永七年伊賀上野地震

・「嘉永七甲寅年上方諸国大地震出火荒増扣」、嘉永七年伊賀上野地震

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
坂崎貴俊・加納靖之・大邑潤三・服部健太郎, 2015, 安政江戸台風 (1856)の被害と当時の気象場推定

(On the Severe Typhoon Attacking Edo Region in 1856),生存圏研究, 11, 64-70.

加納靖之・服部健太郎・中西一郎・安国良一・五島敏芳・渡辺周平・岩間研治・福岡浩, 2015,京都大

学理学部に所蔵されている自然災害史料の解読と画像化,第 32回歴史地震研究会（京丹後大会）

講演予稿集, O-25.

弘瀬冬樹・中西一郎, 2015, 1854年安政南海地震による愛媛県最南端（愛南町）での地震動?津波被害?

地下水位変化?庄屋史料と藩史料の比較から分かる庄屋史料の有用性と地殻変動推定の可能性?,地

震 2, 68, 107-124, doi: 10.4294/zisin.68.107.

弘瀬冬樹・中西一郎, 2016,訂正：1854年安政南海地震による愛媛県最南端（愛南町）での地震動?津

波被害?地下水位変化?庄屋史料と藩史料の比較から分かる庄屋史料の有用性と地殻変動推定の可

能性?,地震 2, 68, 147-124, doi: 10.4294/zisin.68.147.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　平成 28年度は、南海トラフの巨大地震を中心に内陸地震（弘化四年善光寺地震、文政十三年京都地

震など）についても調査・解析をおこなうこととする。火山噴火、気象災害についても史料の解読・

調査・解析を実施する。

　合宿形式の研究会（翻刻を主とした史料解析の実践）については継続して実施する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
京都大学防災研究所加納靖之

京都大学大学院理学研究科中西一郎

他機関との共同研究の有無：有

京都大学総合博物館五島敏芳

新潟大学災害・復興科学研究所福岡浩

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所附属地震予知研究センター

電話：

e-mail：

URL：http://www.rcep.dpri.kyoto-u.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：加納靖之 　

所属：京都大学防災研究所附属地震予知研究センター



平成 27年度年次報告

課題番号：1902

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

近代観測以降の大噴火時の観測データの整理と低頻度大規模噴火予知に寄与する情報の抽出

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

イ. 熱水系の卓越する火山

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　近代観測データが得られるようになった噴火事象の中で顕著な国内の噴火について観測データを網

羅して整理する．そして，噴火発生前後の地震活動，地盤変動などをから，現在の観測データから低

頻度大規模噴火予知に役立つ情報を抽出する．

　明治・大正の日本の科学黎明期に発生した大規模噴火として，磐梯山明治噴火と桜島大正噴火を取

り上げ，文献事例調査と当時の観測データの再検討をする．

　磐梯山明治噴火については，既存の研究結果を検証するために，水蒸気爆発時の地震動の聞き取り

調査結果から震度分布から震源位置とメカニズムを評価する．爆発発生源の位置と火山構造探査結果

との比較検討を行う．あわせて明治期の限られた火山の知識に基づいて推定された噴火メカニズムを

現代の火山学知見にて検証する.

　桜島大正噴火については，地震と地盤変動の定常観測データを用いて，桜島におけるひずみ速度と

応力変化の構成関係を明らかにする．そして，大正噴火時の地震回数や規模からひずみ速度を推定す

る．大正噴火に至った時点での積算ひずみ速度を推定して，今後の噴火警戒レベル設定のおおよそ目

安（閾値）とする．また，大正噴火の時に発生した桜島地震の再評価を行う．気象庁と連携して，各

地の測候所の地震記録を入手して，震源とメカニズムを推定する．



　本研究において大噴火の前兆現象の理解を進めることで項目２．（４）事象系統樹の高度化による火

山噴火予測の研究に寄与できる．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題は，地震・噴火予知協議会共同事業に基づいた計画である．

　平成 26及び 27年度においては，磐梯山明治噴火については，水蒸気爆発時の地震動の聞き取り調

査結果から加速度分布（震度分布）を精査して，震源位置とメカニズムを評価する．

　平成 27～29年度においては，桜島大正噴火の地震活動の再評価を行う．現在の観測から得られてい

る地盤変動と地震活動からひずみ速度と応力変化の関係を明らかにして，大正噴火当時の群発地震か

ら地盤変動を推定して評価する．桜島地震については，現存する波形記録を用いて震源決定とメカニ

ズム解推定を行う．また，磐梯山明治噴火については前兆現象についてその物理的背景を検討し ,低頻

度大規模噴火のメカニズムの知見の向上を目指す.

　平成 27～30年度においては，前述の調査対象火山について観測データ・資料・論文などを収集して

整理する．そして，現在の観測データから低頻度大規模噴火予知に役立つ情報の抽出を行う．

（８）平成 27年度の成果の概要：
　1888年磐梯山水蒸気爆発の噴火シナリオの誤謬に関して考察を行った．調査に従事した関谷と菊池

の間には，報告書をまとめる過程で事実認定や解釈上で種々の食い違いがあったことを報告した（浜

口・他, 2014）．地震学者の関谷は地震原因論の視点から磐梯山の水蒸気爆発を捉えた.一方,鉱物学者

の菊池はマグマの熱力学的特性や地質学的知見に注目し爆発現象を捉えた.学問分野の異なる両研究者

は,同じ現場を見ているにもかかわらず噴火開始点や噴火様式等に関して異なったイメージ形成（知覚

的想像）をした．しかし最終的には関谷の解釈が共著の英文論文（Sekiya and Kikuchi, 1890)に反映さ

れた．

　この論文が印刷された後，一見合理的に見える噴火シナリオに関して誤謬や疑義を指摘する論文が

数編提出された．このことは Sekiya and Kikuchi（1890)の事実認定ないし推論の仕方等を再調査し ,指

摘された誤謬や疑問点が理に当っているか否を再検討すべき事柄が内在していることを強く示唆する．

しかし，この重要な問題について後続の研究者は 1世紀以上も検討をせずに今日に至っている．今年

度はこの点に関して，残された目撃談,写真やスケッチ等の一次資料をもとに目撃証言の 1つ 1つを相

互比較しながら，その内容を注意深く再検討した．得られた結果を以下にまとめる；

　(1) 　小林（1892）が「破裂眺望圖」の中で描いた 3枚のスケッチ（甲，乙，丙）は,噴出する水烟が

低温状態から高温化して飽和水蒸気の噴出に移行する水の相変化に伴なう噴火形態の変化を描写する

とともに，その噴出口が旧火口（沼ノ平）であることをと明らかにした．(2)当時の 1次目撃情報等を

状況証拠に照らして総合的に判断すると，最初の水烟の噴出位置は旧火口である沼ノ平とその東崖下

の日蔭の裂罅近傍にあり，山体が崩壊した小磐梯山ではないと推論した．（３）小磐梯山の崩壊山体と

随伴する北方への岩屑なだれ，並びに枇杷沢を東南方向に流下したブラストは小林のスケッチ（丙）の

時期と同時かその直後に起き，(甲)や (乙)に描かれたものと性質の異なる噴火現象であると推論した.

　（４）以上に指摘した誤謬の生まれる背景的要因は関谷の知的与件が Humboldt説に由来している

こと明らかにした．換言すれば，１９世紀の西欧での旧い地震・火山原因説に関する文脈が，関谷の

磐梯山水蒸気爆発の誤解釈を誘因したものであることを明らかにした．

　また，桜島大正噴火中に発生した桜島地震について震源位置の再評価のために，各官署の記録紙か

らの S-P時刻の収集を行った．その結果，S-P時刻を求めることが出来た場所は 20箇所で，西日本の

観測点に乏いが，S-P時刻から推定した震央は鹿児島付近に求まった．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
浜口博之・中道治久，2015，1888年磐梯山水蒸気爆発（８）目撃情報から噴火ダイナミクスを探る，

日本火山学会講演予稿集，B1-04．



（10）平成 28年度実施計画の概要：
　調査対象火山について引き続き観測データ・資料・論文などを収集して整理する．桜島大正噴火の

地震活動の再評価を行う．桜島地震については，現存する波形記録を用いて震源決定とメカニズム解

推定を行う．また，磐梯山明治噴火については前兆現象についてその物理的背景を検討し ,低頻度大規

模噴火のメカニズムの知見の向上を目指す．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
中道治久・井口正人（京都大学防災研究所附属火山活動研究センター）

他機関との共同研究の有無：有

浜口博之（東北大学大学院理学研究科），後藤和彦（鹿児島大学大学院理工学研究科）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所附属火山活動研究センター

電話：099-293-2058

e-mail：nakamiti@svo.dpri.kyoto-u.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：中道治久 　

所属：京都大学防災研究所附属火山活動研究センター



平成 27年度年次報告

課題番号：1903

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

プレート境界巨大地震の広帯域震源過程に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

イ. 海洋プレート内部の地震

（４）その他関連する建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　プレート境界で起きる大－巨大地震の詳細な破壊過程を分析・比較することにより，巨大地震の発

生様式を解明し、南海トラフ巨大地震の破壊様式の詳細を拘束することを目的とする。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　2011年東北地方太平洋沖地震をはじめとして、プレート境界で起きた大地震～巨大地震の震源過程

を広帯域地震動生成の観点で分析する。三次元速度構造モデルの利用や強震観測点のサイト評価を行

うことによって、近地のグリーン関数の信頼度を上げることにより，波形インバージョンの帯域を短

周期帯に拡張し、広帯域でより信頼度の高いすべりの時・空間分布を求め、巨大地震の破壊様式の詳

細を解明する。また、過去に発生し既往研究があるイベントに関しては、遠地記録を用いたすべり分

布モデル、近地強震記録等を用いた強震動生成モデルをそれぞれ収集し、解析周期帯域と時空間の解

像度を確認した上でコンパイルを行う。このようにして得られた複数の震源像を多角的に比較して大

地震～巨大地震の発生・破壊進展過程の差異の有無を検討するとともに、将来発生する巨大地震の広

帯域震源モデルの構築と、発生様式の詳細を拘束する震源特性やパラメータを探る。

各年度の実施計画は以下を予定する。

　平成 26年度 　既往震源モデル（長周期モデル、強震モデル）の収集、震源モデリング

　　　　　　　強震記録等の収集、強震観測点サイト特性評価

　平成 27年度 　既往震源モデルの収集継続、周期帯別特性抽出、震源モデリング

　　　　　　　強震記録等の収集、強震観測点サイト特性評価

　平成 28年度 　広帯域震源モデルプロトタイプ提案、既往地震による検証

　　　　　　　強震記録等の収集、強震観測点サイト特性評価



　平成 29年度 　広帯域震源モデルプロトタイプの改良

　　　　　　　発生様式特性分析，強震記録等の収集、強震観測点サイト特性評価

　平成 30年度 　広帯域震源モデルの提案

（８）平成 27年度の成果の概要：
2014年 11月 22日 22時 8分に長野県北部の北安曇郡白馬村付近で発生したMJMA6.7の地震（以下、

2014年長野県北部の地震）の震源過程を、強震波形を用いたインバージョン解析によって求めた。解

析には震源域周辺の K-NET、KiK-net、気象庁、長野県の強震観測点から 12点の波形記録を用いた。

加速度記録を速度に積分し、0.05－ 1Hzのバンドパスフィルターを適用した波形記録から、S波到着

1秒前より 15秒間を抽出した波形をインバージョンのためのデータとした。この地域の地下構造は複

雑であり、単一の速度構造モデルを用いてグリーン関数を計算することは適切ではないと考え、地震

調査研究推進本部の全国１次地下構造モデル（Koketsu et al., 2012）から観測点ごとに直下の一次元

構造を抽出した速度構造モデルを使用し、離散化波数法（Bouchon, 1981）及び透過・反射係数行列法

（Kennett and Kerry, 1979）によりグリーン関数を計算した。

余震分布（例えば、東京大学地震研究所, 2015）及び地表地震断層の分布から断層面が複雑であるこ

とが推測されたため、震源断層の北部と南部で傾斜の異なる 4枚の平面断層を組み合わせたモデルで

断層モデルを表現した。南部は走向 25 °、傾斜（浅部）40 °、（深部）65 °、北部は走向 25 °、傾斜

（浅部）40 °、（深部）60 °と仮定した。南部の断層面の上端は神城断層の地表トレースに対応するよ

うにしている。全体の断層サイズは長さ 20 km、幅 13 kmとし、これを 1 km× 1 kmの小断層で分割

した。各小断層には時間幅 1秒の smoothed ramp関数を 0.5秒ずらしで 6個並べて、その小断層での

モーメント時間関数を表現した。インバージョン手法はマルチタイムウィンドウ線形波形インバージョ

ン（Hartzell and Heaton, 1983）を用い、時空間のすべりの平滑化（Sekiguchi et al., 2000）及び第一タ

イムウィンドウの破壊伝播速度は ABIC最小規準（Akaike, 1980）により決定した。すべり方向は 45

°± 45 °の範囲に拘束している。

　破壊開始点から約 5 km北のやや深いところにすべり量の大きな領域が推定され、最大すべり量は

1.9 mと推定された。この領域では周辺に比べ余震数が少ない。各機関によるモーメントテンソル解

のセントロイドが北側深部に推定されていることとも整合する。また、地表に近いところでも 0.3～

0.5 m程度のすべりがあり、これらのすべりがあるところは、地表地震断層が観察された領域に対応

し、求められたすべり量も同程度であった。全体の地震モーメントは 3.29× 1018 Nm、モーメントマ

グニチュードは 6.3であった。断層面積 260 km**2、平均すべり量は 0.45 m、Sa = 36 km**2と求まり、

これらの断層パラメータは宮腰・他（2015）で提案されている最新のスケーリング関係式に対応して

いた。

　2015年 4月 25日に起きたネパールGorkha地震（Gorkha earthquake, Mw7.8）では、USGS及び Takai

et al.(2016)によって震源域直上のカトマンズ盆地内で強震記録が得られているが、通常の地震波距離

減衰式の観点からは最大加速度、最大速度、ともに小さい記録が観測された。震源断層近傍での強震

動記録は数多くはないが、断層メカニズムが似通っている 1999年台湾・集集地震 (Mw7.6)において

は、既往の距離減衰式に整合する記録や、地表地震断層の直近の記録では、地震断層そのものの運動

に対応する大変位（及び速度）記録が得られていることから、震源断層近傍強震動の特性がイベント

毎にどの程度の差異があるのかに着目して、ここでは震源特性についての比較を行った。

　震源特性を比較するにあたって、イベント間の系統的な解析結果の違いを避けるために、USGSの

有限断層モデルデータベースにある、震源時間関数の比較を行った。Gorkha地震の地震モーメントの

ほぼ倍から半分の地震モーメントに求まっているイベントを選んだところ、17のイベントが選び出さ

れた。このうち 11個は逆断層タイプ、5個は横ずれ断層タイプ、１つは正断層タイプの震源メカニズ

ムであった。震源時間関数そのものや、フーリエ振幅スペクトルを比較したところ、Gorkha地震の震

源過程はスムースであり、周期 10秒程度より短周期側の震源スペクトルが平均マイナス標準偏差程度

に小さいことがわかった。震源スペクトルレベルは震源全体の地震動生成レベルに対応していると考



えられるため、Gorkha地震の震源域強震動が小さかったことは、震源特性に起因するものと考えるこ

とができる。なお、利用した震源時間関数は遠地記録を用いていることから、周期数秒以上の特性で

あることから、それより短周期地震動が卓越する震源域強震動との関連の証拠立ては、1999年集集地

震の震源時間関数が今回のデータセットの平均的なものであったということに帰している。マクロな

震源特性である震源時間関数と、震源近傍域強震動の関係は注意しながら検討していく必要がある。

また、今回のデータセットの集約からは、正断層タイプの震源メカニズムの地震の短周期レベルが他

のタイプのものより大きかったが、１イベントであることから、これも今後分析を継続していく必要

がある。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Kubo, H., K. Asano, T. Iwata, and S. Aoi (2016). Development of fully Bayesian multiple-time-window

source inversion, Geophys. J. Int., 204, 1601-1619.

浅野公之・岩田知孝 (2015). 震源過程, 2014年長野県北部の地震に関する調査団報告,日本地震工学会

2014年長野県北部の地震に関する調査団,日本地震工学会, 19-21.

Asano, K. and T. Iwata, Complementary Ruptures of Surface Ruptures and Deep Asperity during the 2014

Northern Nagano, Japan, Earthquake (MW 6.3), AGU fall meeting, S51B-2681, 2015 Dec.

Iwata, T., Source Time Function and Near Source Ground Motion of the 2015 Gorhka, Nepal, Earthquake,

AGU fall meeting, S43D-2830, 2015 Dec.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
プレート境界巨大地震の周期別強震動生成過程についての検討を継続する．期間中に発生した被害地

震等の震源モデリングを行う．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
岩田知孝

浅野公之

関口春子

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所地震災害研究部門（強震動）

電話：0774-38-4057

e-mail：iwata@egmdpri01.dpri.kyoto-u.ac.jp

URL：http://sms.dpri.kyoto-u.ac.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：岩田知孝 　

所属：京都大学防災研究所



平成 27年度年次報告

課題番号：1904

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

南海トラフ巨大地震の予測高度化を目指したフィリピン海スラブ周辺域の構造研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　四国と南九州の下に沈み込むフィリピン海プレートとその周辺の構造をレシーバ関数解析や地震波

走時トモグラフィなどの地震学的手法により高精度に推定する。得られた構造をもとに、南海トラフ

巨大地震やマグマの発生場であるプレート境界面やマントルウェッジの物性や状態を明らかにする。加

えて、地震発生や強震動のシミュレーションに資する地震波速度構造モデルの開発を目指す。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26年度においては、四国東部において、フィリピン海スラブの傾斜方向とその直交方向に設

定された測線上に観測点を約 5km間隔で配置する地震観測を計画し、観測点候補地の選定と調査を行

う。適切と認められた観測点に地震計やデータロガー等を設置し、観測を開始する。四国西部で行わ

れたアレイ観測の既存データを用いて、レシーバ関数解析を行い、地震波速度不連続面の暫定的なイ

メージを得る。南九州において、前計画から行っている宮崎‐阿久根測線と宮崎‐桜島測線での同様

の観測を継続し、データの蓄積を行うとともに、レシーバ関数解析によりフィリピン海スラブを含む

地震波速度不連続面のイメージングを行う。



　平成 27年度においては、四国東部において、地震観測を継続し、地震波形データの蓄積を行う。必

要であれば、追加の観測を開始する。前年度に得たデータに対して、レシーバ関数解析を行い、地震

波速度不連続面の暫定的なイメージを得る。その際、2002年～2004年に行われた臨時観測のデータも

再解析し、四国東部から山陰中部までのイメージを作成する。南九州において、観測を継続し、デー

タの蓄積を行うとともに、レシーバ関数解析により地震波速度不連続面のイメージを更新する。地震

波の読み取り（外注）を行う。

　平成 28年度においては、四国東部において、地震観測を継続し、地震波形データの蓄積を行う。レ

シーバ関数解析を行い、地震波速度不連続面のイメージを更新する。四国西部において、観測点候補

地の選定と調査を行う。適切と認められた観測点に地震計やデータロガー等を移設し、観測を開始す

る。南九州において、トモグラフィ解析を行い、3次元速度構造の暫定版を得る。

　平成 29年度においては、四国西部において、地震観測を継続し、地震波形データの蓄積を行う。必

要ならば、追加の観測を開始する。前年度に得たデータに対して、レシーバ関数解析を行い、地震波

速度不連続面の暫定的なイメージを得る。地震波の読み取り（外注）を行う。南九州において、トモ

グラフィ解析を行い、3次元速度構造を更新する。

　平成 30年度においては、四国東部と西部において、レシーバ関数解析を行い、地震波速度不連続

面のイメージを更新する。四国東部と西部のレシーバ関数解析の結果を併せて解釈し、四国下に沈み

込むフィリピン海スラブの形状を推定する。地震波の読み取り（外注）を行う。四国において、トモ

グラフィ解析を行い、3次元速度構造を更新する。これらと紀伊半島および南九州での結果を併せて、

紀伊半島～四国～南九州の広い地域において、南海トラフ巨大地震の震源断層であるフィリピン海プ

レート境界面近傍の物性や状態を解明する。地震サイクルシミュレーションや強震動予測に資する地

震波速度構造モデルを開発する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　本研究では、リニアアレイ観測、レシーバ関数解析および地震波走時トモグラフィ解析により、南

九州、四国および紀伊半島の地下構造を高精度に推定することを目的とする。得られた構造をもとに、

南海トラフ巨大地震の発生場であるプレート境界面とフィリピン海スラブ周辺の物性・状態の推定、お

よび地震サイクルシミュレーションや強震動予測に資する地震波速度構造モデルの開発に必要な情報

の抽出を目指す。平成 27年度の成果の概要は以下のとおりである。

　南九州では、宮崎－阿久根測線と宮崎－桜島測線での稠密リニアアレイ観測を継続し、レシーバ関

数解析やトモグラフィ解析用の波形データの蓄積を行った。レシーバ関数解析では、追加された波形

データを解析し、レシーバ関数イメージを更新した。宮崎－阿久根測線のレシーバ関数イメージを図

1に示す。両測線のレシーバ関数イメージに共通して見られる特徴としては、（1）島弧の大陸モホ面

（CM）が、測線の中～西部では深さ 30～35 kmに明瞭にみられるが、東部のウェッジ域では不明瞭に

なること、（2）深さ 80～100kmまで明瞭にみられるスラブ内の海洋モホ面（OM）が、深さ 60km付近

で折れ曲がること、の 2つが挙げられる。（1）は、ウェッジ部がスラブ起源流体の影響で低速度化し、

モホ面が高速度層上面ではなくなっているためと考えられる。このウェッジ部には流体が存在するか、

強度の弱い蛇紋岩に変成していると考えられ、ここに接するプレート境界面は安定すべり域である可

能性が高い。一方、（2）は脱水後の海洋地殻が basaltの eclogite化により重くなったことを示してい

る。また、宮崎－阿久根測線において、霧島火山新燃岳直下の低周波地震（白丸）の発生域は濃い青

のイメージであり、強い低速度層であることがわかる。火山活動に関係する流体の存在が示唆される。

　四国では、東部における稠密リニアアレイ観測を拡充した（図 2）。昨年度設置した香川県綾川町

から徳島県海陽町に至る北北西－南南東走向の測線上の 7点の臨時地震観測点（SL01～SL07）に加

え、今年度は徳島県上山町から高知県大豊町にいたる東北東－西南西走向の測線上に 7点の臨時観測

点（SL08～SL14）を新設した。昨年度設置した 7観測点では順調にデータが蓄積されている。2014年

12月から 2015年 7月までの 8か月間のデータから得られたレシーバ関数波形例を図 3に示す。観測

点ごと、かつ到来方向ごとに特徴ある波形を示している。



　紀伊半島では、2004年 3月から 2013年 3月まで延べ 6測線においてリニアアレイ観測が行われた。

レシーバ関数解析では全期間のデータが解析され、フィリピン海スラブ上面の 3次元的形状が推定さ

れた。トモグラフィ解析では、2010年途中までの 74か月間の読み取りデータの解析からスラブ周辺

の 3次元地震波速度構造が推定された。（3）スラブ上面の深さ 30～40 kmあたりの深部低周波イベン

ト（DLFE）発生域とその周辺で P波速度（Vp）と S波速度（Vs）はともに-5 %程度の低速度異常を

示すこと、（4）和歌山県北部の、上部地殻に微小地震が多発する領域の下の下部地殻に Vpと Vsと

もに-10 %にも及ぶ非常に強い低速度異常域がやや東西に広がる形で存在すること、がわかった。今

年度は 2010年以降のデータに対して、未読み取り期間については業者委託による自動読み取りを行

い、33か月間のデータを追加した。この結果、トモグラフィ解析で使用できる地震数と走時数が 2倍

弱となった。この更新されたデータを用いたトモグラフィ解析の結果は、上述の（3）と（4）と同様

の特徴を示した。深さ 22 kmから 34 kmにおいてチェッカーボードテストに改善が見られた。（3）は

海洋地殻内の含水鉱物の脱水分解が進み、流体が放出されたためと考えられる。（4）は、和歌山県北

部の下部地殻に存在する流体が浅部の脆性領域に上昇し、岩石中の間隙水圧を上げ、摩擦力を下げる

ため、この地域で微小地震が多発すると考えられる。和歌山県北部の下部地殻の低速度域での Vp/Vs

比は 1.6程度と低く、この領域の流体はシリカに富んでいるのかもしれない。DLFE発生域の低速度域

での Vp/Vs比についても再検討する必要がある。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
澁谷拓郎,南海トラフ巨大地震の予測高度化を目指したフィリピン海スラブ周辺域の構造研究（2）,日

本自然災害学会平成 27年度学術講演会（山口大学,山口市）, II-6-1, 2015

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　南九州では、稠密リニアアレイにおいてデータが十分に蓄積されていない観測点の観測を継続する。

レシーバ関数解析では、追加された波形データを解析し、レシーバ関数イメージを更新する。トモグ

ラフィ解析を行う。

　四国では、これまでに設置した 14観測点については、観測を継続し、蓄積されたデータを用いてレ

シーバ関数解析を行う。徳島－西予測線の西側の観測点調査を行い、観測点候補地を選定する。

　紀伊半島では、全期間のデータを用いてトモグラフィの再解析を行う。Ramachandran and Hyndman

（2012, Solid Earth）等を参考にして、Vp/Vs比を推定する手法を工夫する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
澁谷拓郎、寺石眞弘、山崎健一（地震予知研究センター）、井口正人、為栗 　健（火山活動研究セ

ンター）

他機関との共同研究の有無：有

京都大学理学研究科：大倉敬宏

東京大学地震研究所：小原一茂

名古屋大学環境学研究科：加藤愛太郎

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所 　地震予知研究センター

電話：

e-mail：

URL：http://www.rcep.dpri.kyoto-u.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：澁谷拓郎 　



所属：京都大学防災研究所

図 1 　南九州の宮崎－阿久根測線におけるレシーバ関数イメージ
レシーバ関数の振幅を共通の P→ S変換点で重合したもので、S波速度不連続面を表す。CMと OMを付した赤
線は、それぞれ大陸モホ面と海洋モホ面の解釈線である。黒丸と白丸はそれぞれ通常の地震と深部低周波地震を

表す。

図 2 　四国東部におけるリニアアレイ観測
四国東部における海陽－米子測線と徳島－西予測線を示す。昨年度と今年度に展開した臨時観測点を赤＋で示す。

青＋は定常地震観測点、桃＋は 2002年～2004年に行われた合同観測時の臨時観測点。水色の丸は気象庁による深
部低周波地震。緑線は活断層を示す。



図 3 　レシーバ関数波形例
海陽－米子測線の四国東部の 3観測点（SL01、SL05、SL07）でのレシーバ関数波形例。観測点の位置は図 2に示
す。各波形の右端の数字はイベントコードを、左端の数値はそのイベントの back azimuth（ °）を表す。



平成 27年度年次報告

課題番号：1905

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

日本列島変動の基本場解明：地殻とマントルにおける物性、温度、応力、流動－変形

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

イ. 海洋プレート内部の地震

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　地殻とマントルにおける変動現象の基本場（物質場、温度場、応力場、流動－変形場と、その複合

場としての地震発生場および流体－マグマ生成・上昇場）の理解を深化させ、同時に、それらを比較・

統合することで、地震発生場と流体‐マグマ発生・噴火場を統一的に理解することを目的とする。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　日本列島の物質場（特に、地殻流体の分布と量）、温度場（地下温度分布、マントルポテンシャル温

度）、応力場（絶対応力とその分布）、流動―変形場（島弧地殻の粘弾性変形を含む）の定量的理解を、

地震波・電気伝導度に関する実験的および観測データの統合数値解析、火山岩・熱水・鉱脈の地球化

学組成解析、稠密地震観測結果の地震学的解析、および地殻変形データのインバージョン解析により

進める。それらの結果を統合して、地震発生場と流体‐マグマ発生・噴火場を統一的に理解すること

を目的とする。H26～H27年度においては、特に有馬型塩水の採取、火山微量元素組成の定量的解析

手法の開発、含水岩石の地震波速度および電気伝導度の実験的測定に用いる試料作製、微小地震デー

タの整備、日本列島規模での流動変形場の数値フォワードモデルの構築を目指す。H28～H30年度に



おいては、採取試料の化学・同位体分析とその定量的解析、含水岩石の地震波速度および電気伝導度

の実験的測定、微小地震データ解析による広域応力場の推定、数値フォワードモデルのパラメタース

タディを行い、物質構造、温度場、応力場、変形場の関係と、統合モデルの構築を目指す。

（８）平成 27年度の成果の概要：
日本列島の物質場・温度場、応力場、流動―変形場に関する下記研究を進めた。いずれもほぼ計画通

りに進行したといえる。

物質場・温度場：日本列島下の流体の起源や分布を知る手がかりとして、構造線沿いに湧出する深部由

来流体の調査、分析、解析を行った。今年度は、火山岩のシステマティクスとスラブ由来流体の共同

が比較的良くわかっている中部日本について、火山のない前弧域（和歌山、三重県、愛知県・静岡県

南部、中央構造線および糸魚川静岡構造線南部沿い）の有馬型塩水の調査・サンプリング・分析、お

よび有馬型塩水の模式地である有馬温泉・鉱泉水の分析・解析とともに進めた。有馬型塩水は、非火

山地域（マグマの関与やマグマ生成の場にない地域）であるにも関わらず、火山性流体とほぼ同じ高

い酸素―水素同位体比をもつ、高塩濃度の流体と定義される。これらの塩水は、しばしば高いヘリウ

ム同位体比を示し、構造線沿いに見られる特徴があり、沈み込むスラブ由来である可能性が指摘され

ている（Kusuda et al., 2014; Nakamura et al., 2014）。兵庫県有馬、和歌山、三重県の試料については、

これまでほとんど分析例がなかった希土類元素（REE）も含めて分析がほぼ終わり、そのデータ解析

から以下のことが分かった。従来、有馬型塩水は、深部由来流体（沈み込むスラブ由来の可能性が高

い）と天水の 2成分のみが同定され、その混合で説明が可能と考えられていた。しかし、REEの解析

結果から、新たに、（１）上昇過程で、深さ数百メートル程度の深度において REEを含む鉱物を沈積

しかつ CO2や Heを脱ガス、（２）脱ガスしたガスがより浅部の天水層に加わり、炭酸酸性泉の生成

とその母岩との化学反応の２つのプロセスが関与していることが推定された（図１、Nakamura et al.,

2015）。これらの知見は、深部由来流体が地表近く（深さ数百メートル）まで直接的に上昇している可

能性を示唆する。

応力場：2000年鳥取県西部地震域での稠密地震観測データの整備を行い、震源断層周辺で発生した余

震約 4000イベントの発震機構解及びその震源位置を推定した（図１）。得られた P軸の分布傾向は、

過去の研究で報告されているものと調和的であった。また、発震機構解と震源分布の特徴から、本震

時に破壊された断層面との関係を調べたところ、ほとんどの余震が破壊面の周辺で発生し、発震機構

解のタイプは非常に多様であることが分かった。この結果は、今後本震破壊断層周辺の詳細な応力場

を推定すること、及び余震の発生メカニズムを議論する上で重要となる。また、地震波速度・電気伝導

度構造統合インヴァージョンによる流体分布の推定を目指して，封圧下で含水花崗岩の弾性波速度お

よび電気伝導度測定を行い，クラック閉鎖に伴う弾性波速度，電気伝導度の変化を調べた。BIB-SEM

による微細構造観察は，ひとつのクラックが，開口の異なる多数のクラック・セグメントから構成され

ることを示している。この観察に基づき，開口の分布関数をべき乗の形で与えて，弾性波速度，電気

伝導度のモデルを作成した。モデルは弾性波速度の封圧依存性をよく再現したが，電気伝導度の封圧

依存性の再現は十分ではなかった（図３）。電気伝導度の再現には，開口の量的な分布だけではなく，

空間的な分布も必要であると考えている。

流動－変形場：島弧地殻の粘弾性変形を含む流動－変形場の理解は本研究計画における一つの重要な

課題である。21世紀に入り、スマトラ地震、東北地方太平洋沖地震など、M９クラスの巨大地震が続

発している。そこで、巨大地震後の粘性緩和による変形場をより正しく理解するため、シンプルな設

定でモデル計算を行いその特徴を調べた。

　重力場下にある表層弾性－下層 Maxwell粘弾性の半無限２層平行成層モデル内に沈み込み型のプ

レート境界を設定し、時刻ゼロにリソスフェア内のプレート境界に一様な断層滑り（変位の食い違い）

を与えることにより巨大地震を表現した。計算には、半解析解の形式で得られている粘弾性の応答関

数 (Fukahata & Matsu’ura, 2005, 2006)を用いた。

　地震時変位および地震後の粘性緩和の累積応答は図４に示す通りである。τはアセノスフェアの緩



和時定数であり、アセノスフェアの粘性率と剛性率の比として定義される。粘性率として、1019 Pa s

程度の値を想定すると、τはおよそ５年となる。図４に示される非常に重要なポイントは、粘性緩和

完了後には、海洋プレートが単純に沈み込むほぼ完全なブロック運動が実現するということである。

但し、島弧の変形場は完全にはゼロではないため、沈み込みの経過と共に変形が累積していき、それ

が島弧－海溝系の大地形を作り出す基となる。

　粘性緩和過程をより詳しく調べるため、図５ではいくつかの時刻における速度プロファイルを示し

た。この図の重要なポイントは、当初は海溝向きだった内陸の水平変位速度が、時間と共にその運動方

向を逆転させることである。この運動方向の逆転は一見奇妙に感じられるかも知れない。しかし、改め

てよく考えてみると、内陸部は地震時に海溝向きに運動しているため、粘性緩和完了後にブロック運

動を実現するためには、長期的には地震時の運動を打ち消さねばならない。そのため、内陸部が海溝と

反対向きに運動することは必然である。現在は海域でのみ陸向きの変位が観測されているが (Watanabe

et al., 2014)、本結果に基づき、いずれ太平洋沿岸部さらには東北内陸まで陸向きにその運動方向を変

化させることが予言できる。

　図６には、海溝からの距離 60 kmごとの地点における、粘性緩和による変位速度の時間変化を示し

た。この図の重要なポイントは、各地点における変位速度の時間変化が、定数項付きの指数関数で非

常によくフィッティングできてしまうことである。但し、その緩和時定数は、場所によって大きく異な

る。同じ地点における水平変位と垂直変位との間でも相関は見られない。地震後の測地データを単純

に指数関数でフィッティングすることはしばしば見かけるが、物理的な妥当性は特にないということ

が言える。また、定数項の部分は長期的には当然ゼロとなるため（粘性緩和完了後には、変位速度が

ゼロとなるから）、図６に示した指数関数フィッティングはある限られた時間範囲でのみ有効である。

従って、実際の観測データが指数関数フィッティングから時間と共にずれてきたとしても、それは新

たな事象の発生を必ずしも意味しない。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Fukahata, Y. and M. Matsu’ura, 2016, Deformation of island-arc lithosphere due to steady plate subduction,

Geophys. J. Int., 204, 825-840, doi: 10.1093/gji/ggv482

Iida, K., Iwamori, H. and others, 2015, Tectonic reconstruction of batholith formation based on the spa-

tiotemporal distribution of Cretaceous?Paleogene granitic rocks in southwestern Japan, Island Arc, DOI:

10.1111/iar.12103

Iwamori, H. and Nakamura, H., 2015, Isotopic heterogeneity of oceanic, arc and continental basalts and its

implications for mantle dynamics. Gondwana Res., doi:10.1016/j.gr.2014.09.003.

Jiang, G., X. Xu, G. Chen, Y. Liu, Y. Fukahata, H. Wang, G. Yu, X. Tan, and C. Xu, 2015, Geodetic imag-

ing of potential seismogenic asperities on the Xianshuihe Anninghe Zemuhe fault system, southwest

China, with a new 3D viscoelastic interseismic coupling model, J. Geophys. Res., 120, 1855-1873, doi:

10.1002/2014JB011492.

Nakamura H., Chiba K., Chang Q., Nakai S., Kazahaya K. and Iwamori H., 2015, Rare earth elements of

the Arima spring waters, southwest Japan: Implications for fluid?crust interaction during ascent of deep

brine, J. Geol. Geosci., 4:5.

Uno, M., Iwamori, H., Toriumi, M., 2015, Transition from dehydration to hydration during exhumation of

the Sanbagawa metamorphic belt, Japan, revealed by the continuous P?T path recorded in garnet and

amphibole zoning, Contrib. Mineral. Petrol., 170(3),1-22. doi: 10.1007/s00410-015-1185-9

Watanabe, T. and A. Higuchi, 2015, Simultaneous measurements of elastic wave velocities and electrical

conductivity in a brine-saturated granitic rock under confining pressures and their implication for inter-

pretation of geophysical observations, Prog. Earth Planet. Sci., 2:37, doi:10.1186/s40645-015-0067-0.

Yagi, Y., R. Okuwaki, B. Enescu, and Y. Fukahata, 2015, Unusual low-angle normal fault earthquakes after

the 2011 Tohoku-oki megathrust earthquake, Earth Planets Space, 67:100, doi: 10.1186/s40623-015-



0271-6.

Yamagiwa, S., S. Miyazaki, K. Hirahara, and Y. Fukahata, 2015, Afterslip and viscoelastic relaxation fol-

lowing the 2011 Tohoku-oki earthquake (Mw9.0) inferred from inland GPS and seafloor GPS/Acoustic

data. Geophys. Res. Let. 42, 66-73, doi:10.1002/2014gl061735.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
物質場・温度場：深部由来流体については、有馬、紀伊、中部の補足調査や分析に加え、糸魚川－静

岡構造線沿いの塩水の調査やサンプリング・分析を進める。また、四国について予備的調査やサンプ

リングを進める予定である。火山岩については、北海道、東北南部で得られたデータ解析を進めると

ともに、北海道に次いでデータの乏しい九州北部～中部の玄武岩質火山岩の調査・サンプリング・分

析を行う。

応力場：2011年東北地方太平洋沖地震後の列島規模の応力場に焦点を当て、観測データの整備及びメ

カニズム解の決定を行う。また 2000年鳥取県西部地震域において、震源断層周辺詳細な応力場の空間

分布について応力逆解析をもとに明らかにする。クラックや流体分布に関わる物性研究については、

下記の 2点を計画している。

(1) FIB-SEMによるクラックの３次元イメージング

電気伝導度モデルを精密化するためには，クラック開口の空間分布を知る必要がある。このため，FIB-

SEMによる粒界クラックの３次元イメージングを行う。

(2)緻密な岩石試料（チャート）の弾性波速度・電気伝導度測定

これまでに使用してきた花崗岩は，クラックの量が比較的多く，その連結度も比較的高かった。地殻

への応用を考えた場合，クラックの少ない状態での弾性波速度，電気伝導度についての理解も不可欠

である。そのため，当初の計画にはなかったが，ほとんどクラックを含まない緻密なチャート試料を

用いた測定を行い，地震波速度・電気伝導度の統一的モデルの構築を目指す。

流動－変形場：昨年度と今年度の成果を受け、地震発生を長期的に規定する沈み込み帯のリソスフェ

アの変形（地形発達）について主に比較沈み込み学の見地から研究を進めると共に、弾性歪みと非弾

性歪みの分離に向けてインバージョン解析の理論的な準備を進める。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
京都大学防災研究所（飯尾能久、深畑幸俊）

他機関との共同研究の有無：有

富山大学（渡辺了）

神奈川県温泉研究所（行武洋平）

東京工業大学・海洋研究開発機構（中村仁美、岩森光）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所

電話：0774-38-3348

e-mail：

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：飯尾能久 　

所属：京都大学防災研究所地震予知研究センター



図 1
有馬型塩水の上昇過程を示す模式図（Nakamura et al., 2015）。深部流体（この場合、沈み込むフィリピン海プレー
ト由来の塩水）が、地下数百メートル程度（有馬地域下では 160m深度）で下部天水層に供給され、鉱物の沈殿や
脱ガスを起こすと推定される。脱ガス成分（主に CO2。Heはマントルの始原的値をもつ）は上部天水層に供給さ
れ、炭酸泉を生じる。



図 2
鳥取県西部域における発震機構解の P軸分布。棒の方向は P軸方位、色はメカニズム解のタイプを表す。



図 3
縦波速度および電気伝導度の封圧依存性。電気伝導度は間隙流体（0.1M塩化カリウム水溶液）の伝導度で規格化
している。温度はクラック量を増やすために２時間加熱した温度である。nは開口の分布関数の指数であり，１に
近いほど狭い開口が多いことを表わす。



図 4
プレート境界型巨大地震による地震時変位とその後の粘性緩和による変動。二次元下で表層弾性－下層粘弾性の半

無限２層構造を考え、t = 0に表層（リソスフェア）内のプレート境界全面に一様に５ｍの断層滑りを与えた。τ
はアセノスフェアの緩和時定数。粘性緩和完了後に、ほぼブロック運動が実現することに注意。



図 5
巨大地震後の水平 (a）および垂直 (b)変位速度の時間変化。水平変位は内陸向きを正としている。比較のため、正
負を入れ換えて地震時変位（点線）も示している。内陸部では、水平・垂直変位速度共に、運動方向の逆転が生

じていることに注意。



図 6
巨大地震後の粘性緩和による各地点における変位速度の時間変化。海溝からの距離 60 kmごとに表示（赤：60 km,
青：120 km,緑：180 km）。比較のため、一部プロファイルの正負を入れ換えてある。黒線は、オフセット項付き
の指数関数でフィッティングしたもの。色四角で囲まれた数字は、緩和速度を規定する bの値を示す。場所毎に b
の値が大きく異なることに注意。



平成 27年度年次報告

課題番号：1906

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

注水実験による内陸地震の震源断層の詳細な構造と回復過程の研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(4)地震現象のモデル化

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　野島断層において第 2回目の 1800m深度注水実験を実施する。第 1回注水実験（2013年実施）と合

わせて、震源断層の透水性構造、および震源断層から分岐断層にいたる詳細な破砕帯（透水性）構造

を推定する。震源断層における透水性の経年変化を検出し、野島断層（震源断層）の強度回復過程に

ついて検討する。1800m深度注水に伴う誘発地震を検出し、誘発地震の発生過程および詳細な断層構

造と地震発生特性について解明する。野島断層および他の活断層（震源断層）について、断層深部構

造（特に走向方向の構造不均質性）と本震時の破壊過程および回復過程に関する特性を抽出する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　野島断層での第 1回目の 1800m深度注水実験（2013年 9月）について、観測データの解析・モデ

リングを深化させる。まず、震源断層を深さ約 400mにおいて貫通する 500m孔での地下水位データ

について、注水に伴う微小な変動を抽出し、拡散過程モデリングにより震源断層の透水係数を推定す

る。800m孔底における歪み変動、地下水位変動、地表で測定された自然電位データについてもさらに

モデル化を進め、野島断層の震源断層から分岐断層にいたる断層帯全体の透水性構造、および注入水

の挙動を推定する。これにより、従来の 540m深度注水に対して行った 800m孔歪変動および地下水位

変動のモデリング解析（拡散過程モデル）の改善・高度化へのフィードバックを行う。

　第 2回目の 1800m深度注水実験を 5年度目（平成 30年度）に実施する。野島断層の震源断層（最

上部）の透水性構造の時間変化を検出し、強度回復過程について検討する。



　野島断層上盤側の地表岩盤に設置されたアクロス震源の連続運転を実施する（各年度約 2ヶ月間）。

これにより、従来検出されていたアクロス震源～800m孔底地震計間の地震波の走時・振幅の経年変化

についてさらに検証する。S波偏向異方性の測定も合わせて行い、地震波の走時や振幅変動の要因と

なる野島断層近傍の構造特性について検討する。

　1800m深度注水に伴う誘発地震（極微小地震）の発生を検出する。1800m孔地震計の高速（10kHz）

サンプリング波形の解析により、誘発地震の震源過程（震源パラメータおよびそのスケーリング、初

期破壊過程、等）を推定する。地表に設置する地震観測点も含めて高精度の震源決定を行い、断層ト

ラップ波の解析とも合わせて、断層破砕帯と誘発地震の位置関係を明らかにする。誘発地震および定

常地震活動について、800m孔地震波形の相互相関係数等にもとづいて震源精度以上に高い精度の震源

分布特性（震源クラスター構造）を明らかにする。これらの結果に基づき、注水誘発地震および定常

地震活動について、震源過程および発生特性の違い、およびそれらと断層微細構造との関係を明らか

にする。

　注水実験によらない地震学的な手法（地震波散乱係数や S波偏向異方性の経年変化）からも地震発

生後の震源断層の回復過程を検出できる可能性がある。野島断層および最近発生した内陸地震の震源

断層を対象として、断層深部構造（特に走向方向の構造不均質性）、本震時の破壊過程と回復過程の関

係を系統的に調べる。

　年度毎の計画概要は以下のとおり。

　26・27年度：1800m深度注水実験（第 1回）データの解析・モデル化、ボアホール連続観測・デー

タ解析（地震、地殻変動、地下水）、アクロス連続運転、野島断層等の深部不均質構造および回復過程

の地震学的解析

　28・29年度：ボアホール連続観測・データ解析（地震、地殻変動、地下水）、アクロス連続運転、野

島断層等の深部不均質構造および回復過程の地震学的解析

　30年度：1800m深度注水実験（第 2回）の実施および解析・モデル化、地震臨時観測・自然電位観

測、アクロス連続運転、ボアホール連続観測・データ解析（地震、地殻変動、地下水）、野島断層等の

深部不均質構造・回復過程の取りまとめ

（８）平成 27年度の成果の概要：
１．これまでの注水実験（1800m深度および 540m深度）データの解析

　一昨年度実施した 1800m深度注水実験（2013年 9月）において、地表で観測された自然電位変動は

明瞭ではなく、一部の電極では従来の 540m深度注水実験とは逆センスの変動が観測された。昨年度

に引き続き、この自然電位変動についての統一的な理解のため、従来の 540m深度注水実験も含めた

再検討を行った。1997年、2000年、および 2003年の注水実験では、注水に伴う自然電位変動には次

の３つの特徴が見られた：1)注水の開始・停止に同期した変動、2)注水孔（1800m孔）周辺では電気

的に負の変動、3)変動の大きさは注水孔からの距離が離れるほど小さくなる。しかし、2004年以降、

とりわけ 2006年の実験では特徴の 2)、3)とは異なる変動が観測されるようになった。すなわち、注

水孔から 30m～50m離れた電極では変動の極性が逆（電気的に正）となった。これは、従来の 1800m

注水孔を線電流源とするモデル（LSM）では説明されないので、昨年度は、正の電荷が注水孔から一

定の距離に環状に分布する環状電流源（CSM）を LSMに重ね合わせるモデルを検討した。その結果、

正の電位変動を説明可能であることは示せたが、電位分布の空間的な特徴を完全には説明できなかっ

た。とりわけ、注水孔から少し離れた測線（B測線）では正の電位変動が注水実験時には観測されて

いない。今年度はこれらの課題を解決するために、正の電位変動が観測された近傍にのみ電位変動の

原因を考えられないかを検討した。注水孔から 30m～50m離れた地点での電位変動の特性を説明する

モデルの 1つとして、正に変動する電位変動が生じている観測点付近に、注水孔に近い側に負電荷で

注水孔から離れた側に正電荷というペアが、注水に同期して発生するモデルを検討した。ただし、B

測線では正の電位変動が観測されていないので、比較的浅部で発生する電流量もあまり大きくできな

いという制約のもとでモデルを作成した。計算例を図 1bに示す。2006年の観測例（図 1a）に示すよ



うな、20m～50m付近で LSMモデルに比べて正の電位変動が大きくなる特性を表現できているが、注

水孔側でもまだ LSMから外れている。これについては、電流源の位置や大きさを調整することで説明

できる可能性がある。このような双極子型の電流源が注水に同期してなぜ現れるのかについては現時

点では不明である。構造上の不均質（比抵抗、ζ電位など）を考えることはできるが、浅部の限られ

た範囲での地下水流動を示すデータはこれまでの注水実験では観測されていない。また、このような

電流源が発生したとしても、一昨年度の 1800m深度注水実験で電位変動が観測されなかったことにつ

いてはさらに検討が必要である。

　その他、一昨年度実施した 1800m深度注水実験に関しては、極微小地震の活動変化の再検討、波形

相関を用いた極微小地震の震源クラスター構造の解析なども行った。

２．アクロス連続運転による野島断層近傍の地震波伝播特性の測定：

　2015年 11月 26日から 2016年 2月中旬にかけて、野島断層近傍の地表岩盤に設置されたアクロス

震源の連続運転を実施した（2月末まで連続運転を継続する予定）。過去 12回の連続運転（1999年 6

月～2015年 2月の期間に各回 1～2ヶ月間実施）と同じパラメータで運転し、アクロス震源と 800ｍ孔

底地震計の間の伝達関数から P波および S波の走時と振幅の経年変化を推定した。いずれの連続運転

においても共通の周波数帯の応答を取り出して比較することにより、1999年～2016年にかけての経

年変化を推定した（図 2）。図 2を見ると、走時は各期間で± 1ms程度のばらつきを持つものの、全体

として 1999年～2016年にかけて約 2 ms（4‰）程度速くなる傾向が明瞭となった。2011年以降につ

いては、S波走時の変化がほとんどないのに対して、P波走時が次第に速くなる傾向が明瞭となった。

振幅については各期間で± 20 %程度のばらつきがあり、2011年以降については P波の振幅が大きく

なる傾向が見られる。後続波部分についても、上記と同じ伝達関数を用いて走時の経年変化を推定し

た（図 3）。鉛直成分、水平成分ともに走時のばらつきが大きく経年変化を見いだすのは難しい。以上

の結果は、長期的には、断層近傍でのクラック密度の減少による地震波速度の増加（強度回復）を示

唆している。1999年～2000年、および 2011年以降の実験で、S波走時の変化が小さい一方で P波走

時が速くなっていることは、例えば、これらの期間ではクラック密度は変化しないままクラックの水

飽和率が増加した等、水の動きが関与している可能性が示唆される。

３．その他

　その他、1800m孔、8000m孔および 500m孔における地震、地殻変動、地下水の連続観測を継続す

るとともに各種の基本的な解析を行った。また、野島断層および他の内陸地震の震源断層や活断層に

ついて、深部構造やその不均質性、本震における破壊過程等の検討を行った。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
村上英記，野島断層注水実験に伴う自然電位変動の再解析，Conductivity Anomaly研究会，2016年 1

月 6-7日（東京大学地震研究所）.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　野島断層での第 1回目の 1800m深度注水実験（2013年 9月）について、観測データの解析・モデ

リングを深化させる。震源断層を深さ約 400mにおいて貫通する 500m孔での地下水位データ、および

800m孔底における歪み変動、地下水位変動、地表で測定された自然電位データについてモデル化を進

め、野島断層の震源断層から分岐断層にいたる断層帯全体の透水性構造、および注入水の挙動を推定

する。これにより、従来の 540m深度注水に対して行った 800m孔歪変動および地下水位変動のモデリ

ング解析（拡散過程モデル）の改善・高度化へのフィードバックを行う。

　野島断層上盤側の地表岩盤に設置されたアクロス震源の連続運転を実施する（約 2ヶ月間）。これに

より、従来検出されていたアクロス震源～800m孔底地震計間の地震波の走時・振幅の経年変化につい

てさらに検証する。S波偏向異方性の測定も合わせて行い、地震波の走時や振幅変動の要因となる野

島断層近傍の構造特性について検討する。

　注水実験によらない地震学的な手法を用いて、野島断層および最近発生した内陸地震の震源断層や



活断層を対象として、断層深部構造（特に走向方向の構造不均質性）、本震時の破壊過程と回復過程の

関係を検討する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
西上欽也・大志万直人・吉村令慧・加納靖之（京都大学防災研究所）

他機関との共同研究の有無：有

東京大学地震研究所（山野 　誠）

名古屋大学環境学研究科（山岡耕春・田所敬一）

静岡大学理学部（生田領野）

金沢大学理工研究域自然システム学系（平松良浩）

高知大学理学部（村上英記）

大阪市立大学理学部（山口 　覚）

奈良産業大学情報学部（向井厚志）

産業技術総合研究所（北川有一・小泉尚嗣）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所地震予知研究センター

電話：0774-38-4195

e-mail：nishigami.kinya.3r@kyoto-u.ac.jp

URL：http://www.rcep.dpri.kyoto-u.ac.jp/idoi/kaibo/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：西上欽也 　

所属：京都大学防災研究所地震予知研究センター



図 1 (a) 2006 年の注水実験時に観測された電位変動分布。電位の基準点を 50m 地点の電極とした場合の観測値
（■）、実線は観測値と 50m地点の電位がゼロになるという拘束条件でモデル計算した電位変動の直線。赤丸で囲
んだ範囲が LSMモデルから外れている。

図 1 (b)双極子型の電流源を考慮したモデルでの電位変動分布。赤の直線は LSMモデルによる電位分布で、青色
は LSMモデルに双極子型の電流源の作る電場を加えた電位分布。



図 2 　1999年 6月～2016年 2月にかけてアクロス連続運転により測定された、野島断層近傍における直達波（P
波および S波）の走時（上）および振幅（下）の時間変化。いずれも、2007年 11-12月を基準とした走時の遅れ
と振幅の比を示す。赤、緑、青はそれぞれ、P波、断層に直交する S波、および断層に平行な S波。

図 3 　1999年 6月～2016年 2月にかけてアクロス連続運転により測定された、後続波部分の走時の時間変化。
2007年 11-12月を基準とした走時遅れの割合を示す。赤、緑、青はそれぞれ、鉛直成分、震源方向の水平成分、お
よび震源直交方向の水平成分。



平成 27年度年次報告

課題番号：1907

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

横ずれ型の内陸地震発生の物理モデルの構築

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

イ. 熱水系の卓越する火山

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(1)地震発生長期評価手法の高度化

(2)モニタリングによる地震活動予測

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

ウ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験

4. 研究を推進するための体制の整備

(6)国際共同研究・国際協力

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　横ずれ型の内陸地震を主な対象として、断層への応力集中機構のモデル化、断層の強度低下のメカ

ニズム解明、地震活動変化のメカニズム解明等を行い、長期的な発生予測手法の改善につなげること

が本研究全体としての到達目標である。以下に手法毎の到達目標の概要を述べる。

　跡津川断層周辺の変形パターンが断層走向方向にどのように変化するかを明らかにして、横ずれ型

の活断層のモデル化に反映させる。複数の微小地震活動域において、高精度の地下構造および応力分

布を求め、他のデータと合わせて総合的に解析し、内陸地震の発生場の特徴を解明する。比抵抗構造

研究により、内陸地震の断層の端の状態を解明し、断層の端に、地震の規模を規定する不均質構造が

あるのかどうかを検証する。四国地方を中心に基盤的な地殻・マントル上部の比抵抗構造研究を行い、

主にフィリピン海スラブ周辺の物性状態の解明、さらには、定量的内陸地震発生モデルの構築等に貢

献する。御嶽山周辺域で観測された高密度な地震データから、地震メカニズムトモグラフィー法によ

り三次元間隙流体圧場を推定し、内陸地震の発生における間隙流体の役割を理解する。過去の歴史記



録等から明らかになっている南海トラフ巨大地震前後の西南日本における内陸地震活動の活発化につ

いて、現実的なモデルを用いた数値シミュレーションを通して活発化のメカニズムを考察することに

より、今後数十年間に内陸地震の発生可能性の高い場所についての検討を行う。近年発生した内陸地

震の前後の地震活動と地殻変動データの時間変化を詳細に解析し、地震活動変化のメカニズムを解明

するとともに、確率予測が可能になるような統計モデルの提案を目指す。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題においては、地震、地殻変動、電磁気観測・解析、数値シミュレーション、地震活動解析等

など、色々な手法を活用するとともに、個別に得られた結果を総合することにより、目標の達成を計

る。以下に、手法別に５カ年計画の概要を述べる。

・地殻変動とモデリング：

　跡津川断層周辺を対象として GPS観測と InSAR解析を実施する。GPS観測から得られた変位場を

用いて InSAR干渉画像中の長波長ノイズを軽減することにより、高精度かつ高空間分解能の面的な地

殻変動分布を明らかにする。

・比抵抗観測とモデル化：

　長野県西部地震震源域の南西端周辺において可聴域MT観測を行い、北東域の既存稠密観測データ

と統合して、震源断層全体を包括する領域について三次元比抵抗構造を推定する。基盤的比抵抗構造

研究として、主に四国地方の比抵抗調査空白域において広帯域MT観測を行い大局的な比抵抗構造の

地域特性を解明する。

・地震観測とモデル化：

　近畿地方北部、山陰地域、長野県西部地震震源域等において実施中のオフライン臨時観測装置を用い

た稠密地震観測を継続し、定常観測網の地震波形データと統合処理して、３次元地震波トモグラフィ、

レシーバ関数解析、反射波解析による地殻構造解析を行う。また、極微小地震をも含んだ大量のメカ

ニズム解を決定し、それを基に詳細な応力場を求める。電気比抵抗構造や表層地質等の情報も合わせ

て、活断層の分布やそれによる内陸大地震、また常時発生す定常的な地震活動の地域差が、どのよう

な物理的要因によって支配されているかを解析・考察する。

・間隙流体圧場の推定：

　名古屋大学定常観測等の地震波形データから、詳細な地震の震源分布とメカニズム解を推定しデー

タを蓄積する。これらのデータから御嶽山周辺域のテクトニック応力場と間隙流体圧場を三次元的に

推定し、内陸地震の発生や地震火山相互作用について考察する。

・西南日本活動期のシミュレーション：

　計算機上で南海トラフにおける固着と滑りや東北日本と西南日本間の東西圧縮、内陸活断層におけ

るすべり相互作用を考慮して、大規模計算手法を用いた現実的な数値モデルを構築する。数値モデル

を用いて、西南日本内陸における応力場の変化や内陸活断層におけるクーロン応力を計算することに

よって、南海トラフ巨大地震と西南日本内陸地震の活発化・静穏化の因果関係を解明するとともに、現

在の地殻活動の再現と今後の予測を試行する。

・地震活動変化：

　内陸大地震の発生前の地震活動変化はゆっくりすべりによる応力変化 (Δ CFS)に起因するという説

を、GＮＳＳ観測データの解析や地下構造や応力場のデータも含めて検証する。北摂・丹波地域にお

ける地震活動と大地震との関係や活動変化の原因について、地震メカニズム解や地下構造等の解析に

より、解明を試みる。さらに、地震活動の異常性を業務的に捉えられるようなモデルとそのソフトウェ

アを開発し、確率予測が可能になるような統計モデルの提案を目指す。

（８）平成 27年度の成果の概要：
・地殻変動とモデリング：

InSARと GNSS双方のデータを用いて跡津川断層近傍の地殻変動パターンを面的に把握することを試



みている。昨年度までは InSAR時系列解析の結果として得られる平均速度場を GNSSデータで補正し

た。本年度は各干渉画像を GNSSで補正してから InSAR時系列解析を行った。その結果、変位速度場

は全体的に小さくなったが、依然として跡津川断層系の牛首断層近傍および富山平野との境界付近に

変位勾配の大きな領域が見られる。

・比抵抗観測とモデル化：

　2014年度以降、四国地方の比抵抗調査空白域において大局的な比抵抗構造の地域特性を解明するた

めに、経度及び緯度方向に 10分毎のメッシュを設定し、基盤的比抵抗構造研究を進めている。

　2015年度は 2014年度に引き続き、2015年 10月下旬から 11月下旬にかけての約 1ヶ月間にわたり、

四国地方中央部の南部地域（4地点、主に秩父帯上）と北部地域（6地点、中央構造線を挟む地域）に

おいて計 10地点で、自然界に存在する微弱な電磁場変動を信号とする広帯域MT法観測を実施した

（図 2）。観測にはフェニックス社製の測定器MTU-５及び５ Aを使用し、原則として、地磁気 3成分

と電場 2成分を測定した（ただし、測定地点の制約等により、北部地域の SJYでは鉛直磁場が、OHZ

では磁場 3成分、そして、NDAでは電場 2成分が未測定成分となっている）。

　観測により得られた見かけ比抵抗探査曲線及び位相差曲線を図 3a及び図 3bに示す。以降、見かけ

比抵抗曲線をもとに探査曲線の特徴について述べる。

　南部地域の観測点 (TRN、NRK、SNK、ONM)では、2014年度観測でも同様の特徴が示されたとこ

ろであるが、見かけ比抵抗値の全体的なシフト成分を除けば、周期数 10秒から 100秒あたりで最小値

を示すという傾向が共通してみられることが明らかになった。

　一方、北部地域の観測では、中央構造線の南側の 2地点 (KMS、TMN)において、上述の傾向が見ら

れない探査曲線となった。また、中央構造線の北側の 3地点（NKS、OHZ、SJY）では、10秒程度ま

での短周期帯でのみデータ処理が出来たところである。これは、北部地域では、中央構造線の北側を

平行して運行する JR予讃線からの漏洩電流ノイズの混入のため、数秒から長周期帯域では探査曲線の

推定誤差が大きくなったためと考えている。中央構造線の北側地域の地下構造は、地震性のフィリピ

ン海プレートの沈み込みの北限を考える上で鍵となるため、今後は 10秒程度より長周期側の探査デー

タの推定誤差の改善を図る必要がある。

・地震観測とモデル化：

近畿地方において、レシーバー関数解析により、モホ面の深さの詳細な水平変化を推定した。当地域

中北部では、いわゆる「満点地震計」による稠密地震観測が行われている。2008年 11月に「ひずみ

集中帯」プロジェクトにより 45点が設置され、2009年からは「地震・火山噴火予知のための観測研

究計画」により順次増強され、現在 88点が稼働している。本解析では、この観測網、および、紀伊半

島で行われた稠密リニアアレイ観測 (澁谷ほか、2009)と周辺の定常観測網によって記録された、2004

年 5月～2014年 5月に発生した震央距離?=30°80°、Mw6.0以上の地震波形を使用した。レシーバー

関数解析では、2次元の測線に沿ってスタックを行うことが多いが、広域に展開された稠密な観測網

の特長を生かして、3次元のブロック (5.0× 5.0× 3.0 km)でスタックを行う事により、地震波速度不

連続面の詳細な 3次元的な分布を求めることが出来た。

図 4に結果を示す。琵琶湖南部を通る４つの東西断面における結果を示している。琵琶湖西岸域にお

いて、モホ面が 30～40km付近に明瞭にイメージングされている。上側の２つの断面において白線で

囲った部分は、右側の Indexマップ (深さ 30kmのレシーバー関数解析結果でもある)で白四角の領域に

対応している。琵琶湖付近の堆積層が厚い地域のため、解析結果が乱れていると考えられるため、以

下の考察ではこの部分は除外して考えることにする。モホ面は基本的に非常に平らであるが、x=0付

近では、それ以西に比べてやや深くなっており、深さは 35～40km程度である。

x=0付近より東側では、モホ面は徐々に浅くなっている。これまで、琵琶湖付近においてモホ面は周

囲に比べて深くなっていると考えられてきたが (例えば、Hurukawa, 1983)、逆の結果が得られた。琵

琶湖西岸断層帯は西傾斜の逆断層であり東側 (琵琶湖側)が沈降しているが、その沈降は、琵琶湖の直

下においては、モホ面の形状には反映されていないようである。この逆断層運動が、上記の X=0付近

において、それ以西よりモホ面が深くなっていることと対応するという考えもあるが ()、京都盆地東



縁断層帯も含めて、測線付近には大規模な活断層が存在し、地形はそれらの運動を反映しているもの

となっているが、ここで推定されたモホ面の形状は非常になめらかなものである。内陸の活断層は下

部地殻内に延長部を持っているという仮説があるが (例えば、Iio & Kibayashi, 2002)、ここで得られた

知見は、下部延長はモホ面を食い違わせていない可能性を示唆している。地殻の最深部では、変形は

より広がっている可能性もあり、この問題については今後さらに詳細に検討する必要がある。

図 5は、近畿地方中北部における相対的な S波の反射強度分布を示す。「満点地震計」および定常観測

点、合計 128点で得られたデータから、Doi and Nishigami(2007)の反射法解析手法により推定された

ものである。地震波形データとしては、2009年～2013年に発生したM2.0以上の地震で、八木観測点

で反射波が見えるものを用いた。片尾 (1983)により有馬高槻断層帯の北側に、北落ちの反射面が推定

されていたが、反射波の振幅をスタッキングすることにより、客観的に反射面の 3次元的な分布を得

ることが出来た。推定された反射面は、低周波地震の震源域から南上がりに、有馬高槻断層帯の直下

まで続いている。これは、マントルから上がってきた流体が、低周波地震の震源域から地殻内に侵入

し、活断層の深部へ到達していることを示唆している。

S波の反射法解析では、上記の反射面以外に、図 6左上において黒太線で囲まれた、花折断層付近に

反射強度が相対的に大きな領域が推定された (Aoki et al., 2016)。図 6左下は付近の南北断面図である。

深さ 30km付近に反射強度の大きな領域があり、その近傍に低周波地震の震源が決まっている。図 6右

には、地震波速度構造および震源分布と強度の大きな領域を比較したものを示す。低周波地震の震源

域の付近にある反射強度の大きな領域の上には、S波速度が小さな領域がある。さらに、その直上に

おいて、地震分布の下限が 20km程度と非常に深くなっていることがわかる。この下限の水平変化は

温度構造の不均質によると考えられていたが (例えば、Ito, 1990)、20kmという深部で局所的に温度を

下げることは難しいことから、温度が原因ではなく、高間隙水圧により、断層の摩擦強度が局所的に

下がったためである可能性が考えられる。

このように稠密観測網のデータを用いた S波の反射法解析により、地殻下部における 1.5kmメッシュ

という高分解能の相対的な反射強度分布を推定することができた。得られた結果は、マントルから上

がってきた流体が、低周波地震の震源域付近から地殻内に侵入し、活断層に下部延長付近に達してい

ることを示唆している。また、トモグラフィーにより得られている速度不均質構造は、流体の分布を

空間的になめらかにしたものを見ていると解釈できる。

・間隙流体圧場の推定：

御獄山周辺域の定常地震観測の体制に関して、微小群発地震活動震源域の北東麓への拡大を考慮し、

既存の定常地震観測網に新たな観測点 1点を追加設置した。これにより震源域を取り囲むように定常

地震観測網が補強された（図 7）。

名古屋大学を含む諸機関の定常地震観測で得られた地震波形データ（2015年 1月～2015年 12月）に

分析に関しては、WINシステムのイベント検出機能を利用した手動波形読み取り処理を行い、3925個

の地震の震源を決定した（図 7）。これらの中には、御獄山直下で継続して発生中の火山性地震の震源

431個が含まれる。また、手動波形読み取り処理による P波初動の押し引き分布と S/P振幅比をデー

タとし、Hardebeck & Shearer (2003)の手法による計算コード HASHを用いて 2490個の地震のメカニ

ズム解を推定した。ただし、オリジナルのコードでは、観測点の標高が考慮できないことや、海抜 0

よりも浅い地震の波線を正しく計算できないという問題点があった。この問題は、浅い領域で発生す

る火山性地震のメカニズム解を推定する上では無視できない。そこで、実際の解析には、本問題点を

修正した改良コードを用いた。推定したメカニズム解のうち、火山性地震（VTイベント）のメカニズ

ム解は 107個あった。更に、2014年 11月～2015年 2月の連続波形データを精査し、832個の火山性

地震の震源を決定した。

　次に、2014年 9月の御獄山噴火前後の応力場の変化や、地震メカニズムトモグラフィー法（Terakawa

et al., 2010, 2014）により間隙流体圧分布を調べるために、平常時の地震のメカニズム解（2012年 5月

～2014年 7月、M>1）を CMTデータインバージョン法に適用し、御獄山周辺域の広域応力場を推定

した（図 8）。この解析により、広域応力場は北西－南東方向に最大圧縮軸を持つ横ずれ断層型の応力



状態で特徴付けられることがわかった。このパターンは、日本列島全域を対象としたより規模の大き

な地震（M>3.5）から推定された広域応力場の結果（Terakawa & Matsu’ura，2010）とも概ね調和的

である。しかし、小さなスケールでの空間変動に着目すると、御獄山東麓～南東麓の微小群発地震の

発生域では、両者の応力場のパターンは主応力軸の向きで平均 50度程度差があることがわかった。来

年度以降、数 km程度の空間解像度で間隙流体圧場を推定するためには、本年度推定した広域応力場

の情報が不可欠となる。

　また、2014年 8月～2015年 3月に発生した 94個の VTイベントのメカニズム解と前述の広域応力

場の関係から、2014年御獄山噴火前後の山頂直下の局所応力場の時間変化を調べた（Terakawa et al.,

in press）。山頂直下の局所応力場は、一般に、プレート運動によって形成される広域応力場と、火山

活動によって引き起こされる応力変動の重ね合わせとして表現される。数週間から数か月といった中

短期的時間スケールでは、広域応力場の変化は無視できるほど小さい。このため、もし、中短期的時

間スケールで局所応力場の時間変化が捉えられれば、それは火山活動による応力変動に他ならない。

この考えに基づき、観測されたすべりベクトルと広域応力場から期待される理論滑りベクトルの角度

差をミスフィット角と定義し、この量を用いて局所応力場の広域応力場からのずれを評価した。ミス

フィット角が広域応力場及びメカニズム解の誤差を考慮した閾値（65度）を超えた場合は、局所応力

場が広域応力場から有意にずれていること、つまり火山活動の活発化による有意な応力変動があった

ことを意味する。解析の結果、ミスフィット角は 2014年 9月の噴火直前約 2週間は閾値を大きく超え

る傾向にあったが、噴火後に急激に閾値以下に減少したことがわかった（図 9a）。噴火前に東西伸長

の正断層型地震が多く発生したことは、御獄火山が地殻内に発達した構造を利用して東西方向に大き

な膨張を引き起こしたことを反映していると考えられる。また、噴火直後に広域応力場と調和的な東

西伸長の逆断層型地震が活発化したことは、山体が広域応力場に支配されて収縮した過程に対応する

と考えられる。

　一方、御嶽山の火山活動と周辺域の地震活動との相互作用を調べることを目的に、御嶽山南東麓の

群発地震活動域の応力場の時間変化（2014年 8月～2015年 3月）を調べた。応力場の時間変化の検

出は、前述の山頂直下の局所応力場の場合と同様に、対象地域で発生する地震のメカニズム解と広域

応力場の関係から、ミスフィット角を指標として評価した。この結果、2014年の御嶽山噴火の約１週

間前、群発地震活動域の応力状態が広域応力場からずれている可能性があることがわかった。しかし、

ずれの量は閾値を 10度程度上回るに過ぎないため、今後、長い時間スケールでミスフィット角の時間

変化を調べ、火山活動と内陸地震発生の相互作用を理解する必要がある。

・西南日本活動期のシミュレーション：

　計算機上で南海トラフにおける固着と滑りや東北日本と西南日本間の東西圧縮、内陸活断層におけ

るすべり相互作用を考慮して、西南日本内陸における応力場の変化や内陸活断層におけるクーロン応

力を計算することによって、南海トラフ巨大地震と西南日本内陸地震の活発化・静穏化の因果関係を

解明することが本研究の目的である。今年度は、前年度に引き続きブロック断層モデルを用いて、西

南日本の GEONET速度場を説明する内陸断層のすべり・すべり欠損速度と南海トラフのすべり・す

べり欠損速度の同時推定を行った。ブロック分割及び断層ジオメトリの改良により、九州や北陸・中

部地方の観測データへのフィッティングが向上した。H26年度モデルからの具体的な改善点は以下の

とおりである。九州においては、別府ー阿蘇ー日奈久断層にブロック境界を設定。別府ー水縄断層ー

佐世保にも境界を設定、中部と琵琶湖ブロックの境界を柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯から濃尾断層帯へ変更、

北陸地方を独立のブロックにしたことである。その結果、濃尾断層系では約 4-6mm/年、北陸沖の断層

では約 5mm/年、水縄断層では約 4mm/年程度のブロック相対運動が推定された (図 10)。

・地震活動変化：

　内陸大地震の発生前の地震活動変化はゆっくりすべりによる応力変化 (Δ CFS)に起因するという説

を検証することが本研究の主な一つである。兵庫県南部地震後に北摂・丹波地域の地震活動が活発化し

たことはよく知られているが、Ogata(2004)は活発化が兵庫県南部地震前に始まっている可能性を見出

し、それを直下の水平的な断層のゆっくりすべりにより説明した。今回、1985年から兵庫県南部地震



の直前までの気象庁一元化震源データに非定常 ETASモデルを当てはめ、常時地震活動度 (background

rate)μ値と余震生産率 (aftershock productivity)K値の時間変化を求めた (図 11)。その結果、兵庫県南

部地震の約半年前の群発地震活動に対応する期間で常時地震活動度が変化したことが分かった。この

原因は不明であるが、流体貫入のために急激 (不連続的)に常時地震活動度μ値が大きくなった可能性

が考えられる。一方、兵庫県南部地震の直前の数週間の静穏化が片尾・安藤 (1996)において示唆され

ているが、これについては詳細に検討する必要があることが分かった。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
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（10）平成 28年度実施計画の概要：
・地殻変動とモデリング：

跡津川断層周辺での GNSS観測を継続し、GNSSデータを用いて 2011年東北地方太平洋沖地震を挟む

跡津川断層周辺の地殻変動様式の時間変化を定量的に明らかにする。また、ALOS(だいち)で明らか

にされた東北沖地震前の跡津川断層周辺、特に牛首断層と富山盆地南縁への歪集中が東北沖地震後も

継続しているか、ALOS2(だいち 2号)を用いた InSAR解析を通して詳細に調べる。

・比抵抗観測とモデル化：
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・地震観測とモデル化：

近畿地方北部、山陰地域、長野県西部地震震源域等において実施中のオフライン臨時観測装置を用い

た稠密地震観測を継続し、定常観測網の地震波形データと統合処理して、地震波トモグラフィーや反

射法解析などによる地殻構造解析を行う。また、極微小地震をも含んだ大量のメカニズム解を決定し、

それを基に詳細な応力場を求める。これらに基づき、活断層の分布やそれによる内陸大地震、また常

時発生する定常的な地震活動の地域差が、どのような物理的要因によって支配されているかを解析・

考察する。

・間隙流体圧場の推定：

　定常地震観測観測で得られた地震波形データに WINシステムを利用した手動読み取り処理を適用

し、御嶽山周辺域で発生する地震（火山性地震も含む）の震源分布を把握すると共に、P波初動の押

し引き分布及び S/P振幅比から地震のメカニズム解を推定する予定である。メカニズム解の推定に関

しては、2012年 5月～2014年 7月までの過去のデータに遡って行い、データベースを構築する。ま

た、御嶽山直下や周辺域の応力場の時間変化のパターンを調べるために、断層強度の変化を考慮して

応力場を推定する新しい解析法を開発する予定である。可能ならば、この手法を用いて、山頂直下や

群発地震発生域の応力場のパターンの時間変化を推定することを試みる。

・西南日本活動期のシミュレーション：

引き続きブロック断層モデルを用いた内陸活断層とプレート境界におけるすべり速度・すべり欠損速度

の推定を行い、九州中部の系統的残差の原因を明らかにする。東北地方太平洋沖地震以降の速度デー

タを用いた解析や余効変動の影響評価、および南海トラフ沿いの海底地殻変動データ（GPS/A）を用

いた解析も行う。

・地震活動変化：

内陸大地震の発生前の地震活動変化はゆっくりすべりによる応力変化 (Δ CFS)に起因するという説の

検証、および、北摂・丹波地域における地震活動と大地震との関係や活動変化の原因の解明を試みる。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
飯尾能久、高田陽一郎、吉村令慧、片尾 　浩、宮澤理稔、西村卓也、平原和朗
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名古屋大学 　寺川寿子、山中佳子
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図 1. InSAR時系列解析による平均速度場 (mm/yr)
左：色は衛星からの距離変化を表し、赤は衛星から遠ざかる変位速度（東向きまたは沈降）、青はその逆を示す。

線は活断層を表す。右：断層に直交するプロファイルに沿った衛星視線方向の速度場。点線は牛首断層。



図 2．四国地方の 2015年度広帯域MT観測地点（★印）分布図
既存の測点（2014年度は☆印、2013年度以前を○印）を重ねて描いている。



図 3a. 　見かけ比抵抗探査曲線
南北方向の電場と東西方向の磁場変動から推定された見かけ比抵抗を青丸で示し、東西方向の電場と南北方向の磁

場変動の組み合わせで推定されたそれを赤丸で示す。縦軸は見かけ比抵抗（Ωｍ）、横軸は周波数（Hz）を表し、
いずれも対数目盛りで表現されている。横軸はサイトにより異なる場合がある。



図 3b. 　位相差探査曲線
南北方向の電場と東西方向の磁場変動から推定された位相差を青丸で示し、東西方向の電場と南北方向の磁場変

動の組み合わせで推定されたそれを赤丸で示す。縦軸は位相差（度）を表す。横軸は周波数（Hz）を表し、対数
目盛りで表現されている。



図 4. 　近畿地方におけるレシーバー関数解析結果
左：琵琶湖南部を通る４つの東西断面における結果。上側の２つの断面において白線で囲った部分は、琵琶湖付

近の堆積層が厚い地域のため、結果が乱れていると考えられる。右：深さ 30kmのレシーバー関数解析結果に各断
面の位置を示したもの。



図 5. 　近畿地方中北部における相対的な S波の反射強度分布 (Aoki et al., 2016)
星印：一元化震源による低周波地震の震源。黒丸：稠密観測網により決定された通常の地震の震源。青線：スタッ

クしたデータポイントが 1万点以上の領域。



図 6. 花折断層付近の反射強度と地震波速度構造
左上：深さ 29kmの S波の相対的な反射強度分布 (Aoki et al., 2016)。左下：花折断層付近 (左上図の点線の位置)を
通る断面における S波の相対的な反射強度分布 (Aoki et al., 2016)。右上：深さ 25kmにおける S波の速度偏差と
反射強度が強い領域との比較。黒太線の領域は、左上の図で強度の大きな部分を囲んだもの。右下：南北断面に

おける S波の速度偏差と反射強度が強い領域との比較。黒太線の領域は、左下の図で強度の大きな部分を囲んだ
もの。S波の速度偏差は Nakajima & Hasegawa (2007)による。地震の震源は気象庁の一元化震源。右上の黒四角
の領域内の震源を投影した。花折断層付近の低周波地震を白丸で囲んでいる。右上・下の図は、産業技術総合研

究所地下構造可視化システムにより作成しました。



図 7.御嶽山周辺域の地震活動（2015.1-2015.12）と観測点分布
赤線で取り囲んだ水色の四角印が H27年度に新設した観測点。△は御獄山、☆と青線の矩形は 1984年長野県西部
地震の震源と震源断層。



図 8. 御嶽山周辺域の広域応力場（Terakawa et al., in press）
△は御獄山。応力場のパターンは下半球投影の震源球を用いて表現され、震源球の２つの節面は最大剪断面を示

している。左上の震源球は山頂直下の広域応力場のパターンを示す。



図 9. ミスフィット角の時間変化（Terakawa et al., in press）
(a)山頂直下で発生した火山性地震のミスフィット角の時間変化。(b)群発地震発生領域（緯度：35.85?N?35.95?N、
経度：137.6?E?137.7?E）の地震のミスフィット角の時間変化。平均ミスフィット角（■）は、地震 10個毎の移動
平均として計算されている。黒い横線は平均をとった期間、黒い縦線はミスフィット角の標準誤差を表す。太い赤

線は、局所応力場の広域応力場からのずれを検出するための閾値（65度）で、これより大きなミスフィット角は
局所応力場のずれが有意であることを示す。細い赤線は、局所応力場のずれが顕著であることを示す目安である。

青い太点線は御嶽山の噴火、桃色及び灰色の点線は、気象庁の分析による BL型及び BH型地震が観測されたこと
を表す。



図 10. 　GEONETデータを用いて推定されたブロック間相対運動
地図上の範囲は 11枚のブロックで構成され、ブロック境界での相対運動速度を矢印で示した。



図 11 　非定常 ETASモデルによる兵庫県南部地震の前の常時地震活動度の変化
震源域とその周辺における気象庁一元化震源データを用いた。上：(赤)常時地震活動度 (background rate)μ値、(青)
余震生産率 (aftershock productivity)K値、(灰色)地震活動度。下：地震のMT図 (一元化震源データによる)



平成 27年度年次報告

課題番号：1908

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

桜島火山におけるマグマ活動発展過程の研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　昭和火口における噴火活動過程において、多項目の 5年にわたる長期観測に基づいてカルデラ下に

おけるマグマの蓄積に伴うその量の推移および桜島中央火口丘下へのマグマの移動の過程を把握した

上で、火山体構造とその時間変化をあわせ考慮して、桜島のマグマ蓄積・移動・上昇の変化を定量的・

定性的に把握することにより、地下のマグマの動態がどのように変化し、今後の活動の活発化に繋がっ

ていくのかをモデル化する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題は、「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」事業に基づいた計画である。本

研究計画では、爆発が多発し、将来、噴火活動が更に活発化する桜島を対象として、個々の爆発およ

び一連の活動期とそれらに前駆する諸現象を物質科学も取り込んだ最大限の多項目・長期観測により

定量化し、両者の間の経験則を確立するとともに、その理論的背景について考察する。さらに、上記

（4）その他関連する建議の項目記述した上位項目において直接的に成果を活用する。具体的には、次

の 5つのテーマに基づいて研究をすすめる。

[1]爆発現象に前駆する短期的マグマの蓄積過程及びマグマ放出過程の解明

[2]長期的マグマ蓄積過程・放出過程の解明

[3]火山体構造の時間変化に基づくマグマ供給系の発展過程の解明



[4]先行マグマ物質の分析によるマグマ供給系の発展過程の解明

[5]マグマ挙動のモデリング

　[1]では、個々の爆発について火山性地震、地盤変動、絶対重力、二酸化硫黄放出量観測、空気振動、

火山灰放出量に基づいて、前駆現象と噴火規模を定量化し、噴火に前駆する発生様式や変動パターン

と後続する噴火の規模・様式を関連付けて噴火予測の基礎データを構築するとともに、蓄積および放

出過程を明らかにする。

　[2]では、火山活動の 1～2年周期の活発化と縮退のサイクルに注目し、長期的なサイクルを定量化

したうえで、浅部および深部の地震活動や地盤変動との関係を明らかにし、長期的な予測の基礎デー

タとする。

　[3]では、長期的なサイクルと深部および浅部の地下構造の変化の関係を明らかにする。地下構造

の時間変化把握には MT、人工地震探査、地震波干渉法、地震波トモグラフィー、重力など多様な手

法を駆使し、マグマ供給系の発展過程を明らかにする。26年度および 28年度に人工地震探査を実施

し、「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」実施時からの時間変化を抽出する。

　[4]では、火山灰水溶性成分、火山灰・レキ等の噴出物の岩石学的分析、温泉ガス濃度などのマグマ

発散物の分析に基づいて、質的変化と長期サイクルとの関係を明らかにし、火道の拡大や開口率など

のマグマ供給系の発展過程を明らかにする。

　[5]では、上記 [1]～[4]で得られる観測量の変化に対してマグマ溜まりや火道内のマグマ挙動を、混

相流の基礎方程式や実験などから得られる構成方程式をもとにして、数値計算を行い、マグマ挙動の

数値モデルを構築する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
成果概要

　2006年に 58年ぶりに再開した桜島の昭和火口における噴火活動は 2009年後半以降，ブルカノ式

噴火活動が活発化している状態が続いている．地震，地盤変動観測，重力測定，火山ガス放出量，噴

出物の分析を継続するとともに，火山体構造の変化抽出のための解析を行った．一方，2015年 8月 15

日に発生した急速な地盤変動を伴う群発地震活動は，2006年以降の火山活動にはない規模と特性をも

ち，ダイク貫入によるものと解釈される．2015年 8月のマグマ貫入イベントをこれまで繰り返されて

きた対比することにより，その特性を明らかにした．

１．爆発現象に前駆する短期的マグマの蓄積過程及びマグマ放出過程の解明

　昭和火口において発生する個々の爆発についてはブルカノ式噴火および噴煙高度 1000m以上に達す

る非爆発的噴火の約 90%について前駆する山体の膨張が捕捉され，噴火に伴って収縮が観測された．

昭和火口から 2.1km離れた有村観測坑道のひずみ計の記録について噴火発生に先行する伸長時間，伸

長量，伸長量と収縮量の比について統計解析を行ったところ，以下のことが明らかになった．(1)噴火

発生に先行する伸長時間は 3分から最長 29時間に及ぶ．先行伸長時間の頻度分布を 10分刻みで調べ

たところ，20分から 30分の時間が最も多かった．頻度分布は 20分をピークとする対数正規分布で近

似できる．この頻度分布の積算値（図 1）は伸長開始からの経過時間に基づく爆発発生の確率予測を

示す．この積算曲線に基づいて爆発発生確率を示すことが可能であり，時間の経過とともに発生確率

の増加を求めることができる．(2)伸長量のピークは 10ナノストレインにある．伸長速度のピークは

0.17ナノストレイン/分にある．伸長量および伸長速度の頻度分布は，同様に対数正規分布で近似でき

る．(3)伸長量と収縮量の比の対数の頻度分布は―0.1をピークとする正規分布となる（図 2）．これは，

伸長量と収縮量はほぼ同じであることが多いことを示し，伸長量と収縮量比の平均値からのずれを正

規分布に基づく確率分布により表すことが可能であることを意味する．爆発に伴う火山灰放出重量は，

DRE 2600kg/m3を密度係数して圧力源の収縮堆積と比例関係にあるので，爆発に先行する膨張量から

爆発の規模を確率的に予測することが可能である．

２．長期的マグマ蓄積過程・放出過程の解明

　図 3に 2007年以降の桜島の地震活動，地盤変動，噴火活動を示す．桜島の地盤は，約 1年周期で膨



張と収縮を繰り返しているが，2009年 10月～2010年 5月および 2011年 11月～2012年 2月の地盤の

膨張は，それまでの年周変化的な変動（0.4μストレイン）をはるかに超え，山頂から 2.7km離れたハ

ルタ山観測坑道の山頂方向のひずみ増加は，それぞれ，1.2および 1.1μストレインに達した．この地

盤変動は GNSSにより基線長の伸長として検出されるレベルであり，マグマの貫入量が数十万 m3/月

のレベルまで増加したものと考えられている．また，これらの時期には噴火活動が活発化し，火山灰

放出量も増加しており，マグマ貫入と同時にマグマ放出が起こる開口型火道系の特徴的な地盤変動と

噴火活動を示した．地盤変動は球状圧力源の姶良カルデラ下約 10km及び北岳下 4kmにおける増圧と

南岳下約 1kmの減圧により説明可能であることが分かっている．

　2015年 1月 1日に始まった地盤の膨張は，2009年及び 2011年のマグマ貫入期とほぼ同等の規模の

マグマ貫入であった．伸長ひずみは 1月 1日から観測され始め，6月 5日までに 1.4μストレインに達

した（南岳火口方向成分ハルタ山観測坑道：昭和火口から 2.9km）．同時に GNSS観測によっても桜

島の膨張が検知され，桜島を東西に跨ぐ 9.5kmの基線は 1.7cm伸びた．この山体膨張は，2009年及び

2011年のマグマ貫入イベントと同様に球状圧力源の姶良カルデラ下約 10km及び北岳下 4kmにおける

増圧と南岳下約 1kmの減圧により説明される．南岳下で減圧であるのは，同様に，噴火活動の活発化

を伴ったからである．2015年 1月 1日から 6月 30日までに 701回のブルカノ式噴火が昭和火口にお

いて発生し，特に 3月の発生回数は 172回に達した．また，4月には 156万トンの火山灰が放出され

た．2015年 1月～6月の活動は，姶良カルデラ下へのマグマの上昇，北岳下への移動，南岳・昭和火

口からなる山頂域からのマグマの噴出という，これまでと同様のプロセスをとったと考えられる．

３．2015年 8月 15日のマグマ貫入イベント

　2015年 8月 15日に発生したマグマ貫入イベントは，2009年，2011年，2015年 1月～6月に繰り

返されたマグマ貫入イベントとはその地盤変動のパターンと変動速度及びそれに付随する地震活動の

活動度において全く異なる．

　8月 15日に発生したマグマ貫入イベントは、7月以降、噴火活動が低下傾向にある活動状態で起こっ

た。図 4に 8月 15日の地盤変動と地震活動を示す。地震は朝 7時ごろから起こり始め、8時ごろには

急激に発生回数が増加した。それと同時に急激な地盤変動が始まった。昭和火口における爆発に前駆

して傾斜及びひずみ変化が観測されるが、大きくても 0.1マイクロラディアンあるいはマイクロスト

レインである（有村観測坑道の傾斜計及び伸縮計，以下同様）。ところが、今回の地盤変動は、膨張開

始からわずか 20分で 0.1マイクロラディアンを超え、1時間後には、1マイクロラディアンに達した。

10時 29分にはさらに加速し、1時間に 28マイクロラディアンの速度で火口側の隆起が続いた。隆起

がほぼ停止した 17日の 0時までに 56マイクロラディアンの傾斜変化量に達した。昭和火口における

噴火に伴う地盤変動は傾斜変化で 0.1マイクロラディアン以下であるので，8月 15日の地盤変動量は

通常のブルカノ式噴火の約 500倍である．

　膨張速度が速い 15日の午前中を中心に A型地震が多発し、その発生回数は 15日に 887回、16日に

は 73回を数えた。その中には 4回の有感地震（マグニチュード 2～3、桜島火山観測所における震度

2～3）を含む。桜島においては年間の A型地震発生回数は 100回程度であり，極めて異例の地震活動

であり，このレベルの地震活動は 47年前の 1968年 5月まで遡る．A型地震の震源は南岳直下の深さ

1?～3?に集中する（図 5）。発震機構は浅部において正断層（引張軸方向は特定しがたい），3?付近に

おいて北東―南西引張，北西-南東圧縮の横ずれ断層である（図 6）．

　地盤変動の空間的なパターンも従来とは異なる。2009年，2011年，2015年 1～6月のマグマ貫入

イベントでは、全方位に対してほぼ均等に変位していたが、8月 15日の変動では山頂から北西と南東

方向にある GNSS観測点ではそれぞれ北西、南東に 5?程度変位したが、北東及び南西方向にある観測

点はほとんど変位していない（図 7）。また、陸域観測技術衛星 2号「だいち 2号」のレーダー観測か

ら得られた干渉画像からは、南岳の南東及び北西山麓が隆起する変形パターンが浮かび上がってきた

（図 7）。この変動は，北東―南西方向に走向をもち，上端を海面下 1.1?とする長さ 0.8?，幅 0.5?の鉛直

に近い開口割れ目によって説明可能である（図 5）．これらのことから南岳直下に薄い板状（ダイク）

にマグマが貫入したことが推定できる。また、貫入したマグマの量は約 270万立方メートル程度であ



る。ダイクの開口方向は北西-南東方向であり，鹿児島地溝や火山列の方向など南九州の地質学的特徴

や北西-南東方向に引張軸をもつ桜島深部の A型地震の発震機構と整合的である．

　桜島のマグマ供給系は、北部海域の姶良カルデラの地下 10?の主マグマ溜まりおよび北岳下、南岳

下の副マグマ溜まり、および南岳下のマグマ溜まりから火口へつながる火道から構成されていると考

えられている。8月 15日のマグマ貫入に伴うA型地震の震源は南岳直下にあり，これまでの南岳下の

火道を取り囲む震源分布と重なるが，ダイクの位置は、それから南東方向にずれており，従来知られ

ているマグマ供給系に極めて近いが別のものと考えられる．地盤変動が開口割れ目により説明される

ことや，ダイク貫入後，噴火活動が著しく低下したことも，独立のマグマ貫入系とする考え方を支持

する．A型地震の発震機構と震源位置から考えて，浅部の地震は，貫入によりダイクより浅部が引張

場となったこと，やや深部の地震は北西方向に開口したダイクに圧縮されて南岳火口周辺の破壊強度

が小さい部分で発生したものと解釈される．

４．火山体構造の時間変化に基づくマグマ供給系の発展過程の解明

　2008年に桜島において初めて人工地震探査が行われてから，毎年，桜島の東部から北部にかけて反

射法探査を繰り返し，地下の構造変化の抽出を試みた．2014年における反射法探査でも桜島東部にお

ける南北測線において 9か所，北部における東西測線において 5か所の爆破を行い，約 250台の固有

周期 0.5秒の地震計により人工地震波を観測した．2014年探査の解析により，以下のことが明らかと

なった．(1)桜島北東部の深さ 6.2kmに地震波反射の変化する場所がある（図 8）．(2)2009年のマグ

マ貫入に伴って検出された地震波反射は，その後，30%減少したが，2014年はわずかに地震波反射が

強くなった．地震波反射面は，相対的に低速度・低密度の層の形成と考えると，地震波反射の減少は，

低速度層の速度増加を意味する．速度増加は低速度層の温度低下と考えられる．2014年に反射強度が

増加したことは低速度象の温度上昇を反映している可能性がある．

　地震波干渉法による地下構造の変化の抽出を試みた．桜島北部では，2009年のマグマ貫入に相当す

る時期に速度低下を示す基線も検出できた．

５．先行マグマ物質の分析によるマグマ供給系の発展過程の解明

　先に述べた 2009年 10月～2010年 5月および 2011年 11月～2012年 2月の 2回の顕著なマグマ貫

入期に先行して，昭和火口の東 4kmにある黒神観測井の温泉ガス中の二酸化炭素濃度が増加した．ま

た，火山灰に付着する水溶性成分である塩素イオンと硫酸イオンの比も，2009年及び 2011年のマグ

マ貫入イベントに同期して増加した．2015年 1月に始まるマグマ貫入イベントについても同様のこと

が確かめられた．温泉ガス中二酸化炭素濃度は，2014年 11月～12月に 5％まで増加した（図 9）．ま

た，火山灰付着水溶性成分の塩素/硫酸イオン比も 2015年 2月以降，しばしば 2以上の高い値を示し

た（図 10）．

　これらの観測に加え，火道内のマグマ上昇プロセスを岩石学的アプローチにより解明するために 2012

年 7月 24日に発生した南岳山頂爆発及びそれに前後する昭和火口爆発の噴出物について石基組織・石

基ガラス組成を比較解析した．7月 24日の南岳爆発による噴出物は，その前後の昭和火口噴出物に比

べ，結晶数密度は変わらないもののマイクロライトの晶出量が半分程度と小さい．石基ガラス組成の

違いは，マイクロライトの晶出の程度の違いによるものであり，その違いは，7月 24日の南岳爆発で

はマグマ上昇後すぐに噴火したのに対し，その前後の昭和火口爆発ではマグマ上昇後，浅所にて一定

期間停滞した後に噴火したというマグマ上昇プロセスの違いを反映しているものと解釈される．20世

紀に発生した南岳山頂火口からの噴出物も，2006年以降の昭和火口噴出物と類似した多様性を示すの

で，石基ガラス組成マグマ上昇プロセスを簡便に評価する有効なツールである．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Hotta, K., Iguchi, M., Ohkura, T., Yamamoto, K., 2016, Multiple-pressure-source model for ground inflation

during the period of high explosivity at Sakurajima volcano, Japan ? Combination analysis of continuous

GNSS, tilt and strain data -, Jour. Volcanol. Geotherm. Res., 310, 12-25.

Iguchi, M., 2016, Method for real-time evaluation of discharge rate of volcanic ash ? case study on intermit-



tent eruptions at the Sakurajima volcano, Japan ?, Jour. Disast. Res, 11, 4-14.

山本圭吾・吉川慎・松島健・大倉敬宏・横尾亮彦・井上寛之・三島壮智・内田和也・園田忠臣・関健

次郎・小松信太郎・堀田耕平・藤田詩織, 2015,水準測量によって測定された桜島火山の地盤上下

変動―2014年 11月測量の結果―,京都大学防災研究所年報，58B，70-75．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
地震，地盤変動観測，重力測定，火山ガス放出量，噴出物の分析を継続するとともに，火山体構造の

変化抽出のための反射法人工地震探査を実施する．2015年には山頂下浅部にダイクが貫入しており，

人工地震波での検出を試みる．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
井口正人、中道治久、山本圭吾、為栗健、大見士朗

他機関との共同研究の有無：有

北海道大学大学院理学研究科（大島弘光、中川光弘）

秋田大学工学資源学部（筒井智樹）

東北大学大学院理学研究科（西村太志、太田雄策、小園誠史）

東京大学地震研究所（大久保修平、及川純）

東京大学大学院理学系研究科（森俊哉）

東京工業大学火山流体研究センター（野上健治、神田径）

常葉大学環境防災学部（嶋野岳人）

名古屋大学大学院環境学研究科（山中佳子）

京都大学大学院理学研究科（大倉敬宏、横尾亮彦、宇津木充）

九州大学大学院理学研究院（清水洋、松島健、相澤広記）

鹿児島大学理学部（宮町宏樹、中尾茂、八木原寛）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所火山活動研究センター

電話：099-293-2058

e-mail：iguchi.masato.8m@kyoto-u.ac.jp

URL：http://www.svo.dpri.kyoto-u.ac.jp/default.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：井口正人 　

所属：京都大学防災研究所



図 1 　爆発に先行する膨張時間の頻度分布の積算値

図 2 　火口と直交方向における爆発に先行する膨張ひずみ量と爆発に伴う収縮ひずみ量の比の頻度分布
横軸は対数表示であることに注意．



図 3 　2007年 1月～2015年 6月の桜島の地震活動，地盤変動，噴火活動
上段：ハルタ山観測坑道におけるひずみ変化（赤：南岳火口方向，青：直交方向）および GNSS観測による桜島
の東西基線（SVOG－ KURG）の変化（黒）．中段：A型地震月別発生回数．下段：月別爆発回数（黄）及び火山
灰放出量（灰）

図 4 　2007年 1月～2015年 6月の桜島の地震活動，地盤変動，噴火活動
上段：ひずみ変化および地震エネルギー積算値（緑）．下段：傾斜変化．ARI：有村観測坑道（昭和火口の南南東
2.1km），HAR：ハルタ山観測坑道（昭和火口の北西 2.9km）



図 5 　2015年 8月 15日の A型地震の震源分布
長方形は地盤変動観測から求めたダイクを示す．

図 6 　2015年 8月 15日の A型地震の P波初動押し引き分布



図 7 　GNSSと干渉 SARから求めた 2015年 8月 15日前後の地盤変動
矢印は GNSSから求めた水平変位を示す．

図 8 　桜島北部の反射断面の時間変化
平均的な反射断面（Reference）からの差分で示した．αは深さ 6.2?にある変化が顕著な部分を示す．



図 9 　黒神観測井における温泉ガス中の二酸化炭素および水素ガス濃度の時間変化
上段：月別爆発回数，中段：水素ガス濃度，下段：二酸化炭素濃度

図 10 　火山灰付着水溶性成分の塩素/硫酸イオン比



平成 27年度年次報告

課題番号：1909

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

焼岳火山の噴火準備過程の研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

イ. 熱水系の卓越する火山

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　飛騨山脈の焼岳火山は、東北地方太平洋沖地震の直後に地震活動が非常に活発化するなど、今後の

動向を注視する必要がある火山のひとつであると考えられることから、同火山において複数項目の観

測を行い、その火山噴火準備過程の理解に資する。本計画では、現状では手薄な地盤変動の観測研究

を中心に、すでに実施中の微小地震観測や、他機関によって実施されている赤外熱映像観測等のデー

タの集約と解析を行い、将来の火山防災に資するための基礎データとすることを目的とする。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　焼岳火山においては、大学、気象庁、国交省砂防部局、長野県等が各種観測機器を設置してデータ

を取得しているが、各データが有機的に集約されているとは言いがたいのが現状である。本計画では、

既存データの有機的な集約・統合を試みつつ、既存の観測で取得されていない地盤変動データを集中

的に取得することで同火山の噴火準備過程の理解に資する。地盤変動データは、噴火の直前過程にお

いて微小地震観測データに先行して変化が現れる可能性があり、基礎データとして平常時のデータを

取得しておくことは特に重要である。以下、年度別の計画を記述する。

平成 26年度：現計画で実施中の焼岳近傍での微小地震観測および解析を継続すると共に山体近傍へ地

震計の再設置を含めた観測点配置の再検討を行う。また、山体に傾斜計を設置するための地点選定と、

そのための各種許認可手続きを開始する。傾斜計観測点は、山体を囲むように、長野県側に２点、岐

阜県側に 1点の計３点を計画している。1点はボアホール型、他の２点は気泡型の予定である。平成

26年度は気泡型傾斜計 1点の設置まで行う。さらに、現在オフライン方式で継続している長野県側の

地震観測点の一部を、携帯電話サービスを使用した簡易的なテレメータ観測点に改造することを試み

る。なお、傾斜計本体は別経費で調達する。



平成 27年度：微小地震観測を継続するとともに、引き続き傾斜計設置のための許認可手続きを行う。

また、ボアホール型傾斜計１点の設置作業を行う。

平成 28年度：微小地震観測を継続するとともに、引き続き傾斜計設置のための許認可手続きを行う。

また、気泡型傾斜計１点の設置作業を行う。

平成 29年度：微小地震観測およびその解析の継続、さらには傾斜観測データの解析を行う。また、国

交省砂防部局が取得している赤外熱映像データの解析手法を開発し、同データを有効利用する手立て

を検討する。

平成 30年度：傾斜観測データの解析から、データの精度チェックおよび 2年間の地殻変動の評価を行

う。微小地震観測および熱映像解析もあわせて行い、本計画の総括を行う。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　平成 26年 9月の御嶽山噴火に伴い、文部科学省は、火山の水蒸気噴火の予測研究に資するために、

平成 26年度地球観測システム研究開発費補助金により「火山地域での効率的な機動的集中観測研究シ

ステムの構築事業」(以下、機動的集中観測システムという)を実施することとなり、京都大学防災研

究所は、この事業の一環として、焼岳火山近傍に、地震活動、地殻変動、地磁気変化等を観測するた

めの機器類を新たに設置することとなった。

　機動的集中観測システム構築計画の内容は、当課題の目標とも合致することから、平成 27年度は、

本計画を主たる目標として実施した。機動的集中観測システムの構築においては、焼岳火山近傍に 3

点の新規観測点を計画した。それらは、図に示す 3点で、上高地下堀沢、焼岳中尾峠、焼岳山頂であ

る。これらの点に、地震計、傾斜計、GNSS受信機等のほか、プロトン磁力計、地中温度計等の機器

を設置することを計画した。3点のうち、上高地下堀沢および焼岳中尾峠の観測点については、平成

27年度中に完成し、稼動を開始したが、焼岳山頂観測点については、文化財保護法の許認可申請の手

続きのため、設置作業が平成 28年度に持ち越された。

　なお、当課題の本来の今年度目標であった「ボアホール型傾斜計設置」は、機動的集中観測システ

ムの構築により実現したため、これに加えて、国交省松本砂防事務所の協力を得て従来より観測を実

施中であった、上高地峠沢観測室 (DP.KKHZ)に気泡型傾斜計を新規に設置し、連続観測を開始した。

なお、DP.TSIKにおいても、国交省松本砂防事務所との協力により、2011年より短周期地震観測を継

続している。これらのデータは、京都府宇治市の防災研究所にテレメータされており、現在、データ

品質の評価を行っている。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
大見士朗、2015、Matched Filter Methodによる群発地震解析の試み -2013年飛騨山脈穂高岳付近の地

震活動の例-、地震 2、68、1-15.

（10）平成 28年度実施計画の概要：

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
京都大学防災研究所：大見士朗、加納靖之

他機関との共同研究の有無：有

京都大学大学院理学研究科附属地球熱学研究施設：横尾亮彦

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所地震防災研究部門

電話：

e-mail：

URL：



（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：大見士朗 　

所属：京都大学防災研究所地震防災研究部門

焼岳周辺観測点分布

赤丸印が「火山地域での効率的な機動的集中観測研究システムの構築事業」にて構築を計画している観測点。上

高地下堀沢と焼岳中尾峠の 2点は平成 27年度内に稼動を開始した。また、DP.KKHZには平成 27年度中に気泡型
傾斜計を新規に設置した。図中、DP.KKHZ、DP.TSIKおよび上高地下堀沢の 3観測点は、国交省松本砂防事務所
のご協力をいただいて設置運用を行っている。緑色四角は国交省神通川水系砂防事務所によるテレメータ観測点、

マゼンタの四角は京都大学によるオフライン観測点を示す。



平成 27年度年次報告

課題番号：1910

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

短スパン伸縮計等を活用した西南日本における短期的 SSEの観測解析手法の高度化

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　南海トラフから沈み込むプレート境界深部で発生する短期スロースリップイベント（SSE）を新た

な観測と解析手法の高度化によって詳細にモニタリングする手法を構築する。

（７）本課題の５か年計画の概要：



　GNSS（GEONET）データと既存および新設する観測網による地殻変動連続観測データを併合処理

して、西南日本に発生する短期的スロースリップイベント (SSE)を時空間的に精度良く検出する手法

を開発し、南海トラフ沿いのプレート境界深部における滑りのモニタリングを高度化する。そして、検

出された短期的 SSEの発生頻度や規模からプレート境界深部における滑り特性を把握する。さらに、

併合処理によって明らかにされる短期的 SSE発生時の地殻変動の大きさや時定数をふまえて、長期間

のデータの蓄積がある地殻変動連続観測データの再解析を行い、過去の短期的 SSEの発生状況を明ら

かにして南海トラフの巨大地震の発生サイクルの中で SSEの発生が時間変化しているのかどうかを調

査する。

　短期的 SSEの稠密観測を実現するために、短スパン伸縮計（基準尺が 50 cm～1.5 m）を開発し、地

殻変動観測の新たなツールとする。開発にあたっては、アレイ観測や臨時観測に用いることを念頭と

し、ひずみ地震動や火山などでの地盤変形計測にも対応することを目指す。また、従来の横坑式伸縮

計の補正や置き替えの可能性についても検討する。

　短期的 SSEは、巨大地震発生域に隣接した深部延長領域で数ヶ月に一度発生しており、巨大地震震

源域への応力蓄積過程を理解する上で重要な現象である。また、大地震発生サイクルの数値シミュレー

ションから、地震サイクル中に短期的 SSEの発生頻度が変化することや、短期的 SSEの準静的滑りが

巨大地震の動的滑りにまで成長することがあることが予想されており、短期的 SSEと巨大地震の発生

は密接に関連していると考えられる。よって本課題は、南海トラフの巨大地震を対象としたプレート

境界滑りのモニタリング手法の高度化に資することを目的とする。具体的な実施項目の年次計画は、

以下の通り。

平成２６年度：基準尺 1.5 mの短スパン 3成分伸縮計の仕様の確定と計器の完成。紀伊半島での稠密

アレイ観測を開始。GNSSデータを用いた短期的 SSE推定手法の改良。地殻変動連続観測データにお

ける短期的 SSEに関連するシグナルの抽出。

平成２７年度：基準尺 50cmの超短スパン伸縮計開発の開始と紀伊半島における短スパン伸縮計での

観測の継続。GNSSデータと地殻変動連続観測データの併合処理による短期的 SSE推定手法の開発。

地殻変動観測データの整理（潮汐・気象擾乱の補正、デジタイズ）。

平成２８年度：基準尺 50cmの超短スパン伸縮計開発の完成と紀伊半島における短スパン伸縮計での

観測の継続。GNSSデータと地殻変動連続観測データの併合処理による短期的 SSE推定手法の開発。

地殻変動観測データの整理（潮汐・気象擾乱の補正）。

平成２９年度：紀伊半島における短・超短スパン伸縮計での観測の継続。過去の地殻変動データを用

いた SSE発生履歴の推定。地殻変動観測データの整理（潮汐・気象擾乱の補正）。

平成３０年度：紀伊半島における短・超短スパン伸縮計での観測の継続。短期的 SSE発生の発生状況

の総括と地震サイクルにおける考察。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　短スパン伸縮計の開発及び観測網の構築に関しては，基準尺 1.5 mの短スパン伸縮計（3成分）に

よる紀伊半島での 2か所の観測を継続した．これらの観測点は使わなくなったトンネルを利用してい

る．当初，トンネル内の温度変化の影響が大きかったことから，伸縮計全体を断熱材でおおう，間仕

切りを増強するなどの対策をおこなった．そのほか，従来の伸縮計と同じく，降雨の影響も受けてい

る．大塔町のサイトでは商用電源が確保できないことから，燃料電池とソーラーパネルを併用した電

源供給システムを構築した．この方式をとると，伸縮計のような電力消費の大きなセンサーであって

も，設置場所の制約を受けにくくなる．また，電源に起因するノイズが小さく，基準尺を短くするこ

とにより犠牲にしたひずみについての分解能がいくぶん緩和されることも長所である．これまでの観

測により，紀伊半島での低周波地震活動に合わせて生じる 5× 10−9程度の伸縮変化を観測している．

　短期的 SSEの解析手法の高度化に関しては，GNSS単独での SSE検出手法の改良と実データへの適

用に引き続き取り組んだ．短期的 SSEの継続時間を推定するために，地殻変動スタッキング手法（宮

岡・横田，2012）を応用して時系列データの S/N比を向上させて，短期的 SSEの継続時間の推定を行っ



た．その結果，南海トラフ沿いの短期的 SSEの継続時間に地域性が見られることがわかった（図２）．

また，従来短期的 SSEが検出されていない千島海溝沿いの沈み込みプレート境界での SSEを対象とし

て，GNSSデータを用いた網羅的検出を行った．その結果， SSEと疑われるイベント数は約 20年間で

２回だけであった．2007年 4月 12日頃に発生したイベントの例を図３に示す．この地域は GNSSに

よるプレート境界面上でのすべりの検知能力が低いのであるが，ある程度の検知能力がある海岸線付

近の領域での発生数を西南日本と比べると，この地域の発生数は極めて少ない．さらに，GNSSデー

タと地殻変動連続観測データの併合処理を行うため，防災科学技術研究所の Hi-net傾斜計データを用

いた予備的な解析を行った．データに対して潮汐及び気圧補正を行い，いくつかの短期的 SSEについ

て GNSSデータと同時期に傾斜計データにもシグナルがあることを確認した．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
・加納靖之・細善信・尾上謙介，紀伊半島での伸縮計アレイ観測をめざした短スパン伸縮計の改良，東

濃地震科学研究所報告，34

・西村卓也・松澤孝紀・木村武志・小原一成，GNSSデータのスタッキング手法を用いた西南日本の

短期的 SSEの継続時間推定の試み，東濃地震科学研究所報告，34

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　短スパン伸縮計の開発及び観測網の構築に関しては，引き続き，短スパン伸縮計の観測点を増設し，

紀伊半島西部において，既存の伸縮計観測点も含め，深部低周波微動の発生域をとり囲むような観測

網を構築する．これらのデータから，深部低周波微動にともなって発生する地殻変動の時空間分布を

把握し，その発生様式について調べる．さらに簡易性を高めるために，基準尺が 50 cmの超短スパン

伸縮計の開発し，その試験観測をおこなう．この大きさであれば，吊り枠は不要となり，固定端と自

由端のそれぞれが，基準尺と変位検出装置と一体となる構造とすることができる．これらを同時に埋

設することにより，設置および調整を簡単にするなどの工夫が可能になると考えられる．

　短期的 SSEの解析手法の高度化に関しては，GNSSデータと地殻変動連続観測データの併合処理に

よる短期的 SSE推定手法の開発を継続するとともに，今まで短期的 SSEの網羅的検出が行われていな

い日本海溝沿いにおいても短期的 SSEの解析を行う．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
京都大学防災研究所 　西村卓也、加納靖之、山崎健一、伊藤喜宏

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所 　地震予知研究センター

電話：

e-mail：

URL：http://www.rcep.dpri.kyoto-u.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：西村卓也 　

所属：京都大学防災研究所地震予知研究センター



図１．2015年 3月～9月までの紀伊半島での伸縮計観測データ．
上から紀州，中辺路，水呑，由良観測点の 3成分の伸縮をしめしている．中辺路と水呑は短スパン伸縮計の観測
点，紀州と由良は従来型の地殻変動観測点である．



図２．GNSSデータより推定した南海トラフ沿いの短期的 SSEの継続時間．
1996年６月から 2015年２月の間に発生した 91個の短期的 SSEの継続時間を円の色で表す．



図３．千島海溝沿いで 2007年 4月 12日頃に発生した短期的 SSEの可能性がある地殻変動イベント
白矢印，黒矢印，青四角，黄矢印が，それぞれ水平変位の計算値と観測値，断層モデル，スリップベクトルを表す．



平成 27年度年次報告

課題番号：1911

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

プレート境界巨大地震等の広帯域強震動予測に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

ウ. 内陸地震と火山噴火

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　プレート境界巨大地震や内陸地殻内地震等を対象として、広帯域強震動生成のための震源モデル、

地殻構造モデルおよび大阪盆地等の堆積盆地構造モデルの高度化を行い、長周期地震動を含む広帯域

強震動予測手法の構築を目指す。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　地震災害誘因の事前評価としての広帯域強震動予測を行うために、震源モデル、震源から観測サイ

トまでの地殻・地盤速度構造モデルの高度化を進める。震源モデルに関しては、担当者らを含むグルー

プがこれまで行ってきた広帯域の震源不均質モデルをベースに、研究課題「プレート境界巨大地震の

広帯域震源過程に関する研究」の研究成果も導入する。地殻・地盤速度構造モデルの高度化は、全国

一次地下構造モデルのような全国レベルのモデルを含む既往モデルに対して、そのモデルの妥当性の

検証を進めることによって問題点を発見し、モデルの修正・高度化を行う。速度構造モデルの妥当性

の検証には、各観測網によって得られている中規模地震の波形記録を活用した波形モデリングを行う。

また、適切な観測記録が少ない地域においては、微動連続記録の地震波干渉法解析により観測点間グ

リーン関数を求め、地下構造モデルに基づく理論的グリーン関数と比較する。大阪盆地等の大規模堆

積盆地において、地震動特性把握のための臨時の強震観測や微動観測を行い、速度構造のモデリング

に利用する。南海トラフ等を震源域とするプレート境界巨大地震の震源域および大阪平野等での地震

動評価を行う。

　各年度の研究計画を以下に示す。

平成 26年度 　　　既往広帯域震源モデルの整理と問題点抽出



　　　　　　　　強震記録・連続地震記録等の収集、観測点グリーン関数構築，強震観測

平成 27年度 　　　広帯域震源モデル問題点の改良

　　　　　　　　地下構造モデル妥当性検証、強震観測

平成 28年度 　　　広帯域強震動予測手法プロトタイプ提案。既往地震による検証。

　　　　　　　　地下構造モデル妥当性検証継続・モデル改良、強震観測

平成 29年度 　　　広帯域強震動予測手法プロトタイプの問題点の改良

　　　　　　　　地下構造モデル妥当性検証・モデル改良継続、強震観測

平成 30年度 　　　広帯域強震動予測手法の提案

　　　　　　　　南海トラフ地震等の広帯域シミュレーション、強震観測

（８）平成 27年度の成果の概要：
　大阪堆積盆地構造モデルの検証を進めるため、大阪盆地北西部に位置する関西地震観測研究協議会

の尼崎観測点での地震記録に現れる特徴的な後続波群についての分析を継続した．この地点では、近

傍で起きたM4程度の地震記録において、直達 S波の後、約 4秒間隔で水平動に卓越する繰り返し孤

立的な波群が現れるイベントがある。この顕著な波群の震動特性の分析のため、ある時間窓の震動を

水平面内の楕円で近似し、その長軸が卓越する時刻を波群として取り出すことを行った。これにより、

孤立波群の震動特性と繰り返し間隔（走時差）が数値として評価できるようになった。そこから繰り

返す波群は、長軸方向が変化していることや繰り返し間隔が若干違うこと、またその特徴が観測点か

らの震源方位別に系統的に分けられることがわかった。また震源方位によって、繰り返し回数が違っ

ているように見えることもわかった。

　これらの特徴を 3次元大阪堆積盆地地下構造モデルとダブルカップル点震源モデルを用いた差分法

による地震動シミュレーションによって再現を試みた。その結果、これらの波群は地表と堆積層・地

震基盤の境界で多重反射 S波であること、基盤の３次元地下構造の影響によって、２波目、３波目の

長軸が回転すること、方位によって波群が見られる数が違うのは、S波到達から時間が経つにつれて、

盆地境界から２次的に生成する表面波が到達するが、方位によって盆地境界から尼崎観測点までの距

離が異なり、盆地境界に近い方位で起きたイベントほど、表面波が早く到達するため、この多重反射

波が表面波に混ざって顕著でなくなることがわかった．また、地震動シミュレーション結果を尼崎観

測点付近で調べると、尼崎観測点は後続波群がよく見える地点であることもわかった。

　今回のシミュレーションは周波数２Hzまでをターゲットとしており、構築した地下構造モデル（関

口・他、2013）がこういった周波数帯域まで使用できることを示すことができることがわかるととも

に、多重反射波が後になるほど、到着時刻や震動方向の再現が十分でなくなることもわかった。多重

反射波は堆積層内を繰り返し反射していることから、こういったシミュレーションによる再現が十分

でないことは、モデルのすこしの不備が積み重ねられるからと考えられる。

　前課題及び平成 26年度から継続している大阪堆積盆地における 2013年淡路島の地震の地震動シミュ

レーションとそれによる堆積層Q値設定方法の検討を継続した。検討の結果、堆積層部分の Q値は Q0

= 0.3Vs（参照周期 5秒の場合）として与えたときに、最も観測記録を説明することが分かった。また、

現状の大阪堆積盆地 3次元地下構造モデルでは地震動を十分には再現できていない箇所を把握し、今後

の高度化のための知見を得た。差分法数値計算コードの検証を追加実施することにより検討結果の信

頼性を保証するとともに、これらの成果をとりまとめ、査読論文として公表した（Asano et al., 2016）。

　既往広帯域震源モデルの問題点を抽出するため、震源パラメータの不均質分布の与え方についての

分析を行った。強震動予測を目的とした震源モデルは、震源像や震源近傍強震動に関する多くの知見

を取り入れながら発達してきた。そのような震源モデルを、すべり量や応力降下量の不均質分布の観

点で見てみると、二つの系統に分けられる。一つは、アスペリティ型モデル、もう一つは、確率論的

モデルである。これらはすべりや応力降下量分布の短波長成分の分布のさせ方が大きく異なる。さら

にこれら二つをハイブリッドしたモデルも見られる。このような震源パラメータの不均質分布の見か

けの大きな違いが、地震動にどのように影響を与えるのかについて、今後、検討を行いたい。



堆積盆地構造の地震応答を実測し、地盤構造モデルの改良に用いるため、いくつかの地域で、地震観

測を継続している。京都盆地では、既設強震観測点での観測を継続し、周辺の強震観測点等で得られ

ている地震記録の収集を行った．関東平野の中川低地では、既設観測点（平成 26年度に連続観測シス

テムへの移行を一部行った）の保守と観測継続を行い、データ蓄積を継続している。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Asano, K., H. Sekiguchi, T. Iwata, M. Yoshimi, T. Hayashida, H. Saomoto, and H. Horikawa (2016). Mod-

elling of wave propagation and attenuation in the Osaka sedimentary basin, western Japan, during the

2013 Awaji Island earthquake, Geophys. J. Int., 204, 1678-1694.

田中宏樹・岩田知孝・浅野公之,阪神地域（尼崎～東灘）での地震記録に見られる特徴的な後続波 (2),

日本地震学会 2015年秋季大会, S16-03, 2015年 10月.

関口春子,不均質震源モデルの違い,平成 27年度京都大学防災研究所研究発表講演会, P09, 2016年 2月

10日 2月.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
今年度までに構築されてきた広帯域震源モデルの設定方法に基づいて、既往のイベントに対してのモ

デル化を行い、地震動シミュレーションを行って方法の妥当性検証に着手する。引き続き、観測記録

に基づく堆積盆地地盤応答特性の抽出をさらに続け、既往の地下構造モデルの妥当性検証と改良を継

続する。引き続き、強震観測を行い、地盤応答特性把握のための記録の取得に努める。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
関口春子

岩田知孝

浅野公之

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所社会防災研究部門（都市防災計画）

電話：0774-38-4286

e-mail：sekiguchi.haruko.6u@kyoto-u.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：関口春子 　

所属：京都大学防災研究所
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課題番号：1912

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

強震動によって発生する地すべり現象の発生ポテンシャル評価と事前予測手法の高度化

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　斜面の地すべり現象（地すべり・崩壊・土石流を総称）は、地震による最も大きな災害要因の一つで

あり、山間地とともに都市域の造成地でも発生している。2011年東北地方太平洋沖地震時には、事前

降雨が極めて少なかったため、発生数、発生域ともに限られていたが、近い将来大規模な地震が予測

される南海トラフの地震や首都直下地震、およびその他の内陸地震では，それとは比較にならないほ

ど広域かつ甚大であると考えられる。これらの地震による地すべり現象の発生には，地質，地質構造，

地下水，地震波の斜面内部での挙動など，様々な要因が関与するが，地震による地すべり発生のメカ

ニズムと発生場についての研究は極めて立ち遅れているのが現状である。本研究では，これらの要因

と地震時地すべり現象発生との関連を事例研究および観測研究によって明らかにし，地震動に伴って

発生する地すべり現象の発生ポテンシャル評価と事前予測手法の高度化を行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本研究では、地域的多様性を考慮したハザード評価手法の構築と観測・実験・シミュレーションに

よる災害発生メカニズムの検討（二次災害のハザード評価を含む）の二つのサブテーマをセットとし

て推進する。

１）地域的多様性を考慮したハザード評価手法の構築－過去の事例の地質・地形的要因の調査・分析

とハザードマップ作成手法の構築－



　地すべりと地震との関係を、有史前までさかのぼって野外調査と室内分析によって分析し，地すべり

発生事前予測のための指標を明らかにする。特に航空レーザー計測による詳細地形の活用を図る。さ

らに，地すべりと震源断層との関係，地すべりに先行すると考えられる斜面重力変形地形の特徴，お

よび，地震に弱い岩石の風化帯構造や谷埋め堆積物の構造を解明し，地質・地形的にみた地震時ハザー

ドマップ作成手法を，科学的にも実用的にもレベルの高いものとして構築する。

２）観測・実験・シミュレーションによる災害発生メカニズムの検討－斜面内での地震動の観測、及

びそれが引き起こす地下水と斜面変位への影響の解明－

　現在、地震計・強震計の多くは、比較的平坦で堅固な地盤に設置されているため、斜面での地震動

の観測は不十分なままである。本研究では、サブテーマ１で抽出した不安定候補斜面と過去に発生し

た地すべり斜面と堆積物（天然ダムを含む）において、以下の三点を実施する。

1.斜面内に地震計の多点アレイを設置し，地震波の斜面内の挙動を明らかにする。

2.斜面内に観測孔を掘削し，地震計，間隙水圧計，傾斜計を設置し，地震動が引き起こす間隙水圧の

変化と斜面の変動への影響を明らかする。

3.上記の成果を基に、室内実験とシミュレーションを組み合わせ、今後予測される地震の斜面の安定

性への影響を評価する方法を構築する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　(7)項に記述した計画に従って研究を行い、次の成果を得た。

　地震によって火山地域で発生した地すべりの代表的な事例で、かつ、従来の調査が十分でなかった

1949年今市地震による降下火砕物の崩壊性地すべりの実態を明らかにし、また、1923年関東地震に

よって発生した地すべりの一部調査を行った。その結果、1949年今市地震では、16個の深層崩壊性

地すべり、141個の浅い崩壊性地すべりが発生したことがわかり、また、この地震の前にも 40個の深

層崩壊性地すべりがあったことが認められた（図 1）。これらの地すべりのすべり面の層準は火山灰層

序学的に特定された。また、これらの土層の自然含水量が高いため、地震によって地すべり変動現象

が発生すると、すべり面附近において高い過剰間隙水圧が発生し、自然排水状態においては発生した

水圧が消散しにくい、即ち、高速長距離地すべりになりやすいことが分かった（図 1）。関東地震の震

生湖地すべりは、神奈川から東京南西部に広く分布する東京軽石層にすべり面が形成されたことがわ

かった (図２)。これらのことから、降下火砕物の地震による崩壊性地すべりは 1度の大地震ですべて

発生するのではなく、繰り返す地震によって何度も繰り返すこと、そして、すべり面の形成された特

定の層とその上の地層の分布が、将来的にも危険地域であることが示唆される。

昨年度、観測網を展開した多様な地すべり地において、強震計や間隙水圧などの観測項目を拡充し、

連続データの取得をおこなった。また、紀伊山地の重力変形斜面の地すべりブロックにおいて掘削し

たボーリング孔に、新たに加速度計と傾斜計を組み合わせたセンサーを作成し埋設した。さらに、新

旧の地形図判読や既存ボーリングデータの活用、現地踏査によって、都市部の潜在的な地震リスクで

ある谷埋め盛土の詳細な空間分布を明らかにした（図３）。得られたデータは対象地の地質や地形、観

測地震波形に応じた解析をおこない、以下のことが分かった。谷埋め盛土における地震動の特徴とし

て、震央距離・震源深さ・逆方位が異なるマグニチュード 3.5から 7.0の 35地震全てに対して、5 Hz

前後および 20-25 Hzの周波数帯において上下動の顕著な増幅がみられた（図 3）。これは、盛土内の

地下水面や旧河川の沖積層底部といった大きな地震波速度不連続面における S波から P波へ変換した

波が原因として考えられた。また、山地の地すべり地における増幅の周波数依存性、振動方向依存性

について、振幅スペクトルを基盤観測点と比較することによって見積もった。特に、川下地すべりに

おいては、尾根の走向と直交する方向の震動が増幅され、尾根の幅のスケールに応じて増幅される周

波数が異なる可能性が示唆された（図 4）。深層崩壊のすべり残りブロック（赤谷）においては、4年

前の深層崩壊で解放されたブロックの位置した方向に大きく増幅されたことがわかった。一方、海岸

地すべり（厚岸）においては、平行する多項目の観測から地すべりブロックの主な活動誘因は雨によ

る間隙水圧の上昇であり、最大速度 0.5 cm/s程度の地震時においては、地震動と地すべりブロックの



変動との間に明瞭な相関は認められなかった。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Chigira, M., Suzuki, T., Wang, G., Tobita, T., 2015. Debris avalanches of pyroclastic fall deposits induced

by the 1949 Imaichi earthquake, Japan Geosciences Union Meeting 2015, Makuhari.

千木良雅弘, 2015. 近年の地震による急激な地すべりから学ぶもの. 日本地すべり学会誌 52, 45-50.

Doi, I., and T. Kamai, Characteristics of seismic motions and pore pressure response in the filled slope,

Proceedings of the 10th Asian Regional Conference of IAEG, Tp1-P08, 2015.

Doi, I., S. Matsuura, T. Shibasaki, H. Osawa, and H. Sato, Seismic measurement in the mudstone landslide

area, Proceedings of the 10th Asian Regional Conference of IAEG, Tp1-P27, 2015.

Matsuura S. T. Shibasaki, H. Osawa, H. Sato, and I. Doi, Displacement properties of a coastal landslide

during winter season, Proceedings of the 10th Asian Regional Conference of IAEG, Tp1-26, 2015.

土井一生・王功輝・釜井俊孝・千木良雅弘，流れ盤の大規模岩盤地すべり地における地震観測，平成

27年度日本応用地質学会研究発表会講演予稿集，81-82, 2015.

土井一生・川崎一朗・釜井俊孝，長野県神城断層地震による堀之内地区の斜面変状，自然災害科学，

34, 1, 7-14, 2015.

Doi, I., and T. Kamai, Seismic wave and pore pressure responses in the filled slopes, Proceedings of French-

Japanese symposium on earthquakes and triggered hazards, 32-33, 2015.

Nakano, M., Chigira, M., ChounSian, L., Sumaryono, G., 2015. Geomorphological and geological features

of the collapsing landslides induced by the 2009 Padang earthquake., 10th Asian Regional Conference

of IAEG, Kyoto, pp. 1-5.

Doi, I., G. Wang, T. Kamai, and M. Chigira, Seismic observation in a large, incipient rockslide on an anaclinal

slope, Proceedings of Japan GeoScience Union Meeting 2015, HDS06-08, 2015.

土井一生・釜井俊孝，谷埋め盛土における地震動の特徴，日本地震学会講演予稿集、S16-05，2015.

Kamai, T., and I. Doi, Observations and Seismic Response Analysis of Urban Landslide Induced by the 2011

off the Pacific Coast of Tohoku Earthquake, Engineering Geology for Society and Territory, 5, 805-809,

2015.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　火山地域で地震によって発生する地すべりの発生場の地質・地形的特徴をとりまとめ、ハザードマッ

プ作成の考え方を構築する。特に降下火砕物の崩壊性地すべりは甚大な被害を引き起こすため、その

ハザードマップの試案を作成する。非火山地域における地震時地すべりとして、西南日本外帯の既往

巨大地震で発生した地すべり（深層崩壊）を中心として地質・地形調査を行い、それらの構造的原因

を特定する。

　各観測地点における地震や多項目の観測を継続、発展させ、地震時の地下水，地震波の斜面内部で

の挙動を明らかにする。具体的には、盛土内に加速度と傾斜計を組み合わせたセンサーを、今年度の

成果に基づき決定した複数の深度に埋設することによって、盛土内部の地震波の挙動、および、それ

と斜面変位との関係をより詳細に明らかにする。さらに、山地斜面においても解析を発展させ、多点

での地震動増幅特性評価によって地すべりブロック全体の揺れ方を把握する。また、地震時の地すべ

り現象の発生ポテンシャル評価に向けて、地形や地すべりブロックの形状をコンパイルした地震波動

シミュレーションをおこない、地すべり地内の地震動増幅特性の再現を試みる。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
千木良雅弘（京都大学・防災研究所・教授）：総括、サブテーマ１（主査）、サブテーマ２

釜井俊孝（京都大学・防災研究所・教授）：サブテーマ１、サブテーマ２（主査）

松浦純生（京都大学・防災研究所・教授）：サブテーマ２



松四雄騎（京都大学・防災研究所・准教授）：サブテーマ１

王 　功輝（京都大学・防災研究所・助教）：サブテーマ１、サブテーマ２

土井一生（京都大学・防災研究所・助教）：サブテーマ２

他機関との共同研究の有無：有

西山賢一（徳島大学・環境防災研究センター）：サブテーマ１

山崎新太郎（北見工業大学・工学部・社会環境工学科）：サブテーマ１

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所地盤災害研究部門

電話：0774-38-4097

e-mail：

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：千木良雅弘 　

所属：京都大学防災研究所地盤災害研究部門

図 1 　1949年今市地震による崩壊性地すべりの分布とせん断試験結果
（a）崩壊性地すべりの分布。（b）野口の崩壊性地すべりの地形と断面図（青線はすべり面の形成された小川火山
礫層）。（c）今市軽石の飽和非排水せん断試験結果。



図 2 　1923年関東地震による震生湖地すべりのボーリング調査結果 (a)と東京軽石層の分布 (b)。
Tp:東京軽石層、Tpfl:軽石流、MP:三浦軽石層。bは町田 (1968)から作成。

図 3推定された谷埋め盛土の分布と観測地点（八雲）における上下動の水平動に対する振幅スペクトル比。



図 4近傍 Hi-net観測点に対する尾根部（赤）および地すべりブロック末端部２点（緑・青）の振幅スペクトル比
（川下地すべり）



平成 27年度年次報告

課題番号：1913

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

桜島火山におけるマグマ活動発展過程の研究－火山灰拡散即時予測

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　火山噴火により多量の火山灰が噴煙として大気中を上昇し、浮遊拡散するとともに、火山周辺に多

量に降下する。浮遊火山灰は航空機の運航に障害を与え、最悪の場合はジェットエンジンを停止させ

る。また、降下火山灰は、農林水産業被害、健康被害、地上交通網の停止と噴火活動静穏化後も繰り

返される泥流等の土砂災害を引き起こす。本研究では、レーダー、ライダー観測や GNSSを用いて火

山灰浮遊推定量をする技術を開発するとともに、シミュレーションを用いて大気中を浮遊拡散する火

山灰粒子密度分布と降下する火山灰の堆積分布を予測する。レーダー観測で得られる大気中の噴煙イ

メージは、噴火して噴煙柱が成長した結果であるので、さらに即時性を高めるために、地盤変動量、噴

火微動振幅を用いた火山灰噴出率をリアルタイムで把握する手法とそれに基づくシミュレーション技

術を開発する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題は、「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」事業に基づいた計画であり、以下

の 5つのテーマに沿って研究を行う。

[1]降下火山灰のリアルタイム観測および大気中火山灰粒子密度のその場観測による把握

[2]レーダーおよびライダー観測による噴煙高度等の外形情報の把握、噴煙柱形成、移流・拡散過程の

把握および GNSSによる搬送位相遅延量を用いた大気中火山灰粒子密度のリアルタイム推定手法開発

[3]火山灰量の地上および大気中実測との照合によるリモートセンシング観測に基づく火山灰量の推定



[4]シミュレーションによる火山灰拡散範囲と粒子密度および降下火山灰堆積量の予測と観測データと

予測値の照合による拡散シミュレーションの高度化

[5]地盤変動、地震観測データに基づく、火山灰噴出率と噴煙高度のリアルタイム評価手法の開発と拡

散シミュレーションのさらなる即時化

　平成 26年度はレーダー観測により噴煙柱の形成、移流・拡散過程の把握する。また、GNSSによる

搬送位相遅延量を用いて大気中火山灰分布をリアルタイムで把握できる手法を開発する。降下火山灰

のリアルタイム観測および大気中火山灰粒子密度のその場観測による火山灰粒径分布を明らかにする。

　平成 27年度はライダー観測も含めて、降下および浮遊火山灰量の実測値との照合によってリモート

センシング観測に基づく火山灰量の推定方法を確立する。

　平成 28年度はシミュレーションに基づいて火山灰拡散範囲と粒子密度および降下火山灰堆積量の予

測し、観測データと予測値の照合によって拡散シミュレーションのパラメータのチューニングおよび

シミュレーション論理の改良を行う。

　平成 29年度は地盤変動、地震観測データに基づいて、火山灰噴出率と噴煙高度のリアルタイム評価

手法を開発し、拡散シミュレーションのさらなる即時化を図る。

　平成 30年度は上記の [1]～[5]の結果を検討して最良の即時予測システムを構築する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　2009年以降，ブルカノ式噴火の発生頻度がきわめて高い桜島を対象に，噴火に伴う噴煙の早期検

知と粒子密度の推定を目的とした地上観測を実施した．地上からの観測で用いた手法は GNSS，Xバ

ンド MPレーダー，ライダーであり，この順に波長が短くなる．なお，大気中火山灰のその場観測は

2015年秋以降に予定していたが，9月 18日以降爆発が発生していないので，実施しなかった．

１．GNSS観測

　GNSSを用いた噴煙柱モニタリングシステムの構築に向けて，GNSS解析時の位相残差とその信号

強度である SN比データの比較を桜島での観測データを用いて行った．その結果，位相残差と SN比

データの両者に乖離が確認され，両データに反映される物性が異なる可能性が明らかになった．これ

らの結果は EPS誌において出版された．

２．Xバンド MPレーダー

　噴煙粒子の形状と落下速度の関係を明らかにすることを目的として，桜島で採取した噴煙粒子のサ

ンプルを，防災科学技術研究所の大型降雨実験施設内で自由落下させ，地上に設置した 2次元ビデオ

ディスドロメータにより測定することで落下速度，形状，落下姿勢などの噴煙パラメータを求めた．得

られた粒子の軸比から，噴煙粒子の形状を球状，偏平楕円体，偏長楕円体に分類し，それぞれの粒子

の落下速度とアスペクト比を求めた（図 1）．粒径の落下速度は形状と落下姿勢に依存することが確か

められた．アスペクト比も粒子の形状に依存し，１を越えるものが観測された．これらの情報は噴煙

のふるい分け効果に伴うレーダー反射強度や反射因子差の水平分布などの時間変化の解釈や降灰のナ

ウキャスト手法の開発に役に立つであろう．

レーダーにより観測された反射因子の時空間分布から火山灰の量的把握を目的として，噴煙高度が

5000mに達した 2013年 8月 18日の桜島爆発のレーダー画像を解析し，降灰量と比較した．雨滴につ

いては反射因子（Z）と地上時間雨量（R）の関係式 Z-R式が得られているがそれに倣って，反射因子

の時間積算と地上時間降灰量（RA）との関係を調べた．その結果，RA=3.2× 10−3Z0.172という関係

が得られた．まだ，一例ではあるが，反射因子から降灰量を求めることが可能であることを示した事

例であり，今後，解析する爆発の数を増やして関係式の高精度化を図っていく予定である．

　2013年の桜島噴火事例を対象に国土交通省の垂水 Xバンドマルチパラメータレーダーの観測デー

タを解析した．図 2に解析結果の一例で，降雨と噴火が共存する貴重な事例である．噴煙エコーが桜

島から図の左斜め上方向に伸び，エコー頂上は約 4500mに達している．一方，降水エコーが画面右か

ら桜島方向に進んでいる．両者の偏波レーダーパラメータを比較したところ，反射因子には大きな違

いが認められなかったが，比偏波間位相差（KDP）に大きな違いが見られた．即ち，降水エコーでは



有意な KDP が観測されたのに対して噴煙エコーではほとんどゼロであった．このことは KDP が降雨

と噴煙を区別するための有力なパラメータの一つであることを示唆している．

　

３．ライダー観測

　桜島島内の二カ所にライダーを設置して微小火山灰粒子の検出実験を行った．使用したライダー

（Light Detection and Ranging）装置は 532nmの光を照射し，後方散乱した光を水平・垂直偏波成分ご

とに検出する．光を使用するので，爆発時の噴煙の表面しか計測することはできないが，極めて微量

な火山灰粒子を検出可能なことから航空機の航路における火山灰検知に有用である．

ライダー装置により，微弱な火山ガス放出時においても南岳火口上において火山ガスが冷却されて形

成された水滴および硫酸ミストを検出することができた．散乱強度の空間分布から約 2km付近まで，

微小粒子を追跡可能であり，散乱強度は火口から離れるにつれて低下することがわかった（図 3）．こ

のことは，散乱強度から微小粒子の濃度が推定可能なことを示すものである．また，2015年 9月以降，

噴火活動が著しく低下したため，例が少ないが，火山灰も検出することもできた．水平及び垂直偏波

の強度の比から微小粒子の形状に依存する偏光解消度が評価される．微小粒子が球形であれば，偏光

解消度は 0であるが，扁平になるにつれて偏光解消度は増加する．火口上の水滴及び硫酸ミストの偏

光解消度は 0.1以下となった．これは，水滴から構成される雲にレーザーを照射した際に得られる値

と同じである．一方，火山灰に照射した場合，偏光解消度は 0.4～0.45となり，水滴を主体とする粒子

に比べ，明らかに大きい．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Eliasson, J., Weber, K., Vogel, A., P� lsson, T., Yoshitani, J., Miki, D., 2016, Investigation and separation

of turbulent fluctuations in airborne measurements of volcanic ash with optical particle counters, Jour.

Disast. Res, 11, 72-84.

Eliasson, J., Yoshitani, J., Miki, D., Weber, K., B� lke C., Scharifi, E., 2016, Measurements of particle

distribution and ash fluxes in the plume of Sakurajima volcano with optical particle counter, Jour. Disast.

Res, 11, 85-95.

Iguchi, M., 2016, Method for real-time evaluation of discharge rate of volcanic ash ? case study on intermit-

tent eruptions at the Sakurajima volcano, Japan ?, Jour. Disast. Res, 11, 4-14.

Maki, M., Iguchi, M., Maesaka, T., Miwa, T., Tanada, T., Kozono, T., Momotani, T., Yamaji, A., Kakimoto,

I., 2016, Preliminary results of weather radar observations of Sakurajima volcanic smoke, Jour. Disast.

Res, 11, 15-30.

Ohta, Y., Iguchi, M., 2015, Advective diffusion of volcanic plume captured by dense GNSS network around

Sakurajima volcano: A case study of the Vulcanian eruption on July 24, 2012, Earth Planets, Space,

67:157, DOI 10.1186/s40623-015-0324-x.

Oishi, S., Iida, M., Muranishi, M., Ogawa, M., Hapsari, R. I., Iguchi, M., 2016, Mechanism of volcanic

tephra falling detected by X-band multi-parameter radar, Jour. Disast. Res, 11, 43-52.

Tanaka, H. L., Iguchi, M., Nakada, S., 2016, Numerical simulations of volcanic ash plume dispersal from

Kelud volcano in Indonesia on February 13, 2014, Jour. Disast. Res, 11, 31-42.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
レーダー観測及びライダー観測のその場観測結果との比較

シミュレーションに基づいく予測値と、レーダー及びライダー観測データの照合

拡散シミュレーションのパラメータのチューニングおよびシミュレーション論理の改良

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
井口正人、吉谷純一、中道治久、味喜大介
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防災科学技術研究所 　藤田英輔

東北大学理学研究科 　太田雄策、小園誠史

気象研究所 　高木朗充

気象協会 　桃谷辰也

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所火山活動研究センター
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URL：http://www.svo.dpri.kyoto-u.ac.jp/default.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：井口正人 　

所属：京都大学防災研究所

図 1 　（上）粒子のタイプ毎の落下速度と球相当直径の関係．（下）：粒子の軸比と球相当直径との関係．
Hと Vは落下姿勢で，それぞれ長軸が水平，垂直方向であることを意味する．



図 2 　噴煙と降水の射因子（桜島，2013年 8月 29日）
桜島，2013年 8月 29日

図 3 　ライダー観測による火山発散物の散乱強度の空間分布



平成 27年度年次報告

課題番号：1914

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

桜島火山におけるマグマ活動発展過程の研究－地域との連携

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　本研究では，桜島火山をモデルケースとして，地方自治体の防災担当者，一般住民，報道機関など

様々な層を対象に，これまでの火山噴火予知研究の成果を知ってもらうためのセミナーを定期的に開

催する．そのうえで，これまでの予知研究の成果を，自治体の地域防災計画や住民の防災意識へ反映す

ることの可能性を検討するとともに，よりよい地域防災計画策定や危機的状況における住民行動の改

善のためにはどのような研究成果や火山活動に関する情報が必要であるか，予知研究の要求調査を行

う．さらに，火山現象理解のための研究や噴火規模の即時評価の研究の成果を年次ごとに公表し，防

災対策の視点から研究の仕分けを行う，また，必要とされる研究項目を推進するため，フィードバッ

クをかける．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題は、「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」事業に基づいた計画である。年 2

回のセミナーと検討会を実施し，火山噴火予知研究の成果を地域における防災対策等に反映すことを

検討する．検討項目は以下の通りである．

[1]避難計画における火山噴火予知研究成果の活用



[2]様々な噴火シナリオに基づく避難計画の多様化の研究

[3]現状の避難計画の問題点と予知研究による解決の可否の検討

[4]火山噴火による経済への影響評価と BCPや個人の生活支援策への予知研究成果（噴火活動推移）の

活用

　平成 26年度はこれまでの火山噴火予知研究成果をレビューするセミナーを開催するとともに，その

成果の現状の避難計画を含めた防災対策にどのように活用できるかを検討する．

　平成 27年度は噴火事象系統図にリストアップされる個々の噴火の規模と様式について，前駆活動及

び火山噴火推移の事象の発現に沿った避難計画策定の可能性について検討する．

　平成 28年度は火山噴火予知研究から想定される今後の噴火活動に対する現状の防災対策の問題点と

予知研究によってその問題が解決可能であるかどうかを検討する．さらに，どのような予知情報が必

要であるかを明らかにしていき，予知研究の課題としての解決策を探る．

　平成 29年度は噴火活動の推移予測と事業継続，生活継続の問題について検討する．

　平成 30年度は以上の検討を踏まえ，火山噴火予知研究からみた地域防災計画や支援策などへの提言

を取りまとめる．

（８）平成 27年度の成果の概要：
噴火事象系統図にリストアップされる桜島の噴火の規模と様式について，前駆活動及び火山噴火推移

の事象の発現に沿った避難計画策定の可能性について検討した．これまで考えられてきた前兆事象と

噴火規模・様式との対応は，地盤変動から推定されるマグマの貫入速度に応じて，104m3/日のオーダー

であれば，昭和火口のブルカノ式噴火，105m3/日程度であれば，南岳の昭和火口のブルカノ式噴火，ま

た，106m3/日のオーダーであれば，昭和 21年噴火のような溶岩流出，108m3/日を超えれば，大正 3年

のプリニー式噴火とそれに続く溶岩流出を予測するものである．火山性地震の活動については 10 14J

に地震エネルギー積算量が達する大正 3年の噴火に前駆する地震を除けば，地震活動度は低いので，地

震エネルギー積算量が前兆事象と噴火規模・様式との対応において判断条件となる．

2015年 8月 15日に発生した極めて速い地盤変動を伴う群発地震活動では，ダイク状のマグマの貫入

量は 2× 106m3であるが，ほとんどの地盤変動は 9時ごろから 12時ごろに集中しているので，貫入

速度としては 107m3/日のオーダーと推定される．大正 3年級の噴火となるためには，さらに 1桁大き

い貫入速度と継続時間が必要となる．また，地震活動については 1955年以降の南岳活動期においては

最大級ではあるものの，有感となるM2～3の火山性地震の発生は 4回に過ぎず，地震エネルギーは 10
9Jのオーダーに過ぎない．したがって，時系列に沿った地震活動及び地盤変動と避難範囲の対応関係

は図 1のようにまとめられる．

桜島においては大正噴火級の大規模噴火が発生したときは，桜島島内の住民は避難することが地域防

災計画に定められている．一方，鹿児島市街地においては地域防災計画において避難の定めはないが，

大正噴火が発生したときは多数の住民が避難している．本課題では，桜島において大規模噴火が発生

しうる状況での避難の意向に関するアンケート調査を実施し，避難行動を分析した．アンケート実施

方法は，講演会（鹿児島防災シンポジウム：NHK鹿児島放送局及び南日本放送主催）における直接ア

ンケートとWEBによるアンケートである．アンケートでは，基本データとして住所や世帯構成，家

屋の構造等について情報収集したうえで，何も火山活動に関する情報がない場合，大規模火山噴火の

発生予測に関する情報が発表された場合，大規模火発生後の 3段階について同様のアンケートを繰り

返し，アンケートの回答を進めるにつれ，学習できるように配慮した．特に，避難の方法と経路につ

いて詳細なアンケートを行った．アンケートの質問の例を図 1に示す．

　現在アンケート結果の分析中であり，分析結果は後日，報告する．また，鹿児島市党の地方自治体

と詳細な結果を共有し，防災対策に活用してもらう予定である．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：



（10）平成 28年度実施計画の概要：
火山噴火予知研究から想定される今後の噴火活動予測に対する現状の防災対策の問題点と予知研究に

よってその問題が解決可能であるかどうかを検討する．

さらに，どのような予知情報が必要であるかを明らかにしていき，予知研究の課題としての解決策を

探る．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
井口正人，中道治久，多々納裕一

他機関との共同研究の有無：有

北海道大学大学院理学研究科（大島弘光，中川光弘）

秋田大学工学資源学部（筒井智樹）

東北大学理学研究科（西村太志）

東京大学地震研究所（大久保修平）

東京大学大学院理学系研究科（森俊哉）

東京工業大学火山流体研究センター（野上健治）

常葉大学環境防災学部（嶋野岳人）

京都大学大学院理学研究科（鍵山恒臣）

九州大学大学院理学研究院（清水洋）

鹿児島大学理学部（宮町宏樹，中尾茂，八木原寛）

鹿児島大学地域防災教育研究センター（眞木雅之）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所火山活動研究センター

電話：099-293-2058

e-mail：

URL：http://www.svo.dpri.kyoto-u.ac.jp/default.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：井口正人 　

所属：京都大学防災研究所



図 1 　アンケートの質問の例



平成 27年度年次報告

課題番号：1915

（１）実施機関名：

京都大学防災研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

歴史記録の電子化

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ア. 史料の収集とデータベース化

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　東南海・南海道震前の地震活動や応力状態を知るために、過去の地震データは最も重要な情報の一

つである。劣化しつつある歴史地震記録を電子化し、データベースを構築することが本研究の主な目

的である。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　京都大学では、阿武山・別府・阿蘇・上賀茂等で記録された一世紀以上におよぶ地震の観測データお

よび約半世紀にわたる地殻変動連続観測データを保有している。これらのうち、阿武山観測所のウィ

ヘルト地震計および大震計の大部分と上賀茂観測所の大森式地震計の一部は電子化されているが、そ

れ以外のデータは依然として紙媒体のままであるため、管理および活用に困難を極めているし、デー

タは年々劣化している。これらの貴重な観測記録を電子化し、データベース化をはかり、全世界の地

震・火山研究者の利用に供する。加えて、阿武山観測所においては、これらのデータを記録した歴史

的な地震計を動態保存し、電子化した記録とともに、サイエンスミュージアムとしてのアウトリーチ

活動に活用する。

　平成 26～27年度においては、阿蘇のウィヘルト地震計のデータを電子化する。平成 28 30年度にお

いては、上賀茂観測所の大森式地震計の未処理分および、別府のウィヘルト地震計のデータを電子化

する。



（８）平成 27年度の成果の概要：
京都大学火山研究センター（阿蘇）では、1928年から 2000年まで、ウィーヘルト地震計による観測が

行なわれている。保管されているウィーヘルト地震計の煤書き記録の中には、８０年以上を経過し劣

化が激しいものがあるため，煤書き記録をスキャンして電子媒体に保存することが必要不可欠である。

　阿蘇火山では 2014年 11月 25日に始まったマグマ噴火が 2015年 5月まで継続し，2015年 9月 14日

に爆発的な水蒸気噴火が発生した。この一連の活動は過去にも繰り返し発生してきたものであり，今

後の阿蘇火山の活動推移を予測する上でも，過去の記録を整理し精査することが重要である。

　そこで今年度は、観測所において整理・選別した 1933年～1940年に記録された煤書き記録 2,000枚

をスキャンして、ハードディスクに格納することとした (写真 1,2)。

これで，昨年度と合わせ，1931 1940年の約 3,000枚の煤書き記録がデジタル化されたことになる。

阿武山観測所では耐震改修工事が終了し、サイエンスミュージアム化計画によるアウトリーチ活動を

再開した。上賀茂観測所から大森式地震計を移設して一般公開を始めた (写真 3)。これにより、地震計

の歴史を飾る重要な地震計の多くを阿武山観測所で見ることが出来るようになった。また、上賀茂観

測所に残存されていた歴史地震記録を全て、阿武山観測所に新たに整備された記録保管室に移動した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
飯尾能久、満点計画と阿武山地震観測所サイエンス・ミュージアム化構想、全大教時報, 39, 1, 26-38,

2015.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 28年度においては、主に阿武山観測所に保存されている歴史地震記録を電子化するとともに、阿

武山観測所のサイエンスミュージアム化計画を進めアウトリーチ活動をより一層強化する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
京都大学防災研究所・理学研究科

他機関との共同研究の有無：有

地震予知総合研究振興会、松浦律子

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所

電話：0774-38-3348

e-mail：

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：飯尾能久 　

所属：京都大学防災研究所地震予知研究センター



写真１ 1933年 7月 9日の記録。遠地地震と火山性微動（ウィーヘルト南北動）

写真２ 　1936年 11月 3日に発生した宮城県沖地震の記録（ウィーヘルト上下動）

写真 3 　阿武山観測所における大森式地震計の公開風景



平成 27年度年次報告

課題番号：2001

（１）実施機関名：

鳥取大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

自治体震度計を用いた地震速報の高度化

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

ウ. 観測・解析技術の開発

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　自治体震度計の波形データは，近年の更新によりリアルタイムにデータを取得できるようになって

いる。鳥取県を例とすると，現状では事後の震度情報が地震動分布の把握に活用されているのみだが，

リアルタイム観測かつ高密度な観測網の利点を活かし，より速く精度良く地震発生を検知し，観測記

録を用いて現地地震動を推定する精度を向上する手法を開発する。

　気象庁が緊急地震速報に用いている地震計よりも高密度に展開されている利点を活かし，緊急地震

速報が間に合わない領域の狭小化，速報の高精度化を図るためのパイロット・システムを開発する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26年度においては，検討対象地域である鳥取県域の全計測震度観測点を調査し，主に常時微動

を用いて震動特性を把握する。県の防災業務に支障を及ぼさずに，情報ハイウェイを介して計測震度

計から地震発生に関するデータを取得する手法を開発する。

　平成 27年度においては，県内に比較的高密度に展開された観測網を用いて，震源を推定せずに地震

発生と各地域の揺れの規模を推定する新たな方法論に基づくシステムを構築する。

　平成 28年度においては，実際の観測記録を用いて揺れの予測を補正して予測パラメータを自動更新

し，精度を上げる仕組みを新たに開発する。得られた結果を関係機関に伝達，表示する仕組みについ

て，気象業務法に配慮しつつ検討する。

　平成 29年度においては，試作したパイロット・システムの運用を通じて課題を抽出し，それらを解

決することを通じて信頼性の向上を図る。他地域の自治体における実施可能性を調査し，ネットワー

クの広域化を検討する。



　平成 30年度においては，パイロット・システムの運用を通じてシステムの信頼性を向上させ，成果

と課題をとりまとめる。

（８）平成 27年度の成果の概要：
今年度の実施内容と成果は以下の４項目である。

(1)県の防災業務に支障を及ぼさずに，情報ハイウェイを介して計測震度計からリアルタイム震度と最

大加速度値を１秒パケットで受信する改良をメーカーに委託し，計測震度計のファームウェア更新の

準備が整った。しかし，実働している計測震度計に改良を加えることおよび情報ハイウェイを介して

各自治体と接続することについて，気象台，各市町村との調整に時間を要し，現地実装およびその試

験は平成 27年度末までに実施することとなり，鳥取大学側の本格的なシステム開発は平成 28年度に

ずれ込むことになった。

当初予定したシステム構築の遅れを補うため，予測精度向上の重要な要因となる震度観測点における

サイト増幅特性の高度化と，観測点周辺の震度を予測するための広域地盤震動特性の把握を並行して

おこなった。その内容が以下の３項目である。

(2)平成 27年 10月および 12月に，鳥取県中部を震源とする群発地震（最大マグニチュード 4.3）が発

生し，最大震度４を観測した。これらの地震観測記録を用いて，震源域周辺の計測震度計での観測記

録を入手し，昨年度実施した常時微動および既往地震観測記録によるによる地盤震動特性との比較検

討をおこなった。これら一連の地震で大きな震度を観測した地点は，いずれも地盤増幅の大きい観測

点であることが確認された。また，震源域に臨時観測点を設けて地震観測記録を収集し，これらと増

幅率の大きい観測点での記録との比較分析をおこなった。

(3)震度計観測点における震度情報から周辺の非観測点での震度を予測することを想定し，常時微動を

用いた地盤震動特性の稠密把握および地下構造モデルの構築を実施した。平成 27年度は，鳥取市，智

頭町および鹿野町・青谷町（鳥取市），泊（湯梨浜町）を対象とした。

(4)震度計観測点における観測記録のレシーバ関数解析により，常時微動では十分な精度が確保できな

い深部の地盤境界のモデル化についての検討を始めた。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
野口竜也・上野太士・香川敬生・吉田昌平・西田良平，2015，鳥取県内の地震観測点における地盤構

造の把握とサイト特性の評価，土木学会第 35回地震工学研究発表会，B13-797.

野口竜也・西川隼人・香川敬生・吉田昌平，2015，鳥取県内の地震観測点における地盤構造の推定，物

理探査学会第 133回学術講演会，講演番号 22.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 27年度末までに自治体震度計からの毎秒パケットを受信できるようになるため，それを利用して

当初計画の即時予測システムを作り込む。平成 27年に県中部で発生した群発的な地震活動による観測

記録に基づいてシステムの運用チェックをおこなうとともに，平成 27年度までに実施した各震度観測

点のサイト増幅特性の調査結果を用いて，各サイトの震度増分に関する予測パラメータの精度向上を

図る。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
鳥取大学大学院工学研究科社会基盤工学専攻 　教授 　香川敬生

鳥取大学大学院工学研究科社会基盤工学専攻 　助教 　野口竜也

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：鳥取大学大学院工学研究科



電話：0857-31-5183

e-mail：en-syomu@adm.tottori-u.ac.jp（庶務係）

URL：http://www.tottori-u.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：香川敬生 　

所属：鳥取大学大学院工学研究科社会基盤工学専攻



平成 27年度年次報告

課題番号：2101

（１）実施機関名：

高知大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

四国前弧域から中央構造線北方にかけての観測高度化による地震発生場の研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

燧灘の伊吹島、魚島における地震観測を高度化し、地震観測データの充実を図ることで、四国前弧域か

ら中央構造線北方の領域のおける地震発生場の状態解明を目指す。対象地域における地震波走時デー

タ、発震機構解データを蓄積することで、地震発生場の状態を解明するための資料となる地殻応力状

態の分布や地殻構造モデルを構築する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

燧灘の伊吹島、魚島における地震観測は発震機構解解析に対して、地理的に非常に重要である。その

ため両島の観測点に対して平成 27年度は、携帯電話回線等を利用したテレメータ機能を付加すること

により両観測点データの利便性を向上させる。テレメータについてはリアルタイム・全波形転送のテ

レメータが望ましいが、回線品質、通信速度を勘案し、最低限観測状況のモニタが可能なシステムの

構築を行う。地方自治体や小中学校等、地域コミュニティーへの情報提供もシステム構築の際には考

慮する。あわせて、京都大学が実施する四国を縦断する臨時地震観測と連携を図るため、双方の観測

点状況について情報の交換を実施する。

平成 28年度は、燧灘での地震観測を維持・継続し、観測データを蓄積し、四国前弧域から中央構造線

北方を対象とした地震の発震機構解の推定を行う。プレート形状に関する課題（京都大学）と研究連

携も実施する。

平成 29年度は引き続き、観測および対象地域における地震の発震機構解の推定を継続し、対象地域に

おけるとした地震波の走時解析により、Vp/Vs分布の推定を行う。地震波速度構造推定に関する課題

（京都大学）と研究連携も実施する。



平成 30年度は地震観測を維持・継続しつつ、さらに観測データを蓄積する。対象地域における地震の

発震機構解の推定を継続し、応力解析、Vp/Vs分布の推定、トモグラフィ解析を行う。京都大学実施

する課題（レシーバ関数解析、トモグラフィ解析）との対照・比較を行い、対象地域における応力－

間隙流体相互作用について考察し，地震発生場の状態を解明する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
１．地震観測データの継続的な収集

　高知大学では四国北部の燧灘にて（図 1）、固有周期 2Hzの 3成分短周期地震計 KVS-300と EDR-

X7000（ともに株式会社 　近計システム製）を組み合わせ、伊吹島（香川県観音寺市）、魚島（愛媛県

越智郡上島町）の 2地点で現地収録のみの地震動観測を実施している。平成 27年度は 8月（伊吹島、

魚島）と 1月（魚島）、にバッテリーの交換と観測記録の回収を実施し、観測データの継続的な収集に

努め、観測事例の蓄積を行った。1月に魚島と合わせて実施できなかった伊吹島の観測点における平

成 27年 8月以降のデータは 3月上旬に回収予定。

２．地震観測データ充実に向けた問題点の洗い出し

　燧灘の地震動観測点では、大容量のバッテリーと超低消費電力型のデータロガーの利用によって、

バッテリー交換とデータ回収頻度を 3～6ヶ月ごとと少なくし観測点維持にかかる労力を少なくしてい

る。課題研究の解析を進めるにあたり、解析に足る十分な観測記録が得られていないことが問題となっ

ていることがわかった。現地収録方式で長期にわたる観測を行う際には、観測期間中に様々な機器ト

ラブルが発生し得、最大数ヶ月に及ぶ観測停止や欠測が起こりうる。これらの障害により観測事例数

が減少し、解析のリアルタイム性を欠くことが課題を進めるにあたり障害となることが判明した。燧

灘の地震観測点で得られた波形記録は、課題 1904「南海トラフ巨大地震の予測高度化を目指したフィ

リピン海スラブ周辺域の構造研究（代表者渋谷拓郎）」によるレシーバー関数解析にデータ提供を予

定しているため、連続性の良い解析可能な地震波形データの取得は急務である。また、解析における

データ利用の利便性を鑑みれば、オフラインの地震観測による長期間よりは、準リアルタイムでの地

震動波形取得が望ましい。

　長期にわたる欠測を回避し、リアルタイム性を高めるためには、高頻度で観測記録の回収を行うこ

とが望ましいが、これには高知大学から燧灘へのアクセスの不便さが障害となる。伊吹島は香川県の

観音寺港よりフェリーによる移動に約 30分要する場所にある。フェリーは日に 4往復運航されてい

るが起点が伊吹島となっており、四国本土の観音寺から往復が可能なのは 3往復である。また、高知

大学から観音寺まで高速道路を用いても２時間程度を要する。一方、魚島は高知大学から 4時間弱の

高速道路を用いた移動と、広島県の因島土生（はぶ）港からフェリーによる移動、約 1時間を要する。

魚島のフェリー運航スケジュールも伊吹島同様、魚島を起点とする 4往復のため、土生港からの往復

が可能な旅程は日に 3往復である。したがって、1観測点の保守のためにそれぞれ 1日を要すること

となり、観測記録回収頻度を上げにくいのが現状である。

　したがって，本課題を進めるにあたり、現地収録のみのオフラインにて観測を行っていた地震動観

測記録のテレメータ化を含む観測点の高度化が必要であるとわかった。

３．地震観測点高度化に向けた技術的な検討

　燧灘の地震観測点で得られる観測波形の連続性と観測事例の増大のためには、準リアルタイムでの

地震動波形取得が望ましい。そこでテレメータによる準リアルタイム波形伝送と観測点状況のヘルス

モニタリングを可能にする、地震観測点の高度化を検討した。準リアルタイムでのデータ取得と観測

点状況を把握するためには、通信設備とその動作電力を賄うことができる電源設備は必須である。現

状はバッテリーで観測を運用しているため、商用電源を利用しておらず、新たに電源設備を利用でき

るよう手配する必要がある。魚島の観測点は、上島町立魚島小中学校の敷地内にあり、観測点の側に

は電源設備を備えた倉庫がある。当該施設には平成２８年 1月の観測点保守の際に、電源利用の申し

入れを行ない、実施の申請を進めた。一方、伊吹島における現状の観測点は、伊吹島民族資料館・博

物館の敷地に設置してあるが、当該施設には常時利用可能な電源設備が備えられておらず、現在の位



置での高度化は難しい。また、観測点の西側は大きな落差を持つ崖になっている上、南側には小高い

山と木々があり GPS時刻情報の取得にも障害が出ることがある。そこで、現在の観測点の約 200 mほ

ど東側にある観音寺市立伊吹小中学校への観測点移設を検討した。

　テレメータに用いる通信回線としては携帯データ通信を検討しており、魚島の観測点及び伊吹島の

観測点（移設予定地も含む）において、携帯データ通信が利用できることを確認した。当該施設の利用

申請許可が得られ次第、テレメータ化も含めた観測点高度化の実施を予定している。観測の高度化に

最低限必要な機能として、観測点のヘルスモニタリングが必要であるとわかった。近年MVNOと呼ば

れる、仮想移動体通信事業者が急速に増え、安価な携帯データ回線が利用できるようになった。これ

は携帯データ通信回線の利用が多様化、広帯域化している恩恵である。逆に言えば、恒常的に回線を

利用する地震波形記録のテレメータのような利用にとっては、利用できる帯域が逼迫する可能性があ

ると言える。一時的にせよ回線が逼迫し、データ伝送が滞れば、データの再送のためにさらに帯域を

利用することとなり加速度的に不逹のデータが増加する。そのため、常時データを伝送するのではな

く、回線帯域に十分な余裕がある時間帯にデータを伝送する準リアルタイム方式が望ましいと言える。

　高度化に利用する通信機器については、従来 PCカード型や USB型のデータモデム端子と有線 LAN

を備えたルータを利用したデータテレメータが利用されていた。しかしながら、最近の携帯データ通

信で利用できる機器は無線 LANを介するものがほとんどであり、データモデム（PCカード型、USB

型）の入手も困難である。そのため、IoT (Internet of Things)技術を利用した通信機器の利用を検討し

た。IoT端末（例えば、OpenBlocks IoT EX1、ぷらっとホーム製）は最新技術により消費電力の低減

が図られており、汎用入出力や接点入力、センサー追加のために様々なインターフェースを有してい

る。これらのインターフェースを利用することで水濡れ監視やバッテリー電圧監視などの環境計測の

機能も容易に構築でき、観測点の高度化を最小限の機器構成で実現できると判断した。

４．地震観測点高度化に向けた総合的な検討

　観測対象である燧灘周辺の地震活動度は高くなく（図１）、観測事例数も多くない。そこで、深部

低周波地震といったより小さな規模の地震まで観測下限を下げ、観測事例数を増やす必要があるとわ

かった。現在観測に用いているデータロガーはテレメータ機能を有していないため、観測点高度度化

の際には機器の交換が必要である。機器交換の際には、ノイズレベルの低減と最小分解能電圧の低下

を図る必要がある。また、地震計は巨大地震や強震動を対象としているわけではないため、ごく低頻

度でしか発生しない大振幅事例で観測波形が飽和する事例に対応することよりも、検知能力を高める

ことで、より小さな地震の観測事例を逃さないようにし、高感度で高出力な地震計を利用する必要が

あると判断した。

　地震観測点を地域の小中学校に設置することで、防災意識向上にむけた取り組みを進めることが必

要である。魚島、伊吹島のある瀬戸内・燧灘周辺では有感の地震が少なく、島民の地震動に対する意

識が低い。あわせて内海ということで津波も懸念されることが少ない。しかしながら、島嶼というこ

と立地のため、急傾斜な地形が多く、震動による崖くずれや土砂災害は考慮すべき問題である。した

がって、地震とそれに付随する諸災害に対する意識を高めてもらうことが重要であり、そのために身

近な場所で行なわれている観測事例を有効に活用することが重要である．

そのためには、観測地域に地震動波形を公開したり観測事例をフィードバックしたりする活動が必要

であり、生徒の理科教育の一部として取り入れ、防災意識向上の取り組みを進める活動が必要である

とわかった。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 28年度は、魚島、伊吹島の燧灘での地震観測を維持・継続し、観測データを蓄積する。解析デー

タの充実と解析の利便性向上のため、観測点の高度化事業を実施する。四国前弧域から中央構造線北

方を対象とした地震の発震機構解の推定を進め、プレート形状に関する課題（1904,京都大学）と研究



連携も強化する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
大久保慎人、田部井隆雄、山品匡史（高知大学）

他機関との共同研究の有無：有

京都大学防災研究所：澁谷拓郎

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：高知大学理学部附属高知地震観測所

電話：

e-mail：

URL：http://www.kochi-u.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：大久保 　慎人 　

所属：高知大学理学部附属高知地震観測所

図１．高知大学の地震観測網と他機関の観測点，及び周辺地域の地震活動



平成 27年度年次報告

課題番号：2201

（１）実施機関名：

九州大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震・火山相互作用下の内陸地震・火山噴火発生場解明およびモデル化の研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　本課題においては、大きく二つのカテゴリで研究を進める。ただし、相互はデータから解析まで密

接な連携を持って進める。

A)地震発生場と火山の作用

i)応力・ひずみ速度場のモデル化

・応力・ひずみ急変域での 15km程度の分解能の空間的特性把握（九州地域）

・背景構造（速度、減衰、D90等）の推定（九州地域）

・対象領域外からの場の擾乱の検出

・カルデラを含む活動的火山地帯である北海道東部において GNSS観測・地殻弾性層厚調査等による

地殻不均質場とひずみ集中のモデル化を実施する。

・5カ年で九州地域において 15km程度の分解能を持つ、弾性体としての地殻応答モデル構築と、下部

地殻の作用検出を進める。それとともに北海道東部でのモデルとの比較から、伸張場・圧縮場におけ

る火山の力学的作用についてモデル化を行う。

ii)地震活動・間隙流体

・九州中部地域において 10km分解能での比抵抗構造を推定

・発震機構解の高精度推定による応力場、間隙水圧の推定

３）１)、２）で得られる成果と合わせた地震発生様式のモデル化（有限要素法等の数値シミュレーショ

ンによる観測データのモデル化）



B)噴火発生場

前項で得られる背景構造より詳細な、阿蘇、九重、姶良、洞爺、屈斜路地域での構造推定。

・地殻深部から火山体浅部におけるマグマ供給系モデル化

・深部供給系の時間変化抽出可能性の検討（阿蘇）

・流体の熱力学的状態と、振動を特徴づける振幅・周波数の関数としての無次元数を用いて、系の不

安定性を評価できる「トリガリング・ダイアグラム」の作成

（７）本課題の５か年計画の概要：

A)地震発生場と火山の作用

　ひずみ集中領域の形状を把握することが、力学的モデル化をするうえで必須である。このため、別

府島原地溝帯において GNSSのオンライン観測を行う。これによって、定常変形（５年のタイムスパ

ンでの）を明らかにできる。また、現在９年周期で起こっている豊後水道スロースリップを適切な配

置で観測し、数か月程度の時定数での変動に対する応答特性を検出する。

　地殻不均質構造とひずみの集中が見られる北海道東部で GNSS観測を実施し詳細なひずみ場を求める

とともに、地殻熱データ等から弾性層厚を推定し、ひずみが集中するメカニズムのモデル化を試みる。

　応力場については、応力・ひずみ急変域での 15km程度の分解能の空間的特性把握（九州地域）を行

うために、別府島原地溝帯に現在の定常観測網を補完する臨時地震観測点を設置する。さらに、発震機

構解を精度良く求めることが重要となるため、規模の大きな地震に対しては機動観測を実施する。こ

れらの観測によって、現在 20km程度の分解能の応力場・地震発生層厚分布は別府島原地溝帯で 15km

程度が実現できる。

　比抵抗構造については、鹿児島県、福岡県を除いた九州中心部で広帯域MT観測を行い、空間解像

度 10kmの比抵抗構造を 30kmの深度まで求める。阿蘇－九重周辺域においては、阿蘇周辺の既存の

データを利用しつつ、さらに高密度なＭＴ探査を行い、空間解像度を 3kmの比抵抗構造を得る。構造

解析においては電場と磁場の測定場所が離れていることを考慮した 3次元インバージョンを行う。

　以上のひずみ速度場、応力場、地震発生層厚、背景構造を用いて広域のモデル化を進める。これら

は次のステップで進める。

1. 地震発生層厚・背景構造を取り入れた弾性体モデルによるひずみ速度場・応力場の再現

2.プレート境界のカップリングを取り入れたモデル化

3. 火山下の異常構造を取り入れた地殻応答のモデル化

　基本的には中国・四国・九州全体での GNSS解析をもとに初期モデルを作り、期待される応力場と比

較する。１では定常変形や東北地方太平洋沖地震時の応答再解析データを中心とする。２ではプレー

ト間カップリングが一様でなく、九州へのローディングが一様でないことから、これらを導入して外

的な境界条件に拘束をあたえる。３では、豊後水道スロースリップ（過去のデータも併せて）を用い

てモデル化する。北海道地域では屈斜路カルデラを中心としたモデル化を行うが、領域は広くないた

めに、１＋３を進める。両地域で得られたモデルを比較することで、地震発生場に対する火山の作用

の一般的なモデル化につなげる。

B)噴火発生場：

　噴火発生場は有珠火山（洞爺カルデラ）、阿蘇火山（阿蘇カルデラ）、桜島火山（姶良カルデラ）を

対象とする。レシーバー関数解析あるいは走時トモグラフィにより上部マントルまでの地震波速度構

造を明らかにする。求められた地震波速度構造と比抵抗構造から上部地殻および下部地殻における流

体の存在範囲およびその存在様式を明らかにする。

　噴火発生場については、GNSS観測や水準測量などの地殻変動観測により、マグマ蓄積の位置とマ

グマ蓄積率の時間変化を把握するとともに、大規模噴火のポテンシャル評価を行なう。さらに、すべ

てのカルデラの研究結果を比較検討することにより、カルデラにおけるマグマ供給系の理解を深める。

　一方、地震による噴火への作用も重要な要因のひとつである。強制力が働いたときの流体の挙動は、

その温度圧力条件によって大きく左右されるだけでなく、その振動の振幅と周波数によっても影響さ



れる。そのために、アナログ物質を用いた実験による気泡挙動の基本的理解を行う。すなわち１）気

泡の離脱条件に対する振動の振幅と周波数の影響の定量的理解。２）発泡を伴うクラック上昇に対す

る振動の影響の解明。マグマの地表付近の移動と遠地地震の関係についてモデル実験を通して明らか

にする。

　年次計画としては以下のとおりである

平成 26年度 　　九州：GNSS観測点設置

　　　　　　　臨時地震観測点設置

　　　　　　　広帯域MT観測（熊本―大分、九重）

　　　　　　　GNSS観測（阿蘇）・地震観測（阿蘇、加久藤（霧島））

　　　　　　　RF解析＠阿蘇、加久藤、姶良、北海道：GNSS等の観測・調査や地殻熱関係データ等

　　　　　　　収集を開始

　　　　　　　RFのためのデータ収集（屈斜路）

　　　　　　　室内実験：アナログ実験装置作成

平成 27年度 　　GNSS観測・広域地震観測およびデータ解析（九州）

　　　　　　　広帯域MT観測（大分－熊本－宮崎）

　　　　　　　GNSS等の観測・調査や地殻熱関係データ収集を継続（北海道）

　　　　　　　RF解析＠阿蘇、屈斜路

　　　　　　　RFのためのデータ収集 　洞爺（有珠）

　　　　　　　各種既存構造資料の収集・整理

　　　　　　　室内実験

平成 28年度 　　広域地震観測およびデータ解析（九州）

　　　　　　　GNSS観測（阿蘇）地震観測（阿蘇、霧島）

　　　　　　　広帯域MT観測（宮崎―鹿児島）

　　　　　　　GNSS等の観測・調査を継続するほか地殻弾性厚推定等を実施（北海道）

　　　　　　　RF解析＠洞爺（有珠）

　　　　　　　減衰構造推定

　　　　　　　地下構造・力学構造モデル化

　　　　　　　室内実験

平成 29年度 　　広域地震観測およびデータ解析（九州）

　　　　　　　GNSS観測（阿蘇）地震観測（阿蘇、霧島）

　　　　　　　RF解析＠阿蘇、姶良、加久藤

　　　　　　　GNSS・地震等観測・調査およびデータ解析

　　　　　　　地下構造・力学構造モデル化

　　　　　　　ひずみ・応力・地殻変動場のモデル化

　　　　　　　噴火に伴う地震に関するひずみ・応力場の検討

　　　　　　　広帯域MT観測（長崎―佐賀―福岡、阿蘇）

　　　　　　　室内実験：地下流体の熱力学状態についての観測結果の吟味

平成 30年度 　　GNSS・地震等観測・調査およびデータ解析

　　　　　　　広帯域MT補完観測およびモデリング

　　　　　　　阿蘇水準測量

　　　　　　　ひずみ・応力・地殻変動場のモデル化

　　　　　　　トリガリング・ダイアグラムの作成

（８）平成 27年度の成果の概要：
地震発生場・噴火発生場



地震発生ポテンシャルの評価に向けて、今年度は発震機構解を用いた評価法の適用を試行した。仮想

アスペリティを配置し評価した結果、警固断層では顕著な応力集中は見られなかった（図 1）。今後他

地域にも適用し、方法を評価するとともに空間ポテンシャルの見積もりを進める。一方、地殻の応力

状態を知るために重要な地殻応答のうち、非弾性変形に寄与する地震活動によるひずみの見積もりを

行った。これにより、九州内ではひずみレート換算で 10−7/yr相当地域が別府、熊本などに見られた

（図 2）。この値は GNSSによるひずみレートと同程度であり、地震活動による変形が無視できない大

きさであることを示した。また、不均質構造推定としては地殻の非弾性・散乱構造を推定し、別府－

九重地域で強い減衰があることを見出した。さらに、流体の存在による地殻強度低下の構造を見出す

ため、本年度までに大分県中部-南部地域で合計 170点の広帯域MT観測を完了し、得られたデータを

領域ごとに 3次元比抵抗構造解析した。その結果、大分県南部地域においては、前弧側の深さ 10km

付近にスポット状の低比抵抗体が存在することが明らかになった（図 3）。

現在の地殻変動状態の長期間にわたる詳細な把握は、応答特性を知る上で重要である。そこで、今年

度も GNSSによる観測を継続した。日本から離れた IGS観測点を基準にして 2004年から 2014年まで

の GEONET観測点と本プロジェクトによる観測を行っている GNSS観測点の座標変化を求めた。さ

らに、書く観測点ごとに年周、半年周の振幅と位相、2011年東北地方太平洋地震の地震時と変位速度

を決定した。各観測点の変位速度を使って、佐藤・他 (2002)の方法で歪速度を推定した。東西成分の

歪速度は歪速度の大きいところは火山の位置に対応しているように見える。また、2011年東北地方太

平洋地震の地震時歪変化を求めた。歪変化の不均一があることがわかった（図 4）。

北海道においては、GNSS機動観測を実施し詳細な変位・ひずみ場を得るためのデータを蓄積すると

ともに、データを解析した結果、収縮のひずみ速度は，屈斜路カルデラ内で約 1桁大きいことやひず

み速度が最も大きいところは，浅部の低比抵抗域，93-95年の隆起イベント域と対応していることが明

らかになった。また、屈斜路カルデラ地域の温泉井温度プロファイルデータをコンパイルし温度勾配

を推定した。カルデラ内は 8－ 10℃／ 100ｍと高い勾配を示すことが明らかになった。これにより、

温度構造と地震発生層の関連が指摘された。さらに、地殻の不均質構造を入れた有限要素法による地

殻変動場シミュレーションを実施した（図 5）。

　阿蘇火山では 2014年 11月に約 20年ぶりとなるマグマ性噴火が発生した。これをうけ、この噴火

以前に観測された地殻変動データから同火山の噴火ポテンシャルを評価した。近年の上下変動量から

変動源（Mogi)での体積変化量が求められており、AVL14の変動量 1cmは 1.7x106m3の体積変化に対

応する（変動源の位置は不変と仮定）。このモデルによると、2012年の AVL14は 1937年にくらべて

約 10cm沈降していることから、現在のマグマの総量は 1930年代後半にくらべて約 2x107m3減少して

いると推定される。また近年の基線長変化からは、106m3程度しか回復していないと推定される（図

6）。 　

また、九重火山における水蒸気噴火のポテンシャル評価に資するため、GPS観測および地震観測を開

始した。九重火山においては、硫黄山の地下に鉛直に伸びる高比抵抗領域が検出されマグマ貫入域も

しくは高温ガスの通路と解釈された。

地震火山相互作用

富士山においては 2011年東北地方太平洋沖地震発生後に起こったMw6.9の震源域に低比抵抗体があ

り、流体の通路となっていることが示された。経路の形状とガス分析から、地震時に離脱した気体の上

昇による間隙水圧上昇によって地震が発生するモデルを提案した（図 7）。また、このような気体の離

脱現象を解明するために、アナログ実験を行い、1)気泡の離脱は、気泡の neckingによって起こる。2)

離脱気泡のサイズは表面張力の平方根に比例する。3)地下の熱水流体中での気泡の離脱による移流増

圧は、表面張力が小さくなる臨界点近傍で起こりやすくなるなどの重要な性質が明らかになった（図

8）。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Aizawa, K., Sumino, H., Uyeshima, M., Yamaya, Y., Hase, H., Takahashi, A.H., Takahashi, M., Kazahaya,



K., Ohno, M., Rung-Arunwan, T., Ogawa, Y., 2016, Gas pathways and remotely triggered earthquakes

beneath Mt. Fuji, Japan. Geology, 44, 127-130, doi: 10.1130/G37313.1.

Matsumoto, S., S. Nakao, T. Ohkura, M. Miyazaki, H. Shimizu, Y. Abe, H. Inoue, M. Nakamoto, S.

Yoshikawa and Y. Yamashita, 2015, Spatial heterogeneities in tectonic stress in Kyushu, Japan and

their relation to a major shear zone, Earth, Planets and Space, 67:172, doi:10.1186/s40623-015-0342-8.

Matsumoto, S., H. Katao, Y. Iio, 2015, Determining change in the state of stress associated with an earth-

quake via combined focal mechanism and moment tensor analysis: Application to the 2013 Awaji Island

earthquake Japan, Tectonophysics, 649,58-67.

Miyazaki, M., S. Matsumoto, H. Shimizu, 2015, Triggered tremors beneath the seismogenic zone of an active

fault zone, Kyushu, Japan, Earth, Planets and Space, 67, 179, DOI 10.1186/s40623-015-0346-4.

塩谷太郎、 2016、九重火山周辺における比抵抗構造推定、京都大学修士論文

（10）平成 28年度実施計画の概要：
九州では、地震観測の観測点再配置を行い、活動的な位置を重点的に調査することで、応力状態およ

び地殻構造の特性を把握する。また、天草から九州山地において約 100点の広帯域MT観測を行い、

非火山性地域の比抵抗構造を明らかにすると共に、前年度に発見された大分県南部の前弧部の低比抵

抗体がより南部の宮崎県側にも存在するかを明らかにする。さらに、九重火山の 3次元比抵抗構造解

析を進める。広域の地殻変動特性を把握するため、GNSS観測解析及び地殻熱構造調査を継続する。

北海道においては、GNSS観測を継続しひずみの空間分布データを取得する。弾性層厚や地下構造モ

デルの推定に必要な地温勾配データの収集や構造調査を実施する。

また、現在の活動に鑑み、阿蘇火山においては、ＧＰＳ観測の継続、水準測量の実施、阿蘇カルデラ

周辺でのレシーバー関数解析を進めるとともに、姶良、加久藤カルデラでのレシーバー関数解析を行

い、噴火発生場の特性を把握する。

実験においては、離脱条件の振動数依存性の決定精度のよい実験データを出すとともに、実験データ

を説明することのできるモデルを検討する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
九州大学大学院理学研究院附属・地震火山観測研究センター

他機関との共同研究の有無：有

京都大学大学院理学研究科附属地球熱学研究施設火山研究センター

北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センター

鹿児島大学大学院理工学研究科地球環境科学専攻 　中尾茂

九州大学大学院理学研究院地球惑星科学専攻 　寅丸敦志

北海道立総合研究機構地質研究所（岡崎紀俊ほか４名）

（電磁気観測および噴火発生場観測は全国連携研究）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：九州大学大学院理学研究院附属地震火山観測研究センター

電話：0957-62-6621

e-mail：hshimizu@kyudai.jp

URL：www.sevo.kyushu-u.ac.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：松本 　聡 　

所属：九州大学大学院理学研究院附属・地震火山観測研究センター
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平成 27年度年次報告

課題番号：2301

（１）実施機関名：

鹿児島大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

海域と島嶼域における地震・地殻変動観測による南西諸島北部のプレート境界域テクトニクスの観

測研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(1)地震発生長期評価手法の高度化

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　当該領域においては、陸域が海溝軸から 100～200 km離れた島弧軸に沿って直線状に配列する島嶼

に限定されるため、プレート境界付近の微小地震活動等の時間空間的変化の詳細な把握に限界がある

他、プレート境界の 3次元形状も十分には把握できていない。一方で、当該領域のテクトニクスの解

明においては、東北日本弧や南海トラフとは異なり、背弧活動（沖縄トラフの拡大）の影響を無視で

きない。本課題は、精度を向上させて推定するプレート境界の 3次元形状と沖縄トラフ拡大の寄与を

考慮した地殻変動のモデリング、及び繰り返し地震の解析から当該領域のプレート間の固着域、固着

率、固着状態の推移を明らかにする。また当該領域では、短期的スロースリップイベントや超長周期

地震の発生が最近明らかになったことから、本課題では非火山性微動等も含めたプレート境界周辺域

で発生する現象の理解を進める。これらの結果を基に、当該領域のテクトニクスについて考察し、日

向灘や南海トラフとの連続性や相違点について比較する。

（７）本課題の５か年計画の概要：



　本課題は、平成 26～30年度において、海底地震計を同一位置に繰り返し投入し、無人島を含む島嶼

域での地震観測点と併せて、島弧軸に直交する方向にも拡がりをもつ継続的な地震観測網を構築する。

また、限定された陸域を最大限に活用するために、無人島や未設置の有人島における GNSS観測を積

極的に行い、平成 26年度から 5ヵ年を通じて地殻変動データを蓄積する。これらの海域及び島嶼域の

臨時観測点データ、常設観測点データのデータを併合処理することにより、以下の項目についての観

測研究を実施する。

(a)プレート境界の 3次元形状：平成 26年度から 5ヵ年において、海域及び島嶼域で得られた地震観測

データにトモグラフィ解析を適用し、速度モデルを推定する。平成 26年度の 1次元速度モデルの推定

から開始し、観測データの蓄積状況に応じて、3次元速度モデルの推定に拡張する。これらの速度モ

デルを適用した震源決定に基づき、海溝軸付近における反射法探査による浅部構造の先行研究と比較

考察しながら、プレート境界の 3次元形状について、精度を向上させて推定する。データの蓄積に応

じて、速度モデルと 3次元形状モデルを逐次修正する。

(b) GNSS観測データの解析：平成 26年度は、当該領域における剛体としてのプレート運動を求める。

平成 27年度は、観測データからプレート運動を除去することにより、当該領域の弾性変形を解明す

る。一方、過去に実施された構造探査の結果を用いて、地殻－マントル境界の形状モデルを生成する。

平成 28年度は、(a)のプレート境界の推定形状をモデルに取り込み、3次元有限要素モデルを構築す

る。平成 29～30年度は、3次元有限要素法を用いたフォワードモデリングを行い、沖縄トラフ拡大率、

フィリピン海プレートの境界面の固着域、固着率を推定する。GNSS観測データの蓄積による精度向

上を図り、かつ (a)の形状モデルの修正に応じてフォワードモデリングを繰り返すことにより、モデル

の改善を行う。

(c) 繰り返し地震解析、非火山性微動等の現象の理解：島嶼域及び海域で継続的に得られる地震観測

データを用い、平成 26年度から 5ヵ年を通じて、繰り返し地震の解析から固着域、及び固着率の推定

を継続して実施する。この結果を、(b)で得られる固着域、固着率と比較考察する。また、平成 26年

度から 5ヵ年を通じて、非火山性微動等のプレート境界周辺域の現象について、発生位置の推定、活

動様式を明らかにし、固着域、固着率との関係、短期的スロースリップイベント、超長周期地震との

時間的空間的関係を比較考察する。

　平成 30年度は、以上の (a)～(c)の結果を基にし、当該領域のテクトニクスについて考察する。また、

推定された固着の状態、非火山性微動等のプレート境界周辺域における現象の活動様式の視点から、

隣接する日向灘や南海トラフとの連続性や相違点について比較考察する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
海域及び島嶼域における観測

　平成 27年度は、トカラ東方海域において前年度に投入した 3台の長期収録型海底地震計（LOBS）

を回収するとともに、予め準備した 3台の LOBSを同一位置に再投入した。これらの回収及び再投入

作業は、前年度に引き続き、長崎大学水産学部附属練習船・長崎丸の教育関係共同利用に基づく 2回

の航海によって実施された。前年度に投入した 3台の LOBSは、ともに正常に回収され、1年間の連続

データを取得できた。この結果、現時点における回収済の繰り返し観測データの期間は、平成 26年 4

月～平成 27年 7月の約 1年 3ヶ月間である。一方、島嶼域における短周期地震、及び GNSS観測につ

いては、無人島・有人離島における既設の臨時観測を継続して実施し、データ回収及び保守作業を行っ

た。GJYA（臥蛇島観測点：図 1の (d)を参照）における機器のトラブルにより生じた地震観測データ

の約 2ヶ月半の欠測を除けば、データの収録状況は良好である。なお海域においては、上記の 3観測

点に加え、異なる位置に新たに 3台の LOBSを投入し、平成 27年 7月以降はトカラ東方海域における

海底地震観測点数を 6に強化して、繰り返し観測を実施する体制とした。

プレート境界面の形状

　平成 27年度は、前年度に引き続き 3次元速度モデル解析の基礎となる 1次元速度モデルと観測点補

正値を推定し、震源再決定を行った。観測点間隔がやや疎のため、震央が海域及び島嶼域観測点に囲



まれるM3.0以上の地震を対象とした。前年度の解析で用いた 67個の地震に、平成 27年度の LOBS

回収で得られた 1年間のデータを加えて抽出された合計 275個の地震の験測データを用いて解析した。

速度モデルの解析においては、深さ方向にのみノードが配列する 1次元のグリッドモデルを適用し、

震源要素、観測点補正値と同時に決定した。初期モデルには、角田・他（1991）の 1次元モデルを基

に 9種類のモデルを仮定して与え、各々解析を行った。最適なモデルの解析結果（図 1）においては、

走時インバージョンのステップ毎に走時残差が単調減少し、かつ各地震の深さ方向の変化が収束した。

その一方で、初期モデルを違えると有意に異なる速度モデルが得られたことから、解が初期モデルに

強く依存することが分かった。観測点網外の地震も加えた 397個の震源の再計算で得られた震源断面

（図 2）では、当該領域の北東側と南西側との間に地震面の形状の相違が認められた。また、震源断面

と全地球的なプレート形状モデル：Slab 1.0 (Hayes et al., 2012)の断面との比較では、島嶼域より海溝

側及び稍深発地震の領域において、深さ方向に数 10 kmの差異が認められる（図 2）。

GNSS解析
　平成 27年度は、南西諸島北部の内部変形を明らかにするため、南西諸島のプレート運動を求めた。

2011年 3月に発生した東北地方太平洋沖地震の余効変動が広域で起こっており、日本周辺にある IGS

観測点もその影響を受けている。日本から離れた IGS観測点を基準にするため、CODE解析センター

が作成した正規方程式ファイルを使って九州南部と南西諸島にある観測点について GNSS解析を行っ

た。こうして求めた観測点座標の時系列より、年周・半年周変化、東北地方太平洋沖地震の地震時変

動、GEONET観測点のアンテナ交換による変動とともに各観測点の変位速度を最小二乗法により求め

た。また 2009年 10月 30日M6.8の地震時変動と余効変動も震央に近い観測点について推定した。さ

らに、九州南部から八重山諸島までをひとつのプレートした場合と渡瀬線と慶良間海裂を境として 3

つのプレートに分けた場合のオイラー極を求めた（図 3）。AICを比較したところ、南西諸島を 3つに

分けた場合の AICが小さく、南西諸島は 3プレートで構成されることが示された。なお観測期間の短

い KTDM（片泊観測点：図 1 (d)の KUROと同一島内）は、今回のプレート運動の推定には使用しな

かった。

小繰り返し地震及び低周波微動の解析

　日向灘～奄美大島域における小繰り返し地震の解析を継続して行った。平成 27年度は、特に小繰り

返し地震活動から準静的すべり速度を推定する際などに問題があった相似地震群の抽出方法に変更を

加えた。推定された当該領域での準静的すべり速度の空間分布の特徴は、これまでの結果と比較して

若干の違いはあるものの、概ね一致している。一方、2009年に M6.8が発生した奄美大島北東海域で

は、本震発生に伴い小繰り返し地震の発生数が減少しており、準静的すべり速度が低下したと報告し

てきた。しかしながら、小繰り返し地震の発生数の減少について詳細に検討した結果、地震群から推

定される準静的すべり速度はあまり変化していないことが明らかになりつつある。

　平成 26年度の成果として、奄美大島域で低周波微動の活動が見出されたことを報告した。平成 27年

度は、種子島～徳之島の島嶼域 12観測点のデータを用いて南西諸島北部の全域を対象に 2010～2015

年の期間における低周波微動の検出を試みた。その結果、南西諸島北部域での低周波微動活動は活発で

あることや、比較的定常的に活動しているが稀にバースト的な活動が生じることが分かってきた（図

4）。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
八木原寛・平野舟一郎・小林励司・宮町宏樹・馬越孝道・中東和夫・内田和也・清水洋・山下裕亮・阿

部英二・山田知朗・篠原雅尚・中尾茂・後藤和彦，2015，南西諸島北部の海域及び島嶼域におけ

る地震観測によるプレート境界面形状の推定（2），日本地震学会 2015年度秋季大会，S09-P14．

中尾茂・八木原寛・平野舟一郎・後藤和彦，2015，北部南西諸島域における GNSSによる地殻変動観

測，日本地震学会 2015年度秋季大会，S03-17．

浅野陽一・松澤孝紀・後藤和彦・八木原寛・平野舟一郎・針生義勝・小原一成，2015，南西諸島北部

～日向灘における浅部超低周波地震活動の特徴，日本地震学会 2015年度秋季大会，S09-09．



（10）平成 28年度実施計画の概要：
　(a)トカラ東方海域で観測中の長期観測型海底地震計の回収、及び同一位置への再投入を行うとと

もに、島嶼域の地震観測を継続する。海域及び島嶼域地震観測データの蓄積が進むため、1次元速度

モデルの最適解を初期モデルとした 3次元速度モデルの解析を試みる。1次元モデルと 3次元モデル

の比較を行ない、より適したモデルを用いた震源再計算を行うとともに、発震機構解の解析によりプ

レート境界で発生する地震の抽出を行なう他、先行研究（反射法探査等）で解明された浅部構造を参

照して、プレート境界面形状の精度を向上させる。

　(b)島嶼における GNSS連続観測を継続し、精度の高い変位速度の推定できるようにする。フィリ

ピン海プレートの沈み込む方向に種子島から女島まで GNSS連続観測点が構築されているので、この

地域の２次元有限要素モデルを構築し、プレート内部変形を説明できるプレートの固着率、固着領域

と背弧拡大の速度の初期推定を試みる。

　(c)日向灘～奄美大島域における小繰り返し地震の解析を継続する。2009年にM6.8が発生し、小繰

り返し地震の発生数が減少した奄美大島北東海域では、小繰り返し地震の発生数の減少と準静的すべ

り速度に関する詳細な検討をさらに進める。また、当該領域でほぼ定常的、あるいは時折バースト的

に発生する低周波微動について、海底地震計と陸上観測点の統合解析による適切な検出基準等を検討

し、イベントの検出とイベントの震源決定を行う。多くのイベントで震源決定ができた場合は、通常

の地震や超低周波地震などの既存の情報の時空間分布と比較し、相互の関係性を調査する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
八木原 　寛、中尾 　茂、後藤和彦

他機関との共同研究の有無：有

東京大学地震研究所（篠原雅尚、望月公廣、塩原肇、山田知朗）

長崎大学大学院水産・環境科学総合研究科（馬越孝道）

神戸大学大学院理学研究科（中東和夫）

九州大学大学院理学研究院（清水洋）

東北大学大学院理学研究科（日野亮太）

北海道大学大学院理学研究院（村井芳夫）

千葉大学大学院理学研究科（佐藤利典）

京都大学防災研究所地震予知研究センター（山下裕亮）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：鹿児島大学大学院理工学研究科附属南西島弧地震火山観測所

電話：099-244-7411

e-mail：yakiwara@sci.kagoshima-u.ac.jp

URL：http://leopard.sci.kagoshima-u.ac.jp/noev/home.htm

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：八木原 　寛 　

所属：鹿児島大学大学院理工学研究科



図 1 　1次元速度インバージョンの解析結果．
9種類のモデルのうちで最適なモデル（速度パラメータ数が最小かつ計算収束後の走時残差 RMSが最小のモデル）
を示す．(a)は初期速度モデルと得られた速度モデルの比較．(b)と (c)はそれぞれ，速度インバージョンのステッ
プ毎における震源の深さと走時残差 RMSの収束過程を示す．得られた各観測点の station correctionを (d) : P波と
(e) : S波に示す．

図 2 　図 1のモデルを用いた再計算で得られた震源分布．
シンボルの色は深さに対応する．点線は，スラブ上面の形状モデル：Slab 1.0 (Hayes et al., 2012)の断面を示す．



図 3 　南西諸島がある沖縄プレートのプレート運動のオイラー極の位置 95赤が本年度成果．青が Argus et al. (2011)，
黄色が Nishimura et al. (2004)による位置．沖縄プレートを渡瀬線，慶良間海裂により北部 (north)，中部 (central)，
南部 (south)の 3つにわけ，それぞれのオイラー極を推定した．3つが同一プレートとしたときのオイラー極の位
置は ”Okinawa”とした．

図 4 　トカラ列島東方沖～徳之島域における低周波微動の日別発生数の時間推移（2010～2015年）．
微動は当該領域の 12観測点のうち 4観測点でエンベロープ波形に良い相関が見られた場合を検出基準としている．



平成 27年度年次報告

課題番号：2401

（１）実施機関名：

立命館大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

南アフリカ金鉱山の地震発生場における応力・強度・ひずみ変化の現位置計測

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

イ. 海洋プレート内部の地震

ウ. 内陸地震と火山噴火

(4)地震現象のモデル化

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(3)先行現象に基づく地震活動予測

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

(3)関連研究分野との連携の強化

(6)国際共同研究・国際協力

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　５か年の間に，これまでの取り組みを更に進め，地質構造の情報も多い南アフリカ大深度金鉱山の

地震発生場において，震源と周囲の応力や強度，歪変化の原位置実測データを増やす．現位置測定結果

に基づく較正によって，計算機応力モデリングを高度化し，地震ハザード 評価の高度化も目指す．そ



の上で，自然地震の研究で用いられている地震の切迫性の間接推定手法（例えば，空白域，ｂ値，潮

汐応答敏感性），あるいは ，応力の間接推定手法（地震みかけ応力，モーメントテンソル逆解析など）

を，よりよく拘束された応力や強度と比較することによって評価する．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26年度：これまでに，ドリリングは大型科研費に頼っていたが，2013年度で終わる．次の大

型科研費に申請ができるのは，地球規模課題対応科学技術協力の JSTの支援の最終年度（2014年度）

である．このため，2014年度は，次のステップに進むために非常に重要な年度となる．

　これまでの取り組みによって技術移転され，構築された体制によって，年に２～３点の応力測定が，

複数の鉱山において鉱山自身によって行えるようになっている．これらは坑道から十数ｍ以内の測定

である．また，すでに埋設されている石井式歪計の付近の地震活動がピークを迎える．これらに基づ

き応力モデリングを較正し始める．

　後述する他の大型予算の獲得の成否に関わらず，上記については５年間続ける．５年間の研究期間

の後半は，較正された応力モデリングの結果と，応力の間接推定手法や地震の切迫性の間接推定手法

と比較し評価する．

　平成 27年度以降，大型予算を獲得することを目指し，もし獲得できた場合は，震源を貫通する，も

しくは，きわめて近くを通る，坑道から数十ｍのドリリングを行って応力分布を実測する．本課題で

はこのような測定が可能な候補地を平成 26年度～平成 27年度に見つけ，準備を進める．

（８）平成 27年度の成果の概要：
　本年度の成果は、上述の本課題の 5か年計画の概要と一致し、本計画にふさわしい候補地について

詳細な情報を得ることができた。

　研究対象の１つは、ある金鉱山の下で発生したM5.5の震源断層である。この地震は地表の 17台の

強震計 (大久保・他 (2015))や、地下 2.9km（断層上端の数百ｍ上）に埋設した 3台の石井式歪計で記録

されている。また、断層から数 km以内の 46台の坑内地震計によって、現在に至るまで 2万個を超え

る余震が記録され続けている [例えば、小笠原・他 (2015ab), Ogasawara et al. (2016)]。もう一つの研究

対象は、別の金鉱山の地下約 1kmで準静的に成長した破壊面［Moriya et al. (2015), Naoi et al. (2015)］

で、一部が既に採掘によって掘り出されて応力も抜けているため、破壊面を貫通するコアを回収し、

坑内の断層マッピングとの比較が可能である。さらに、同じ鉱山の地下約１ kmで発生したM2.8の震

源では、地震前に高い応力が実測されている。更なる応力測定と微小破壊観測をまず行い、将来の採

掘で震源断層が掘り出されるのを待ち、震源断層のマッピングを行う。同時に、高いコア回収率の掘

削によって震源域のダメージ蓄積を調べ、微小破壊の分布や断層マッピングのとの比較を行い、地震

発生場の地震学的描像と地質学的描像を比較する。

　この計画の詳細と、技術的実現可能性を議論すべく、国際陸上科学掘削計画（ ICDP）と立命館大学

との共催で、2015年 10月 31日から４日間にわたるワークショップを南アフリカで開催した。地震・

地質・岩盤工学・地球微生物学の学術研究者のみでなく、金鉱山、岩盤工学や資源開発に伴う誘発地

震監視・安全評価業界からも、合計 70名が 7ケ国から集まった（南ア 47，日 13，米 3，独 3，印 2，

スイス 1，豪 1名）。更なる参画が AGU 2015秋季大会においても得られ、これらをまとめた南ア金鉱

山地震発生場の掘削計画案を 2016年 1月 15日に ICDPに提案することができた。

　この計画が採択されれば、約 40本、総延長約 4kmの掘削、コアと孔のログ、地震発生場試料回収、

応力測定、掘削後の地球物理・地球微生物学・地球化学的な総合モニタリングを実現できる。過去の

他の ICDPの断層掘削計画では、せいぜい１～２本の掘削を、震源核から離れた場所で行うことしか

できていないが、上記の地震発生場では数多くの掘削により試料を地震発生場そのものから直接採取

したり、その場での応力の実測や掘削後のモニタリングをしたりするなど、貴重な試みが可能になる

と期待される。

　坑道から数十ｍの上向き掘削で地震発生場に到達できる場合、BX径円錐孔底ひずみ法によるオー



バーコアリングによる応力連続測定が可能であることが確認されていた。しかし、坑道から下向きに

数百ｍの掘削が必要な、M5.5地震の地震発生場や余震発生域では、このような条件でも効率的に応力

情報を多く得るための手法を確立する必要がある。伊藤高敏らのグループは、ダイヤモンドドリリン

グによって岩盤からコアが切り出される際に、孔軸に垂直なコアの断面が弾性変形によって楕円にな

り、それを測定することによって岩盤応力を推定できるという方法（コア変形法）[船戸・他 (2014, J.

MMIJ)]を提案している。阿部・他 (2016)は、南アフリカ・ムポネン金鉱山の地下 3.3kmで 2007年 12

月に発生した Mw2.2の地震発生場から得られた、Mw2.2発生前と後のコアに対してコア変形法を適

用した。ここでは、Yabe et al. (2015)などにより地震発生場の応力や前震・余震活動域がよく拘束さ

れており、推定される応力情報が、Mw2.2の発生前後、あるいは、Mw2.2断層および地質構造との位

置関係によって、有意に異なることが確認できた。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
阿部周平・矢部康男・伊藤高敏・中谷正生・Gerhard Hofmann・小笠原宏, 2016,コア変形法による南

アフリカ大深度金鉱山誘発地震震源域の応力状態の推定,地球惑星科学連合 2016大会,投稿中.

Moriya, H, M. Naoi, M. Nakatani, G. Van Aswegen, O. Murakami, T. Kgarume, A. K. Ward, R. Durrheim,

J. Philipp, Y. Yabe, H. Kawakata, and H. Ogasawara, 2015, Delineation of large localized damage

structures forming ahead of an active mining front in the Cooke 4 Mine, South Africa, by using advanced

acoustic emission mapping techniques, International Journal of Rock Mechanics & Mining Sciences.

79, 157?165, doi: 10.1016/j.ijrmms.2015.08.018.

Naoi, M., M. Nakatani, T. Igarashi, K. Otsuki, Y. Yabe, T. Kgarume, O. Murakami, T. Masakale, L. Ribeiro,

A. Ward, H. Moriya, H. Kawakata, S. Nakao, R. Durrheim, and H. Ogasawara, 2015, Unexpectedly

frequent occurrence of very small repeating earthquakes (?5.1 ? MW ? ?3.6) in a South African

gold mine: implications for monitoring intraplate faults, J. Geophys. Res., 120, 8478-8493, doi:

10.1002/2015JB012447.

小笠原宏，2015a,南アフリカ金鉱山の大深度からマグニチュード２～５の震源を掘削し地震の謎に迫

る，J-DESCニュースレター 2015, 12．

小笠原宏・矢部康男・伊藤高敏・G.ファンアスウェヘン・A.チホビッチ・R.ダーハイム・ICDP準備

諸会議参加者，2015b,大深度南アフリカ金鉱山のM2-M5.5震源域の科学掘削計画（DSeis），日

本地球惑星科学関連学会連合 2015大会予稿集, MIS32-14.

Ogasawara, H., R. Durrheim, Y. Yabe, T. Ito, G. van Aswegen, A. Cichowicz, T. Onstott, Tom Kieft, M.

Boettcher, S. Wiemer, M. Ziegler, C. Janssen, H. Gupta, P. Dight, and the ICDP DSeis Team, 2016,

Drilling into seismogenic zones of M2.0 ? M5.5 earthquakes in deep South African gold mines (DSeis),

EGU, EGU2016-2057.

大久保慎人・Artur Cichowicz・Denver Birch・小笠原宏・村上理・掘内茂木, 2015, 2014年オークニー

地震（ML5.5）の震源破壊過程,地球惑星科学連合 2015大会予稿集, SSS30-27.

Okubo, M., H. Ogasawara, S. Nakao, O. Murakami, H. Ishii, and A.K. Ward, 2015, Dynamic strain in a

South African gold mine produced by the 2011 Tohoku Earthquake, Proc. Int. Assoc. Geodesy Symp.,

Springer International Publishing, Switzerland, doi: 10.1007/1345 2015 207, in press.

Yabe, Y., M. Nakatani, M. Naoi, J. Philipp, C. Janssen, T. Watanabe, T. Katsura, H. Kawakata, D. Georg, and

H. Ogasawara, 2015, Nucleation process of an M2 earthquake in a deep gold mine in South Africa in-

ferred from on-fault foreshock activity, J. Geophys. Res., 120, 5574-4495, doi: 10.1002/2014JB011680.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　基本的に上述の本課題の５か年計画の概要に沿い，本年度の成果を踏まえて計画を進める．科研費

あるいは ICDP計画が採択された場合は，地震の発生場への掘削を開始する．



（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
立命館大学・理工学部 　小笠原宏

他機関との共同研究の有無：有

東北大学 　矢部康男（理学研究科）・森谷祐一（工学研究科）・坂口清敏（環境科学研究科）・伊藤高

敏（流体科学研究所）

（ 公益社団法人）地震予知総合研究振興会石井紘

高知大学・教育研究部・自然科学系理学部門 　大久保慎人

鹿児島大学・理学研究科 　中尾 　茂

京都大学・工学研究科 　石田 　毅，直井 　誠

北海道大学・理学研究院 　山口照寛

茨城大学・理学部 　山田卓司

（独）防災科学技術研究所 　小村健太郎

（独）産業技術総合研究所 　今西和俊

東京大学・情報学環・総合防災情報研究センター 　三宅弘恵

名古屋大学・環境学研究科加藤愛太郎

京都大学・防災研究所 Jim Mori

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：立命館大学 　研究部 　リサーチオフィス（BKC）ＰＪ管理担当

電話：077-561-2802

e-mail：t-taka-a@st.ritsumei.ac.jp

URL：http://www.ritsumei.ac.jp/research/center/sci eng/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：小笠原宏 　

所属：立命館大学・理工学部



平成 27年度年次報告

課題番号：2402

（１）実施機関名：

立命館大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

大規模地震・破壊に先行する極微小な前震活動の発生様式の特徴の解明

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(3)先行現象に基づく地震活動予測

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

(4)地震現象のモデル化

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ウ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　近年、海外のグループや我 （々上述）によって、大規模地震に先行する極微小な前震活動が日本を

含む世界各地で発見されている。自然地震における前震活動の存在は、地震計によるリモート・セン

シングが可能な現象であり、地震発生予測の確度を上げるための鍵となりうる。高感度連続地震観測

のおかげで、日本においてその検出は可能であるが、カタログに記載されないほどの極微小な地震で

あるため、現段階ではその特徴が把握できるほどには検出事例は多くなく、その発生機構や発生条件

も明らかにされていない。

　一方で、岩石試験時に観測される極めて小規模（マグニチュード－８～－７）の破壊（地震）は、本

震に相当する主破壊に先行して数多く観測されている。実験においては、我々の新たな計測技術によ

り、微小破壊の震源特性を調べられるようになったことに加え、実験後に回収された試料の内部観察

も可能である。

　そこで本課題では、定常地震波観測記録を用いた内陸地震における極微小な前震活動の有無を調べ、

検出事例の増加を目指す。また、室内実験から得られる主破壊に先行する微小破壊の特徴を踏まえ、

前震の発生様式の解明を目指す。そして、室内実験から推定された前震の発生様式を適宜参照しつつ、

これまでに確認されている前震活動を用いて、本震発生前に前震が前震であることを予測できるか否

かを検討し、検出モニタリングのアルゴリズムの確立を目指す。



（７）本課題の５か年計画の概要：

　前項で挙げた、「定常地震波観測記録を用いた内陸地震における極微小な前震活動の検出事例の増

加」、「室内実験から先行する微小破壊の特徴の把握」、「前震の発生様式の解明」、「本震発生前に前震

が前震であることを予測する手法、検出するためのモニタリング・アルゴリズムの検討」を以下の手

順で実施する。

　平成 26年度においては、高感度地震観測網整備後に日本の内陸で発生した中大規模地震のうち、数

km以内の震央距離に定常観測点が存在するものを対象に、Doi and Kawakata (2013)の手法を用い、カ

タログには掲載されていないような極微小な前震の検出を試みる。並行して、内陸地震発生層に相当

する封圧下において岩石破壊試験を実施し、その際に Kawakata et al. (2011)による技術を応用し、微

小破壊の高感度・連続・広帯域・多点観測をおこなう。微小破壊について、前震・本震・余震系列と

して、その発生形態を見直し、発生パターン、従来の計測波形では正しく解析できていなかった規模

別頻度分布、応力パラメタなどを推定する。

　平成 27年度においては、平成 26年度の成果を参考にしつつ、引き続き前震の検出と室内実験の実

施、微小破壊の解析を実施する。必要に応じて、破壊試験だけではなく二軸せん断試験も実施する。

　平成 28年度においては、内陸地震について、前震が検出されるか否か、検出された場合にはその個

数について、震央距離や本震のマグニチュードに関する依存性を明らかにする。また、室内実験後に

回収された岩石試料の高分解能 X線 CTスキャン画像を取得し、室内実験の観測波形データを用いた

解析結果と併せて検討することによって、前震活動の特徴を明らかにする。封圧や載荷速度などの条

件を変更しつつ、岩石破壊試験・せん断試験を継続して実施する。

　平成 29年度においては、自然地震における前震活動の特徴を考慮に入れ、室内実験から推定され

た前震の発生様式を適宜参照しつつ、前震を自動的に検出できるようにするアルゴリズムを Doi and

Kawakata (2013)の方法を応用することにより検討する。また、中大規模な地震発生の前後の期間以外

にも解析期間を広げ、本震が発生したという情報を与えずとも、これまでに検出された前震を検出で

きるように検討を進める。

　平成 30年度においては、データ解析を進めるとともに、研究成果のとりまとめをおこなう。

　ただし、平成 27年度以降の計画については、成果と進捗状況を照らし合わせながら適宜見直しをお

こなう。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　テンプレート地震の波形記録との相互相関を活用した極微小地震の検出が盛んにおこなわれるよう

になり、カタログに掲載されていないような極微小な前震の検出事例も少しずつ増加してきた。この

際、テンプレート地震の波形によく似ている波形をテンプレート地震の近傍で発生した地震と認定す

るが、相関値の分布に特徴的なギャップがない限り、閾値をどの値に設定するかによって結果が異なっ

てしまう。多くの地域を対象に前震検出をおこなう場合、できる限り客観的な指標を用いた自動検出

が求められるが、その指標が明らかではないのが現状である。そこでまず、連続波形記録に対して 1

サンプルごとに計算される相互相関係数がどのような頻度分布になるか、2011年長野県中部の地震

（M5.4）を対象として、震源近傍の観測点の連続波形記録を用いて相互相関係数を求めた。その結果、

特徴的なノイズを含む観測点の記録を除いては、相互相関係数が 0を平均とした正規分布に非常に近

い分布を示すことが確認された。そのため、検出基準として定数や標準偏差の定数倍といった値を採

用した場合に、一定の割合で誤検出される可能性が高いことがわかった。すなわち、極微小な前震の

自動検出のためには、複数観測点の記録を併用する、適切な検出基準の設定手法を開発するなどの手

順が不可欠であることが示された。

　封圧 100MPa下で実施された三軸圧縮試験の波形解析については、数 TBにおよぶ膨大なデータか

らイベント検出を実施し、震源決定を進めている状況であり、テンプレート波形の設定、前震の検出

に関しては平成 28年度の実施となる。

　防災科学技術研究所と共同で実施した二軸せん断試験の際に取得された連続波形記録を用いて、断



層全面がすべる大規模な固着すべりイベントに先行した前震の検出及びその震源決定をおこなった。

せん断試験は繰り返し実施されたが、前回の試験時に生成されたガウジを除去しておこなった場合に

は、前震はほとんど検出されなかったのに対し、ガウジを残置しておこなった実験の際には多くの前

震による波形（図）が検出された。このことから、前年度に示唆されていたガウジ量と前震発生の関

係が実験的に裏付けされた。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
川方裕則・稲葉秀弘・吉光奈奈・高橋直樹・瀬戸井健一，封圧下でも使用可能な広帯域型の圧電トラン

スデューサの開発，第 20回アコースティック・エミッション総合コンファレンス論文集，81-84.

豊本大・川方裕則・土井一生，2011年 6月 30日に長野県中部で発生したM5.4の地震の前震活動，日

本地震学会 2015年度秋季大会，S09-P05.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　極微小な前震による波形の自動検出アルゴリズムの開発を引き続き進め、2011年長野県北部の地震

など過去に発生した中大規模地震を対象としたケース・スタディーをおこなう。また、封圧 100MPa

下で実施された三軸圧縮試験および、メートル・サイズの断層を持つ二軸せん断試験の際に取得され

た連続波形記録を用いて前震検出をおこない、その発生頻度や発生位置に関して、破壊の進展の様子

を参照しながら考察を深める。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
立命館大学理工学部 　川方裕則

他機関との共同研究の有無：有

京都大学防災研究所 　土井一生・加納靖之

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：立命館大学 　研究部 　リサーチオフィス（BKC）ＰＪ管理担当 　田中

電話：077-561-2815

e-mail：t-taka-a@st.ritsumei.ac.jp

URL：http://www.ritsumei.ac.jp/research/center/sci eng/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：川方裕則 　

所属：立命館大学 　理工学部



図．互いに近接した位置に震源が決定された 2つの前震の波形の例。



平成 27年度年次報告

課題番号：2501

（１）実施機関名：

東海大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

電磁気的地震先行現象の観測と統計評価による他種の先行現象との比較

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(3)先行現象に基づく地震活動予測

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ウ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

(5)社会との共通理解の醸成と災害教育

(6)国際共同研究・国際協力

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　観測研究では、時間的・空間的相関が極めて高い結果が得られていたが、当時のデジタル計測技術

の限界で中断していた VLF帯パルス電磁波の新たな観測システムを構築し、VLF帯における先行現

象の有無について一定の結論を得る。VHF帯の観測研究では、既存の観測網を良好に維持し、ケース

スタディを積み重ねる。それ以外の DC-ULF帯等の観測についてもシステムを良好に維持し、先行現

象の抽出を試みる。必要に応じて観測点周辺の比抵抗構造を測定し、現象発現の発現・伝搬メカニズ

ムの理解を進める。

　先行現象の統計評価に関する研究では、従来の研究で地震発生との時間・空間的相関が示唆されて

いる力学的現象（GPS地殻変動、地震活動度変化）、電磁気学的現象（電離層全電子数 (GPS-TEC)、地

磁気・地電位差変化）などについて、統計的評価を強化し、それぞれの先行現象の地震との相関を定

量的に評価する。さらに，各々の現象を利用した地震発生予測法の予測能力を定量的に表現・比較で

きるような指標を開発する。また，異常の抽出や地震発生の予測の手法において客観性を確保し、第

三者が評価可能なデータベースのプロトタイプを作成する。このため、先行現象研究が行われている

ロシア、キルギス、フランス、中国、台湾、ギリシャ等の研究者と連携し、既存のデータの発掘・再

解析を実施する。

（７）本課題の５か年計画の概要：



　平成 26年度は、VLF帯パルス電磁波の新たな観測装置の試作を行ない、予備観測を開始し最初の

データの取得を行なう。さらに既存の DC-ULF帯および VHF帯の観測網を良好な状態で維持する。ま

たこれまで電磁気観測の空白域となっている南海トラフ沿いの地域に、新規複合的電磁気観測点構築

を開始する。統計評価に関する研究では、予測マップの形式を定義することから開始し、それを地震

カタログと比較して算出される種々の統計量を算出するシステムの構築を開始する。一方で、いくつ

かの先行現象と目されるものを選定し、試行評価のための予測マップ作成に必要な基礎データとプロ

グラム群を用意する。

　平成 27年度は VLF帯パルス電磁波の本観測を開始するとともに、それ以外の観測網を良好な状態

で維持する。VLF帯パルス電磁波観測については、先行現象候補と雷放電を判別するためのソフトウ

エアの開発を開始する。統計評価に関する研究では、試行評価のための予測マップを作成し、さまざ

まな評価指標を算出する。また東北地方太平洋沖地震の前に観測された GPS-TECの変動について、観

測データの存在する世界中の巨大地震についての解析を終了し、本現象に関する知見をまとめる。

　平成 28年度はすべての観測網を引き続き良好な状態で維持する。VLF帯パルス電磁波観測につい

ては、先行現象候補と雷放電との判別ソフトウエアを完成させる。統計評価に関する研究では、試行

評価を複数の現象に対して行い、さまざまな指標の長所・短所を検討する。

　平成 29年度も引き続き観測網を良好な状態で維持するとともに、各々の先行現象から予測マップに

変換する作業におけるチューニングによって、さまざまな指標による成績がどのような影響を受ける

かを検討する。また、指標値の計算において、地震カタログのデクラスタ等の影響を検討する。

　平成 30年度も引き続き観測網を良好な状態で維持するとともに、本研究で観測・収集・コンパイル

された先行現象のデータベースを作成する。統計評価に関する研究では、統計モデルによる予測との

性能比較を行い、成果をとりまとめる。

（８）平成 27年度の成果の概要：
新規開発した VLF帯パルス観測装置による観測
　平成 27年度は 26年度に試作した２台のプロトタイプ観測装置を東海大学清水校舎 (SMZ)屋上および

東京学芸大学小金井 (KGN)屋上に設置し、本観測を開始した（図 1）。サンプリング周波数は 100MHz

で、理論的な 1LSBの空間分解能は３ｍとなる。さらに 27年度予算で作成した改良型の試作機を 10

月より金沢大学角間校舎 (KNZ)屋上に設置し、３点による同時観測を開始した。まず、雷を用いた本

システムのキャリブレーションを実施するとともに（図 2-4）、データ自動転送・予備的な解析を行う

システムを開発した。夏季の雷シーズンでは、1日に 400GBを超えるデータ（1日あたり３万個以上

のシグナル）が観測されたこともあった。このような大量のデータでも対応できるようサーバ環境の

整備も行った。現時点ではトリガ前 1ms、トリガ後 9msの合計 10msの記録を保存している。

　現時点では TOA法はトリガ時刻を使って波源の位置を決定しているが (図 4)、特に小さな雷の場合

はトリガ時刻（換言すればある閾値を超えた時刻）に差がある場合があり、今後は波形の相互相関処

理等を用いて波源を決定するソフトウエアの開発や、非常に短時間のパルス状のノイズを除去するデ

ジタルフィルタ等の開発を行っていく予定である。

　　　　

本計画で設置した複合観測点等の良好な維持

　平成 26年度に新規設置した高知県・黒潮町内の２箇所の観測点を良好な状態で維持した。今年度

はそのうちの１箇所に大気電界観測装置を追加した。また伊豆諸島の ULF帯電磁気観測点、北海道の

VHF帯観測点等を良好な状態で維持し、データの収録に努めた。

　　　　

先行現象の統計評価に関する研究

宏観異常現象について

　昔から動物の異常行動と地震との関係は宏観異常として地震後にメディアに報道される事がしばし

ばある。特に 2011年 3月 4日に茨城県鹿嶋市の下津海岸で発生したカズハゴンドウクジラが 150頭



以上座礁した現象（マス・ストランディング）は、１週間後の東北地方太平洋沖地震と関連づけて報

道される事となった。鯨類については（財）日本鯨類研究所が 1986年以降、詳細なストランディング

（海棲哺乳類が生きたまま陸に乗り上げることに代表される現象）レコードを収集しており、鹿島灘に

面した海岸で 2011年 3月以前に発生した鯨類のストランディングと日本周辺で発生した地震との関係

を調べた。結論として、鹿島灘における鯨類のストランディングと、地震発生との間に相関は認めら

れなかった（織原・野田、2015）。

　　　　

地震前の電離層全電子数（GPS-TEC）変化に関する評価
　今年度は、当初計画どおり地震前の全電子数変化について２つの時間オーダー（地震前１時間程度

と数日前程度）について３種の評価を実施した。

1：M８クラスの地震の前に観測される先行時間１時間程度の現象のケーススタディ
　北海道大学の日置は、東北地方太平洋地震の 40分前ほどから、東北地方で電離層中の全電子数が相

対的に増加していたとの結果を発表した (Heki, 2011, GRL)。今回、Heki and Enomoto (2015)では東北

地方太平洋地震のほかに GPSデータが入手できた最近のM8.2以上の地震 8個について、AICを用い

た解析によって地震直前 (25-85分前)に VTEC値の正の折れ曲りが確認できた (図５)。折れ曲りの大

きさと先行時間はMに正の依存性をもつ。VTECの似たような折れ曲りは地震のないときでも発生す

るたいして珍しくもない現象であるが、それでも、複数個の地震において発生直前の短かい時期に異

常があったことを、全て偶然の時刻一致とするのは確率的に余りに無理があり、大地震に直前前兆が

伴う場合があることを証明できたといってよい。また、地震時以外の正の折れ曲り異常の多くは太陽

起源のものであり移動性があるから、原理的には見分けがつく。

　　　　

2：Global Ionospheric Map（GIM）を用いた日本で発生した被害地震に関する先行現象の評価
　Global Ionospheric Map（GIM）は全世界の GPS観測点のデータを用いて，全電子数（Total Electron

Content, TEC）を全地球的に再現できるよう球面調和関数で補完したデータセットであり、経度 5度、緯

度 2.5度の精度で 2時間毎のデータで公開されている。今回の解析では、GIM-TEC経験モデル (Kakinami

et al., 2009, Annal. Geophys.)を用いて、次の地震についてケーススタディを実施した (2000鳥取県西

部 (2000.10.6 M7.3)、2003十勝沖 (2003.9.26 M8.0)、2004紀伊半島沖 (2004.9.5 M7.4)、2004新潟県中

越 (2004.10.23 M6.8)、2005福岡県西方 (2005.3.25 M7.0)、2005宮城沖 (2005.8.16 M7.2)、2007能登半

島 (2007.3.25 M6.9)、2007新潟県中越沖 (2007.7.16 M6.8)、2008岩手宮城内陸 (2008.6.14 M7.2)、2009

駿河湾の地震 (2009.8.11 M6.5)、2011東北地方太平洋沖 (2011.3.11 M9.0))。解析の結果、2007年能登

半島地震で TECの先行的な増加が見られ、2011年東北地方太平洋沖地震では先行的な TECの減少が

見られたが、それ以外の地震では顕著な異常が見られなかった。

　　　　

3：USGSカタログによるGIM-TECを用いた統計的評価（重ね合わせによる評価）
　この解析では、1999年１月から 2015年３月までのマグニチュード 6.0以上、深さ 50km以下の地震

1989個を対象とした。これらの地震についてスーパーインポーズ（重ね合せ）解析を実施した。具体

的には地震発生日をゼロとして、それから過去１５日間の４分位値（quartile）を超えた場合を異常と

判断した。また磁気嵐のあった日およびその前日と後２日については統計解析から除外した。その結

果、地震発生前日から 15日前にかけて顕著な異常はみられないという結果となった。

　　　　

えりも観測点での VHF帯電波伝播異常と地震活動との関係についての統計的評価
　えりも観測点での見通し外 FM放送局 (広尾)の受信強度のデータ約 9年分に基づいて、時空間を

「警報 ON(赤)」「警報 OFF(黄)」「(データ欠測等による)判定不能 (灰)」の三色にぬりわけた地震発生

予測マップ (図 6)を作成した。目的の半分は、昨年度提案した評価法の試行である。なお、予測対象

の空間をえりも観測点から 100km以内という 1グリッドだけとしたので、この予測マップは、実質、

時間だけを引数とする 1次元の配列である。6分間隔で取得されている観測データが 2サンプル連続



して閾値 (全期間の中央値から+3σ)を上回ればその時刻を異常 (図 6中段の縦黒線)とみなし (Morita

& Mogi, 2015, IUGG)、異常の後一定の期間 Lの間警報を ON(図６赤塗り部)にすることで予測マップ

を作った。図６は Lを 4日とした例である。

　予測マップの成績は、昨年度に提案したように、実際に発生した地震が警報 ONの時空間を選好し

た度合い (Zechar & Jordan, 2008, GJI)で評価した。図６にはM4.5以上の地震の発生時刻を予測マップ

に重ねて示した。警報 ONのところで発生したものは丸印、OFFのところで発生したものは×印、判

定不能のところで発生したものは三角 (これは評価対象外のデータとなる)で示した。丸印は 13個 (=

Non)、×印は 44(=Noff )個であり、s = 13/(13+44) = 22.8%の地震が警報 ONの時期に発生したことに

なる。一方、図６の予測マップで判定不能時期を除いた全領域のうち赤い部分が占める割合 (警報分

率 rと呼ぶ)は 17.6%である。警報が全くでたらめに出されたものだとしても、地震は rの確率で警報

ONの領域で発生する。sが rを上回る倍数 (G = s/r)が予測マップのスキルを現わすゲインであり、地

震が警報 ONの領域を選好する傾向の強さである。図 6のマップでは G = 0.228/0.176 = 1.30倍であり

1より大きい（地震は、警報ONの時期を選り好んで発生した）。しかし、でたらめに作った予測でも、

幸運によって実績値である 0.228以上の sが出ることはあり、その確率が p値である。当り確率が r =

0.176のくじを (13+44)回引いて、13回以上あたりがでる確率であるから、二項確率で 19.0%と計算で

きる。p値は Gが 1を超えたという観察がまぐれに過ぎない確率であり、この値が小さいほど地震の

先行現象が観測データに含まれていたと強く確信できる。

　図 7には、Lを変えて (L = 1, 2, 3, 4, 8, 11, 14日)作った 8種の予測マップの評価結果 (Gと p値)を

まとめた。それぞれについて、対象とする地震の大きさを変えて 4つのケースを検証した。M>6の地

震は解析期間内に 4個発生したが、そのうち 2個が異常の 2日以内に発生したので、L=2日で作成し

たマップが G =4.9という高いゲインを持っている。警報分率 rが 0.10と低いので、4打数 2安打とい

う乏しいデータでも p = 5.5%という、まぐれと切り捨てるのは躊躇される成績となった。図 7で最も

有意性が高いのは L = 4日の予測をM>5の地震と比べたケースで、p = 3.6%である。ゲインは 2.1に

とどまっているが、検証に使えた地震が 19個あったので、高い有意性が得られた。一方で、M>4.5

に対する検証ではやはり L=4日のマップが G, pとも最も良いが、検証地震数が 57個もあったのに p

= 19%とぱっとしない。このケースでは Gが 1.3と、同じマップをM>5を対象に検証した場合から大

きく低下しており、4.5<M<5の地震に precursorのついたケースはかなり稀だったと推察される。

　今回の試行は非常に単純な閾値のみで異常を判定しており、先行研究で指摘されているような波形

や継続時間の特徴 (Moriya et al., 2010, GJI)を用いていない。ノイズ除去の努力も、明らかな観測機器

の不調と、スポラディック E層（Eスポ）が明らかに発生していた時期を欠測扱いにしたのみである。

p値が数%というのは、「明らかに有意だ」と威張れるような数字ではないが、データのもつ情報のご

く一部だけで作成した予測であることを割り引けば、異常抽出法等の若干の改善努力で、VHF伝播異

常に地震の precursorが含まれるていることを高い確度で証明できる可能性は高いと考える。

　　　　

成績評価の理論について

　上記の成績評価では、地震が警報 ONの領域を選好する傾向の強さとして G = s/rを導入した (e.g.,

Zechar & Jordan, 2008, GJI)。s = Non/(Non+Noff )は地震のうち何割について警報を出せたかという予知

率 (宇津, 1977,地震)の定義式でもあり、一方、警報分率 rは地震発生が警報の ON/OFFと無相関な場

合に期待される予知率でもあるから、上記のGは予知率ゲイン (Morita & Mogi, 2015)といってもよい。

一方、Aki (1981, Earthquake Prediction)は平均的な地震の発生レート qaveに対する警報ON領域での地

震発生レート qonの倍率として、確率ゲイン Gq = qon/ qaveを定義している。qonは警報が虚報にならな

い確率、すなわち適中率と本質は同じだから、Gqは適中率の観点からのゲインと解釈できる。しかし、

警報ONと OFFの総時間をそれぞれ Ton, Toff として qon = Non/Ton、qave = (Non+Noff )/(Ton+Toff )で

あることに注意すると、簡単な計算で Gq= s/rが示される (宇津, 1982, BERI)。すなわち、選好性、予

知率、適中率のいずれの観点からみてもゲインは同じで Non/r(Non+Noff )であり、それに伴う p値も

同じである。予知率・適中率は、それぞれ地震の側からみた場合、異常の側からみた場合の地震予測



の性能指標として提案され普及したが、ランダムな予測に比べて有効性を評価すると、どちらの見方

から始めても同じ成績になるのである。

　なお、宇津 (1977, 1982, BERI)では、時間を一定長の警報有効期間 L’に区切り、1回の異常は一つの

区間の警報状態にだけ影響するという単純化前提の下で議論を進めているが、連続時空間を警報状態

で塗りわけるという予測マップのコンセプト下では全く等価な議論が前提なしで完結する。適中率に関

しても警報が虚報にならない確率であるから、警報の有効期間 L’内に地震がおこる確率 1-exp(-qonL’)

として、異常や警報の回数を定義することなく計算でき、qonL’<<1であれば、qonL’で近似できる。

　以上の検討から、本課題でのアラーム型予測の性能指標としては、r, G, p, qonの 4つを表示する方

針とする。図 6の予測マップの qonは、M>5を対象とした場合 qon = 0.012 /dayであった。

　　　　

電磁現象発現メカニズムに関する一考察

　地殻の活動による電磁気現象の代表的なメカニズムとして、岩石中の水流による界面動電現象があ

り、先行現象の解釈としてもしばしば用いられる。三宅島で 2000年にカルデラ陥没に先立って火口

付近に繰返し発生した時定数 20秒程度の力学的イベントに伴った時定数 100秒程度の地電位の変化

(Sasai et al., 2001, Ann. Geophys., 2002, EPSL)については、力学的イベント時に高圧の水が地殻に注入

され、界面動電現象がおこったとの定性的解釈が提案されていた。しかし、震源からの水流が電磁気

観測点付近に到達するにははるかに長い時間が必要であり、この解釈には無理がある。力学的イベン

トによって全島にわたってほぼ瞬間的に生じたはずの地殻歪みがひき起こした間隙弾性効果によって、

各観測点直下に流れた水流による界面動電現象だと考えてモデリングを行った結果、標準的な水理物

性定数と、三宅島の岩石試料で計測された界面動電係数 (Kuwano et al., 2006, GRL)の下で、全島に分

布する 8つの観測点すべての電位変化のタイミング、振幅、継続時間を定量的に説明することができ

た (Kuwano et al., 2015)。

　　　

セル・オートマトンモデルの再考察による地震活動静穏化の理論的研究

　本研究では、各セルが破壊の閾値を持ち、破壊を起こすと周囲に応力を再分配するというオートマ

トンモデル (たとえば Rydelek & Sacks, 1996, BSSA)をテクトニック応力で駆動し、全体を壊す固有地

震の繰り返しサイクルの中でおこる中小地震の活動の変化を調べた。各セルの破壊強度と断層の向き

には、小さな空間的ランダムゆらぎを与えてあり、GR則が再現される。ここで、ダイラタンシーハー

ドニングを模擬して、最も破壊強度に近い応力がかかっている小数のセルでは強度がわずかに増加す

ると仮定してみると、比較的マグニチュードの大きな地震だけが、ハードニングを仮定しないモデル

に比べて有意に減少していた（図 8）。これは、いくつか報告されている静穏化の特徴に一致する。本

研究はカーネギー研究所と JAMSTEC間の研究共同を兼ねて実施されている。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Heki, K. and Y. Enomoto, Mw dependence of the preseismic ionospheric electron enhancements, J. Geophys.

Res. Space Phys., DOI: 10.1002/2015JA021353, 2015.

Kuwano, O., S. Yoshida, M. Nakatani, and M. Uyeshima, Origin of transient self-potential signals associ-

ated with very long period seismic pulses observed during the 2000 activity of Miyakejima volcano, J.

Geophys. Res. Solid Earth, 120, 3544-3565, doi: 10.1002/2014JB011740, 2015.

長尾年恭・鴨川仁・馬塲久紀・成嶌友祐・高村直也・櫻田哲生・上原宏、東海大学方式 VLF帯パル

ス電磁波観測装置の開発 -地震先行現象の存在証明にむけて-、東海大学海洋研究所研究報告，３

７，2016 (in press).

織原義明・野田洋一、2011年東北地方太平洋沖地震前に発生したマス・ストランディング 　-鹿島灘

における鯨類のストランディングと日本周辺の地震との関係-、東海大学海洋研究所研究報告，３

６，39-46, 2015.

織原義明・長尾年恭、『地震前兆現象を科学する』、祥伝社新書、226pp. 2015.（特に 5章）



Kanaya T., S. Togo, H. Nitta, Y. Orihara, J. Y. Liu and M. Kamogawa, Ionospheric disturbance possibly

related to earthquake from the global data of GPS-TEC observation, International Symposium on GNSS

2015, Kyoto, Japan, November 16-19, 2015.

森田笙・茂木透、日高地方における VHF帯の電波伝播異常と地震活動との関係についての統計的考

察、2015年度日本地球惑星科学連合大会、2015年 5月、幕張

Morita, S., T.Mogi, A Statistical Study for Relationship Between Anomalous Transmission of VHF Band

Radio Waves and Impending Earthquakes at Hidaka Area, Hokkaido, Japan, IUGG General Assembly,

Prague, 2015.

Nagao, T. J. Zlotnicki, N. Sarlis, V. Bragin, E. Vorontsova, A. Rybin, P. Varotsos, S. Uyeda, EMSEV - RAS

Bishkek Research Station cooperation on electrical and seismic phenomena in Kyrgyzstan: 2011-2014,

IUGG General Assembly, Prague, 2015.

長尾年恭・茂木透、災害の低減に貢献するための地震火山観測研究における高知地震電磁気複合観測

点の設置とその科学的背景、2015年度地球惑星科学連合大会、2015年 5月、幕張

Nishimura, T., Toward forecasting earthquakes using GNSS data, International Symposium on GNSS 2015,

Kyoto, Japan, November 16-19, 2015.

織原義明・野田洋一・長尾年恭、鹿島灘における海洋性哺乳類のストランディングと地震との関係、

2015年度地球惑星科学連合大会、2015年 5月、幕張

Orihara, Y., M. Kamogawa, T. Kato and T. Nagao, Crustal Deformation Preceding Earthquakes With Mag-

nitude of More Than 6 in Japan, International Symposium on GNSS 2015, Kyoto, Japan, November

16-19, 2015.

Suyehiro K., S. Sacks, T. Takanami, P. Rydelek, D. Smith, and T. Hatano, Physical interpretation and detec-

tion of anomalies associated with crustal processes leading to large earthquakes, 2015年度日本地球惑

星科学連合大会、2015年 5月、幕張

Suyehiro, K., S. Sacks, T. Takanami, D. Smith, P. Rydelek, and T Hatano, Magnitude dependent seismic

quiescence and following short-term precursors as dilatancy strengthening and breakdown before large

earthquakes and their detection, IUGG General Assembly, Prague, 2015.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
広帯域電磁現象の観測的研究

VLF帯パルス観測
　平成 26、27年度に試作した観測装置を良好な状態で稼働させるほか、さらに改良した観測装置のお

よび解析ソフトウエアの開発を実施する。

VHF帯電波伝搬異常の観測
　高知県内での観測を良好な状態で維持するとともに、既存の観測点（おもに北海道内）も良好な状

態で維持する。

ULF帯地電位差・地磁気観測
　新規に設置した高知県内での観測点だけでなく、既存の観測点（北海道，伊豆諸島等）を良好な状

態で維持する。同時にマグネトテルリック法により、観測点直下の電気伝導度構造を求める。

　　

駿河湾内における海底地震観測

　東海大学所有の小型観測船を用いて、３ヶ月に１度の割合で OBSのデータ回収を実施し，駿河湾内

での微小地震活動を継続的に監視する（気象研究所と東海大学の共同研究の一環）。

　　

統計評価による他種の先行現象との比較に関する研究

　検証スキームのコーディングをさらに進め，VHF帯伝搬異常以外の地震活動静穏化等についても評

価を開始する。特に平成 27年度では、空間的な評価地点がえりも１地点のみであった事から、２次元



的な評価マップの作成を試みる。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
長尾年恭、馬塲久紀、佐柳敬造、原田靖

他機関との共同研究の有無：有

北海道大学（茂木透、橋本武志、日置幸介、勝俣啓）

東京大学地震研究所（中谷正生，鶴岡弘）

京都大学防災研究所（西村卓也）

九州大学（松島健、相澤広記）

東京学芸大学（鴨川仁）

千葉大学（服部克巳）

中部大学（井筒潤）

海洋研究開発機構（末廣潔）

京都産業大学（筒井稔）

高知工科大学（山本真行,柿並義宏）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東海大学海洋研究所地震予知研究センター

電話：054-334-0411

e-mail：nagao@scc.u-tokai.ac.jp

URL：http://www.sems-tokaiuniv.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：長尾年恭 　

所属：東海大学海洋研究所地震予知研究センター



図１

　VLF帯パルス観測のセンサー設置例（東海大学清水校舎屋上）。東西および南北方向の磁界を測定している。



図２

　清水校舎の VLF帯パルス観測で得られた記録の一例。ここでは自衛隊の潜水艦通信用の 22.2kHzの電波が正し
く受信できている事が確認できる事例を示した。このような既知の電波源を用いて装置が安定に動作している事

を確認している。

図３

　VLF帯パルス観測の３観測点で同時に観測された雷の波形記録（2015年 12月 18日 23時 26分 28秒）。上２
列に時系列データ（上の上：横軸が 10msかつ可変レンジ、上の下：横軸が 3msで固定レンジで表示）と左下側
には東西-南北方向のリサージュ図形（Particle Motion Diagram）,右下側には２チャンネルのパワースペクトルと
なっている。この図が１イベントにつき１枚自動的に作成される。



図４

　VLF帯パルス観測データを用いた Time of Arrival (TOA)法による落雷位置同定の例
　３本の曲線は、２地点からの距離の差が等しくなる点を結んだ双曲線。この場合３本の曲線が１点で交わってお

り、地震学で言えば初動により震源を推定するのと等価な方法で波源を決定している。また図中の星印は、NTT
ドコモ社より購入した同時刻の落雷位置を示しており、両者は誤差の範囲で一致している事が確認された。



図５

　８個の地震についての VTEC直前変動。折れ曲がりの大きさは、地震の規模と背景 VTECの両方に正の依存性
を持つ。(a)折れ曲がり発生のタイミング。(b)解析した８個の地震の VTECデータ。折れ曲がりは AICを導入し
て決定した (Heki & Enomoto, 2015)。



図６

　VHF帯伝搬異常にもとづく予測マップの例。2006年 3月 1日から 2014年 12月 31日までのえりも観測点での
見通し外 FM放送局 (広尾)の受信強度のデータ (上段、青線, 6分ごとの平均値)が閾値 (上段、黒点線)を 2サン
プル連続して上回った時点に異常フラグ (中段、黒)をたてた。上段灰色で示す欠測時には Eスポによる広域異常
の出現時、明らかな計器の不調も含まれている。下段は、異常の後 4日間について警報を ON(赤塗り)にするとい
うルールで作成した予測マップ。直前 4日に異常がでなければ警報は OFF(黄色)になり、4日以内に異常判定不能
時刻 (中段灰線)があり、かつ異常フラグがひとつもなければ、予測不能 (下段灰塗り)になる。この期間にえりも
観測点から 100km以内に発生したM>4.5の地震のMT図を予測マップに重ねた。発生時の警報状態を (ON)、バ
ツ (OFF)、三角 (警報判定不能)の印で区別してある。



図７

　VHF帯伝搬異常にもとづく予測マップの成績評価結果。異常後の予測持続期間 Lを 1、2、3、4、6、8、11、14
日として作成した 8つの予測マップの検証結果。丸印がゲイン G(左軸)、プラス印が p値 (右軸)である。また、G
値の丸印は、p値が小さいほど大きく描いた。横軸は、警報分率 rで、警報判定不能時を除く全期間に対する、警
報 ON時間の総計の比率である。予測マップと比較する対象地震のマグニチュード範囲を 4種類に変えた場合の
結果を色わけで示した (赤: M>6.0,桃：M>5.5,緑:M>5.0,青: M>4.5)。G値の丸印のわきに小さくかかれている
数字は、警報 ON期に発生した地震の数-警報 OFF期におこった地震の数-警報判定不能期に発生した地震の数で
ある。



図８

　セルオートマトンによる規模別頻度分布。横軸はマグニチュード、縦軸はイベント数（対数表示）。応力の最も

高い２％のセルに対し 0.05barのハードニングを仮定した場合（黄色）では、M4.5以上で GR則が成り立たず、静
穏化現象が発生する。青はハードニングを仮定しない場合で、固有地震まできれいな GR則が成り立っている。



平成 27年度年次報告

課題番号：2601

（１）実施機関名：

東京大学史料編纂所

（２）研究課題（または観測項目）名：

文献史料による歴史地震に関する情報の収集とデータベースの構築・公開

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ア. 史料の収集とデータベース化

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

イ. 考古データの収集・集成と分析

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　低頻度大規模地震の実態把握のためには、近代以前の被害地震についての調査・研究が必要である。

本研究計画では、近代以前の文献史料を対象にして、過去の被害地震に関する記録を収集し、そのデー

タベース構築と公開を実施する。

　近代以前に日本列島周辺で起きた地震（以下、歴史地震と呼ぶ）に関しては、東京大学地震研究所

の編集などによって、既に計 33冊（約 27,000頁）に及ぶ地震史料集が刊行されている。しかし、こ

れらの地震史料集は幾度もの増補を重ねているため、現状では地震研究者・歴史研究者の双方にとっ

て利用しにくい状態にある。本研究計画では、この既刊地震史料集に収録された文献史料を分析して、

地震の発生した年月日や場所の情報によって検索可能なデータベースを構築する。また、既刊地震史

料集には収録されていない地震関連の新史料の調査・収集を実施し、その成果を情報化して公開する。

公開にあたっては東京大学地震研究所と連携する。

　上記の取組によって、近代以前に起きた被害地震の規模や震源の推定、低頻度大規模地震による災

害の実態を解明し、その将来的な予測に寄与するための基盤的なデータベースの構築が期待できる。

（７）本課題の５か年計画の概要：



［平成 26年度］

　既存の 17世紀以前の地震・火山噴火史料データベースを活用して、近代以前の地震史料について総

合的に検索できるデータベースの設計を行う。また、『増訂大日本地震史料』（3冊）、『日本地震史料』

（1冊）、『新収日本地震史料』（21冊）、『日本の歴史地震史料拾遺』（8冊）に収録された地震史料の編

年的整理（綱文・出典史料のデータベース化）を実施する。更に、既刊地震史料集に未収録の地震関

連史料の調査・収集を行う。

［平成 27年度］

　『新収日本地震史料』（10冊分）の収録史料の解読と地震に関する時間・空間情報及び被害情報を

抽出する。また、既刊地震史料集に未収録の地震関連史料を調査・収集し、成果の情報化を実施する。

更に、文献史料から抽出した情報を順次データベースに搭載する。

［平成 28年度］

　『増訂大日本地震史料』（3冊）、『新収日本地震史料』（11冊分）の収録史料の解読と地震に関する

時間・空間情報及び被害情報の抽出を行う。また、既刊地震史料集に未収録の地震関連史料を調査・収

集し、成果の情報化を実施する。更に、文献史料から抽出した情報を順次データベースに搭載する。

［平成 29年度］

　『日本の歴史地震史料拾遺』（8冊）の収録史料の解読と地震に関する時間・空間情報及び被害情報

の抽出を行う。また、既刊地震史料集に未収録の地震関連史料を調査・収集し、成果の情報化を実施

する。更に、文献史料から抽出した情報を順次データベースに搭載する。

［平成 30年度］

　平成 26～29年度の成果を踏まえ、必要な補充調査を実施するとともに、研究成果をまとめて、近代

以前の地震史料に関して総合的に検索できるデータベースを構築する。構築されたデータベースを学

界や社会に向けて公開し、データベース活用の研究集会を開催する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　本年度は昨年度に引き続き、既刊地震史料集に記載されている史料について、XMLデータ化のため

のタグ付け及び XMLデータ化作業を継続した。なお、当初計画では綱文・出典史料のみのデータベー

ス化としたが、利便性等を勘案して昨年度より史料全文のデータベース化に変更した。そのため史料

のデータ化の際に、史料的に信頼できる原典に遡って間違いの修正や省略部分の補足を行う校訂作業

を実施している。既刊地震史料集全 33冊（合計約 26,800頁）のうち、校訂作業を終えたのは 8.9％、

データベース化の作業に着手しているのは 19.9％である。

　また、既刊地震史料集に未収録の地震関連史料の収集・翻刻を実施し、今年度は安政東海地震にお

ける駿河地域での地震とその被害について記された嘉永七年「恒例関東献上使日記」を翻刻した。こ

のような新出史料についても XMLデータ化していく計画である。加えて昨年度に引き続き、東海地

方にあって長期間にわたる日記が残存する三河国田原藩（愛知県田原市）の「田原藩日記」の調査・

撮影も実施した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
榎原雅治，2016，歴史地震資料情報の集約と共有化，人間文化研究情報資源共有化研究会報告集，6，

印刷中．

榎原雅治，2016，歴史学における地殻災害の研究の今後について，地殻災害の軽減と学術・教育，205-216．

西山昭仁，2016，歴史地震史料を用いた地理情報システムの構築に向けて，人間文化研究情報資源共

有化研究会報告集，6，印刷中．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　既刊地震史料集に記載されている史料について、タグ付け作業、XMLデータ化作業、校訂作業を継

続する。その際に、地震やその被害に関する時間・空間情報及び被害情報の抽出を行う。また、既刊



地震史料集に未収録の地震関連史料を調査・収集し、新出史料のデータ化を実施する。更に、校訂作

業済みの史料について順次データベースに搭載していく。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東京大学史料編纂所 　佐藤孝之・他 5名

他機関との共同研究の有無：有

東京大学地震研究所 　佐竹健治・西山昭仁

京都大学地域研究統合情報センター 　原正一郎

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学史料編纂所

電話：03-5841-5997

e-mail：

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：佐藤孝之 　

所属：東京大学史料編纂所



平成 27年度年次報告

課題番号：2701

（１）実施機関名：

新潟大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

日本海沿岸地域を中心とした地震・火山噴火災害関連史料の収集と分析

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ア. 史料の収集とデータベース化

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

イ. 考古データの収集・集成と分析

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　各地の文書館・図書館等の史料保存機関に所蔵されている歴史資料を調査し，日本海沿岸を中心と

した地震・火山噴火に関連する前近代の史料を収集して翻刻を行う。重要な史料については,理系の研

究者等にも理解しやすいように丁寧な校訂者注を付ける。収集・翻刻した新たな地震・火山噴火災害

関連史料については，地震別に整理し ,それをさらに藩領等地域別に分類し，活用しやすいように編集

し，データベースを構築する。このデータベースを活用し，歴史時代における日本海沿岸地域の地震

活動について,地形等の地域的特徴を分析した上で，近代的な観測データとの統合を目指す。日本海沿

岸の地震関連の考古データも収集し，分析・検討の材料とする。災害絵図については,絵図に記された

文字を読み込みトレーズ図に文字情報も組み込み,データベースに収める。また，既刊地震・火山噴火

災害関連史料集所収史料のうち，総家数・倒壊家屋数・即死者数が記載され,家屋倒壊率・即死者率が

導き出すことができ,近代的な観測データとの比較・検討が可能な良質の史料については，原本調査と

校訂作業を行い信頼できる史料を作成し，地震別・地域別に分類してデータベースを構築する。さら

に，このデータベースに収められた史料に記載された村の総家数，倒壊家屋数・即死者数を詳細に分



析・検討して，地域別の被害表等を作成する。家屋倒壊率・即死者率は地形によって異なるので，被害

率表を作成する際には地形の検討も行う。この検討により，前近代の史料により震源域を特定する方

法を確立する。また，データベースに収められた史料から従来明確にされてこなかった「半潰」とは

いかなる被害状況を示しているのかを明らかにする等の検討を行うことを通じて，現在の前近代の震

度を出す方法を再検討し，あらたな震度を算出する方法を確立する。津波については到達点を史料か

ら導き出し，また，土砂災害については，即死者率から被害地点を特定する方法を構築し，防災・減

災に貢献したい。データベースにおさめられた史料，被害絵図の中からさらに防災教育に役立てられ

るものを選び出し，現代語訳やわかりやすい図に直す工夫も行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26年度においては、各地の文書館・図書館等の史料保存機関に所蔵されている歴史資料の調査

を行い，地震・火山噴火に関連する前近代の史料を収集・翻刻し，地震別・地域別に整理しデータベー

スを構築する。また，既刊地震・火山噴火災史料集所収の史料について原本調査と校訂作業を実施し，

地震別・地域別に整理してデータベースを構築する。

　平成 27・28・29年度においては、地震・火山噴火などに関する新たな歴史資料の調査・収集・翻刻

及び，既刊地震・火山噴火史料集所収の史料の校訂作業を継続して実施し，成果のデータベース化を

推進する。平成 27・28・29年度は,歴史学・考古学共同の研究集会を開催し，データの共有化を計り，

活用の方策を検討する。

　平成 30年度においては，地震・火山噴火などに関する新たな歴史資料の調査・収集・翻刻及び既刊

地震・火山噴火災史料集所収の史料の校訂作業を継続して実施し，成果のデータベース化を推進する。

さらに，データベースに収められた史料の村の総家数，倒壊家屋数・即死者数を詳細に分析・検討し

て，地域別の被害率表等を作成する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　平成 27年の主な成果は以下のとおりである。

1. 各地の文書館・図書館等の史料保存機関に所蔵されている歴史資料の調査と、既刊地震・火山噴火

災史料集所収の史料の原本調査と校訂作業

（1）岐阜県歴史資料館,国立公文書館,長岡市立中央図書館文書資料室,新潟市新津図書館小泉蒼軒文

庫,愛知県西尾市岩瀬文庫の原本調査と校訂作業をおこなった。

（2）1858年飛越地震の被害一覧表の作成

　一つの文書に広域の村ごとの家数、皆潰数、半潰数、死亡者数が記された史料は、震源域や被害原

因を明らかにできるものであり重要である。1858年飛越地震の被災地である飛騨地域にも一つの文書

に広域の村ごとの家数・皆潰数・半潰数・死亡者数が記された史料、「飛騨国村々大地震先御届出」が

ある。本史料はすでに『岐阜県史 　資料編 　近世八』に全文翻刻されているが、原本で確かめると、

本文の翻刻に誤読や脱落の箇所があり、また翻刻の体裁が原本に忠実でなく、抹消部分の記載・未記

載などの翻刻基準の不統一があることがわかった。家数や人数など数値の読み誤りは、これをもとに

行われた被害分析の信頼度をそこなうことになる。被害数が確定されなければ、家屋被害率は導き出

せない。『岐阜県史 　資料編 　近世八』の翻刻では、被害数を正確に理解することは困難である。そこ

で、あらためて原本によって翻刻をし直し、1858年飛越地震飛騨国被害一覧（51か村）を作成した。

この表によって、正確な家屋被害数、一軒当り死亡者数が導き出すことができる。

（3）1828年三条地震における広域情報の集積

　文政 11年 (1828)越後三条地震に関する諸記録の形成のされ方の検討を行なうことにより、各史料

の総合的研究により幕府ヘの報告の全体像はほぼ把握が可能になった。その過程で既刊地震史料の翻

刻の修正もおこなうことができた。

　三条地震の被災地は複数の所領にまたがり、公式の被害調査・報告は所領単位になされたため、そ

の被害の全貌を把握するのは困難である。所領単位で集計された幕府への報告を筆録したと見られる



記録は、前平戸藩主松浦静山による『甲子夜話』、亀山藩士及川家文書中の「地震ニ付御領所損所死人

怪我人御届写」、西尾市岩瀬文庫中の『警余録』等が知られるがいずれも断片的な記録である。しかし

これらを比較対照することによって、幕府に報告された被害の全容を把握した。

（4）DVD『新潟地震とその復興の記録一新潟市立白山小学校に残された 8ミリフィルム映像』を制作

した。本 DVDは、新潟市の小学校において防災教育に活用された。

2 　家屋倒壊率の検討

　〔（全潰戸数）＋ 0.5×（半潰戸数）〕を全戸数で除したものをパーセントで示し、これを家屋被害

率とすることの問題点を明確にした。

　（宇佐美ほか 1979）の 1858年飛騨国地震における家屋倒壊率の理解は、〔（全潰戸数）＋ 0.5×（半

潰戸数）〕を全戸数で除したものをパーセントで示したものである。この方式は、（宮村摂三 1945）の

提案が最初である。

　この方式について、（宮部直己 1946）は、全潰率が大きい場合、全戸数に限りがあるということか

ら必然的に半潰率は小さくなるのから、宮村氏の方式に従うと半潰率の影響の加わり方が小さすぎる

のではないか、と問題点を指摘した。

　それに対し、（宮村 1946）は、半潰の重みについてはとにかく便宜的にとったもので、全潰が 100

％に近いところ以外では、これで大勢に影響がなく,一応のめやすとしてよいのではないかと思う、と

答えている。

　宮村氏は半潰の重みを全潰の 50％としたのは便宜的にとったものだとする。半潰の重みについて、

具体的な個別事例を検討したうえでの理解ではない。半潰の重みを全潰の 50％とすることについて根

拠は示されていない。半潰とはどのような潰れ方をいうのか。

　1828年三条地震の史料によると、潰家とは家が揺れ潰れて家族が家の下敷きになる状態をいう。「潰

家」は全壊家屋と見なしてよかろう（矢田 2012）。

　では、半潰とはどのような潰れ方を示すのか。1828年三条地震の資料から新発田藩中之島組（長岡

市）の死亡者 41人の内訳をみると、半潰で死者があった事例が 1件のみである。このとき死亡したの

は子どもで、間仕切りの壁が揺り落ちたために圧死している。

　この事例を見る限り「半潰」の家屋で死者が出ることはめったにないと考えられる（矢田 2012）。死

者のあまりない「半潰」家屋は本当に全潰家屋の 50％としてよいのであろうか。

　半潰とはどのような潰れ方なのか、多くの事例をもとに検討することが重要である。半潰の重みを

明確にできないのであれば、現段階では家屋倒壊率は家屋全壊率とするのが妥当であると考える。

3 　災害絵図の調査と地形・地質調査

（1）1833年庄内沖地震被害絵図の調査 　庄内沖地震の被害絵図が存在する 1833年庄内沖地震津波到

達点研究のための能登輪島地区の GPS測量調査を行い、同時に、1964年新潟地震津波到達点研究の

ための佐渡両津地区の GPS測量調査を行った。

（2）飛越地震被害絵図の自然地理学的調査 　1858年飛越地震にともなう山崩れと天然ダム形成に関す

る自然地理学的調査の成果を取りまとめ、歴史地理学会で発表し、絵図に描かれた災害の様子を自然

科学的に検証できた。

（3）火山噴火調査 　片貝家ノ下遺跡（秋田県大館市）において、平安十和田噴火に伴うラハールによっ

て埋没した家屋を対象に行った。

4 　日本海沿岸地震関連考古データの収集

（1）地震痕跡―分布の偏りとその背景―

　昨年度収集した新潟県の地震関連考古データを、「地震と遺跡―新潟県―」として発表した（齋藤

2015）。2015年度も引き続き収集を行い，糸魚川市域の例を追加した。「地震と遺跡?新潟県?」のうち、

「地震痕跡―分布の偏りとその背景―」について以下述べる。

　新潟県域で検出されている地震痕跡の多くは、液状化と関わる。そして、そのほとんどは新潟平野

でみいだされ、高田平野では一例にとどまる。この偏りは、何に起因するのか。



　高田平野は地震の空白域でない。高田地域には活断層が存在し、例えば 1751年高田地震では高田城

下町屋地域の家屋被害率は、全壊率 71％、全半壊率 85％にも達した（矢田・卜部 2011）。

　高田平野に液状化痕跡が乏しい理由として、段丘化による地下水位の低下を挙げることができる。

（1）砂地盤である（地下 2～3メートルの浅い位置に砂層が存在する）、（2）Ｎ値が低い（砂がふんわ

りと溜まっていて締め固まっていない）、（3）緩い砂の層が地下水で満たされている、といった液状化

の 3条件に照らしあわせると（国土交通省北陸地方整備局・地盤工学会北陸支部 2012）、高田平野の

大部分が条件（3）を欠く。

　高田層は、高田礫層、下部高田層、上部高田層に区分される。このうち上部高田層の層厚は 30メー

トル程で、粘土層やシルト層からなり、砂層や礫層を一部に挟む（長谷川 2002）。

　このような条件下では、激しい震動が加わり、水圧が高まっても、大規模な液状化は発生しにくい。

噴砂となって粘土層を引き裂くことができないため、水平方向の微弱な移動にとどまるからである（例

えば、齋藤 2015の写真４）。層の堆積と直交する噴砂脈に比べて発見率も低下する。

　大規模地震が発生する地域であるにも関わらず、高田平野で液状化痕跡が乏しい理由として、（ア）

段丘の発達と（イ）厚い粘土層とが挙げられる。新潟平野であれば液状化するレベルであっても、高

田平野では痕跡が残らない可能性は充分にあり得るのである。当然、液状化の「しやすさ」・「しにく

さ」を弁えず、ただ痕跡の存否のみをもって被災範囲を絞り込むことは適切でない。

　日本海沿岸地震関連考古データの収集で実施した収集データの特徴から、噴砂等の液状化痕跡が発

生しやすい低地と、そうでない低地があること、また発生年代についての再検討を要するデータがあ

ることが推定され、現在、調査時の写真や現在の土器編年研究に照らし合わせて再検討を進めている。

　例えば、愛知県一宮市木曽川町門間沼（かどまぬま）遺跡の 94Ca区方形土坑 SK51にみられる噴砂

は、14世紀中頃とされ、これが 1361年康安南海地震に対応する東海地震発生の可能性を示すものと

して取り上げられてきた（服部 1995。1998）。

　しかし、この指摘後に刊行された同遺跡の本報告を縦覧する限りでは（愛知県埋蔵文化財センター

1999）、14世紀を示す確実な証拠は記されていない。このことからすると、1361年康安南海地震に対

応する東海地震発生の可能性を示すものとして門間沼遺跡を位置づけることは保留とすべきであろう。

論拠の見直し、編年観の見直しもあわせて行っていく必要がある。

（2）1828年三条地震震源域内と考えられる新潟県見附市福順寺境内の試掘調査、墓標調査、史料所蔵

調査

　試掘調査では、地震の痕跡を示す焼土・灰層やその後の整地層は見いだせなかったが、地震前の本堂

が現存する本堂と位置もしくは規模が異なる可能性が出てきた。また墓標調査により、この地震の死

者のものとみられる墓標を発見した。史料調査では，同寺の本堂・庫裏が全壊した文書を発見し、翻

刻と解説を行った。

「福順寺記録」（文政 11年～天保 14年）の全文翻刻を行なっているが、その一部を掲げる。

文政十一戌子年十一月十二日朝五ツ時大地震、御堂・庫裏潰、焼失、住持圓輪在三条、新発意圓融在

長岡、惣村潰れ、即死五拾人、此時当寺伝来之宝物不残焼失、祖師聖人御真影、蓮如上人御影、七高

祖、教如上人御影、御絵伝、七百代御本尊、当寺開基安入御供、壱貫代御本尊、先住之代他より申受

ル、老母焼死、其外御免書・過去帳・記禄類・仏具・法器・家財一種も不残焼失 　

御本尊、太子、小体之金仏在灰の中、釣鐘、焼残り給ふ、噫今日如何なる日に哉
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置環東アジア研究センター（編）、「環東アジア地域における社会的結合と災害」、新潟大学人文社会・
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（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
前近代歴史地震史料研究会（編）、2015、「前近代歴史地震絵図資料集成」、新潟大学・災害復興科学
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齋藤瑞穂、2015、地震と遺跡-新潟県-、前近代歴史地震史料研究会（編）「歴史学による前近代歴史地

震史料集」、新潟大学人文学部、149-159。

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　平成 28年度は,日本海沿岸地域を中心に、地震・火山噴火などに関する新たな歴史資料の調査・収

集・翻刻及び，既刊地震・火山噴火史料集所収の史料の校訂作業を実施し，成果のデータベース化を

推進する。秋には歴史学・地理学・考古学共同の研究集会を開催し ,データの共有化を計り,活用の方

策を検討する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
新潟大学災害・復興科学研究所矢田俊文・原直史・中村元・小野映介

新潟大学人文学部堀健彦・齋藤瑞穂

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：新潟大学災害・復興科学研究所

電話：025-262-7051

e-mail：

URL：http://www.nhdr.niigata-u.ac.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：矢田俊文 　

所属：新潟大学災害・復興科学研究所



平成 27年度年次報告

課題番号：2702

（１）実施機関名：

新潟大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

過去の災害事例に基づく減災科学に係る研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

（４）その他関連する建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　新潟県において、過去に経験した焼山火山災害、新潟地震、中越地震、中越沖地震等を契機とし進

めてきた「災害メカニズムの調査研究」に基づき、地域安全の確保を目的とした火山・地震災害の事

例研究を実施する。研究成果を事例とし、地震・火山噴火に係る知見の発信技術について開発を実施

する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　焼山火山災害、新潟地震、中越地震、中越沖地震等評価・検証し、今後想定される同様の地域にお

ける地震災害における多くの国民の財産、豊かな暮らしを守る機能の保全・維持を目指すために、災

害事例の研究を実施する。研究成果を事例とし、地震・火山噴火に係る知見の発信技術について開発

を実施する

　平成２６年度：新潟地震 50周年、焼山火山災害 40周年、新潟中越地震 10周年を迎える年を契機と

して、火山・地震災害の被害やその後の復旧状況を評価・検証する。地震・火山噴火に係る知見の発

信技術についての調査を実施する。

　平成２７年度： 　引き続き過去の災害の状況を評価・検証する。地震・火山噴火に係る知見の発信

技術についての検討を実施する。

　平成２８年度～平成２９年度：過去の災害事例に基づく災害発生機構を精査する。災害事例の研究

を実施する。研究成果を事例とし、地震・火山噴火に係る知見の発信技術プロトタイプの検証を実施

する。

　平成３０年度：さらなる研究の検証、研究のとりまとめと発信を実施する。

（８）平成 27年度の成果の概要：

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：



（10）平成 28年度実施計画の概要：

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
新潟大学 　危機管理本部危機管理室/災害・復興科学研究所（協力） 　教授 　田村圭子

新潟大学 　災害・復興科学研究所 　助教 　井ノ口宗成

他機関との共同研究の有無：有

東京大学地震研究所 　教授 　加藤尚之

東京大学地震研究所 　教授 　森田裕一

兵庫県立大学環境人間学部／大学院環境人間学研究科 　准教授 　木村玲欧

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：新潟大学危機管理室（総務部総務課）

電話：025-262-6022

e-mail：rmo@adm.niigata-u.ac.jp

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：田村 　圭子 　

所属：新潟大学 　危機管理本部危機管理室/災害・復興科学研究所（協力）



平成 27年度年次報告

課題番号：2801

（１）実施機関名：

東京大学大気海洋研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

津波地震を励起する浅部プレート境界断層の実態解明と物性変動モニタリング

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　既存・新規のMCS探査データおよび ODP/IODP掘削データを用い、南海トラフで津波地震を励起

する巨大分岐断層とデコルマの構造、摩擦特性、間隙水圧などの分布を、空間的に途切れることなく

高精度で明らかにする。また、沈み込みインプット（subduction input：沈み込む堆積物と海洋性地殻）

は巨大分岐断層とデコルマの発達過程や間隙水圧変動に最も大きく影響するため、南海トラフに沈み

込む直前の四国海盆堆積物と海洋性地殻の 3次元広域変化を明らかにする。

巨大分岐断層やデコルマに沿った地震性滑りの将来挙動を予測する上で、断層の物性変動の長期モニ

タリングは極めて重要である。断層の間隙水圧異常が巨大分岐断層やデコルマに沿った地震発生・破

壊エネルギーの伝播に重要な役割を果たすと考えられるため、断層面付近の音響インピーダンスのコ

ントラストを示す反射係数に着目し、反射係数から間隙水圧を推定する手法を新たに開発する。さら

に、time-lapse MCS調査（繰り返し観測により時間変化を捉える調査）により、反射係数（間隙水圧）



変動のモニタリング手法を開発する。巨大分岐断層の海底付近堆積物と海水からヘリウム同位体比

（3He/4He）を定期的に測定し、巨大分岐断層に沿った間隙水圧変動をモニタリングする。

（７）本課題の５か年計画の概要：

巨大分岐断層とデコルマを対象とする新規の 2次元高分解能MCSデータを取得するため、東京大学

大気海洋研究所の「可搬式反射法地震探査システム」を搭載した学術研究船「新青丸」を利用する。4

か年間、巨大分岐断層の海底堆積物と直上海水からヘリウムを観測する。

【平成 27年度】においては、(1)断層面付近の音響インピーダンスのコントラストを示す反射係数に着

目し、反射係数から間隙水圧を推定する手法の開発に着手する。(2)既存の四国海盆MCSデータを用

いた堆積層の岩相層序解析を行い、デコルマ相当層準をマッピングする。また、四国海盆の海洋性地

殻最上部の 3次元形状変化を求め、デコルマの発達過程において沈み込む海洋性地殻の影響を解明す

る。(3)既存の四国海盆MCSデータと深海掘削データとの統合解析（Seismic Inversion）を行い、堆積

層の間隙率と間隙水圧を求め、デコルマ相当層準の剪断強度を明らかにする。

【平成 28年度】においては、(1)反射係数から間隙水圧を推定する手法を開発する。(2)巨大分岐断層

とデコルマの発達が顕著な熊野沖南海トラフに直交する測線上で稠密MCSデータを取得し、巨大分

岐断層とデコルマの反射係数を求める。(3)既存・新規のMCSデータと深海掘削データを用いた構造

解釈と物性解析を行い、巨大分岐断層とデコルマの実態（構造と物性）を明らかにする。(4) 海底地

形データとMCS断面図を用い、南海トラフ付加体の傾斜角度とデコルマの傾斜角度を求めることで、

Coulomb Wedge Theoryに基づくデコルマの摩擦係数を推定する。

【平成 29年度】においては、(1)既存MCSデータが十分でない四国沖南海トラフに直交する測線上で、

MCSデータを取得する。また、南海トラフ隣接の四国海盆で沈み込みインプットを対象に、トラフに

平行する測線上で MCSデータを取得する。(2) MCSデータと深海掘削データを用いた構造解釈と物

性解析を行い、巨大分岐断層とデコルマの実態（構造と物性）を明らかにする。(3) 海底地形データ

とMCS断面図を用い、南海トラフ付加体の傾斜角度とデコルマの傾斜角度を求めることで、Coulomb

Wedge Theoryに基づくデコルマの摩擦係数を推定する。(4)四国海盆MCSデータと深海掘削データと

の統合解析（Seismic Inversion）を行い、堆積層の間隙率と間隙水圧を求め、デコルマ相当層準の剪断

強度を明らかにする。

【平成 30年度】においては、(1)熊野沖南海トラフの稠密MCS調査範囲で、平成 28年度に続く 2回

目のMCS調査（ time lapse）を行い、巨大分岐断層とデコルマの反射係数を求めることで、間隙水圧

の時空間変動を求める。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　浅部プレート境界断層（デコルマ）の発達過程において沈み込む堆積物の影響を解明するため、四

国海盆MCSデータと深海掘削データとの統合解析を行い、沈み込む堆積層の 3次元間隙率を求めた。

四国海盆MCSデータとして、2006年に JAMSTEC（国立研究開発法人海洋研究開発機構）が熊野沖

四国海盆で取得した 3次元MCSデータ（3.5× 52 km）を使用した。また、IODP南海トラフ地震発

生帯掘削計画のサイト C0006、C0007、C0011、C0012のコア試料と検層データ（P波速度、密度、間

隙率）を深海掘削データとして用いた。

　3次元 MCSデータの処理結果である 3次元 PSTMデータの高分解能を図るため、音響インピー

ダンス（Acoustic Impedance）インバージョンを行った。まず、掘削サイト上の P波速度と密度デー

タを用いて初期音響インピーダンスプロファイルを作成し、PSTMデータから抽出したソースウェー

ブレットを用いて地震波プロファイル初期モデルを作成した。また、インバージョンの制約条件とし

て 7層のホライゾンを設定し、それぞれの層面におけるピッキングを行った。地震波プロファイルモ

デルが MCS断面と合致するように音響インピーダンスプロファイルを反復計算し、その結果を 3次

元 PSTMデータ全体に適用して 3次元音響インピーダンスデータ（図１）を得た。更に、深海掘削

データと 3次元MCSデータを統合し 3次元間隙率分布を推定するため、マルチアトリビュート解析



（Multi-attribute Transform）を行った。マルチアトリビュート解析とは、MCSデータに含まれる複数の

地震波属性（Seismic Attribute）を同時に利用し、深海掘削データとの統合解析を行うことで地殻内部

の物性検知を可能とするツールである（Hampson et al., 2001）。マルチアトリビュート解析では、推定

したい疑似掘削データ（Target Log）を設定し、実際掘削データとMCSデータとの関連性を用い、3次

元MCSデータの全領域で Target Logを推定する。今回のマルチアトリビュート解析では、Target Log

として間隙率を設定し、4つの掘削サイト（C0006、C0007、C0011、C0012）上の間隙率データと 3次

元 PSTMデータを用いた。掘削データ（間隙率）の時間領域変換には、各々の掘削サイト上の P波速

度を用いた。また、3次元音響インピーダンスデータ（図１）を外部アトリビュートとして採用すると

ともに、地震波属性の最適な組み合わせを決定するため Stepwise Regression手法を用いた。Stepwise

Regression解析の結果、4つのアトリビュート（Acoustic Impedance、X-Coordinate、Integrated Absolute

Amplitude、Filter 5/10-15/20）を採用した。4つの掘削サイトで 4つのアトリビュートを用いたMultiple

Attribute Regression解析の結果、間隙率の測定値（Actual Porosity）と推定値（Predicted Porosity）に

0.76の Cross-correlationが判明した。4つの掘削データ（間隙率）とMCSデータの間で抽出されたマ

ルチアトリビュート関連性を 3次元 PSTMデータ全体に適用し 3次元間隙率データ（図２）を得た。

　3次元間隙率と岩相層序の解釈の結果、四国海盆の合計 7つの層準において間隙率の著しい変化が

認められる（図３）。間隙率は概ね海底面から深度を増すに従い低下する傾向を示すが、一部におい

て間隙率の逆転を伴う間隙率異常域が見られ、この異常域は陸側に向かって発達する傾向を示す。ま

た、サイト C0011上の間隙率異常域中に見られる低間隙率層と、比抵抗並びに自然ガンマ線の検層値

とを対比した結果、樫野埼海丘周辺に限定的に分布するチャネル堆積物が存在する可能性が示唆され

た。同一層準において、南海トラフに沿った間隙率変化はほぼ認められず、これは 3次元MCSデータ

領域の狭い幅（約 3.5 km）との関連性が考えられる。一方、四国海盆から南海トラフに向かって（ト

ラフに直交方向）間隙率が低下する傾向を示す。間隙率の低下は特に南海トラフで目立つ。

　間隙率が陸側に向かって、特に南海トラフで顕著に低下する要因には Loading効果が考えられる。

トラフの最上部に堆積するタービダイトの Loading効果で、沈み込む四国海盆堆積層の脱水が進行し、

間隙率が低下する。更に、最上部タービダイトの直下では上部四国海盆（Upper Shikoku Basin）堆積

層の内部でスラスト断層が発達し、堆積層が厚くスタックすることで、下部四国海盆（Lower Shikoku

Basin）堆積層は Tectonic Loadingを受け、脱水が著しく進行し、間隙率がより低下することが考えら

れる（図３）。脱水による流体は、透水性の高い砂岩層準に沿って四国海盆側へ移動し、結果的に南海

トラフと樫野埼海丘周辺との間隙率コントラストに寄与すると推測される。一方、南海トラフの砂岩

層準の一部においては、MCS断面図上のホライゾンの連続性が悪く、間隙率の逆転も認められる。こ

れは、脱水した流体の一部が垂直方向へ移動することを示唆する。陸側の付加体の底部に発達するデ

コルマは、海底チャネル堆積物で特徴づけられる中部四国海盆（Middle Shikoku Basin）堆積層で発達

する。南海トラフにおける間隙率低下は、中部四国海盆堆積層でも著しく、デコルマの強い剪断強度

を招く可能性が高い。中部四国海盆堆積層以深の低間隙率とこれに関連する P波速度の増加は、熊野

沖付加体の底部に発達するデコルマの反射極性（正）とも整合的である。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Jin-Oh Park (2015), 3D Porosity Estimation of the Nankai Trough Sediments from Core-log-seismic Inte-

gration, Abstract T51A-2856 presented at 2015 Fall Meeting, AGU, San Francisco, Calif., 14-18 Dec.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　反射係数から間隙水圧を推定する手法を開発する。宮城沖日本海溝域で高分解能MCSデータを取

得すると共に、海水試料と海底堆積物試料を採取する。海水・堆積物試料に含まれるヘリウムを抽出

し、希ガス用質量分析計を用いてヘリウム同位体比を測定する。今回のヘリウム同位体比の分析結果

を 2011年の分析結果と比べ、巨大分岐断層に沿った流体移動の変化を追跡する。南海トラフにおいて

既存の MCSデータと深海掘削データを用いた構造解釈と物性解析を行い、浅部プレート境界断層の



実態（構造と物性）を明らかにする。海底地形データとMCS断面図を用い、南海トラフ付加体の傾斜

角度とデコルマの傾斜角度を求めることで、Coulomb Wedge Theoryに基づくデコルマの摩擦係数を推

定する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
朴進午、芦寿一郎、山口飛鳥、佐野有司、高畑直人

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学大気海洋研究所国際・研究推進チーム

電話：04-7136-6009

e-mail：iarp@aori.u-tokyo.ac.jp

URL：http://www.aori.u-tokyo.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：朴進午 　

所属：東京大学大気海洋研究所

図１．熊野沖南海トラフと四国海盆の 3次元音響インピーダンス。



図２．熊野沖南海トラフと四国海盆の 3次元間隙率。

図３．熊野沖南海トラフと四国海盆における 3次元間隙率の Inline number 95の断面図。
太い点線は上部四国海盆（Upper Shikoku Basin）堆積層の内部で発達するスラスト断層を示す。USB: Upper Shikoku
Basin、MSB: Middle Shikoku Basin、LSB: Lower Shikoku Basin。



平成 27年度年次報告

課題番号：2802

（１）実施機関名：

東京大学大気海洋研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

地球物理・化学的探査による海底火山および海底熱水活動の調査

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

イ. 熱水系の卓越する火山

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

(4)研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

4. 研究を推進するための体制の整備

(3)関連研究分野との連携の強化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　日本近海の鹿児島湾から南西諸島海域の島弧系及び背弧海盆において、継続的に海底火山や海底熱

水活動を調査し、火山活動度の変化や新たな熱水活動域を明らかにする。また、海底地形の高まりが

火山かどうかを物理的・化学的探査により判別する。具体的には、ヘリウム－ 3、二酸化炭素、メタ

ンの濃度及び同位体組成の詳細分布図を作成し、火山活動が活発な海域の把握や活動度の経時変化把

握に役立てるための一次情報を得る。活動を休止した火山においては、海底地形や岩石分析、磁気異

常の物理探査が有効であり、熱水系の広がりやテクトニックセッティングを調査する。これらの調査

を効率的に行なう方法を開発し、若手研究者を育成して、将来持続的に観測できる体制を整える。



（７）本課題の５か年計画の概要：

　海底火山の活動や噴火の可能性を把握する事は船舶航行における防災に必要不可欠である。とりわ

け鹿児島湾から南西諸島海域においては海底活火山と関連づけられる熱水活動が水深の浅い海域に多

く見られ、それらが噴火した際に直上に船舶がいた場合には重大な被害の可能性も懸念される。海底

地形のデータからある程度海底火山の場所を推定する事は可能かもしれないが、それが本当に火山で

あり、どの程度活動的なのかを判断する事は難しい。

　そこで我々は火山性ガスの強力な指標となるヘリウム－ 3を中心とした、マグマ・熱水由来の成分

（pH、濁度、溶存炭素同位体、メタン、マンガンなど）の海水中の三次元分布とその時系列変化を明

らかにし、その分布を詳細な海底地形と比較する事で、海底活火山の場所や活動度を把握する事を目

的として調査を進める。マグマ由来成分の放出は活動的である証拠であり、その成分組成や放出量か

ら火山の特性を把握する事が可能である。海水中での保存性が異なる元素を比較する事で活動的な放

出源を特定し、成分増減の経時変化から活動度の変化を検出する事で噴火兆候の早期把握に役立てる。

本課題では、特に鹿児島湾北部の若尊カルデラや薩摩硫黄島など南西諸島海域において、継続的に海

底熱水活動を調査するとともに、未知の熱水活動の発見には音響測深器を用いて効率的な観測を目指

す。また現場化学分析計 GAMOS（鉄やマンガンの分析）の係留による熱水の長期継続モニタリング

も視野に入れ、その手法や装置の改良を検討する。さらに地球最大の火山が中央海嶺系であることか

ら、日本の火山とはテクトニックセッティングが異なる中央海嶺系火山の物理的・化学的性質を理解す

ることが、日本の火山の性質をより理解することにつながるであろう。そこで観測対象は日本近海だ

けでなく、中央海嶺系など他の海域の海底火山も対象とし、その性質の違いを調べることにより、日

本の海底火山のより深い理解を目指す。

　平成 27年度については、奄美大島西方海域における熱水組成の把握を行う。また継続的に調査して

いる海域である鹿児島湾、薩摩硫黄島周辺海域、小宝島周辺海域、奄美大島北方海域において、火山

性成分の経時変化が見られるかを検証する。特に口之永良部島に近い薩摩硫黄島周辺海域で重点的に

調査を行う。これら調査のために海洋研究開発機構新青丸のシップタイムを既に確保済みである。平

成 28年度以降については、新青丸の航海計画を申請し、観測空白域を埋めるとともに経時変化を把握

する。航海以外の期間は、無人島を含む陸上火山の噴気や熱水の分析を行う。最終的に平成 31年度ま

でに、鹿児島湾から南西諸島にかけての 3He、二酸化炭素、メタンの濃度及び同位体組成の詳細分布

図を作成し、火山活動が活発な海域の把握や活動度の経時変化把握に役立てるための一次情報を得る。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　平成 27年 7月の新青丸の研究航海KS-15-7次航海において鹿児島湾内の海底熱水活動の調査を行っ

た。当初の計画では、薩摩硫黄島や小宝島周辺海域、奄美大島西方海域も調査の対象としていたが、

海況の悪化により断念し、鹿児島湾内のみの調査となった。継続して観測している若尊カルデラなど

で、ヘリウム分析用の他にメタン分析用の海水も採取した。

　平成 27年 2月の白鳳丸の研究航海 KH-14-6次航海でマリアナ海域から採取した深層海水を分析し、

海底熱水活動により放出されたと考えられるマグマ性のヘリウムを検出した。ヘリウムの異常が大き

いところは、メタン濃度や濁度の異常も見られ、これらが海底熱水に由来するものであることを確認

した。得られたデータは、テクトニックセッティングの違う南西諸島海域の海底熱水活動と比較する

上で有用なデータとなる。

　３月と９月に木曽御岳周辺において温泉水の調査を行った。鉛ガラス製のガラスボトルに水上置換

法により遊離ガスを採取し、実験室に持ち帰った後すぐにガス組成やヘリウム、二酸化炭素などの同

位体を分析した。また、それまでの 30年以上にわたるヘリウムの観測結果をまとめ、平成 26年の噴

火に先立ち 10年前から異常があったことを明らかにし、Scientific Reports誌に発表した。このことか

らヘリウムが長期的な火山活動評価に役立つことを示した。また火山活動が活発化した箱根や草津白

根の陸上火山も調査を行った。



（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Sano, Y., T. Kagoshima, N. Takahata, Y. Nishio, E. Roulleau, D. L. Pinti and T. P. Fischer, 2015, Ten-year

helium anomaly prior to the 2014 Mt Ontake eruption. Sci. Rep. 5, 13069; doi: 10.1038/srep13069.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　継続的に調査している鹿児島湾から南西諸島海域において、海水中のヘリウムやメタン、二酸化炭

素を調査し、火山性成分の経時変化が見られるかを検証する。また無人島を含む陸上火山の噴気や熱

水の分析を行い、それらの火山の活動度を評価する。並行して、鹿児島湾などこれまでの観測で得ら

れた海水試料のヘリウムの分析を進め、海底火山活動の様子を探る。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
東京大学大気海洋研究所

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京大学大気海洋研究所国際・研究推進チーム

電話：04-7136-6009

e-mail：iarp@aori.u-tokyo.ac.jp

URL：http://www.aori.u-tokyo.ac.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：佐野 　有司 　

所属：東京大学大気海洋研究所



平成 27年度年次報告

課題番号：2922

（１）実施機関名：

公募研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

火山ガス観測による箱根山の熱水系構造解明と群発地震発生予測

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

イ. 熱水系の卓越する火山

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
大場は大学院生２名を伴い，およそ，一月に一度，東海大湘南キャンパス（平塚市）から箱根山を訪

れ，大涌谷地熱地帯の２地点において火山ガスを「国際的な標準方法」で採取し，研究室に持ち帰り，

化学組成（H2O, CO2, H2S, SO2, He, H2,O2, N2, Ar, CH4）および安定同位体比（D/H, 18O/16O）の測

定を行う．一方で，共同研究者の代田は，検知管を用いた迅速法で，１月に１度よりも高頻度で火山

ガスの観測を継続し，CO2/H2S比の時間変化と群発地震の発生の時間的な前後関係を追及する．

今年度は，箱根山に加え草津白根山と那須岳を観測対象に加える．草津白根山では 2014年の初頭か

ら微小地震が頻発し山頂域で山体の膨張が継続している．那須岳は静穏だが，極めて登山客が多い活

火山であり，御嶽山と同様に噴気の近くを登山客が通行するので，静穏時の火山ガスの組成を把握し，

将来の活発化に備えることを目的とする．

（７）平成 27年度の成果の概要：
【箱根山】

2015年 4月から 2016年 1月まで箱根山の大涌谷と上湯場の二か所で噴気の採取・分析を繰り返し実施

した．その期間内の 2015年 4月 26日から群発地震が発生し 6月末には小規模な噴火が発生した．こ

の火山活動の直前と同時期に，噴気の化学組成および安定同位体比に大きな変動が観測された．これ

らの変動は次回の群発地震および水蒸気噴火を予知するための信頼性の高い前兆として利用すること

ができる．しかし単なる経験則に頼ると前兆現象が単に偶然に起きた可能性を否定できず信頼性に乏

しい．先ず，2015年に起きた箱根山における変動を解釈しモデル化する．

　図 1によると大涌谷噴気の CO2/H2O比は 2015年 4月下旬の群発地震開始と同期して急激な上昇を

示している．CO2は典型的なマグマ性成分なので，群発地震と同期してマグマ性ガスの放出があった

と推定される．一方，噴気の水蒸気の安定同位体比（δD）は群発地震の開始に先立つ 2015年 2月か

ら急激な低下を示し，群発地震とほぼ同時に元の値に復帰した（図 2）．これらの変動は図 3に示すモ

デルのように解釈することができる．2015年 1月までは，マグマから放出されるガスは浅部熱水系に

供給され，その熱水系から地表に噴気が放出され，両者の流量は均衡していた．しかし，2015年 2月

からマグマを取り囲むシーリングゾーンが発達し，マグマから放出されるガスはシーリングゾーン内

に蓄積し，マグマを圧迫した．ここでシーリングゾーンとは，R.O.Frunier(1999)が提案している概念



で，マグマ性ガスの通路が二次鉱物（明礬石，黄鉄鉱，シリカ，硬石膏など）の沈積により自己閉塞

する現象である．一般にマグマ起源の H2Oのδ Dは天水起源地下水のδ Dに比べて高い．シーリン

グゾーンに阻まれ，2015年 2月から 4月にかけてマグマ性ガスに含まれる水蒸気の流量が減少し，天

水起源地下水との混合の結果生じる噴気のδ D減少を招いた（図 3の中央）．2015年 4月下旬にシー

リングゾーンは内部のガス圧増加により破壊し，マグマ性ガスが一気に浅部熱水系に注入された．こ

れが群発地震を引き起こし，小規模な水蒸気噴火の原因となった．この際に注入された余分なマグマ

性ガスが地表に抜けてしまえば火山活動は収束する．現に 2016年 1月現在で箱根山の地震活動は落ち

着いた状態にある．2015年の箱根山の火山活動を説明するためにマグマの上昇は必要ない．

　図 2に見られるようにδ Dの低下は顕著であり，群発地震の前兆現象として利用できる．図 4に火

山ガスの He/N2比の変動を示す．2015年 4月末の群発地震に先立ち，顕著な低下が起きている．一般

に日本のような島弧の火山でマグマ性ガスの He/N2比は 3.6× 10-4で，これに対し，空気の He/N2比

は 6.7× 10-6と小さい．群発地震に先立つ He/N2比の低下は熱水系に地表から空気が混入したことを

意味している（図 2中央）．前述したδ Dと He/N2比を合わせて観測することにより，今後，信頼性

の高い群発地震予知ができるかも知れない．

【草津白根山】

山頂火口湖の北側山麓に展開する東西方向に帯状に分布する地熱地帯の三か所（西から k1，k2，k3）

で噴気を採取し分析した．図 5に示されるように，CO2/H2O比は 2014年から低下傾向にあり，k1～

k3で共通している．また SO2/H2S比も同様に低下傾向にある．CO2と SO2はマグマ起源物質であり，

CO2/H2O比と SO2/H2S比の減少はマグマ活動の不活発化を示唆している．

【那須岳】

山頂溶岩ドームの西側の付け根に広がる地熱地帯の三か所，n1，n2，n3で噴気の採取・分析を行った．

これらの噴気の場所はそれぞれ無間地獄，姥が坂，姥が坂下である．噴気の放出量など，見かけの様子

は 2014年と 2015年で大きな変化は感じられなかった．図 5に示されるように，CO2/H2O比は 2014

年と 2015年でほとんど変化が見られなかった．SO2/H2S比は三か所の噴気で統一した傾向が見られ

なかった．那須岳噴気の CO2/H2O比は絶対値が箱根山や草津白根山に比べて低く，変動が少ないこ

とは，マグマ活動が静穏な状態であることを示唆している．

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
大場武（2015）化学で解き明かす火山噴火のメカニズム－御嶽山，箱根山に見る火山活動の実態．化

学，70 (11) p12～16．

代田寧，大場武，谷口無我，板寺一洋（2015）箱根火山活動の火山ガス観測からのアプローチ神奈川

県温泉地学研究所平成 27年度研究成果発表会講演要旨集，p15-16．

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
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代田 　寧 　神奈川県温泉地学研究所 　主任研究員
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平成 27年度年次報告

課題番号：2925

（１）実施機関名：

公募研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

十勝岳と雌阿寒岳における噴火推移の高分解能な解析とマグマ供給系

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

イ. 熱水系の卓越する火山

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
　本研究は平成 26年度からの継続研究であり，北海道の活火山の中で噴火準備段階にあると推測され

る十勝岳と雌阿寒岳の両火山におけるマグマ供給系モデルを具体的に構築し，水蒸気爆発に始まる噴

火推移とマグマ噴火過程の全体像を理解することを目的とする．

　十勝岳では，1962年噴火と 1988-89年噴火ではどちらも同質の玄武岩質安山岩マグマによって引き

起こされた噴火にもかかわらず，噴火様式がなぜ異なっていたかを見極める．そのために火山噴出物

の微細組織を定量的に解析する．今年度は 1962年噴火の 62-2火口近傍での地質調査を実施し，噴出

物層序の柱状図作成と記載，それら噴出物の岩石組織及び化学組成の分析を進める．1962年噴火につ

いてはその噴火推移が当時の観測記録や論文・報告書に記載されている．そのため，噴火推移とマグ

マの噴出過程との関係が一連の噴出物を通して岩石学的アプローチから明らかにできる噴火事例とな

る．このため，1962年噴火の火口近傍の露頭での噴出物層序と対比させながら，噴火推移と共にどの

ようにマグマの噴出過程が変遷していったのかを岩石学的に解析し，十勝岳におけるマグマ供給系の

モデルをたてることに研究の主眼をおく．

　雌阿寒岳では，平成 27年度の研究においては，過去 13000年間の噴出物試料を対象にして定量的な

岩石学手法によってマグマ供給系を解明し，短期的な時間スケールでの噴火推移とマグマ上昇・発泡

脱ガス・噴火に至る素過程との対応関係を明らかにしたい．そのために雌阿寒岳で最も新しいマグマ

噴火と考えられる 1000年前の火砕噴火による一連の噴出物，さらに阿寒富士玄武岩について XRF及

び EPMAによる分析，これまでの岩石学的研究成果を合わせて，マグマ溜り・火道・噴火に至るマグ

マ・プロセスを明らかにするとともに，気泡組織や石基結晶度及び斑晶の組成変化など微細組織を定

量的に解析してマグマ組成及び噴火過程の推移を考察し，雌阿寒岳の具体的なマグマ供給系の解明に

つなげていく．



（７）平成 27年度の成果の概要：
十勝岳 1962年噴火の推移と岩石学的検討から推定される噴火様式
　1962年噴火で形成した 62-2火口の東方 700mの露頭において下位から火山灰層（2層；C1-C2），

準プリニー式噴火による降下スコリア層（4層；G1-G4），主にストロンボリ式噴火による降下スコリ

ア・火山灰層（13層；G5-G17）が重なり，1962年噴火による一連の噴出物層序を認識できる（図 1）.

これら一連の噴出物層序を噴火推移に対比して，噴出物の気泡組織やマイクロライト数密度などの岩

石組織やガラスの化学組成に基づき，1962年噴火の噴火推移を考察した．

　各フォールユニットの破片粒子は，本質破片として高発泡スコリア（SAタイプ）・低発泡スコリア

（SBタイプ）・ガラス質岩片（LGタイプ），そして類質岩片から構成される．SAタイプはマイクロラ

イトの数密度が小さく，LGタイプのそれと同程度であるが SBタイプはその数密度が大きい．最下位

の火山灰層には少量の本質破片が含まれており，1962年 6月 29日 22時過ぎに始まった第一回目の噴

火（勝井ほか，1963；石川ほか，1971）は噴火様式としてはマグマ水蒸気爆発であったと考えられる．

第 2回目の噴火は 30日 2時 45分以降に始まり，噴煙柱を連続的に高く上げる（高度 12000ｍ）準プ

リニー式となり（対応する噴出物層は G1～G4），14時 30分ころには噴煙高度が低下したが，その後

もストロンボリ式噴火を繰り返し，やや衰えながら，7月 5日までマグマ噴火は断続的に続いた (Ｇ 5

～Ｇ 17層)．各フォールユニットの破片粒子の割合を調べた結果，G1層では LGタイプが多く存在し，

G2層では SAタイプが多くを占めた．G3層では類質岩片が 4割を占め，G4層以降では SBタイプが

増加している（図 2）．各フォールユニットの本質岩片の石基ガラス組成を分析した結果，G1層～G3

層よりも G4層～G17層のガラス組成の SiO2が高いことが認められた（図 3）．

　準プリニー式噴火の初期噴出物である G1層に LGタイプが含まれることは，この破片が発泡脱ガ

スした試料ではなく，地下水と接して急冷されたかガス圧の高まりで爆発した産物であることを示す．

62-2火口が開いたことにより，マグマが発泡し SAタイプの破片が大量に生じ，脱ガスでマイクロラ

イトが晶出した SBタイプも同時に噴出した準プリニー式噴火が起こったと考えられる（G2層）．そ

の後,62-3火口が開いて，その時，類質岩片の多い G3層が形成された．以後噴出率の低下で，脱ガス

した SBタイプ破片を多く含む噴火が断続的に続いたと推定される．

雌阿寒岳，阿寒富士の活動年代とマグマ供給系

　阿寒富士は雌阿寒岳の中で最も新しい火山体で，約 2,500年前～1,000年前までの 1,500年間活動し

たと考えられている．阿寒富士の噴出物は SiO2 = 50 56 wt.%（多くは SiO2 = 50 53 wt.%の範囲内で

あるが，これまで 1試料で SiO2 = 56 wt.%が報告されている）であり，雌阿寒岳の活動の中で最も未

分化なマグマが噴出している．本研究では，地質学的な見地から阿寒富士の活動年代と噴火史の再検

討，さたに岩石学的な検討によりマグマ供給系について考察を行った．

　阿寒富士由来の降下スコリアについて複数地点でサンプリングを行い，柱状図を対比させた結果，

17枚の堆積物の層（Akf-1～Akf-17）が確認できた（図 4）．今年度の調査で Akf-17の上に数 mmの

土壌を介して火山灰層を確認することができた．EPMAによるガラス組成の分析から，火山灰層は摩

周カムイヌプリ 1,000年前噴火火山灰（Ma-b）と白頭山 946-947年噴火火山灰（B-Tm）が混ざったも

のであることが分かった (図 5)．Akf-1～Akf-3には時間間隙を示す土壌が確認できるが，大きな時間

ギャップがあったとは考えにくい．したがって，活動開始の年代は未だ明らかとなっていないが，従来

考えられたようにおよそ 2,500年前から活動を開始し，1,000年前には活動が終了したことが明らかと

なった．

　阿寒富士の噴出物は主に玄武岩であり，その玄武岩は含まれる斑晶鉱物の特徴から 2種類に分類で

きる（Type Iと Type II）(表 1)．Type Iは，斜方輝石をほとんど含まないが，Type IIは斜方輝石を多

く含むことが特徴である（表 1）．Type Iと Type IIの鉱物化学組成（図 6）を比較すると，斜長石斑

晶コアについては，Type Iの方が Type IIに比べて Anのピークが高い．また，Type Iの普通輝石には

Mg-v.が 75を越えるものが存在するが，Type IIの斜方輝石には高Mg-v.を示す斑晶は存在しない．お

そらく阿寒富士の地下には Type Iと Type IIを形成する異なるマグマが存在したと考えられる．Type I

のマグマは阿寒富士の活動を通して噴出したが，Type IIのマグマはステージ 3の時期に活動したと思



われる．Type Iの普通輝石について，コアのMg-v.が 80を越えるものとコアのMg-v.が 70程度のも

のはリムで顕著な正累帯構造を示すのは同じであるが，後者についてはコアからリムにかけて逆累帯

構造を示している（図 7）．また，カンラン石斑晶が普通輝石に取り込まれることや他形の斜方輝石が

普通輝石の内部に取り込まれていることもある．したがって，Type Iマグマは 2種類のマグマの混合

によって形成している可能性がある．

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
・Wada,K., Sato,E., Anzai,K. and Baba,H (2015) Geological and petrological evidences for mingling and

mixing of magmas in the Me-akan and Taisetsu volcanoes, eastern and central Hokkaido, Japan. Geo-

physical Research Abstracts, Vol. 17, EGU2015-8767, EGU General Assembly 2015

・馬場輝・和田恵治（2015）大雪火山，御蔵沢溶岩のマグマ混合過程と苦鉄質包有物の成因. 　日本地

球惑星科学連合 2015年大会予稿集, SVC47-P15

・和田恵治・佐藤鋭一・日向宏伸・中塚裕 (2015)十勝岳 1962年噴火と 1988-89年噴火におけるマグ

マ活動の変遷. 日本火山学会 2015年度秋季大会講演要旨集, P61, p159.

・佐藤鋭一・和田恵治（2015）大雪火山，御鉢平カルデラ形成期の噴出物と噴火活動. 　火山，60，

159-166.
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図 1 　十勝岳 1962年噴火の噴出物

図 2 　十勝岳 1962噴火の噴出物層序と各タイプテフラ粒子の割合の変化



図 3十勝岳 1962年噴出物中の石基ガラスの組成

図 4雌阿寒岳山麓における阿寒富士テフラの総合柱状図

図 5 　阿寒富士 Akf-17の上位にある火山灰のガラス組成



表 1 　斑晶鉱物のモード組成

図 6 　阿寒富士の噴出物（Type 1と Type II）の斑晶コアの化学組成

図 7 　Type 1に含まれる普通輝石のラインプロファイル



平成 27年度年次報告

課題番号：2930

（１）実施機関名：

公募研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

公的研究機関以外が所有する計測データを用いた地下水の地震先行現象調査

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(3)先行現象に基づく地震活動予測

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
　現時点で東北地方太平洋沖地震に先行する地下水異常が確認されているのは，岩手県大船渡市の五

葉温泉源泉と同市正源寺の井戸である．海岸からより遠い被圧地下水の水位が低下した後に，海岸に

近い不圧地下水の水位が低下することについては，南海地震に関して小泉（2013）が前兆すべりによ

る定性的な説明を行っている．正源寺は海岸に近く，五葉温泉はより内陸に位置し，五葉温泉で地震

の約 3ヶ月前から水位が低下したのに対し，正源寺では約 1ヶ月前から水位が低下した．これは小泉

（2013）による定性的な説明に合致する．しかし，被圧地下水，不圧地下水ともに 1事例ずつしかない．

　明治三陸地震や昭和三陸地震では，個人宅の井戸で先行異常があったとの多数の記録が残っている

（吉村，2004）．現在は上水道が全国的に普及しているが，正源寺以外にも東北地方太平洋沖地震が起

きるまで，または，今も日常的に井戸水を使用しているところが少数はあると考えられる．正源寺に

加え別の場所での先行異常証言が得られれば，東北地方太平洋沖地震前に地下水異常があったことの

信頼度が増す．そこで，平成 27年度は三陸地方の巨大地震に対する先行現象の再現性をより確かなも

のにするために，吉村（2004）で異常が報告された地域を中心に，五葉温泉と正源寺以外の地下水異

常の事例を探し出す．さらに，同じ沈み込み帯の巨大地震である南海地震についても，過去にあった

地下水の先行異常現象について調査・整理し，現在行われている公的研究機関以外による地下水観測

等の状況を高知県の沿岸市町村を対象に調査する．

　地下水位の計測データについては，前年度の調査で宮城県が一般に公開している地盤沈下観測目的

の観測井 44本のうち，仙９観測井（深度 194mの被圧地下水）と多２観測井（深度 60mの被圧地下

水）の 2本で先行する地下水位低下が認められた．この公開データは月平均であるが，その元となる

日平均データが存在することは宮城県とのやり取りでわかっていた．そこで，本年度は情報公開制度

を利用して，仙９観測井と多２観測井の日平均データを入手して地下水位変化の詳細を調べる．

（７）平成 27年度の成果の概要：
　現在も日常的に井戸水（地下水）を使用している一般家庭は三陸地方にもあるであろうが，一軒一

軒で聞き取り調査をすることは現実的ではない．そこで，井戸が現存している可能性が大きい場所と

して，正源寺の例から寺院を中心に調査することとした．2016年 1月までに岩手県大船渡市，陸前高

田市，宮城県気仙沼市，南三陸町，女川町，石巻市の寺院 82ヶ所，神社 2ヶ所，個人宅 1ヶ所の計 85ヶ

所で聞き取り調査を行った．その結果，2011年 3月 11日までに日常的に井戸水を使用していたとこ



ろは 11ヶ所あった．そのうち，東北地方太平洋沖地震前に異常があったとしたのは，宮城県気仙沼市

の満福寺 1ヶ所であった．

　満福寺で得られた先行異常の証言は「濁り」であり，「渇水（減水）」はなかった（正源寺は渇水で濁

りについては不明）．濁りが認められた時期については，記憶が定かではなく明らかにはならなかっ

たが，水の濁りは地震発生後もしばらく続いたとのことであった．なお，この井戸は墓参りの際に使

われる約 5ｍ深の浅井戸で，これまで大雨の後でも濁りは見られないとのことである．残り 10ヶ所の

井戸については，東北地方太平洋沖地震前の異常はなかったものの，地震後に水の濁りまたは渇水が

認められたところがそれぞれ 1ヶ所ずつ，残りの 8ヶ所は地震の前後で異常はなかったとのことであっ

た．（満福寺を含め井戸水使用が確認された 11ヶ所では，聞き取り調査の結果を研究目的で使用するこ

との承諾を書面にて得ている．）

　梅田・板場（2014）によれば，四国太平洋沿岸部では 1946年南海地震前に 18ヶ所の井戸で水位低

下が確認されたが，29ヶ所では確認されなかった．このように地下水の先行異常では，それが認めら

れる井戸と認められない井戸があることが，真に先行異常と言えるかについての問題点になっている．

今回の調査の結果，東北地方太平洋沖地震に先行する地下水異常は 1ヶ所増えたものの，異常が認め

られなかった井戸も 10ヶ所増えた．1946年南海地震の前に水位が低下したのは，大きな河川のない

小さな三角州か砂州にある井戸（梅田他，2010），または，本震前の隆起域にある井戸である（梅田・

板場，2014）．東北地方太平洋沖地震については，1946年南海地震に比べまだ事例数が少なすぎるた

め，先行異常が見られる井戸の特徴を見出すにはさらなる調査が必要である．

　高知県の沿岸にある 19市町村では役所の防災担当部署で，民間による（公的研究機関でない）地震

先行現象を捉えることを目的とした地下水観測の有無を伺った．その結果，地下水観測は認められな

かったが，民間による観測として，土佐市宇佐町自主防災連絡協議会による潮位観測があるとのことが

複数の市町村で聞かれた．なお，この宇佐町自主防災連絡協議会はホームページ（http://usabousai.com）

上で観測データを公開している．

　地下水位計測データについて，仙９観測井の日平均データは宮城県から，多２観測井は宮城県多賀

城市から，それぞれ情報公開制度により入手した．その結果，月平均データで 2011年 1月から顕著な

水位低下を見せていた仙９観測井は，実はコサイスミックな変化であり，月平均の公開データに誤り

がある可能性が浮かび上がった（この件については宮城県に問合わせているが，2016年 2月 1日時点

で回答はまだである）．一方，多２観測井では東北地方太平洋沖地震の約 3ヶ月前（2010年 12月中旬

頃）からの水位低下が認められた．これは五葉温泉源泉が水位低下を見せた時期とほぼ一致する．

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
織原義明・長尾年恭（著），2015，「地震前兆現象を科学する」，祥伝社新書，16-31.

織原義明・鴨川仁・長尾年恭，2015，公的研究機関以外が所有する地下水位データにみられた 2011年

東北地方太平洋沖地震の先行現象，日本地震学会講演予稿集 2015年度秋季大会，54.

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
織原 　義明 　東京学芸大学教育学部物理科学分野 　専門研究員

他機関との共同研究の有無：無

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東京学芸大学教育学部物理科学分野

電話：

e-mail：orihara@u-gakugei.ac.jp

URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者



氏名：織原義明 　

所属：東京学芸大学教育学部物理科学分野



平成 27年度年次報告

課題番号：2931

（１）実施機関名：

公募研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

臨界現象の物理を背景としたナチュラルタイム概念による地震活動度解析

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(3)先行現象に基づく地震活動予測

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
臨界である事の大きな判断要素として、相関距離の増大（長距離相関）がある。このため、より正確

な地震発生場所を予測するためには、地震発生における空間的な constraintをどうするかが問題とな

る。本研究では、地震活動静穏化評価の方法である RTM法 (Nagao et al., EPS, 2011)をはじめとした

他の概念を natural time解析と組み合わせ、より精度の高い臨界現象検知を目指す。現在、RTM法と

の関係以外にも、有望と見られる他の地震活動解析による先行現象検知 Bouchan et al. (Nature Geosci.,

2013)や Lippiello et al. (Scientific Reports, 2012)の結果との関係を精査する。

２年前に、我々がギリシャのグループとは独立に得られた成果を今年度も引き続き論文執筆を続ける。

これは、Varotsosらの理論体系を再構築したアンザッツ (Ansatz)をもとに、自己組織化臨界現象の例

として地震を対象にして解析している。これらの成果は「natural timeで解析すると臨界状態がなぜ判

別できるのか?」、「地震の順番を変えて natural time解析を行うと本来の時系列のκ 1分布とは異なる

結果が得られる。つまり地震の順番は重要な情報である」など、いままで不明瞭であった点を解決す

るものである。

（７）平成 27年度の成果の概要：
　今年度は、ナチュラルタイム解析とｂ値の関係の研究を行った。まず、ｂ値を気象庁の一元化地震

カタログを東大地震研のミラーサイトから自動でダウンロードし、最尤法で計算するシステムを構築

した。また内陸地震の解析のケーススタディーとして、2014年 11月 22日 22時 8分に発生した長野県

神城断層地震 (北緯 36.6928度、東経 137.8910度、深さ 4.5 km、M6.7)について解析を実施した。震

央を中心とした半径 150kmの範囲の地震を用いてｂ値を求めても、異常な値は観測されなかった。そ

こで、断層系に沿って、近傍の地震だけを用いてｂ値を計算してみると、地震発生１年半ほど前から

先行的な顕著なｂ値の上昇が観測された。これは今後の地震活動度研究において、断層系ごとに解析

を行う重要性を示唆しているのかもしれない。今後は本地震についてのナチュラルタイム解析を行う。

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
井筒潤,長尾年恭, (2016)地震災害予測のための b値の空間分布マッピングと時系列変化,東海大学海洋

研究所研究報告, 37 (in press). Seiya Uyeda, (2015) Current affairs in earthquake prediction in Japan,

J. Asian Earth Sci. 114, 431?434, doi:10.1016/j.jseaes.2015.07.006.



（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
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鴨川仁 　東京学芸大学 　助教

長尾年恭 　東海大学 　教授

他機関との共同研究の有無：無

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：

電話：

e-mail：

URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：上田誠也 　

所属：東京大学・地震研究所



平成 27年度年次報告

課題番号：2932

（１）実施機関名：

公募研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

蔵王山、五色岳活動期のマグマ進化過程解明に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
　火山の噴火予測を行うためには、活火山の地質調査・岩石学的研究によって過去の噴火間隔・規模・

様式についての規則性や時間的変化を理解し、マグマ溜まりにおけるマグマの分化や混合などのマグ

マ進化過程を解明する必要がある。特に、各噴火において噴火現象がどのように推移し、それをもた

らした地下のマグマ供給系とどのように関連しているか明らかにしておくことは非常に重要である。

　本研究では、東北日本火山フロント中部に位置する蔵王火山を対象とし、主に地質調査を基に噴火

史を明らかにした上で、マグマ供給系の進化過程を解明する。なお、蔵王山については噴火の古記録

も多いので、地質調査によって得られた情報を古記録の情報と合わせて検討し、噴火の実態をより自

称際に把握できる可能性がある。また、得られた結果を用いて蔵王山のマグマ噴火発生時における可

能性の高い噴火推移の幾つかのパターンを、マグマ供給系の変化も含めて提示し、噴火事象系統樹に

反映し、その高度化を図ることを目的とする。

　蔵王山の現在の火口は山体中央部に位置する御釜である。本研究では、御釜を胚胎する五色岳が形

成され始めた約 2千年前以降を対象にする。なお、御釜が火口となったのは約 800年前で、それ以前

は御釜のやや東方に火口が存在していたことが推定されている。

　本年度は、五色岳の過去約 2千年間の噴出物について、特にテフラ層を重点的に調査し、テフラ層

の識別を行った上で、各テフラ層をもたらした噴火の特徴・噴火時期・規模の概要を明らかにする。

（７）平成 27年度の成果の概要：
　本年度は、五色岳の過去約 2千年間の噴出物について、特にテフラ層を重点的に調査し、テフラ層

の識別を行った上で、各テフラ層をもたらした噴火の特徴・噴火時期・規模の概要を明らかにした。噴

火時期は、テフラ層に挟在される古土壌を系統的に採取し年代測定を行い、それを基にテフラ層序学

的に検討して推定した。以下に結果の要点を記す。

１．過去 2千年間のテフラ層の認定

　地質調査から、五色岳が形成され始めた約 2千年前以降について火山灰層が 9枚認められた。テフ

ラ層と近傍相との層位関係から、下位の 2枚以外は御釜を噴出中心とするものと考えられる。ここで

は下位の 2枚を Za-GS 1-2、その上位の 7枚を Za-Ok 1-7と称す。

２．各テフラ層の特徴



　Za-GS 1-2、Za-Ok 1-3, 5-6については、各々の最下部に水蒸気爆発による灰白色の粘土質テフラが

認められる。その上位に複数の火山砂層が重なる。火山砂層の間にごく薄いローム層あるいは古土壌

層が認められる場合もある。また、Za-Gs 1-2では、各層の下部の他に、層内にも灰白色粘土質層が複

数枚認められる。これらは核テフラ層下部のものよりもかなり薄い。Za-Ok 4は最下部の灰白色の粘

土質テフラは認められない。スコリア層とスコリア混じり古土壌の互層からなる。下位の Za-Ok 3と

の間に明瞭な古土壌が見られる露頭もあるが、それが判然としない場合も多い。Za-Ok 7は水蒸気爆

発による灰白色の粘土質テフラのみからなる。なお、Za-GS 1-2については、さらに細分が必要である

と思われるが、露頭によってテフ層内を構成する薄層の数や層相が変化するため、それを行うのは非

常に難しい。

３．各テフラ層の形成時期

　挟在される古土壌の炭素 14法による年代測定およびテフラ層序学的検討を行った結果、Za-GS 1-2

は各々約 2千年前～8あるいは 9世紀、9世紀～12世紀の噴火によるものと推定された。また、Za-Ok

1-4は 13世紀～16世紀、Za-Ok 5は主に 17世紀、Za-Ok-6は主に 18世紀の噴火によるものと推定され

た。以上の各テフラは複数の層から構成されているため、複数の噴火によってある程度の時間をかけ

て形成されたものと考えられる。最上位の Za-Ok-7は記録に残る御釜の最後の噴火である 1894～1897

年噴火に対応するものと考えられる。

４．各テフラ層の規模

　等層厚線図を用いて各テフラ層の体積を推定したところ、Za-Ok 7以外については、およそ 106～

107m3の値が得られた。Za-Ok 7については 105m3の値が得られた。

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
伴雅雄，及川輝樹，山崎誠子，2015，蔵王火山地質図．火山地質図，no. 18，産業技術総合研究所 　

地質調査総合センター．

伴雅雄，及川輝樹，山崎誠子，西勇樹，2015，活性化する蔵王山．月刊地理, 60, 50-59．

Shuto, K., Nohara-Imanaka, R., Sato, M., Takahashi, T., Takazawa, E., Kawabata, H., Takanashi, K., Ban,

M., Watanabe, N., Fujibayashi, N., 2015, Across-arc variations in geochemistry of Oligocene to Quater-

nary basalts from the NE Japan arc: Constraints on source composition, mantle melting and slab input

composition. Journal of Petrology, 56, 2257-2294.

Takebe, Y. and Ban, M., 2015, Evolution of magma feeding system in Kumanodake agglutinate activity, Zao

volcano, northeastern Japan. Journal of Volcanology and Geothermal Research, 304, 62-74.
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平成 27年度年次報告

課題番号：2933

（１）実施機関名：

公募研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

沿岸潟湖の発達史から見た北海道太平洋岸における巨大津波履歴の再検討

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
十勝地方の太平洋沿岸域には，砂州によって外海から閉塞された５つの潟湖（せきこ）が存在し，大

規模な津波が来襲した際に，砂州の破壊や湖への土砂流入が起きていたと推測される．これらの痕跡

は，砂州の堆積構造や湖底堆積物に残されている可能性が高い．本研究は，現世砂州の掘削調査を実

施して発達史を調べ，さらに現在の湖の水循環・物質循環との関係を考察することにより，古津波の

痕跡の新しい調査法を検討した．

（７）平成 27年度の成果の概要：
潟湖の砂州上掘削は，平成 27年 6月 27日～30日に生花苗沼の砂州上で移動式掘削機エコプローブ

（ (株)東亜利根ボーリング製，無水式土壌・地下水調査機）を用いて実施した．掘削中には，掘削孔に

スラグ棒を挿入し現地透水試験も行った．結果として，砂州上 2地点で 10 m長, 14 m長の砂質コアが

採取され，採取コアに対して層相解析，粒度分析，透水試験，C14 年代決定を実施した．このうち砂

州中央で採取された 14 m長コアでは，7.2～7.4 m深に逆級化層をもつレキ質の津波堆積物（透水係数

21 cm/s）が見出された．この深さは生花苗沼の湖底レベルと一致し，沼の水収支から予測された外海

への被圧地下水流出の通路と考えられる．なお，この津波堆積物の C14 年代は約 4300年 BPであり，

七山ほか (2001)による Ts11層に対応する．また，10.3～10.8 m深にはシルト質砂が見出され，この

C14年代は 7010年 BPであった．このことから，この時期は内湾状態で潟湖はなく，海水準がさらに

低いか，または陸域の降水量が相対的に大きい時代であったと推測される．現在は，北海道における

海水準と降水量の編年を考慮しながら，津波襲来と砂州の発達過程との関係について，より詳細な検

討を行っている．

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
1)Chikita, K. A., H. Uyehara, A. A. Mamun, F. De Pascalis, G. Umgiesser, W. Iwasaka, M. M. Hossain, and

Y. Sakata, 2015, Water and heat budgets in a coastal lagoon controlled by groundwater outflow to the

ocean, Limnology, 16, 149-157. 2)前田紳吾・知北和久・西村裕一・阪田義隆，2015,沿岸潟湖の水

循環に与える津波堆積物の役割，日本陸水学会第 80回函館大会講演予稿集，p.95. 3)前田紳吾・



知北和久・西村裕一・阪田義隆，2015,堆積コアから読み取る十勝海岸潟湖の変遷史と津波堆積物

層の役割，陸水物理研究会報，37, 4-5.
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平成 27年度年次報告

課題番号：2934

（１）実施機関名：

公募研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

サンゴからなる津波石の骨格調査に基づく南西諸島周辺の津波履歴の解明

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
本研究では，研究代表者ら２名が鹿児島県喜界島へ行き，サンゴからなる津波石の分布と侵食の特徴

を把握する．骨格の掘削調査に適しているサンゴを数個体選び，簡易掘削の許可を得て予備調査を実

施する．なお，風化の程度を確認する目的で，年代測定用の試料を採取する．持ち持ち帰ったサンゴ

骨格の柱状試料は，まず厚さ５ mmの薄片に整形し，軟エックス線画像を撮影し骨格構造を確認して

から,密度バンド（年輪）に沿って化学分析用の粉末試料を採取し，炭酸カルシウム中に含まれる酸素

同位体比,炭素同位体比,微量元素を予察的に分析する．

（７）平成 27年度の成果の概要：
本研究課題の初年度であった本年度は，地震や津波に伴う変化を検出する精度の向上と方法の確立を

目指し，さらに応用性を検討するため，鹿児島県喜界島に存在する津波石（化石サンゴ）及び長寿現

生サンゴ試料を対象にして調査を進めた．喜界島に打ち上げられたサンゴからなる津波石の可能生の

あるものが確認され，また,1911年のチリ沖地震を含む１００年を越えて生存している塊状サンゴを発

見しそれらの予備的試料を得て,現在,地球化学的な解析を行っている．

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Saori Ito, Tsuyoshi Watanabe, Atsuko Yamazaki, Teddy Eka Putra, Yuichi Nishimura (2015), Reconstruction

of Sumatra earthquakes using skeletal growth rate and stable isotopes in Porites corals from Simeulue

Island, Oral Presentation, 2015. 8.23, International Coral Reef Science Symposium, Kagoshima, Japan

西村裕一 (2015),喜界島に刻まれる津波の痕跡,第二回サンゴ礁科学セミナー,鹿児島,喜界町役場コ

ミュニティーホール,2015年 4月 18日

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
渡辺 　剛北海道大学講師

西村裕一北海道大学助教

他機関との共同研究の有無：無



（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：北海道大学大学院理学研究院

電話：011-706-4637

e-mail：nabe@mail.sci.hokudai.ac.jp

URL：https://www.sci.hokudai.ac.jp/grp/crees/CREES-web/

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：渡邊 　剛 　

所属：北海道大学大学院理学研究院



平成 27年度年次報告

課題番号：2935

（１）実施機関名：

公募研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

短波長不均質構造推定による地震動即時予測高度化へ向けた試験的研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（４）その他関連する建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：

（７）平成 27年度の成果の概要：
　本研究では、まず輻射伝達理論基づくMultiple Lapse Time Window法を用いて、九州地方の地殻に

おける散乱乱減衰と内部減衰とを定量的に分離推定した。その結果、散乱減衰および内部減衰は強い

水平不均質を示し、特に火山体周辺で散乱減衰および内部減衰が大きいことが明らかになった。

　次に、上記で推定した散乱減衰および内部減衰の不均質構造を使用して、モンテカルロシミュレー

ションによる地震動エネルギーの伝播の予測を行った。既存の地震データに適用した結果、予測され

る地震動エネルギーは、均質な散乱減衰および内部減衰を仮定した時よりも実際の地震動エネルギー

をよりよく再現することが確かめられ、概ね当初の計画通りの成果が得られた。今後は、リアルタイ

ムでのシミュレーションが行えるよう手法の改良を試みる。

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Hoshiba, M. and S. Aoki, 2015, Numerical Shake Prediction for Earthquake Early Warning: Data Assimila-

tion, Real-Time Shake Mapping, and Simulation of Wave Propagation, Bull. Seism. Soc. of Am, 105,

1324-1338, doi:10.1785/0120140280

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
志藤あずさ京都大学研究機関研究員

松本 　聡九州大学准教授

干場充之気象庁気象研究所室長

小木曽仁気象庁気象研究所研究官

他機関との共同研究の有無：無



（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：

電話：

e-mail：

URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：志藤あずさ 　

所属：京都大学・大学院理学研究科



平成 27年度年次報告

課題番号：2936

（１）実施機関名：

公募研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

岩手県沿岸で発生した地震・津波に関連する歴史情報の収集

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ア. 史料の収集とデータベース化

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：

（７）平成 27年度の成果の概要：
本年度は、昨年度の調査で撮影した遠野市博物館所蔵・山奈宗真文書の解読・分析作業および、釜石

市唐丹町における災害資料の所在・状況調査を実施した。

山奈宗真文書のうち、従来解読されていなかった「古文書拾集録」の解読を進めた結果、「北九戸郡役

所書類抜書」が存在し、明治 25年 (1892)に帝国大学理科大学の調査に対して提出された書類が含ま

れていることが判明した。さらに、東京大学地震研究所所蔵「地震学及地理学研究材料測候所郡役所

組合事務報告」を調査したところ、山奈本に筆写された史料が当時帝国大学理科大学による歴史津波・

地形変化に関する調査報告書として作成されながらも、地震研所蔵本には収録されていない部分であ

る事が判明した。同史料には、安政３年 (1856)八戸沖地震津波に関する情報が記されており、山奈本・

地震研本のふたつの情報を合わせることで、山田町以北の岩手県沿岸の情報を得る事ができる。

釜石市唐丹町の所在・状況確認調査では、旧唐丹村の公文書類の存在を確認した。同史料群は昭和前

期、唐丹村が釜石市に合併するまでの史料群であり、特に昭和８年 (1933)昭和三陸地震津波の際の被

災者救助や復旧・復興に関わる財務書類が多数含まれている。今後、これらの史料を整理し、解読・

分析を進めることで、昭和三陸地震津波における唐丹村の対応について詳細な部分まで解明できるこ

とが期待される。

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
蝦名裕一 　東北大学災害科学国際研究所 　人間・社会対応研究部門 　歴史資料保存研究分野

他機関との共同研究の有無：無

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東北大学災害科学国際研究所

電話：022-752-2146



e-mail：ebin@irides.tohoku.ac.jp

URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：蝦名 　裕一 　

所属：東北大学災害科学国際研究所 　人間・社会対応研究部門 　歴史資料保存研究分野

平成 27年度の実施調査



平成 27年度年次報告

課題番号：2937

（１）実施機関名：

公募研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

古地震のウェブを目指して

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ア. 史料の収集とデータベース化

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
　本研究では、以下の 2点を具体的な目標とする。

(1) IT弱者でも無理なく利用できる IT翻刻の方法の開発

(2) SMART-GSへの地図情報の統合

　(1)を実現するためには、IT弱者に「敷居」を意識させないような入力ツールを容易する必要があ

る。そのために、市民向け古文書解読講座などにおける紙媒体に、できるだけ近いツールからはじめ、

徐々に現在既に実用的になっている手書き漢字入力につなげていくという方策をとる。紙媒体に近い

ツールとは、タブレットとペンで入力するもので、スマートフォンの手書きメモと同じ仕組みのもの

である。これに慣れたら、IMEパッドのような、手書き入力によるコード文字入力に移行する。自分

で手書き入力したものに対してソフトが提示する適当な候補のなかから文字を選択するのである。

　(2)については、SMART-GS（https://osdn.jp/projects/smart-gs/）上で、史料の記述と地図上の位置を

関連づける機能であるが、史料に登場する地名が現在は失われている場合がある。GIS技術を活用し、

単に現在の地図の上に位置情報を表示するだけでなく、古地図（絵図）や比較的地名や地形を保存し

ている明治時代の地図等を重ねて表示し、それぞれ関連づける機能を開発する。

　これらのツールは、林研究室の大学院生、橋本雄太が作成しているmini SMART-GSなどブラウザ上

でWEBサービスとして利用可能な JavaScriptツール、京都大学防災研究所で公開している CMSベー

スの古文書翻刻公開システム、GoogleEarth等の GIS技術、および SMART-GSなどのコードを利用し

て構築する。汎用性を考慮して、すべて JavaScriptで開発を行う予定である。開発は橋本が担当する。

　以上で説明したシステムは、技術的には既存技術の組み合わせであり、「やればできる」ものであ

る。本研究のポイントは個別技術の開発ではなく、既存の技術を組み合わせて、いかに IT弱者であっ

ても使ってもらえるサービス、ツールを組みたてるか、ということである。そのため、これらの開発

に際しては、常に想定される使用者に実際に使ってもらい、その意見を開発にその都度反映させるこ

ととする。加納・中西が京都大学およびその周辺において古地震史料を題材に古文書解読講座をひら

き、試用の活動とする。

（７）平成 27年度の成果の概要：



　SMART-GSを古地震史料の解読に使用するための改良をおこなった。具体的な機能としては、翻刻

のための各画像の右上端を開始地点とすること、行切り出し機能の縦書き文書への対応の改善、縦書

きエディタの導入、などである。合わせて、タブレットでの使用に向けた改良を実施した。タッチや

スワイプなど、タブレットに独特のユーザーインターフェイスを活用方法について検討した。

　古地震研究に関するポータルサイトの構築をおこなった。ここでは、古地震研究の研究成果はもち

ろんのこと、解読作業や研究会の実際の様子をなるべくわかりやすく伝えることを目ざした。そのた

め、インターネット上にあるツールや既存のデータベースへのリンクのほか、「古地震史料解読の七つ

道具」などのコンテンツを作成した。このポータルサイトは、全国各地に眠る新史料の発見にもつな

がるものである。

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
橋本雄太・加納靖之・大邑潤三, 2015, Text Encoding Initiativeガイドラインに基づく古地震史料のマー

クアップ ,第 32回歴史地震研究会（京丹後大会）講演予稿集, P-13.

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
他機関との共同研究の有無：無

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：

電話：

e-mail：

URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：林 　晋 　

所属：京都大学大学院文学研究科



平成 27年度年次報告

課題番号：2952

（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震時土砂災害および社会的影響の発生機構と減災に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：

（７）平成 27年度の成果の概要：

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
福岡浩（代表者）新潟大学教授

田村圭子新潟大学教授

渡部直喜新潟大学准教授

王純祥新潟大学特任准教授

丸井英明新潟大学特任教授

酒井直樹防災科学技術研究所主任研究員

岩橋純子国土地理院主任研究官

林春男京都大学防災研究所教授

古村孝志東京大学地震研究所教授

他機関との共同研究の有無：無

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：

電話：

e-mail：

URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：福岡 　浩 　

所属：新潟大学災害・復興科学研究所



平成 27年度年次報告

課題番号：2953

（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

残存性能モニタリングと広域余震ハザードに基づく被災建物健全性の時間変化予測

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
　平成 26年度に実施した A）建物の残存性能の定量化，（B）巨大地震後の短期的な余震ハザード評価，

（C）建物健全性の時間変動予測と意思決定，の 3課題に引き続き取り組むとともに，被災想定地域で

の災害時のロジスティックスへの活用をシミュレーションする．具体的には，下記の 3課題に取り組む．

建物の残存性能を反映した損傷確率曲線：被災想定地域の防災拠点となる重要施設，一般的な集合住

宅やオフィスビルなどを対象に，平成 26年度に実施した振動台実験など過去の実験結果を参照して，

部材レベルで劣化を考慮した解析モデルを構築する．解析モデルを用いて事前に用意した性能曲線と，

本震時のセンシング情報を組み合わせて，損傷確率曲線を簡易に更新する手法を提案する．

継続利用判定指標の提案と実証試験：災害時のリスクコミュニケーションを念頭に，継続利用の判定

に資する指標を提案する．具体的には，平成 26年度に検討した建物の損傷確率曲線と確率的余震ハ

ザード解析に基づく信頼性指標について，社会実装において適切なフォーマットを検討する．縮小鋼

構造骨組（防災研所有）を用いた振動台試験を再度実施し，巨大地震およびその後の余震動入力時の

健全性指標の有効性について検証する．

数値解析テストベットを活用した災害時シミュレーション：被災想定地域の建物群を部分的にモデル

化した数値解析テストベットを構築し，被災建物の継続利用判定システムの社会実装に向けた課題や

改善点を洗い出す．災害時対応の向上に資する利用法について整理し，提案する枠組みの有効性や適

用範囲について検討する．

（７）平成 27年度の成果の概要：
　被災建物の残存性能と広域余震観測に基づく確率論的地震ハザード解析により，地震後の建物健全

性の時間変動を短期的に予測し，事業再開までの意思決定を支援する情報を提供する手法を構築した．

図 1に提案する枠組みのフローを示す．社会実装において適切なフォーマットとして，地震前に事前

に建物継続使用性の判定指標を準備しておき，本震後にモニタリングの情報から速やかに意思決定を

支援する枠組みを構築した．事前検討では，まず建物の数値解析モデルから建物の損傷確率曲線を算

出する．次に地震の想定をもとに余震ハザードを作成し，損傷確率曲線と組み合わせることで損傷確

率を算出した．図 2は様々な損傷状態について，本震後 30日間の余震に対する損傷確率を計算したも

のである．図の縦軸は損傷確率，水平軸は構造物の剛性と耐力の低下度を示す．本震直後にモニタリ



ング情報をもとに同定した余震による損傷確率は，事業が再度中断するリスクを示しており，事業再

開にかかるコストと合わせることで意思決定の迅速化につながる．

　建物の損傷状態は，この静的解析結果とモニタリングから得られる頂部変形応答を利用して推定す

る．図 3にその手法を示すが，耐力については最大頂部変形応答に対応する低下度を同定し，剛性の低

下度は建物の固有振動数を損傷前後で比較して同定する．このとき頂部変形応答に関しては，床加速

度応答を 2回積分して最大頂部変形を求めるが，計測ノイズを適切に除去する必要がある．最大頂部

変形の推定精度を上げる手法について，平成 26年度の実験結果に加えて本年度に実施したブレース付

縮小鋼骨組の振動台実験の結果に対して検討した。具体的には，ローパスフィルターに加えて，ウェー

ブレット変換やスプラインフィルターを利用する方法を試みたが，それぞれに利点があり，最適な方

法について今後検討を継続する．

　数値解析テストベットを構築し，被災建物の継続利用判定システムの社会実装に向けた課題や改善

点を洗い出した．余震リスクは本震後，時間が経過するにつれて減少する．一方で，余震に伴い建物の

損傷が進行した場合には，その時点での余震リスクは増加する可能性もある．災害時のリスクコミュ

ニケーションを念頭に，定性的ではあるが検討を進めた結果，このような損傷がモニタリングにより

同定された場合には，図 4のように随時リスクを再計算することも考えられるとの結論を得た．

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
新本翔太，倉田真宏，鈴木明子，李小華：余震リスク評価に基づく被災建物継続使用の迅速な意思決

定支援，地域安全学会論文集 No.27, 2015.11（謝辞記載）

倉田真宏・新本翔太・鈴木明子・山田真澄・楠浩一・宮本匠：残存性能モニタリングと広域余震ハザー

ドに基づく被災建物健全性の時間変化予測，京都大学防災研究所年次発表大会梗概，2016.2.（謝

辞記載）

Kurata M., Suzuki, A., Li, X., Nishino, H.“ Residual Performance Assessment of Steel Frames through

Ambient Strain-Based Model Update: Application to Collapse Test of Steel Frame using Shake Table”,

Proc. Eng. Mech. Inst. Conf., June 16-19, 2015.
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平成 27年度年次報告

課題番号：2954

（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震動の空間変動特性評価のための表層地盤の不均質構造のモデル化に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
　平成 26年度には、地表付近で断層変位が認められる東京都立川断層において微動観測、表面波探

査、地震探査を実施し、地盤モデル構築のためのデータを取得した。さらに、高密度の地震観測を実

施し、地震記録も得た。

平成 27年度は、昨年度取得した観測データを用いて表層地盤の２次元不均質モデルを作成する。得ら

れた地盤観測データを研究参加者が共有し、各自が実績を有する方法でデータの分析を実施し、表層

地盤モデルを推定する。それらの結果を相互に比較し、それぞれの調査手法から得られる不均質構造

モデルの特徴を明らかにする。必要に応じて、追加の現地観測を実施する予定である。

つぎに、構築した２次元地盤モデルを用いて、短周期地震動のシミュレーションを実施し、各モデル

を用いて計算される地震動の空間変動特性の差異を評価する。入射波動場や周波数に対する空間変動

特性の依存性についても検討する。さらに、初年度に取得した地震記録の分析を行い、地盤モデルで

観測される地震記録の特徴がどの程度説明できるかの比較検討を行う。これらの結果から、地震動の

空間変動特性の評価のための表層地盤のモデル化に各手法がどの程度有効であるかを検討し、表層地

盤での地震動増幅特性に係る各手法の長所と適用限界を明らかにする。 　

以上の２年間の成果を統括し、地震動の空間変動特性評価のための表層地盤構造のモデル化に有効な

方法を提案する。

（７）平成 27年度の成果の概要：
昨年度、断層変位が地表付近にあると考えられている東京都西部の立川断層周辺における表層地盤の

微動探査、表面波探査および地震観測を実施した。本年度は、昨年度取得したデータの分析を実施し、

表層地盤の不均質性が地震動に及ぼす影響について議論した。また、表層地盤での増幅効果に及ぼす

表層地盤の影響に関する検討例を増やすために、追加観測として茨城県日立市で微動探査、表面波探

査、地震観測を実施した。対象地点は、K-NET日立観測点であり、東北地方太平洋沖地震で大加速度

が観測されている。同観測点での大加速度の成因の耐震工学上の重要性も考慮して追加観測を実施す

ることにした。このデータは現在分析中であり、ここでは、立川断層周辺での検討結果について報告

する。

　図１には、立川断層を横切る測線で実施された微動探査によるレイリー波の位相速度が示されてい

る．位相速度は、測線に沿って 50m置きに展開した 1辺 16mのアレイによる上下成分の SPAC法に



より算出されたものである．断層が存在すると考えられている位置で位相速度に大きな変化があり、

地盤構造の急変を示している．とくに、西側で位相速度がより低周波数で小さな値となり、低速度の

表層の厚さが変化していると考えられる．図１には、同時に観測された微動の水平上下スペクトル比

（H/V）の空間的変化を示している．位相速度が急変する部分で、H/Vも変化しており、速度コントラ

ストの変化を示している．微動探査から得られたＳ波速度構造の例を示している。同じ測線での表面

波探査の結果によるモデルも示されている。さらに、図には、モデル推定のもとになった位相速度も

比較されている。両モデルとも断層の西側（E12）では、東側（E19）に比べて位相速度は小さくなり、

結果として表層のＳ波速度が小さくなっている。２つの探査による地盤モデルを比較すると、断層の

西側（E12）と東側（E19）では、比較的似た位相速度であり、地盤モデルも類似している。しかし、

断層近傍（E15）では、地盤モデルや位相速度の差が大きい。微動探査では１辺 16ｍの三角形アレイ、

表面波探査では長さ 23ｍの直線アレイが用いられている。位相速度推定に用いた観測点の配置が地下

構造急変地域では位相速度の推定結果に大きな影響を及ぼしていると考えられる。なお、これらの探

査データの分析は、独立して行われており、今後、統合した解釈を行い、データの再解析なども必要

である。

　地震観測では、図１の微動探査と表面波探査の測線の約 600ｍの間の 30地点に強震計を設置して約

1ヵ月間行われた。断層近傍で観測された加速度記録の例（茨城県南西部の地震、深さ 45km、M4.0）

は、図３に示すとおりである。断層の東側（E16-20）に比べ、西側（E14-E09）では高周波数成分が

卓越し、後続位相も複雑になっていることがわかる。測線沿いの観測点での最大加速度の分布も図に

は示されており、断層のやや西側の位置で最大値が局所的に大きくなっていることがわかる。断層か

ら十分に離れると、両側での最大値は同程度になっており、断層近傍で地震動が増幅していることが

わかる。こうした地震記録の特徴を理解するために、微動探査で得られた地盤モデルを用いて地震波

の伝播の 2次元計算を実施した。ここでは、地震波の伝播特性の理解のために、図４のように単純化

したモデルを用い、鉛直入射の SH波動場を計算した。図４には、計算モデルと地表面での地震動の

計算結果が示されている。断層での表層の不均質部分で表面波が生じており、西側では、表層のＳ波

速度が小さいので、後続位相がより顕著になっている。図４には、最大値の分布も示されているが、

観測結果ほど断層近傍で大きくなっていない。図２に示すように、微動探査によるモデルでは、深さ

１－２ｍのごく表層の低速度層が存在しておらず、その影響が 2次元モデルには含まれていないため

に、最大値分布が再現されていないと考えられる。微動探査では、表面波探査に比べると、高周波数

での位相速度が用いられていない。このことは、微動探査によるごく表層部分の低速度層のモデル化

の難しさを意味している。地震動の増幅特性の最大値は、地表と工学的基盤のＳ波の速度コントラス

トに依存するので、地盤モデルにおける地表部の低速度層の有無は、増幅倍率の最大値に影響を及ぼ

す結果になると考えられる。一方、表面波探査では、E19での位相速度の比較のように、低周波数の

位相速度が得られていないので、より深い部分に対する分解能が低くなっていると考えられる。した

がって、微動探査と表面波探査のデータを統合して、ごく表層から工学的基盤までの表層地盤のモデ

ルを作成することが重要であると考えられる。

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
津野靖士、佐口浩一郎、地元孝輔、佐藤浩章、松島信一、重藤迪子、高井伸雄、神野達夫、山

中浩明、川瀬博;立川断層近傍における短周期地震動の空間変動特性、地球惑星関連合同大会講

演予稿集 S-SS25-P16、2015年 5月．

清田和宏、地元孝輔、佐口浩一郎、津野靖士、山中浩明;立川断層近傍における表層地盤 S波速度構

造の空間変動評価の稠密微動探査、第 132回学術講演会講演論文集、pp.141-143、2015年 5月．

Seiji Tsuno、Kosuke Chimoto、Koichiro Saguchi、Hiroaki Sato、Shinichi Matsushima、Michiko Shige-

fuji、Nobuo Takai、Tatsuo Kanno、Hiroaki Yamanaka、and Hiroshi Kawase; Detailed spatial varia-

tion of short-period earthquake ground motion in the vicinity of Tachikawa-Fault、Proceedings of 12th

SEGJ International Symposium -Geophysical Imaging and Interpretation-、Paper P6、Tokyo、Nov.、



2015.

Kazuhiro Seita、 Kosuke Chimoto、 Koichiro Saguchi、 Seiji Tsuno、 Hiroaki Yamanaka; Application of

microtremor exploration to shallow dipping layers under the assumption of horizontally stratified struc-

ture、 Proceedings of 12th SEGJ International Symposium -Geophysical Imaging and Interpretation-、

Paper S2-1、 Tokyo、Nov.、 2015.
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図１（左）：微動観測によるレイリー波の位相速度（上）と H/V（下）の空間分布 　　　図２（右）：微動探査と表
面波探査による位相速度（上）とＳ波速度構造（下）の比較

図３（左）：地震観測記録の例（上）と加速度最大値の分布（下） 　　図４（右）：微動探査の地盤モデル（上）に

Ｓ波の増幅特性（中）と最大値分布（下）
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課題番号：2958

（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

画像データによる降灰情報収集システムの開発

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
降下火山灰をシートの上で受けて、その重量を測り、画像解析を行ってその関係を探ることが、画像

データによる降灰情報収集システムの開発の技術的な面での開発になるが、今年度は天然のサンプル

を実験室内で人工的に降らせ、粒度とシート状の堆積重量の間にどのような関係があるかを調べた。

（７）平成 27年度の成果の概要：
１．はじめに

　爆発的な噴火が起こると火砕物が放出され，特に細かい粒子はさまざまな災害を引き起こす。災害

の軽減には火山灰の分布等の情報を迅速に得て、行動計画等を再考することが大切である。火山灰に

よる影響範囲の予測には数値シミュレーションを行うが、その際に使用する数値モデルは実際の噴火

データを用いた検証が必要であり、広範囲における堆積粒子の質量や粒度分布を多くの点で収集する

ことが重要である。従来、噴火時に火山灰の厚さや粒度の分布データを取得するには研究者が火山周

辺で採取容器を設置してそれを回収し、実験室で篩っていた．この手法では時間と人員を要するため

広範囲の調査が難しい。そこで本研究では、火山灰の画像データを解析し，噴出量や粒度分布を迅速

に計算できるシステムの開発を目的とする。

　本研究では実際の降灰事例として活発な活動を行う桜島の降灰の画像データと実験室においては人

工的に降灰の状況を再現し取得した画像データを用いて、火山灰の単位面積当たりの質量や粒度と画

像から得られる情報の関係を調べた。

2．手法

　桜島では、噴火発生後風下側に移動し、降灰中の場所にて採取シートを広げてその上に火山灰を採

取した。採取シートに火山灰が堆積している状態を真上から写真撮影し、シートの上に堆積した火山

灰をサンプル袋に入れて実験室に持ち帰った。実験室においてサンプルの乾燥重量を測定し、乾燥重

量と画像から得られる情報の比較を行った。また、採取時にどのような素材のシートが画像採取の背

景に向いているかを調べるため、複数の材質・色のシートを使用し、その写真を撮影した。

　実験室内では、阿蘇火山の 2014年噴火の火山灰および富士山の大室山スコリアを用いて、1)重量ご

と、2)粒度ごとの降灰を人工的にシートの上に再現し、それらの写真を屋外にて撮影し、火山灰の重

量や粒度と画像から得られる情報に相関があるかどうか調べた。このような人工的な堆積を再現する



際にはあらかじめ決められた火山灰の重量を測っておき、それを背景となるカッティングマットの上

に降下させて画像を撮影した。

　面積を図る際にはまず、写真画像の必要部分のみを抜き出し、背景の明るすぎる部分や影の部分を

色域選択によって選び、周囲の背景色と調和させる。次にそれを二階調化して、白黒の画像にし、こ

の画像から火山灰の占める面積の割合を調べた。

3.結果と考察

　屋外で取得したサンプルの単位堆積辺りの火山灰の重量（実測）と画像解析から求められたシート

上の火山灰が占める面積の割合を表したグラフを図 3に示す。採取シートの上の火山灰の単位面積あ

たりの質量（Mass /Area）とシート上で火山灰が占める面積の割合（Percentage of Covered Area）の間

には相関関係が見られた。図中には屋外での調査中に見つけられた赤色のポストの上に堆積した火山

灰の画像とサンプルのポイントも加えた。これについては、過去に起こった噴火による火山灰を含ん

でいること、雨などを受けて塊状になった火山灰がポストに付着していたことなどから、他のサンプ

ルによって導かれる相関から外れたことが考えられる。

　採取シートの素材の違いについては、画用紙は、軽量なため持ち運びは楽ではあるものの、屋外に

おけるサンプル採取の際には風に飛ばされる、一度水に濡れてしまうと使えなくなるなどの不具合が

生じた。一方、カッティングボードについては多少持ち運びの利便性は薄れるが、風に飛ばされるこ

とはほとんどないため、屋外でのサンプル採取と写真背景に用いるのに適していると思われる。

　採取シートの色については、火山灰は細粒だと画像の中で明るく撮影されるため、細かい粒子には

暗い色の背景が、二階調化の際に火山灰と背景を識別しやすいことが分かった。

　人工的に火山灰を降下させて解析を行った場合には、ある重量を決めて降下させる実験と、とにか

くシートの全面を覆うように火山灰を降下させてその重さをサイズごとに計測する実験の二種類を

行った。

　全面を覆うように火山灰をシート状に降下させて重量を計測した結果を図 3に示す。

このように、全面を覆う場合には、粒子の大きさが大きくなるにつれて重量が減る一定の関係が見ら

れた。ここに挙げた火山灰の中では、噴火の違いによる重量の違いはほとんど見られず、粒子の大き

さのみに依存しているように見える。図 3のような粒度-重量のグラフにほぼ一本のラインに収束する

ような結果が得られることが予想される。今後様々な噴火の噴出物や様々なマグマの性質の火山灰を

用いて実験を行えば、指標となるような、粒度－重量曲線が得られ、画像解析を行い、その画像が主

にどのような粒度によって構成されているかが分かれば、その場に堆積した火山灰の単位堆積当りの

重量が推測できると予想される。

ただし、この実験はなるべく、粒子をシート状に一層になるようにして火山灰を降下させた。実際に

噴火が起きた場合には、一層だけでなく、粒子がシート状に何重にも重なることが考えられる。した

がって、実験から求められるこのような曲線は、画像から推測される場合の重量の最小値になること

を注意しなくてはいけない。

全面を覆わず、部分的にシートを覆うように火山灰が降下する状態を再現するように実験を行った場

合には重量および粒度別に解析を行った。しかし、図 4に表すように、重さと画像上で火山灰が覆う

面積割合の間には明らかな相関は見られなかった。

相関が見られなかった原因は主に人工的に火山灰を降下させたため、シート状の火山灰の分布が不均

一であったためと考えられる（図 5）。また、画像解析の際にも二値化する前に画像の必要のない部分

の削除や、二値化のための閾値判断は人間の目で行った。よって、人間の主観がもたらすエラーも含

まれてしまっていると考えられる。

火山灰が降ってくる状況を考えると、均一に火山灰をシート状に降下させるには粒子を降下させる高

さと、空気の乱流が必要と考えられる。このような状況を実験室内で作り出すためには、天井の高い

実験室内において、送風機等で火山灰を吹き上げ、降下する火山灰をシートに受けるような実験が必

要だろう。

　今回行った実験では、粒度ごとであれば火山灰の画像解析から火山灰の単位堆積あたりの重量を写



真画像から推測できる可能性が示唆された。ただし、実際の噴火においてはある地点で降下する火山

灰のサイズは一種類だけではなく、様々なサイズの混合物が堆積する。実際の噴火で得られる画像と実

験から得られる指標（画像上の粒子の占める面積割合と単位堆積当りの重量）からそのためには写真

を撮影した地点で得られるサンプルがどのような粒度分布を持つのかを知っておく必要がある。よっ

て、各火山において火口からの距離に応じてどのような火山灰の粒度分布が過去に得られたかを調べ、

データベースを作成しておき、それを用いておおよその粒度分布を推定し、推定粒度分布と画像から

得られる火山灰の占める面積の割合から単位堆積あたりの重量を推測するのが実用的だろうと考えら

れる。

　以上のようなことから次は、指標をより確実なものとするため、火山灰を実験室内で吹き上げて回

収するような実験を行うこと、また実際に噴火が起こった際に画像から火山灰の単位堆積当りの重量

を推測する際に用いる粒度分布のデータベースの整備を課題として研究を進めていきたい。

実際に噴火が起こった際には、研究者だけに限らず、一般の人に写真を撮影してもらって多くの情報

を集めることが有用であると考えてこのような研究を開始した。しかし、一般の人に撮影してもらう

には決められた背景で、同様の精度の写真を撮影してもらうための方法をあらかじめ伝えて置かなく

てはならず、広範囲に情報を収集するためにはまだ多くの課題が残されている。

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
常松佳恵山梨県富士山科学研究所研究員

吉本充宏山梨県富士山科学研究所主任研究員

中田節也東京大学地震研究所教授

井口正人京都大学防災研究所教授

他機関との共同研究の有無：無

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：火山防災研究部

電話：0555-72-6211

e-mail：

URL：http://www.mfri.pref.yamanashi.jp/

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：常松 　佳恵 　

所属：山梨県富士山科学研究所火山防災研究部



図 1：作成した採取シートの例
a)アルミトレーに緑色の画用紙、(b)プラスチックのタッパーウェアに黒色の画用紙、(c)アルミトレーにカッティ
ングマット（表面を上）、(d)アルミトレーにカッティングマット（裏面を上）

図 2：実測によって求められたMass/Area(g/m2)と画像から求められた火山灰の占める面積の割合
青い丸は新鮮な火山灰をシート状に受けてその場で撮影したもの、シートをピンクの四角は一晩放置して翌朝画

像を撮影しサンプルを回収したもの。ピンクの三角はポストの上に積もっていたものから解析を行い、火山灰を

収集したもの。



図 3：シートの全面を覆うように火山灰を降下させた際の粒度ごとの重量
粒度は単位Фを用いて表され、ФはФ=-log2D (Dは粒子の直径を mmで表したもの)で定義される。黒の点線は
フィッティングした曲線。水色のアスタリスクで、横に幅を示してあるものは、粒度を分けてない天然のサンプル

を用いた結果で、平均の粒度を用いてプロットしてある。ただし、粒度にはばらつきがあるため、そのばらつき

を標準偏差の幅として横軸方向に表した。

図４：粒度ごとにシート状に決まった重量を降下させてその写真を撮影し、画像上で火山灰の占める割合を求め

た場合の火山灰の重量と画像上の面積割合の関係。



図 5: 人工的にシート状に火山灰を降下させた実験の結果得られた画像
(a)写真画像、および (b)それを二値化したもの。手で火山灰を巻いた模様が不均一性となって表れている。



平成 27年度年次報告

課題番号：2959

（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

地域の生き残りを可能にする事前復興計画策定手法の開発－津波シミュレーションの利用と復興モ

ニタリング－

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
1）東日本大震災の復興計画策定における被害シ ミュレーションの使われ方

計画策定に不可欠には、正しく想定される被害を理解することが不可欠である。本来は幅のある被害

想定結果について住民とインタラクティブに議論を行い、正しく被害想定を理解し、計画の前提とな

る被害について決定することが可能なしくみの検討を行う。事前復興計画策定時に利用可能な、イン

タラクティブな津波シミュレーションシステムの検討を行う。

2）復興モニタリング

前年度に設置した東日本大震災の被災地での CCDカメラの観測を継続する。

3）事前復興計画策定での検証

　上記の成果を利用し、紀伊半島、四国等、南海トラフの巨大地震により甚大な被害を受ける可能性

がある地域における事前復興計画策定のケーススタディーにおいて利用し、その効果の検証を行う。

（７）平成 27年度の成果の概要：
1）東日本大震災の復興計画策定における被害シミュレーションの使われ方

　和歌山県由良町において 1502通りの津波シミュレーション結果、ならびに過去の津波、内閣府が実

施した津波シミュレーションを多重に表示可能なシステムを持いて住民が「まちづくりのための津波

浸水域」を自分たちで決定する試みを実施した。1502通りの津波シミュレーションについて浸水エリ

アを度数で示した結果を用いて小グループで想定する津波浸水エリアについて議論決定し、最終的に

全体投票で津波浸水エリアを決定するという流れで浸水域の検討を行った。投票の結果が大きな差が

出なかったために最終決定には至らなかったが、住民主体で「まちづくりのための津波浸水域」を決

定するということの可能性、課題についての抽出を行うことができた。

2）復興モニタリング

前年度に設置した東日本大震災の被災地での CCDカメラの観測を継続するとともに、観測データを利

用し、復興プロセスを分かりやすく示すことが可能な動画の作成をおこなった。作成した動画につい

ては事前復興計画策定の中で、復興プロセスの例示として示し、復興の流れについて理解するための

教材として有用であることが明らかになった。

3）事前復興計画策定での検証



　和歌山県由良町での事前復興計画策定のケーススタディーを実施し、将来のまちづくり像と現実の

ギャップを埋める活動が事前復興であるという概念整理を行い、さらに事前計画策定のプロセスの検

討を行った。計画策定の中で復興モニタリングの画像、インタラクティブな津波シミュレーションシ

ステムを利用し、事前復興計画策定における本研究で開発したツールの有用性、改良点について検討

を行った。

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
金幌淑、田中傑、牧紀男、岸川英樹、事前復興計画のあり方に関する基礎的な考察－第 1回事前復興

計画研究会を通して、地域安全学会梗概集、No.36、地域安全学会、 pp.115-116、2015

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
牧紀男（代表者）京都大学防災研究所教授

松岡昌志東京工業大学准教授

加藤孝明東京大学生産技術研究所准教授

佐藤翔輔東北大学災害科学国際研究所助教

他機関との共同研究の有無：無

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所

電話：0774-38-4285

e-mail：maki.norio.8v@kyoto-u.ac.jp

URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：牧 　紀男 　

所属：京都大学防災研究所

interactive tsunami simuilation
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平成 27年度年次報告

課題番号：2960

（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

先駆的研究者のオーラルヒストリーから探る地震・火山分野の人材育成モデル

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
　昨年度に引き続き島津康男博士、津村建四朗博士へのインタビューを行う。初年度は生い立ちから

はじめて、時間的な流れにそってインタビューすることを心掛けたが、聞き取りが進んだ今年度は各

研究者の重大な転機となったテーマについて時間をかけて掘り下げるインタビューを行う。特に、地

球科学の特徴である「広い分野と関係する学際的側面」と「社会的な要請に研究動向が左右される」と

いう２点を踏まえて、(1)教育カリキュラム改革が視野を拡大する可能性、(2)地震予知をはじめとし

た国家プロジェクト研究の影響という２つの点を重視する。具体的には、島津博士についてはシミュ

レーション研究から環境アセスメント研究へ研究の興味をシフトするプロセスを、津村博士について

は防災と密接なかかわりを持つ気象庁幹部職員への転職プロセスを重視する。

　聞き取り側の実施体制については、多様な視点から証言を引き出す必要があるため、チーム構成員

の専門分野、年齢構成が多様性をもつよう配慮した。本年度を最終年度とするため、並行して進める

文献調査の結果も踏まえつつ新分野を開拓した研究者の特徴的行動を整理してまとめる。

（７）平成 27年度の成果の概要：
　島津康男博士のインタビューについては 4回のインタビューを行って合計 20時間あまりの証言を収

集した。氏がかかわった環境アセスメントの中でも重要な現場であった「藤前干潟」における現地確

認も行った。津村博士については 2回（8時間）のインタビューを行った。インタビューは ICレコー

ダーで記録して、順次テープ起しを行ってテキスト化を進めた。

　島津博士は旧制大学（東大地球物理）の学部を卒業後、旧制大学院に進学する。その際、戦時中に

つくられた「大学院特別研究生」を継承した「大学院特別奨学生」（日本育英会）に選ばれている。こ

の制度は旧制の大学院が存続するあいだ続き、東大地球物理では毎年 1～3名が採用された。採用され

た人には竹内均博士の他に、小倉義光博士（気象学）、杉浦正久博士（地球電磁気学）、安芸敬一博士

（地震学）など後に世界的に活躍する多くの研究者の名が見られる。

　島津博士は「戦中から戦後すぐの頃は大学院給費制度があり恵まれていた。その後、新制大学が多

数出来て任期なしのポストもあった。私の年代は稀に見るよき時代だった。」と証言している。

　島津博士の研究経歴において、我々が最大の転換点だと考えたのは環境問題への進出である。氏は

環境を研究対象にした一番のきっかけは 1974年に参加したWISE-SCOPEにあると言う。SCOPEとは

国際学術連合会議の中に 1969年に作られた環境問題科学委員会で、WISEは SCOPEの下部に組織さ



れた環境影響研究作業班である。1974年 1月から 2月にかけて 45人の専門家をカナダのホテルに集

め、約 2週間かけて環境影響評価（環境アセスメント）の解説書を作成した。島津博士はその作業部

会に参加して、環境問題に計画的にアプローチすることの意義や研究を展開する可能性、社会的重要

性を感じたという。日本には環境を本業とする研究者が、まだ、いない時代であり、シミュレーショ

ン研究を進めていた島津博士に旧制中学時代の人脈などがいかされて声がかかったという。

　日本でも 1971年に環境庁が発足し環境問題の重要性が認識されていたが、水俣病など目の前で起

こっている「公害」への対応が急を要する重要課題であり、事前の影響評価はあまり注目されていな

かった。その点、環境アセスメントのアプローチは事前に影響を評価して、関係者が当事者意識を持っ

て計画策定に参加するという点で、非常に新しかった。また、人類の活動が地球に与える影響という

点で、「これは地球科学である」と氏は考えたが、当時の理学部地球科学系研究者の多数派はそのよう

に考えなかった。

　島津博士は「縫い目のない地球科学」という思想を語り、多くの若手研究者に影響を与えた。これ

は地質学・地球物理学といった手法の拘束、地震学・火山学というような研究対象による拘束、さら

には研究組織としての「講座」の呪縛を超越することを意味した。氏は「坊ちゃんの道楽でなく、ま

たマスコミ露出型でもなく、本当の意味で科学者の社会責任を希求した」と述べている。

　シミュレーションという汎用性の高い技術があっても、それまでと異なる対象を扱う研究に参加し

て、一定の成果と今後の進展の可能性を掴むことは難しい。島津博士の高い能力があってなせる業で

あり、ここから一般の研究者に適応可能な教訓を導き出すことは容易ではないというのが現状のまと

めである。まずは、解釈や評価をせずに、氏の証言を記録することに専念する。

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
林能成・山田俊弘・栗田敬・野内玲,「地球科学における学際的分野への参入過程～島津康男教授・熊

沢峰夫教授のオーラルヒストリーから～」,地球惑星科学関連合同学会,幕張メッセ, 2015年 5月

24日.（予稿原稿の謝辞に記載あり）山田俊弘,「拡大された地球科学概念からトランス・サイエ

ンスまで―島津康男教授と 1970年代科学史―」, 地球惑星科学関連合同学会, 幕張メッセ, 2015

年 5月 24日. 山田俊弘,「シームレスな地球科学をめざして―島津康男とディシプリンの越境：

1966-1983年」,日本科学史学会,大阪市立大学, 2015年 5月 31日. 山田俊弘,「1970年代の科学

教育における変容の性格――島津康男の拡大された地球科学、トランス・サイエンス、環境学―

―」,東京大学大学院教育学研究科基礎教育学研究室研究室紀要, 41号, p.183-194, 2015年 7月.

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
林能成（代表者）関西大学准教授

山田俊弘東京大学研究員

野内玲名古屋大学非常勤講師

山中佳子名古屋大学准教授

秦康範山梨大学准教授

永松伸吾関西大学准教授

森田裕一東京大学地震研究所教授

栗田敬東京大学地震研究所教授

橋本学京都大学防災研究所教授

他機関との共同研究の有無：無

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：

電話：

e-mail：



URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：林 　能成 　

所属：関西大学・社会安全学部



平成 27年度年次報告

課題番号：2961

（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

琵琶湖疏水の耐震性を考える－琵琶湖西岸断層帯が活動した場合の地殻変動と強震動の影響－

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
平成 26年度に実施した 4回の研究会（うち 1回は現地見学会）で得られた知見を踏まえ、平成 27年

度は、より具合的に琵琶湖疏水の耐震性の課題抽出と耐震対策に資する成果を得ることを目的とする．

断層帯の高詳細な地殻変動モデルの構築

3次元で高詳細な断層ならびに地殻変動モデルを構築し，想定される活断層による地殻変動を定量的

に予測する手法を開発する．

琵琶湖疏水の断水を免れるための方策の検討

模型実験により，断層運動に伴う鉛直変位を受ける管路の許容変位量等を求める．

第 3琵琶湖疏水建設の実現可能性やその他の水源からの取水可能性の調査・研究を進める．

琵琶湖疏水断水時の影響評価と提言

琵琶湖疏水が長期にわたり断水したときの影響評価を行い，対応策について提言する．特に，疏水の

損傷程度に応じた復旧時間と給水可能性について，シナリオを作成する．

（７）平成 27年度の成果の概要：
平成 27年度は，琵琶湖疎水の耐震性に関して，地盤の調査方法，疎水を構成する構造物の耐震性の検

討および補強方法，断層をまたぐ管路の耐震補強法等に関する話題提供をベースに検討した．2年間

の成果をまとめ，琵琶湖疎水の耐震補強に資する資料として，以下のように報告書を取りまとめる予

定である．

地震による琵琶湖疏水の断水対策の必要性と方法に関する提言（仮）

１．前書き

２．琵琶湖疏水の上水利用の現状

３．琵琶湖疏水に影響を及ぼすことが危惧される地震とその発生頻度

４．琵琶湖西岸地震が琵琶湖疏水に及ぼす被害想定

４－１．強震動による被害

疏水構造物の損壊と疏水構造物周辺の地盤や斜面の損壊による通水途絶

４－２．地表地震断層発生に伴う被害

疏水構造物の損壊と，水の自然流下システム機能不全発生による，長期にわたる通水途絶

５．琵琶疏水地震対策の方法



６．まとめ

（６）で挙げた模型実験については，実験模型と模型地盤の強度を計測する貫入試験装置の製作の遅れ

により，遠心力載荷装置の利用期間申請ができておらず，現時点で実験は実施できていない．ただし，

平成 28年 3月中に実施予定である．

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
特になし．

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
飛田哲男（代表者）京都大学防災研究所准教授

川崎一朗立命館大学客員研究員

岡田篤正立命館大学客員研究員

岩田知孝京都大学防災研究所教授

堀智晴京都大学防災研究所教授

釜井俊孝京都大学防災研究所教授

片尾浩京都大学防災研究所准教授

市村強東京大学地震研究所准教授

古川愛子京都大学工学研究科准教授

野原大督京都大学防災研究所助教

他機関との共同研究の有無：無

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：

電話：

e-mail：

URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：飛田哲男 　

所属：京都大学防災研究所



平成 27年度年次報告

課題番号：2962

（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

活断層と建物被害の情報に基づく歴史被害地震の断層モデル構築に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
平成 26年度に行った既往研究の調査結果に基づき調査対象候補とした 12地震のうち，善光寺地震を

対象に上記検討を行う．断層近傍の地盤構造調査のため，微動観測を行う．事前調査により得られた

情報と組み合わせて詳細な表層地盤を考慮した地盤構造モデルを構築し，善光寺地震の震源破壊過程

を推定するための強震動・建物被害シミュレーションを行う．さらに，他の調査対象候補地震につい

ても同様の検討を行えるかどうかを調査する．対象とする地震は 1896年陸羽地震とし，横手盆地東縁

断層帯および横手盆地の調査を行う．

（７）平成 27年度の成果の概要：
既往文献および前年度に実施した現地調査の成果を踏まえ，強震動計算に用いる断層モデルを構築し

た．断層モデルに用いる断層長と地表地震断層の位置は，活断層研究会編（1991）に基づいた．断層

長は全体が約 42kmになる．断層の一般走向は同文献に示されている地表地震断層の端点同士を結ん

だ直線の方向（N32°E）としたが，地表の断層線は東へ突出した弧を描いている．この分布形状にで

きるだけ合わせるため，断層を北部・中央部・南部に 3区分し，中央部のみ断層浅部の傾斜角を低角

にするモデルを設定した（図１）．すなわち，長野盆地の堆積盆の基底深度に相当すると思われる深

度 6kmを境に，それより深部では全区間において断層面の傾斜角を 50度（西傾斜）とするが，浅部

では 30度（西傾斜）を基本とするものの中央部では 18.7度（西傾斜）とした．この中央部の傾斜角

は，断層面の深部・浅部境界（断層面の傾斜角が変化する点）と中央部の地表地震断層の出現位置を

結ぶような面を図面上で設定して，その傾斜角を求めた．強震動を計算する際の断層面の上端深度は

2kmとする．アスペリティは北部・中央部・南部のそれぞれ深部（6km以深）に配置し，総面積に比

例して中央部のアスペリティ面積が北部・南部の 3倍となるように設定した．

地震動計算に用いる地盤モデルについては，初期段階の計算としては，防災科学技術研究所が公表し

ている J-SHISの地盤モデルを使用する．J-SHIS地盤モデルの，特に表層部分の高精度化をはかるた

めに善光寺と長野駅の間の地域で微動観測を行った．後に建物被害シミュレーションを実施するため

に，強震動シミュレーションで対象とする最大周波数の最終目標を 2Hzもしくは 2.5Hzとして設定し

た．J-SHISモデルに基づき，2Hzまでの地震動シミュレーション結果の震度分布を図２に示す。断層

モデルと地盤構造の関係から、震源直上および善光寺周辺では震度が大きくなるものの東側の盆地側

では比較的震度が小さくなった．これは，1847年善光寺地震の際に被害が山側及び盆地西端に集中し



ていたことと整合する．今後は，地震動シミュレーション結果に基づき建物被害シミュレーションを

行い，震源モデルおよび地盤構造モデルのさらなる高精度化を図る．

他の調査対象候補に挙げた 1896年陸羽地震の震源である横手盆地東縁断層帯の現地調査を実施した．

現地調査では，この地震の地表地震断層である千屋断層，太田断層，白岩断層，生保内断層（いずれ

も東側隆起の逆断層）およびこれらの活断層と同時に活動したとされる川舟断層（西側隆起）の逆断

層の断層変位地形を観察した．また，地震による家屋の被害状況と当時の家屋の構造に関する情報を

収集した．

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
吾妻 　崇・松島信一・市村 　強・野澤 　貴，2016，活断層と建物被害の情報に基づく歴史被害地震の

断層モデル構築に関する研究，京都大学防災研究所 　平成 27年度研究発表講演会，P02．

松島信一・伊藤光菜畝，2016，1847年善光寺地震における地震動と建物被害の関係把握のための表層

地盤構造の推定京都大学防災研究所 　平成 27年度研究発表講演会，E21．

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
松島信一（代表者）京都大学防災研究所准教授

吾妻崇産業技術総合研究所主任研究員

野澤貴鹿島建設原子力部担当部長

市村強東京大学地震研究所准教授

他機関との共同研究の有無：無

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：

電話：

e-mail：

URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：松島 　信一 　

所属：京都大学防災研究所



図１ 　本研究において提案する 1847年善光寺地震の断層モデル



図２ 　本研究で推定した 1847年善光寺地震による震度分布



平成 27年度年次報告

課題番号：2963

（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

地理情報システムおよび地表面露出年代法を用いた地震火山活動に伴う大規模斜面崩壊の発生場お

よび時空間的発生頻度の評価

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
本研究では，地理情報システム（GIS: Geographic Information Systems）による大規模崩壊あるいは重

力変形地形の解析とその発生時期特定のための年代測定を組み合わせ，大起伏付加体堆積岩山地およ

び成層火山体における大規模斜面崩壊の発生場の地理的条件および時間・空間的な発生頻度の評価を

行う．

GIS上での解析では，10 mメッシュの基盤地図情報で広域を俯瞰するとともに，航空レーザー測量に

よって得られる細密地形モデルを駆使して，崩壊堆積物や重力変形地形の抽出・分析を行う．斜面変

動に関するデータベースとしては，防災科学技術研究所の発行する地すべり地形分布図があるが，こ

れは空中写真で判読しうる全ての斜面変動地形を抽出したものであり，ここで対象とする高速で長距

離移動する大規模斜面崩壊以外のものも多数含んでしまっている．本研究では，GISでの高精度地形

解析により，カタストロフィックな運動様式をもつ斜面崩壊の痕跡，あるいはそれにつながる前兆とし

ての重力変形地形を抽出して，その分布と性状から地域ハザードおよび個別斜面の危険度を評価する．

崩壊および重力変形の発生年代は，宇宙線生成核種（TCN: Terrestrial Cosmogenic Nuclides）を用いた

地表面露出年代測定によって決定する．この手法は，宇宙線の照射により，地表近傍の造岩鉱物中に

蓄積する同位体（例えば石英中の 10Be）を加速器質量分析によって定量し，地表面の宇宙線への被爆

期間（地形形成後の露出時間）を求めるものである．TCNを用いれば，特別な年代試料を必要とする

ことなく，崩壊堆積物や重力変形により発生した小崖の露出年代を求めることができる．本研究では

TCNを用いて，多数の大規模崩壊の堆積地形や重力変形地形の形成年代を求め，歴史記録をはるかに

超える数万年の時間スケールで，斜面崩壊の頻度および重力変形の進行過程を明らかにする．年代測

定の対象とする具体的な場所は，前述の GISに基づく解析によって絞り込むが，西南日本外帯山地と

中部・東北日本の火山体を中心に数十か所での年代決定を行う計画である．

（７）平成 27年度の成果の概要：
日本の中部山岳全域を対象とし，GISによる崩壊地形の解析，代表的な地点の現地地形・地質踏査，

TCNによる崩壊発生年代決定のための崩壊堆積物の採集を行った．

GIS上での解析にあたっては，防災科学技術研究所の発行する地すべり地形分布図を援用して規模や

頻度を解析するとともに，個別崩壊地に対して詳細な地形構造の分析を行った．崩壊の力学的モデリ



ングでは，河川の下刻による斜面の下部切断とそれに伴う不安定化をカップリングさせ，谷密度や岩

盤強度などのパラメータに規定されて岩盤崩壊が発生するモデルを構築し，GISから得られる実際の

地形データに照らして妥当性の検証を行った．

TCN年代測定では，崩壊によって露出した岩盤面や，その際に生産された岩屑を分析対象とすること

で，その崩壊の発生年代を推定した．崩壊堆積物上の巨礫の頂部あるいは給源である露岩斜面の表面

から試料を採取し，化学処理を行って石英を抽出し，その中に含まれる宇宙線由来の 10Beを加速器質

量分析によって定量した．試料採取地点の緯度，高度，周囲の地形および積雪による遮蔽を考慮して
10Beの年間生成率を推定し，試料となった岩石の露出年代を算出した．

中部山岳地域には全域にわたって岩盤崩壊の痕跡地形が分布し，その規模?頻度分布曲線はべき関数で

近似できる．ただし，崩壊の規模が大きくなるほど頻度の減少が顕著になり，崩壊の規模が斜面長の

制約を受けていることを示す．また崩壊によって更新された斜面は，傾斜が 30から 40°で，少なくと

も中腹が一様勾配となることが多い．この勾配は斜面を構成する岩盤の強度を反映しているものと考

えられる．

河川の下刻と斜面の岩盤崩壊をカップリングさせたモデルでは，実際の崩壊地形を説明するためには，

小さな岩盤強度を想定する必要があることが明らかとなり，岩盤中に存在する不連続面が岩盤強度を

規定していることが示唆された．モデルの出力として得られる斜面勾配の統計的空間分布を，実際の

地形データに照らして検証を行ったところ，山岳地形を構成する斜面は，下刻に伴う遷急線の形成と

岩盤崩壊による全面更新を繰り返す準動的平衡状態にあると解釈できることが明らかとなった．

中部山岳に遍在する崩壊堆積物の TCN露出年代からは，多くの岩盤崩壊が完新世に発生していること

が明らかとなった．このことは岩盤崩壊の引き金として，地震動よりもむしろ降水量の増加や山岳永

久凍土の消失などの気候変動の影響が強く働いていることを示唆している．

以上のことから，大起伏山地での岩盤崩壊は，河川の下刻の進行に伴って不安定となった部位を除去

し，一様急勾配の動的平衡斜面を維持する役割を担っており，その作用の強弱は，氷期・間氷期サイ

クルとともに周期変動しているものと考えられる．

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
松四雄騎京都大学防災研究所准教授

金田平太郎千葉大学大学院理学研究科地球科学コース准教授

吉田英嗣明治大学文学研究科地理学専攻講師

松崎浩之東京大学総合研究博物館教授

他機関との共同研究の有無：無

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：京都大学防災研究所

電話：0774-38-4101

e-mail：matsushi@slope.dpri.kyoto-u.ac.jp

URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：松四雄騎 　

所属：京都大学・防災研究所



平成 27年度年次報告

課題番号：2964

（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震及び津波による建物倒壊に伴う人的被害の発生機構解明並びに評価手法の提案

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
本研究の対象は、地震動及び津波に伴う災害の内、特に人的被害に焦点を当てる。目的は以下のとお

りである。

　(1)地震対策の基本資料となる【想定地震による人的被害 (死者と負傷者) 】の評価手法を、既往の

内閣府の方法の問題点を明らかにしつつその抜本的改良を試行する。

　(2)負傷程度評価に災害医療関係で用いられている ISS尺度を導入することで評価内容をより豊か

に（死・重傷・軽傷の 3分類ではなく、負傷内容・症状に踏み込んだ表現が可能）、被災プロセスを詳

細に追跡するモデルを導入することで評価単位をより詳細に（市区町村単位ではなく、地域の 250m

メッシュ区画単位を標準とするが住家棟単位算定も可能）可能とする。

　(3)人的被害発生プロセスを忠実に追跡するモデルを構築しそこにベイジアンアプローチを導入し

データ更新により算定精度の格段の向上を試み、事前及び事後対策の効果評価が可能となる方法論を

具体的に提案する。

（７）平成 27年度の成果の概要：
以下の成果を得た。

　(1)人的被害に関する新評価式の構築

　主として木造住家倒壊に伴う人的被害を死傷程度 ISS（ Injury Severity Score；0【無傷】～8【軽傷】

～15【重傷】～24【重篤】～40【瀕死】～75【死亡】)で評価し、その発生確率を建物棟単位（世帯単

位）～メッシュ単位（50～500m）～地域単位（小学校区～中学校区）～市町村行政単位等々の種々の

算定単位で評価可能とした（上記計画の (1)～(3)に相当）。

　(2)高知県南国市における評価

　南海トラフ巨大地震を想定地震とし、南国町の震動による人的被害の発生確率を「世帯単位」及び

「字単位」で算出した。

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
1．岡田成幸・中嶋唯貴：地震時建物倒壊に伴う人的被害の因果律を踏まえた詳細評価手法 　～建物棟

別評価から行政区単位評価まで～，日本建築学会大会（関東）梗概集，2015.



2．飯田彬斗・岡田成幸・中嶋唯貴：地震時人的被害推定高度化のための建物内部空間被災度関数の再

構築，日本建築学会大会（関東）梗概集，2015.

3．中嶋唯貴・岡田成幸：震動及び津波の複合災害を想定した人的被害推定手法の提案，日本建築学会

北海道支部研究報告集，88，101-104，2015．

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
岡田成幸北海道大学・工学研究院教授

中嶋唯貴北海道大学・工学研究院助教

川瀬博京都大学・防災研究所教授

他機関との共同研究の有無：無

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：北海道大学大学院工学研究院都市防災学研究室

電話：(011)706-7839

e-mail：okd@eng.hokudai.ac.jp

URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：岡田成幸 　

所属：北海道大学・工学研究院



平成 27年度年次報告

課題番号：2965

（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

絵図史料に基づく歴史地形の復元と歴史災害の分析

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：

（７）平成 27年度の成果の概要：
本研究では、東日本大震災ほか度々歴史津波の被災地となり、また歴史的な絵図史料が多数存在して

いる岩手県宮古市周辺地域を中心的に取り上げた。宮古市の歴史地形を復元するにあたり「２万５千

分の１」(2006)をベースとして、標高モデルを大日本帝国陸地測量部「５万分１地形図」(1916)と合

成し、90年前の地形を復元した。また、岩手県図書館所蔵「陸奥国閉伊郡宮古村書上絵図面」(1874)

について寺院や街路などを基点に位置合わせをおこない、明治初期の歴史地形を復元した。

これらの復元地形から、宮古市中央を流れる閉伊川の流路の変化および現在の宮古市庁舎が存在する

場所がかつては閉伊川河口の中州であったことを明らかにした。また、1611年慶長奥州地震津波の伝

承について、復元した人工改変前の歴史地形から河川遡上で説明が可能なことが指摘できる。

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
蝦名裕一東北大学災害科学国際研究所助教

岡田真介東北大学災害科学国際研究所助教

花岡和聖東北大学災害科学国際研究所助教

今井健太郎東北大学災害科学国際研究所助教

他機関との共同研究の有無：無

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：東北大学災害科学国際研究所

電話：022-752-2146

e-mail：ebin@irides.tohoku.ac.jp

URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者



氏名：蝦名裕一 　

所属：東北大学災害科学国際研究所

復元した宮古地形の歴史景観と歴史津波の痕跡

Generic Mapping Tools（GMT；http://gmt.soest.hawaii.edu/）を用いて標高データの修正および作図を行った。



平成 27年度年次報告

課題番号：2966

（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

拡散波動場理論に基づく地下構造探査手法のミャンマーへの応用に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
まずサガイン断層が市街地近傍あるいは中央を通るマンダレー市とサガイン市を主要ターゲットに、

地盤のボーリング情報を海外研究協力者を通して入手し、情報のある地点近傍での観測を計画する。

次にサガイン断層を中心に強震観測点を設置するとともに、微動観測を実施する。用いる観測機器は

防災研究所所有の ITKデータロガーで、センサーは K-NET95型サーボ加速度計である。連続観測を

行う。そして観測された微小地震の S波部分の水平スペクトルと上下スペクトルの比、いわゆる H/V

比を用いて Kawase et al. (2011,前出)が提案した拡散波動場理論により、その地点直下の地震基盤から

地表までの S波速度構造を同定する。最後に、得られた構造から求められる微動の H/V比と観測 H/V

比を比較するとともに、ボーリングデータから得られる推定速度構造と比較し、得られた構造の妥当

性を検証する。

（７）平成 27年度の成果の概要：
　本研究では、ミャンマー連邦共和国（以後、ミャンマーと表記する。）の主要都市である Yangon、

Mandalay、Sagaing、Bagoを対象として、強震動予測に必要となる工学的基盤以深の S波速度構造の

推定を行った。

　Yangonはサガイン断層の西方 30kmに位置し、人口約 500万人を擁するミャンマー最大の都市であ

る。Mandalayはサガイン断層の東方 7kmのごく近傍にあり、人口 100万人強のミャンマー第 2の都市

である。Bagoと Sagaingは、ともに市内をサガイン断層が貫いていることで知られている。Bagoは

Yangonの約 50km北東に位置し、人口 30万人で Bago県の県都である。一方、SagaingはMandalayの

約 10km南西にある Sagaing県の県都で、人口は 8万人と小規模だが、僧院が多くあり宗教都市として

重要である。またサガイン断層の名前の由来となった場所で、市内にはサガイン断層の活動により形

成された地形が明瞭に表れている。以上のように、調査対象都市 4都市はいずれも政治的、経済的ま

たは宗教的に重要な都市であり、またサガイン断層の近傍に位置している。これらの都市とサガイン

断層との位置関係を図 1に示す。

　このサガイン断層を震源とした地震については、近い将来に発生することが予想されている。古川

(2011)は、1918年以降にサガイン断層近傍において発生したとされてきたミャンマー国内の歴史地震

についてその震源を再決定し、分析を行っている。これによると、Yangonの位置する南ミャンマーで

は 1929年から 1930年にかけて 3個の空間的に連続して大地震が発生して以来、連続的な大地震が起



きていないことが分かったとされている。また、Mandalayは中央ミャンマーと北ミャンマーとの境界

に位置しているが、中央ミャンマーは 1904年以来 100年以上大地震が発生していない地域であり、近

い将来最大M7.7程度の大地震が発生する可能性があることが指摘されている。また、北ミャンマー

では近年M6.0クラスの地震が複数発生しており地震活動の活発な時期にあることも分かった。

　そこで本研究は、将来発生するサガイン断層沿いの地震によるこれら各都市における強震動予測の

ために必要となる地盤構造の推定を行う。特に、これまでの研究では十分把握されてきていない工学

的基盤から地震基盤にかけての深部地盤構造を主な推定の対象とする。

　各調査対象都市につき 1地点において、Rayleigh波の位相速度分散曲線を求め地下構造を同定する

ため、複数の微動計をアレイ配置し常時微動の同時観測を行った。加速度を計測する小サイズアレイ

をMandalay、Bagoで、速度を計測する大サイズアレイを Yangon、Mandalay、Bago、Sagaingでそれ

ぞれ 1点ずつ実施した。

　常時微動の速度アレイ観測は、微動観測用サーボ型速度計 VSE-11（水平成分）および VSE-12（上

下成分）（株式会社東京測振製）、データ収録装置Datamark LS8800（白山工業株式会社製）、電源供給

用パワーユニット（株式会社東京測振製）および AC電源または外部バッテリーにより構成されたシ

ステム 4セットを用いて実施した。サンプリング周波数は 200Hz（一部の観測で 100Hz）、アンプは

50倍（一部の観測で 100倍）とし、50Hzのローパスフィルタを用いた。工学的基盤以深の深部地盤構

造は常時微動の長周期成分に反映されることから、長周期帯に対する感度の高い速度計を用いた。微

動計の配置は SPAC法を用いるため円形アレイ形状とし、1点の微動計を中心とした同心円上に 3点

の微動計を設置した。速度アレイ観測のアレイサイズ r（半径）については、2Hz以下の長周期域が反

映されるよう、120mから 800mの中で設定した。図２には Bagoのアレイ配置を例として示す。

　収録したデータは長博士の開発した微動解析ソフト BIDOで解析した。ノイズ除去のあと対象区間

データに対して SPAC法を適用した。詳細は省略するが得られた結果のみ図３にまとめて示す。位相

速度で見ると Sagaingが明らかに他観測点と比べ速い結果となっていることがわかる。これは断層の

活動が活発で堆積層が薄いためと考えられ、別途得た微動水平上下比 (MHVR)の結果とも整合してい

る。またヤンゴン川に近い Yangon市内 (Yangon大学グランド )の方が同じ Yangon市内でもより東側

のDagon地区よりも位相速度が速く、相対的に表層が硬いことを示しているのが興味深い。ただ 0.6Hz

より低振動数ではほぼ一致しており、共通の地盤構造に収斂していることを示唆している。また全振

動数域において Bagoが一番遅い速度となっており、イラワジ川の堆積を反映しているものと推定さ

れる。

　得られた Rayleigh波位相速度を Ballardの方法（Ballard,1964）により S波速度構造に換算する。こ

こで Ballardの方法とは、探査資料に乏しい地域における S波速度構造逆探査の初期モデル設定を目的

として提案された方法で、1/3波長則で位相速度の 1.1倍と S波速度を対応させる方法である。それに

よって得られた Bagoでの S波速度分布を図４に示す。500m/sから 2.5km/s程度まで漸増する構造が

得られている。

　次に敷設した強震観測網による検討結果について記述する。調査対象都市のうち Sagainについては、

観測点は敷設し観測は継続中であるが、平成 28年 1月末時点ではその観測データをまだ入手できてい

ないので、Bago、Yangon、Mandalay（Mandalay以外はそれぞれ 1地点、Mandalayは 2地点）の 3都

市の地震動観測点の地震動データを入手し解析した。観測された地動の連続時刻歴記録から地震動と

思われる区間を抽出し、地震動水平上下スペクトル比（以下地震動 HVRsと表記する）を算出した。

本研究での地震動 HVRsは水平 2成分の RMS振幅に対する比として定義する。

　継続観測された加速度時刻歴記録の中から、地震動の抽出を行った。抽出方法としてはまず、?上

下成分の振幅の変化量が多い時間帯、および?U.S. Geological Surveyにより地震発生が報告されてい

る時間帯をトリガーとしてデータを切り出した。いずれの地点も AC電源による連続観測でセットし

ているが、停電の影響と見られるデータ欠損が非常に高い頻度で発生している。Bagoを例に、?U.S.

Geological Surveyにより地震が発生したと報告されている時間帯について、観測期間内のものの発生

時刻を調べた結果２地震が観測されていることがわかった。抽出した観測地震動の一例を図６に示す。



これは 2014年 11月 28日のM4.3の Sagain断層中部における内陸地震 (深さ 14km)である。

　Bagoにおいては結局得られていたのは?の２地震だけだったので、その EHVRを求めた。図７にそ

れを示す。この長周期成分に着目すると、0.5Hz～0.7Hzに低めのピークが 1.2Hzあたりに高いピーク

がそれぞれ見られる。ここから、観測点直下に 2ヶ所のインピーダンスコントラストの大きい箇所が

あり、特に 2ヶ所のうち浅い方が大きくなっているような地盤構造が想定できる。

　まだデータ数が少ないのでこれらの EHVRから速度構造を逆算するのは難しいが、今後もデータ収

集を継続し、10地震程度の地震が得られた段階で、拡散波動場理論により各地点の S波速度構造を図

４に示したモデルを初期値に同定したいと考えている。

　以上、本研究ではミャンマーを対象に主要４都市において、特に深部地下構造に着目して長周期微

動観測データと地震観測データを集集し、一次解析を行った。データ収集については極めて成功裏に

終えることができたが、地震観測データについては停電による欠測期間が多く、得られたデータ数が

十分ではなかったため、微動データと地震動データを同時に説明できる地下構造を得るには至らなかっ

た。今後もデータ収集に努め、強震記録を定量的に説明できる各都市における地下構造モデルの構築

を目指したい。
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図１ 　サガイン断層と対象４都市の位置関係

図２ 　速度計の配置例

（都市：Bago、黄円：300mと 800mアレイの同心円、黄点：速度計設置箇所、右青点線：Yangon-Mandalay High
Way、左青点線：Myo Shaung Road）

図３ 　対象都市で得られた Rayleigh波位相速度の比較



図４ 　Rayleigh波位相速度から略算した S波速度の深さ方向分布推定値

図５ 　MDYpri地震動観測点
（星：地震動観測点、円：微動アレーの位置）

図６ 　USGSのデータベースから抽出した 2014年 11月 28日の地震波形



図７ 　得られた２地震から求めた地震動の水平上下比 (EHVR)
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課題番号：2975

（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

巨大地震のリスク評価の精度向上に関する新パラダイムの構築

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
【提案の背景】標準的な地震リスク評価手法では、震源・波動伝搬・地盤増幅・建物応答・直接的被害・

社会的影響に関する研究分野からの知見を統合して、リスクが評価される。リスク計算の視点から見

れば、各研究分野に対応するそれぞれのモジュールから、知見の数学的表現であるところのモデルを

選び、それらのモデルを組み合わせることで 1本のリスクカーブが得られる。一方、現実には各研究

分野で様々な知見があることに対応して同じモジュールの中に複数のモデルが併存するので、原理的

には、複数の組み合わせによるリスクカーブ群が得られることになる。すなわち、地震リスク評価に

は、モデルの相違によるばらつきが伴っている可能性がある。

【現状の問題点】地震リスク評価のモデル選択に伴うばらつきを評価し、その妥当性やばらつきを低減

させる可能性について、分野を横断して公に議論することはほとんど行われていない。

【本研究での課題】上記の問題点解消に資する、系統的な地震リスク評価を可能にするプラットフォー

ムを構築する。具体的には、(i)互いに関連する研究分野での知見の受け渡し方法を明確にし、(ii)その

ソフトウェア的対応であるインターフェースを設計する。さらに、(iii)設計されたインターフェース

を、リスク算出に関するプログラムコードに実装し、系統的に地震リスクを評価できるプラットフォー

ムを構築することで分野ごとのモデル選択のばらつきを定量化する。

【期待される成果】以上の課題を遂行することで、参加者募集型統括研究の研究内容（２）を達成でき

る。また、各研究分野の知見（モデル）をプラットフォームに組み込み、系統的に地震リスクを評価

することで、同研究内容（３）を達成できる。また、本統括研究の目標である、現時点でのリスク評

価に関する不確実性を評価して公に共有することを実現できる。

（７）平成 27年度の成果の概要：
研究を進めるにあたりまず、地震リスク評価に必要な各知見を以下のように整理することとし、それ

ぞれの知見に対応する研究グループを構成した。



・震源過程

・伝播・深部地盤構造

・強震動予測

・浅部地盤構造

・構造物被害予測

・リスク評価

また、これらの知見を統合するためのリスクプラットフォーム構築グループ、リスク情報の利活用に関

する研究グループも構成した。次に本年度の研究課題および活動を明確にするために、これらの研究

グループが参加するキックオフミーティングを平成 27年 7月 27日に開催した。このキックオフミー

ティングの結果、今年度は以下の活動を行うことで合意した。

（１）『簡便な方法』を用いて地震リスク評価を行う際に他グループからの入力として必要な情報お

よび他グループへ提供可能な出力情報に関する一覧表（インプット・アウトプット表）をグループご

とに作成し、共有する。

（２）簡便な方法を用いて地震リスク評価を行う際に必要なモデル群を選定する。

（３）これらのモデル群を用いて、特定の地域および構造物を対象として地震リスクの不確実性評価

を行う。

上記の活動計画に基づき、各研究グループでモデルに関する情報の集約・整理を行い、これらの結果

はプラットフォーム構築グループへと提供された。プラットフォーム構築グループは、これらのモデ

ル群を統合し、リスク計算を実行できるプラットフォームを構築した。また、このプラットフォーム

を用いて、リスク計算を行い、地震リスク評価に伴う不確実性の評価を行った。以上により、本年度

の目標を達成した。

以下、各研究グループでの活動について報告する。

【震源過程】

南海トラフで発生すると考えられる巨大地震の震源モデルについて、地震調査研究推進本部が確率論

的地震動予測地図作成のために公表しているデータを用いて、層破壊領域とそのマグニチュードを提

案した。震源モデルには多様性が存在するが、過去に南海トラフで発生した３ケース（宝永、安政、昭

和）は繰り返し発生する可能性があると考え、それらのモデルを検討した。また震源モデルの選択に

おける不確実性の果たす役割を評価する目的で、国が想定している最大規模 (Mw9.1)のケースについ

ても、実際発生したことは確認されていないが、敢えてモデルに組み込んだ。

【伝播・深部地盤構造】

　伝播・深部構造グループは、南海トラフ沿いにおける地震波速度構造について、現在参照できる構

造モデルの調査を行った。これまで南海トラフ沿いの陸・海域では、大学および海洋研究開発機構に

よって、人工震源を用いた地震波構造調査および自然地震観測によるトモグラフィー解析が行われて

きた。これにより、およそ水平方向 10～20 km程度の解像度で地震波速度構造が求められている。ま

た最近になって同様の解像度で大きな振幅を持つ S波の減衰構造も明らかとなりつつある。これらを

コンパイルすることで、地震時における地盤の揺れの大きさに関する見積もり精度の向上に寄与でき

る可能性を確認した。

【強震動予測グループ】

南海トラフ震源域で発生する巨大地震は，震源域で発生した地震動や津波が日本列島の広範囲に到達

し非常に大きな被害につながることが考えられる。そのため巨大地震のリスク評価においては，震源

域による影響，波動の伝播による影響，観測点近傍の構造による影響等について調べる必要がある。

その際に、強震動の予測においては、地震波のエネルギーがどのように伝播するかを知ることはひじょ

うに重要である。今年度は、距離減衰式に注目し調査・研究を行った。ここでは、数多くある距離減

衰式の中から以下の７つの論文の式を選出し、評価に用いることをおこなった。

1. Si and Midorikawa (1999)

2. Kanno et al. (2006)



3. Zhao et al. (2006)

4. Uchiyama and Midorikawa (2006)

5. Kataoka et al. (2006)

6. Satoh (2010)

7. Morikawa and Fujiwara (2013)

距離減衰式は、様々な種類のデータのもとに得られたものであるので、その背景を含めて理解する必

要がある。ここでは、震源の深さ、地震のタイプ、幾何減衰の深さ依存性、震源の短周期成分、スラ

ブ内地震とプレート境界地震を考慮した事例、M9の地震を考慮した事例等、様々な背景を理解したう

えで選出しリスク評価につなげていく。

【浅部地盤構造】

　浅部地盤構造分科会では、距離減衰式より得られた最大加速度値に対し、第 1段階として簡易的に

地盤増幅度を求めるため、全国地震動予測地図 (2010) 1)で採用されている微地形区分に基づく工学的

基盤以浅の表層地盤での最大速度増幅率 [藤本・翠川 (2003)] 2)の考え方を採用した。この手法は、広

域的な増幅率を求めるのに適しているが、その推定精度を上げるためには、サイトに特化した地質情

報と数値解析検討を行うことが望ましい。

【構造物被害予測】

　構造物被害予測グループでは、地震ハザード解析により得られた地表面でのハザード指標（最大速

度、最大加速度など）に対して、建物の被害の程度を予測するモデルに関する調査・研究を行った。こ

こで、建物の被害の程度は、構造物としての損傷の程度を表すものとして、経済的あるいは人的被害

の大きさとは区別している。本年度は、被害棟数が多く悉皆調査がされていること、地震動分布につ

いて詳細に検討されていること、から 1995兵庫県南部地震による建物被害データを元に構築された建

物被害関数を対象とすることとした。数ある建物被害関数の中でも、被害想定などに使用される事例

が多い、村尾・山崎 (2002) 3)の建物被害関数を採用した。村尾・山崎 (2002)では、震災復興都市づく

り特別委員会調査データに、自治体の被害調査結果に含まれる構造・建築年・用途などの詳細な建物

属性をマッチングさせている。このことで、建物の構造・建築年代などを考慮した詳細な建物被害予

測が可能となっている。

【リスク評価】

　リスク評価グループでは、構造的な被害と経済的・人的被害との関係について調査研究を行った。こ

れらの調査を通じて、経済的損失を計量する指標の取り方、あるいは経済的損失や人的被害とより相

関の高い構造被害程度の定義の必要性など、リスク評価の精度向上に資する課題を明らかにした。ま

た、今年度のリスク評価に資するモデルとして、兵庫県南部地震の際の被害データおよび研究をベー

スに、構造的被害と経済的被害を関連付けた。

【プラットフォーム構築】

　上記のモデルを用いて地震リスク計算を実行するプラットフォームを構築した。具体的には、上記

の各分野からのモデル群からモデルを選択するとそれに対応したリスクカーブが計算される。このプ

ラットフォームを用いることで、異なるモデルの組み合わせに対してリスクカーブ群を計算すること

ができ、地震リスク評価に伴う不確実性を評価することができる。

次年度以降、このプラットフォームに、より精緻なモデルを組み込んでいくことで、地震リスクの計

算およびその不確実性の評価を実施する予定である。また、それと平行して、どのモデルの不確実性

が全体の地震リスク評価のばらつきに効いているのかを定量的に明らかにすることで、リスク評価の

精度向上に関する議論を深化させる。
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（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

経時変化を考慮した地震災害リスク評価手法の構築に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）平成 27年度の計画の概要：
現在の地震災害のリスク評価は、時間軸のどの時点の状況を考慮して評価されたかが不明確で、どの

時点での評価なのか明示的に示されていない場合がほとんどである。しかしながら、地震時の大きな

揺れによって災害が発生するリスクはそこに被害を受ける人や物が存在しているからであって、そこ

に被害を受けるものがなければ、どんなにハザードが高くても我々にとっては大きな問題とはならな

い可能性が高い。そこで、本研究では以下のようなことを考える。

１．現在の人口，社会構造，産業構造，建築基準法，建築工法などの社会・経済・技術的な条件が地

震災害リスク評価に与える影響を明確にし、これらの条件を適切に反映する手法の構築について検討

を行う。

２．これらの諸条件が現在から地震が発生するまでの間に経時変化することを踏まえ，地震が起こる

時点での状況を考慮した地震災害リスクを評価する手法の構築方法を探る。

３．１．で地震災害リスク評価に与える諸条件が明確になれば、地震による直接被害だけではなく，そ

れらの諸条件に付随する間接被害による影響評価につなげられないか検討する。

（７）平成 27年度の成果の概要：
本研究を進めるにあたりまず、経時変化を考慮した地震災害リスク評価に関連する研究について調査

を行い、建物被害、人的被害、経済被害の３つについて扱うこととした。

（１）建物被害

地震による建物被害は、(1)建物被害関数、(2)その被害関数を適用すべきエクスポージャー（建物分

布モデル）を組み合わせて予測するのが一般的である。ある評価時点における経時変化は (1)、(2)の

両方で考慮すべきである。

(1)の建物被害率は、建物構造のほか、建築基準法の改正や老朽のために、その建築年代によって大き

く異なる。このため、例えば 1981年の建築基準法の改正前後で被害率の異なる被害関数を用いる場合



が多い 例えば 1)。また老朽度は、特に将来時点における評価の際に重要であり、例えばある建築年代の

建物でも、現在に比べ経年劣化を考慮した評価を行うことが考えられる。さらには、建物階数ごとの

被害関数を提案しているものもある。

一方、(2)のエクスポージャー（建物分布モデル）は、将来における少子高齢化の進展などの社会背景

により、現在と建物分布が異なることが予想される。あるいは、人口減少による空き家の増加も予想

される。これらのことを念頭に、建物分布モデルを構築しなければならない。

（２）人的被害

人的被害の場合も建物被害と同様に、(1)人的被害関数（死亡率・負傷率）例えば 2)3)、(2)その被害関

数を適用すべきエクスポージャー（人口分布モデル）を組み合わせて予測するのが一般的である。特

に、将来における (2)エクスポージャー（人口分布）の予測が重要であり、特に死亡・負傷率は年齢に

より大きく異なるため、その年齢分布の予測も重要となる。また、時間帯による死亡・負傷を評価す

る場合には、人口移動モデルも必要となる。一方、(1)の死亡・負傷率は、建物被害をパラメータとす

る場合が多いため、建物被害（特に中程度の被害）の予測精度を上げることも重要である。また、死

亡・負傷は、建物被害だけでなく、家財被害などが原因の場合もあることから、それらに応じた評価

も行っていく必要がある。

木造建物のみを対象として、南国市における人的被害の時系列評価を岡田・中嶋 4)の手法により試算

した。被害推定の際に、建て替えによる住宅の耐力の向上、時間経過に伴う木造住居の劣化、年齢別人

口の増減について考慮し、時間経過に伴う住居の空間分布変化および時間経過に伴う人口分布の変化

は考慮しなかった。その結果、2010年と比べ 2020年には推定死亡者数が 28%減少することがわかっ

た。その差の要因としては、耐震性能の劣化と高齢化による増加分を建て替え・滅失と人口減少によ

る減少分が上回ることが挙げられる。なお、影響度評価は、平成 15年から平成 25年までの建て替え・

滅失水準が 2020年まで継続、将来人口は 2020年の年齢別人口、耐震性能劣化は 50年で 1割ほど、と

いう仮定のもとに行った。

（３）経済被害

震災がマクロ経済に及ぼす影響の分析と経済の時系列変化を扱いモデルとしては、従来のケインズ経

済学モデル例えば 5)のほか、サプライチェーンや金融制約を織り込んだフォワードルッキング（将来

を見据えた予測）の必要性が認識されている。これらでは、地震による建物被害や人的被害などをイ

ンプットに、空間的・時系列的な経済への影響波及を評価するとともに、巨大災害の影響を抑える事

前の対策とその効果の検証なども行うことができる。

経済被害予測は、復旧に関する費用（直接被害）、機会損失、生産額・ＧＤＰの低下（間接損害）等を

予測する。この予測手法も様々な仮定が置かれており、また予測結果の精度はそれらに用いられるパ

ラメータの精度にも依存する。例えば直接被害金額予測のパラメータには全壊棟数＋半壊棟数× 0.5

が使われているため全壊棟数などの精度に依存する。また、生産サービスの低下には、建物被害棟数

と人的被害による労働力の低下がパラメータとなっている。一方、建物の一部損壊は算入されていな

いなど、予測手法にも検討の余地がある。

上述の（１）～（３）の各被害について、その予測の際に考慮している要因を把握できれば、それら

の要因の将来変化を予測することで、将来時点のリスク評価が可能になる。表１にそれらの要因につ

いて、現時点で考えられるものを列挙した（表１）。

本研究は、今後、国内の特定地点を対象に、経時変化を考慮した地震災害リスク評価を試みる予定で

ある。

さらには、建物被害、人的被害、経済被害について、個々の要素の評価精度を高めるとともに、それ

ぞれの要素間のインターフェースがうまく接続するように整備し、全国的な評価へと結びつけること

を目標としている。
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課題番号：2977

（１）実施機関名：

拠点間連携研究

（２）研究課題（または観測項目）名：

巨大地震リスク評価のための都市モデルの構築と高分解能の災害・被害予測の試行

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

(2)地震・火山噴火の災害発生機構の解明

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

（６）平成 27年度の計画の概要：
10万・100万のオーダの建築建物や交通・ライフライン等の大規模社会基盤施設を有する都市に対し

て，巨大地震がもたらす災害・被害の評価には，経験式を多用せざるを得なかった．しかし，過去の

被害データを使った相関関係に基づく経験式には精度に限界があることは否めない．地震動増幅や地

震応答の物理過程という因果関係に基づく数値解析は合理性が高く，経験式の代替となることが期待

されている．さらに，容量・速度が指数関数的に増加する計算機と，多様なディジタルデータが収集・

生成される都市情報を利用することで，従来不可能であった，都市全体の数値解析を行うことは現実

味を帯びている．

本研究では，理学・工学・社会科学の各分野で培われた数値解析が適用できるような都市全体の解析

モデルを構築し，実際に，数値解析を使って巨大地震がもたらす災害・被害予測を行うことを目的と

する．具体的には下記を考えている．

１．都市モデルの構築：都市モデルの構築は，複数のディジタルデータを統合し，さまざまな数値解析

手法の解析モデルを自動構築することになる．すなわち，複数のデータを複数のモデルに変換するの

であり，この変換には情報科学の最先端の技術の適用と新たな技術の開発が必要となる．勿論，各々

の数値解析手法の特徴の正しい理解が必要であるため，都市モデルの自動構築は防災・減災に関わる

理工社会科学と情報科学の境界領域の研究である．

２．数値解析を用いた災害・被害予測：巨大地震がもたらす災害・被害予測も単なる計算に留まらな

い．想定すべき地震シナリオは，大小はじめ，単発・連発等，さまざまなものがある．また，地盤構

造や建物・社会基盤施設のデータは完全ではなく，都市モデルはこの不確定性を考慮しなければなら



ない．このような不確定性を考慮した，合理的な数値解析の方法論の考案から始めなければならない．

また膨大な量の解析結果の評価に関しても，可視化等，新たな方法が必要とされる．

上記の目的の達成のため，平成 27年度は，本研究に参加する大学に，基盤となる統合地震シミュレー

ション（ Integrated Earthquake Simulation, IES）のプログラムを共有することを試みる．共有される IES

には，連成した地震動増幅と建築建物地震応答の解析手法が実装されている他，所定のフォーマット

の都市情報から都市モデルを自動構築するモデュールが組み込まれている．プログラムの共有は過去

にも取り組まれており，マニュアルも整備されている．二つの解析手法や，都市モデルの自動構築モ

デュールが高度化されている他，IES自体にもデータ構造やプログラムアーキテクチャーが改良され

ている．参加大学において，IESの最新版の共有と不具合の修正，実行方法の習得，試行計算を行う．

（７）平成 27年度の成果の概要：
東北大学・新潟大学・東京工業大学・山梨大学・神戸大学・香川大学・高知工科大学・九州大学の協力

により，仙台・新潟・東京・甲府・神戸・高松・高知・福岡を対象とした IESが移植されている．移植

の実体は，IESのシステムの実行ファイルと，対象都市の基本都市モデルを構築するために必要な市

販の地理情報システム（Geographical Information System, GIS）である．

IESは統合型のシステムであるため，地震動や地震応答，被害対応に関する数値解析プログラムを追

加することも可能である．同様に GIS以外の都市ディジタル情報を新たな入力データとして，新しい

様式の都市モデルの構築に利用することもできる．この IESの拡張という点では，前述の大学が研究

開発の主体である．

（１）新潟市

想定される地震シナリオに応じて都市の地震被害は異なる．正確な地震被害の評価には表層地盤の局

所的な地震動増幅効果の評価も必要である．この点を考慮し，新潟市では KNETのNIG010ステーショ

ンの 21個の観測された地震動データを想定される地震シナリオとして利用した．また，表層地盤の地

震動解析の有無による地震被害の違いも検討した．

IESの都市モデルとして，83個のボーリングデータを使った 3次元表層地盤モデルと，新潟市のビル

データセットを使った建物モデル群を構築した．検討の一例として，局所的な地震動増幅効果を考慮

した場合と考慮しなかった場合の建物応答を図 1に示す．図に示された応答は最上階の層間変形角で

ある．

（２）甲府市

甲府盆地は二つの川が流入しているため地盤構造は複雑である．この結果，地震動はもとより，埋設

管に影響する地盤ひずみも特殊な集中をすることが懸念されている．IESに実装されている表層地盤

の地震動解析では，3次元モデルを使うため，地点毎の地盤ひずみを予測することも可能である．高

い時空間分解能を利用し，他の手法では難しい埋設管への影響評価が可能である．

上記を背景に，IESを使って甲府市での表層地盤での地震動解析を行い，想定された一様基盤入力地

震動が引き起こす地盤ひずみの空間分布を計算した．対象は 5,750m四方であり 3層の地盤モデルを構

築した．なお，各地層は非線形（ROモデル）としている．この結果，最表層の軟弱な堆積層において

ひずみの集中が生じることを明らかにした（図 2参照）．

（３）仙台市

IESで標準として利用する GISデータは，元データの収集・整備に地域毎に差があるため，必ずしも

一様ではない．同一種類の都市ディジタル情報でも非一様であることは，IESの都市モデルの自動構

築には障害となっている．

仙台市の青葉区・太白区・泉区・若林区・宮城野区を対象に，IESの試行シミュレーションを行う場

合，この GISの非一様性が問題となった．建築建物の形状と高さデータは敢然に整備されているもの

の，用途がない建物階数は，一部，欠けているからである．一部の区では数割，建物階数のデータが

欠けている．

都市ディジタル情報の非一様性に対処するため，他のデータを使った推測を行う．建物階数の場合，高



さデータと適当と思われる確率分布を使って建物階数を推定するのである．推定された建物階数を使っ

た建築建物の都市モデルを図 3に示す．

上記が，各地域の大学の協力を仰ぎ，国内の複数の都市に IESの移植が進められている現状である．移

植は IESの単純なオペレーションではなく，有効利用のための研究開発も必要である．また，シミュ

レーション結果を防災・減災に結び付けるためには，例えば，自治体等へ予測される災害・被害を提

供することも重要となる．IESそのものの開発とともに，このような国内展開を将来課題として位置

付けている．

（８）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Tsuyoshi Ichimura, Kohei Fujita, Pher Errol Balde Quinay, Lalith Maddegedara, Muneo Hori, Seizo Tanaka,

Yoshihisa Shizawa, Hiroshi Kobayashi and Kazuo Minami, Implicit Nonlinear Wave Simulation with

1.08T DOF and 0.270T Unstructured Finite Elements to Enhance Comprehensive Earthquake Simula-

tion, SC15: International Conference for High Performance Computing, Networking, Storage and Analysis
, doi: 10.1145/2807591.2807674, 2015.

Kohei Fujita, Tsuyoshi Ichimura, Muneo Hori, Lalith Maddegedara and Seizo Tanaka, Scalable many-case

urban earthquake simulation method for stochastic earthquake disaster estimation, Procedia Computer Science
, 51, 1483-1493, 2015.

Ryoichiro Agata, Tsuyoshi Ichimura, Kazuro Hirahara, Mamoru Hyodo, Takane Hori, Chihiro Hashimoto

and Muneo Hori, Numerical verification criteria for coseismic and postseismic crustal deformation anal-

ysis with large-scale high-fidelity model, Procedia Computer Science, 51, 1534-1544, 2015.

Leonel Enrique Aguilar Melgar, Wijerathne Maddegedara Lalith Lakshman, Muneo Hori, Tsuyoshi Ichimura

and Seizo Tanaka, On the Development of an MAS Based Evacuation Simulation System: Autonomous

Navigation & Colli-sion Avoidance, Lecture Notes in Artificial Intelligence, 2015 (in press).

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
堀宗朗東京大学・地震研究所教授・センター長

市村強東京大学・地震研究所准教授

ラリスウィジャラトネ東京大学・地震研究所准教授

他機関との共同研究の有無：有

横松宗太京都大学・防災研究所准教授

飯塚敦神戸大学・都市安全研究センター教授・センター長

井料隆雅神戸大学・工学部教授

今村文彦東北大学・災害科学国際研究所教授・所長

寺田賢二郎東北大学・災害科学国際研究所教授

阿部和久新潟大学・工学研究科教授（災害・復興科学研究所所属）

エロールキナイ新潟大学・災害・復興科学研究所助教

廣瀬壮一東京工業大学・情報理工学研究科教授（都市地震工学センター所属）

盛川仁東京工業大学・総合理工研究科教授（都市地震工学センター所属）

鈴木猛康山梨大・工学研究科教授（地域防災・マネジメント研究センター長）

宮本崇山梨大・工学研究科助教

張鋒名古屋工業大学・工学部教授（高度防災工学センター長）

甲斐芳郎高知工科大学・システム工学群教授（地域連携センター所属）

清野純史京都大学・工学研究科教授

吉田秀典香川大学・工学部教授

平原和朗京都大学・理学研究科教授

堀高峰 JAMSTEC主任研究員



浅井光輝九州大学・工学部准教授

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：

電話：

e-mail：

URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：堀宗朗 　

所属：東京大学・地震研究所

図 1．新潟市での地盤増幅効果の考慮の有無による建物応答の差の例
上は考慮しない場合，下は考慮した場合．



図 2. 甲府市での地盤増幅解析から得られた地盤歪の空間分布
上は対象地区，下は第 1主成分の分布．



平成 27年度年次報告

課題番号：3001

（１）実施機関名：

防災科学技術研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

地殻活動の観測予測技術開発に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(4)地震現象のモデル化

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　海溝型地震の発生メカニズムを解明するため、地震発生の一連の過程を解明するプレート間すべり

の物理モデルに基づく大規模シミュレーション、実際の岩石を用いた模擬断層面によるすべり実験、

さらにスロー地震・微動発生領域周辺での構造探査を行い、地震発生モデルの高度化を進める。また、

構造物に被害を及ぼす強震動の予測技術を高度化するため、波動伝播理論に基づく波形データ解析を

行い短周期地震波の生成過程や伝播特性の解明を進める。さらに沈み込み帯に位置するアジア・太平

洋地域の観測データの収集を進め、それらを用いたグローバルな比較研究を通して、地震発生メカニ

ズムの解明を進める。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題は、防災科学技術研究所の中期目標達成のために支出されている運営費交付金によって行わ

れている。そのため、プロジェクト終了予定の平成 27年度末までの計画概要を記述する。

　シミュレーション研究においては、巨大地震におけるプレート形状と摩擦構成則の相互作用、スロー

地震・微動発生における摩擦構成則の検討を行う。実験研究においては、大型二軸試験機による実験、

複合計測等を用いた高速すべり実験、ボーリングサンプル物性測定、断層すべり活動履歴解読のため

の手法開発を行う。また、東海地域での電気伝導度探査、津波の生成・伝播過程の研究、短周期地震



動の伝播過程の研究といった解析研究を行う。さらに、インドネシア・フィリピンでの CMT解析、中

央アンデス・ペルーの巨大地震の震源モデルの研究を通して、プレート境界型地震の比較研究を行う。

（８）平成 27年度の成果の概要：
本研究課題は、シミュレーション・実験・解析・国際比較の 4つのテーマから構成されており、それ

ぞれのテーマごとに成果を報告する。

【シミュレーション】

海山の様な膨らみのあるプレート境界モデルを設定し、Hok and Fukuyama (2011, GJI)の境界積分方程

式法を用いた数値シミュレーションを実施した結果、2011年東北沖地震と同様に海溝付近における大

きなすべりが再現された。近年、海溝付近で発生する浅部超低周波地震の活動からプレート境界浅部

での SSEの発生が指摘されている (Asano et al., 2015; Yamashita et al., 2015)。これに基づき、南海トラ

フ全域を対象としたシミュレーションにおいて浅部に有効法線応力とカットオフ速度が低い領域を導

入し、浅部の SSEから、深部の短期的 SSE、長期的 SSE、大地震の発生までを包括的に再現した。た

だし豊後水道での長期的 SSEに同期した浅部の SSEの発生の再現には至っておらず、モデルおよびパ

ラメータの検討が引き続き必要である。科研費による助成（若手 B: 26800240）を受け、南海トラフの

モデル化手法を Cascadia地域の沈み込みプレート形状および観測されているスロー地震の分布を考慮

して適用し、同地域における SSEの再現を試みた。その結果、各地域での SSEが実際の観測に近い 1

年程度の間隔で繰り返し発生する様子が再現された。

【実験】

防災科学技術研究所が所有する大型振動台を利用した岩石の二軸摩擦実験を実施した。これまで使用

してきた変はんれい岩同士の実験に加え、大理石同士および変はんれい岩と大理石とを組み合わせた

バイマテリアルの摩擦実験をおこない、摩擦すべりにともなって生じる条線の形状が岩石によって大

きく異なることを確認した。また、大型二軸摩擦試験機で得られた定常すべりの摩擦特性と高速せん

断摩擦試験機で得られた摩擦特性との間に違いが見られることについて、両試験機の実験における断

層面の粗さや摩擦すべり時の垂直変位等に大きな違いがないことから、摩擦特性の違いはすべりにと

もなって断層面上で生成・成長する応力の空間的不均質に起因することを確認した。

【解析】

Saito (2013, EPS)の基礎理論を使用した海洋音響波・地震波・津波の連成シミュレーション手法を開発

した。また、多様な巨大地震の発生様式とそれによる地震動および津波を予測するため、断層破壊と

地震動・津波の連成シミュレーション手法を開発した。四国西部において実施しているMT法連続観

測のデータに対し Honkura et al. (2013, Nat. commun.)の手法を適用して解析をおこない、地殻比抵抗

の時空間変化に起因すると考えられるパラメータの変化を検出した。

【国際比較】

インドネシア・フィリピン・チリ北部地域の地震を対象に実施している SWIFT解析結果とそれに連動

した津波自動予測結果のWeb公開に関して、チリ全域を対象領域に加えた。さらに SWIFTの自動解

析結果の精度と解析アルゴリスムの向上のための検討をおこなった。

また、フィリピン地域で発生した地震の SWIFT-CMT解および gCMT解を用いて応力テンソルイン

バージョンをおこなったところ、同地域の主応力軸方向は大局的にはプレート相対運動により説明可

能であるものの、フィリピン断層中央部西側（ボホール地域）にプレート相対運動では説明できない

領域が存在することと、その応力場の空間不均質がフィリピン断層の左横ずれすべりにより説明可能

であることが明らかとなった。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Fukuyama, E. and Hok, S., 2015, Dynamic overshoot near trench caused by large asperity break at depth,

Pure and Applied Geophys., 172, 2157-2165.

Togo, T., Shimamoto, T. and Ymashita, F., Fukuyama, E., Mizoguchi, K., Urata, Y., 2015, Stick-slip behavior



of Indian gabbro as studied using a NIED large-scale biaxial friction apparatus, Earthquake Science, 28,

97-118.

Yamashita, F., Fukuyama, E. and Mizoguchi, K., Takizawa, S., Xu, S., Kawakata, H., 2015, Scale dependence

of rock friction at high work rate, Nature, 254, 257-528.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
防災科学技術研究所の第 3期中期計画期間終了にともない当該研究課題は平成 27年度で終了する。次

年度以降当該研究課題については現時点で詳細について未定であるが次期中期計画に従って実施する

予定である。
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平成 27年度年次報告

課題番号：3002

（１）実施機関名：

防災科学技術研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

基盤地震観測等データのモニタリングによる地殻活動の理解と予測技術の開発

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

イ. 海洋プレート内部の地震

ウ. 内陸地震と火山噴火

(4)地震現象のモデル化

イ. 断層滑りと破壊の物理モデルの構築

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(1)地震発生長期評価手法の高度化

(2)モニタリングによる地震活動予測

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

ウ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験

(3)先行現象に基づく地震活動予測

4. 研究を推進するための体制の整備

(1)推進体制の整備

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

首都直下地震



（６）本課題の５か年の到達目標：

　基盤的地震観測網、日本海溝海底地震津波観測網等より得られるデータを逐次的に解析することに

より、地震、低周波微動、スロースリップイベント等の活動の現状把握を目指す。これらのモニタリ

ング研究に基づく海溝型地震の切迫性評価に資する解析手法の開発を進めるとともに、モニタリング

成果を活かした地震発生モデル構築を目指す。基盤的地震観測網等のデータに、これを補完する機動

的な調査観測を加えることで、地震等のより詳細な活動状況および周辺域の構造等を明らかにし、そ

の発生と発生場に関する理解を深めることも目指す。

　本課題は防災科学技術研究所の中期計画に基づく運営費交付金によるプロジェクト研究の一部とし

て実施される。そのため、現行の中期計画が終了する平成 27年度末以降の目標については見直す可能

性がある。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　基盤的地震観測網、日本海溝地震津波観測網等より得られるデータから、地震、低周波地震、超低周

波地震、スロースリップイベントについてイベント検出および震源位置、震源メカニズム解、断層モ

デルの推定等を行い、その活動状況をモニタリングする。必要に応じて機動的な調査研究を行い、基

盤的地震観測網等のデータにこれを併せることで、より詳細な地震等の活動状況および周辺域の構造

等を明らかにする。とくに、プレート境界付近で発生する地震や、低周波地震、スロースリップイベ

ント等は、海溝型地震発生域およびその周辺域におけるプレートの固着状態やその時間変化の評価に

資する可能性が考えられる。そのため、これらのモニタリングおよび解析手法の開発を進めるととも

に、防災科学技術研究所による別課題（「地殻活動の観測予測技術開発に関する研究」）とも協力し、

モニタリング成果を活かしたプレート境界すべりのモデル構築および数値シミュレーション研究を行

う。本課題によるモニタリング成果は、地震調査委員会、地震予知連絡会等に随時提供される。

　本課題は防災科学技術研究所の中期計画に基づく運営費交付金によるプロジェクト研究の一部とし

て実施される。そのため、現行の中期計画が終了する平成 27年度末以降の計画については見直す可能

性がある。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　成果の概要としてとくに、南西諸島および東北地方太平洋沖で発生する超低周波地震、四国地域に

おける地震波減衰構造解析、および地震に伴う地震波速度変化とその回復の解析を行った結果につい

て以下報告する。

　南西諸島の超低周波地震については、前年度までに設置した 3点に加えて、新たに宮古島に 1点の

臨時観測点を設置して広帯域地震観測を継続するとともに、臨時観測開始以降の地震・超低周波地震

をテンプレートとして、臨時観測開始以前の防災科研 F-netの記録の再解析を行った。この解析によっ

て、奄美大島沖では 2003年以降の約 12年間に 8回の顕著な超低周波地震活動があり、そのうちの 5

回について南西方向へのマイグレーションが起きていたことが明らかとなった。一方の日向灘では同

期間に 6回の顕著な超低周波地震活動があり、そのうちの 5回が北東方向へのマイグレーションであっ

た。このように、奄美大島沖と日向灘では超低周波地震活動のマイグレーション方向がそれぞれ概ね

揃っていることが分かった。このような振る舞いは、例えば、奄美大島沖と日向灘との間の領域でプ

レート間すべりが先行し、奄美大島沖および日向灘の超低周波地震発生域では相対的にすべり遅れて

いるような状況下における応力集中によって説明できる可能性がある。

　東北地方太平洋沖の領域においても、超低周波地震が発生していることがこれまで防災科研の研究

によって明らかにされ (Matsuzawa et al., 2015)，2013年までの活動状況が明らかになっていた。本年

度はさらに 2014～2015年について解析を行った。東北地方太平洋沖の超低周波地震活動は大きく分け

て３つのクラスター状の領域で発生している。東北地方太平洋沖地震後、大すべり域における活動は

引き続き検出されておらず、静穏化が継続している状況とみられる。一方で、福島・茨城沖や岩手沖

では、超低周波地震の活動度は全体として徐々に減少しているものの、活動が活発化する時期と比較



的低調な時期がみられる。東北地方太平洋沖地震後は、この活発化が顕著にみられるようになってい

る。近年の他機関による地殻変動や相似地震の研究結果と同様に、これはスロースリップイベントが

発生している可能性を示唆する。

　四国地域について、P波の地震波減衰構造の推定を行った。その結果、長期的スロースリップイベン

トの上盤側の地殻内では、減衰が大きいことが示された。加えて、深部低周波微動活動のセグメント

境界付近は、地震波減衰が大きく変化する領域と対応していることが明らかになった。さらに、地表

の隆起量との比較を行うと、上盤側の減衰が大きな領域は、隆起量の大きな領域と一致し、地形形成、

地殻の減衰構造、プレート境界における微動のセグメント形成が関連している可能性が示唆された。

　2014年長野県神代断層地震（MW6.2）に伴い、Hi-net妙高高原観測点で地震波速度の低下と回復を

観測した。Hi-netに併設されている KiK-net観測点の鉛直アレイ記録と Hi-netの雑微動記録とを併用

し、地表から Hi-net設置深度 150mまでの浅部と、150mより深い領域での速度変化を分離して検出す

ることに成功した。本震の 7日以内では浅部と深部の速度低下率はそれぞれ 3.1%と 1.4%であり、地

盤浅部での強震動の増幅による浅部の速度低下が著しいことが明らかとなった。また、本震から 7日-

４カ月の期間では浅部と深部でそれぞれ 1.9%、1.1%まで回復し、浅部の速度回復がより早いことが分

かった。

　上記以外にも、地殻活動のモニタリングを定常的に行っている。その結果は、地震調査委員会や地

震予知連絡会等に随時提供されている。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Takanori Matsuzawa, Yoichi Asano, and Kazushige Obara (2015), Very low frequency earthquakes off the

Pacific coast of Tohoku, Japan, Geophys. Res. Lett., 42, 4318-4325, doi:10.1002/2015GL063959.

防災科学技術研究所 (2015)，日本周辺における浅部超低周波地震活動 (2014年 11月～2015年 5月),

地震予知連絡会会報, 94, 5-7.

防災科学技術研究所 (2015)，西南日本における深部低周波微動活動 (2014年 11月～2015年 4月),地

震予知連絡会会報, 94, 318-323.

防災科学技術研究所 (2015)，西南日本における短期的スロースリップイベント (2014年 11月～2015

年 4月),地震予知連絡会会報, 94, 337-343.

防災科学技術研究所 (2016)，日本周辺における浅部超低周波地震活動 (2015年 5月～10月),地震予知

連絡会会報, 95,印刷中.

防災科学技術研究所 (2016)，西南日本における深部低周波微動活動 (2015年 5月～2015年 10月),地

震予知連絡会会報, 95,印刷中.

防災科学技術研究所 (2016)，西南日本における短期的スロースリップイベント (2015年 5月～2015年

10月),地震予知連絡会会報, 95,印刷中.

防災科学技術研究所 (2016), 東北地方太平洋沖地震前後のスロー地震活動の変化, 地震予知連絡会報,

95,印刷中.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
防災科学技術研究所の第３期中期計画期間終了に伴い、当研究課題を実施してきた運営費交付金によ

るプロジェクト研究は平成 27年度で終了する。次年度以降当該研究課題については、防災科学技術研

究所の次期中期計画が未確定であるため現時点で未定であるが、次期中期計画に従って実施する予定

である。また地殻活動のモニタリング成果については、引き続き地震調査委員会、地震予知連絡会等

の関係機関に随時提供する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
独立行政法人 　防災科学技術研究所

観測・予測研究領域 　



地震・火山防災研究ユニット

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：防災科学技術研究所 　アウトリーチ・国際研究推進センター

電話：029-851-1611

e-mail：toiawase@bosai.go.jp

URL：http://www.bosai.go.jp/index.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：松澤孝紀 　

所属：観測・予測研究領域 　地震・火山防災研究ユニット



平成 27年度年次報告

課題番号：3003

（１）実施機関名：

防災科学技術研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

噴火予測システムの開発に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

（４）その他関連する建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　火山の噴火様式や推移予測，火山活動分岐判断のため，基盤的火山観測網によるデータの解析，噴

火予測システムの開発，数値シミュレーション技術の開発，及び国際火山データベースWOVOdatの

運用により，火山活動分岐判断に資する研究を実施する．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題は，防災科学技術研究所の中期計画に基づいたものである．

　平成 26年度は，噴火予測システムの高度化において，群発火山性地震・微動の震源決定高速化・高

精度化，火山性地震の分類，震源決定自動化（火山観測網リアルタイムデータ活用），WOVOdatのミ

ラーサイト強化を行う．また，噴火メカニズムの解明と噴火・災害予測シミュレーション技術開発に

おいて，岩脈貫入シミュレーション，溶岩流シミュレーション，大規模カルデラ噴火評価，掘削コア

試料の解析を通し，火山活動分岐判断に関する研究を行う．対象火山は，基盤的火山観測網を整備し

た火山や桜島などの国内外で活発な火山とする．

　平成 27年度は，噴火予測システムの高度化において地震・地殻変動等データの総合的な異常判定に

関する開発を行うとともに，シミュレーション技術を活用した噴火形態評価に関する研究を行う．

　平成 28年度以降についても，防災科学技術研究所の次期中期計画に基づき，火山活動の観測予測技

術開発に関する研究を行う．

（８）平成 27年度の成果の概要：
基盤的火山観測網で観測された火山性地震の 10～20%は、互いに波形がよく似た相似地震であること

を確認し、火山でも相似地震をモニターすることにより応力場の変化をモニターできる可能性を示し



た。さらに震源及び発震機構解を高精度に自動決定する方法を開発した。また、小笠原硫黄島において

地質調査による火山活動史の再検討を行い、約 2700年前以降には 1km3を超える噴出物を放出した大

規模な噴火活動があり、噴火様式が一連の活動中に複雑に変化したことを明らかにした。

衛星 SAR解析からは、2011年新燃岳噴火に伴う地表変動を調査した。深部マグマだまりの膨張・収

縮に関する地殻変動モデルを構築した他、 1/29～1/31の期間に 7.7× 106m3/dayの速度で溶岩が流出

したことを明らかにした。さらに、最後の爆発から 2年以上経過した時点においても、約 100m3/day

の速度で溶岩流出が継続していることが明らかとなった。

岩脈貫入シミュレーションにおけるミクロ現象であるクラックの伸展シミュレーション、およびマ

クロ現象の粒子法による解析を行った。溶岩流シミュレーションにおいて、メッシュサイズ依存性

(10m,50m,100m)評価を行い、高分解能シミュレーションの必要性を示した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
開発した相似地震解析による火山性地震のモニタリング手法、地震計アレイデータの解析による火山

性微動の解析手法等は、次期中長期計画では、一元化火山観測システムに実装し、事象系統樹の分岐

判断技術開発等に資する共に、リモートセンシングによる観測技術開発、シミュレーションを中心と

した予測技術開発を統合し、火山災害に関する情報共有システムを通じて火山活動評価や防災対応へ

の活用に資する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
独立行政法人防災科学技術研究所

観測・予測研究領域 　地震・火山防災研究ユニット

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：防災科学技術研究所 　アウトリーチ・国際研究推進センター

電話：029-851-1611

e-mail：toiawase@bosai.go.jp

URL：http://www.bosai.go.jp/index.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：藤田英輔 　

所属：防災科学技術研究所 　観測・予測研究領域 　地震・火山防災研究ユニット



平成 27年度年次報告

課題番号：3004

（１）実施機関名：

防災科学技術研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

基盤的地震・火山観測網の整備・維持及び超大容量の地震・火山観測データの効率的流通システム

の構築

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

ウ. 観測・解析技術の開発

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　日本列島周辺で発生する地震現象の予測精度を向上させるためには、現在発生している現象を適確

に把握し、モデル構築等に有効な観測データを提供することが不可欠である。より詳細な微小地震活

動は、全てのモデルの基礎データとなり得るものである。したがって、地震調査研究推進本部の地震

調査研究に関する総合基本施策及び調査観測計画を踏まえて、日本全国で均質なデータを得るための

基盤的地震観測施設（高感度地震観測網、広帯域地震観測網、強震観測網等）の安定的な運用に努め

るとともに、既存の観測施設の維持管理及び必要な更新を行う。また、東北地方太平洋沖地震を受け

て構築が進められている日本海溝海底地震津波観測網の整備を行う。整備後には、陸域の基盤的地震

観測網とともに、日本海溝海底地震津波観測網等を運用することにより、津波の早期検出・予測に資

するデータを提供する。

　また、「今後の大学等における火山観測研究の当面の進め方について」（平成 20年 12月、科学技術・

学術審議会測地学分科会火山部会）に基づき、重点的に強化すべき火山について観測施設の整備・運

用を推進する。これにより得られた観測データについては、全国の大学が運用する火山観測網のデー

タとの共有化を進める。



　地震・火山観測網により得られたデータは蓄積し、波形データベースを構築する。またモニタリン

グの結果などをもとに、地震波速度構造をはじめとする「日本列島標準モデル」を構築する。地震・

火山観測データを用いた解析結果等については、発災時を含め関係機関へ速やかに提供する。

　なお、防災科学技術研究所の中期目標は平成 27年度末までなので、それ以降の目標については見直

す可能性がある。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　防災科学技術研究所は、陸域の基盤的地震観測網について安定的な運用を継続するとともに、日本

海溝海底地震津波観測網の整備を行う。高感度地震観測網等の陸域の基盤的地震観測網や海域におけ

る日本海溝海底地震津波観測網等を運用することにより、良質な地震等の観測データの取得・流通を

図り、関係機関における研究、その他の業務の遂行や我が国の地震調査研究の発展に貢献する。特に、

日本海溝海底地震津波観測網等のデータを活用した津波の早期検出・予測に資するデータを提供する。

　既存の火山観測施設や基盤的火山観測網を含め、重点的に観測を強化すべき火山について観測施設

の整備・運用を行う。これにより得られる観測データについては、全国の大学が運用する観測網のデー

タとの共有化を進め、大学等の火山防災の基礎研究の振興や気象庁の監視業務の推進、さらには地方

防災行政の関係機関の情報共有化に貢献する。

　地震・火山観測網により得られたデータは定常的に蓄積し、波形データベースを構築する。また、

モニタリングの結果などをもとに地震波速度構造をはじめとする「日本列島標準モデル」を構築する。

地震・火山観測データを用いた解析結果等については、発災時を含め地震調査委員会等の関係機関へ

速やかに提供する。

　なお、防災科学技術研究所の中期計画は平成 27年度末までなので、それ以降の計画については見直

す可能性がある。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　防災科学技術研究所 (防災科研)は、高感度地震観測網 (Hi-net)・広帯域観測網 (F-net)・強震観測網

(KiK-net, K-NET)の陸域の基盤的地震観測網を安定的に運用している。これらの良質な地震等の観測

データの流通を図り、関係機関における研究、その他の業務の遂行や我が国の地震調査研究の発展に

貢献した。日本海溝海底地震津波観測網 (S-net)の構築に関して、平成 27年度については、宮城・岩

手沖 (岩手県～宮城県)、茨城・福島沖 (宮城県～茨城県)の敷設工事を実施した。2016年 2月現在、釧

路・青森沖 (北海道～青森県)の敷設工事を実施中である。

　「今後の大学等における火山観測研究の当面の進め方について」(平成 20年 12月、科学技術・学術

審議会測地学分科会火山部会)に基づいて整備した阿蘇山など 11火山 32箇所の観測データについて、

防災科研のホームページから公開を開始した。また、「御嶽山の噴火を踏まえた火山観測研究の課題と

対応について」(平成 26年 11月、科学技術・学術審議会測地学分科会地震火山部会)に基づき、那須

岳の既存 3観測点を基盤的火山観測施設に機能強化するとともに、故障、老朽化した観測機器の更新

を行った。

　防災科研の地震・火山観測網及び大学・気象庁等の関係機関により得られた波形データを定常的に

蓄積し、防災科研のホームページから公開している。

　日本全国に展開する広帯域地震観測網 F-netに設置されている観測機器の正常性を網羅的にチェック

するシステムの改修を行った．昨年度は広帯域地震計をチェック対象として、遠地地震の観測点記録

を近傍の観測点間で相互比較することにより、正常性をチェックするシステムを開発した．このシス

テムは F-netの観測点密度の高さを生かしたものであったが、観測点密度が疎な離島域などではチェッ

クができなかった．そこで、今年度はシステムを速度型強震計に拡張することにより、(1)速度型強震

計の正常性チェック、(2)小笠原 (OSW)観測点を除く全観測点の正常性チェック、が可能になった．ま

た、これらのチェック結果と背景ノイズのパワースペクトル密度の変化を比較することにより、地震

計の応答特性異常と背景ノイズの関係を明らかにした．



　日本列島の三次元地震波速度構造モデルから、鉛直方向の地震波速度勾配を抽出し、地震波速度が

7.2km/sの等速度面をモホ面とする新たなモホ面形状を推定した。北海道南東部や関東北東部など、顕

著に浅いモホ面が推定されている。また、太平洋プレートの沈み込みに依る圧縮場により日本海拡大

時のリフトの形成が中絶してしまった中絶リフトの下では、下部地殻が高速度である一方、モホ面は

浅くなっている。

　Double-Differnce法を用いた日本全国高分解能再決定震源カタログ (JUICE)の第一版を構築した。カ

タログ構築により詳細かつ明瞭な震源分布のイメージが描き出され、例えば中国地方では既知の活断

層がない場所でも明瞭なクラスター状や線状の震源分布を確認することができた。このことは、再決

定カタログを用いることによってまだ確認されていない未知の活断層の検出が期待される。詳細な震

源分布から試験的に D95(ある深さより上位に地震数の 95%が含まれるという指標)を推定した。震源

再決定によって深さ方向の震源分布の広がりを抑えることによって、従来用いられる D90よりも微小

地震活動のほぼ下限を示すD95を利用することが可能になる。2014年 11月 22日に長野県神城断層地

震 (Mjma6.7)が発生した神城断層に沿いでは、D95は南方でほぼ一定の値を示し北方に向かいやや浅

くなる傾向を示す。D95を神代断層地震の前震や余震の震源分布の下限と比較するとほぼ一致してお

り、活断層評価における地震規模の推定に必要な地震発生層下限の正確な情報を提供できる可能性を

示唆する。

　地震調査委員会・地震防災対策強化地域判定会・地震予知連絡会、火山噴火予知連絡会へ、「広帯域

地震計を用いたモーメントテンソル解析結果」や「関東・東海地域の地震活動」等の資料を提供した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Kimura, T., H. Murakami, and T. Matsumoto, 2015, Systematic monitoring of instrumentation health in high-

density broadband seismic networks, Earth, Planets and Space, 67:55, do:10.1186/s40623-015-0226-y.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　防災科学技術研究所は、引き続き、陸域の基盤的地震観測網について安定的な運用を継続する。日

本海溝海底地震津波観測網については、整備とともに、新たに運用も開始し、海陸統合データベース

を構築し、良質な地震等の観測データの取得・流通を図り、関係機関における研究、その他の業務の

遂行や我が国の地震調査研究の発展に貢献する。

　既存の火山観測施設や基盤的火山観測網を含め、重点的に観測を強化すべき火山について観測施設

の運用を行いつつ、これにより得られる観測データについては、全国の大学が運用する観測網のデー

タとの共有化を引き続き進め、大学等の火山防災の基礎研究の振興や気象庁の監視業務の推進、さら

には地方防災行政の関係機関の情報共有化に貢献する。

　地震・火山観測網により得られたデータは定常的に蓄積し、波形データベースを構築する。また、

「日本列島標準モデル」に組み込む減衰構造の推定に着手する。また、前年度に引き続き、JUICE等の

震源カタログの整備を進める。

　地震・火山観測データを用いた解析結果等については、発災時を含め地震調査委員会等の関係機関

へ速やかに提供する。

　なお、防災科学技術研究所の中長期計画の変更に伴い、見直す可能性がある。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
防災科学技術研究所

観測・予測研究領域

地震・火山防災研究ユニット

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先



部署等名：防災科学技術研究所 　アウトリーチ・国際研究推進センター

電話：029-851-1611

e-mail：toiawase@bosai.go.jp

URL：http://www.bosai.go.jp/index.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：松原 　誠 　

所属：観測・予測研究領域地震・火山防災研究ユニット



平成 27年度年次報告

課題番号：3005

（１）実施機関名：

防災科学技術研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

火山活動把握のためのリモートセンシング観測・解析技術に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　リモートセンシング技術は、現地観測では検出困難なほどの高密度情報を得ることが可能である。

また、災害発生時などの現地へのアクセスが困難な場合においても、遠隔地からの観測が可能という

利点も有している。このようなリモートセンシング技術を用いて、より効率的に火山活動把握に役立

つ情報を得る技術を開発することを目標として、以下に示す研究を実施する。

○合成開口レーダーによる火山活動把握に関する研究

　SARデータから火山性地殻変動を mm/yrレベルの精度で求めるため、永続散乱体 SAR干渉法等に

関する高度解析技術を開発する。また、平成 26年度に打ち上げ予定の「だいち２号」（ALOS-2）等の

SARデータを用いて、高精度地殻変動情報（３次元地殻変動など）を得るための技術を開発する。ま

た、火山活動の活発化が発生した場合には、これまでに開発した技術を用いて、それに伴う地殻変動

を検出する。

○航空機搭載型光学センサーに関する研究

　火山ガス・温度等の把握を目的とした航空機搭載型光学センサーの観測・解析技術の開発として、小

型単発機に搭載可能なセンサーに関する技術開発を進め、同センサーの実現と同センサーによる火山

観測を実現する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　火山活動に関する地殻変動・ガス・温度等の把握を目的とし、SAR解析技術の開発、航空機搭載型

光学センサーに関する観測・解析技術の開発を進める。本課題は、防災科学技術研究所の中期計画に

基づいた計画である。

　平成 26年度においては、永続散乱体 SAR干渉解析において、数値気象データからの大気遅延推定

手法を併用する技術を開発する。また、ALOS-2データの解析に向けたソフトウェア開発も進める。航



空機搭載型光学センサーに関する開発においては、現行 ARTSを単発航空機用に搭載するためのイン

ターフェースを完成させる。

　平成 27年度においては、ALOS-2データ等を用いた 3次元地殻変動検出を試みる。多観測モード

（衛星）のデータから得られた SAR解析結果を結合する等、永続散乱体 SAR干渉法に関する高度解析

技術に関する研究も進める。また、単発航空機に搭載した装置を改良型 ARTSとして修理改造検査を

受検し搭載許可を取得する。

　平成 28年度以降についても、防災科学技術研究所の次期計画に基づいて、リモートセンシング観測・

解析技術に関する研究を進める。また、活動が活発化した火山に対し、SAR解析および改良型 ARTS

による観測・解析を適宜実施する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　本課題においては、合成開口レーダー（SAR）干渉解析ツール（RINC）の改良、および SAR解析

による霧島山、桜島、十勝岳等の地表変動研究を行った。また、防災科研が開発した航空機搭載型光

学センサー（ARTS）の改良を進めた。以下に、その概要を述べる。

　RINCは平成 26年度に開発した SAR干渉解析ツールであり、SAR研究グループ (PIXEL)において

公開している。今年度においては処理の高速化を行った他、欧州宇宙機関（ESA）が 2014年より運用し

ている Sentinel-1Aのデータの解析にも対応した。また、帯域が異なるモードで観測された PALSAR-2

データを用いた SAR干渉解析にも対応した。

　新燃岳（霧島山）の火口内においては、前年度までの研究において、膨張変形が継続的に生じてい

ることを明らかにした。平成 27年度においては、新たに観測された PALSAR-2や Sentinel-1Aのデー

タを用い、膨張速度は時間と共に減少しつつも、平成 27年末においてもわずかながら継続しているこ

とが確認された。平成 24年初頭においては約 300m3/日の体積増加率が求まっていたが、平成 27年末

においては 10m3/日以下と求まった。さらに、PALSAR-2の左・右方向視によって北・南行軌道から観

測された画像を解析して得られた衛星－地表間距離変化を用い、3次元地殻変動分布の推定を試みた。

推定結果の南北成分にバラつきが大きく、実用的に用いるためには改良が必要と考えられる。

　北海道の十勝岳に対して複数の波長を用いた SAR干渉解析を行った。これまで、十勝岳の山頂近傍

においては、2006年以降、GNSS連続観測により局所的な地殻変動が継続的に生じていることが知られ

ていた。今年度に観測された X-band SAR衛星・TanDEM-Xと L-band SAR衛星・ALOS-2/PALSAR-2

のデータを解析したところ、2015年 5月から 7月にかけ、これまで検出されていたよりも大きなレー

トで地殻変動が生じていたことが明らかとなった。この結果は同時期に行われた GNSS観測の結果と

も一致する。地形を考慮した地殻変動モデリングの結果、山頂近傍の地下約 300mに地殻変動源が位

置すると推定された。

　2009年以来、昭和火口から活発な噴火活動を続ける桜島に対して、2010年より行われているX-band

SAR衛星・COSMO-SkyMedによるモニタリングを継続して行い、さらに L-band SAR衛星・ALOS-

2/PALSAR-2による観測も行った。その結果、2015年 8月に局所的な地殻変動が検出され、昭和火口

地下約 1?にダイクの貫入があったことを明らかにした。

　航空機搭載型光学センサーに関する研究においては、現行ARTSを改良した小型の単発航空機（C208）

に搭載可能な改良型ARTSを、ARTS-SEとして完成させた。また、ARTS-SEの修理改造検査を受検し、

2015年 6月に航空機搭載許可を取得した。また、同装置の試験観測を 2015/11/19（名古屋）、2015/11/27

（安城市）、2015/11/29（浅間山）、2015/12/5（箱根山）に実施し、今後の火山観測の準備を整えた。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
特になし。

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　平成 27年度までは衛星 SARおよび航空機搭載型光学センサーを用いた火山活動把握に関する研究



を進めた。平成 27年度で防災科学技術研究所の第 3期中期計画が終了するため、当該研究課題は一旦

終了となるが、平成 28年度以降においても次期中期計画に基づいて、火山活動把握のためのリモート

センシング観測・解析技術に関する研究を実施する予定である。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
独立行政法人防災科学技術研究所

観測・予測研究領域 　地震・火山防災研究ユニット

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：防災科学技術研究所 　アウトリーチ・国際研究推進センター

電話：029-851-7611

e-mail：toiawase@bosai.go.jp

URL：http://www.bosai.go.jp/index.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：小澤拓 　

所属：防災科学技術研究所 　観測・予測研究領域 　地震・火山防災研究ユニット



平成 27年度年次報告

課題番号：4001

（１）実施機関名：

海洋研究開発機構

（２）研究課題（または観測項目）名：

先端的掘削技術を活用した総合海洋掘削科学の推進

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

イ. 海洋プレート内部の地震

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

〇第三期中期目標より抜粋

　海洋の調査研究、開発において各種データ等を取得するための船舶、海洋観測網、観測機器等を高

度化することは、広大な海洋空間を総合的に理解する上で必要不可欠であり、我が国の海洋科学技術

を推進する上で極めて重要である。このため、未踏のフロンティアへの挑戦、新たな分野の開拓を可

能にする先端的基盤技術を開発するとともに、それらを最大限に活用し、組織横断的に取り組む。



　具体的には、地球深部探査船「ちきゅう」等による海洋掘削により、これまで人類が到達できなかっ

た海底下深部において得られた知見を最大限に活用し、新たな科学的命題を解決するための研究開発

を行い、国際深海科学掘削計画（ International Ocean Discovery Program：IODP）の科学プランの達成

に重要な役割を果たす。

（７）本課題の５か年計画の概要：

※本研究課題は当機構の運営費交付金及び受託研究「東北地方太平洋沖で発生する地震・津波の調査

観測」等により得られたデータや成果を利用して実施。

〇第三期中期計画より関連部分を抜粋

１．先端的掘削技術を活用した総合海洋掘削科学の推進

　海洋掘削の技術開発は、海底下という未踏のフロンティアへのアプローチを可能なものとし、その

結果、多数の研究課題が生まれている。それらを解決するため、国際深海科学掘削計画（ IODP）を推

進し、「ちきゅう」等による海洋掘削を行うとともに、地球を構成する物質の直接採取、分析及び現場

観測を実施し、数値解析手法やモデリング手法等を用いることで、海洋・地球・生命を関連させた全

地球内部ダイナミクスモデルの構築とその理解の推進を図り、多様な探査と地球深部への掘削により

掘削科学の新たな可能性を切り拓く。さらに、海洋掘削に関する総合的な知見に基づき、今後需要が

増すと見込まれる超深度掘削技術の発展に寄与する。

(イ)掘削試料・掘削孔を利用した地殻活動及び物質循環の動態解明

　スケールの異なる各種試料やデータを高精度・高分解能で分析できる手法を構築するとともに、掘

削科学の推進に不可欠な掘削技術・計測技術、大深度掘削を可能とする基盤技術を開発する。また、海

底観測や広域地球物理探査等によって得られるデータに、掘削孔内において取得される多様なデータ

や現場実験結果を加えることにより、海底下の構造や性質を立体的に把握し、それらの変動機構の理

解につながる仮説を構築する。さらに、仮説の有効性を確認するために、得られたデータ等を用いた

数値シミュレーションを実施する。

(ロ)海洋・大陸のプレート及びマグマの生成並びにそれらの変遷過程の解明

　活動的なプレート境界である日本列島周辺海域等において、プレートが生成されてから地球内部に

向けて沈み込むまでの構造及びプレート自体の変遷や挙動、沈み込み帯を中心としたプレートと断層

の運動に伴い発生する諸現象及びプレート・地球内部のマグマ生成、マントル対流とプレートとの関

連等の解明に貢献する研究開発を IODP等とも連携しつつ推進する。

(ホ)掘削科学による新たな地球内部の動態解明

　海底掘削試料等の精密化学分析により提唱され始めた新たな地球内部の構造の存在について、マン

トル・コアの精密な物理・化学・地質探査を実施し、平成 28年度を目途にその構造の概要を把握する。

また、マントル運動及びプレート運動等に与える影響を分析し、観測及び数値シミュレーションを組

み合わせることにより、地球表層及びマントルの大規模運動を評価する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
<1>掘削試料・掘削孔を利用した地殻活動及び物質循環の動態解明

　本項目は３つのテーマに大別され、概要は以下の通りである。

(1)スケールの異なる各種試料やデータを高精度・高分解能で分析できる手法の構築

　（石川） 　掘削試料を用いた地震断層・地球環境変動・マグマ等諸過程における物質循環・素過程

の解析手法の構築を目的として、高精度同位体分析法と高分解能同位体分析法の開発を継続して行っ

た。具体的には、軽金属元素高精度同位体分析の迅速化及び実試料データの取得、重金属元素の超高

精度同位体分析法開発の多元素への拡大等の技術開発、岩石・鉱物・微生物試料表面を高空間分解能

で元素・同位体分析を行うための各種試料の調整・準備法及び高精度酵素同位体分析法や揮発性元素

等の微小領域分析法の開発を行った。

(2)掘削技術・計測技術、大深度掘削を可能とする基盤技術の開発



（CDEX許） 　地球深部探査船「ちきゅう」が所期の研究成果を挙げるために科学掘削等を安全かつ効

率的に実施するための運用及び機器・システムに係る技術開発、および船体を含むシステム全体の効

率的な維持・管理に資する知見の蓄積を継続して行った。

具体的には超硬岩層や高温域掘削に向けた泥水駆動型高機能コアバーレルの耐久性向上と性能評価を

行い、硬岩で 4.5mのフルコア回収に成功したほか、HPCS(ピストン式コアバーレル)をより深い深度

まで適用し、コア汚染の少ないコアを採取するために、高強度化したコアバーレルの開発を開始した。

また、マントル掘削などに適用を目指し、硬い岩石に対して高耐久性を有するコアビットの開発を行っ

た。その他、大深度ドリルパイプの開発、大水深ライザーシステムの開発を継続して行い、CFRPラ

イザーの主管の試験体による強度試験の実施と炭素繊維の補助管への適応の検討を行った。

(3)海底下の構造や性質を重層的に把握するための多種多様データの統合技術の開発

（ODS-Moe）掘削情報を科学目的に使用するためのデータ加工法の検討を進めるとともに、カッティ

ングス・泥水検層の高度利用法の検討、それらに係わる機器開発を継続して行った。

具体的には、ドリルパイプに関する掘削関連データの取得と強度モニタリングのためのモデル化を行っ

た。また掘削データ解析に関する産業界との共同研究開始のため、既存掘削データ統合に関する研究

のまとめを行い、掘削工学的手法を用いたジオメカニクスに関する産業界との共同研究を開始した。

「ちきゅう」を使った現場実験を計画するための準備作業を行った。

<2>海洋・大陸のプレート及びマグマの生成並びにそれらの変遷過程の解明

　本項目の概要は以下の通りである。

(1)島弧進化の総合的理解と大陸地殻成因の解明

（田村 G）大陸成因に関する新仮説検証のため、IBM掘削等の試料を採取し、分析・解析を実施した。

また沈み込み帯の流体循環解明に向けて、ユーラシア大陸東縁における火成岩試料の採取と解析を行

う分析と流体試料の採取を行い、沈み込み帯温度構造と流れ場に制約を与えることができた。

　プレートの進化過程解明に向けて様々な場での構造不均質性を明らかにするため、海洋プレートの

地震・電磁気学的詳細構造解析を行った。また、プレートの物性や地震・マグマ発生機構を制約する

ため、それらの支配的パラメーターであるプレート内の温度・水・メルト推定手法の開発を開始した。

(2)プレート構造と変遷等の解明

　プレートの進化過程解明に向けて様々な場での構造不均質性を明らかにするため、海洋プレートの

地震・電磁気学的詳細構造解析を行った。また、プレートの物性や地震・マグマ発生機構を制約する

ため、それらの支配的パラメーターであるプレート内の温度・水・メルト推定手法の開発を開始した。

日本海溝域、関東南方海域等の掘削提案書（新規・改訂）を提出するため、既往掘削プロジェクトの

試料・データ解析の展開による沈み込み帯浅部の地質・物理・化学特性と断層挙動の解明を行った。ま

た、日本海溝域等の新規掘削計画の海域事前調査の実施及びデータ解析・解釈を行った。

　陸域アナログ研究により、付加体浅部～深部の地質・物理・化学データを抽出し、南海・コスタリ

カ・日本海溝掘削及び陸域先行研究で得られた地質・物理・化学特性に関する知見を蓄積した。また、

南海掘削により明らかになった、熊野沖南海トラフ付加体浅部の応力場について、これまで得られた

知見を取りまとめた。

　東北沖地震断層掘削で得られた断層物質の超低速摩擦実験の結果、プレート運動 (年間 10cm程度)と

いう超低速において、摩擦挙動が不安定滑りを起こしていることが測定された。また、房総半島（「ち

きゅう」が掘削を推進する南海の陸域アナログ）から、Out-of-Sequence Thrust (OST)を初めて確認し

た。断層ガウジに摩擦熔融組織が確認され、2011年東北太平洋沖地震時のような、海底表層付近まで

地震破壊が伝播していたことを明らかにした。

<3>掘削科学による新たな地球内部の動態解明

　物質科学および地球物理学の両面から地球内部構造の把握を進め、それらの構造が相互に、またど

のようにマントル対流・プレート運動と関連するかを明らかにするために、シミュレーションを介し

ての解釈を継続して行った。



　具体的には、北太平洋海域におけるアウターライズ掘削プレプロポーザルを提出するため、陸域ア

ナログ物質の分析と、超深度掘削候補地点に関する事前研究を継続した。大陸の離合集散を考慮した

マントルシミュレーションを提示するため、全マントルトモグラフィーデータの収集と CMB異方性

解析手法を開発を推進した。東西半球構造の典型的組成代表域または構造境界における組成記載につ

いて、火山岩 Sr-Nd-Pb同位体比に基づく東西半球構造の組成の特徴と相違点が把握されつつある。地

球内部水循環素過程を考慮した全球水循環数値プログラムの効率的計算アルゴリズムの構築を薦めた。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Liu, Y.-H., Yang, H.-J., Takazawa, E., Satish-Kumar, M., You, C.-F., 2015. Decoupling of the Lu?Hf,

Sm?Nd, and Rb?Sr isotope systems in eclogites and a garnetite from the Sulu ultra-high pressure meta-

morphic terrane: Causes and implications. Lithos, 234-235, 1-14.

Lai, Y.-J., Pogge von Strandmann, P.A.E., Dohmen, R., Takazawa, E., Elliott, T., 2015. The influence of

melt infiltration on the Li and Mg isotopic composition of the Horoman Peridotite Massif. Geochimica

et Cosmochimica Acta, 164, 318?332.

Yoshikawa, M., Python, M., Tamura, A., Arai, S., Takazawa, E., Shibata, T., Ueda, A., Satoh, T., 2015. Melt

extraction and metasomatism recorded in basal peridotites above the metamorphic sole of the northern

Fizh massif, Oman ophiolite. Tectonophysics, 650, 53?64.

Ker, C.-M., Yang, H.-J., Zhang, J., Shau, Y.-H., Chieh, C.-J., Meng, F., Takazawa, E., You, C.-F., 2015.
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Ikari, M. J., Y. Ito, K. Ujiie, and A. J. Kopf (2015), Spectrum of slip behaviour in Tohoku fault zone samples

at plate tectonic slip rates, Nature Geoscience, 8, 870?874, doi:10.1038/ngeo2547

Lin, W., Byrne, T. B., Kinoshita, M., McNeill, L. C., Chang, C., Lewis, J. C., Yamamoto, Y., Saffer, D. M.,

Moore, J. C., Wu, H., Tsuji, T., Yamada, Y., Conin, M., Saito, S., Ito, T., Tobin, H. J., Kimura, G.,

Kanagawa, K., Ashi, J., Underwood, M. B., Kanamatsu, T. (2015), Distribution of stress state in the

Nankai subduction zone, southwest Japan and a comparison with Japan Trench. Tectonophysics, doi:

10.1016/j.tecto.2015.05.008.

Kinoshita, M., H. Fukase, S. Goto and T. Toki (2015), In situ thermal excursions detected in Nankai Trough
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10.1186/s40623-014-0171-1

Saitoh, Y., Ishikawa, T., Tanimizu, M., Murayama, M., Ujiie, Y., Yamamoto, Y., Ujiie, K., and Kanamatsu, T.

(2015), Sr, Nd, and Pb isotope compositions of hemipelagic sediment in the Shikoku Basin: Implications

for sediment transport by the Kuroshio and Philippine Sea plate motion in the late Cenozoic. Earth and

Planetary Science Letters, 421, 47-57, doi:10.1016/j.epsl.2015.04.001.

Miyakawa, A., Nawa, K., Murata, Y., Ito, S., Okuma, S., and Yamada, Y. (2015). Introduction to the Gravity

Database (GALILEO) Compiled by the Geological Survey of Japan, AIST. International Association of

Geodesy Symposia, doi:10.1007/1345 2015 112.

Hamada, Y., Sakaguchi, A., Tanikawa, W., Yamaguchi, A., Kameda, J. and Kimura, G.. (2015), Estimation

of slip rate and fault displacement during shallow earthquake rupture in the Nankai subduction zone.

Earth Planet and Space, 67:39, doi:10.1186/s40623-015-0208-0.

Lin W., O. Tadai, M. Takahashi, D. Sato, T. Hirose, W. Tanikawa, Y. Hamada, K. Hatakeda, (2015). An

Experimental Study on Measurement Methods of Bulk Density and Porosity of Rock Samples, Journal

of Geoscience and Environment Protection, 3, 72-79, DOI: 10.4236/gep.2015.35009

林為人、斉藤実篤、モリジェームズ、江口暢久、Sean TOCZKO、2014. 東北地方太平洋沖地震調査掘削

（JFAST）の概要とこれまでの主な成果、応用地質、第55巻、第5号、241-250, http://doi.org/10.5110/jjseg.55.241

畠田健太朗，林為人，後藤忠徳，廣瀬丈洋，谷川亘，濱田洋平，多田井修、(2015)、交流インピー



ダンス法を用いた比抵抗測定の精度および地質試料における有効性の検討実験、JAMSTEC Rep.

Res. Dev.、Vol.20、pp.41-50、http://doi.org/10.5918/jamstecr.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
（平成 28事業年度の業務運営に関する計画より関連部分を抜粋）

　海洋掘削の技術開発は、海底下という未踏のフロンティアへのアプローチを可能にし、その結果、

多数の研究課題が生まれている。それらを解決するため、国際深海科学掘削計画（ IODP）を推進し、

「ちきゅう」等による海洋掘削を行うとともに、地球を構成する物質の直接採取、分析及び現場観測を

実施し、数値解析手法やモデリング手法等を用いることで、海洋・地球・生命を関連させた全地球内

部ダイナミクスモデルの構築とその理解の推進を図り、多様な探査と地球深部への掘削により掘削科

学の新たな可能性を切り拓く。さらに、海洋掘削に関する総合的な知見に基づき、今後需要が増すと

見込まれる超深度掘削技術の発展に寄与する。

<1>掘削試料・掘削孔を利用した地殻活動及び物質循環の動態解明

　スケールの異なる各種試料やデータを高精度・高分解能で分析できる手法を構築するとともに、掘

削科学の推進に不可欠な掘削技術・計測技術、大深度掘削を可能とする基盤技術を開発する。また、海

底観測や広域地球物理探査等によって得られるデータに、掘削孔内において取得される多様なデータ

や現場実験結果を加えることにより、海底下の構造や性質を立体的に把握し、それらの変動に関する

理解を進める。さらに、得られたデータ等を用いた数値シミュレーションを実施し、地殻変動や物質

循環等の変動プロセスに関する理解を深める。

　平成 28年度は、南海掘削における巨大分岐断層掘削時の孔内状況モニタリング・データの統合と解

析を実施する。地質評価、温度予測、計測技術調査、プロポーザル作成などを実施する。産業界との

共同研究として試料採取と科学計測手法の改善、掘削の原理とその力学、振動の効果、高分解能デー

タ計測に関する研究開発を実施する。

　流体岩石相互作用解析のツールとしての軽金属元素高精度同位体分析の評価、重金属元素高精度同

位体分析の実試料データ取得等の技術開発を行う。揮発性元素の高空間分解能イメージング法の開発

と火山岩・包有物等の実試料データの取得、鉱物粒子の高精度ウラン-鉛同位体測定法等の微小領域観

察・分析技術開発を行う。高精度/高分解能分析に基づく断層内過程（陸上アナログ断層等)，地球深部

生命，地球環境変動（GBR等），地球内部循環（ IBM等），岩石鉱物形成過程研究を行う。

　タービン駆動コアリングシステム（ＴＤＣＳ）の実用化を目指した海上試験を行う。高電圧パルス

コアリングシステムの概念設計を行う。その他以下の項目に着手する：高強度・極限環境ドリルパイ

プの課題抽出および改良；データ転送機能付きドリルパイプのプロトタイプ製作；ドリルパイプの強

度や挙動モニタリングに向けての計測データ融合シミュレーション手法検討；インテリジェント掘削

システムの概念設計。超大水深ライザーシステムについて、CFRPライザーの要素試験、大水深ＢＯ

Ｐ、デュアルグラジエントシステムの調査検討を行う。

<2>海洋・大陸プレート及びマグマの生成並びにそれらの変遷過程の解明

　活動的なプレート境界である日本列島周辺海域等においてプレートが生成されてから地球内部に向

けて沈み込むまでの構造及びプレート自体の変遷や挙動、沈み込み帯を中心としたプレートと断層の

運動に伴い発生する諸現象及びプレート・地球内部のマグマ生成、マントル対流とプレートとの関連

等の解明に貢献する研究開発を IODP等とも連携しつつ推進する。

　平成 28年度は、貞観～延宝地震域、北陸沖、四国中部南海トラフ、関西～山陰沖などの海域におい

て、MCSOBS調査観測とデータ解析、構造研究を実施し、比較研究も行う。海洋プレートの進化過程

解明に向けて、太平洋プレートなどの海域においてMCSOBS調査等を実施し、データ解析を進め、構

造研究と IODPの掘削プロポーザルに向けた準備を行う。環太平洋大航海によって環太平洋南西部～

東部の MCSOBS調査観測を行う。 　太平洋プレート３次元地震波速度構造の解析を開始する。また

温度・水・メルト推定手法の開発を継続する。

　南海掘削、スマトラ掘削、日本海溝掘削等により新規データを取得し、得られた試料・孔内データの



解析に着手する。関東南方の海底下構造を把握し、掘削事前調査を完了する。陸域アナログ研究をさら

に進展させ、沈み込み帯の場と物質の時空発展を描像する。NanTroSEIZE掘削に参加して新規データ

を取得する。NanTroSEIZE掘削航海後研究を継続し、南海沈み込み帯の断層関連物性や応力分布の取

りまとめを行う。また陸上アナログ試料等の化学分析により地震時の断層内物理化学過程を評価する。

　JR号による伊豆小笠原弧の掘削コアの分析・解析を完了する。「Return to IBM-3」掘削の実行およ

び得られた掘削コアの分析・解析を開始する。また、「ちきゅう」を用いた大深度掘削実現に向けて、

大陸成因研究に関する新仮説を提案する。それを検証するため、無人艇による西之島の溶岩採取に引

き続き、初生マグマを採取するため、無人探査機（ROV）により西之島海底火山の調査・試料採取を

おこなう。分析試料の分析・解析を開始する。

　島弧横断変化把握のため、東北・西南日本弧の岩石・流体試料、特に前弧域の深部流体採取を実施

する。採取岩石・流体試料の包括的地球化学分析・解析を実施する。深部解析のため、共同研究の地

震・電磁気観測に基づき、日本列島及び周辺領域の地殻流体・メルト・絶対応力分布マッピングを進

める。統合モデル構築に向け、プレート運動、流体発生と移動、元素分別・輸送を組み込んだシミュ

レーションを実施する。

　初期惑星進化研究のため、固体惑星の形成過程のプロダクトランにより、表層の形状変化と熱進化

を再現するシミュレーションを実行する．また惑星衝突モデルの高度化を検討する。地球内部ダイナ

ミクスモデリング構築に向け、H27年に開発したモデルを３次元球殻シミュレーションに拡張する。

<3>掘削科学による新たな地球内部の動態解明

　海底掘削試料等の精密化学分析により提唱され始めた新たな地球内部の構造の存在について、その

構造の把握に向けた研究開発を実施する。さらに、マントル運動及びプレート運動等に与える影響を

分析し、観測及び数値シミュレーションを組み合わせることにより評価する。

　平成 28年度は、ハワイ沖掘削候補地の構造探査データ、ヒートフロー等の海底データを取得する。

オマーン等オフィオライト岩体や陸上で得られる深部岩試料の研究を進め、過去の海洋プレート構造

の描像を予測し、マントル掘削の候補地点との比較検討を行う。マントル掘削候補地点であるコスタ

リカ沖とメキシコ沖の調査航海の準備を、外国の研究機関と連携して実施する。

　地球深部のダイナミクスに関する以下の研究を行う：全マントルトモグラフィー、データ処理；CMB

異方性解析、データ収集；実際の大陸移動を再現するためのマントル構造とトモグラフィーモデルの

比較検討；プレート沈み込みによるマントル内の撹拌・混合；構造浸食による大陸地殻の還流がマン

トル対流に与える影響；惑星サイズが大きい場合に、レイリー数の変化に対する対流構造やプレート

形成への影響を調べ、地球の場合と比較する。

地球内部物質循環に関して、オントンジャワ及びチリ海嶺でドレッジを行い、採取試料の主成分、微

量元素、同位体組成分析を開始する。マントル組成境界、及び巨大海台の特徴づけを行う。全地球的

な火山岩組成データベース構築を継続し、半球構造のキャラクタリゼーション、特に水成分に富む領

域の形成年代とその空間分布推定を行う。3次元の対流、プレート沈み込み及び水輸送モデル構築を

開始する。これらを統合し、東西半球構造の組成差の原因を推定する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
海洋掘削科学研究開発センター、地震津波海域観測研究開発センター、地球深部ダイナミクス研究

分野、地球内部物質循環研究分野、数理科学・先端技術研究分野、生物地球化学研究分野、海洋地

球生命史研究分野、高知コア研究所、地球深部探査センター

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：研究推進部研究推進第１課

電話：046-967-9420

e-mail：rsd1-kikan@jamstec.go.jp



URL：http://www.jamstec.go.jp/ods/j/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：山田泰広 　

所属：海洋掘削科学研究開発センター



平成 27年度年次報告

課題番号：4002

（１）実施機関名：

海洋研究開発機構

（２）研究課題（または観測項目）名：

海域地震発生帯研究開発

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(4)地震現象のモデル化

ア. 構造共通モデルの構築

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(1)地震発生長期評価手法の高度化

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

ウ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

(6)国際共同研究・国際協力

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

〇第三期中期目標より抜粋

　海域におけるリアルタイム地震・津波観測網を整備するとともに、研究船や海底地震計等を用いた

高度な観測技術等を最大限に活用し、南海トラフや日本海溝等を中心とした地震発生帯の精緻な調査

観測研究を実施する。また、「地球シミュレータ」等を用いた計算技術等により、海溝型地震の物理モ

デルを構築し、プレートの沈み込み帯活動の実態を定量化するとともに、より高精度な地震発生モデ

ルやプレート境界モデルを確立する。これらの成果をもとに、地震・津波に起因する災害ポテンシャ



ル等の評価や、我が国の防災・減災対策の強化に資する情報を提供するとともに、地震・津波が生態

系に及ぼす影響とその回復過程を把握する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

※本研究課題は当機構の運営費交付金および補助金（計 552,175,000円（平成 26年度））の内数）に

基づき実施しているほか「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」、「HPCI戦略プログラム分野 3

防災・減災に資する地球変動予測」等により得られたデータや成果を利用して実施している。

〇第三期中期計画より関連部分を抜粋

　機構は地震調査研究推進本部が策定した「新たな地震調査研究の推進について－地震に関する観測、

測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策－」(平成 24年 9月 6日改訂)及び文部

科学省科学技術・学術審議会の建議「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推進につ

いて（平成 25年 11月 8日）」において示されている役割を果たすため、独立行政法人防災科学技術研

究所等の関係する研究機関と協力し、再来が危惧されている南海トラフ巨大地震の震源域を始めとす

る日本列島・西太平洋海域を中心に、地震・火山活動の原因についての科学的知見を蓄積するととも

に、精緻な調査観測研究、先進的なシミュレーション研究、モニタリング研究及び解析研究等を統合

した海域地震発生帯研究開発を推進する。

　これにより、海溝周辺における地震性滑りの時空間分布等の新たなデータに基づき、従来の地震・

津波発生モデルを再考し、海溝型巨大地震や津波発生メカニズムの理解を進める。また、主に海域地

殻活動や海底変動に起因する災害ポテンシャルの評価とそれに基づく地域への影響評価を行う。さら

に、地震・津波が生態系へ及ぼす影響とその回復過程についても評価する。

1.プレート境界域の地震発生帯実態解明研究

　地震発生帯の地震・津波像の解明に資するため、地殻構造、地殻活動及び地震発生履歴等について

精緻な調査観測研究を実施する。また、地震・津波観測監視システム (DONET)等の海域地震・津波観

測システムから得られるデータや関係する研究機関とのデータ相互交換の枠組みを活用し、地震発生、

地震動及び津波の予測精度の向上に資する解析研究を行う。さらに、地震発生帯における諸現象のシ

ミュレーション研究等を実施し、海洋科学掘削で得られた研究成果との統合を図ることにより、巨大

地震発生帯の実態解明に資する新たな科学的知見を蓄積する。

2.地震・津波の総合災害ポテンシャル評価研究

　東日本大震災の教訓を踏まえ、現実的な地震・津波像に基づく地震・津波シミュレーション研究を行

い、南海トラフ、南西諸島域及び日本海溝等の日本列島周辺海域における地震・津波被害像の評価を

進めるとともに、防災・減災対策へ実装するため、平成 28年度を目途に各種予測計算等の準備を実施

し、日本海や南海トラフ周辺海域等の地震・津波による被害の軽減に向けた情報基盤プラットフォー

ムを構築する。これらを活用し、海域地殻変動や海底変動に起因する災害ポテンシャルの評価とそれ

に基づく地域への影響評価を行う。

（８）平成 27年度の成果の概要：
1.プレート境界域の地震発生帯実態解明研究

・地震発生帯の地震・津波像の解明に向けて、南西諸島種子島周辺海域と日本海北陸沖西部、日本海

溝福島沖海域等の海域において、MCSOBS調査観測とデータ解析を実施した。また、すべり分布や津

波波源域との関係を把握するため、過年度のデータを含めた研究やそれらの比較研究も行い、それぞ

れの地震発生帯における構造的特徴を抽出した。

・DONETデータと陸域観測点を用いて、DONET周辺域のプレート構造を明らかにした。その結果、

沈み込むプレートの厚さは約 30?であることを示した。

・地震発生予測では、ゆっくり地震と大地震の関連性の研究を実施し、東南海地震の超低周波地震活

動の仮説を論文発表した（Ariyoshi et 　al.,2015, SEGJ）。

・逐次データ同化手法の改善を進めて学会発表するとともに、先行現象モデル構築研究に着手した。



・プレート境界すべり分布の新たな評価関数を提案し、論文発表した（Nakata et al., EPS, 2016）。

・DONET1と構築直後のDONET2で広域かつ直上で浅部超低周波地震をとらえ、その解析速報を EOS

に投稿した。

2.地震・津波の総合災害ポテンシャル評価研究

・DONET水圧計データを用いた津波増幅率による津波即時解析システムを開発し、和歌山県や尾鷲

市、中部電力に実装した。和歌山県は、当該システムを用いた即時津波予測のための気象業務許可を

取得し運用段階に至っている。DONET観測点を動的に選択する当該システムの高度化をおこない現

在実証を進めている。

・DONET設置域周辺の微小地震の震源決定を行い、3つのクラスタで構成され静穏化が進んでいるこ

とを示した。

・DONET2構築に合わせて、DONET1と 2の統合運用を進め、既に気象庁での緊急地震速報や津波警

報に利用されている DONET1に DONET2データも利用できるように準備を進めている。

・DONET水圧計データを用いた津波増幅率による津波即時解析手法の高度化を行った。

・地震・津波シナリオでは、南海地震が日向灘地震によって誘発されるシナリオを提案し論文発表する

（Hyodo et al., 2016, EPS）とともに、地震サイクル大規模計算コードを開発し、論文発表した（Ando

et al., 2015,IJHPCA）。

・地震動・津波予測では、海溝型大地震の震源域に広がる海洋堆積層が長周期地震動の発達に影響するこ

とを実証し、論文発表するとともにプレスリリースを行った（Nakamura et al.,2015, ScientificReports）。

・即時解析では、海陸データ統合自動震源決定システムの導入の目処がついた。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Arai Ryuta and Takaya Iwasaki,Transition from collision to subduction and its relation to slab seismicity and

plate coupling, Earth, Planets and Space 2015, 67:76 (27 May,2015)

Fujie Gou, Shuichi Kodaira, Takeshi Sato, Tsutomu Takahashi, Along‐trench variations in the seismic struc-

ture of the incoming Pacific plate at the outer rise of the northern Japan Trench, Geophysical Research

Letters Accepted manuscript online: 9 January 2016

Tonegawa, T., Fukao, Y., Fujie, G., Takemura, S., Takahashi, T., Kodaira, S., Geographical distribution of

shear wave anisotropy within marine sediments in the northwestern Pacific, Prog. Earth Planet. Sci.,

2:27, doi:10.1186/s40645-015-0057-2, 2015.

高橋成実，馬場俊孝，石橋正信，末木健太朗，大林涼子，金田義行，津波増幅率を用いた即時津波予

測システム構築，OES25-040,日本海洋工学会・日本船舶海洋工学会, 2015.

Ariyoshi, K. et al., A Trial Extraction of crustal deformation from seafloor hydraulic pressure gauges to esti-

mate interplate coupling for subduction plate boundaries, Proceedings of the 12th Society of Exploration

Geophysicists of Japan International Symposium, 2015, in press.

有吉慶介・永野憲・松本浩幸・長谷川拓也,巨大地震震源域の特定に向けた海底観測網の新たな活

用,海洋理工学会誌, 21 No. 1, 7-15, doi:10.14928/amstec.21.1 7., 2015.

Ariyoshi, K. and Y. Kaneda, Practicality of monitoring crustal deformation processes in subduction zones by

seafloor and inland networks of seismological observations, Earthquakes and their impact on societies,

Sebastian D’Amico (Ed.), Springer Berlin Heidelberg, p. 171-192, doi:10.1007/978-3-319-21753-6 6.,

2016.

Hyodo, M., T. Hori and Y. Kaneda, A possible scenario for earlier occurrence of the next Nankai earthquake

due to triggering by an earthquake at Hyuga-nada, off southwest Japan, Earth, Planets and Space, 68(1),

1-17., 2016.

Nakata, R., T. Kuwatani, M. Okada, T. Hori, Geodetic inversion for spatial distribution of slip under smooth-

ness, discontinuity, and sparsity constraints, Earth, Planets and Space, 2016, in press.



Nakamura, T., H. Takenaka, T. Okamoto, M. Ohori and S. Tsuboi, Long-period ocean-bottom motions in

the source areas of large subduction earthquakes, Scientific Reports 5, 16648, doi:10.1038/srep16648,

2015.

（10）平成 28年度実施計画の概要：

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
地震津波海域観測研究開発センター

東日本海洋生態系変動解析プロジェクト

地球深部ダイナミクス研究分野

数理科学・先端技術研究分野

高知コア研究所

海洋掘削科学研究開発センター

地球情報基盤センター

地球深部探査センター

他機関との共同研究の有無：有

（以下、本課題の中心を担う地震津波海域観測研究開発センターの共同研究の相手方機関、代表者

等について記載）

・株式会社地球科学総合研究所 　新技術推進室 　浅川栄一室長ほか

・独立行政法人産業技術総合研究所地質調査総合センター地質情報研究部門海洋地質研究グループ

　荒井晃作グループ長ほか

・気象庁地震火山部地震津波監視課松代地震観測所 　山崎伸之 　技術専門官ほか

・和歌山県危機管理局総合防災課 　松尾孝志課長ほか

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地震津波海域観測研究開発センター企画調整グループ

電話：045-778-5963

e-mail：kg-kikan@jamstec.go.jp

URL：http://www.jamstec.go.jp/ceat/j/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：小平秀一 　

所属：地震津波海域観測研究開発センター



平成 27年度年次報告

課題番号：5001

（１）実施機関名：

産業技術総合研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

津波浸水履歴情報の整備

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　津波堆積物をはじめとした過去の津波に関する痕跡データについて、産総研によって論文公表した

調査データを整理し、ウェブのマップ上で各種情報を示せるように整備する。特に 869年貞観地震に

関するデータについて、まず仙台平野について整備し、ウェブ公開する。その後は石巻平野、福島県

北部について順次整備の上、公開する。南海トラフ沿いなど、そのほかの地域のデータは内容を検証

しながら整備する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26年度は仙台平野の津波浸水履歴に関する情報を整備し、ウェブ公開する。平成 27年度は石

巻平野、福島県北部について整備の上、順次公開する。平成 28年度以降は、津波浸水履歴情報の内容

を検証しつつ、青森県沿岸や九十九里浜沿岸、南海トラフ沿岸などの地域を候補として情報の整備を

行っていく。

（８）平成 27年度の成果の概要：
平成 27年度は当初予定の石巻平野、福島県北部に加え、青森県太平洋沿岸の一部における津波堆積物

に関する地質柱状図等の情報についてウェブ公開をした。また北海道東部のデータについて、すでに

CD-ROMで出版済のデータや論文公表済みのデータをウェブ用に整備を進めた。



（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 28年度は引き続き北海道東部の津波堆積物について整備を進め、ウェブ公開をする。このほか静

岡県沿岸などの津波浸水履歴情報の整備を進める。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
活断層・火山研究部門 　海溝型地震履歴研究グループ

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：活断層・火山研究部門 　海溝型地震履歴研究グループ

電話：029-861-3691

e-mail：

URL：https://unit.aist.go.jp/ievg/group/subducteq/index.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：宍倉正展 　

所属：活断層・火山研究部門 　海溝型地震履歴研究グループ



平成 27年度年次報告

課題番号：5002

（１）実施機関名：

産業技術総合研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

活断層データベースの整備

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

（４）その他関連する建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　すでに公開中の活断層データベースについて、新規データの入力、既存データの追加、検索・表示

機能の強化を行う。また他機関のデータベースも含め、データの共有やリンク表示機能等の連携を強

化し、より機能的で使いやすいデータベースに発展させる。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26年度については、最近数年間に実施された活断層調査の成果について、データを体系化し、

データベースに収集する。また産総研で刊行している活断層ストリップマップ等を重ねて表示できる

機能を追加する。

　平成 27年度以降については、新たに実施された活断層調査の結果を逐次収集・入力するとともに、

他機関との連携を図り、データの共有やリンク表示機能を強化する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
活断層データベースに収録している活動セグメントの形状やパラメータについて、最新の調査研究の

成果に基づいて見直しを行い、28の活動セグメントを新規追加するとともに、37の活動セグメントの

位置・形状を変更した。また調査地点データを 980地点について追加した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
なし

（10）平成 28年度実施計画の概要：
新規に公表された論文・報告書のデータを入力するとともに、新たな検索・表示機能の追加、セキュ

リティ対策の強化を行う。



（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
活断層・火山研究部門 　活断層評価研究グループ

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：活断層・火山研究部門 　活断層評価研究グループ

電話：

e-mail：

URL：https://unit.aist.go.jp/ievg/group/faulteval/index.html https://gbank.gsj.jp/activefault/index gmap.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：吉岡敏和 　

所属：活断層・火山研究部門 　活断層評価研究グループ



平成 27年度年次報告

課題番号：5003

（１）実施機関名：

産業技術総合研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

地質調査に基づく火山活動履歴調査とデータベース整備

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　火山活動の評価と予測の基礎となるデータとして、九重、蔵王、伊豆諸島、富士山、恵山などの活

動的火山の噴火履歴調査を実施し、形成史や噴火履歴を明示した地質図の整備を推進する。また、火

山に関する基礎データの収集と整理を行い、日本の火山データベースとして維持更新する。大規模噴

火を発生させた火山対象に大規模噴火に至る準備過程の特徴を抽出し、大規模噴火の再来の可能性を

検討する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　将来噴火の可能性の高い活動的火山の形成史・噴火履歴を明示した地質図整備を、火山防災のため

に監視・観測体制の充実が必要な活火山（47火山）で重点的に行う。このうち九重、蔵王、伊豆諸島、

富士山、恵山などでは、噴火履歴調査に基づいて形成史を解明し、あわせて定量的な噴出物量、化学

分析、年代測定等の基礎データを取得し、地質図として整備する。

　日本列島の火山の基礎情報を最新の知見に基づいて収集・整理し、これらを日本の火山データベー

スとして引き続き整備し公開する。新たに 20万分の１スケールでの全国火山図を作成し、この火山区



分に基づいた噴火年代、噴出量、岩石学的分析等を基礎データとしてデータベースに取り込む。これ

らの整備により、国土の基礎情報として関係諸機関の利用に供すると共に、火山活動の噴火推移予測

に貢献する。

　十和田やインドネシアを含め、後期更新世から完新世に大規模噴火を発生させた火山において、過

去の大規模噴火とそれ以前の噴出物を対象に、ボーリング・トレンチを含めた地質学岩石学的調査を

行い、大規模噴火に至る噴火推移の復元とマグマ供給系の変遷を明らかにする。

（８）平成 27年度の成果の概要：
監視・観測体制の充実が必要な活火山（47火山）の地質図整備では、富士山地域の地質図を解説書付

きでとりまとめ、印刷中とした。伊豆諸島，恵山で噴火履歴調査を引き続き実施し、御嶽火山では調

査を開始した。

　日本の火山データベースでは、蔵王、九重、鳥海山の活火山に関する詳細データをデータベースに

公開した。 20万分の１スケールでの全国火山図原稿作成を北海道～東北南部において実施した。

　十和田火山のカルデラ形成期噴火に至る噴火履歴の詳細化のため、ボーリング掘削およびテフラの

ルミネッセンス年代測定を実施し、大規模火砕流噴火に先行する 2万年程度の低噴出期の存在を確認

した。インドネシアの複数のカルデラ火山の現地調査により、カルデラ形成噴火に直前の数千年間で

噴出率や噴火様式の変化を見出した。GISを用いた阿蘇および十和田カルデラの大規模火砕流堆積物

の噴出量の再検討を行なった。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
日本の火山データベース 　<https://gbank.gsj.jp/volcano/>

Ishizuka, O., Taylor, R. N., Geshi, N., Oikawa, T., Kawanabe, Y. and Ogitsu, I., 2015, Progressive mixed-

magma recharging of Izu-Oshima volcano, Japan: A guide to magma chamber volume. Earth Planet.

Sci. Lett., 430, 19-29.

及川輝樹, 2015,噴火災害から学ぶ-御嶽山 2014年噴火. 日本の科学者, 50, 230-235.

高田亮, 2015,将来を物語る激動の噴火史-宝永噴火後 300年の富士山（静岡県・山梨県）-.地学雑誌,

124, 69-78.

山元孝広, 2015,富士山の噴火史と火山災害. 電気評論, 100, 18-21.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　活火山の形成史・噴火履歴を明示した地質図整備では、富士山地域の地質図を出版する。伊豆諸島，

恵山、御嶽火山で引き続き調査研究を実施し、日光白根火山で調査を開始する。日本の火山データベー

スでは、富士山等に関する詳細データを公開し、また適切な更新を行う。十和田、阿蘇、インドネシ

ア等の大規模噴火を対象に過去の噴火推移を地質学的手法により明らかにするとともに、岩石学的手

法による噴出物の解析を行う。火砕流堆積物及び降下火山灰の分布の再検討から、阿蘇および姶良カ

ルデラなどの大規模火砕流噴火の総噴出量の再検討を実施する。また阿蘇等のマグマ溜りの温度圧力

条件を再検討し、マグマ溜りの規模や深度についての情報を整備する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
活断層・火山研究部門 　火山活動研究グループ

他機関との共同研究の有無：有

北海道大学、山形大学、電力中央研究所など

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：活断層・火山研究部門 　火山活動研究グループ

電話：



e-mail：

URL：https://unit.aist.go.jp/ievg/actvolcano-rg1/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：石塚吉浩 　

所属：活断層・火山研究部門 　火山活動研究グループ



平成 27年度年次報告

課題番号：5004

（１）実施機関名：

産業技術総合研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

海溝型巨大地震の履歴とメカニズム解明

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

・千島-日本海溝

　2011年東北地方太平洋沖地震の破壊領域よりも北のプレート境界で発生する巨大地震および津波に

関して、過去の履歴と規模を津波堆積物調査等に基づいて復元し、断層モデルの構築を試みる。

・相模トラフ

　おもに房総半島沿岸の地形、地質調査のデータから、過去の関東地震の履歴と隆起パターンなどを

復元し、関東地震の多様性を評価する。特に房総半島南東～東沖の領域の破壊の可能性について検証

する。

・南海トラフ

　沿岸域において地形、地質の調査を行い、史料の情報などと併せ、過去に海域で発生した地震の時

期とそれに伴う地殻変動や津波浸水域を解明する。特に最大クラスの地震について、地形、地質に記

録された実証データから検証し、規模の上限について評価を試みる。

（７）本課題の５か年計画の概要：

・千島-日本海溝

　平成 26年度は青森県および岩手県南部の太平洋沿岸で津波堆積物調査を実施する。平成 27年度は

同地域の補完調査に加え、北海道南部太平洋沿岸に調査範囲を拡大する。平成 28年度以降は北海道太

平洋岸などの津波堆積物調査を行い、それらのデータに基づいて断層モデルについて検討を行う。

・相模トラフ

　平成 26～27年度は、おもに産総研がこれまでに房総半島で取得した詳細地形（DEM）データにつ

いて、地形判読や高度分布の解析を行い、海岸段丘の分布を再評価する。また房総半島沿岸各地で実

施した掘削調査による既存のコア試料の分析を行い、海岸段丘の年代を解明する。平成 28年度以降も

上記解析を継続すると共に、九十九里浜平野などで津波堆積物調査を実施する。

・南海トラフ

　おもに文部科学省（委託先：海洋研究開発機構）の南海トラフ広域地震防災研究プロジェクトに参画

して津波履歴調査を担い、平成 26年度はおもに高知県沿岸、平成 27～29年度は四国・九州から南西



諸島にかけて、平成 30年度以降は東海～紀伊半島沿岸で、それぞれ津波堆積物調査および隆起痕跡調

査を実施する。また期間を通じて地震サイクルシミュレーションなどから規模予測の手法を検討する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
・千島-日本海溝

　平成 27年度は当初予定の北海道南部太平洋沿岸などに加え、福島県沿岸において津波堆積物調査を

行った。

・相模トラフ

　平成 27年度は、当初予定通り房総半島で取得した詳細地形（DEM）データの解析を行い、また掘

削調査による既存のコア試料の分析を行って海岸段丘の年代を検討した。また茨城県沿岸や九十九里

浜平野などで歴史津波記録と津波堆積物の調査を実施した。

・南海トラフ

　おもに文部科学省（委託先：海洋研究開発機構）の南海トラフ広域地震防災研究プロジェクトに参

画して津波履歴調査を担い、平成 27年度はおもにこれまでに高知、和歌山、静岡などの現場で得られ

た掘削コア試料について分析を進めた。また富士川河口断層帯で 1854年安政東海地震を対象とした歴

史記録および地下構造の調査を行った。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
・千島-日本海溝

　平成 28年度は北海道および東北地方太平洋沿岸の津波堆積物調査を継続するとともに，歴史津波の

波源断層についての検討を進める。

・相模トラフ

　平成 28年度は、房総半島で取得した詳細地形（DEM）データの解析および掘削調査による既存の

コア試料の分析を継続し、海岸段丘の年代と分布に基づいた断層モデルの検討を行う。

・南海トラフ

　おもに文部科学省（委託先：海洋研究開発機構）の南海トラフ広域地震防災研究プロジェクトに参

画して津波履歴調査を担い、平成 28年度も既存の掘削コア試料について分析を進めるとともに、駿河

湾周辺沿岸において隆起痕跡や津波堆積物などを対象とした掘削調査を実施する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
活断層・火山研究部門 　海溝型地震履歴研究グループ

他機関との共同研究の有無：有

筑波大学、新潟大学、島根大学、法政大学、建築研究所、地域地盤環境研究所

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：活断層・火山研究部門 　海溝型地震履歴研究グループ

電話：029-861-3691

e-mail：

URL：https://unit.aist.go.jp/ievg/group/subducteq/index.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：宍倉正展 　

所属：活断層・火山研究部門 　海溝型地震履歴研究グループ



平成 27年度年次報告

課題番号：5005

（１）実施機関名：

産業技術総合研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震時変位量に基づく連動型古地震像復元手法の研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(1)地震発生長期評価手法の高度化

4. 研究を推進するための体制の整備

(4)研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　糸魚川-静岡構造線活断層系等の内陸活断層帯において地質学的・古地震学的な調査を実施し、過去

の地震に伴う複数セグメントの連動履歴を解明する。連動履歴解明のため、セグメント境界周辺にお

いて複数回の地震時変位量を復元するための野外調査を５カ年で実施する。地震時変位量等を基準と

してセグメント境界の連動／非連動を判別することによって連動性を評価し、最近数回の地震サイク

ルにおける古地震シナリオを構築する。さらに、その古地震シナリオを反映した地震規模予測および

長期予測の高度化について検討する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26年度：セグメント境界周辺において、地震時変位量を復元するための調査を実施する。

　平成 27年度：セグメント境界周辺において、地震時変位量を復元するための調査を実施する。地震

時変位量等から連動履歴を明らかにして連動／非連動を判別し、セグメント境界の連動性評価をおこ

なう。

　平成 28年度：セグメント境界周辺において、地震時変位量を復元するための調査を実施する。



　平成 29年度：セグメント境界周辺において、地震時変位量を復元するための調査を実施する。地震

時変位量等から連動履歴を明らかにして連動／非連動を判別し、セグメント境界の連動性評価をおこ

なう。

　平成 30年度：セグメント境界周辺において地震時変位量を復元するための調査を実施する。セグメ

ント境界毎の連動性評価を総合し、断層帯の連動履歴をもとに古地震シナリオを作成する。古地震シ

ナリオを反映した規模予測および長期予測の高度化について検討する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　平成 27年度は、これまでに実施した松本盆地東縁断層・大町借馬地区のトレンチ調査や、2014年

長野県北部の地震に関する古地震調査の結果をとりまとめた。新規の調査については担当者の状況に

よって見送り、次年度以降に実施することにした。

　松本盆地東縁断層北部の大町借馬地区では、トレンチ・ボーリング調査、S波反射法地震探査を実

施した。その結果、西傾斜の明瞭な逆断層構造が明らかとなり、最新活動に伴い約２mの上下変位が

生じたことが明らかとなった。

　2014年長野県北部の地震については、地震直後の緊急調査によって地表地震断層の分布と変位量に

ついて明らかにした。その結果、地表地震断層は約９ kmであり神城断層の一部で出現したこと、最

大実変位量は約２mに達すること、主要に活動した区間の南端は飯田付近であり神城盆地内の地表地

震断層は副次的であることを明らかにした。これらの骨子を学会発表し、成果の一部を学術雑誌に投

稿した。

　また、地表地震断層上の飯森地区でトレンチ調査を実施し、2014年地震最近３回の活動時期と地震

時変位量を明らかにした。2014年地震に先行するイベントの発生時期は 17世紀以降に限定され、同

イベントは 1714年正徳小谷地震である可能性が高い。その際の上下変位量は 0.5mであり、2014年地

震と同程度である。この 300年の発生間隔は内陸活断層の地表地震断層を伴う地震としては最も短い。

その原因は、2014年地震の震源域西側に蛇紋岩が局所的に分布すること、地震前から指摘されていた

震源域周辺の高いひずみ速度（Sagiya et al., 2004）が関連する可能性がある。さらに、２つ前の古地

震イベントは、約 2000年前以降に生じ、その際の上下変位量は約 2m以上である可能性が高い。以上

から、神城断層の今回の震源域では、それぞれの地震規模に対応して地震時変位量が変化した可能性

が高く、逆に地震時変位量を復元することによって、過去の地震規模や連動範囲をより正確に把握で

きる可能性が示唆された。これらの骨子を学会発表し、成果の一部を学術雑誌に投稿した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
近藤久雄・勝部亜矢・黒澤英樹・佐々木亮道・阿部恒平・三輪敦志，2016，2014年長野県北部の地震に

伴う緊急トレンチ調査，活断層研究，43，i-ii．Katsube, A. et al, 2015, Displacement during the last

surface-faulting on the northern termination of the East Matsumoto Basin Faults, Itoigawa- Shizuoka

Tectonic Line active fault system -Trenching study at Karuma site, Omachi City, Nagano Prefecture-,

XIX INQUA 2015, T19-P10. 近藤久雄，2015, 2014年長野県北部の地震と糸魚川－静岡構造線断

層帯，日本地質学会第 122年学術大会 (2015長野大会)講演要旨集，R19-O-6．杉戸信彦・近藤久

雄，2015，上町断層帯の最新活動と河内平野の地形環境変化，地学雑誌，124，607-631．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
これまでの調査研究のとりまとめを引き続き実施し、セグメント境界周辺における地震時変位量を復

元するための調査に着手する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
活断層・火山研究部門 　活断層評価研究グループ

他機関との共同研究の有無：無



（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：活断層・火山研究部門 　活断層評価研究グループ

電話：

e-mail：

URL：https://unit.aist.go.jp/ievg/group/faulteval/index.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：近藤久雄 　

所属：活断層・火山研究部門 　活断層評価研究グループ



平成 27年度年次報告

課題番号：5006

（１）実施機関名：

産業技術総合研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

火山性流体と噴出物の解析に基づく噴火推移過程のモデル化

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

イ. 熱水系の卓越する火山

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　マグマ噴火を繰り返す火山において、噴火発生や活動推移に伴う火山ガス放出量・組成の特徴と時

間変化を把握することにより、火山ガス供給過程の変化の視点からの噴火発生や活動推移のモデル化

を行う。地殻へのマグマの貫入や火山ガスの供給による火山体浅部の熱水系の応答について、熱水系

シミュレーションにより定量化する手法を、伊豆大島など活動的な火山に適用する。

　熱水系の卓越する火山において、熱水系の構造及び火山ガス供給系を明らかにし、水蒸気爆発発生

に関与する熱水系の実体をモデル化する。

　火山噴出物の岩石学的・地球化学的解析に基づき、マグマ溜まりにおける噴火準備過程および直前

過程の定量化を行うとともに、火山灰の解析に基づく噴火特徴把握手法の確立を行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　桜島、浅間山などマグマ噴火を主体とし活発な噴煙活動を継続している火山において、Multi-GAS

による火山ガス組成の連続観測および繰り返し観測を実施し、噴火発生や火山活動推移に伴う火山ガ

ス組成の特徴と変化を把握し、火山ガス供給過程のモデル化を行う。特に桜島においては、航空機等

を用いた観測も併用することにより、噴火により放出される火山ガス組成の特徴把握を目指す。また、

噴煙活動を継続している火山において高時間分解能の SO2放出量変動観測を実施し、噴火発生前後に

おける火山ガス放出量変動を定量化し、噴火発生過程のモデル化を行う。伊豆大島において自然電位

の連続観測を実施し、火山活動静穏時における降雨などに対する地下水系の応答をモデル化し、火山



活動に伴う変動を抽出する。さらに、想定されるマグマの貫入および火山ガスの供給に対する熱水系

の応答を、シミュレーションを用いてモデル化し、発現する地表変動の多様性を評価する。

　雌阿寒岳、口永良部島などにおいて、火山ガスの繰り返し観測および放熱分布の把握、自然電位分

布測定などを実施し、熱水系の分布および火山ガスの起源を明らかにすると共に、熱水系シミュレー

ションによるモデル化を実施し、水蒸気爆発の発生に関与している熱水系の実体を明らかにする。

　有珠、伊豆大島等マグマ噴火を繰り返す火山において、斑晶の累帯構造、マグマ溜まりの岩石学的

特徴、揮発性成分濃度や圧力条件を把握し、噴火直前過程や噴火に至るまでのマグマ供給系の発展を

明らかにするとともに、噴火を繰り返すメカニズムを解明する。桜島火山など活発に噴火している火

山について、火山灰構成粒子の観察・分析等に基づき噴出物の特徴を把握するとともに、他の観測量

や岩石学的解析と比較に基づきマグマ上昇・脱ガス過程をモデル化する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
口永良部島、桜島、阿蘇、浅間山においてセスナ機を用いたMulti-GASによる火山ガス組成観測を実

施し、口永良部島、桜島においては東京大学地震研究所と協力して無人ヘリを用いたMulti-GASによ

る火山ガス組成観測を実施し、噴火活動推移に伴う火山ガス組成の変化を把握し、噴火推移の評価を

行った。桜島火山において高時間分解能の SO 2放出率変動観測を実施し、噴火発生前における火山ガ

ス放出率の減少を明らかにした。

雌阿寒岳、十勝岳、樽前山、吾妻山において火山ガスの繰り返し観測を実施し、噴気活動の変化を把

握した。伊豆大島にて自然電位の連続観測を継続して実施した。薩摩硫黄島の自然電位分布を再現す

るような数値シミュレーションを実施し、マグマ－熱水系の定量的なモデリングを行った。

　桜島、阿蘇、口永良部島、箱根の火山灰の観察を行い、構成粒子組成の特徴やその変化を把握し、噴

火の特徴を明らかにした。御嶽山噴出物の観察と熱力学的解析を行い、マグマ供給系の特徴を明らか

にした。西之島火山 2015年噴出物、口永良部島新岳 1966年噴出物、洞爺火砕流の岩石学的解析を行

い、マグマの特徴を明らかにした。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Roulleau, E., Vinet, N., Sano, Y., Takahata, N., Shinohara, H., Ooki M., Takahashi, H. A., Furukawa, R.,

(2015) Effect of the volcanic front migration on helium, nitrogen, argon, and carbon geochemistry

of hydrothermal/magmatic fluids from Hokkaido volcanoes, Japan. Chem. Geol., 414, 42-58, doi:

10.1016/j.chemgeo.2015.08.006.

Kazahaya, R., Aoki, Y., Shinohara, H., (2015) Budget of shallow magma plumbing system at Asama Vol-

cano, Japan, revealed by ground deformation and volcanic gas studies. J. Geophys. Res., Solid Earth,

120, 2961?2973, doi:10.1002/2014JB011715.

Shinohara, H., Miyabuchi, Y., Yoshikawa, S., (2015) Degassing Activity of a Volcanic Crater Lake: Volcanic

Plume Measurements at the Yudamari Crater Lake, Aso Volcano, Japan. In ”Volcanic Lakes (Eds.,

Rouwet,D., Christenson, B., Tassi, F., Vandemeulebrouck, J.), Advances in Volcanology, pp 201-217.

10.1007/978-3-642-36833-2 8.

Shinohara, H., Ohminato, T., Takeo, M., Tsuji, H., Kazahaya, R., (2015) Monitoring of volcanic gas compo-

sition at Asama volcano, Japan, during 2004?2014. J. Volcanol. Geothermal. Res., 303, 199-208. doi:

10.1016/j.jvolgeores.2015.07.022.

Kazahaya, R., Maeda, Y., Mori, T., Shinohara, H., Takeo, M., (2015) Changes to the volcanic outgassing

mechanism and very-long-period seismicity from 2007 to 2011 at Mt. Asama, Japan. Earth. Planet.

Sci. Lett., 418, 1-10. doi:10.1016/j.epsl.2015.02.034.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
桜島、阿蘇、浅間山において、Multi-GASによる火山ガス組成の連続観測および繰り返し観測を実施



し、火山活動推移に伴う火山ガス組成の変化を把握し、火山ガス供給過程のモデル化を行う。高時間

分解能の SO 2放出量変動観測の改良を行い、浅間山等で試験観測を実施する。火山ガスや熱水流動に

伴う変質帯の形成が火山活動に及ぼす影響を評価するために、薩摩硫黄島、口永良部島等を対象とし

て数値シミュレーションによる解析を進める。伊豆大島を対象として火山ガスの流動に伴う自然電位

の応答特性を定量化する。

雌阿寒岳、十勝岳、樽前山、吾妻山において火山ガスの繰り返し観測を実施し、火山ガス放出量およ

び火山ガス組成変化変化を把握し、噴気活動変化の評価を行うとともに、その要因となる熱水系のモ

デル化を進める。

洞爺カルデラ、阿蘇火山、西之島火山等の噴出物の解析を行い、マグマの岩石学的特徴・揮発性成分

濃度等を明らかにする。桜島、阿蘇火山等の火山灰の観察を行い、構成粒子組成の変化等を明らかに

し、噴火推移の評価について検討を行う。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
活断層・火山研究部門 　マグマ活動研究グループ

他機関との共同研究の有無：有

東京大学地震研究所（武尾実、他数名）

京都大学防災研究所（井口正人、他数名）

京都大学理学部（鍵山恒臣、他数名）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：活断層・火山研究部門 　マグマ活動研究グループ

電話：

e-mail：

URL：https://unit.aist.go.jp/ievg/group/magma/index.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：篠原宏志 　

所属：活断層・火山研究部門 　マグマ活動研究グループ



平成 27年度年次報告

課題番号：5007

（１）実施機関名：

産業技術総合研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

地下水・地殻変動観測による地震予測精度の向上

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(3)先行現象に基づく地震活動予測

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

(6)国際共同研究・国際協力

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　紀伊半島～四国周辺に、4点の新規地下水・地殻変動観測施設を整備する。南海トラフ巨大地震想

定震源域の深部周辺で発生する短期的ゆっくり滑りの詳細なマッピングを行う。主に測地・測量デー

タを解析して、想定東海地震震源域周辺における 1980年代以降のプレート間固着の時空間分布を明ら

かにする。深部低周波微動発生領域における水理特性を推定する。

（７）本課題の５か年計画の概要：



　地下水・地殻変動観測施設（4点）の新規整備。平成 25年度までの整備済みの 16観測点と併せ合

計 20観測点とする。短期的ゆっくり滑りを地下水位・水圧で検出可能な所があれば、臨時観測点を設

置して観測網を補完する。この観測網での観測精度向上のため、観測技術の開発を行う。

　産総研・防災科研・気象庁との共同研究により構築した観測システムにより、南海トラフの深部低

周波微動・短期的ゆっくり滑りの高精度モニタリングを行う。短期的ゆっくり滑りの客観的な検出シ

ステムの高度化・地震計アレイによる深部低周波微動の高精度な検出を行う。その他、解析技術の開

発を行う。

　1946年南海地震前後の上下変動・地下水変化・潮位変動解明のための文献調査及び潮位測定等を行

う。想定東海地震震源域周辺のプレート間固着の時間変化推定のため、東海地域の水準測量データ等

を解析する。

　深部滑り・微動のメカニズム理解のための研究を実施する。深部滑り・微動発生における流体の影

響の解析を行い、同発生領域の水理特性の推定を行う。

　地下水・地殻変動観測による地震の予知・予測研究の日本における成果を台湾での震災軽減に生か

すため、国立成功大学との共同研究を引続き行う。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　産総研・防災科研・気象庁との共同研究により，３機関のひずみ・地下水・傾斜データをリアルタ

イムで共有して南海トラフ周辺地域の短期的ゆっくりすべりを解析するシステムの運用を継続した。

2014年 11月～2015年 10月に 28の短期的ゆっくりすべりの断層モデルを決定した。

　中国・四国地方の GNSSデータを解析し，1997年から 2010年までのプレート間固着および長期的

スロースリップの履歴を明らかにした。その結果，長期的スロースリップにより解放されるプレート

間固着はすべり欠損により蓄積した量のたかだか 40％程度であり，将来の地震に対する影響は限定的

であることがわかった。また，6～7年周期で繰り返す長期的スロースリップから固着状態への回復は

1年程度で完了することがわかった。

　台湾・国立成功大学との共同研究の一環として開催している水文学的・地球化学的手法による地震

予知研究についての日台国際ワークショップのプロシーディングスの過年度分を公開した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
木口努・松本則夫・小泉尚嗣・北川有一・板場智史・落唯史・佐藤努，2014,東海・関東・伊豆地域に

おける地下水等観測結果 (2015年 5月～2015年 10月)(52)，地震予知連絡会会報，95，印刷中.
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（10）平成 28年度実施計画の概要：
南海トラフ巨大地震の予測精度向上のために、既存の地下水観測点の高度化を行ない地下水等総合観

測網による短期的ゆっくりすべりの検出能力向上を図る。既存の施設での高品質な地下水・地殻変動

等の観測を継続する。産総研・防災科研・気象庁との共同研究に基づく同地震周辺域での微動・短期

的ゆっくりすべりの解析を継続する。測地測量・GNSSデータ等による現在および過去のプレート間

カップリング評価を継続する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
活断層・火山研究部門 　地震地下水研究グループ

他機関との共同研究の有無：有

気象庁、防災科学技術研究所、名古屋大学、京都大学、鳥取大学、神奈川県温泉地学研究所、台湾

国立成功大学等

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：活断層・火山研究部門 　地震地下水研究グループ

電話：029-861-3656

e-mail：tectono-h-ml@aist.go.jp

URL：https://unit.aist.go.jp/ievg/group/tectonohydr/index.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：松本則夫 　

所属：活断層・火山研究部門



図１ 2015/4/18の歪・傾斜変化を説明する断層モデルと断層パラメータ（落・他, 2015）
矢印は傾斜の観測値と計算値の比較．灰色矩形は周辺で発生した短期的 SSEの推定断層面．（1: 2014/7/27-8/1 (Mw
5.7)、 2A: 2015/1/12-14 (Mw 5.6)、 2B: 2015/1/15-18 (Mw 5.2)、 3A: 2015/4/4-8 (Mw 5.8)、 3B: 2015/4/14PM-15
(Mw 5.7)、 3C: 2015/4/16-17 (Mw 5.7)）(b2)主歪の観測値と (b1)に示した断層モデルから求めた計算値との比較。
(b3)体積歪の観測値と (b1)に示した断層モデルから求めた計算値との比較。小さい青色丸印は産総研による深部
低周波微動、緑色丸印は気象庁一元化カタログによる低周波イベントの震央位置を示す。黒色は産総研の、青色

は防災科研 Hi-netの観測点を、緑色は気象庁の観測点名を示す。



図２ 2003年～2004年のプレート間固着（青色コンター）とスロースリップ（赤色コンター）の分布（Ochi, 2015）
濃い赤の四角は Sekine et al. (2010)による 2003年に発生した短期的スロースリップの断層分布で、緑色の点は気
象庁による 2003年の深部低周波地震の震央。プレート境界の地点 A、B、Cは第 3図で積算のプレート間固着を
示す。

図 3 　図 2で示した地点 A、B、Cにおける 1997年から 2011年までの積算のプレート間固着（Ochi, 2015）



平成 27年度年次報告

課題番号：5008

（１）実施機関名：

産業技術総合研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

高分解能地殻応力場の解明と造構造場の研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

イ. 地殻ひずみ・応力の変動

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(1)地震発生長期評価手法の高度化

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(3)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　可能な限り小さな地震まで解析に含めることで、高い空間分解能を有する地殻応力図を整備する。

さらにこの応力図をもとに、地形・地質情報や地震学的情報も含めて地震発生場の地域性とそのテク

トニックな意味を解釈し、将来発生する地震の最大規模や発生様式を評価するための地図（地震テク

トニックマップ）を作成する。関東地域の 25km以浅をケーススタディとして試作を行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26年度と平成 27年度では、Hi-netの整備以後蓄積されている定常観測網のデータ解析を進め、

関東地域の 25km以浅における応力場を明らかにする。地震データが不足している地域では臨時観測

を実施し、地震データの蓄積と解析を行う。可能な限り小さな地震まで解析に使えるようにするため、

ノイズに強い地震検出法、隣接地震の複合処理による発震機構解推定法などの手法開発に取り組む。

また、活断層の３次元地下構造を推定するため、関東平野における既存の地下構造探査データに対し

て最新の処理法を用いた再解析を実施する。地震テクトニックマップの有効性と限界を確認するため、

過去に発生した地震の震源域の応力状態と本震の規模や発生様式との関係を調査する。

　平成 28年度は引き続き前年度までの解析を行い、地殻応力図を取りまとめる。地震活動が不活発

な領域は地殻変動データ、地形地質情報、数値シミュレーション結果などを吟味して補間を行い、応



力情報の空白域を無くすことを目指す。応力場のメッシュサイズはデータ量に依存するが、マグニ

チュード 6後半の中規模地震であっても最大規模や発生様式の評価に繋げられるよう、最低限 10km

を目指す。深さ方向にもデータの状況に応じてメッシュを配置する。結果は地殻応力場データベース

（https://gbank.gsj.jp/crstress/）において公開する。

　平成 29年度は前年度までの解析で推定した地殻応力図や３次元地下構造の結果に加え、活断層分布

や重力異常図などの地形・地質情報、b値や地震波速度構造などの地震学的情報等も考慮して地震発

生場の地域性とそのテクトニックな意味を解釈し、将来発生する地震の最大規模や発生様式を評価す

るための地図（地震テクトニックマップ）を完成させる。

　平成 30年度では、地震テクトニックマップを基に、数値シミュレーションを併用した最大規模評価

や活動性評価手法を提案する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　昨年度は 2002年 6月から 2014年 8月に関東地域で発生したM1以上，深さ 25km以浅の地震を対

象に発震機構解を推定したが，今年度はこれらの解の精査を行い，最終的に 1251個の解が安定して

推定されたと判断した．これら独自に推定した発震機構解に加えて気象庁一元化カタログに含まれる

発震機構解を用いて応力テンソルインバージョンを適用し，応力場推定を行った．さらに，Townend

and Zoback (2006)による応力テンソルインバージョン結果，原位置応力測定結果（地殻応力場データ

ベース，https://gbank.gsj.jp/crstress/），活褶曲（地質調査総合センター, 1997）のデータをコンパイル

し，当該地域の応力マップを作成した．原位置応力測定結果は広域応力場に一致しないケースがしば

しば報告されているが，細かい空間スケールで見ると，地震データの結果と調和的な場合が多いこと

がわかった．活褶曲も含め，地震活動が少ない地域の応力場を埋める上で重要な情報であるといえる．

応力場の空間分布の特徴は昨年度の報告と基本的に変わりはなく，数十 kmほどのスケールで応力方

位、応力場のタイプともに顕著な地域性を示す．関東平野の大部分は地震活動が低調なため十分な応

力情報が得られていないものの，中部から東部にかけて横ずれから正断層場に変わっていくという特

徴が見えてきた．このような応力場を示す領域は下末吉期（約 12万年前）以降の地殻変動図（貝塚，

1987）の沈降域と良く一致しており，関東造盆地運動との関連が示唆される．応力場が急変する場所

の一つである山梨県北東部で行っていた臨時の地震観測は，2015年 12月に終了した．臨時観測によ

り，さらに小さな地震の発震機構解の推定が可能になり（内出ほか，2015），次年度において応力境

界の成因を明らかにするためのデータを得ることができた．

　活断層の 3次元地下構造に関しては，関東平野西部で取得された既存の深部反射法地震探査データ

に対し，最新知見に基づいて，深部構造把握のために有効なデータ処理法であるMDRS処理を施し，

3次元的基盤構造把握のための南北約 100 kmにわたるパネルダイヤグラムを作成した． 　

　震源域の応力状態とそこで発生する地震の発生様式を調査するため，2011年いわきの地震，2014年

長野県北部の地震，2015年徳島県南部の地震の解析を行った．2011年いわきの地震に関しては M 3

級の地震の震源スペクトル解析を高い精度で実施し，ω 2モデルで説明できない地震が多数発生して

いることを明らかにした．このような地震が発生する要因の一つとして，破壊過程の複雑性が挙げら

れる．現在のところ，このような地震が発生する場所の空間的な特徴はつかめていないが，今後，震

源断層の性質とその要因を突き止める上で有用な情報になり得ると考えている．2014年長野県北部の

地震に関しては，本震の 4日前から始まった前震活動を詳細に調べた．不均質速度構造を考慮した震

源決定，400個弱の前震を独自に検出することにより，前震が主に２つの断層（北北西に約 60度で傾

斜する断層と北北西―南南東走向の鉛直な断層）で構成されることを明らかにした．前震の発生場所

は 5万分の 1地質図幅「白馬岳」（地質調査総合センター，2002）に示されている新第三系の幸田断層

と青鬼断層の延長部に位置しており，その走向は前震活動の震源分布と調和的であることがわかった．

幸田断層と青鬼断層は活褶曲や小谷―中山断層を切っていることから，比較的最近まで活動していた

可能性がある．2015年徳島県南部の地震（Mj5.1）に関しては，地殻構造探査による地質解釈断面図

（佐藤ほか，2005）と比較し，四万十帯南帯の内部で発生していたことを示した（今西ほか，2015）．



本震の応力降下量は一般的な地殻地震と比べてやや高めであり，この地域で発生する地震の強震動評

価において考慮していく必要がある．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
内出崇彦・今西和俊・松下レイケン，2015，山梨県北東部における地殻応力場推定のための臨時地震

観測，活断層・古地震研究報告，第 15号，211-233．

今西和俊・安藤亮輔・内出崇彦，2015，2015年 2月 6日に発生した徳島県南部の地震（Mj5.1）の特

徴とテクトニックな意味，活断層・古地震研究報告，第 15号，235-261．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　対象地域の応力情報はほぼ纏められてきたが，まだ関東平野において応力情報が不十分な領域があ

る．この応力情報の空白域を埋めるため，地殻内のＳ波異方性を用いた検討を開始する．さらに，数

値シミュレーションや地殻変動の結果なども参照しながら，関東地域の地殻応力図を完成させる．結

果は地殻応力場データベース（https://gbank.gsj.jp/crstress/）に反映させる．

　活断層の３次元地下構造推定に関しては，引き続き既存の地下構造探査データに対して最新の処理

法を用いた再解析を実施する．

　また，2011年いわきの地震，2014年長野県北部の地震を対象に，引き続き震源域の応力状態と本

震の規模や発生様式の関係を調査するための研究を実施する．特に 2011年いわきの地震に関しては，

茨城県北部において高サンプリングの地震観測を実施する．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
活断層・火山研究部門 　地震テクトニクス研究グループ

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：活断層・火山研究部門 　地震テクトニクス研究グループ

電話：029-861-3691

e-mail：

URL：https://unit.aist.go.jp/ievg/group/seismotec/index.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：今西和俊 　

所属：活断層・火山研究部門 　地震テクトニクス研究グループ



平成 27年度年次報告

課題番号：5009

（１）実施機関名：

産業技術総合研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

アジア太平洋地域地震・火山ハザード情報整備

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ア. 史料の収集とデータベース化

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

4. 研究を推進するための体制の整備

(6)国際共同研究・国際協力

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　アジア地域の地震及び火山関連情報を CCOP関連国等と協力の上収集整備する。また、未整備な地

域のデータを統一的基準で取りまとめ、「アジア太平洋地域地震火山ハザード情報システム」として公

開する。

　ユネスコ、世界地質図委員会 (CGMW)の最新版災害図として「東アジア地域地震火山災害図」を出

版する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　CCOP関連諸国の研究機関等と連携し、一定の基準・精度をもった地震・活断層・津波・火山関連

データを東～東南アジア地域において作成し（あるいは作成をサポートし）、各国で共有できるように

する。具体的には、(1)過去の地震の観測データをディジタル化した上で、震源パラメータを再決定し、

統一した広域地震データを整備する、(2)各国の活断層分布データを収集し、統一的な活断層分布デー

タを整備する、(3)東南アジア地域の火山について、世界的な統一基準で火山データベースの再検討を

行う。以上の情報を元に、「アジア太平洋地域地震火山ハザード情報システム」の構築と公開を行う。

　東アジア地域地震火山災害図 (1:7,500,000)を作成し、ユネスコ、世界地質図委員会 (CGMW)から、

最新の地震火山の災害関連情報図として出版する。



　GEM(Global Earthquake Model)や GVM(Global Volcano Model)と連携し、アジア地域の地震火山関

連データの国際標準化を図る。

　CCOP関連諸国と定期的にワークショップ、会合、技術講習会等を開催し、アジア各国の研究機関

との連携、人材教育を推進する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　東・東南アジア地域のフィリピン火山地震研究所、インドネシア火山地震災害防災センター、中国

地震局地球物理研究所、ベトナム科学技術院地球物理研究所、台湾中央研究院地球科学研究所等の研

究機関と協力の上、最新の地震火山災害情報を取りまとめ、東アジア地域地震火山災害情報図の作成

を行った（図１）。東アジア地域地震火山災害情報図では、東アジア地域の地質とテクトニクス、活断

層、過去の地震の震央と震源域の分布、主要地震の犠牲者とその要因、津波分布と最大波高、完新世

火山の分布、カルデラ・大規模降下火山灰・大規模火砕流の分布、主要火山の犠牲者とその要因につ

いて取りまとめた（図２）。本災害情報図は、2016年 5月に出版予定である。

　アジア太平洋地域地震火山ハザード情報システム (http://ccop-geoinfo.org/G-EVER/)の整備を進め、

地震関連情報、火山の主要データベースとの連携機能を強化した。

　また、フィリピン火山地震研究所とフィリピン国内の活断層をスマートデバイス上で閲覧できる

PHIVOLCS Fault Finderを共同開発するとともに、5日間のデータベース整備に関する技術研修を実施

した。さらに、インドネシア火山地震災害防災センターとインドネシア活火山の噴火履歴、災害履歴、

地質図、ハザードマップを閲覧可能なインドネシア火山情報システムの共同開発を行った。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
宝田晋治・J. Bandibas・O. Prambada, 2015,日本及び世界の火山データベースの現状と展望．火山，60，

125-142．

宝田晋治・G-EVER推進チーム, 2015, G-EVER火山災害予測支援システム，アジア太平洋地域地震火山

災害情報図プロジェクトによる火山災害軽減．Proceedings of the international Meeting on Eruptive

History and Informatics，2, 44-47.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　東アジア地域地震火山災害情報図の出版を行い、ユネスコ傘下の世界地質図委員会 (CGMW)から公

開を行う。災害情報図の各種データを GISで整備した上で、順次アジア太平洋地域地震火山ハザード

情報システムから配信を行う。また，フィリピン火山地震研究所及びインドネシア火山地震災害防災

センターとの共同研究を推進し，地震及び火山関連データの公開を進める．

　さらに、東・東南アジアの地質調査機関と連携し、CCOPの新規プロジェクトとして、CCOP地質

情報総合共有システム構築プロジェクトを進める。今後、東・東南アジア地域の地質調査機関が保有

する地震、火山関連のデジタルデータの共有化、国際標準化が進む予定である。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
活断層・火山研究部門

他機関との共同研究の有無：有

CCOP，GEM，GVM, PHIVOLCS (Philippine Institute of Volcanology and Seismology), CVGHM(Center

for Volcanology and Geological Hazard Mitigation), INGV(Istituto Nazionale di Geofisica e Vulcanolo-

gia), CGMW(Commission for the Geological Map of the World)

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：活断層・火山研究部門

電話：029-861-3656



e-mail：g-ever-ml@aist.go.jp

URL：http://g-ever.org/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：宝田晋治 　

所属：活断層・火山研究部門

図 1. 東アジア地域地震火山災害情報図
東アジア地域の最新の地震火山関連情報を一元的にとりまとめている。2016年 5月出版予定。



図 2. 東アジア地域地震火山災害情報図 　日本周辺地域
日本周辺地域の拡大図。地震による犠牲者数とその要因、火山による犠牲者数とその要因、地震の震央と震源域、

津波による被災域、完新世火山の分布、カルデラ・大規模噴火の降灰・大規模火砕流の分布を示している。



平成 27年度年次報告

課題番号：6001

（１）実施機関名：

国土地理院

（２）研究課題（または観測項目）名：

内陸の地殻活動の発生・準備過程の解明

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

イ. 海洋プレート内部の地震

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　中長期的な地震発生予測の精度向上に資するため、測地学的手法による内陸地震発生域における詳

細な地殻変動分布の解明、震源断層モデル推定手法の高度化及び余効変動の時間変化とその発生メカ

ニズムの解明を通して、内陸地震発生域の地殻活動を詳細に理解する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26年度は、新潟県佐渡市から阿賀町に設置された GNSS観測点においてキャンペーン観測を

実施する。また、これまでの観測結果に基づき、地殻の不均質構造を考慮した地殻変動の再現シミュ

レーションを実施する。

　平成 26年度～28年度は、過去に発生したマグニチュード６～７クラスの地震について、不均質構

造を考慮して震源断層モデルの再解析を実施する。また、長期間継続する余効変動の抽出とその発生

メカニズムのモデル化を実施する。

　平成 28年度～30年度は、時間分解能の高い GNSS時系列データを用いて過去の内陸地震発生後の

初期の余効変動の抽出とその発生メカニズムのモデル化を実施する。そして、地震発生直後の短期間

と長期間の余効変動及びその発生メカニズムの比較を行う。

　以上は、国土地理院経費のうち技術研究開発推進費に基づいた計画である。

（８）平成 27年度の成果の概要：



　平成 27年 10月～11月（一部は 7月から）に新潟県佐渡市から阿賀町における GNSS繰り返し観測

を実施した。佐渡の観測点 2点は京大防災研究所と共同で平成 27年 3月より連続観測点化した。新潟

県周辺では、東北地方太平洋沖地震の余効変動により東西方向の伸張が卓越していたが、時間と共に

伸張は小さくなってきている（図１）。2014年 10月から 2015年 10月の 1年間では、一部の場所にお

いて北西－南東方向の短縮が卓越し、面積歪では短縮になっている場所もあることが分かった。

　ALOS-2衛星による SAR干渉解析により、2015年 4月 25日にネパールで発生したMw7.8の地震

に伴う地殻変動を検出した（図 2）。滑り分布モデルの推定の結果、カトマンズの北東 20-30kmの領域

の直下に、最大 6m超の滑りが推定された（図 3）。また、最大余震の西隣に極端に滑りが欠損してい

る領域が見られることが分かった。

　GNSS連続観測により、2014年 11月 22日に発生した長野県北部の地震の余効変動を検出した（図

4）。地震時の変動と類似した分布になっていることが分かった。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
水藤尚・小林知勝・川元智司・森下遊，2016，ひずみ集中帯の地殻変動特性に関する研究（第 1年次），

国土地理院調査研究年報（平成 27年度）（印刷中）．

T.Kobayashi, Y. Morishita, and H. Yarai, 2015, Detailed crustal deformation and fault rupture of the 2015

Gorkha earthquake, Nepal, revealed from ScanSAR-based interferograms of ALOS-2, Earth Planets

Space, 67, 201, doi:10.1186/s40623-015-0359-z.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　平成 27年度に引き続き、佐渡市－阿賀町におけるGNSS繰り返し観測を行い、この地域の地殻変動

詳細分布と時間変化を明らかにする。この地域で発生した過去の内陸地震の余効変動のモデル化を試

みる。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室

他機関との共同研究の有無：有

名古屋大学、東北大学、東京大学地震研究所

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地理地殻活動研究センター 　研究管理課

電話：029-864-5954

e-mail：gsi-eiss@ml.mlit.go.jp

URL：http://www.gsi.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：矢来博司 　

所属：地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室



図１ 　東北地方太平洋沖地震発生後の新潟県周辺のひずみ場

(a)2011年 10月～2012年 10月。(b)2012年 10月～2013年 10月。(c)2013年 10月～2014年 10月。（d）2014年 10
月～2015年 10月。（e）N105°E断面のプロファイル。上段は N105°E成分、下段は上下成分。白抜きは GEONET
観測点、色塗りは繰り返し観測点。プロファイルの位置は（a）～（d）の灰色線。



図２ 　ネパールの地震に伴う地殻変動

ALOS-2により 2015年 4月 5日と 5月 17日に撮像されたデータによる干渉 SAR画像。赤い星印は本震及び最大
余震の震央位置。丸印は余震の震央。

図３ 　SAR干渉データから推定された震源断層面上の維新時滑り分布図
矢印は滑りの方向と大きさ。等値線は 2m間隔。赤い星印は本震及び最大余震の震源断層面への投影位置。



図４ 　2014年 11月 22日長野県北部の地震後 9ヵ月間（2014年 11月 23日～2015年 7月 7日）の水平変動ベク
トル図。2013年 6月からの 1年間の平均変動速度を除去している。



平成 27年度年次報告

課題番号：6002

（１）実施機関名：

国土地理院

（２）研究課題（または観測項目）名：

火山地域のマグマ供給系のモデリング

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　火山地域のモデルにシル、ダイク、テクトニックな変形を取り入れ、マグマ溜りの膨張・収縮及び

マグマの移動まで含めた解析を行えるようにし、開発された手法を用いて特定の火山地域を半自動で

解析・監視できるシステムを構築する。構築されたシステムを適用して、マグマ供給系の時間変化に

関する知見を得る。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26年度においては、伊豆大島、桜島のモデルにシル、ダイク、テクトニックな変形を取り入れ

られるように解析手法を改良し、過去のイベントも考慮して、地殻変動の観測結果を適切に説明でき

るモデルを構築する。

　平成 27年度においては、平成 26年度に開発された解析手法の非線形化を行い、マグマ溜りの膨張・

収縮に加えてマグマの移動まで含めた時間変化を推定できるようにし、この開発された解析手法の妥

当性の評価を行う。

　平成 28～29年度においては、前年度までに開発された非線形の解析手法を実際のデータに適用して

伊豆大島、桜島のマグマ溜り、シル、ダイク、テクトニックな変形のモデリングを行う。また開発され

た手法を元にモデリング及び結果の可視化を半自動で行えるシステムの構築を行う。

　平成 30年度においては、伊豆大島、桜島以外の火山に対象を広げる。

以上は、国土地理院経費のうち技術研究開発推進費に基づいた計画である。

（８）平成 27年度の成果の概要：



　平成 27年度においては、平成 26年度に開発した解析手法の非線形化を引き続き行い、マグマ溜り

の膨張・収縮に加えてマグマの移動まで含めた時間変化を推定できるような改良を行った。具体的に

は、ダイク、シルといった非線形モデルを推定できるようにした。この解析手法の妥当性は、現在検

証中である。

　昨年に引き続き、従来の手法で伊豆大島、桜島に関して解析を行った。伊豆大島では、深さ 6kmに

想定したマグマ溜りが 2004年から膨張・収縮をしながら 2016年１月までに 2500万m3膨張している

ことが推定された。2015年の初頭から収縮傾向にあったが、2015年末頃から膨張に転じている（図

１－２）。桜島では、桜島直下の深さ 5kmに想定したマグマ溜りで長期的に膨張していることが推定

された。2015年 8月 15日のダイクの貫入前には桜島直下のマグマ溜りは 2014年末～2015年初頭頃

から膨張していたことがわかった。また錦江湾の深さ 10kmに想定したマグマ溜りでも、2014年初頭

頃からの膨張が推定された（図３－４）。

　また、ALOS-2衛星による SAR干渉解析により、8月 15日に桜島で発生したマグマ貫入に伴う地殻

変動を検出し、力源の推定を行った。解析の結果、昭和火口直下の海抜下約 400mに位置するダイク

が開口したことが分かった（図 5）。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
国土地理院, 2015，伊豆大島の茂木ソースの位置と体積変化，132回火山噴火予知連絡会伊豆・小笠原

諸島資料，45-46．

国土地理院, 2015，桜島の茂木ソースの位置と体積変化，132回火山噴火予知連絡会桜島資料，44-46．

国土地理院, 2015，伊豆大島の茂木ソースの位置と体積変化，133回火山噴火予知連絡会伊豆・小笠原

諸島資料，38-39．

国土地理院, 2015，桜島の茂木ソースの位置と体積変化，133回火山噴火予知連絡会桜島資料，67-69．

小沢慎三郎，矢来博司，2016,地殻変動データに基づく力源モデルによる火山活動の監視手法の開発

に関する研究（第 6年次），国土地理院調査研究年報（平成 27年度）（印刷中）．

小林知勝，矢来博司，2016，SARデータによる地殻変動解析および地殻変動データに基づく力学的モ

デリングに関する研究（第 6年次），国土地理院調査研究年報（平成 27年度）（印刷中）．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　ダイク、シルを取り入れた、伊豆大島、桜島等の火山のモデリングを行う予定。またプレート間カッ

プリングも取り入れた解析を桜島等の九州地方の火山で行う予定。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地理地殻活動研究センター 　研究管理課

電話：029-864-5954

e-mail：gsi-eiss@ml.mlit.go.jp

URL：http://www.gsi.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：矢来博司 　

所属：地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室



図１ 　観測点配置と茂木ソースの位置

図２ 　伊豆大島のマグマ溜りの体積変化

図３ 　桜島の観測点と茂木ソースの位置



図４ 　桜島の茂木ソースの体積変化

図 5 　(a)ALOS-2衛星データの SAR干渉処理により捉えられた地殻変動．(b)推定されたダイクモデルによる計
算値．(c)観測値と計算値の残差



平成 27年度年次報告

課題番号：6003

（１）実施機関名：

国土地理院

（２）研究課題（または観測項目）名：

プレート境界面上の滑りと固着の時空間変化の広域的な把握

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　日本を構成するマイクロプレートの動き、海底地殻変動データを解析に取り入れ、広域的な地殻変

動データから、日本の主要な領域のプレート間の固着・滑りの推定を行う解析手法を開発し、プレー

ト間の固着・滑りの推定結果の精度を高める。開発された手法を用いて、日本のプレート境界の広域

的な固着・滑りの時空間変化を明らかにする。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26年度においては、ブロック断層モデルの形状のモデル化を行い、並行してブロック断層モデ

ルの解析プログラムの開発を行う。また海底地殻変動データの取り入れ手法の開発を行う。

　平成 27～28年度においては、開発されたプログラムを広域の地殻変動データに適用し、日本の主要

な領域のプレート境界の滑りの時空間変化について、広域的なモデルを推定を行ない、従来の手法に

比較した精度の向上を確認する。さらに、その解析及び監視を半自動で行えるシステムの構築を行う。

　平成 29～30年度においては、開発されたシステムを用いて、日本のプレート境界の固着・滑りの現

在までの時空間変化を推定し、その地震発生の準備過程における意味を考察する。

　以上は、国土地理院経費のうち技術研究開発推進費に基づいた計画である。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　昨年度開発した、ブロック断層モデルを組み込んだ時間依存インバージョンのプログラムを用い、

西南日本を対象に解析を行った。海底地殻変動データも時間的に内挿して取り入れた。解析データは



1年程度の時間長にとどまるが、東北地方太平洋沖地震以前の時期について解析を行った結果、フィ

リピン海プレートとアムールプレート間の固着状態の時間変化から豊後水道の長期的スロースリップ

の検出が可能であることが分かった（図１）。暫定的ではあるが、日本全国を対象としての解析も行っ

ており、豊後水道や東海地方の長期的スロースリップも検出できている。この手法では、定常状態を

仮定する必要がないため、プレート間の固着状態の監視に適していると考えられる。

　また、有限要素法の解析により東北地方太平洋沖地震の余効変動の影響を評価している。

　これらに加え、東海地域、紀伊水道における非定常地殻変動について時間依存インバージョンによ

る解析を行った。東海地方の浜名湖付近を中心として、2013年から 2015年にかけて最大 4 cm程度の

プレート間すべりが発生していると推定された（図２）。紀伊水道では、2014年初頭からほぼ一定速度

でプレート間すべりが発生していると推定された。解放されたモーメントは、Mw6.6に相当する（図

３－４）。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
国土地理院，2015，東海地方の地殻変動，地震予知連絡会会報，94巻，227-230

小沢慎三郎・矢来博司、2016,広域地殻変動データに基づくプレート境界の固着状態及びその変化の

推定に関する研究（第 2年次）,国土地理院調査研究年報（平成 27年度）（印刷中）

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　東海と紀伊水道のスロースリップの時空間変化の推定を引き続き行っていく。また全国を対象とし

たブロック断層モデリングを行う。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地理地殻活動研究センター 　研究管理課

電話：029-864-5954

e-mail：gsi-eiss@ml.mlit.go.jp

URL：http://www.gsi.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：矢来博司 　

所属：地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室



図１ 　ブロック断層モデルを組み込んだ時間依存インバージョン解析で得られた西南日本のプレート間固着分布。

フィリピン海プレート上面のすべり欠損と豊後水道でのスロースリップが推定されている。

図２ 　東海地方の推定プレート間すべり。緑点は低周波地震（気象庁一元化震源）。



図３ 　紀伊水道の推定プレート間すべり

図４ 　紀伊水道のスロースリップのモーメントの時間変化



平成 27年度年次報告

課題番号：6004

（１）実施機関名：

国土地理院

（２）研究課題（または観測項目）名：

GNSSを用いた震源メカニズム即時推定技術の開発

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　大地震の際に被害集中域の早期把握及び津波予測の高度化に資することを目指した、GNSS解析か

ら得られるリアルタイム地殻変動データを用いて震源メカニズムを即時に推定する技術を開発する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　大地震の際に GNSS解析から得られるリアルタイム地殻変動データを用いて地殻変動の原因である

断層の震源メカニズムを即時推定する技術の開発を行う。開発した技術については過去の地震につい

てシミュレーションデータ等を用いて検証を行い、GEONETリアルタイム解析システムへ組み込むた

めの基礎技術とする。

　以上は、国土地理院経費のうち技術研究開発推進費に基づいた計画である。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　平成 27年度においては、GEONETリアルタイム解析システムの観測点を日本全国に拡張するため、

平成 26年度に開発した矩形断層モデル、プレート境界面状のすべり分布を即時推定する手法の調整を

行った。まず、矩形断層モデル推定ルーチンは非線形インヴァージョンにより断層モデルを推定する

ため、観測データが増加すると計算時間が飛躍的に増加する。そのため、震源位置からの距離と変位

量に応じて観測点を間引いて計算を行う手法を導入した。また、すべり分布モデルの推定には、あら

かじめ日本周辺のプレート境界面を６つに分割し、震源位置に応じて適切なプレート境界面モデルが

選択されるよう調整を行った。



（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
川元智司,宮川康平,佐藤雄大,西村卓也,太田雄策,日野亮太,三浦哲,等々力賢, 2015, GEONETリアル

タイム解析システム（REGARD）による地震規模即時推定,日本地球惑星科学連合 2015年大会予

稿集.

Kawamoto, S., Miyagawa, K., Sato, Y., Nishimura, T., Ohta, Y., Hino, R., Miura, S., and Todoriki, M., 2015,

Real-time Earthquake Magnitude Estimation by the GEONET real-time analysis system: REGARD,

The 26th General Assembly of the International Union of Geodesy and Geophysics, 2015.

Kawamoto, S., Hiyama, Y., Sato, Y., Furuya, T., Ohta, Y., Nishimura, T., and Todoriki, M., 2016, Real-time

GNSS positioning system REGARD for rapid earthquake moment estimates, FIG Working Week 2016

(submitted).

川元智司,檜山洋平,古屋智秋,佐藤雄大,太田雄策,西村卓也,等々力賢, 2016,電子基準点リアルタイム

解析システム（REGARD）プロトタイプの開発,国土地理院時報（印刷中）.

川元智司, 2016, リアルタイム GNSSを用いた即時的地震断層モデル構築手法に関する研究（第 2年

次）,国土地理院平成 27年度調査研究年報（印刷中）.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　平成 27年度までに開発した震源断層モデルを即時推定する技術の安定性向上に向けた開発、検討を

行う。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
地理地殻活動研究センター 　宇宙測地研究室

他機関との共同研究の有無：有

東北大学、気象庁気象研究所

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地理地殻活動研究センター 　研究管理課

電話：029-864-5954

e-mail：gsi-eiss@ml.mlit.go.jp

URL：http://www.gsi.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：矢来博司 　

所属：地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室



平成 27年度年次報告

課題番号：6005

（１）実施機関名：

国土地理院

（２）研究課題（または観測項目）名：

GNSS連続観測（GEONET）

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　GEONETによる地殻変動連続観測を着実に継続し、日本列島全域の地殻変動・火山活動のモニタリ

ングシステムの高度化をさらに推進することを目指す。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　全国において、GNSS連続観測点を平均 20キロメートル間隔の配置として維持するとともに、観

測を継続する。必要に応じて、重点的な観測地域において観測点密度を考慮した観測体制の充実を目

指す。

　電子基準点の GNSS化・最新の ITRF座標系の実現等に伴い GEONETの解析手法の高度化を図る。

　（地殻監視課）

　国際 GNSS事業（ IGS）に参加して国内の IGS点のデータ提供を継続することにより、GEONETで

衛星の位置情報として用いる IGS精密暦の精度を確保し、地殻変動やプレート運動監視の基準となる

ITRF座標系の構築に貢献する。

　（衛星測地課）

　以上は、国土地理院経費のうち地理空間情報整備・活用等推進費に基づいた計画である。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　GEONETによる地殻変動連続観測を実施し、日本列島全域の地殻変動・火山活動のモニタリングを

着実に行った。地震については、東北地方太平洋沖地震後の継続的な余効変動、2015年 5月 13日に

発生した宮城県沖の地震（M6.8）、2016年 1月 14日に発生した浦河沖の地震（M6.7）等に伴う地殻



変動を検出した。また、2014年半ば頃からの紀伊水道周辺におけるプレート間ゆっくり滑り（スロー

スリップ）現象に伴う非定常的な地殻変動を検出した。火山についても、硫黄島、箱根山周辺、桜島

周辺等における火山活動に伴う地殻変動を検出する等、防災や地震発生・火山活動のメカニズムに関

する研究等に寄与した。また、これらのモニタリング結果は、速やかにホームページ等で公表すると

ともに、地震調査委員会、火山噴火予知連絡会等に報告した。

　また、GNSS連続観測点で故障等により観測に障害が発生した際には、速やかに復旧作業を実施す

ることで観測の継続に努めた。さらに、定常的に実施する解析手法の一部について、より精度の高い

解析結果が得られるよう改良を行い、その結果の外部提供を開始した。

（地殻監視課）

　国際GNSS事業（ IGS）に参加し、IGS観測局の運用と IGSデータセンターに観測データを提供した。

（衛星測地課）

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
檜山洋平・矢来博司・木暮弘幸・川島悟・菅富美男・古屋智秋・瀬川秀樹・甲斐玲子，2015年の箱根

山周辺における地殻変動について，日本測地学会第 124回講演会．

国土地理院，2015，第 275～286回地震調査委員会資料．

国土地理院，2015，第 207～210回地震予知連絡会資料．

国土地理院，2015，第 348～359回地震防災対策強化地域判定会資料．

国土地理院，2015，第 132～134回火山噴火予知連絡会資料．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　電子基準点の GNSS化・最新の ITRF座標系の実現等に伴い GEONETの解析手法の高度化を図ると

ともに、観測の継続のため観測機器の更新等を行う。

（地殻監視課）

　引き続き国際 GNSS事業（ IGS）に参加し、IGS観測局の運用と IGSデータセンターに観測データ

を提供する。

（衛星測地課）

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
測地観測センター 　地殻監視課、衛星測地課

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地理地殻活動研究センター 　研究管理課

電話：029-864-5954

e-mail：gsi-eiss@ml.mlit.go.jp

URL：http://www.gsi.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：矢来博司 　

所属：地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室



図１ 　東北地方太平洋沖地震後の余効変動

図２ 　火山活動に伴う地殻変動（箱根山周辺）



平成 27年度年次報告

課題番号：6006

（１）実施機関名：

国土地理院

（２）研究課題（または観測項目）名：

地形地殻変動観測

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　日本列島全域の地殻活動のモニタリングシステムの高度化に寄与するため、潮位連続観測を継続す

ると共に、観測システムの更新やデータの共有化を進める。

　地殻変動連続観測を着実に継続して実施することを通じて、東海地域の地殻活動のモニタリングシ

ステムの高度化を更に推進することを目指す。

　（地殻監視課）

　基本測量に関する長期計画の施策を基本に、大規模地震対策特別措置法に基づく「地震防災対策強

化地域」など、南海トラフ地震、首都直下地震等が想定される地域を対象として、定期的に水準測量

を実施し信頼性のある高精度の地殻上下変動量データを取得する。

　火山性の地殻変動を詳細に捉えるため、GNSS火山変動リモート観測装置（REGMOS）及び自動測

距測角装置による連続観測を実施し、火山活動が活発化した地域においては、水準、GNSS、重力、地

磁気測量による機動観測を実施し、火山観測体制の強化を図る。

　（機動観測課）

　航空機 SARを利用して、活動的な火山における火口等の地形測量を実施し、形状の情報を蓄積する。

　（地図情報技術開発室）

（７）本課題の５か年計画の概要：

　全国 25験潮場での潮位連続観測を引き続き実施するとともに、GNSS連続観測点のデータを用いて

験潮場の地盤上下変動等を補正し、絶対潮位データを作成することで日本周辺の海面変動トレンドの

定量的な評価を行い、これらの験潮場の観測データをホームページ等で公開していく。また、潮位デー

タの共有化を進め、津波等の発生時における予測や終息等の防災情報の発信への活用を図る。

　御前崎及び切山においてひずみ計、水管傾斜計、地震計等の地殻変動連続観測を引き続き実施し、

地殻変動の監視を行う。得られたデータは、地震予知連絡会、地震防災対策強化地域判定会等の会議

に適宜報告する。

　以上は、国土地理院経費のうち地理空間情報整備・活用等推進費および災害情報整備推進費に基づ

いた計画である。

　（地殻監視課）



　「地震防災対策強化地域」など、南海トラフ地震、首都直下地震等が想定される地域の水準路線 2,089

キロメートルを対象に、平成 26年度においては、1,496キロメートルの水準測量を実施し、平成 27年

度以降においては対象となる水準路線の中から特定の路線を中心に定常的な観測を実施する。

　火山周辺域では、引き続き REGMOS及び自動測距測角装置による連続観測、GNSS測量、水準測

量、重力測量等による観測を実施し、平成 26年度においては十勝岳（水準）、樽前山（水準、GNSS）

において測量を実施する。

　以上は、国土地理院経費のうち災害情報整備等推進費に基づいた計画である。

　（機動観測課）

　全国の活動的な火山を航空機 SARによって観測を実施し、火口付近の地形を明らかにして、地形

情報をアーカイブする。また、活発な噴火活動によって災害が発生した際には、地形変化を明らかに

する。

　平成 26年度においては、桜島の航空機 SARによる観測を実施し、地形解析を行う。

　（地図情報技術開発室）

（８）平成 27年度の成果の概要：
　全国 25験潮場の潮位連続観測を安定的に実施するため、定期的な保守および監視を実施するととも

に、これらの観測データのホームページで公開した。また、防災情報の発信への活用のため、関係機

関と潮位データの共有化を進めた。

　御前崎及び切山においてひずみ計、水管傾斜計、地震計等の地殻変動連続観測を安定的に実施する

ため、定期的な保守および監視を実施するとともに、得られたデータは、地震予知連絡会、地震防災

対策強化地域判定会等の会議に適宜報告した。

なお、これらの成果は計画と一致している。

（地殻監視課）

　水準測量は、御前崎周辺で年 2回の繰り返し観測（延べ 170キロメートルの水準測量）を実施した

ほか、千葉、神奈川、相模、伊豆、駿河、遠州、室戸、足摺地域において（延べ 872.4キロメートル）

実施した。機動観測は、火山周辺地域において GNSS火山変動リモート観測装置（REGMOS）等によ

る連続観測を新たに口永良部島及び箱根山を追加し 11火山、自動測距測角装置による連続観測を 1火

山で実施した。さらに、草津白根山において水準及び GNSS測量を行った。また、GNSSによる機動

連続観測を 7か所で実施するとともに、伊豆半島川奈地域において精密辺長観測を実施した。

　これらの得られた観測データは、火山噴火予知連絡会、地震調査委員会等の会議に適宜報告した。

（機動観測課）

　活発な火山活動が続いている桜島について，航空機 SARによる観測を実施した．

（地図情報技術開発室）

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
国土地理院, 2015,日本全国の地殻変動,地震予知連絡会会報，94，8-23．

国土地理院，2015，東北地方の地殻変動，地震予知連絡会会報，94，71-88．

国土地理院，2015，関東甲信地方の地殻変動，地震予知連絡会会報，94，112-125．

国土地理院，2015，伊豆地方の地殻変動，地震予知連絡会会報，94，145-162．

国土地理院，2015，東海地方の地殻変動，地震予知連絡会会報，94，190-230．

国土地理院，2015，中国・四国地方の地殻変動，地震予知連絡会会報，93，336-343．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　全国 25験潮場の潮位連続観測を安定的に実施するため、引き続き定期的な保守および監視を実施す

るとともに、これらの観測データをホームページで公開する。また、防災情報の発信への活用のため、

引き続き関係機関と潮位データの共有化を行う。



　御前崎及び切山において、引き続きひずみ計、水管傾斜計、地震計等の地殻変動連続観測を安定的

に実施するため、定期的な保守および監視を実施するとともに、得られたデータは、地震予知連絡会、

地震防災対策強化地域判定会等の会議に適宜報告する。

（地殻監視課）

　水準測量は、御前崎周辺で年 2回の繰り返し観測（延べ 170キロメートル）を実施するほか、神奈

川、水戸、東北地方太平洋沿岸地域等（延べ 1,160キロメートル）を実施する。

（測地基準課）

機動観測は、火山周辺地域において GNSS火山変動リモート観測装置（REGMOS）等による連続観測

を樽前山、有珠山、北海道駒ケ岳、浅間山、伊豆大島、硫黄島、箱根山、富士山、伊豆東部火山群、霧

島山地域の 10火山で、自動測距測角装置による連続観測を伊豆大島で継続実施する。また、GNSSに

よる機動連続観測を、牡鹿（1か所）及び静岡県中西部（6か所）において継続実施する。

（機動観測課）

　活動的な火山を航空機 SARによって観測を実施し，数値標高モデルを用いた変化部分の把握等の地

形解析を行う．

（地図情報技術開発室）

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
測地観測センター 　地殻監視課

測地部 　機動観測課

基本図情報部 　地図情報技術開発室

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地理地殻活動研究センター 　研究管理課

電話：029-864-5954

e-mail：gsi-eiss@ml.mlit.go.jp

URL：http://www.gsi.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：矢来博司 　

所属：地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室



平成 27年度年次報告

課題番号：6007

（１）実施機関名：

国土地理院

（２）研究課題（または観測項目）名：

物理測地観測

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　日本重力基準網 2013（JGSN2013）の構築及び公表。

　磁気図 2015.0年値及び 2015.0年値磁気偏角一覧図の刊行並及び毎年度の磁気データの提供。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　地震・火山現象の理解とその予測研究に必要な基礎的資料を整備するため、日本列島域を対象とし

た絶対重力観測及び地磁気の連続観測を実施するとともに、地殻変動に伴う局所的な重力の変化を詳

しく捉えるため重力測量を実施する。また、南海トラフ巨大地震の想定震源域において、繰り返し絶

対重力観測を実施しその重力変化を把握する。

　さらに富士山中腹において、全磁力の連続観測を行う。

　以上は、国土地理院経費のうち地理空間情報整備・活用等推進費に基づいた計画である。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　平成 27年度重力測量については、南海・東南海地域を含む全国で基準重力 2点の絶対重力観測、一

等重力点等 181点で相対重力観測を実施し、日本重力基準網の基準となる重力値を得るとともに重力

値の時間的な変化を把握した。

　地磁気測量については、鹿野山測地観測所、水沢測地観測所、江刺観測場及び全国 11点の地磁気連

続観測点で地磁気連続観測を実施した。また、地磁気連続観測点 10点及び一等磁気点 2点で地磁気絶

対観測等を実施し、日本全国の地磁気の時間変化及び地理的分布を把握した。さらに、富士山中腹に

おいて、全磁力の連続観測を実施した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
宮崎隆幸，吉田賢司，宮原伐折羅，2015，日本重力基準網 2013（JGSN2013）に準拠した日本国内の

重力データの作成，日本地球惑星科学連合 2015年大会予稿集，（発表番号：SGD23-06）．



阿部 　聡，宮原伐折羅，小山崇夫，小河勉，2015，主成分分析を用いた地磁気全磁力モデルの開発，

日本地球惑星科学連合 2015年大会予稿集，（発表番号：SEM33-09）．

阿部 　聡，宮原伐折羅，2015，主成分分析を用いた日本周辺の地磁気変化モデルの開発，国土地理院

時報 127集．

阿部 　聡，宮原伐折羅，2015，日本の磁気図作成における地磁気値の空間補間手法の検証，国土地理

院時報 127集．

阿部 　聡他，2014，磁気図 2015.0年値の作成へ向けて，2015年度 CA研究会論文集．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　南海・東南海トラフ沿いにおいて絶対重力観測を実施し、日本重力基準網の基準となる重力値を得

るとともに重力値の時間的な変化を把握する。

　測地観測所及び全国の地磁気連続観測点で地磁気連続観測を実施し、日本全国の地磁気の時間変化

及び地理的分布を把握する。さらに、富士山中腹において、全磁力の連続観測を実施する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
測地部 　物理測地課

他機関との共同研究の有無：有

東京大学地震研究所

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地理地殻活動研究センター 　研究管理課

電話：029-864-5954

e-mail：gsi-eiss@ml.mlit.go.jp

URL：http://www.gsi.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：矢来博司 　

所属：地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室



平成 27年度年次報告

課題番号：6008

（１）実施機関名：

国土地理院

（２）研究課題（または観測項目）名：

宇宙測地技術による地殻変動監視

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

4. 研究を推進するための体制の整備

(6)国際共同研究・国際協力

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　合成開口レーダーを利用した SAR干渉解析により、日本全国の地殻変動を面的かつ高精度に監視

し、火山活動や地震によって生じた地殻変動を把握する。また、地震発生の可能性の高い地域におい

て、地殻変動分布を明らかにする。

　GNSS連続観測により、日本周辺のプレートの広域的な運動及びアジア太平洋地域の地殻変動を把

握する。また、国際VLBI事業に参加して国際共同観測を定常的に実施することで、地殻変動やプレー

ト運動監視の基準となる ITRF座標系の構築等に貢献する。

　国連地球規模の地理空間情報管理に関するアジア太平洋地域委員会（UN-GGIM-AP)の下で実施さ

れる GNSSキャンペーン観測に参加し、地殻変動監視の基準となるアジア太平洋地域の基準座標系



（APREF）の構築に貢献する。また、APREF構築のために、アジア・オセアニア VLBIグループによ

る測地観測に関する事業に参画する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　陸域観測技術衛星 2号（ALOS-2）等を利用し、干渉 SAR時系列解析など最新の SAR干渉解析手法

により全国の地殻変動を高精度に捉える。活動的な火山地域、地震発生の高いプレート境界沿いやひ

ずみ集中帯の地域において、地殻変動の面的分布を高精度に把握する。地震に伴う災害発生時は、緊

急的な SAR干渉解析を実施し、その結果を迅速に提供することにより、災害復旧・復興に資する。

　アジア太平洋地域において、次世代の VLBI仕様に準拠した、アジア・オセアニア VLBIグループ

による測地観測への石岡測地局の参画並びに、同地域における GNSS連続観測を安定的に実施するこ

とにより、プレートの広域的な運動及びアジア太平洋地域の地殻変動を高精度に把握するために必要

な基準座標系の構築に貢献する。

　以上は、国土地理院経費のうち地理空間情報整備・活用等推進費および災害情報整備推進費に基づ

いた計画である。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　だいち 2号の SARデータを用いて北方四島を含む国土全域を対象に SAR干渉解析を行い、複数の

活火山において変動を検出した。箱根山大涌谷周辺では、2015年 4月下旬からの火山活動の活発化に

伴い、5月から 9月まで高頻度に観測されたデータをもとに、大涌谷内の直径 200m程度の範囲におけ

る変動の時間変化を捉えた（図 1）。地上設置型の観測機器では検出することが難しいごく狭い変動域

の変化を SAR干渉解析によって捉えた初のケースとなった。口永良部島では、噴出物の堆積により地

表の状態が変化したと考えられる非干渉域を検出した。桜島においても、火山活動が活発化した 2015

年 8月 15日を挟む期間で、南岳山頂火口の東側の広い範囲で衛星に近づく変動を検出した。得られた

変動量をもとに変動源を推定した（図 2）。これらの解析結果は、火山活動の評価に活用された。

　VLBIは、つくば局及び石岡局を用いて国際VLBI事業（ IVS）の観測計画に添って毎週 1回程度の

割合で国際観測を実施した（石岡局については、年度後半から実施）。また、両局を用いてアジア・オ

セアニア VLBIグループによる測地観測（AOV観測）を実施した。加えて、つくば局と石岡局との相

対的な位置関係を求めるための並行観測を実施した。得られたデータを解析することで日本列島及び

周辺地域のプレート運動の速さと方向を求めた（図 3）。

　南太平洋地域及び東南アジア地域の GNSS連続観測点（9点）において GNSS観測を実施し、得ら

れた観測データ及び解析結果をWebで公開した（図 4）。また、アジア太平洋地域測地観測プロジェク

ト（APRGP：Asia-Pacific Regional Geodetic Project)のキャンペーン観測に参加（GNSS連続観測点 10

点）した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
川畑亮二・若杉貴浩，2015，GSI ’s regional stations and AOV activities（国土地理院の地方局と AOV

における活動），第 22回欧州 VLBI事業会議集録，64.

福崎順洋・和田弘人・川畑亮二・石本正芳・若杉貴浩，2015，First Geodetic Result of Ishioka VGOS

Station（石岡 VGOS観測施設の初測地観測結果），第 22回欧州 VLBI事業会議集録，67.

川畑亮二，2015，GSI Retires GARNET Gem, Establishes Ishioka as VGOS Jewel（国土地理院の地方観

測局停止と石岡 VGOS局の始動），IVS Newsletter，42，6.

福崎順洋・和田弘人・川畑亮二・石本正芳・若杉貴浩，2015，First Geodetic Result of Ishioka Antenna

（石岡アンテナの初測地観測結果），IVS NICT Technology Development Center News，35，1.

国土地理院，2015．平成27年8月の地殻変動について．http://www.gsi.go.jp/WNEW/ PRESS-RELEASE/2015-

goudou0908.html（accessed 15 Jan. 2016）．

山田晋也・三浦優司・山中雅之・仲井博之・和田弘人，「だいち 2号」を利用した宇宙からの火山活動



の監視，平成 27年度国土交通省国土技術研究会論文集，248 - 252．

山田晋也・三浦優司・和田弘人・仲井博之・山中雅之・撹上泰亮・上芝晴香・矢来博司・小林知勝・森

下遊，だいち 2号 SAR干渉解析によって検出された箱根山大涌谷周辺の地表変動，国土地理院時

報，128，印刷中．

三浦優司・和田弘人・仲井博之・山中雅之・山田晋也・撹上泰亮・上芝晴香・矢来博司・小林知勝・森

下遊，2016，だいち 2号を活用した口永良部島新岳噴火に伴う地表変位の検出，国土地理院時報，

128，印刷中．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　だいち 2号で観測した SARデータをもとに、日本全国の SAR干渉解析を定期的に実施し、国内す

べての活火山、地震発生の高いプレート境界沿いやひずみ集中帯の地域の地盤変動を監視する。また、

地震や火山活動に伴う災害の発生が予想される場合には、緊急的な SAR干渉解析を実施する。

　VLBIは、石岡局及びつくば局を用いて国際VLBI事業（ IVS）の観測計画に添った観測及びアジア・

オセアニア VLBIグループによる測地観測（AOV観測）を実施する。また、石岡局とつくば局の並行

観測を引き続き行う。加えて、つくば局において VLBIと GNSSの位置関係を地上測量によって測る

コロケーション測量を実施する。

　アジア太平洋地域測地観測プロジェクトに参加し、地殻変動を高精度に把握するための基準座標系

の構築に貢献する。

　

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
測地部 　宇宙測地課

地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地理地殻活動研究センター 　研究管理課

電話：029-864-5954

e-mail：gsi-eiss@ml.mlit.go.jp

URL：http://www.gsi.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：矢来博司 　

所属：地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室



図 1 　SAR干渉解析で捉えた大涌谷周辺の地殻変動

図 2 　SAR干渉解析で捉えた桜島の地殻変動と推定されたマグマの変動量



図 3 　VLBI観測から得られた日本周辺のプレート運動

図 4 　GNSS観測から得られた 2015年のアジア太平洋地域の変動速度（水平）



平成 27年度年次報告

課題番号：6009

（１）実施機関名：

国土地理院

（２）研究課題（または観測項目）名：

火山基本図・火山土地条件図整備

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　火山防災のために監視・観測体制の充実等の必要がある 47火山について火山基本図及び火山土地条

件図を作成するとともに、それらの数値データ化を進める。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題は、国土地理院経費のうち災害情報整備推進費により火山防災地形データとして整備・提供

するものである。

　平成 26年度においては、「秋田駒ヶ岳」の火山土地条件調査を実施する。

　平成 27～30年においては、毎年度、1火山を対象に火山土地条件調査を実施し、火山土地条件図数

値データを整備・提供予定。

（８）平成 27年度の成果の概要：
平成２６年度に調査を実施した火山土地条件図「秋田駒ヶ岳」の数値データの整備及び「秋田焼山」の

火山土地条件調査を実施した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
1:25,000火山土地条件図「秋田駒ヶ岳」解説書

（10）平成 28年度実施計画の概要：
火山土地条件図「秋田焼山」の数値データの整備及び「鳥海山北部」の火山土地条件調査を実施予定。

「新潟焼山ほか４火山」を対象に火山基本図の整備を予定。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：



応用地理部 　防災地理課

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地理地殻活動研究センター 　研究管理課

電話：029-864-5954

e-mail：gsi-eiss@ml.mlit.go.jp

URL：http://www.gsi.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：矢来博司 　

所属：地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室



平成 27年度年次報告

課題番号：6010

（１）実施機関名：

国土地理院

（２）研究課題（または観測項目）名：

都市圏活断層図整備

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

都市周辺の主要な活断層について、位置・地形等のデータベースの充実を図る。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題は、国土地理院経費のうち災害情報整備推進費により主要な活断層について、断層の詳細な

位置、関連する地形の分布等の情報を整備・提供するものである。

　平成 26年度においては、砺波平野断層帯、三峠・京都西山断層帯、山崎断層帯、雲仙断層群、人吉

盆地南縁断層帯、５断層帯を 1:25,000都市圏活断層図として整備。

　平成 27～30年においては、毎年度、3断層帯を調査する予定。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　平成 26年度に調査を実施した、砺波平野断層帯とその周辺「高岡」、三峠・京都西山断層帯とその

周辺「舞鶴」「綾部」、山崎断層帯とその周辺「北条」「高砂」、雲仙断層群とその周辺「雲仙」、人吉盆

地南縁断層とその周辺「人吉盆地」7面の都市圏活断層図を整備・公開及び森本・富樫断層帯、綾瀬

川断層 、山崎断層帯、菊川断層帯の調査を実施した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
後藤秀昭・岡田真介・楮原京子・杉戸信彦（2015）：1:25,000都市圏活断層図 　砺波平野断層帯とその

周辺「高岡」解説書．国土地理院技術資料 D1-No.736，22p．

岡田篤正・宮内崇裕（2015）：1:25,000都市圏活断層図 　三峠・京都西山断層帯とその周辺「舞鶴」「綾

部」「園部」解説書．国土地理院技術資料 D1-No.737，27p．



堤浩之（2015）：1:25,000都市圏活断層図 　雲仙断層群とその周辺「雲仙」解説書．国土地理院技術資

料 D1-No.739，13p．

千田昇（2015）：1:25,000都市圏活断層図 　人吉盆地南縁断層とその周辺「人吉盆地」解説書．国土地

理院技術資料 D1-No.740，19p．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　平成 27年度に調査を実施した、森本・富樫断層帯、綾瀬川断層 、山崎断層帯、菊川断層帯の都市

圏活断層図を整備・公開及び別府-万年山断層帯、鈴鹿西縁断層帯ほかの調査を実施予定。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
応用地理部 　防災地理課

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地理地殻活動研究センター

電話：029-864-5954

e-mail：gsi-eiss@ml.mlit.go.jp

URL：http://www.gsi.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：矢来博司 　

所属：地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室



平成 27年度年次報告

課題番号：6011

（１）実施機関名：

国土地理院

（２）研究課題（または観測項目）名：

地殻活動データベース整備・更新

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（４）その他関連する建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　GNSSデータクリアリングハウスに登録されている GNSS連続観測局の所在変更が生じた場合、あ

るいは、GNSS連続観測局が追加された場合には、データベースを随時更新する。さらに、現在公開

している国土地理院と海上保安庁以外の機関が管理する GNSS連続観測データの所在情報についても

整備を進める。

　地殻活動総合解析システムの維持及びデータベースの更新を行う。水準測量、GNSS(GEONET)、潮

位観測データにおいては、年度毎に観測結果を追加するとともに、これらの原データの管理部署で進

められているエラーデータの排除や観測の再解析結果を反映し、データベースを最新の状態に保つ。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　平成 26～30年度において、メタデータの更新を適宜実施するとともに、対象を他機関の GPS連続

観測点にも広げることにより、より一層の環境整備を進める。

　以上は、国土地理院経費のうち地理空間情報整備・活用等推進費に基づいた計画である。

　（衛星測地課）

　平成 26～30年度において、上記の到達目標を実現するため、各年度ごとにシステムの維持及びデー

タベースの更新を行う。また、システムのユーザーインターフェース改良等を平行して実施する。外

部公開用の CD-R媒体を作成し、希望者に配布する。

　以上は、国土地理院経費のうち災害情報整備推進費に基づいた計画である。

　（地殻変動研究室）

（８）平成 27年度の成果の概要：



　国土地理院および海上保安庁が公開する GNSS連続観測データに関する所在情報を整備し、これを

国土地理院のホームページから公開した（http://datahouse1.gsi.go.jp/）。所在情報検索システムの利便

性を向上させるため、同システムの改修を行った。

（衛星測地課）

　平成 27年度に行われた地殻変動の観測結果（GNSS、水準、験潮）を地殻活動総合解析システムの

データベースに追加した。また、システムの操作性の向上を図るため、地図表示・操作機能等の改良

を行った。

（地殻変動研究室）

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　国土地理院および海上保安庁が公開する GNSS連続観測データに関する所在情報の整備および国土

地理院のホームページによる公開を引き続き行う。

　地殻活動総合解析システムの維持及びデータベースの更新を引き続き行う。また、システムのユー

ザーインターフェース改良等を平行して実施する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
測地観測センター 　　　　　衛星測地課

地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地理地殻活動研究センター 　研究管理課

電話：029-864-5954

e-mail：gsi-eiss@ml.mlit.go.jp

URL：http://www.gsi.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：矢来博司 　

所属：地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室



平成 27年度年次報告

課題番号：6012

（１）実施機関名：

国土地理院

（２）研究課題（または観測項目）名：

GNSS観測・解析技術の高度化

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

・電子基準点観測データの誤差特性を総合的に分析する手法を開発する。

・GNSS解析技術を高度化した上で、過去の地震や火山活動に関して高時間分解能の地殻変動情報を

抽出する技術を開発する。

・リアルタイム GNSS解析の安定化、高精度化を図る技術を開発する。

（宇宙測地研究室）

・GEONETリアルタイム解析システムについて、全国の電子基準点を対象として安定した運用ができ

るようシステムの構築を行う。

（地殻監視課）



（７）本課題の５か年計画の概要：

・平成 26年度において、電子基準点観測データの誤差特性を分析する技術の開発を行う。

・平成 26年度～28年度において、GNSS解析技術を高度化した上で過去の地震や火山活動に関して高

時間分解能の地殻変動情報を抽出する技術を開発する。

・平成 26年度～29年度においてリアルタイム GNSS解析の技術を安定化、高精度化を図る技術を開

発する。

（宇宙測地研究室）

　以上は、国土地理院経費のうち技術研究開発推進費に基づいた計画である。

・電子基準点の GNSS化に伴う解析システムの改良を行うことで、より安定した測位結果の取得を図

る。さらに、大規模地震発生時等に解析結果を迅速かつ確実に提供できるよう、システムの冗長化及

び必要な改良を実施する。

（地殻監視課）

　以上は、国土地理院地経費のうち理空間情報整備・活用等推進費に基づいた計画である。

（８）平成 27年度の成果の概要：
・電子基準点毎に搬送波位相観測値に見られる固有の誤差として位相算差を用いてモデル化・可視化

する手法を開発し、全国の電子基準点で最新の位相残差データを整備した。また、それをリアルタイ

ム GNSS測位へ適用可能なよう、ANTEX形式の PCVに変換可能なソフトウェアを作成した。

・マルチ GNSSに対応した RINEXファイルのサイクルスリップ修正を行うソフトウェアを開発した。

また、マルチ GNSSに対応した GNSS STECの計算により、電離層遅延量を見積もることも可能とし

た。なお、これらの成果は計画と一致している。

（宇宙測地研究室）

・GEONETリアルタイム解析システムについて、結果の検証及びシステムの安定性向上に向けた開発

を行った。なお、これらの成果は計画と一致している。

（地殻監視課）

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
川元智司・宗包浩志, 2015,位相残差を用いた GNSSキネマティック解析の誤差低減の試み,日本測地

学会第 124回講演会.

川元智司, 2015,マルチ GNSSに対応した RINEX前処理ソフトウェアの開発,日本測地学会第 124回

講演会.

宗包浩志・及川純・小林知勝, 2015,三宅島 2000年噴火のカルデラ形成期に観測された 50秒パルスの

力源の再検討（２） –三軸楕円体モデル–,日本火山学会秋季大会.

川元智司, 2016, GNSSによる地殻変動推定における時間分解能向上のための技術開発（第 2年次）,国

土地理院平成 27年度調査研究年報（印刷中）.

佐藤雄大・宮川康平・川元智司・大島健一・村松弘規・犬飼孝明・太田雄策・出町知嗣・三浦哲・日野

亮太・中村康弘・西山眞衣・道家友紀, 2015, GEONETリアルタイム解析を用いた地震規模即時推

定システム（REGARD）の概要,日本地球惑星科学連合 2015年大会.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
・平成 26～27年度までの成果をもとに、GNSS解析技術を高度化し、過去の地震や火山活動に関して

高分解能の地殻変動情報を抽出する技術を開発する。

（宇宙測地研究室）

・平成 26～27年度までの成果をもとに、GEONETリアルタイム解析システムの高精度化に向けた電

子基準点毎の誤差要因の分析及び誤差軽減のための手法を開発する。

（地殻監視課）



（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
地理地殻活動研究センター 　宇宙測地研究室

測地観測センター 　　　　　地殻監視課

他機関との共同研究の有無：有

東北大学、気象庁気象研究所

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地理地殻活動研究センター 　研究管理課

電話：029-864-5954

e-mail：gsi-eiss@ml.mlit.go.jp

URL：http://www.gsi.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：矢来博司 　

所属：地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室



平成 27年度年次報告

課題番号：6013

（１）実施機関名：

国土地理院

（２）研究課題（または観測項目）名：

SAR観測・解析技術の高度化

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

・「だいち２号」等による衛星 SARデータを用いた地殻変動観測・解析技術の高度化を目指し、干渉

SAR時系列解析に関する技術の開発・改良を進める。

・GNSSデータを利用して SAR干渉画像内に含まれる、電離圏の影響による誤差を低減する手法の開

発を行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

・平成 26年度～30年度において，干渉 SAR時系列解析における主要な誤差要因である植生、大気、

電離層の影響を、地表の散乱特性の時空間的共通性、数値気象モデル、電離層モデル等を用いて低減

する技術の開発・改良を行い、微小な規模で進行する地殻変動の計測精度向上を図る。

（地殻変動研究室）

・平成 26年度～27年度において，電子基準点の観測データを利用して SAR干渉画像内に含まれる、

電離圏の影響による誤差を低減する手法を開発する。

（宇宙測地研究室）

以上は、国土地理院経費のうち技術研究開発推進費に基づいた計画である。



（８）平成 27年度の成果の概要：
　ノンパラメトリック検定を利用したマルチルック処理技術やラップ状態の位相時系列を最尤法によ

り最適化する技術の開発を行った。これにより，位相誤差の大きな DS（Distributed Scatterers）点から

も，PS点のような計測精度の高い点を抽出することが可能となった（図 1）。また，干渉 SAR時系列

解析を GUI操作で行うソフトウェアの開発を行った。

　ALOS-2衛星から標準的に処理が可能となった ScanSARモードを用いた SAR干渉解析により，2015

年4月25日に発生したネパールの地震（Mw7.8）（図2）、同年9月16日に発生したチリの地震（Mw8.3）、

同年 12月 7日に発生したタジキスタンの地震（Mw7.2）に伴う広域の地殻変動を検出することに成功

した。

（地殻変動研究室）

　電子基準点データから得られる電離層情報をもとに、SAR干渉解析において電離層遅延補正を行う

ためのソフトウェアの開発を行った。

（宇宙測地研究室）

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
T. Kobayashi, Y. Morishita, and H. Yarai, 2015, Detailed crustal deformation and fault rupture of the 2015

Gorkha earthquake, Nepal, revealed from ScanSAR-based interferograms of ALOS-2, Earth Planets

Space, 67:201, doi:10.1186/s40623-015-0359-z.

小林知勝，2016，干渉 SAR時系列解析による国土の地盤変動の時間的推移の面的検出に関する研究

（第 2年次），国土地理院調査研究年報（平成 27年度）（印刷中）

宗包浩志，2016，衛星干渉 SARによる高度な地盤変動監視のための電離層補正技術に関する研究（第

3年次），国土地理院調査研究年報（平成 27年度）（印刷中）

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　今年度開発した位相最適化処理の高速化等の技術改良を行う。さらに、干渉 SAR時系列解析のソフ

トウェアの改造を実施する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室、宇宙測地研究室

他機関との共同研究の有無：有

宇宙航空研究開発機構（JAXA）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地理地殻活動研究センター 　研究管理課

電話：029-864-5954

e-mail：gsi-eiss@ml.mlit.go.jp

URL：http://www.gsi.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：矢来博司 　

所属：地理地殻活動研究センター 　地殻変動研究室



図１ 　立山・弥陀ヶ原火山の ALOS-1データによる検証結果
（上）今年度開発した位相最適化手法。（下）標準的な PSI解析。山間部における計測点密度が向上している。



図２ 　ネパールの地震に伴う地殻変動

ALOS-2により 2015年 4月 5日と 5月 17日に撮像されたデータによる干渉 SAR画像。赤い星印は本震及び最大
余震の震央位置。丸印は余震の震央。



平成 27年度年次報告

課題番号：7001

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

火山現象に関する基礎データの蓄積と活用

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ア. 史料の収集とデータベース化

（４）その他関連する建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

(4)研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　全国の活火山について，大学や防災科学技術研究所等関係機関の協力の下，火山噴火予知連絡会で

中長期的な火山監視体制の強化が必要とされた 47火山については常時観測データの収集を行い，それ

以外の火山については現地調査等必要に応じて観測データを収集して，火山現象のデータベースとし

てその蓄積を図る．

　これらの成果は，噴火警報等の防災情報の発表や火山活動解説資料の作成に利用するとともに，地

震火山月報（カタログ編）や火山年報で取りまとめて公表する．これにより，火山噴火，前兆現象の

国際的データファイルの更新にも寄与する．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　火山噴火予知連絡会で中長期的に観測体制の充実が必要とされた 47火山について，全国４か所の火

山監視・情報センターにおいて，地震計，空振計，GNSS等の観測データを常時収集し，解析を行い，

蓄積する．

　全国の火山について，地震観測，GNSS繰り返し観測，熱観測等の調査的な機動観測により得られ

た観測データを解析し，蓄積する．

　火山活動に異常が観測された場合には，緊急観測により収集した火山活動の詳細なデータを解析し，

蓄積する．

　これらのデータの蓄積にあたって，今後の活火山総覧の改訂に活用できるようにデータベース化する．



　各種監視・観測で得られた成果は，噴火警報等の防災情報，火山活動解説資料等の防災目的の資料

等に利用する他，地震火山月報（カタログ編）や火山年報等により HPにより公表する．また，火山

活動の概況を英文でとりまとめて HPにより公表する．

（８）平成 27年度の成果の概要：
　火山噴火予知連絡会で中長期的に観測体制の充実が必要とされた 47火山について，全国４か所の火

山監視・情報センターにおいて，地震計，空振計，GNSS等の観測データを常時収集し，解析を行い，

蓄積した．

　全国の火山について，地震観測，GNSS繰り返し観測，熱観測等の調査的な機動観測により得られ

た観測データを解析し，蓄積した．

　平成 27年度に噴火が発生した口永良部島、阿蘇山及び桜島のほか，火山活動の高まりがみられた雌

阿寒岳，蔵王山，箱根山、浅間山，霧島山（えびの高原周辺（硫黄山））において，緊急観測により収

集した火山活動の詳細なデータを解析し，蓄積した．

　これらのデータの蓄積にあたって，今後の活火山総覧の改訂に活用できるようにデータベース化した．

　各種監視・観測で得られた成果は，噴火警報等の防災情報，火山活動解説資料等の防災目的の資料

等に利用する他，地震火山月報（カタログ編）や火山年報等により HPにより公表した．また，火山

活動の概況を英文でとりまとめて HPにより公表した．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
地震火山月報（防災編）2015年 3月号～2016年 2月号（予定含む）

年間の日本の主な火山活動（2015年）

地震火山月報（カタログ編）2014年１月号～４月号（予定含む）

Monthly Volcanic Activity Report（2015年２月号～12月号）（予定含む）

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　火山噴火予知連絡会で中長期的に観測体制の充実が必要とされた 47火山について，全国４か所の火

山監視・情報センターにおいて，地震計，空振計，GNSS等の観測データを常時収集し，解析を行い，

蓄積する．

　全国の火山について，地震観測，GNSS繰り返し観測，熱観測等の調査的な機動観測により得られ

た観測データを解析し，蓄積する．

　火山活動に異常が観測された場合には，緊急観測により収集した火山活動の詳細なデータを解析し，

蓄積する．

　これらのデータの蓄積にあたって，今後の活火山総覧の改訂に活用できるようにデータベース化する．

　各種監視・観測で得られた成果は，噴火警報等の防災情報，火山活動解説資料等の防災目的の資料

等に利用する他，火山月報（カタログ編）や火山年報等により HPにより公表する．また，火山活動

の概況を英文でとりまとめて HPにより公表する．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象庁地震火山部・札幌管区気象台・仙台管区気象台・福岡管区気象台火山監視・情報センター

他機関との共同研究の有無：有

（監視に関するデータ提供機関）

大学，防災科学研究所等の研究機関，自治体，地方整備局等の火山観測実施機関

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地震火山部管理課 　地震調査連絡係長

電話：03-3212-8341(内線：4514)



e-mail：jmajishin kanrika@met.kishou.go.jp

URL：http://www.jma.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：中村政道 　

所属：気象庁地震火山部火山課火山監視・情報センター



平成 27年度年次報告

課題番号：7002

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

自己浮上式海底地震計観測による宮城県沖の地震活動

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　想定宮城県沖地震の震源域及びその周辺において自己浮上式海底地震計による地震観測を行い，そ

の海域で発生している地震活動を詳細に把握するとともに，精度の高い震源分布を求める．また，震

源決定手法の改良・高度化も行う．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　宮城県沖において４か月（２か月２回）程度の自己浮上式海底地震計による地震観測を実施し，地

震データを蓄積するとともに，検測・解析処理を行う．

（８）平成 27年度の成果の概要：
　平成 27年度は、5月と 10月の海洋気象観測船の航海で、31台の海底地震計、3台の海底水圧計を

設置し、11台の海底地震計、3台の海底水圧計を回収した。

　仙台管区気象台では，共同研究機関の東北大学の協力を得て，2012年，2013年のデータについて，

海底地震計の堆積補正を行い再計算を行なった。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
　なし。

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　平成 28年度も引き続き，宮城県沖での自己浮上式海底地震計による地震観測を実施する予定である。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象庁

他機関との共同研究の有無：有

東北大学



（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地震火山部管理課 　地震調査連絡係長

電話：03-3212-8341（内線：4514）

e-mail：jmajishin kanrika@met.kishou.go.jp

URL：http://www.jma.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：中村浩二 　

所属：気象庁地震火山部管理課



平成 27年度年次報告

課題番号：7003

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

地殻変動観測による火山活動評価・予測の高度化に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ウ. 内陸地震と火山噴火

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

4. 研究を推進するための体制の整備

(1)推進体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　地殻変動データが得られる活動的な火山において、火山活動の異常検出のために地殻変動観測デー

タ等のモニタリング手法を高度化するとともに、地殻変動源のモデル化とシミュレーションによりマ

グマ蓄積・挙動の推定手法を高度化する。

　噴火に至る多様な地震活動や地殻変動などについて過去事例の整理・解析を通して、事例の少ない

火山も含め火山活動の推移の想定を行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　伊豆大島等の活動的火山における GPS、光波測距、傾斜、ひずみ、重力等の各種地殻変動データや

地震活動データ、および合成開口レーダー（SAR）データの取得・収集を行い、火山における長期的

および短期的な地殻変動の捕捉、解析を行う。また、観測データのＳＮ比の向上などによる異常検出

手法の高度化や、高品位なひずみや傾斜、光波測距、GPSなどの観測データを活用した火山活動のリ

アルタイム・モニタリング手法の高度化を行う。



　マグマがどこに存在するか、マグマは周辺にどのような力学的影響を及ぼすかをより正確に把握で

きるように、力学的な地殻変動源モデルの設定・改良やマグマによる地殻変動・応力場のシミュレー

ションを通して、地殻変動によるマグマ蓄積状態の時間空間的な推定手法や地震活動、地殻変動によ

るマグマの挙動の推定手法の高度化を図る。

　マグマの移動・上昇など噴火に伴う活動様式は多様であることから、複数の代表的な活動ケースに

ついて、マグマの移動・上昇に伴う地震活動と地殻変動の多様性・共通性を過去事例等で整理・解析

する。また、その結果に基づいて、マグマの状況や火道の形態等から噴火に至る地震活動や地殻変動

の推移を想定し、確率的な噴火シナリオの作成に貢献する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　当初の計画ではマグマ噴火を対象とした研究を行う予定であったが、御嶽山 2014年噴火以降、水蒸

気噴火に関する研究の重要性が認識されたことから、水蒸気噴火も対象に含めて研究を進めている。

●御嶽山噴火に関連した研究

　2014年 9月 27日に発生した御嶽山噴火に関連する地殻変動の研究を進めた。またそこで有効性が
確認された手法を他の火山にも適用した。

　モニタリング手法の高度化のとして、タンクモデルを用いた傾斜観測データの降水補正への取り組

みを進めた。御嶽山田ノ原の傾斜計については、融雪の影響を除去する試行調査を行った（新潟大学・

信州大学と共同で調査）。口永良部島新岳北東山麓の傾斜計については、島内の鹿児島県の降水量観測

データが最も補正に有効であることを示し、有感地震のあった 2015年 5月 23日からの山下がりの変

化を検出した。箱根山では、神奈川県の温泉地学研究所の傾斜計の降水補正に取り組み、幾つかの観

測点で降水補正の効果が高いことを確認した。

　GNSS観測データについてもスタッキング解析の研究を通してモニタリング手法の高度化を進めた。

御嶽山周辺の基線のスタッキング解析の結果、2014年噴火に先行する御嶽山の膨張を明瞭にしたほ

か、2007年の活動との比較を行ったところ、2014年噴火の際の深部での体積膨張量は 2007年より小

さいことがわかった。また、2015年の箱根山の火山活動では、温泉地学研究所との共同研究による解

析で、地震活動の活発化に 3週間あまり先行する 4月初め頃から地殻変動が始まっていたことが明ら

かとなった。

　御嶽山で発生する火山性地震を、高周波成分の大小に基づいて 2つのイベントタイプに分類した。

2007年と 2014年の噴火前後の地震活動については、噴火前に高周波成分の小さい地震が多く、噴火

後に高周波成分の大きい地震が多いという傾向がみられた。噴火前に高周波成分が小さい地震が増加

することは、噴火と密接に関わる流体の関与を示唆している。

●火山活動モニタリング手法の高度化およびマグマ活動の推定

　伊豆大島など活動的火山における地殻変動データの取得・収集を通して火山活動モニタリング手法

の開発・改良に取り組むとともに、データの解析によって地下のマグマの蓄積などを明らかにした。ま

た、活動的火山を対象として火山活動評価のための研究を行った。

［伊豆大島等における地殻変動観測と解析］

　伊豆大島において GNSS、光波測距、ボアホール型多成分ひずみ計による地殻変動観測を引き続き

行い、データの蓄積を進めるとともに、解析を行った。GNSS観測データについては、上下変動を調

べると 2012年を境に隆起速度が加速していることが明らかになり、特に島の中央部の観測点で隆起速

度の加速が大きかった。また、2013年 7月以降 2015年 1月まで伊豆大島全体の膨張が継続し、地下

の変動源の体積が年間 100万m3以上の割合で増加したことを推定した。2013年 2月に伊豆大島南西

部に設置したボアホール型多成分ひずみ計の観測では、長期的な特性をみるために GNSSデータとの

対比を行い、火山体の膨張・収縮に対応した観測データが得られていることを確認した。

［衛星 SARによる火山性地殻変動の検出と火山監視手法の高度化］

　ALOS/PALSARデータを用いた干渉 SAR時系列解析を、国内の主要火山および海外の活動的な火

山を対象に行い、火山活動に伴う地殻変動を検出した。南米チリの Laguna del Maule火山では、マグ



マ貫入を示す地殻変動が検出されたが、近傍で発生した M8.8の巨大地震前後で地殻変動の速度が変

化していることが分かった。

　新たに打ち上げられた ALOS-2/PALSAR-2データを用いた差分干渉解析を、国内の複数の活火山を

対象に解析を実施した。その結果、雌阿寒岳、十勝岳、吾妻山、御嶽山、箱根山、西之島、硫黄島、霧

島山、桜島、口永良部島において火山活動に伴う地殻変動を検出した。また、西之島については、画

像の時系列変化から陸域面積の拡大率を求めた。口永良部島については、相関画像から火砕流等の範

囲について明らかにした。

　SAR干渉解析結果で地殻変動が得られた火山については、圧力源推定を行った。十勝岳では、62-2

火口直下標高 1200m付近に、開口量 3mのシル状圧力源（体積増加量、6.8× 104m3）、桜島の 8月 15

日の地震増加時には、昭和火口直下約 1.6kmに開口量 2mのダイク状圧力源（体積増加量 1.6× 106m3）

で干渉縞が説明できることが分かった。

［活動的火山における研究］

　西之島火山で自己浮上式海底地震計による観測を 2015年 6月～10月に実施した。噴火活動に伴う

と考えられる震動が記録され、6月には 1時間あたり 100回程度の震動回数は、10月には 50回程度に

減少しているものの、地震規模はやや大きくなっていることがわかった。

　十勝岳 62-?火口周辺の局所的な山体変動について、地形を考慮した有限要素法による計算で説明で

きる圧力源について検討を行った。その結果、単純な解析解（茂木モデル）では説明できなかったも

のが、ある程度まで（2015年 6月の前十勝の加速的変動まで）は、説明できることを示した。

　水蒸気噴火の潜在力を有する火山として草津白根山で光波測距の、御嶽山で光波測距と GNSSの繰

返し観測を実施した。（草津白根山は東京工業大学と、御嶽山は気象庁火山課機動観測班と共同で観測）

　火山活動が活発化した箱根山の大涌谷周辺で、全磁力繰り返し観測を実施した。その結果、ごく小

規模な噴火が発生した後、７月から９月にかけて火口群の地下の帯磁を示唆するわずかな地磁気変化

が観測された。（神奈川県温泉地学研究所と共同で観測）

　2014年にやや地震活動が活発化した雲仙岳において繰り返し GNSS観測および光波測距観測を実

施した．溶岩ドームや山頂部の収縮が継続していることがわかった．

　地殻変動源を精密に推定するためには火山直下の地下構造をより正確に把握する必要があるため地

震波速度構造解析を行っている。霧島山周辺について、地震波干渉法によって抽出された走時異常パ

ターンを速度構造に焼き直すため、表面波位相速度トモグラフィーを進めた。

●火山活動の推移想定に関する研究

　噴火もしくは火山活動が活発化した火山について、近年の火山観測データの整理と再検討を行った。

　御嶽山噴火を踏まえた各種提言に沿って、噴火警戒レベルの判定基準の根拠を明示して公表するた

めに気象庁が進めている噴火警戒レベルの判定基準の精査作業に技術的な協力を行った。その中では、

火山ごとの活動の特徴を改めて整理するとともに、御嶽山のような水蒸気噴火の可能性も踏まえた着

目点の整理等を行った。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Ogiso, M., H. Matsubayashi and T. Yamamoto, 2015, Descent of tremor source locations before the 2014

phreatic eruption of Ontake volcano, Japan., Earth, Planets and Space, 67, 206.

安藤忍，SAR干渉解析による噴火前後の地殻変動，気象庁技術報告第 135号（平成 26年（2014年）

御嶽山噴火調査報告）（編集中）．

木村一洋，降水補正を行った田の原傾斜計東西成分の噴火前後の変動，気象庁技術報告第 135号（平

成 26年（2014年）御嶽山噴火調査報告）（編集中）．

気象研究所［安藤忍］，ALOS/PALSAR及び ALOS-2/PALSAR-2データを使った SAR干渉解析による

御嶽山周辺の地殻変動，火山噴火予知連絡会会報，119（印刷中）．
気象研究所［安藤忍］，ALOS-2/PALSAR-2の強度画像による西之島の地表変化，火山噴火予知連絡

会会報，120（印刷中）．



気象研究所［安藤忍］，ALOS-2/PALSAR-2干渉解析による硫黄島の地殻変動，火山噴火予知連絡会

会報，120（印刷中）．
気象研究所［長岡優］，西之島における二酸化硫黄放出量観測,火山噴火予知連絡会会報, 121（印刷中）．
気象研究所［小木曽仁］，高周波地震動の振幅分布から推定した御嶽山噴火前後の火山性微動の震動

源,火山噴火予知連絡会会報, 119（印刷中）．
気象研究所［高山博之・高木朗充］，気象庁：伊豆大島の地殻変動，火山噴火予知連絡会会報，118（印
刷中）．

宮岡一樹，GNSSスタッキングによる噴火前の地殻変動検出，気象庁技術報告第 135号（平成 26年

（2014年）御嶽山噴火調査報告）（編集中）．

Miyaoka, M. and A. Takagi, Detection of crustal deformation prior to the 2014 Mt. Ontake eruption by

stacking method, Japan, Earth, Planets and Space (submitted).

長岡優，噴火前後における火山性地震のスペクトルの特徴，気象庁技術報告第 135号（平成 26年（2014

年）御嶽山噴火調査報告）（編集中）．

小木曽仁，御嶽山の噴火前後の火山性微動の震源推定，気象庁技術報告第 135号（平成 26年（2014

年）御嶽山噴火調査報告）（編集中）．

Prudencio, J., T. Taira, Y. Aoki, H. Aoyama and S. Onizawa, Intrinsic and scattering attenuation images of

Usu volcano, Japan, Geophys. Res. Lett. (submitted).

高木朗充，傾斜変動と GNSS観測による御嶽山の浅部圧力源，気象庁技術報告第 135号（平成 26年

（2014年）御嶽山噴火調査報告）（編集中）．

Takagi, A. and S. Onizawa, Shallow pressure sources associated with the 2007 and the 2014 Ontakesan

volcano eruptions, Japan, Earth, Planets and Space (submitted).

（10）平成 28年度実施計画の概要：
●火山活動モニタリング手法の高度化およびマグマ活動の推定

・伊豆大島において GPS、光波測距、多成分ひずみ、重力の稠密地殻変動観測を行う。浅間山等にお

いて GPS観測等を行う。

・伊豆大島をはじめとする全国の火山を対象として、気象庁総合観測点データの収集を行い、GPS、傾

斜データなど地殻変動のデータの解析を行う。

・伊豆大島の地殻変動データの解析において、圧力源推定の精度・時間分解能の向上を図るとともに、

地下のマグマの状態・挙動の推定を行う。

・SARのデータによる地殻変動解析を行う。また、SAR等電磁波を用いた地殻変動観測データについ

て数値気象モデルを用いた補正手法の改良を進める。

・地殻変動が観測された活動的火山について地下の圧力源モデルを推定する。

・水蒸気噴火のポテンシャルが高い火山として、草津白根山で光波測距の観測を行う。

●火山活動の推移想定に関する研究

・地殻変動、地震活動、表面現象異常事例についての内外火山についての事例を収集する。また、地

殻変動や地震活動等の比較検討を行う。

・火山現象の定量的・確率的な側面を考慮した火山活動シナリオの作成に取り組む。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象研究所火山研究部

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：気象研究所企画室

電話：029-853-8536



e-mail：ngmn11ts@mri-jma.go.jp

URL：http://www.mri-jma.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：山本 　哲也 　

所属：気象研究所火山研究部第 1研究室

図 1．御嶽山周辺の GNSS基線のスタッキング解析。
(a)各基線の観測データ。噴火前の基線長の伸びはよくわからない。(b)複数の基線を組み合わせたスタッキング解
析の結果。噴火前の基線の伸びが明瞭になった。(c)解析に用いた御嶽山周辺の GNSS基線の配置。

図 2. 　桜島における干渉 SAR解析。
(A) ALOS-2データの SAR干渉解析によって明らかになった 2015年 8月 10日～24日の桜島の地殻変動（干渉縞
で表示）。(B)変動源のモデルとしてダイクを想定した場合に期待される地殻変動（色付きの正方形内について表
示）。ダイク状圧力源は深さ約 1.6km、体積増加約 1.6× 106m3と推定された。



平成 27年度年次報告

課題番号：7004

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

火山活動に伴う地殻変動の把握及び評価

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

（４）その他関連する建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(4)研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　火山活動監視・評価の高度化に資するため，全国の火山の地殻変動観測およびデータについて，監

視項目の評価と適正化の検討、地殻変動検出のためのノイズ低減に向けた検討を進めるとともに，地

殻変動検出時の変動源推定等の解析と結果の噴火予知連絡会等への報告を行う．これらを進めるにあ

たり，データ解析技術や活動評価等について職員の能力向上に配慮する．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　気象庁では常時監視火山をはじめとする活火山において傾斜計や GNSS等の地殻変動観測装置を整

備しデータを取得するとともに，関係協力機関から提供を受けたデータを用いて全国の火山活動の監

視を行っている．これら監視データにより地殻変動の検出を試みるとともに，活動の活発化に伴い地

殻変動が検出された際には，これらのデータを使用し，適宜，変動源推定等の解析を行い，火山噴火

予知連絡会等に報告する．また，観測データをより有効に活用し，監視・評価手法を改善していくた

めに以下の検討，技術の高度化を進める．

・GNSS等の異常検知力調査およびこれに則った監視項目の評価、適正化の検討

・傾斜データ等のノイズ低減によるデータ高品位化のための検討

・ALOS-2に対応した SARデータ解析環境の構築と地殻変動検出の試み

（８）平成 27年度の成果の概要：
【地殻変動観測による監視・評価】

・気象庁では，全国の常時観測火山において GNSS，傾斜等の観測を行い，火山活動の監視を行って

いる．平成 27年度には，口永良部島や箱根山等で噴火が発生するとともに，桜島におけるマグマ貫入



現象や各火山における山体浅部での膨張などが観測され，噴火警報の発表においても地殻変動データ

は重要な役割を果たしてきた．これらは他の観測データと併せて各火山の活動評価に資するとともに，

適宜，火山噴火予知連絡会や火山活動解説資料等において公表した．

・雌阿寒岳，十勝岳，浅間山，御嶽山，箱根山，桜島において観測されたデータから地殻変動源の推

定を行い，活動評価に用いた．

【衛星 SAR】

・火山噴火予知連絡会衛星解析グループ（WG）の事務局としてWG活動の運営に当たり，「だいち２

号（ALOS-2）」による観測要望や解析結果のとりまとめを行った．本年度は，シナリオ基本観測以外

に，噴火警報の発表や火山活動の活発化に伴い６火山（雌阿寒岳，十勝岳，浅間山，箱根山，桜島，口

永良部島）において緊急観測要望を行い，JAXAにより観測が実施された．これらのデータを用いた

解析結果は，WGメンバーにより適宜，火山噴火予知連絡会へ報告され，活動評価に用いられた．

・緊急観測においては，箱根山にて定期的な観測を実施し大涌谷の局所的な膨張が成長する過程を捉

えるとともに，桜島ではマグマ貫入に伴う変動を面的に捉え，地上連続観測データと併せて，貫入位

置・量の見積りが行われた．

・シナリオ基本観測データによって，地上観測を実施していない火山も含めた全国の活火山の変動状

況の把握が行われた．

【火山活動に伴う地殻変動】

・年度内に実施された火山噴火予知連絡会において，全国でおよそ 20の火山において，火山活動に伴

う地殻変動が報告された．これらは，マグマ蓄積を示唆する深部の膨張，マグマ貫入による膨張，熱

水活動によると考えられる浅部の膨張，噴火による収縮等多岐に渡っている．このうち，熱水活動に

よると考えられる浅部の膨張は雌阿寒岳，十勝岳，蔵王山，吾妻山，草津白根山，箱根山，霧島山に

おいて観測されており，これらの多くの火山においてより深部の活動との関連が示唆される広域的な

膨張を伴うという共通性が認められた．また，このうち，蔵王山，吾妻山，霧島山においては，微動

を伴う傾斜変動が観測された．

【職員研修】

・気象庁において，本年度新たに「火山活動評価研修」を実施した．この中で，2015年 8月 15日に

桜島で発生した貫入現象を題材として，伸縮，傾斜，GNSS，SARデータについて監視・評価の着眼

点を学ぶとともに，その火山活動評価への位置付けについて議論を行い，職員の火山活動評価能力の

向上に努めた．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
火山噴火予知連絡会衛星解析グループ「火山活動の評価及び噴火活動の把握に関する共同研究」平成

27年度成果報告書 　（平成 28年 3月発行予定）

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 28年度にも引き続き以下を実施する．

１）地殻変動観測による監視・評価

常時監視火山をはじめとする全国の活火山において傾斜計，GNSS，SAR等の地殻変動観測データに

より火山活動の監視，変動の検出を行う．顕著な変動を検出した際には，変動源推定等も含めた解析

を行うと共に，他観測データと併せて活動評価に資する．

２）技術的検討

地殻変動観測データの質的検討を行うと共に，ノイズ低減によるデータ高品位化のための検討を進め

る．また，本年度打ち上げられた ALOS-2に対応した SARデータ解析環境を構築し，それらのデータ

での地殻変動検出の試みを進める．

３）成果の公表



得られた成果は，火山噴火予知連絡会における火山活動評価，火山活動解説資料等の防災目的の資料

等に利用する他，適宜，学会等において発表を行う．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象庁地震火山部・札幌管区気象台・仙台管区気象台・福岡管区気象台火山監視・情報センター

他機関との共同研究の有無：有

国土地理院，宇宙航空研究開発機構，大学，研究機関，自治体等の火山観測実施機関

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地震火山部管理課 　地震調査連絡係長

電話：03-3212-8341（内線：4514）

e-mail：jmajishin kanrika@met.kishou.go.jp

URL：http://www.jma.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：鬼澤真也 　

所属：気象庁地震火山部火山課



平成 27年度年次報告

課題番号：7005

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

地球電磁気学的手法による火山活動監視の高度化

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

イ. 熱水系の卓越する火山

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　雌阿寒岳、草津白根山など熱水活動の活発な火山において全磁力連続観測および繰り返し観測を継

続的に実施し、火山活動との対応を調査する。全磁力連続データから火山活動に伴う変動を準リアル

タイムに抽出することを目指し、補正手法の高度化、異常検知手法の確立を進める。観測点による外

部擾乱の影響量の違いを把握するため補足的観測を実施し、火山活動に伴う変動の検知能力の向上を

図る。その他、MT法による比抵抗構造探査を実施し、熱水貯留層の構造などを把握する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　より高度な火山活動監視の実現を目指すため、特に水蒸気爆発型の噴火を起こす火山について重点

的に調査を行う。平成 26年度は雌阿寒岳を重点的に調査するため、全磁力連続観測点を１点増設し３

観測点態勢とし、熱源の推定能力の向上を図る。さらに、雌阿寒岳においてMT法による比抵抗構造

探査を実施し、全磁力から推定される熱消磁域と比抵抗構造との関連性について理解を深める。平成

27年度以降も引き続き雌阿寒岳、草津白根山などにおいて全磁力の連続観測、繰り返し観測を継続し、

火山活動との対応関係を調査する。その他、全磁力データの処理技術開発として外部磁場擾乱の補正

手法の改良を進め、全磁力による火山監視技術の高度化を図る。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　雌阿寒岳、草津白根山において全磁力連続観測および繰返し観測を実施し、火山地下の熱的活動を

推定すると共に、火山活動との対応関係を調査した。伊豆大島、三宅島においては全磁力連続観測を

継続すると共に、2011年以降休止していた全磁力繰返し観測を再開した。雌阿寒岳では 2015年 3月以

降熱消磁が進行しており、その動向が注目された。この熱消磁のソースについては、2015年 6月に実

施した全磁力繰返し観測の解析結果、ポンマチネシリ 96-1火口南斜面の地下約 400ｍに求められた。

2013年と 2014年に雌阿寒岳で実施したＡＭＴ構造探査については比抵抗構造の再解析を行い、構造

モデルの精度を高めた。また、比抵抗構造と帯磁・消磁のソースの位置関係を調べ、2008年噴火時は

低比抵抗域内、2013年～2014年は低比抵抗域と高比抵抗域の境界部で熱消磁が発生していたことがわ

かった。草津白根山では、2014年 5月から 6月にかけて湯釜地下で小規模な熱消磁が発生したとみら



れる全磁力変化が観測されたが、それ以降は全磁力はあまり変化しておらず、熱的な平衡状態を保って

いると考えられる。その他、伊豆大島では全磁力に見られる年周変化の除去手法の改良をおこなった。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
火山噴火予知連絡会会報第 120号（雌阿寒岳、草津白根山、伊豆大島）

火山噴火予知連絡会会報第 121号（雌阿寒岳、草津白根山、伊豆大島）

火山噴火予知連絡会会報第 122号（雌阿寒岳、草津白根山、伊豆大島）

高橋幸祐・藤井郁子，地磁気観測から推定される草津白根山の長期的な熱水活動の再評価，JpGU2015，

幕張メッセ国際会議場、2015年 5月

島村哲也・有田真・増子徳道，雌阿寒岳における全磁力観測，平成 27年度 Conductivity Anomaly研究

会，東京大学地震研究所，2016年 1月

山崎明・西田誠・井智史・平原秀行・中橋正樹・札幌・仙台・福岡火山センター，気象庁の活火山へ

の全磁力観測点の整備計画について，平成 27年度 Conductivity Anomaly研究会，東京大学地震

研究所，2016年 1月

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　より高度な火山活動監視の実現を目指すため、特に水蒸気噴火を起こす火山について重点的に調査

を行う。この目的のもとに引き続き雌阿寒岳、草津白根山などにおいて全磁力の連続観測、繰り返し

観測を継続し、火山活動との対応関係を調査する。また、全磁力データの処理技術開発として外部磁

場擾乱の補正手法の改良を進め、全磁力による火山監視技術の高度化を図る。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象庁地磁気観測所

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：気象庁地磁気観測所調査課

電話：0299-43-6909

e-mail：kakioka@met.kishou.go.jp

URL：http://www.kakioka-jma.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：山崎明 　

所属：気象庁地磁気観測所技術課



平成 27年度年次報告

課題番号：7006

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震活動・地殻変動監視の高度化に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ウ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　地震活動や地殻変動について、新たな評価手法や監視技術等を導入することにより、より微小な変

化を逐次的にとらえる技術を開発する。また、地震発生シミュレーションを通じて、地震・地殻活動

の変化と大地震発生との関係に関する評価手法の改善を図る。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　これまで地震発生前の変化が報告されている地震活動に関する指標を逐次的に解析する手法を構築

する。長期的な地殻変動の把握を行うとともに、これまでよりも微小な地殻変動を検出できる技術を

開発する。地殻変動解析で得られた知見などを地震サイクルシミュレーションモデルに取り込むとと

もに、前駆すべりの多様性を表現できる大地震発生モデルの構築を目指す。

（８）平成 27年度の成果の概要：
・トンガ・ケルマディック海溝沿いプレート境界型地震活動について、地震と潮汐との相関を示す指

標 p値の時空間変化を調査した。その結果、この地域では p値を用いた地震予測は有効ではないこと

がわかった。

・豊後水道長期的ゆっくりすべり（LSSE）前後における深部低周波地震（LFE）の p値の時空間変化

を調査した。その結果、LFEの領域浅部側（LSSEの北西縁）に顕著な低 p値帯が分布し、LFEの活

動度が特に高い領域において、LSSEに関連した p値の時間的変化が見られた。

・東海地方の深部低周波地震活動について p値の時空間変化を調査した。その結果、p値は空間的に

不均質を持ち、体積収縮時に LFEが発生する傾向にあることがわかった。また、東海 LSSEとの時間

的な対応関係は見られなかった。



・紀伊半島東部の深部低周波地震活動について p値の時空間変化を調査した。その結果、p値は空間

的に不均質を持ち、伊勢湾直下で小さいことがわかった。

・2014年 11月 22日に発生した長野県北部の地震（M6.7）の約 4日前から見られた前震活動に関連

し、この地域の過去の地震活動の統計的解析を行い、前震識別の最適パラメータを推定した。その結

果、今回のような前震から本震（M≧ 5.0）に至る割合は 11％程度であり、本震のうち前震活動を伴

う割合は約 45％であることを明らかにした。

・国内のM7クラス以上の大地震を対象に地震活動の静穏化・活発化解析手法（eMAP法）を適用し、

破壊領域（余震域）と静穏化領域を詳細に比較した結果、地震発生前までに静穏化領域が破壊領域を

囲むドーナツパターンが約 8割の静穏化事例で見られることが分かった。

・繰り返し中地震について、相関係数とコヒーレンスを用いて 2015年度中に 3個の繰り返し地震の発

生を確認した (2015年 12月 7日現在)。事前に 2014年 8月 1日と 2015年 4月 1日を基準日としてベ

イズ統計対数正規分布モデルを用いて長期的発生確率予測をおこなっており、3個のうち 2個は基準

日から今後 3年以内の予測確率が 60％以上で、予測通りの時期に発生したことが確認できた。

・中規模以上の繰り返し地震は、発生間隔が長く、観測回数が非常に少ないケースが多いことから、繰

り返し回数が非常に少ないときの長期的発生確率予測の信頼度について、繰り返し小地震を使って調

査し、小標本対数正規分布モデルとベイズ統計対数正規分布では予測手法による成績差はほとんど見

られず、繰り返し回数が 4回以下では、回数が少なくなるにつれて、成績が着実に悪くなることを定

量的に確認した。

・予測モデルの違いによる予測精度の変動を調べるため、対数正規乱数で発生させた発生間隔からな

る疑似地震系列を用いて、繰り返し回数や直前地震から予測日までの経過日数を変化させた実験をお

こなった。小標本論対数正規分布モデルとベイズ統計対数正規分布モデルについておこない、繰り返

し回数の増加に伴う成績向上は、平均対数尤度とブライアスコアとも繰り返し回数が少ないときほど

顕著で、ベイズ統計対数正規分布モデルは小標本論対数正規分布モデルよりも概して優れているもの

の、ベイズ統計対数正規分布モデルは、繰り返し回数が少なくて、直前地震から予測日までの経過日

数が長いときに予測確率に明瞭な頭打ちが見られることがわかった。

・過去の南海地震について古文書による調査を行い、「蕨岡家文書」にある「嘉永七甲寅年大地震記

録」の原本コピーにより、安政南海地震時の愛媛県愛南町での地震動の推移、地震に伴って発生した

その他の自然現象と被害を詳しく検討した。この記録を掲載した『新収日本地震史料』には自然現象

及び被害描写の欠落や死者数の誤りが認められた。深浦の死者数は 101人ではなく 1人であった。さ

らに、「蕨岡家文書」に記された井戸の水位低下を体積ひずみ変化で定性的に説明した。

・体積ひずみ計の降水補正について、2006年から 2014年まで 3年ごとに区切って、観測点設置雨量

計、近隣のアメダス、解析雨量の比較を行った。アメダスが 5km以内にあれば、観測点設置雨量計と

ほぼ同程度の補正が可能であること、アメダスが 10km以遠の場合は解析雨量の方が良い補正が可能

であることを確認した。

・大島津倍付の体積ひずみ計の降水補正について、伊豆大島周辺の解析雨量の複数格子を用いた場合

を比較し、ひずみ計の位置する格子ではなく大島アメダスの位置する格子を用いた場合に最も良い降

水補正になること、東京都の御神火茶屋の雨量計が位置する格子を用いた場合は周辺の格子に比べて

降水補正が著しく悪くなることを確認した。

・南海トラフ沿いの GNSS日値を用いた面的監視処理について、東北地震の余効変動を除去したデー

タを用い、監視範囲を変更し、東海の長期的ゆっくりすべりを検出しやすくした。また、処理の変更

に伴い監視の閾値を再調査した。

・2015年 5月から公開された国土地理院の GNSS日座標値 R3解について、基線長や GNSS面的監視

（1ヶ月／ 3ヶ月）については F3解と同程度の精度で監視ができることを確認した。

・2000年と 2005年の銚子付近、千葉市付近の群発地震に伴い、非定常な地殻変動が発生しており、そ

れぞれ本震の場所での非地震性すべりにより説明できることを明らかにした。

・GNSS日値の解析から、2014年半ばから紀伊水道において小規模な長期的ゆっくりすべりが発生し



ている可能性があることを明らかにした。

・2013年から発生している東海長期的ゆっくりすべりに関して、ひずみデータのスタッキングを用い

たすべり場所および規模、すべりの時間変化の推定を行った。

・紀伊半島沖に小アスペリティを置き、東海 LSSEが繰り返し発生するモデルの構築を試みた。Hirose

& Maeda [2013, JGR]と同様に有効法線応力を局所的に小さくすると、LSSEが繰り返し発生するが、

振幅が 1 cm/yr程度と低く観測を説明するモデルの構築には至っていない。

・従来のアスペリティモデルと階層アスペリティモデルの 2モデルを軸に、東北地方～関東地方の太

平洋沖で発生するM7-9の主な地震の再現を目指している。これまでのところ、M7-8クラスの地震が

それぞれ単独で発生する様子はどちらのモデルでも概ね再現できているが、M9クラスの地震の破壊

域は再現できていない。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
弘瀬冬樹・中西一郎，2015，1854年安政南海地震による愛媛県最南端（愛南町）での地震動・津波被

害・地下水位変化－庄屋史料と藩史料の比較から分かる庄屋史料の有用性と地殻変動推定の可能

性－，地震 2，68，107-124．

勝間田明男，2015，地震・震度観測，日本地震工学会 2014年長野県北部の地震に関する調査団報告，

11-16．

気象研究所，2015，海溝と直交する方向の全国の基線長変化，地震予知連絡会会報，94，30-34．

気象研究所，2016，海溝と直交する方向の全国の基線長変化，地震予知連絡会会報，95，印刷中．

気象研究所，2015，内陸部の地震空白域における地殻変動連続観測，地震予知連絡会会報，94，289-292．

気象研究所，2016，内陸部の地震空白域における地殻変動連続観測，地震予知連絡会会報，95，印刷中．

熊澤貴雄・尾形良彦・木村一洋・前田憲二・小林昭夫，伊豆東部の群発地震活動の推移の短期予測に

ついて，地震予知連絡会会報，94，136-144．

前田憲二・弘瀬冬樹，2015，前震活動に基づく地震発生の経験的予測（長野県北中部地域への適用），

地震予知連絡会会報，94，108-111．

前田憲二・弘瀬冬樹，2016，前震活動に基づく地震発生の経験的予測，地震予知連絡会会報，95，印

刷中．

宮岡一樹・木村久夫，2016，ひずみ計によるスタッキング法を用いた長期的ゆっくりすべりの検出，

験震時報，79，15-23．

田中昌之・岡田正実，2015，中規模繰り返し相似地震の発生状況と発生確率（2015），地震予知連絡

会会報，94，372-376．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
・地震活動の変化を表すパラメータの定常的変化解析手法を構築する。

・気象庁デジタル加速度記録から、随時繰り返し相似地震の発生を調査する。新たに確認した相似地

震は、当該相似地震の発生間隔データを用いて、ベイズ統計対数正規分布モデルなどの予測モデルで

長期的発生確率予測を行い、次地震発生時に予測結果を比較して、最良なモデルを検討する。

・島田川根ひずみ計観測点近隣の河川の水位用いた、ひずみ補正手法の改良を行う。

・現在進行中の南海トラフ沿い長期的ゆっくりすべりなどの推移について随時把握する。

・水準測量・潮位データによる変動履歴復元を行い、ゆっくりすべり発生有無など長期的地殻上下変

動推移について調査する。

・南海トラフと日本海溝について、地震発生シミュレーションにより引き続き地震発生間隔や発生域

の再現を試みる。

・地震発生シミュレーションでより細かなメッシュを用いるため、計算高速化のための処理手法につ

いて検討する。



（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象研究所地震津波研究部

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：気象研究所企画室

電話：029-853-8552

e-mail：ngmn11ts@mri-jma.go.jp

URL：http://www.mri-jma.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：小林昭夫 　

所属：気象研究所地震津波研究部

ひずみデータのスタッキングによる長期的ゆっくりすべりの領域およびすべりの規模推定

GNSSデータを用いた解析（国土地理院による）との比較。



平成 27年度年次報告

課題番号：7007

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

陸上電磁場観測における津波生成磁場の検知

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　近年、津波が電磁場を誘導すること（津波ダイナモ効果）が海洋底や離島での観測から明らかとなっ

た。海洋底や離島では津波ダイナモ効果を検出しやすいが、理論的には陸上の磁場観測においても検

知可能と考えられる。観測が比較的簡単にできる陸上で津波ダイナモ効果による磁場を津波到達前に

検知できれば、巨大地震発生時の大津波警報に資する可能性がある。本課題では、さまざまな原因に

よる地球磁場変化から津波生成磁場を効果的に検出することを目指し、理論と観測の両面から検討を

行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題では海岸付近に磁場観測点を一点設置し、もう一点を海岸から数 10km離れた内陸に設置する。

この２点で磁場のベクトル観測を行い、２点間の差ベクトル磁場を求める。外部磁場変化は数 10km

の距離ではほぼ同じと考えることができるので、差ベクトル磁場を求めることにより、外部磁場変化

を取り除き、海岸付近に生じる津波生成磁場を検出することが期待できる。具体的には海岸付近の観

測点として既設の国土地理院の室戸地磁気観測点を利用する。また、内陸の観測点として人工的なノ

イズレベルの低い高知県馬路村に地磁気４成分観測点を設置し、馬路観測点を基準点として、室戸観

測点に含まれる津波生成磁場の検知可能性を検討する。

　その他、津波ダイナモ効果について過去の事例解析等を行い、津波ダイナモ効果の性質の解明を目

指す。

　なお、本課題で実施する高知県での観測は科学研究費補助金・挑戦的萌芽研究「陸上地磁気三成分

データを用いた津波ダイナモ効果の検出」(H25-26)に基づいた計画である。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　津波生成磁場を陸上の磁場観測で検知することを目的として、高知県馬路村土川地区において地磁

気観測を行っている。2014年 1月には 3成分フラックスゲート磁力計を設置、2014年 6月には全磁力

観測装置を設置した。その後、2014年 7月の台風の影響による長期の停電などによりフラックスゲー

ト磁力計が故障し長期間欠測していたが、2015年 6月に復旧させた。2015年 11月には全磁力観測装

置を交換した。馬路観測点と国土地理院の室戸観測点との磁場のベクトル差には、地下の電気伝導度



の不均質による内部生成磁場の相違、海洋潮汐効果などが含まれ、これらをどのように分離していく

かが課題となる。

　2011年東北地方太平洋沖地震では父島において津波到達の約 20分前に地磁気のＺ成分に津波起源

と考えられる磁場変動が観測され、津波が海水中に誘導した電流系により発生したものと考えられた。

津波が生成する磁場変化を数値シミュレーションを行い確かめたところ、観測値をほぼ説明できる結

果が得られた。また、本州など陸域においても津波到達前の磁場変化が検出可能かどうかについて、

シミュレーションを用いて検証した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Hidee Tatehata, Hiroshi Ichihara, Yozo Hamano, Tsunami-induced magnetic fields detected at Chichijima

Island before the arrival of the 2011 Tohoku earthquake tsunami, Earth, Planets and Space 2015, 67:185

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　高知県馬路村で地磁気観測を継続する。得られた地磁気データと国土地理院の室戸観測点との磁場

のベクトル差を求め、津波生成磁場の検出可能性について調査する。津波生成磁場の数値シミュレー

ションについても研究を継続し、さらに詳しい解析を行う。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象庁地磁気観測所

他機関との共同研究の有無：有

京都大学理学研究科（藤浩明）

京都大学防災研究所（吉村令慧）

国土地理院（阿部聡）

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：気象庁地磁気観測所調査課

電話：0299-43-6909

e-mail：kakioka@met.kishou.go.jp

URL：http://www.kakioka-jma.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：山崎 　明 　

所属：気象庁地磁気観測所技術課



平成 27年度年次報告

課題番号：7008

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

緊急地震速報の予測手法の高度化に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　地震動の即時予測において、より迅速性・堅牢性を向上させるとともに、広い震源域をもつ巨大地

震の場合や、広域に複数の地震が連発する場合であっても、震度の適切な即時予測が可能となる手法

を構築する。

　また、震度（比較的短周期）の即時予測に加え、長周期まで（おおよそ 10秒程度まで）の様々な揺

れの即時予測に対応できるように拡張・強化する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　従来の地震動即時予測は、震源とマグニチュードの早期決定のみに焦点を当てるアプローチが多かっ

たが、本課題では、観測網からリアルタイムで得られる揺れの実況値を用いる点が特徴である。これ

により、（震度だけではなく）長周期地震動を含めた波形での予測が可能となる。

　多点観測網のデータを有効に活用する手法を検討する。観測網からリアルタイムで得られる震度分

布の実況値にデータ同化を適用し、時間発展的な波動伝播の計算により未来予測を行い、逐次予測精

度を上げていくモデルを導入する。また、震源やマグニチュードが未推定の状態でも、実況値から予

測が可能な手法をめざす。このことにより迅速性・堅牢性の向上を図る。

　さらに，本計画では、上記の震度の即時予測に加えて、長周期地震動まで含む様々な周期での地震

動即時予測が行えるように手法を拡張する。それらをリアルタイムで適用できるように計算手法の工

夫を図る。

（８）平成 27年度の成果の概要：
H27年度は速度構造、減衰構造をとり入れることによりさらに早い段階で精度よく予測できることを

示した。また、強震入力時の海底地震計の挙動とその対策や、地震動の伝播方向をリアルタイムで推

定することの考察を進めている。“揺れから揺れを予測する”という考え方は長周期地震動に対しても

十分に適用できそうである。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Hoshiba M. and S. Aoki, 2015, Numerical shake prediction for Earthquake Early Warning: Data assimilation,

real-time shake mapping, and simulation of wave propagation, Bull. Seism. Soc. Am., 105, 1324-1338,

doi: 10.1785/0120140280



（10）平成 28年度実施計画の概要：
実データへの適用を進め、未解決の問題を検討するとともに、減衰構造や速度構造の精緻化により予

測モデルの改良を行う。新たに得られた地盤増幅特性や、新たに展開されつつある海域観測網からの

データに対しても応用を図る。また、震度予測の迅速化と精度向上を狙って、観測面（アレイ処理技

術の改良を目指した構内での観測、など）、および計算面（計算速度の向上、より現実に近い仮定での

計算、など）の両面からのアプローチをさらに進める。

上記で進めている手法を長周期でも適用可能なように調整し、実データへの適用を進める。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象庁気象研究所地震津波第３研究室

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：気象庁気象研究所企画室

電話：029-853-8536

e-mail：ngmn11ts@mri-jma.go.jp

URL：http://www.mri-jma.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：干場 　充之 　

所属：気象庁気象研究所地震津波研究部第 3研究室



平成 27年度年次報告

課題番号：7009

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

海溝沿い巨大地震の地震像の即時的把握に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

・巨大地震の断層のおよその広がりを地震発生直後２～３分以内に把握する手法を開発する．断層の

滑りの大きさや方向の解析について，信頼性向上を図る．余震の震源分布を地震発生後 10～20分以内

で把握するための震源決定手法を開発する．断層の大まかな滑り分布を震発生後 10～20分で求める手

法を開発する．

・観測地震データと断層上の滑り分布推定結果に基づいて，さまざまな周波数帯の地震動分布を地震

発生後 10～20分後に推定する手法を開発する．

（７）本課題の５か年計画の概要：

・地震動の振幅分布を用いて巨大地震の断層のおよその広がりを地震発生直後２～３分以内に把握す

る手法を開発する．

・巨大地震の震源分布を地震発生後 10～20分以内で自動処理により把握するため，振幅など多元的な

情報に基づき地震識別を行える手法を開発する．

・地震波形や GNSSデータを用いて，断層の大まかな滑り分布を震発生後 10～20分で求める手法を開

発する．

・巨大地震発生直後の 10～20分後を目途に，さまざまな周期帯の地震動分布を推定する手法を開発

する．



（８）平成 27年度の成果の概要：
・地震直後に地震の規模や断層の広がりを推定する手法として、国土地理院との共同研究として GNSS

データを用いた解析手法の開発を継続して実施し、事例解析を追加し適正な解が得られる条件を明確

化した。

・地震の規模を推定する手法の一つとして、単独観測点からの規模推定法について検討した。強震動

継続時間と最大変位振幅を用いることで、津波を引き起こす可能性のある地震の発生を把握すること

が可能であることを確認した。

・南海トラフ沿いの領域おける海底地震計の観測の実施とそのデータ解析を進めた。南海トラフの南

方で発生している地震は、トラフ軸から南方 100kmまでの範囲まで分布しており、南北伸長の応力に

より発生していることを明らかにした。

・遠地実体波を用いた震源過程解析において、各種事前設定パラメータの最適化を行うことで、ほぼ

自動的な解析を可能とした。その手法をマグニチュードが 8を超えるクラスの世界の地震に対して適

用し、多くの場合適正に解が得られることを確認した (図 1)。

・地震に関わる地殻変動観測手法として、ALOS/PALSARデータを使った差分干渉解析を行った結果、

紀伊半島南端付近の沿岸地域において年間 3cm程度の面的な地殻変動を検出した。

・自動震源決定手法として、パーティクルフィルターに基づく震源決定手法、パターンマッチを用い

たイベント検出法について評価試験を行い、内陸地震の震源決定において十分な性能があることが確

認され、更に沖合の地震についても多くの地震の震源決定が可能であることが確認された。

・三次元速度構造震源計算を会話処理や多数の地震の処理に用いるための障害となっている計算時間

を短縮するため観測点ごとの走時表を用いた手法を開発し、十分な時間短縮が図れていることを確認

するとともにその精度に関する評価を行った。

・応答スペクトル比と地盤情報の関連性について調査し、周期 3秒までは深さ 30ｍまでの平均 S波速

度との相関が高く、更に長周期については 1次固有周期との相関が高いことを明らかにした。

・データ同化手法を取り入れた地震動の時間履歴推定法について、周期１～８秒の地震動について調

べたところ、ほぼ適切に推定できていることが確認された。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Hoshiba, M., S. Aoki, 2015, Numerical shake prediction for earthquake early warning: data assimilation,

real-time shake mapping, and simulation of wave propagation, Bull. Seismol. Soc. Am., 105, 1324-

1338, doi:10.1785/0120140280.

Katsumata, A., 2015, Fast hypocenter determination in an inhomogeneous velocity structure using a 3D

travel-time table, Bull. Seismol. Soc. Am., 105, 3203-3208, doi: 10.1785/0120150122.

武藤大介・勝間田明男, 　2016,長周期地震動と地盤構造の関係について,気象研究所研究報告, 66, 1-14.

溜渕功史・森脇健・上野寛・束田進也, 2016,ベイズ推定を用いた一元化震源のための自動震源推定手

法,験震時報,印刷中.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
・過去の研究に関する津波地震の事例調査を進める。スロー地震については、その震源時間関数の特

徴について調査行う。地すべりについては、地震波の励起と津波の発生に関して調査を進める

・長周期地震動検出手法の開発を行う。

・これまでの震源決定手法の調査を進め、波形相関の情報を取り入れた手法の検討を行う。

・すべり分布推定に関する従来手法の問題点の整理を行う。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象庁気象研究所地震津波研究部

他機関との共同研究の有無：有



国土地理院

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：気象研究所企画室

電話：029-853-8536

e-mail：ngmn11ts@mri-jma.go.jp

URL：http://www.mri-jma.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：勝間田明男 　

所属：気象庁気象研究所地震津波研究部

図１ 　遠地震源過程解析の準自動化。

遠地震源過程解析の準自動化のための開発を行っている。CMT解が得られた段階でスケーリング則に従い、仮定
する断層の大きさ、小断層の大きさや数などのパラメータを自動的に設定して解析する手法を開発した。その方

法により、図の右に示すように平成 23年東北地方太平洋沖地震の最大の特徴である宮城県沖の大すべり域の推定
ができた。



平成 27年度年次報告

課題番号：7010

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

大規模噴火時の火山現象の即時把握及び予測技術の高度化に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

4. 研究を推進するための体制の整備

(1)推進体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　気象レーダー等リモートセンシング手法や震動観測等を活用した噴火現象の即時的な把握技術を開

発するとともに、噴煙柱及び移流拡散モデルを活用した火山灰等の高精度な予測技術を開発する。さ

らに、観測値と予測値に基づく火山噴出物データ同化・予測システムを構築し、即時的に把握した噴

火現象から高精度な火山灰等の拡散予測を行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　活動的な火山である桜島等を対象として、気象レーダーにより噴煙のエコー強度やマルチパラメー

タ等を観測し、噴煙状態等を速やかに把握する手法を検討するとともに、火山灰検出技術の開発や噴

出する火山灰・礫の量や挙動を定量的に推定するための研究を行う。また、次期気象衛星で観測され

る火山灰雲のマルチチャンネルデータ等を、噴火検知や噴煙の高さ、広がり等の噴火規模の即時的な

推定に活用するための研究を行う。また、噴火発生直後の地震、空振、地殻変動及び監視カメラによ

る爆発映像等からも即時的に噴火規模等を把握する手法を検討するとともに、火山岩塊等、防災上重

要な火山現象に対する予測技術の高度化を行う。

　気象レーダー・衛星等のリモートセンシング観測データの解析結果に基づき、気象庁非静力学モデ

ル等により噴煙－降灰過程の動力学的側面を明らかにし、噴煙柱モデルの改良に資する知見を得る。

改良した噴煙柱モデルを初期値に用いて、移流拡散モデルによる火山灰や礫の落下範囲や落下量を即



時的かつ高精度に予測するための技術研究を行う。これらモデルを組み合わせて、火山噴出物に対す

る観測データの解析から予測までを一貫して実行できるデータ同化・予測システムの構築を目指す。

（８）平成 27年度の成果の概要：
●口永良部島噴火への対応

　2015年 5月 29日口永良部島噴火噴煙の気象庁レーダー観測網データ、ひまわり画像を解析した。

レーダーエコー頂高度は海抜約 10kmに達し、ひまわり画像から噴煙の移流高度は 8km付近と推測さ

れた。また、レーダーのエコー頂高度の時間推移からこの噴火の噴出物総量は 66万～110万トンと推

定された。

　2015年 5月 29日と 6月 18日口永良部島噴火の降灰予報の検証を行った。5月 29日の事例検証で

は、モートンの式に基づく噴出物量推定のブルカノ式噴火への適用方法の検討、風の影響を考慮した

噴煙供給源モデルへの改良が必要であることが分かった。また遠望カメラ、気象レーダー・衛星とも

に噴煙高度が不明であった 6月 18日の事例検証では、観測された火山礫の落下時間および輸送距離に

及ぼす影響を考慮すると、みかけ高度は 4000～5000m相当、実際は約 3000mと推測され、降灰予報

（定時）で仮定している噴煙の高さは妥当であったことを確認した。

●桜島における噴煙観測

　Xバンド MPレーダー、二次元ビデオディスドロメーター、4Kネットワークカメラおよび 1分毎

に三次元データを取得可能な Kuバンド高速スキャンレーダーによる桜島噴煙の観測を平成 28年 3月

に開始予定である。Xバンド MPレーダーは桜島南岳の北西約 11kmの鹿児島市吉野町に、Kuバンド

レーダーは南岳の東約 4.3kmの京都大学黒神観測室に設置する。

●桜島における測風ライダーによる観測

　当初，本課題では計画していなかったが、特に降礫予測の改善のため、2015年 3月 25～26日桜島

黒神瀬戸観測点において、測風ライダーによる観測を実施し、ライダーで観測された風データと気象

庁客観解析（GPV）の風データとを比較し，上空での火山灰粒子の粒形分布推定のための解析を進め

ている。

●気象庁レーダー観測網による噴煙頂高度推定の検討

　気象庁レーダー観測網によって観測された 2014年 9月 27日御嶽山噴火噴煙のエコー頂高度が過大

であった問題について課題を整理した。

●降灰予測手法の改善

　2011年 1月 27日 06時 JSTにひまわり 7号で観測された霧島山新燃岳 2011年噴火による火山灰雲

に対し、火口上空における火山灰粒子の放出時刻・高度を対応付けることにより、この時刻の火山灰

雲が、高度 3km（南端）から 7km程度（北端）にかけて緩やかに傾斜していたことが分かった。火山

灰雲の再現結果は、初期粒径分布の仮定に対しても依存しており、分散を従来 (2.3)よりも大きく (4.6)

することでと再現性が向上することが分かった。

　日々の気象場の変化が大規模噴火時の降灰予測に与える影響を点検し、降灰ハザードマップの改良

等の研究に活用するため、富士山宝永噴火および桜島大正噴火を想定した降灰シミュレーション計算

を毎日実行し、結果を図示するリアルタイムコンテンツの仕組みを構築した。2015年から開始し、計

算結果を蓄積している。

●衛星データ等を利用した西之島火山の火山活動評価

　気象庁観測船啓風丸船上から西之島において SO2放出量観測を行い、2015年 6月は約 900トン/日、

2015年 10月は約 400トン/日と求められた。また、箱根山においても 2016年 11月に SO2放出量観測

を行い、19トン/日と求められた。

　LANDSAT-8や Terra、EO-1衛星に搭載された光学センサーの画像から西之島の噴煙活動（放熱率）

の評価を行うとともに、光学センサーや SARデータを用いて抽出した溶岩流出活動との関連について

調査を進めた。この結果、新島が確認され、約 2年経過した 2015年 10月時点でも、その活動は噴火

当初とほぼ同じ水準で推移もしくは低下していることが分かった。また、ALOS-2/PALSAR-2の強度



画像を用いて、噴火活動に伴う陸域拡大の時間変化について解析し、陸域の拡大速度が一定ではない

こと、主火口（中央火砕丘）の位置が期間を通して移動していないことが分かった。

●噴出物データ同化・予測システム開発

　火山噴出物データ同化・予測システム構築に向け、レーダー観測や衛星観測のデータから取得され

る火山灰の密度や粒形分布を全球移流拡散モデルの初期値として即時的に利用するための三次元変分

法に基づく火山灰データ同化システムのプロトタイプを作成し、仮想的な観測値を用いて、その動作

確認を行った。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
新堀敏基, 2015,数値シミュレーションによる降灰予測.エアロゾル研究, 30, 168-176. doi:10.11203/jar.30.168

新堀敏基, 2015,入門講座火山噴火と大気環境－第 3講火山噴出物の大気動態・環境影響 ?火山灰. 大

気環境学会誌, 50, A67-A77.

Ishimoto, H. K. Masuda, K. Fukui, T. Shimbori, T. Inazawa, H. Tuchiyama, K. Ishii, T. Sakurai, 2016,

Estimation of the refractive index of volcanic ash from satellite infrared sounder data. Remote Sensing

of Environment, 174, 165-180, doi:10.1016/j.rse.2015.12.009.

気象研究所［佐藤英一, 新堀敏基, 福井敬一, 石井憲介, 高木朗充］, 2016,気象レーダーで観測された

2014年 9月 27日御嶽山噴火に伴う噴煙エコー,火山噴火予知連絡会会報, 119（印刷準備中）

気象研究所［福井敬一］, 2016,西之島の噴煙活動（2013年 12月～2015年 2月）,火山噴火予知連絡

会会報, 120（印刷準備中）

（10）平成 28年度実施計画の概要：
・可搬型レーダー（Xバンド MPレーダーおよび Kuバンド高速スキャンレーダー）、二次元ビデオディ

スドロメーターおよび 4Kビデオカメラによる、桜島噴煙観測を継続する。

・可搬型レーダーデータ、既存の気象レーダーデータ等から噴煙の立体構造や粒径、火山灰量を推定

するための手法の開発を進める。

・ひまわり 8号等の衛星観測データを収集し、火山灰雲のモデル化、火山活動の規模評価を進める。

・気象庁レーダー観測網を利用した噴煙高度推定手法の高度化のための研究を進める。

・移流拡散モデルの初期値として、風の影響を考慮した噴煙供給源モデルに改良し、過去事例で降灰・

降礫予測検証を進める。

・気象レーダーや衛星などによる噴煙観測データを、火山灰移流拡散モデルで利用するための手法開

発を進める。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象研究所火山研究部

他機関との共同研究の有無：有

鹿児島大学、京都大学防災研究所、防災科学技術研究所、東京大学地震研究所

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：気象研究所企画室

電話：029-853-8536

e-mail：ngmn11ts@mri-jma.go.jp

URL：http://www.mri-jma.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：福井 　敬一 　

所属：気象研究所火山研究部第二研究室



平成 27年度年次報告

課題番号：7011

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

津波の予測手法の高度化に関する研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　稠密な観測データを高度に活用し、津波成分を抽出する手法や現況を面的に把握する手法を開発す

る。波源推定に基づく予測手法の高度化および波源推定に基づかない新たな予測手法の開発を行う。

　遠地津波の後続波および減衰特性のモデル化を行い、遠地津波の継続時間の予測を行うことにより

津波警報解除の時期の予測手法を開発する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　沖合における多点の水圧観測データから、津波伝播の状況をリアルタイムで高い空間分解能を持っ

て面的に把握する技術を開発するため、高精度水圧計による実海域観測データや既存の沖合観測デー

タの解析等に基づき津波以外の現象に伴う水圧変化の特性を明らかにし、リアルタイムに津波成分の

みを抽出するための技術開発を行うとともに、観測点配置やデータの量および質などを考慮してデー

タ同化の手法等を用いて即時的に津波の伝播状況を面的に把握する手法を開発する。

　これまでの研究成果である沖合で観測された津波波形の逆解析に基づく津波の即時予測手法システ

ムについて、大量の津波観測データに対しても安定して効率よく動作するようシステムを改良するな

どの高度化を行う。また、津波の波高分布の時間発展をデータ同化の手法により逐次予測することに

より、津波波源を推定しないで津波予測を行う新しい手法を開発し、精度の高い津波予測が行えるよ

うにすることを目指す。

　津波の減衰過程の予測のため、反射波や散乱波などの遠地津波を中心に後続波を精度よく再現でき

る計算手法を用い、様々な津波発生シナリオについて数値実験を行うことによって、後続波が第一波

と同程度あるいは大きい振幅となる条件を経験的に見出すことを目指す。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　高速サンプリング高分解能の自己浮上式海底水圧計を用いて平成 26年度に実施した房総沖での実海

域観測で得られた福島県沖の地震（M7.0）等の近地地震に伴う海底圧力データの周波数解析を行った

結果、既存のノイズ除去手法を適用することで適切に高周波成分を除去できることが確認できた。



　波源推定に基づく津波即時予測手法について、予測結果を円滑に活用できるよう、経験ベイズ法等

に基づいて予測精度をリアルタイムに評価する指標の開発を進めている。

　津波エネルギーの伝達過程を基に組み立てられた、津波の成長過程を含めた全期間の振幅時間変化

を説明するための数理モデルを用いた検討を行っている。この数理モデルによれば、減衰定数などの

パラメータによって津波の第一波到着から最大波出現までの時間に違いを生じることを確認した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
平田賢治・山崎明・対馬弘晃, 2015,新型自己浮上式海底水圧計の開発,気象研究所技術報告, 74, 1-21.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　沖合観測データの解析等に基づき、地震発生直後の高周波ノイズが津波成分抽出に与える影響を評

価し、その必要に応じてリアルタイムに津波成分のみを抽出するための技術開発を行う。沖合におけ

る多点の水圧観測データから即時的に津波の伝播状況を面的に把握する手法について、特性化した津

波波源モデルを用いた津波伝播計算によって作成した仮想津波観測データに適用する試行などを行い

開発を進める。

　沖合で観測された津波波形の逆解析に基づく津波の即時予測手法システムについて、多点の沖合津

波観測データの活用が、津波波源の時間歴の把握に有効であるかを検討し、必要に応じて手法の改良

を行う。

　遠地津波の後続波の出現タイミングや振幅の時間減衰傾向を再現可能な数値計算手法について、津

波の成長過程を含めた全期間の振幅時間変化を説明できるよう構築した数理モデルを実際の観測事例

と比較することにより、各事例のモデルパラメータを推定する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象研究所地震津波研究部

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：気象研究所企画室

電話：029-853-8536

e-mail：ngmn11ts@mri-jma.go.jp

URL：http://www.mri-jma.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：山本剛靖 　

所属：気象研究所地震津波研究部



平成 27年度年次報告

課題番号：7012

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震・津波・火山防災情報の改善に係る知見・成果の共有

（３）最も関連の深い建議の項目：

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(4)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化

4. 研究を推進するための体制の整備

(4)研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成

(5)社会との共通理解の醸成と災害教育

(6)国際共同研究・国際協力

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

緊急地震速報の高度化

長周期地震動情報の高度化

噴火警報の改善

降灰予報の改善

国際共同研究・国際協力

（７）本課題の５か年計画の概要：



　気象庁では，地震学，火山学の最新の研究成果や地方自治体，関係防災機関のニーズを踏まえ，地

震や火山噴火の災害軽減に資するため，津波警報，緊急地震速報，長周期地震動情報，噴火警報や降

灰予報について過去の経験を踏まえて高度化を進めてきた．

　これらの情報内容の改善や高度化にかかる知見・成果については，広く大学等関係機関，防災関係

機関に，気象防災情報として，また，各種情報の検討部会等を通じ，広く共有し，また，防災対応へ，

各分野の研究の推進に活用されている．

　また，火山噴火予知連絡会では，火山活動の評価結果を公表しており，一般の方にも理解しやすい

表現を心がけている．

　平成 26年度においても，これまでの取り組みの成果、各種検討部会での議論の結果を踏まえ，継続

的に取り組んでいく．平成 27年度以降についても，引き続き成果の共有を続けていく．

　また，国際共同研究・国際協力については国際地震センター，米国地質調査所，包括的核実験禁止

条約機構，米国大学間地震学研究連合（ IRIS）及び近隣国との地震観測データの交換などの組織的な

連携・協力を通じて，また，航空路火山灰情報センター及び北西太平洋津波情報センターの国際協力

業務や開発途上国における地震・火山の観測や津波警報の発表などの体制整備に必要な技術的な支援

を通じて，国際的な研究活動の進展に寄与する．

（８）平成 27年度の成果の概要：
　気象庁から発表する地震・津波に関する防災情報の高度化を図るため各種検討会等を開催し、報道

発表等により広く情報共有を図った。主な取り組みは以下のとおり。

　・緊急地震速報評価・改善検討会の開催

　・長周期地震動に関する情報検討会の開催

　・津波予測技術に関する勉強会の開催

　火山については、昨年度の「火山情報の提供に関する検討会」の最終報告を受けて、以下の見直し

を行った。

　・臨時の「火山の状況等に関する解説資料」の提供開始

　・噴火警戒レベル１及び噴火予報のキーワードを「平常」から「活火山であることに留意」に変更

　・「噴火速報」の運用開始

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 28年度も、引き続き、各種情報の利活用・高度化等のための検討を進める。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象庁及び全国気象官署職員

火山噴火予知連絡会事務局（気象庁地震火山部火山課）

他機関との共同研究の有無：有

様々な関係機関、専門家等と連携

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地震火山部管理課 　地震調査連絡係長

電話：03-3212-8341（内線：4514）

e-mail：jmajishin kanrika@met.kishou.go.jp

URL：http://www.jma.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者



氏名：菅沼一成 　

所属：気象庁地震火山部管理課地震津波防災対策室



平成 27年度年次報告

課題番号：7013

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

火山活動の総合判断

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(1)推進体制の整備

（４）その他関連する建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(4)研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成

(5)社会との共通理解の醸成と災害教育

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　防災関係機関の防災活動に資するため，引き続き全国の火山活動の状況について総合的な判断を実

施する．特に噴火が近づいた火山や噴火中の火山について，最新の研究成果に基づき現在の状態から

火山噴火や噴火終息に至るまでの過程についての噴火推移の予測を試みる．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　年３回開催予定の火山噴火予知連絡会（定例会）において，全国の火山活動の総合的な評価を実施

する．また，火山噴火発生等の異常時に開催する臨時の幹事会や連絡会（定例会，臨時会）において，

火山噴火の可能性や火山活動の推移の予測等について評価し，火山噴火予知連絡会統一見解等の判断

結果については報道発表や気象庁の火山情報で公表する．

　防災科学技術研究所等が新規に整備する観測施設など，監視に必要なデータについては，観測デー

タの交換対象に追加する．

（８）平成 27年度の成果の概要：
　平成 27年度は、第 132回（平成 27年 6月 15日）、第 133回（平成 27年 10月 21日）、第 134回 (平

成 28年 2月 17日予定)の３回の火山噴火予知連絡会（定例会）を開催し、全国の火山活動の状況につ

いての検討を行った。また、平成 27年 5月 29日の口永良部島の噴火については平成 27年 5月 30日

に、平成 27年 8月 15日の桜島の急激な地殻変動・地震多発については平成 27年 8月 21日とに火山

噴火予知連絡会（拡大幹事会）を開催し、詳細な活動評価を行い、検討結果をとりまとめた。定例会

及び拡大幹事会の検討結果は、報道発表し、気象庁の「火山の状況に関する解説情報」で発表すると

ともに、気象庁ホームページでも公表した。



（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
火山噴火予知連絡会会報 118～120号（予定）

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　年３回開催予定の火山噴火予知連絡会（定例会）において、全国の火山活動の総合的な評価を実施

する。また、火山噴火発生等の異常時に開催する臨時の幹事会や連絡会（定例会、臨時会）において、

火山噴火の可能性や火山活動の推移の予測等について評価し、火山噴火予知連絡会統一見解等の判断

結果については報道発表や気象庁の火山情報で公表する。

　防災科学技術研究所等が新規に整備する観測施設など、監視に必要なデータについては、観測デー

タの交換対象に追加する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
火山噴火予知連絡会事務局（気象庁地震火山部火山課）

他機関との共同研究の有無：有

火山噴火予知連絡会委員

（監視に関するデータ提供機関）

大学，研究機関，自治体，地方整備局等の火山観測実施機関

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地震火山部管理課 　地震調査連絡係長

電話：03-3212-8341（内線：4514）

e-mail：jmajishin kanrika@met.kishou.go.jp

URL：http://www.jma.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：小泉岳司 　

所属：気象庁地震火山部火山課



平成 27年度年次報告

課題番号：7014

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震観測、地殻変動観測

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

地震観測、地殻変動観測の継続

（７）本課題の５か年計画の概要：

　津波警報や地震情報等を適切に発表するため全国に展開している地震計及び震度計，東海地域を中

心に展開しているひずみ計などの観測を継続するとともに，文部科学省と協力して，大学，防災科学

技術研究所など関係機関の地震観測データを合わせて一元的に処理し，その結果を大学，関係機関に

提供する．

（８）平成 27年度の成果の概要：
　津波警報や地震情報等を適切に発表するため全国に展開している地震計及び震度計，東海地域を中

心に展開しているひずみ計などの観測を継続するとともに，文部科学省と協力して，大学，防災科学

技術研究所など関係機関の地震観測データを合わせて一元的に処理し，その結果を大学，関係機関に

提供した．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
　一元化処理結果（震源、検測値、発震機構解），地震・火山月報（カタログ編），地震・火山月報

（防災編），地震予知連絡会会報

（10）平成 28年度実施計画の概要：
28年度も，引き続き観測を継続すると共に，処理結果を大学，関係機関等に提供する．



（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象庁

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地震火山部管理課 　地震調査連絡係長

電話：03-3212-8341（内線：4514）

e-mail：jmajishin kanrika@met.kishou.go.jp

URL：http://www.jma.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：中村浩二 　

所属：気象庁地震火山部管理課



平成 27年度年次報告

課題番号：7015

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

潮位観測

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　潮位の連続観測を継続して実施する．

（７）本課題の５か年計画の概要：

　潮位データの伝送を高度化し，障害による欠測を減少させる．

（８）平成 27年度の成果の概要：
　気象庁に集約された全国の潮位データを国土交通省防災情報提供センター HPで公開している．さ

らに，気象庁の管理地点については，毎時潮位，月平均潮位（ 平年偏差），津波，副振動等のデータ

を気象庁 HP上で公開している．

　平成 27年度は，気象庁が管理している観測機器の雷災対策を強化した．またアナログ回線を使用し

ていた一部の地点をデジタル回線に変更し，全ての観測地点をデジタル回線とした．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
鶴岡 　睦・鈴木 　博樹・九谷 　昌治・中舘 　明，2015，潮位・津波観測システムについて，測候時報，82，
特別号，105-123．<http://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/sokkou-kaiyou/sokkou-kaiyou.html>

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　平成 28年度は，引き続き気象庁が管理している観測機器の雷災対策を強化するとともに，離島観測

施設の電源強化を行い，障害による欠測を減少させる．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象庁地球環境・海洋部海洋気象課，地震火山部

他機関との共同研究の有無：有

国土交通省（水管理・国土保全局，港湾局）、国土地理院、海上保安庁と連携した潮位データの一

元化



（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地震火山部管理課 　地震調査連絡係長

電話：03-3212-8341（内線：4514）

e-mail：jmajishin kanrika@met.kishou.go.jp

URL：http://www.jma.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：中舘明 　

所属：気象庁地球環境・海洋部海洋気象課



平成 27年度年次報告

課題番号：7016

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

地磁気精密観測

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　日本中央部、北日本、南西日本、日本南方の地磁気基準点である柿岡、女満別、鹿屋、父島の４観測

点において、観測データの精度向上及び編集・解析作業の効率化を図りながら数十年～100年スケー

ルにわたる安定した地磁気観測を実施し、大学等による地殻活動・火山活動を評価する電磁気的観測

研究のために、精密な磁場データを毎日リアルタイムで提供する。また、日本域の全磁力分布を解析

するために、全国にわたる全磁力精密観測網を構築する観測点として、いわき、北浦、阿蘇山麓にお

いて、データ取得の安定性を図りながら精密連続観測を継続実施する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　日本における地磁気基準点である柿岡、女満別、鹿屋、父島の４観測点において、観測データの精

度向上及び編集・解析作業の効率化を図りながら、地殻活動・火山活動を評価するために安定した地

磁気観測を実施し、精密な磁場データを毎日リアルタイムで提供する。また、日本域の全磁力分布を

解析するために、全国にわたる全磁力精密観測網を構築する観測点として、いわき、北浦、阿蘇山麓

において、データ取得の安定性を図りながら精密連続観測を継続実施する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　柿岡、女満別、鹿屋、父島での地磁気 4成分観測、及びいわき、北浦、阿蘇山麓での全磁力精密連

続観測を実施し、陸域、海域での磁気測量をはじめ、大学等による電磁気的観測研究あるいは幾つか

提案されている日本域における標準的な全磁力磁場モデルの算出方法の検証・改良を進めるために、

高精度の地磁気基準値を提供した。火山活動起源のシグナルを抽出するためには、「参照データとの差

を求めて局所的な磁場変動だけを取り出す」という手法が用いられるが、地域によって変化の大きさ、

傾向が異なるため、地域毎の基準値観測が必要となる。それら地磁気観測点への車両や建築物等によ



る人工的な磁気擾乱の観測を強化し、異常値の検出・補正処理を施し、基準値の精度維持を図った。し

ばしば地震の発生との関係が指摘される地磁気ジャークに対応するトレンド急変について 1925年以降

の毎時値を用いて解析した結果、平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震の翌年の 2012年にトレ

ンドの変化がみられた。また精密観測継続のために、女満別及び父島については絶対観測装置（角度

測定器）の磁場検出部を部分更新した。更に父島については絶対観測用携帯型全磁力計を更新した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　日本における地磁気基準点である柿岡、女満別、鹿屋、父島での地磁気 4成分観測、及び全国にわ

たる全磁力精密連続観測網の一環として、いわき、北浦、阿蘇山麓での全磁力観測を、観測データの

精度向上及び編集・解析作業の効率化、データ取得の安定性を図りながら、継続実施する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象庁地磁気観測所

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：気象庁地磁気観測所調査課

電話：0299-43-6909

e-mail：kakioka@met.kishou.go.jp

URL：http://www.kakioka-jma.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：笹岡雅宏 　

所属：気象庁地磁気観測所観測課



平成 27年度年次報告

課題番号：7017

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

全国における火山観測の強化

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

　大学や防災科学技術研究所等関係機関の協力の下，火山噴火予知連絡会で中長期的な火山監視体制

の強化が必要とされた 47火山の連続的な監視観測を継続する．また，火山活動が活発化した場合に

は，必要に応じ観測体制を強化する．

　これらの成果は，噴火警報等の防災情報の発表や火山解説資料の作成に利用するとともに，地震火

山月報（カタログ編）や火山年報で取りまとめて公表する．

（７）本課題の５か年計画の概要：

1）連続的な監視観測

　火山噴火予知連絡会で中長期的に観測体制の充実が必要とされた 47火山について，全国４か所の火

山監視・情報センターにおいて，地震計，空振計，GPS等により，連続的な監視観測を行う．

　火山観測施設の更新計画（５か年）に基づき，平成 23年度から実施している観測施設の更新を継続

する．

2）現地調査・機動観測による繰り返し観測等

　全国の火山について，地震観測・GPS繰り返し観測，熱観測等の調査的な機動観測を計画的に実施

する．また，三宅島，浅間山，桜島等，火口からの二酸化硫黄ガスの放出が継続している火山につい

ては，DOAS等による火山ガス放出量の観測を実施する．

　火山活動に異常が観測された場合には，緊急観測を実施し，火山活動の詳細を把握する．

3）観測成果の公表

　各種監視・観測で得られた成果は，噴火警報等の防災情報，火山解説資料等の防災目的の資料等に

利用する他，地震火山月報（カタログ編）や火山年報等により公表する．

（８）平成 27年度の成果の概要：
1）連続的な火山観測



　全国の活火山について、全国４か所の火山監視・情報センターにおいて、地震計、空振計、GPS等

により、連続的な監視観測を行った。

　火山観測施設の平成 23年度から実施している更新計画に基づき、平成 27年度は口永良部島、安達

太良山、磐梯山、那須岳、恵山、秋田駒ヶ岳の観測施設を更新した（平成 28年 3月末完了予定）。ま

た、平成 26年の御嶽山の噴火を踏まえた観測施設の整備を実施した（平成 28年 3月末完了予定）。

　平成 27年度に噴火が発生した口永良部島と箱根山については、臨時に観測機器を設置して観測強化

を行った。

2）現地調査・機動観測による繰り返し観測等

　全国の火山について、地震観測、GPS繰り返し観測、熱観測等の調査的な機動観測を計画的に実施

した。また、口永良部島のほか、阿蘇山、三宅島、浅間山、桜島等、火口から二酸化硫黄ガスの放出

が継続している火山については、COMPUSS等による火山ガス放出量の観測を実施した。また、口永

良部島や桜島などでは、関係機関の協力を得て、上空からの観測を繰り返し実施した。

3）観測成果の公表

　各種監視・観測で得られた成果は、噴火警報、火山の状況に関する解説情報、火山活動解説資料等

の防災目的の情報や資料として公表された他、地震火山月報（カタログ編）や火山報告等で取りまと

めて公表した。また、防災科学技術研究所のホームページで、気象庁の地震計等のデータを公開して

いる。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
地震火山月報（防災編）2015年 3月号～2016年 2月号（予定）地震火山月報（カタログ編）2014年

11月号～2015年 10月号（予定）

（10）平成 28年度実施計画の概要：
1）連続的な監視観測

　火山噴火予知連絡会で中長期的に観測体制の充実が必要とされた 50火山について、全国４か所の火

山監視・情報センターにおいて、地震計、空振計、GPS等により、連続的な監視観測を行う（うち、3

火山については準備が整ったものから順次）。

　火山観測施設の更新計画（５か年）に基づき、平成 23年度から実施している観測施設の更新を継続

する。

　また、平成 26年の御嶽山の噴火を踏まえた観測施設について、整備が完了したものから連続的な監

視観測を行う。

2）現地調査・機動観測による繰り返し観測等

　全国の火山について、地震観測・GPS繰り返し観測、熱観測等の調査的な機動観測を計画的に実施

する。また、三宅島、浅間山、桜島等、火口からの二酸化硫黄ガスの放出が継続している火山につい

ては、DOAS等による火山ガス放出量の観測を実施する。

　火山活動に異常が観測された場合には、緊急観測を実施し、火山活動の詳細を把握する。

3）観測成果の公表

　各種監視・観測で得られた成果は、噴火警報等の防災情報、火山解説資料等の防災目的の資料等に

利用する他、地震火山月報（カタログ編）や火山年報等により公表する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象庁地震火山部・札幌管区気象台・仙台管区気象台・福岡管区気象台火山監視・情報センター

他機関との共同研究の有無：有

（監視に関するデータ提供機関）

大学，研究機関，自治体，地方整備局等の火山観測実施機関



（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地震火山部管理課 　地震調査連絡係長

電話：03-3212-8341（内線：4514）

e-mail：jmajishin kanrika@met.kishou.go.jp

URL：http://www.jma.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：小泉岳司 　

所属：気象庁地震火山部火山課



平成 27年度年次報告

課題番号：7018

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

地殻活動・火山活動のための地磁気基準観測、全磁力精密観測のデータベース化

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　地殻活動・火山活動を的確に検出するため、地磁気基準観測、全磁力精密観測の成果のデータベー

ス化を継続する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　柿岡（茨城県）、女満別（北海道）、鹿屋（鹿児島県）、父島（東京都小笠原村）の 4地点に、祓川

（鹿児島県）を加えた 5観測点における地磁気基準観測データを、継続して地磁気観測所データベース

に登録し、迅速に公開するとともに、国際的なデータセンターに提供する。さらに、活動的な火山を

対象とした全磁力精密観測データについて、継続してデータベースに登録する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
柿岡，女満別，鹿屋，父島の 4地点に，祓川を加えた 5観測点における地磁気 4成分連続観測データ

を，引き続き統一的な形式に整理し，月毎に地磁気観測所データベースに登録，公開するとともに，前

者 4地点のデータを国際的なデータセンターに提供した．さらに，活動的な火山を対象とする全磁力

精密観測データについて，継続してデータベースに登録した．

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
なし

（10）平成 28年度実施計画の概要：
柿岡，女満別，鹿屋，父島，祓川の 5観測点における地磁気 4成分連続観測データを，統一的な形式

に整理し，継続して地磁気観測所データベースに登録，公開するとともに，前者 4地点のデータを国

際的なデータセンターに提供する．さらに，活動的な火山を対象とする全磁力精密観測データについ

て，継続してデータベースに登録する．

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象庁地磁気観測所



他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：気象庁地磁気観測所調査課

電話：0299-43-6909

e-mail：kakioka@met.kishou.go.jp

URL：http://www.kakioka-jma.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：山崎貴之 　

所属：気象庁地磁気観測所調査課



平成 27年度年次報告

課題番号：7019

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

全国地震カタログの作成

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　全国地震カタログを作成する。また、定常的な発震機構解析（初動発震機構解、CMT解）及び大地

震時の震源過程解析を実施し、それら成果の関係機関等への提供及び一般への公開を実施する。

　「高感度地震観測データの処理方法の改善に関する報告書」（平成 26年２月地震調査委員会）を踏

まえて、文部科学省と協力して行う地震波形の分析（地震波到達時刻の読取り等）やそれを使った震

源の決定等の処理震源決定にかかる処理の改善を行う等、地震カタログを充実する。

　過去にさかのぼった震源決定を行うとともに、1976年以降の大学等の検測値を取り込んで総合的な

地震カタログを作成する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題は気象庁の通常予算で行うものである。

　各年度において、地震カタログ等を作成し、関係機関等への提供及び一般への公開を実施する。

　高感度地震観測処理の改善に関しては、平成 26年度に「高感度地震観測データの処理方法の改善に

関する報告書」に係る業務上必要な事項についての検討を行い、平成 27年度から運用を開始する。ま

た、海域の地震観測網の拡大に対応するため、平成 26年度に海底地震計のデータを用いた震源決定手

法の改善について調査を行い、後年度に運用を開始する。

　震源過程解析に関しては、平成 26年度に過去の解析結果の再解析を含めた見直しを行う。平成 27

年度にカタログ化に必要なフォーマットの検討を行い、後年度に提供を開始する。

　過去震源の改定に関しては、平成 26年度に 1955・1958・1975年の震源の再計算を行い公開する。後

年度に、1976～1997年の期間について大学の検測値を取り込んだ総合的な地震カタログを作成する。

　その他、適宜、地震カタログに係る解析・処理の改善を図る。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　地震カタログとしての、web版の地震月報（カタログ編）は 2015年 7月分まで公開した（平成 27

年度内の予定含む）。

　「高感度地震観測データの処理方法の改善に関する報告書」（平成 26年２月地震調査委員会、以下

「報告書」）を踏まえた震源の決定等の処理の改善については、これまでのトリガ方式の地震検知に加



えて新たな地震検知手法を取り入れ、自動処理による地震検出結果を検測処理の基本とする作業手順

を確立した。新たな作業手順では、自動処理による地震の規模の推定値が、あらかじめ定めたMth以

上であれば、これまでと同様に人手により精査した結果を地震カタログに登録する。一方、Mth未満

では波形を確認したうえで地震の相・振幅が正しく検測され良好に震源決定されていれば自動処理結

果をそのまま、そうでなければ人手による簡易的な検測作業を行った結果を登録する。さらに、震源

が決まらない場合も、地震検知の情報は登録する。波形を確認した結果、地震ではないと判定した場

合には登録はしない。こうした作業手順により、必要十分な品質を確保しつつ、地震として検知され

たイベントはもれなく登録されることになり、地震カタログの充実が図られる。

　また、報告書に導入が求められていた観測点高度と海域における堆積層補正値を考慮した震源決定

プログラムを開発した。新しい震源決定プログラムでは観測点の高度に応じた走時表を用いて震源計

算を行う。平成 27年度は、震源計算プログラムを開発し、地震観測点に対する具体的な観測点補正値

の検討と観測点高度毎の走時表の作成に必要な調査を実施した。

　以上、報告書関連の処理の改善は平成 28年度以降に導入を予定している。

　過去震源の改訂に関しては、1976年 1～6月を対象とした解析作業を実施している。

　震源過程解析については、平成 27年度に日本国内で発生した２つの地震と、海外で発生した 12の

地震について解析し、地震調査委員会及び地震予知連絡会に提出するとともに、気象庁ホームページ

などで公開した。また、2010年 12月以降に日本およびその周辺で発生した地震について、今後のカ

タログ化の対象とすることから、過去の解析で用いた手法およびデータの確認等、カタログ化に向け

た準備を行った。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
気象庁，地震月報 (カタログ編)，＜ http://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/bulletin/index.html＞，（参

照 2016-2-1）．

The Seismological Bulletin of Japan，＜ http://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/bulletin/index e.html＞，

（参照 2016-2-1）．

気象庁，国内で発生した顕著な地震の震源過程解析結果，＜http://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/sourceprocess/index.html

＞，（参照 2016-2-1）．

気象庁，海外で発生した顕著な地震の解析結果，＜http://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/world/index.html

＞，（参照 2016-2-1）．

溜渕功史・森脇健・上野寛・束田進也，2016，ベイズ推定を用いた一元化震源のための自動震源推定

手法，験震時報，79，1-14．（平成 28年 3月発行予定）

庄司哲也・潟山弘明・溜渕功史・森脇健・橋本徹夫，2015，気象庁地震カタログの改善，日本地球惑

星科学連合大会予稿集，SSS32-05．

松岡英俊・上田満治・森脇健，2015，気象庁の震源決定プログラムの改良，日本地球惑星科学連合大

会予稿集，STT53-04．

高濱聡・溜渕功史・森脇健・秋山加奈・山田尚幸・中村雅基・橋本徹夫，2015，気象庁地震カタログ

の改善―フォーマットの変更など―，日本地震学会講演予稿集，S09-11．

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　地震カタログとして、地震月報 (カタログ編)を web公開する。

　報告書を踏まえた震源の決定等の処理の改善について、新たな検測作業手順による震源の精度情報

を含んだ地震カタログの提供を開始する。また、平成 28年中に開始できるよう、地震観測点に対する

具体的な観測点補正値と観測点高度毎の走時表の作成を行う。

　1976年の再計算を引き続き実施し、地震カタログに反映する。この時代からは大学等の観測データ

が増加しているので、気象庁の検測値データだけではなく、再現できるデータすべてを用いて網羅的

なカタログを作成する。



　震源過程解析を行い関係機関等への提供及び一般への公開を実施する。また、カタログ化に向けた

準備を引き続き行う。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
地震火山部地震予知情報課

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：気象庁地震火山部管理課地震調査連絡係長

電話：03-3212-8341（内線：4514）

e-mail：jmajishin kanrika@met.kishou.go.jp

URL：http://www.jma.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：高濱聡 　

所属：地震火山部地震予知情報課

図１．新しい検測作業手順の概要



平成 27年度年次報告

課題番号：7020

（１）実施機関名：

気象庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

防災・減災に関する知識の普及啓発

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(5)社会との共通理解の醸成と災害教育

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

桜島火山噴火

（６）本課題の５か年の到達目標：

緊急地震速報の利活用促進

長周期地震動情報の普及シ屡

津波防災に関する普及・啓発

噴火警報、噴火警戒レベルの利活用促進

量的降灰予報の普及・啓発

（７）本課題の５か年計画の概要：

　気象庁では、国や地方自治体等の防災関係機関、教育機関、大学等研究機関と連携しながら、地震・

津波及び火山に関する現象や警報をはじめとする防災気象情報に関する、知識、防災・減災等に対す

る住民の意識の向上に、全庁を挙げて戦略的に取り組んでいる。

　このうち、地震津波関係で、特に、緊急地震速報の利活用促進、長周期地震動情報、津波防災に関

する普及・啓発について、さらに進めていくこととしている。また、火山関係では噴火警報、噴火警

戒レベルの利活用推進をさらに進めると共に、量的降灰予報の普及・啓発を進めることとしている。

平成 26年度においても、これまでの取り組みの成果や各地の取り組み、各種検討部会での議論の結果

を踏まえ、継続的或いは発展的な普及啓発の取り組みを進めるよう、対応を進めていく。

　なお、普及啓発の対応は息の長い取り組みが必要であることから、平成 27年度以降についても継続

的に取り組んでいく予定。

（８）平成 27年度の成果の概要：
関係機関と連携し、地域の状況にあった様々な手段を用いて地震・津波及び火山に関する知識や防災

行動についての普及啓発に継続的に取り組んだ。主な実施内容は以下のとおり。



・地方自治体等と連携した防災訓練への助言・協力、HP等での相互協力

・教育機関と連携した学校防災教育へ助言・協力

・防災関係機関、民間団体等と連携した出前講座・防災講演会等の実施

・関係機関と連携した合同登山・学習登山の実施

・報道機関と連携した防災番組への協力

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
これまでの取り組みの成果や経験を活かし、全国の気象官署において引き続き継続的或いは発展的に

取り組む。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
気象庁及び全国気象官署職員

他機関との共同研究の有無：有

様々な関係機関、専門家等と連携

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：地震火山部管理課 　地震調査連絡係長

電話：03-3212-8341（内線：4514）

e-mail：jmajishin kanrika@met.kishou.go.jp

URL：http://www.jma.go.jp

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：寺川 　正之 　

所属：気象庁地震火山部管理課地震津波防災対策室



平成 27年度年次報告

課題番号：8001

（１）実施機関名：

海上保安庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

海底地殻変動観測

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

イ.プレート境界巨大地震

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(2)モニタリングによる地震活動予測

ア.プレート境界滑りの時空間発展

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

ウ. 観測・解析技術の開発

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　地震活動、地震の余効変動、固着回復過程などの詳細を調べ、構造との関係を明らかにするため、

GPS－音響測距結合方式による海底地殻変動観測を継続する。

併せて、観測体制の強化を進め、南海トラフなどのプレート境界の固着状態の把握に努める。また、観

測手法の一層の高度化を進め、効率的で長期に安定した計測技術の開発を行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　引き続き、日本海溝沿い、南海トラフ沿いなど、日本近海の海溝型巨大地震が発生した海域ならび

に発生が想定される海域において、海底地殻変動観測を継続するとともに、観測技術の開発・効率化

を図り観測の高度化を行う。

（８）平成 27年度の成果の概要：



　既設の海底基準点において海底地殻変動観測を実施し，観測結果を適宜地震予知連絡会等で報告した。

　東北地方太平洋沖地震発生後の平成 23年 3月から平成 27年 8月までの観測から得られた，電子基

準点「福江」に対する累積変位量を，国土地理院の GNSS観測結果（F3解）とともに図 1に示す。海

底基準点において 1 cm以上の変動が推定される余震も示す。余震による変動の推定には，気象庁一元

化震源を使用し Okada（1992）の手法を用いた。東北地方太平洋沖地震により，24 m東南東へ移動し

た「宮城沖１」海底基準点で，62 cm西北西に移動しているのをはじめとして，東北沖地震の震源域

周辺では陸域の GEONETの観測結果とは整合しない複雑な変動を示している。一方で，「福島沖」や

「銚子沖」など陸域と同様に東南東に向かって移動している観測点もある。

　南海トラフ沿いにおいて，平成 27年 6月までの観測から得られた，アムールプレートに対する移

動速度を，国土地理院の電子基準点の平均移動速度（平成 19年 3月から平成 24年 2月までの F3解

を線形回帰したもの）及び MORVELモデル（DeMets et al., 2010）によるフィリピン海プレートのア

ムールプレートへの沈み込み速度とともに図 2に示す。東北地方太平洋沖地震の観測結果への影響は，

Iinuma et al. (2012)及び Sun and Wang (2015)のモデルを用いて取り除いた。海底基準点は概ね北西方

向に移動しており，フィリピン海プレートの沈み込み及び陸域の GEONETの観測結果と整合してい

る。各点の移動速度は，「東海沖１」や「足摺沖２」において大きな移動速度を示している一方，「室戸

沖２」や「日向灘２」においては小さな移動速度を示している。

　相模トラフ沿いにおいて，東北地方太平洋沖地震以前の観測から得られた，ユーラシアプレートに

対する移動速度を，国土地理院の電子基準点の平均移動速度（平成 21年 1月から平成 22年 7月まで

の F3解を線形回帰したもの）とともに図 3に示す。伊豆前弧にある「房総沖１」の海底基準点の動

きは，MORVELモデル（DeMets et al., 2010）で与えられたフィリピン海プレートの動きと有意に異

なっており，背弧側リフトの影響を考慮した Nishimura (2011)による伊豆前弧ブロックの動きと一致

していることが確認された（Watanabe et al., 2015）。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
東北地方太平洋沖地震後の海底地殻変動観測結果（地震予知連絡会会報第 94巻）

南海トラフ沿いの海底地殻変動観測結果（地震予知連絡会会報第 95巻）

東北地方太平洋沖地震後の海底地殻変動観測結果（地震予知連絡会会報第 95巻）

Watanabe, S., T. Ishikawa and Y. Yokota (2015), Earth, Planets and Space, 67, 184, doi:10.1186/s40623-

015-0352-6.

Yokota, Y., T. Ishikawa, M. Sato, S. Watanabe, H. Saito, N. Ujihara, Y. Matsumoto, S. Toyama, M. Fu-

jita, T. Yabuki, M. Mochizuki and A. Asada (2015), Progress in Earth and Planetary Science, 2, doi:

10.1186/s40645-015-0040-y.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　海溝型地震の発生が想定されている日本海溝沿い，南海トラフ沿いの海域において，継続的な海底

地殻変動観測を実施するとともに，観測技術の高度化を図る。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
海上保安庁海洋情報部海洋調査課海洋防災調査室

他機関との共同研究の有無：有

東北大学災害科学国際研究所

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：海上保安庁海洋情報部海洋調査課海洋防災調査室

電話：03-5500-7147

e-mail：下記ＵＲＬの問い合わせフォームから問い合わせください。



URL：http://www1.kaiho.mlit.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：石川 　直史 　

所属：海上保安庁海洋情報部技術・国際課

図 1 　東北地方太平洋沖地震後の地殻変動（累積）．黒と白の矢印は，海底基準点と国土地理院の電子基準点にお
ける累積変位ベクトルを示す．星は，東北地方太平洋沖地震及び海底基準点において 1 cm以上の変動が推定され
る余震を示す．



図 2 　西南日本の年平均変位．赤の矢印は東北地方太平洋沖地震の影響を補正した海底基準点の移動速度，白の
矢印は東北地方太平洋沖地震前における国土地理院の電子基準点の移動速度，緑の矢印はフィリピン海プレート

のアムールプレートへの沈み込み速度（MORVEL）を示す．楕円は，95％信頼区間を示す．



図 3 　南関東における年平均変位（Watanabe et al., 2015）．赤と青の矢印は，海底基準点と国土地理院の電子基準
点における移動速度を示す．楕円は，90％信頼区間を示す．



平成 27年度年次報告

課題番号：8002

（１）実施機関名：

海上保安庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

海洋測地の推進

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(3)地震・火山噴火の発生場の解明

ア.プレート境界地震

（４）その他関連する建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(6)国際共同研究・国際協力

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　SLRの国際共同観測を継続し、日本周辺を含めた広域のプレート相対運動を把握するためのデータ

を提供し精度向上に貢献する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　下里水路観測所において SLRの国際共同観測を継続し、日本周辺を含めた広域のプレート相対運動

決定に資するデータを取得する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　海上保安庁では 1982年から下里水路観測所において，SLR観測を継続的に実施しており，ITRFの

原点決定への貢献ならびに日本周辺のプレート収束速度の高精度検出に寄与している。2015年までの

下里の座標変化は図 1の通りとなっている。2015年も前年と同程度の 1,396パスの測距データを取得

した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
海上保安庁 (2015)，人工衛星レーザー測距観測（2013年），海洋情報部観測報告衛星測地編，28．

海上保安庁 (2016)，人工衛星レーザー測距観測（2014年），海洋情報部観測報告衛星測地編，29．

（10）平成 28年度実施計画の概要：



　SLRの国際共同観測を継続し，ITRFの原点決定ならびに日本周辺のプレート収束速度決定の精度

向上に貢献する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
海上保安庁海洋情報部海洋調査課海洋防災調査室

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：海上保安庁海洋情報部海洋調査課海洋防災調査室

電話：03-5500-7147

e-mail：下記ＵＲＬの問い合わせフォームから問い合わせください。

URL：http://www1.kaiho.mlit.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：長岡継 　

所属：海上保安庁海洋情報部海洋調査課海洋防災調査室



図 1 　SLR観測により求められた下里の座標変化（1997～2014年）



平成 27年度年次報告

課題番号：8003

（１）実施機関名：

海上保安庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

海域火山観測

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

イ. 地震・火山現象のデータベースとデータ流通

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

海域火山の定期巡回監視及び海域火山基礎情報図整備を継続して実施する。

海域火山データベースの整備及び公表を継続して行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

海域火山の定期巡回監視及び海域火山基礎情報図整備を継続して実施する。

海域火山データベースの整備及び公表を継続して行う。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　海域火山の定期巡回監視を実施した。また「西之島」において海域火山基礎情報図調査を行った。

　これらの調査結果を火山噴火予知連絡会で報告すると共に，海域火山データベースで公表した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
海上保安庁，2015，海域火山の最近の活動，火山噴火予知連絡会会報，120，印刷中

海上保安庁，2015，西之島における噴火の概況，火山噴火予知連絡会会報，120，印刷中

海上保安庁，2015，海域火山の最近の活動，火山噴火予知連絡会会報，121，印刷中

海上保安庁，2015，西之島における噴火の概況，火山噴火予知連絡会会報，121，印刷中

海上保安庁，2015，海域火山の最近の活動，火山噴火予知連絡会会報，122，印刷中

海上保安庁，2015，西之島における噴火の概況，火山噴火予知連絡会会報，122，印刷中

海上保安庁，2015，西之島における海洋調査結果の概況，火山噴火予知連絡会会報，122，印刷中

（10）平成 28年度実施計画の概要：



　海域火山の定期巡回監視及び海域火山基礎情報図整備を継続して実施する。

　海域火山データベースの整備及び公表を継続して行う。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
海上保安庁海洋情報部海洋調査課海洋防災調査室

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：海上保安庁海洋情報部海洋調査課海洋防災調査室

電話：03-5500-7126

e-mail：

URL：

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：小野智三 　

所属：海上保安庁海洋情報部海洋調査課

図 1 　定期火山監視「硫黄島」



図 2 　定期火山監視「須美寿島」

図 3 　定期火山監視「薩摩硫黄島」



図 4 　定期火山監視「硫黄鳥島」

図 5 　定期火山監視「西之島」2015年 6月 18日



図 6 　定期火山監視「西之島」2015年 11月 27日



図 7 　「西之島」海底地形図



図 8 　「西之島」空中写真 2016年 2月 3日調査時点



平成 27年度年次報告

課題番号：8004

（１）実施機関名：

海上保安庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

地殻変動監視観測

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

東北地方太平洋沖地震

南海トラフの巨大地震

首都直下地震

（６）本課題の５か年の到達目標：

　継続的に GNSS観測による地殻変動の監視観測を実施するとともに、観測データを利用して地震・

火山現象に伴う地殻変動を検出する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　伊豆諸島海域において GNSS連続観測を実施するとともに、DGPS局のデータを利用して地殻変動

を検出する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　海上保安庁の GPS観測点において通年の観測を実施し，得られた結果について地震調査委員会，地

震予知連絡会及び火山噴火予知連絡会に報告した。

　GPS観測点の 1年間の位置変化を図 1に示す。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
海上保安庁，2015，海上保安庁による GPS地殻変動監視観測，地震予知連絡会会報，94，24-29.

海上保安庁，2015，海上保安庁による GPS地殻変動監視観測，地震予知連絡会会報，95，印刷中.

（10）平成 28年度実施計画の概要：



　GPS観測による地殻変動の監視を継続する

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
海上保安庁海洋情報部海洋調査課海洋防災調査室

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：海上保安庁海洋情報部海洋調査課海洋防災調査室

電話：03-5500-7147

e-mail：下記ＵＲＬの問い合わせフォームから問い合わせください．

URL：http://www1.kaiho.mlit.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：長岡継 　

所属：海上保安庁海洋情報部海洋調査課海洋防災調査室



図 1 　DGPS局等の GPS連続観測から求めた水平変位（下里局固定）



平成 27年度年次報告

課題番号：8005

（１）実施機関名：

海上保安庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

験潮

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

験潮観測の継続実施

（７）本課題の５か年計画の概要：

　引き続き、験潮観測を実施し、日本全国の地殻変動監視及び他機関との連携による験潮データのリ

アルタイム公開を実施する。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　海上保安庁は潮汐観測により平均水面を求め、海岸昇降検知センターへ提出し、日本全国の地殻変

動監視に供している。また、国土交通省水管理・国土保全局及び港湾局、国土地理院、気象庁と連携

し、インターネットによるリアルタイム験潮データで公開を実施した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
なし

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　平成 27年度と同様に全国 20ヵ所の験潮所において潮汐観測を実施し、国土交通省水管理・国土保

全局および港湾局、国土地理院、気象庁と連携し、インターネットによるリアルタイム験潮データで

公開する。

　海上保安庁所管験潮所：竜飛、釜石、横浜、横須賀、千葉、三宅島、神津島、八丈島、徳山、広島、

呉、大分、博多、佐世保、厳原、粟島、大泊、西之表、中之島、名瀬

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
海上保安庁海洋情報部環境調査課

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先



部署等名：海上保安庁海洋情報部環境調査課

電話：03-5500-7153

e-mail：下記ＵＲＬの問い合わせフォームから問い合わせください．

URL：http://www1.kaiho.mlit.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：増田貴仁 　

所属：海上保安庁海洋情報部環境調査課



平成 27年度年次報告

課題番号：8006

（１）実施機関名：

海上保安庁

（２）研究課題（または観測項目）名：

海域における地形・活断層調査

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

（７）本課題の５か年計画の概要：

　巨大地震の発生が懸念されるプレート境界域等において，海底地形等の調査を実施する

（８）平成 27年度の成果の概要：
　我が国の沿岸海域において，海底地形の調査を実施した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　巨大地震の発生が懸念されるプレート境界域等において、海底変動地形等の調査を実施する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
海洋調査課

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：海上保安庁海洋情報部海洋調査課

電話：03-5500-7125

e-mail：下記ＵＲＬの問い合わせフォームから問い合わせください．

URL：http://www1.kaiho.mlit.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：福山一郎 　

所属：海上保安庁海洋情報部海洋調査課



図 　伊豆小笠原海溝アナグリフ



平成 27年度年次報告

課題番号：9001

（１）実施機関名：

奈良文化財研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

考古資料および文献資料から見た過去の地震・火山災害に関する情報の収集とデータベースの構築・

公開

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

イ. 考古データの収集・集成と分析

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　過去の災害を研究する場合、近代的な記録が整備されている時代のみを対象とするのでは不十分で

ある。歴史的な記録類を参照するとともに、文字資料を補完する役割を果たす考古資料についても、

発掘調査の場で災害の痕跡を正しく認識することによって、情報を収集・分析する必要がある。また、

これらの情報をデータベース化して公開することで、従来よりも長期にわたる、より正確な地震・火

山災害に関する情報を提供することが可能となり、災害痕跡の認識に関するレベルの向上を図るとと

もに、将来的な防災・減災に寄与することが期待される。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　新規研究

　考古学の領域では、特に阪神・淡路大震災を契機として、過去の地震や火山噴火などの災害痕跡に

関する問題意識が高まり、各地の発掘調査で多くの考古データが蓄積されつつある。しかし、それら

を収集・公開する体制は未整備であり、情報が十分に共有されているとはいいがたい。そこで、そう

した災害に関する考古データを全国的に収集・分析し、文字史料とのすり合わせを含めて、どの時代

のいかなる災害によるのかを検討する。そして、情報を時代と地域、災害の原因ごとに整理し、デー

タベースとして公開することによって、過去の災害情報の共有化を図るとともに、将来にわたる防災・

減災を講じる指針とする。

　平成 26年度：データベースの項目設計、発掘現場での情報収集、データの収集と

　　　　　　　分析、文献史料の調査

　平成 27年度：データベースの構築開始、発掘現場での情報収集、データの収集と

　　　　　　　分析、研究集会の開催

　平成 28年度：歴史時代を中心としたデータベースの公開、発掘現場での情報収集、

　　　　　　　データの収集と分析

　平成 29年度：データベースの先史時代への拡張、発掘現場での情報収集、データ

　　　　　　　の収集と分析、研究集会の開催

　平成 30年度：拡張版データベースの公開



（８）平成 27年度の成果の概要：
　北海道と沖縄を除く全都府県の発掘調査報告書から、約 12,000件の調査地点について精査・分析を

行い、災害痕跡に関する地質考古データ約 800件を抽出・収集、エクセルにデータ（約 12,000件）入

力した。また、発掘調査現場に赴き、液状化痕跡等の土壌サンプル等を収集し、分析・整理した。

　ＧＩＳデータベースシステムの構築に着手した。パイロット版として構築したシステムにエクセル

データの一部を取り込み、動作確認を行うなど運用テストを開始した。

　なお、研究集会の開催を予定していたが、今年度はその準備に止まり、地質学や考古学等の専門家

に参加を要請するところまで到達した。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
　小池伸彦・村田泰輔，2016.1.31，考古学における地殻災害研究の今後，「学術会議叢書 22」，日本学

術協力財団，167-202. 　村田泰輔，2016.3.刊行予定，考古資料から抽出される災害情報とその

データ化，「人間文化研究情報資源共有化研究会報告集」6，人間文化研究機構.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　全国を対象として、発掘調査報告書ならびに発掘調査現場での地質考古的災害痕跡データの収集と

分析・整理を継続し、データ入力をさらに進める。

　パイロット版ＧＩＳデータベースシステムの動作確認を通じて、運用や一般公開に向けた問題点の

抽出と改修を行い、その運用を開始する。

　地質学、考古学等の専門家による地質考古学的災害痕跡に関する研究集会を開催するとともに、地

質考古学的な災害痕跡認定基準の策定を進め、その標準的な認定方法についてのリーフレット等を作

成する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
奈良文化財研究所難波洋三・津田保行・森本晋・小池伸彦・渡辺晃宏・

金田明大・山崎健・脇谷草一郎・星野安治・高田祐一・村田泰輔

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：研究支援推進部総務課

電話：0742-30-6733

e-mail：webstaff@nabunken.go.jp

URL：http://www.nabunken.go.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：小池伸彦 　

所属：奈良文化財研究所 　埋蔵文化財センター 　遺跡・調査技術研究室



平成 27年度年次報告

課題番号：9101

（１）実施機関名：

北海道立総合研究機構地質研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

日本海沿岸域における過去最大級津波の復元

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(2)低頻度大規模地震・火山現象の解明

ア. 史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

１．津波堆積物や古文書記録から 1741年渡島大島の山体崩壊による津波の浸水域を明らかにするとと

もに、数値シミュレーションにより浸水域を復元できる山体崩壊の崩壊速度や崩壊体積などを明らか

にする。

２．津波堆積物調査の結果明らかになった 13世紀頃の津波について、波源域の推定を進め地震の規模

や浸水域の推定を行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　本課題は、日本海沿岸域における地震及び火山噴火に伴う低頻度大規模な津波イベントについて地

質データを収集するとともに、津波シミュレーションと相互補完的に検証作業を行って確度の高い波

源モデル・数値モデル構築や、浸水域の確定を行う。

平成 27年度は、1741年渡島大島山体崩壊による津波シミュレーションの高度化、津波堆積物による

検証と数値モデルの最適化を行う。

平成 28年度は、13世紀頃の津波の波源域の推定、津波シミュレーションと津波堆積物による波源モ

デルの構築を行う。

平成 29年度は、檜山沿岸の広域にわたる津波浸水実績のとりまとめ、GIS化を行う。

平成 30年度は、講演会等により成果の普及をはかる。



（８）平成 27年度の成果の概要：
　奥尻島（ワサビヤチ川・赤川の氾濫原）、乙部町（姫川の氾濫原）、江差町（湯ノ沢の氾濫原）の泥

炭地において確認した津波砂層のうち、1741年および 13世紀頃のものと推定される２層の砂層の分

布を詳細に追跡し、それぞれの津波イベントによる堆積物の分布範囲を決定した（図 1）。また泥炭層

中に保存されている駒ケ岳 dテフラ（1640年降灰）ならびに白頭山―苫小牧テフラ（10世紀に降灰）

の深度分布にもとづいて、各氾濫原における 13世紀頃および 18世紀初頭時点の地表面標高モデルを

作成した。

　一方、渡島大島北側の海底地形データ（Satake and Kato, 2001）を用い、1741年の山体崩壊堆積物の

分布形状、崩壊前の山体地形の推定、崩壊堆積物の体積の見積もりを行った。これらの見積もりをも

とに、地すべり・津波統合モデル（柳澤ほか，2014）を用いて山体崩壊シミュレーションを行った（図

2）。計算により得られた崩壊堆積物の分布と海底地形データから判読した崩壊堆積物の分布は、概ね

一致した。しかし詳細を見ると、計算による崩壊堆積物は下流側（北側）にやや長く伸び、堆積中心

が末端に偏った。同時に崩壊堆積物の側方（特に西側）への広がりは、判読結果と比較して少ない結

果となった。今後、モデルパラメータや崩壊前地形の調整などを行い、改良した地すべりモデルを用

いて津波シミュレーション実施するとともに、津波痕跡との比較を早急に行う。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 28年度は、13世紀頃と推定される津波の波源域を想定し、津波シミュレーションと津波堆積物

による検討を行う。具体的には、国の「日本海における大規模地震に関する調査検討会」で示された

日本海域の断層モデルのうち、13世紀の津波堆積物形成を最もよく説明しうる断層ならびに断層モデ

ルを抽出し、津波シミュレーションの実施および津波堆積物による検証、波源モデルの最適化を行う。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
地質研究所地域地質部地質防災グループ、資源環境部沿岸地質グループ

他機関との共同研究の有無：有

北海道大学大学院理学研究院 　谷岡勇市郎

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：北海道立総合研究機構地質研究所

電話：011-747-2420（代表）

e-mail：

URL：http://www.hro.or.jp/list/environmental/research/gsh//index.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：川上源太郎 　

所属：地域地質部地質防災グループ



図 1 　江差町湯ノ沢における津波堆積物の追跡結果
　江差町五厘沢の湯ノ沢において、泥炭層中に挟在する 2枚の津波堆積物（Ey-1：1741年津波砂層、Ey-2：13世
紀頃の津波砂層）、駒ケ岳 d（ko-d）テフラ、ならびに白頭山―苫小牧（B-Tm）テフラを追跡した（図は Island Arc
誌に投稿中のもの）。掘削調査はおおよそ 50m間隔で行い、18世紀初頭および 13世紀頃の地形モデルをあわせて
作成した。



図 2 　渡島大島山体崩壊シミュレーション結果
　Satake and Kato (2001)の海底地形データをもとに、山体崩壊堆積物の分布の再判読（オレンジの線）、堆積物
の厚さ分布の見積もり（黄色のコンター：50m間隔）、山体崩壊前の地形推定を行い、地すべり・津波統合モデル
（柳澤ほか，2014）による山体崩壊シミュレーションを実施した。



平成 27年度年次報告

課題番号：9102

（１）実施機関名：

北海道立総合研究機構地質研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

地球科学的総合調査による火山のモニタリングと熱水系のモデル化

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

ア. マグマ噴火を主体とする火山

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(5)火山現象のモデル化

イ. 熱水系の卓越する火山

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　5火山おける地球物理学的・地球化学的モニタリングにより、地殻変動や温泉水・火山ガスの成分

変化などの噴火の先行現象やそれに続く火山現象を捉える。

現在、火口域の膨張や、火山性地震の増加、温泉成分の変化といった現象が観測されている十勝岳で

は、それらの現象のメカニズムを明らかにするため、地球物理的・地球化学的・地質学的調査による

多項目観測に基づき、火山体内部構造と熱水流動系のモデル化を行う。

（７）本課題の５か年計画の概要：

　5火山においては、噴火の先行現象などの火山活動の変化を捉えるため、継続的に地殻変動や、地

温、温泉水・火山ガスの成分・同位体比等の各種モニタリングを行う。

十勝岳では山体の膨張や、火山性地震の増加、温泉成分の変化などが観測されているが、これらのメ

カニズムが明らかになっていないため、火山活動の現状を評価することが難しかった。そこで、十勝

岳における火山災害の防災・減災に向けて火山活動の現状を評価するために、以下の調査を行う。

　平成 27～28年度は、火口域において MT探査を行い、火口域地下浅部の比抵抗構造を明らかにす

る。また、重力観測や火山ガス観測、過去の堆積物に対する熱水変質調査を行い、火口域での熱水系

について検討する。これらを合わせて火口域における火山体内部構造のモデル化を行う。また、山腹

の温泉湧出域では、温泉水の成分や同位体比の観測や、山腹域でのMT探査を行い、十勝岳周辺の熱

水流動系についてモデル化を行う。



　平成 29年度は、継続的に行うモニタリングを基に、火山体内部構造と熱水流動系のモデルの検証を

行う。

　平成 30年度は、モニタリングに基づいてモデルの検証を行うとともに、そのモデルに基づいて火口

域地下浅部を膨張源とする地殻変動のメカニズムや、温泉成分の変化のメカニズムを明らかにする。

　これらの観測データや結果については、気象台や大学と共有するとともに、地元自治体等にも情報

提供をおこなう。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　当初の計画の通り、5火山（雌阿寒岳、十勝岳、樽前山、有珠山、北海道駒ヶ岳）において、地球

物理学的・地球化学的モニタリングを継続して行い、火山活動の変化を捉えるためのデータの蓄積を

行った。また、十勝岳においては、電磁気（MT）探査や重力観測、熱水変質調査を行い、火口域にお

ける火山体内部構造について検討した。これらの調査の一部は北海道大学や札幌管区気象台と協力し

て行っており、情報の共有も随時行っている。

　

5火山での地球物理学的・地球化学的モニタリング
（1）雌阿寒岳

　GPS連続観測と火口域での地温連続観測、火山ガスおよび温泉水の観測、地下水位連続観測を行っ

た。山頂の火口内や山麓域の温泉水などの化学成分や酸素・水素同位体比に大きな変化はなかった。ま

た、中マチネシリ火口の火山ガス凝縮水の酸素・水素同位体比にも大きな変化はなかった。GPS観測

では、2008年 11月の小噴火以降、火口域がわずかに膨張する傾向が観測されていたが、2012年以降

はその傾向が鈍化し、2015年度も続いた。

　

（2）十勝岳

　GPS連続観測と火口域での地温連続観測、火山ガスおよび温泉水の観測、地下水位連続観測を行っ

た。GPS観測では、2006年以降、火口域の膨張を示す変動を捉えている。62-II火口から西に約 200m

の前十勝点では、2015年 6月には 1cm/週を超える西向きの変動が観測されたが、7月中旬からは停滞

している（図１）。62-I火口域の地温は 30℃程度だったが 2014年末から上昇傾向に転じ、2015年 10

月には 80℃以上となった。大正火口の火山ガスの温度や、化学成分、凝縮水の酸素・水素同位体比

には大きな変化はなかった。吹上温泉地区の温泉では、1988-89年噴火前と同様の Cl/SO4比の上昇が

2012年に入り認められるようになったが、2013年 4月以降は横ばい～やや低下に変わり、2015年は

減少傾向で推移した（図２）。

　

3）樽前山

　火口域での地温連続観測と火山ガスおよび温泉水の観測を行った。A火口と B噴気帯の噴気温度は

それぞれ 650℃以上および約 400℃で、高い状態が続いている。A火口付近の地温に大きな変化はな

かった。火山ガスの化学成分や凝縮水の酸素・水素同位体比には大きな変化はなかった。山麓の温泉

水の成分は、これまでと同様に濃度の低下傾向が続いている。

　

（4）有珠山

　山頂・山麓での重力観測と火山ガス観測、地下水位連続観測を行った。山頂の溶岩ドームでは、山

体の収縮に伴う重力値の増加が観測された。一方、外輪山では重力値の増加は小さく、山麓では変化

がなかった。山頂 I火口の噴気温度は約 400℃でこれまでと変化はなく、火山ガス凝縮水の酸素・水

素同位体比にも大きな変化はなかった。

　

（5）北海道駒ヶ岳



　火口域での地温連続観測と温泉水の観測、地下水位連続観測を行った。山頂の地温の観測値には大

きな変化はなかった。山麓の温泉水の温度や化学成分、酸素・水素同位体比に大きな変化はなかった。

　

十勝岳における調査

（1）MT探査

　山頂火口域において、AMT探査を行った。その結果、大正火口およびグラウンド火口の地下 200～

500mの位置に低比抵抗域が認められた（図３）。この深さは GPS観測で捉えている火口域の膨張の推

定膨張源の深度と概ね一致している。また、この低比抵抗域は火口域から南北方向に延びている。一

方、これらの低比抵抗域の間には高比抵抗域が認められ、それは表層の噴気域から地下に向かって伸

びているように見える。このことから、高比抵抗域は火山ガスの通り道（火道）に対応する可能性が

ある。また、熱水流動系を把握するために山麓域でもMT探査を行い、現在解析中である。

　

（2）重力観測

　山麓から火口域にかけて、重力観測を行った。2011年の重力値は 2010年に比べてほとんど同程度の観

測値であるが、その後、大正火口～62-III火口にかけての重力値は急激に減少し、2015年には-0.13mGal

程度となっている（図４）。一方，GPS観測による高さの変化は、62-II火口近傍においても 2010年以

降では最大 0.2m程度の隆起という結果が得られている。このため、重力値の誤差などを考慮しても、

隆起から期待される重力値の減少量はブーゲー勾配である場合の 2倍、フリーエア勾配としても 1.5

倍程度ある。このように、重力値の過剰な減少は隆起のみでは説明が難しいので、今後は地下浅部に

おける密度構造等の変化も考慮して検討する。

　

（3）熱水変質調査

　1926年噴火の中央火口丘の崩壊に伴う岩屑なだれ堆積物や、熱水変質域での熱水変質調査を行っ

た。ほとんどの熱水変質岩は主に明礬石とクリストバライトからなる。岩屑なだれ堆積物は粘土鉱物

をほとんど含まないことから、変質の中心部である火道周辺は強酸性だったため、初生鉱物の溶脱と

明礬石の晶出が起こり、粘土鉱物が生成しにくい環境だったことが考えられる。一方、中央火口の北

800mに位置し、かつて噴気活動や温泉湧出が認められた湯の沢の岩石は岩屑なだれ堆積物と比較して

カオリナイトを多く含み、ハロイサイトが認められる場合もある。湯の沢は変質の中心から離れてお

り、火口域と比較して酸性の弱い環境であったため、カオリナイトが晶出したと考えられる。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
Takahashi, R. and Nakagawa, M., 2015, Evolution and eruption processes of a highly porphyritic silicic

magma system: petrology of the historical eruptive stage of Hokkaido-Komagatake volcano, Japan. J.

Petrol. 56, 1089-1112.

田村 　慎・岡崎紀俊・高橋 　良・岡 　大輔・秋田藤夫・奥田真央・橋本武志・菅野倖大朗・茂木 　

透・山谷祐介・藤松 　淳・長山泰淳・道下剛史，2015，北海道有珠山，十勝岳におけるMT探査

（序報），Conductivity Anormaly研究会 2016年論文集（印刷中）

（10）平成 28年度実施計画の概要：
　5火山においては、これまでと同様に、継続的に地殻変動や、地温、温泉水・火山ガスの成分・同

位体比等の各種モニタリングを行う。

　十勝岳においては、火口域及び山麓域でMT探査を行い、火山体内部の構造を検討する。また、重

力観測や火山ガス観測、熱水変質調査を行い、火口域での熱水系について検討する。これらを合わせ

て、火口域における火山体内部構造のモデル化を行う。また、山腹の温泉湧出域では、温泉水の成分

や同位体比の観測を行い、MT探査の結果などをふまえて、十勝岳周辺の熱水流動系についてモデル

化を行う。



（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
地質研究所 　地域地質部 　地質防災グループ

他機関との共同研究の有無：有

北海道大学大学院理学研究院：橋本武志ほか 4名

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：北海道立総合研究機構 　地質研究所

電話：011-747-2420

e-mail：

URL：http://www.hro.or.jp/list/environmental/research/gsh/index.html

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：高橋 　良 　

所属：地域地質部 　地質防災グループ

図１

吹上温泉観測点（国土地理院）を基準とした前十勝点の変動（～2015年 12月）

図２

十勝岳周辺の温泉水の Cl/SO4 比の変化（～2016年 1月）



図３

十勝岳の火口域での AMT探査結果

図４

十勝岳で観測された重力変化



平成 27年度年次報告

課題番号：9201

（１）実施機関名：

山梨県富士山科学研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

富士山における地下水観測

（３）最も関連の深い建議の項目：

4. 研究を推進するための体制の整備

(2)研究基盤の開発・整備

ア. 観測基盤の整備

（４）その他関連する建議の項目：

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　平成 14年度～18年度にかけて行った「富士山の火山活動に関する研究」や平成 26年度から始まっ

た山梨県重点化研究課題「富士山火山防災のための火山学的研究」で，火山噴火予知の研究等に寄与

する基礎データを得ることを目的にし、地下水位・水温等の観測点を設け充実化を図っており、観測

を行っている。いくつかの火山地帯の地下水位・地下水温および水質の観測の変化が火山活動に関連

していることが明らかにされつつあり，噴火の前兆現象および噴火後の推移を予測する上で重要な観

測項目とされている。しかし，現在のところ富士山北麓において火山活動との関連で地下水の観測点

は限られており、北西麓はカバーできていない。したがって、新規の観測点の増設や既存の温泉井な

どの活用ができるように、地下水観測体制の強化整備等を図っていく。また、星山期堆積物中の地下

水挙動の把握のための研究を同時並行に進め，星山期堆積物や深部地下水の地下水循環系を明らかに

する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

山梨県富士山科学研究所 　研究・企画費

噴火タイプや推移に影響を与える可能性のある富士山の地下水体の実情を把握するために星山期堆積

物や深部地下水中の地下水挙動、水循環系の把握を行う。また、地下深部へ降水等がどのような浸透

過程（浸透ライン）を明らかにする。

平成 27年度においては、浸透ライン研究として，富士山頂および複数標高の降水試料を収集し，それ

らについて水素・酸素・塩素の安定同位体比を分析する．また、地下水体の研究として、水理地質踏

査と既存ボーリングなどの地下地質資料収集を実施する。

平成 28年度においては、浸透ライン研究として、富士山北東麓エリアを中心とした複数標高の地下水

試料を収集し、それらについて被圧地下水研究の湧水試料と同項目の同位体比分析と水質分析を実施

する。地下水体研究として富士北麓に分布する温泉水の分析を行い、深部地下水の実情を把握する。

平成 29年度においては、前年度までの研究での不足分について、地下水体の分布等の実態把握や浸透

ラインを明らかにするための地下水観測体制の強化を図る。引き続き、浸透ラインおよび地下水体の

把握の研究を実施する。



平成 30年度においては、上記の研究における不足データの補充を実施し，地下水浸透ラインの推測を

行う．その結果を用いて被圧地下水の浸透標高を推定し，水理地質構造を加味して，深部地下水も含

めて地下水循環系を検討する．

（８）平成 27年度の成果の概要：
火山活動の予兆現象として地下水の変動状態を監視することを目的に，富士北麓の 4箇所に観測点を

設けて地下水変動の連続観測を実施している。観測点 4点は、北東麓忍野観測点、北麓富士吉田観測

点、河口湖観測点、北西麓富士ヶ嶺観測点である。この 4観測点で地下水位、地下水温、電気伝導度

を測定している。河口湖観測点と富士ヶ嶺観測点において、2011年 3月の東北地方太平洋沖地震とそ

れに続いて発生した静岡県東部地震では地下水位の変動が見られたが、現在のところ、これ以外の変

動は観測されていない。

しかし，現在のところ富士山北麓において火山活動との関連で地下水の観測点は限られており、側火

口が揃う北西ラインを全てカバーできていない。したがって、新規の観測点の増設や既存の温泉井な

どの活用ができるように、地下水観測体制の強化整備等を図った。また、星山期堆積物中の地下水挙

動の把握のための研究を同時並行に進め，星山期堆積物や深部地下水の地下水循環系を明らかにする

ために、既存の水井戸のデータを収集し、解析を行った。火山噴出物の放射性炭素年代が得られてい

る資料が少ないため、既存の試料を探して年代測定を行う必要があった。

この中で北麓の富士吉田観測点については、観測井をあらたに掘削し、観測点、機器を更新した。そ

のなかで火山噴出物の年代を知るために、一部コアやカッティングスを採取して、放射性炭素年代測

定を行った。

その結果、深度 1.30ｍ～6.15ｍ溶岩は西暦 937年噴火の剣丸尾第 1溶岩流として、深度 21.35ｍ～

31.00ｍ溶岩は、上限が 8405～8340年（暦年）の年代が得られた。下限については試料の炭素量が少

なく測定不能となったため、再測定を行う予定である。あわせて、深度 36.25ｍ以深の溶岩について

も放射性炭素年代測定を行う予定である。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

（10）平成 28年度実施計画の概要：
・浸透ライン研究においては，富士山北東麓エリアを中心とした複数標高の地下水試料を収集し，そ

れらについて被圧地下水研究の湧水試料と同項目の同位体比分析と水質分析を実施する。

・地下水体研究においては，富士北麓に分布する温泉水の分析を行い、深部地下水の実情を把握する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
山梨県富士山科学研究所 　火山防災研究部

内山高、吉本充宏、山本真也、常松佳恵、馬場章

他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：山梨県富士山科学研究所 　火山防災研究部

電話：0555-72-6211（代表）

e-mail：vulcano@mfri.pref.yamanashi.jp

URL：http://www.mfri.pref.yamanashi.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：内山 　高 　

所属：山梨県富士山科学研究所 　火山防災研究部



平成 27年度年次報告

課題番号：9202

（１）実施機関名：

山梨県富士山科学研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

富士山の噴火事象系統樹の高精度化のための基礎研究

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山噴火の予測のための研究

(4)事象系統樹の高度化による火山噴火予測

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象の解明のための研究

(1)地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理

ウ. 地質データ等の収集と整理

3. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例の研究

(5)地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化

（５）優先度の高い地震・火山噴火との関連：

（６）本課題の５か年の到達目標：

　富士山における噴火事象系統樹を作成させるために既存データの集約と新たな地質情報をもとに噴

火履歴の高精度化をおこない、その結果をもとに噴火事象系統樹を試作する。

（７）本課題の５か年計画の概要：

山梨県富士山科学研究所 　研究・企画費

重点化研究 　「富士山火山防災のための火山学的研究～噴火履歴とそのシミュレーション～」

富士山研究 　「富士山の火山噴出物に関するデータベースの構築」

基盤研究 　「富士山の古地磁気を用いた溶岩噴出年代の決定」

噴火事象系統樹を高精度に作成するためには、詳細な噴火履歴と噴火推移が明らかになっている必要

がある。富士山では近年、産業技術総合研究所による火山地質図の改訂が行われたたが、未解明な点

も多い。最近 3200年間に 100あまりの噴出物が確認されているが、噴火年代が確定しているものは約

3割で、噴火推移が明らかになっている噴火は 1割程度である。本研究では、まず既存研究のデータ

を集約し、データベースを構築する。その中で年代未詳の噴出物については放射性炭素年代測定を行

い、噴火履歴の高精度化を図る。一方、放射性炭素年代測定用の試料の得られない噴出物（溶岩）に

ついては、古地磁気学的手法を用いて年代決定を行う。さらに地質調査をもとに個々の噴火の噴火推

移を検証する。これらのデータを元に噴火事象系統樹を作成する。

平成 27年度においては、富士山における既存のデータを集約し、データベースを構築する。その中

で年代未詳の噴出物について地質調査を行い、放射性炭素年代測定を行う。一方古地磁気学的手法を



用いた年代測定には、年代既知の溶岩の古地磁気方位のデータベースが重要となる。古地磁気方位の

データベースのための測定を行う。

平成 28年度においては、平成 27年度に引き続きデータの集約および年代測定を行い、溶岩の古地磁

気測定を行う。また、噴火推移の明らかに成っていない噴火の噴火推移を明らかにするための地質調

査を実施する。

平成 29年度においては、年代未知の溶岩の古地磁気測定を行い、年代を決定する。噴火推移を明らか

にするための地質調査を継続する。

平成 30年度においては、上記で収集したデータを元に噴火事象系統樹の試作を行う。

（８）平成 27年度の成果の概要：
　富士山の噴火災害予測を行うためには、噴火事象系統樹を高精度に作成する必要があり、その基礎

データを収集するために、詳細な噴火履歴調査の解明が必要である。これらの目的を達成するために、

「富士山の火山噴出物に関するデータベースの構築」と「富士山の古地磁気を用いた溶岩噴出年代の決

定」の研究調査を実施している。

　平成 27年度においては、富士山における文献調査を行い、既存のデータをデータベース化の作業

を実施中である。特に、2014年に公表された産業技術総合研究所による火山地質図と津屋における火

山地質図との相違点の抽出を実施した。その中で、詳細が不明であった富士山北麓の雁穴火口の調査、

給源不明のテフラの調査を実施した。特に、雁ノ穴火口においては地表踏査のみでは詳細を明らかに

することが不可能なことから、今後トレンチによる調査を実施して、火口の分布範囲などを明らかに

する必要がある。給源不明のテフラの調査についても、調査箇所が数カ所と限定されているため、給

源を明らかにすることはできていない。一方、今年度実施予定であった放射性炭素年代測定について

は、良好な試料が得られなかったため実施しなかった。

　古地磁気学的手法を用いた年代測定については、まず富士山における溶岩の古地磁気が既存の古地

磁気データベースと整合するかどうかの確認が必要である。そこで、放射性炭素年代測定法で年代値

が明らかとなっている溶岩の古地磁気方位の測定を実施した。H27年度は主に富士山北麓に露出する

約 2000年前以降の溶岩を抽出し、その定方位サンプリングを実施した。定方位サンプリングでは、富

士山の溶岩は、磁気が強く標準の方位磁石を使用した定方位サンプルが実施できなかったため、太陽

の方角から方位を決める方法を採用した。古地磁気測定は、1溶岩につき 1箇所で複数のサンプルを

採取し、今年度 11層準から試料を採取した。測定は、これらの一部について、交流消磁実施後、スピ

ナー磁力計にて岩石磁気を測定した。測定結果を永年変化モデル JRFM2K.1（畠山他，2012）と比較

した結果、比較的整合性の良いものと悪いものとに分かれる結果となった (図 1)。モデルとの不整合に

ついては、溶岩自体の誤差、溶岩の採取位置による問題、永年変化モデル JRFM2K.1自体に誤差大き

い年代があることが考えられるため、これらを検証するため試料採取箇所を増やすなどして、詳細を

明らかにする予定である。

（９）平成 27年度の成果に関連の深いもので、平成 27年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
安田 　敦・金子隆之・嶋野岳人・吉本充宏・藤井敏嗣, 2015,斑晶とメルト包有物の組成および組織か

ら推定する富士山宝永噴火の珪長質マグマ溜まりでのマグマプロセス,火山学会秋季大会予稿集,

163.

（10）平成 28年度実施計画の概要：
平成 28年度は、平成 27年度に引き続きデータの集約および年代測定を実施し、噴火推移の明らかに

成っていない噴火の噴火推移を明らかにするための地質調査を実施する。また、古地磁気学的手法を

用いた年代測定に関しては、平成 27年度に実施した富士山北麓の溶岩について地点数を増やし測定点

を増やす。また、新たに南麓側の約 2000年前までの噴出物について古地磁気の測定を実施する。



（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：
山梨県富士山科学研究所 　火山防災研究部

内山高、吉本充宏、山本真也、常松佳恵、馬場章

他機関との共同研究の有無：有

東京大学地震研究所 　中田節也 　教授

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：山梨県富士山科学研究所 　火山防災研究部

電話：0555-72-6211（代表）

e-mail：vulcano@mfri.pref.yamanashi.jp

URL：http://www.mfri.pref.yamanashi.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：吉本 　充宏 　

所属：山梨県富士山科学研究所 　火山防災研究部

図 1
富士山北麓の代表的な溶岩の測定結果と永年変化モデル JRFM2K.1（畠山他，2012）．古地磁気の永年変化モデル
とよく一致するものとやや外れた傾向を示す溶岩がある．
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